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まとめ資料比較表 〔第８条 火災による損傷の防止〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

相違No. 相違理由

8条-① 島根2号炉の安全機能を有する機器は，IEEE383試験及びUL垂直燃焼試験により難燃性を確認した難燃ケーブルを使用している

8条-② 島根2号炉の設備配置を踏まえ，火災区域及び火災区画を設定している

8条-③ 島根2号炉の火災区域のコンクリート壁は，3時間耐火に必要な壁厚であることを確認している

8条-④ 耐火壁の仕様が異なる

8条-⑤ 設置許可添付書類十における評価で用いるモニタが異なる

8条-⑥ 島根2号炉は，水素・酸素注入設備を設置しており，当該設備に対しても水素ガスの漏えい防止対策を実施している

8条-⑦ 島根2号炉は，発電機水素ガス供給設備，水素・酸素注入設備及び格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置する部屋にも水素濃度検知器を設置する設計としている

8条-⑧ コーティング剤の仕様が異なる

8条-⑨ 想定する自然現象が異なる

8条-⑩ 島根2号炉は，設備の設置エリアの環境条件等を踏まえた感知器の組み合わせで火災を検知する設計としている

8条-⑪
島根2号炉は，A,HPCS-DG燃料移送系ケーブルトレンチにはアナログ式の煙感知器と熱感知器を，B-DG燃料移送系ケーブルトレンチには非アナログ式の防爆型の煙感知器と熱感知器
を設置する設計としている

8条-⑫ 島根2号炉は，可燃物の設置状況，設備の構造，配置等を踏まえ，消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画を選定している

8条-⑬ 島根2号炉の中央制御室制御盤及び補助盤室の床下のケーブル処理室に対して，全域ガス自動消火設備を設置する構造である

8条-⑭ 島根2号炉は，消火剤にハロン1301を用いた全域ガス消火設備を設置する設計としている

8条-⑮ 島根2号炉は，多重性の観点で水源及び消火ポンプを設置する設計としている

8条-⑯ 火災区域及び火災区画の設定方針が異なる（島根2号炉は安全系区分Ⅱとその他の安全系区分とで分離している）

8条-⑰ 島根2号炉は，補助盤室に対して十分な保安水準が確保された影響軽減対策を実施する設計としている

8条-⑱ 島根2号炉は，原子炉格納容器内の機器配置等から6mの離隔距離を確保することが困難であることから，可能な限り離隔を確保する設計としている

8条-⑲ 島根2号炉では，可燃物管理を実施する一部の火災区域又は火災区画について，火災感知器を設置しない，若しくは消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置している

　比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。
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3. 別添 

3.1.火災による損傷の防止 

（別添資料－１）島根原子力発電所２号炉 火災防護について 
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防止 
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3.3. 現場確認プロセス 

（別添資料－３）柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉 火災
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3.3.現場確認プロセス 

（別添資料－３）島根原子力発電所２号炉 火災防護に係る等

価時間算出プロセスについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉の安全機

能を有する機器は，

IEEE383 試験及び UL 垂

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用している

（以下，8条-①の相違） 
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＜概  要＞ 

 

１．において，設計基準対処施設の設置許可基準規則，技術基準

規則の追加要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する

東海第二発電所における適合性を示す。 

 

２．において，設計基準対処施設について，追加要求事項に適合

するために必要となる機能を達成するための設備又は運用等に

ついて説明する。 

 

３．において，追加要求事項に適合するための技術的能力（手順

等）を抽出し，必要となる運用対策等を整理する。 

 

４．において，設計にあたって実施する各評価に必要な入力条件

等の設定を行うため，設備等の設置状況を現場にて確認した内

容について整理する。 
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1. 基本事項 

1.1. 要求事項の整理 

火災による損傷の防止について，設置許可基準規則第8 条及

び技術基準規則第11 条において，追加要求事項を明確化する

（表1）。 

 

表１設置許可基準規則第 8条及び技術基準規則第 11 条要求事項 

 

 

 

2.  追加要求事項に対する適合性 

 

 

 

 

 

1.基本事項 

 1.1 要求事項の整理 

  火災による損傷の防止について，設置許可基準規則第 8条及

び技術基準規則第 11 条において，追加要求事項を明確化する。

(第 1表) 

 

第 1 表 設置許可基準規則第 8条及び技術基準規則第 11条 要求

事項 

 

 

 

1.2 追加要求事項に対する適合性 

１）位置，構造及び設備 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3)  その他の主要な構造 

(ⅰ) 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造

に加え，以下の基本的方針の基に安全設計を行う。 

1. 基本事項 

1.1.要求事項の整理 

  火災による損傷の防止について，設置許可基準規則第 8条及

び技術基準規則第 11 条において，追加要求事項を明確化する

（第 1表）。 

 

第１表 設置許可基準規則第 8条及び技術基準規則第 11 条 要

求事項 

 

 

2. 追加要求事項に対する適合性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・下線は強調線（記載

の相違を示すもので

はない） 
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設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設の安全

性を損なうことのないよう，火災防護対策を講じる設計とす

る。火災防護対策を講じる設計を行うに当たり，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するための安全機能を有

する構築物，系統及び機器を設置する区域を火災区域及び火

災区画に，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する区域を火災区域に設定する。設

定する火災区域及び火災区画に対して，火災の発生防止，火

災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮

した火災防護対策を講じる設計とする。 

 

 

 

 

火災防護対策を講じる設計とするための基本事項を，以下

の「2.1.(1) 火災区域及び火災区画の設定」から「2.1.(6) 火

災防護計画」に示す。 

【別添資料 1-資料 1（2.1.）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．設計基準対象施設 

(c) 火災による損傷の防止 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉

施設の安全性を損なわないよう，火災防護対策を

講じる設計とする。火災防護対策を講じる設計を

行うに当たり，原子炉の高温停止及び低温停止を

達成し，維持するための安全機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する区域を火災区域及び火災

区画に設定し，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機

能を有する構築物，系統及び機器を設置する区域

を火災区域に設定する。 

設定する火災区域及び火災区画に対して，火災

の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影

響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じ

る設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1)】 

 

 

 

 

(c-1)基本事項 

(c-1-1)火災区域及び火災区画の設定 

建屋等の火災区域は，耐火壁により囲まれ

他の区域と分離されている区域を，「ロ

(3)(ⅰ)ａ．(c-1-2) 火災防護対策を講じる安

全機能を有する構築物，系統及び機器の抽出」

に示す安全機能を有する構築物，系統及び機

器の配置も考慮して設定する。 

建屋内のうち，火災の影響軽減の対策が必

要な原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するための安全機能を有する構築物，

系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉

じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を

設置する火災区域は，3時間以上の耐火能力を

有する耐火壁（耐火隔壁含む。），天井及び

床により隣接する他の火災区域と分離するよ

 

 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設の安全

性を損なうことのないよう，火災防護対策を講じる設計とす

る。火災防護対策を講じる設計を行うにあたり，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するための安全機能を有

する構築物，系統及び機器を設置する区域を火災区域及び火

災区画に，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する区域を火災区域に設定する。設

定する火災区域及び火災区画に対して，火災の発生防止，火

災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮

した火災防護対策を講じる設計とする。 

 

 

 

 

火災防護対策を講じる設計とするための基本事項を，以下

の「2.1.(1)火災区域及び火災区画の設定」から「2.1.(6)火

災防護計画」に示す。 

【別添資料１-資料１(2.1.)】 
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う設定する。 

屋外の火災区域は，他の区域と分離して火

災防護対策を実施するために，「ロ(3)(ⅰ)ａ．

(c-1-2) 火災防護対策を講じる安全機能を有

する構築物，系統及び機器の抽出」に示す安

全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する区域を火災区域として設定する。 

また，火災区画は，建屋内及び屋外で設定

した火災区域を系統分離等に応じて分割して

設定する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1)】 

 

(c-1-2) 火災防護対策を講じる安全機能を有する

構築物，系統及び機器の抽出 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性

が損なわれることがないように，適切な火災防

護対策を講じる設計とする。火災防護対策を講

じる対象として設計基準対象施設を設定する。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中か

ら，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するための構築物，系統及び機器を抽出

し，火災の発生防止，火災の感知及び消火並び

に火災の影響軽減のそれぞれを考慮した火災

防護対策を講じる設計とする。抽出した構築

物，系統及び機器を「安全機能を有する構築物，

系統及び機器」という。 

なお，上記に含まれない構築物，系統及び機

器は，消防法，建築基準法，日本電気協会電気

技術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護

対策を講じる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1)】 

 

(c-1-3)火災防護計画 

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防

護対策を実施するため，火災防護計画を策定す

る。 
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火災防護計画には，計画を遂行するための体

制，責任の所在，責任者の権限，体制の運営管

理，必要な要員の確保及び教育訓練並びに火災

防護対策を実施するために必要な手順等につ

いて定めるとともに，発電用原子炉施設の安全

機能を有する構築物，系統及び機器について

は，火災の発生防止，火災の早期感知及び消火

並びに火災の影響軽減の 3つの深層防護の概念

に基づき，必要な火災防護対策を行うことにつ

いて定める。 

重大事故等対処施設については，火災の発生

防止，火災の早期感知及び消火を行うことにつ

いて定める。 

その他の発電用原子炉施設については，消防

法，建築基準法，日本電気協会電気技術規程・

指針に基づき設備に応じた火災防護対策を行

うことについて定める。 

外部火災については，安全施設を外部火災か

ら防護するための運用等について定める。 

【別添資料 1-資料 1(2.1)】 

(c-2)火災発生防止 

(c-2-1)火災の発生防止対策 

火災の発生防止については，発火性又は引火

性物質を内包する設備及びこれらの設備を設

置する火災区域又は火災区画に対する火災の

発生防止対策を講じるほか，可燃性の蒸気又は

可燃性の微粉に対する対策，発火源への対策，

水素に対する換気及び漏えい検出対策，電気系

統の過電流による過熱及び焼損の防止対策等

を講じる設計とする。 

なお，放射線分解等により発生する水素の

蓄積防止対策は，水素や酸素の濃度が高い状

態で滞留及び蓄積することを防止する設計と

する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1)】 
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(c-2-2)不燃性材料又は難燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のう

ち，主要な構造材，ケーブル，チャコールフィ

ルタを除く換気設備のフィルタ，保温材及び建

屋内装材は，不燃性材料又は難燃性材料を使用

する設計とする。また，不燃性材料又は難燃性

材料が使用できない場合は，不燃性材料若しく

は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの

を使用する設計，又は，当該構築物，系統及び

機器の機能を確保するために必要な不燃性材

料若しくは難燃性材料と同等以上の性能を有

するものの使用が技術上困難な場合には，当該

構築物，系統及び機器における火災に起因して

他の安全機能を有する構築物，系統及び機器に

おいて火災が発生することを防止するための

措置を講じる設計とする。 

このうち，安全機能を有する機器に使用する

ケーブルは，実証試験により自己消火性及び延

焼性を確認した難燃ケーブルを使用する設計

とする。 

なお，安全機能を有する機器に使用するケー

ブルのうち，実証試験により延焼性が確認でき

ない非難燃ケーブルについては，難燃ケーブル

に取り替えて使用する。 

ただし，ケーブル取り替え以外の措置によっ

て，非難燃ケーブルを使用する場合は，難燃ケ

ーブルを使用した場合と同等以上の難燃性能

を確保することを確認した上で使用する設計，

又は当該ケーブルの火災に起因して他の安全

機能を有する構築物，系統及び機器において火

災が発生することを防止するための措置を講

じる設計とする。 

また，建屋内の変圧器及び遮断器は，絶縁油

等の可燃性物質を内包していないものを使用

する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 
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(c-2-3)自然現象による火災の発生防止 

東海第二発電所の安全を確保する上で設計

上考慮すべき自然現象として，地震，津波，洪

水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落

雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び

高潮を抽出した。 

これらの自然現象のうち，火災を発生させる

おそれのある落雷及び地震について，これらの

現象によって火災が発生しないように，以下の

とおり火災防護対策を講じる設計とする。 

落雷によって，発電用原子炉施設内の構築

物，系統及び機器に火災が発生しないように，

避雷設備の設置及び接地網の敷設を行う設計

とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，

耐震クラスに応じて十分な支持性能をもつ地

盤に設置する設計とするとともに，「設置許可

基準規則」第四条に示す要求を満足するよう，

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則の解釈」に従

い耐震設計を行う設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.3)】 

 

(c-3)火災の感知及び消火 

火災の感知及び消火については，安全機能を

有する構築物，系統及び機器に対して，早期の

火災感知及び消火を行うための火災感知設備

及び消火設備を設置する設計とする。 

火災感知設備及び消火設備は，「ロ(3)(ⅰ)

ａ．（c-2-3）自然現象による火災の発生防止」

で抽出した自然現象に対して，火災感知及び消

火の機能，性能が維持できる設計とする。 

火災感知設備及び消火設備については，設け

られた火災区域及び火災区画に設置された安

全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震ク
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ラスに応じて，地震に対して機能を維持できる

設計とする。また，消火設備は，破損，誤作動

又は誤操作が起きた場合においても，原子炉を

安全に停止させるための機能を損なわない設

計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2)】 

 

(c-3-1)火災感知設備 

火災感知器は，環境条件や火災の性質を考慮

して型式を選定し，固有の信号を発する異なる

種類を組み合わせて設置する設計とする。火災

感知設備は，外部電源喪失時においても火災の

感知が可能なように電源確保を行い，中央制御

室で常時監視できる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(c-3-2)消火設備 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域又は火災区画で，火災発生時の

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が

困難となるところには，自動消火設備又は手動

操作による固定式消火設備を設置して消火を

行う設計とするとともに，全域ガス系消火設備

を設置する場合は，作動前に職員等の退出がで

きるよう警報を発する設計とする。 

また，原子炉の高温停止及び低温停止に係る

安全機能を有する構築物，系統及び機器の相互

の系統分離を行うために設けられた火災区域

又は火災区画に設置される消火設備は，選択弁

等の動的機器の単一故障も考慮し，系統分離に

応じた独立性を備えた設計とする。 

消火用水供給系は，2 時間の最大放水量を確

保し，飲料水系等と共用する場合は隔離弁を設

置し消火を優先する設計とし，水源及び消火ポ

ンプは多重性又は多様性を有する設計とする。

また，屋内，屋外の消火範囲を考慮し消火栓を
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配置するとともに，移動式消火設備を配備する

設計とする。 

消火設備の消火剤は，想定される火災の性質

に応じた十分な容量を配備し，管理区域で放出

された場合に，管理区域外への流出を防止する

設計とする。 

消火設備は，火災の火炎等による直接的な影

響，流出流体等による二次的影響を受けず，安

全機能を有する構築物，系統及び機器に悪影響

を及ぼさないよう設置し，外部電源喪失時の電

源確保を図るとともに，中央制御室に故障警報

を発する設計とする。また，防火ダンパを設け

煙の二次的影響が安全機能を有する構築物，系

統及び機器に悪影響を及ぼさない設計とする。 

なお，消火設備を設置した場所への移動及び

操作を行うため，蓄電池を内蔵する照明器具を

設置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(c-4)火災の影響軽減 

火災の影響軽減については，安全機能を有す

る構築物，系統及び機器の重要度に応じ，それ

らを設置する火災区域又は火災区画の火災及

び隣接する火災区域又は火災区画における火

災による影響を軽減するため，以下の対策を講

じる設計とする。原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し，維持するための安全機能を有する

構築物，系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵

又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機

器を設置する火災区域は，3 時間以上の耐火能

力を有する耐火壁（耐火隔壁含む。），天井，

床により他の火災区域と分離する設計とする。

また，互いに相違する系列間の火災防護対象機

器及び火災防護対象ケーブル並びにこれらに

関連する非安全系ケーブルは，3 時間以上の耐

火能力を有する隔壁等で分離された設計，又は
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互いに相違する系列間の水平距離が 6m 以上あ

り，かつ，火災感知設備及び自動消火設備を設

置する設計，又は 1時間の耐火能力を有する隔

壁等で互いの系列間を分離し，かつ，火災感知

設備及び自動消火設備を設置する設計とする。

系統分離を行うために設けられた火災区域又

は火災区画に設置される消火設備は，系統分離

に応じた独立性を有する設計とする。 

ただし，火災の影響軽減のための措置を講じ

る設計と同等の設計として，中央制御室制御盤

に関しては，金属外装ケーブルの使用並びに操

作スイッチの離隔等による分離対策，高感度煙

感知器の設置，常駐する運転員による消火活動

等により，上記設計と同等な設計とする。中央

制御室床下コンクリートピットに関しては，1

時間の耐火能力を有するコンクリートピット

構造による分離，火災感知設備並びに中央制御

室からの手動操作により早期の起動も可能な

ハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置する

設計とする。 

また，原子炉格納容器に関しては，運転中は

窒素に置換され火災は発生せず，内部に設置さ

れた安全機能を有する構築物，系統及び機器が

火災により機能を損なうおそれはないことか

ら，原子炉起動中並びに低温停止中の状態に対

して措置を講じる設計とする。原子炉格納容器

内の機器には難燃ケーブルを使用する設計と

し，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブ

ルは，金属製の電線管等の使用等により火災の

影響軽減対策を行う設計とする。また，固有の

信号を発する異なる種類の火災感知設備を設

ける設計とし，消火器又は消火栓を用いた運転

員及び初期消火要員による速やかな初期消火

活動により上記設計と同等な設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 
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(c-5)火災影響評価 

設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の

量等を基に，想定される発電用原子炉施設内の

火災によって，安全保護系及び原子炉停止系の

作動が要求される場合には，火災による影響を

考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同

時に機能を失うことなく，原子炉の高温停止及

び低温停止が達成できる設計とし，火災影響評

価にて確認する。 

また，発電用原子炉施設内の火災によって運

転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発

生した場合に，それらに対処するために必要な

機器の単一故障を考慮しても異常状態を収束

できる設計とし，火災影響評価にて確認する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.2)】 

 

(c-6)その他 

「ロ(3)(ⅰ)ａ．(c-2) 火災発生防止」から

「ロ(3)(ⅰ)ａ．(c-5) 火災影響評価」のほか，

安全機能を有する構築物，系統及び機器のそれ

ぞれの特徴を考慮した火災防護対策を講じる

設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

 

 

 

ヌ その他発電用原子炉の付属施設の構造及び設備 

(3) その他の主要な事項 

(ⅰ)  火災防護設備 

ａ．設計基準対象施設 

火災防護設備は，火災区域及び火災区画を考慮

し，火災感知，消火又は火災の影響軽減の機能を

有するものとする。 

火災感知設備は，固有の信号を発するアナログ

式の煙感知器及びアナログ式の熱感知器を組み合

わせて設置することを基本とするが，各火災区域
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又は火災区画における放射線，取付面高さ，温度，

湿度，空気流等の環境条件や火災の性質を考慮し，

上記の設置が適切でない場合においては，非アナ

ログ式の炎感知器，非アナログ式の防爆型の煙感

知器，非アナログ式の防爆型の熱感知器等の火災

感知器も含めた中から 2 つの異なる種類の感知器

を設置する。また，中央制御室で常時監視可能な

火災受信機盤を設置する。 

消火設備は，破損，誤作動又は誤操作により，

安全機能を有する構築物，系統及び機器（「ロ

(3)(ⅰ)ａ．(c-1-2) 火災防護対策を講じる安全機

能を有する構築物，系統及び機器の抽出」と同じ）

の安全機能を損なわない設計とし，火災発生時の

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難

である火災区域又は火災区画であるかを考慮し，

全域ガス消火設備等を設置する。 

火災の影響軽減の機能を有するものとして，安

全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に

応じ，それらを設置する火災区域又は火災区画の

火災及び隣接する火災区域又は火災区画の火災に

よる影響を軽減するため，火災耐久試験で確認さ

れた 3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁又は 1

時間以上の耐火能力を有する隔壁等を設置する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1)】 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2)】 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3)】 

 

 

（２）安全設計 

1.5 火災防護に関する基本方針 

1.5.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基本方針 

1.5.1.1 基本事項 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設の安全性

を損なわないよう，火災防護対策を講じる設計とする。 

火災防護対策を講じる設計を行うに当たり，原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し，維持するための安全機能を有する構
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2.1. 火災区域及び火災区画の設定 

(1) 火災区域及び火災区画の設定 

原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コントロー

ル建屋，圧力抑制室プール水サージタンク設置区域，固体廃

棄物貯蔵庫，焼却炉建屋及び使用済燃料輸送容器保管建屋の

建屋内の火災区域は，耐火壁によって囲まれ，他の区域と分

離されている建屋内の区域を，「(2) 安全機能を有する構築

物，系統及び機器」において選定する機器等の配置も考慮し

て設定する。 

火災の影響軽減の対策が必要な，原子炉の高温停止及び低

温停止を達成し，維持するための安全機能を有する構築物，

系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を

有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域は，3 時間

以上の耐火能力を有する耐火壁として，3 時間耐火に設計上

必要なコンクリート壁厚である123mmより厚い140mm以上の

壁厚を有するコンクリート壁並びに3 時間耐火に設計上必

要なコンクリート厚である219mm より厚い床，天井又は火災

耐久試験により3 時間以上の耐火能力を有することを確認

した耐火壁（強化石膏ボード，貫通部シール，防火扉，防火

ダンパ，天井デッキスラブ）により隣接する他の火災区域と

分離するよう設定する。 

屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護対策を実

施するために，「(2) 安全機能を有する構築物，系統及び機

器」において選定する機器等を設置する区域を，火災区域と

して設定する。 

築物，系統及び機器を設置する区域を火災区域及び火災区画

に，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器を設置する区域を火災区域に設定する。 

設定する火災区域及び火災区画に対して，火災の発生防止，

火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮

した火災防護対策を講じる設計とする。 

火災防護対策を講じる設計とするための基本事項を，以下の

「1.5.1.1(1)火災区域及び火災区画の設定」から「1.5.1.1(6)

火災防護計画」に示す。 

【別添資料 1-資料 1(2.1)】 

 

(1) 火災区域及び火災区画の設定 

原子炉建屋原子炉棟，原子炉建屋付属棟，原子炉建屋廃

棄物処理棟，タービン建屋，廃棄物処理建屋，使用済燃料

乾式貯蔵建屋，固体廃棄物作業建屋，固体廃棄物貯蔵庫Ａ，

固体廃棄物貯蔵庫Ｂ及び給水加熱器保管庫の建屋内の火

災区域は，耐火壁に囲まれ，他の区域と分離されている区

域を，「(2)安全機能を有する構築物，系統及び機器」にお

いて選定する機器の配置も考慮し，火災区域として設定す

る。 

火災の影響軽減の対策が必要な，原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持するための安全機能を有する構築

物，系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機

能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域は，

3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3 時間耐火

に設計上必要なコンクリート壁厚である150mm以上の壁厚

を有するコンクリート壁や火災耐久試験により3時間以上

の耐火能力を有することを確認した耐火壁（耐火隔壁，貫

通部シール，防火扉，防火ダンパ等）により隣接する他の

火災区域と分離するように設定する。 

 

 

また，屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護

対策を実施するために，「(2)安全機能を有する構築物，系

統及び機器」において選定する機器を設置する区域を，火

災区域として設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.火災区域及び火災区画の設定 

(1)火災区域及び火災区画の設定 

  原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物，制御室建物，

復水貯蔵タンク設置区域，固体廃棄物貯蔵所，サイトバンカ

建物及び排気筒モニタ室の建物内の火災区域は，耐火壁によ

って囲まれ，他の区域と分離されている建物内の区域を，

「(2)安全機能を有する構築物，系統及び機器」において選

定する機器等の配置も考慮して設定する。 

 

  火災の影響軽減の対策が必要な，原子炉の高温停止及び低

温停止を達成し，維持するための安全機能を有する構築物，

系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を

有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域は，３時間

以上の耐火能力を有する耐火壁として，３時間耐火に設計上

必要なコンクリート壁厚である123mm以上の壁厚を有するコ

ンクリート壁並びに３時間耐火に設計上必要なコンクリー

ト厚である219mmより厚い床，天井又は火災耐久試験により

３時間以上の耐火能力を有することを確認した耐火壁（耐火

障壁，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ）により隣接する

他の火災区域と分離するよう設定する。 

 

 屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護対策を実

施するために，「(2)安全機能を有する構築物，系統及び機

器」において選定する機器等を設置する区域を，火災区域と

して設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の設備配

置を踏まえ，火災区域

及び火災区画を設定し

ている（以下，8条-②

の相違） 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の火災区

域のコンクリート壁

は，3時間耐火に必要な

壁厚であることを確認

している（以下，8 条-

③の相違） 

耐火壁の仕様が異な

る（以下，8条-④の相

違） 
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また，火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域を

系統分離，機器の配置状況に応じて分割して設定する。 

【別添資料1-資料1（2.1.），資料3】 

 

(2) 安全機能を有する構築物，系統及び機器 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性が損なわれる

ことがないように，適切に火災防護対策を講じる設計とす

る。火災防護対策を講じる対象として重要度分類のクラス1，

クラス2 及び安全評価上その機能を期待するクラス3 に属

する構築物，系統及び機器を設定する。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するための構築物，系統

及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有す

る構築物，系統及び機器を抽出し，火災の発生防止，火災の

感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮した

火災防護対策を講じる。 

その他の設計基準対象施設は，消防法，建築基準法，日本

電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護

対策を講じる設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.）】 

 

(3) 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な構築物，系統及び機器 

設計基準対象施設のうち，「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」に基づき，発電用原

子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し，維持するために必要な以下の機能を

確保するための構築物，系統及び機器を「原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し，維持するために必要な構築物，系統

及び機器」として選定する。 

①  原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

②  過剰反応度の印加防止機能 

③  炉心形状の維持機能 

④  原子炉の緊急停止機能 

⑤  未臨界維持機能 

⑥  原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

また，火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域

を系統分離等，機器の配置状況に応じて分割して設定する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1)，資料 3】 

 

(2) 安全機能を有する構築物，系統及び機器 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性を損なわな

いように，適切な火災防護対策を講じる設計とする。火災

防護対策を講じる対象として重要度分類のクラス 1，クラ

ス 2 及び安全評価上その機能を期待するクラス 3 に属す

る構築物，系統及び機器とする。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するための構築物，

系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能

を有する構築物，系統及び機器を抽出し，火災の発生防止，

火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを

考慮した火災防護対策を講じる。 

その他の設計基準対象施設は，消防法，建築基準法，日

本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災

防護対策を講じる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1)】 

 

(3) 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器 

設計基準対象施設のうち，重要度分類に基づき，発電用

原子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の高温

停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な以下の

機能を確保するための構築物，系統及び機器を「原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な構

築物，系統及び機器」として選定する。 

 

①原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

②過剰反応度の印加防止機能 

③炉心形状の維持機能 

④原子炉の緊急停止機能 

⑤未臨界維持機能 

⑥原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

  また，火災区画は，建物内及び屋外で設定した火災区域を

系統分離，機器の配置状況に応じて分割して設定する。  

【別添資料１-資料１(2.1.)，資料３】 

 

(2)安全機能を有する構築物，系統及び機器 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性が損なわれる

ことがないように，適切に火災防護対策を講じる設計とす

る。火災防護対策を講じる対象として重要度分類のクラス

１，クラス２及び安全評価上その機能を期待するクラス３に

属する構築物，系統及び機器を設定する。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するための構築物，系統

及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有す

る構築物，系統及び機器を抽出し，火災の発生防止，火災の

感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮した

火災防護対策を講じる。 

その他の設計基準対象施設は，消防法，建築基準法，一般

社団法人日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応

じた火災防護対策を講じる設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.)】 

 

(3)原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な構築物，系統及び機器 

設計基準対象施設のうち，「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」に基づき，発電用原

子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し，維持するために必要な以下の機能を

確保するための構築物，系統及び機器を「原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し，維持するために必要な構築物，系統

及び機器」として選定する。 

 ① 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

② 過剰反応度の印加防止機能 

③ 炉心形状の維持機能 

④ 原子炉の緊急停止機能 

⑤ 未臨界維持機能 

⑥ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

【東海第二】 

島根 2 号炉の床，天

井は，3時間耐火に設計

上必要な厚さ以上であ

ることを確認している 
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⑦  原子炉停止後の除熱機能 

⑧  炉心冷却機能 

⑨  工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発

生機能 

⑩  安全上特に重要な関連機能 

⑪  安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

⑫ 事故時のプラント状態の把握機能 

⑬ 制御室外からの安全停止機能 

【別添資料1-資料1（2.1.），資料2，資料3】 

 

(4) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器 

設計基準対象施設のうち，「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」に基づき，発電用原

子炉施設において火災が発生した場合に，放射性物質の貯蔵

又は閉じ込め機能を確保するために必要な以下の構築物，系

統及び機器を，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有す

る構築物，系統及び機器」として選定する。ただし，「発電

用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」における緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握

機能のうち，気体廃棄物処理設備エリア排気モニタについて

は，設計基準事故時の監視機能であることから，その重要度

を踏まえ，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構

築物，系統及び機器」として選定する。 

 

① 放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放出低

減機能 

② 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていな

いものであって，放射性物質を貯蔵する機能 

③ 使用済燃料プール水の補給機能 

④ 放射性物質放出の防止機能 

⑤ 放射性物質の貯蔵機能 

【別添資料1-資料1（2.1.）】 

 

 

 

⑦原子炉停止後の除熱機能 

⑧炉心冷却機能 

⑨工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発

生機能 

⑩安全上特に重要な関連機能 

⑪安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

⑫事故時のプラント状態の把握機能 

⑬制御室外からの安全停止機能 

【別添資料 1-資料 1(2.1)，資料 2，資料 3】 

 

(4) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器 

設計基準対象施設のうち，重要度分類に基づき，発電用

原子炉施設において火災が発生した場合に，放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能を確保するために必要な以下の構

築物，系統及び機器を，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め

機能を有する構築物，系統及び機器」として選定する。た

だし，重要度分類表における緊急時対策上重要なもの及び

異常状態の把握機能のうち，排気筒モニタについては，設

計基準事故時の監視機能であることから，その重要度を踏

まえ，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器」として選定する。 

 

 

 

①放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放出低

減機能 

②原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていな

いものであって，放射性物質を貯蔵する機能 

③燃料プール水の補給機能 

④放射性物質放出の防止機能 

⑤放射性物質の貯蔵機能 

⑥原子炉冷却材を内蔵する機能 

【別添資料 1-資料 1(2.1)】 

 

 

⑦ 原子炉停止後の除熱機能 

⑧ 炉心冷却機能 

⑨ 工学的安全施設及び原子炉停止系の作動信号の発生

機能 

⑩ 安全上特に重要な関連機能 

⑪ 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

⑫ 事故時のプラント状態の把握機能 

⑬ 制御室外からの安全停止機能 

【別添資料１-資料１(2.1.)，資料２，資料３】 

 

(4)放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器 

設計基準対象施設のうち，「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」に基づき，発電用原

子炉施設において火災が発生した場合に，放射性物質の貯蔵

又は閉じ込め機能を確保するために必要な以下の構築物，系

統及び機器を，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有す

る構築物，系統及び機器」として選定する。ただし，「発電

用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」における緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握

機能のうち，排気筒モニタについては，設計基準事故時の監

視機能であることから，その重要度を踏まえ，「放射性物質

の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器」と

して選定する。 

 

 ① 放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮へい及び放出

低減機能 

② 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていな

いものであって，放射性物質を貯蔵する機能 

③ 燃料プール水の補給機能 

④ 放射性物質放出の防止機能 

⑤ 放射性物質の貯蔵機能 

【別添資料１-資料１(2.1.)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設置許可添付書類十

における評価で用いる

モニタが異なる（以下，

8条-⑤の相違） 

 

 

 

 

 

 

・選定対象の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉の放射性

物質の貯蔵又は閉じ込
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(5) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル 

(2)から(4)にて抽出された設備を発電用原子炉施設にお

いて火災が発生した場合に，原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持するために必要な機能，及び放射性物質の貯

蔵又は閉じ込め機能を確保するために必要な火災防護対象

設備を，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルとして

選定する。選定した火災防護対象機器及び火災防護対象ケー

ブルについては，各設備の重要度並びに環境条件に応じて火

災防護対策を講じる設計とする。 

 

(6) 火災防護計画 

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施

するため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計

画を遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制

の運営管理，必要な要員の確保及び教育訓練，火災から防護

すべき安全機能を有する構築物，系統及び機器，火災発生防

止のための活動，火災防護設備の保守点検及び火災情報の共

有，火災防護を適切に実施するための対策並びに火災発生時

の対応といった火災防護対策を実施するために必要な手順

等について定めるとともに，発電用原子炉施設の安全機能を

有する構築物，系統及び機器については，火災の発生防止，

火災の早期感知及び消火並びに火災の影響軽減の3つの深層

防護の概念に基づき，必要な火災防護対策を行うことについ

て定める。重大事故等対処施設については，火災の発生防止，

並びに火災の早期感知及び消火を行うことについて定める。

その他の発電用原子炉施設については，消防法，建築基準法，

日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災

防護対策を行うことについて定める。 

 

外部火災については，安全施設を外部火災から防護するた

めの運用等について定める。 

【別添資料1-資料1（2.1.）】 

 

2.2. 火災防護計画を策定するための方針 

2.2.1. 火災発生防止に係る設計方針 

2.2.1.1. 火災発生防止対策 

(5) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル 

(2)から(4)にて抽出された設備を発電用原子炉施設に

おいて火災が発生した場合に，原子炉の高温停止及び低温

停止を達成し，維持するために必要な機能，及び放射性物

質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するために必要な火災

防護対象機器及び火災防護対象ケーブルとして選定する。 

選定した火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル

については，各設備の重要度並びに環境条件に応じて火災

防護対策を講じる設計とする。 

 

(6) 火災防護計画 

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実

施するため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，

計画を遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，

体制の運営管理，必要な要員の確保及び教育訓練，火災か

ら防護すべき安全機能を有する構築物，系統及び機器，火

災発生防止のための活動，火災防護設備の保守点検及び火

災情報の共有，火災防護を適切に実施するための対策並び

に火災発生時の対応といった火災防護対策を実施するた

めに必要な手順等について定めるとともに，発電用原子炉

施設の安全機能を有する構築物，系統及び機器について

は，火災の発生防止，火災の早期感知及び消火並びに火災

の影響軽減の 3つの深層防護の概念に基づき，必要な火災

防護対策を行うことについて定める。 

重大事故等対処施設については，火災の発生防止，並び

に火災の早期感知及び消火を行うことについて定める。 

その他の発電用原子炉施設については，消防法，建築基

準法，日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応

じた火災防護対策を行うことについて定める。 

外部火災については，安全施設を外部火災から防護する

ための運用等について定める。 

【別添資料 1-資料 1(2.1)】 

 

1.5.1.2 火災発生防止に係る設計方針 

1.5.1.2.1 火災発生防止対策 

発電用原子炉施設の火災の発生防止については，発火性又は

 (5)火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル 

(2)から(4)にて抽出された設備を発電用原子炉施設にお

いて火災が発生した場合に，原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持するために必要な機能，及び放射性物質の貯

蔵又は閉じ込め機能を確保するために必要な火災防護対象

設備を，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルとして

選定する。選定した火災防護対象機器及び火災防護対象ケー

ブルについては，各設備の重要度並びに環境条件に応じて火

災防護対策を講じる設計とする。 

 

 (6)火災防護計画 

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施

するため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計

画を遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制

の運営管理，必要な要員の確保及び教育訓練，火災から防護

すべき安全機能を有する構築物，系統及び機器，火災発生防

止のための活動，火災防護設備の保守点検及び火災情報の共

有，火災防護を適切に実施するための対策並びに火災発生時

の対応といった火災防護対策を実施するために必要な手順

等について定めるとともに，発電用原子炉施設の安全機能を

有する構築物，系統及び機器については，火災の発生防止，

火災の早期感知及び消火並びに火災の影響軽減の３つの深

層防護の概念に基づき，必要な火災防護対策を行うことにつ

いて定める。重大事故等対処施設については，火災の発生防

止，並びに火災の早期感知及び消火を行うことについて定め

る。その他の発電用原子炉施設については，消防法，建築基

準法，一般社団法人日本電気協会電気技術規程・指針に基づ

き設備に応じた火災防護対策を行うことについて定める。 

 

外部火災については，安全施設を外部火災から防護するた

めの運用等について定める。 

【別添資料１-資料１(2.1.)】 

 

2.2.火災防護計画を策定するための方針 

2.2.1.火災発生防止に係る設計方針 

2.2.1.1.火災発生防止対策 

め機能を有する機器等

には，原子炉冷却材を

内蔵する機能に該当す

るものはない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

発電用原子炉施設の火災の発生防止については，発火性

又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置

する火災区域又は火災区画に対する火災の発生防止対策

を講じるほか，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対

策，発火源への対策，水素ガスに対する換気及び漏えい検

出対策，放射線分解等により発生する水素ガスの蓄積防止

対策，並びに電気系統の過電流による過熱及び焼損の防止

対策等を講じる設計とする。 

具体的な設計を「2.2.1.1.(1) 発火性又は引火性物質」

から「2.2.1.1.(6)過電流による過熱防止対策」に示す。 

安全機能を有する機器等に使用するケーブルも含めた

不燃性材料又は難燃性材料の使用についての具体的な設

計について「2.2.1.2. 不燃性材料又は難燃性材料の使用」

に，落雷，地震等の自然現象による火災発生の防止の具体

的な設計について「2.2.1.3. 自然現象への対策」に示す。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.）】 

 

 

(1) 発火性又は引火性物質 

発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの

設備を設置する火災区域又は火災区画には，以下の火災

の発生防止対策を講じる設計とする。 

ここでいう発火性又は引火性物質としては，消防法で

定められている危険物のうち「潤滑油」及び「燃料油」，

並びに高圧ガス保安法で高圧ガスとして定められてい

る水素ガス，窒素ガス，液化炭酸ガス及び空調用冷媒等

のうち，可燃性である「水素ガス」を対象とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

 

a. 漏えいの防止，拡大防止 

火災区域に対する漏えいの防止対策，拡大防止対策の

設計について以下を考慮した設計とする。 

(a) 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る潤滑油又は燃料油を内包する設備は，溶接構造，シ

引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置する火災

区域又は火災区画に対する火災の発生防止対策を講じるほか，

可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対策，発火源への対

策，水素に対する換気及び漏えい検出対策，放射線分解等によ

り発生する水素の蓄積防止対策並びに電気系統の過電流によ

る過熱及び焼損の防止対策等を講じる設計とする。 

 

 

具体的な設計を「1.5.1.2.1(1)発火性又は引火性物質」から

「1.5.1.2.1(6)過電流による過熱防止対策」に示す。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1)】 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 発火性又は引火性物質 

発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設

備を設置する火災区域又は火災区画には，以下の火災の発

生防止対策を講じる設計とする。 

ここでいう発火性又は引火性物質としては，消防法で定

められる危険物のうち「潤滑油」及び「燃料油」，高圧ガ

ス保安法で高圧ガスとして定められる水素，窒素，液化炭

酸ガス及び空調用冷媒等のうち可燃性である「水素」を対

象とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

a. 漏えいの防止，拡大防止 

火災区域に対する漏えいの防止対策，拡大防止対策

の設計について以下を考慮した設計とする。 

(a) 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である潤滑油又は燃料油を内包する設備は，溶接

発電用原子炉施設の火災の発生防止については，発火性

又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置

する火災区域又は火災区画に対する火災の発生防止対策

を講じるほか，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対

策，発火源への対策，水素ガスに対する換気及び漏えい検

出対策，放射線分解等により発生する水素ガスの蓄積防止

対策，並びに電気系統の過電流による過熱及び焼損の防止

対策等を講じる設計とする。 

具体的な設計を「2.2.1.1.(1)発火性又は引火性物質」

から「2.2.1.1.(6)過電流による過熱防止対策」に示す。 

安全機能を有する機器等に使用するケーブルも含めた

不燃性材料又は難燃性材料の使用についての具体的な設

計について「2.2.1.2.不燃性材料又は難燃性材料の使用」

に，落雷，地震等の自然現象による火災発生の防止の具体

的な設計について「2.2.1.3.自然現象による火災の発生防

止」に示す。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.)】 

 

(1)発火性又は引火性物質 

発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの

設備を設置する火災区域又は火災区画には，以下の火災

の発生防止対策を講じる設計とする。 

ここでいう発火性又は引火性物質としては，消防法で

定められている危険物のうち「潤滑油」及び「燃料油」，

並びに高圧ガス保安法で高圧ガスとして定められてい

る水素ガス，窒素ガス，液化炭酸ガス及び空調用冷媒等

のうち，可燃性である「水素ガス」を対象とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

 

a．漏えいの防止，拡大防止 

火災区域に対する漏えいの防止対策，拡大防止対策の

設計について以下を考慮した設計とする。 

(a)発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る潤滑油又は燃料油を内包する設備は，溶接構造，シ
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ール構造の採用による漏えい防止対策を講じるとと

もに，堰を設置し，漏えいした潤滑油又は燃料油が拡

大することを防止する設計とする。 

 

(b) 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る水素ガスを内包する機器は，溶接構造等による水素

ガスの漏えいを防止する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

 

b. 配置上の考慮 

火災区域に対する配置について，以下を考慮した設計

とする。 

(a) 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る潤滑油又は燃料油を内包する設備の火災により，発

電用原子炉施設の安全機能を損なわないよう，発火性

又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包する

設備と発電用原子炉施設の安全機能を有する構築物，

系統及び機器は，壁等の設置及び離隔による配置上の

考慮を行う設計とする。 

 

(b) 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る水素ガスを内包する設備の火災により，発電用原子

炉施設の安全機能を損なわないよう，発火性又は引火

性物質である水素ガスを内包する設備と発電用原子

炉施設の安全機能を有する構築物，系統及び機器は，

壁等の設置による配置上の考慮を行う設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

 

c. 換気 

火災区域に対する換気について，以下の設計とする。 

構造，シール構造の採用による漏えいの防止対策

を講じるとともに，堰等を設置し，漏えいした潤

滑油又は燃料油が拡大することを防止する設計

とする。 

(b) 発火性又は引火性物質である水素を内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である水素を内包する設備は，溶接構造等による

水素の漏えいを防止する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

b. 配置上の考慮 

火災区域に対する配置について，以下を考慮した設

計とする。 

(a)  発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である潤滑油又は燃料油を内包する設備の火災

により，発電用原子炉施設の安全機能を損なわな

いよう，発火性又は引火性物質である潤滑油又は

燃料油を内包する設備と発電用原子炉施設の安

全機能を有する構築物，系統及び機器は，壁等の

設置及び離隔による配置上の考慮を行う設計と

する。 

(b) 発火性又は引火性物質である水素を内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である水素を内包する設備の火災により，発電用

原子炉施設の安全機能を損なわないよう，発火性

又は引火性物質である水素を内包する設備と発

電用原子炉施設の安全機能を有する構築物，系統

及び機器は，壁等の設置による配置上の考慮を行

う設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

c. 換気 

火災区域に対する換気について，以下の設計とす

ール構造の採用による漏えい防止対策を講じるとと

もに，堰を設置し，漏えいした潤滑油又は燃料油が拡

大することを防止する設計とする。 

 

(b)発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る水素ガスを内包する機器は，溶接構造等による水素

ガスの漏えいを防止する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

 

b．配置上の考慮 

火災区域に対する配置について，以下を考慮した設計

とする。 

(a)発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る潤滑油又は燃料油を内包する設備の火災により，発

電用原子炉施設の安全機能を損なわないよう，発火性

又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包する

設備と発電用原子炉施設の安全機能を有する構築物，

系統及び機器は，壁等の設置及び離隔による配置上の

考慮を行う設計とする。 

 

(b)発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る水素ガスを内包する設備の火災により，発電用原子

炉施設の安全機能を損なわないよう，発火性又は引火

性物質である水素ガスを内包する設備と発電用原子

炉施設の安全機能を有する構築物，系統及び機器は，

壁等の設置による配置上の考慮を行う設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

 

c．換気 

 火災区域に対する換気について，以下の設計とする。 
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(a) 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備を設置する火災区域を有する建屋等は，

火災の発生を防止するために，原子炉区域・タービン

区域送風機及び排風機等の空調機器による機械換気

を行う設計とする。また，屋外開放の火災区域（非常

用ディーゼル発電機軽油タンク区域，燃料移送系ポン

プ区域及び非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケー

ブルトレンチ）については，自然換気を行う設計とす

る。 

(b) 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備である蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機水素

ガス供給設備及び水素ガスボンベを設置する火災区

域又は火災区画は，火災の発生を防止するために，以

下に示すとおり，火災防護対象設備を設置する火災区

域又は火災区画については非常用電源から給電され

る送風機及び排風機，それ以外の火災区域又は火災区

画については非常用電源又は常用電源から給電され

る送風機及び排風機による機械換気を行う設計とす

る。 

ⅰ. 蓄電池 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，機械

換気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度

以下とするよう設計する。安全機能を有する蓄電池

を設置する火災区域又は火災区画の換気設備は，非

常用電源から給電される送風機及び排風機による

機械換気を行う設計とする。それ以外の蓄電池を設

置する火災区域又は火災区画の換気設備は，非常用

電源又は常用電源から給電される送風機及び排風

機による機械換気を行う設計とし，全交流電源喪失

時に送風機及び排風機が停止した場合は，送風機及

び排風機が復帰するまで蓄電池を充電しない運用

る。 

(a)  発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備を設置する火災区域を有する

建屋等は，火災の発生を防止するために，原子炉

建屋及びタービン建屋送風機・排風機等空調機器

による機械換気を行う設計とする。また，屋外開

放の火災区域（海水ポンプ室）については，自然

換気を行う設計とする。 

 

 

(b) 発火性又は引火性物質である水素を内包する

設備 

発火性又は引火性物質である水素を内包する

設備である蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機

水素ガス冷却設備及び水素ボンベを設置する火

災区域又は火災区画は，火災の発生を防止するた

めに，以下に示すとおり，非常用電源又は常用電

源から給電される送風機及び排風機による機械

換気により換気を行う設計とする。 

 

 

 

ⅰ) 蓄電池 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画

は，機械換気を行うことによって，水素濃度

を燃焼限界濃度以下とするように設計する。

安全機能を有する蓄電池を設置する火災区域

又は火災区画の換気設備は，非常用電源から

給電される送風機及び排風機による機械換気

を行う設計とする。 

それ以外の蓄電池を設置する火災区域の換

気設備は，常用電源から給電される送風機及

び排風機による機械換気を行う設計とし，全

交流動力電源喪失時に送風機及び排風機が停

 

(a)発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備を設置する火災区域を有する建物等は，

火災の発生を防止するために，原子炉棟送風機及び排

風機並びにタービン建物送風機及び排風機等の空調

機器による機械換気を行う設計とする。また，屋外の

火災区域（海水ポンプエリア，ディーゼル燃料移送ポ

ンプエリア及びディーゼル燃料貯蔵タンク室）につい

ては，自然換気を行う設計とする。 

 

(b)発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備である蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機水素

ガス供給設備，水素・酸素注入設備及び水素ガスボン

ベを設置する火災区域又は火災区画は，火災の発生を

防止するために，以下に示すとおり，火災防護対象設

備を設置する火災区域又は火災区画については非常

用電源から給電される送風機及び排風機，それ以外の

火災区域又は火災区画については常用電源から給電

される送風機及び排風機による機械換気を行う設計

とする。 

ⅰ．蓄電池 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，機械

換気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度

以下とするよう設計する。安全機能を有する蓄電池

を設置する火災区域又は火災区画の換気設備は，非

常用電源から給電される送風機及び排風機による

機械換気を行う設計とする。それ以外の蓄電池を設

置する火災区域又は火災区画の換気設備は，非常用

電源又は常用電源から給電される送風機及び排風

機による機械換気を行う設計とし，全交流電源喪失

時に送風機及び排風機が停止した場合は，送風機及

び排風機が復帰するまで蓄電池を充電しない運用

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-②の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，水素・

酸素注入設備を設置し

ており，当該設備に対

しても水素ガスの漏え

い防止対策を実施して

いる（以下，8 条-⑥の

相違） 

【柏崎 6/7】 

 設備の構成が異なる 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 設備の構成が異なる 
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とする。 

 

ⅱ. 気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備は，空気抽出器より抽出され

た水素ガスと酸素ガスの混合状態が燃焼限界濃度

とならないよう，排ガス再結合器によって設備内の

水素濃度が燃焼限界濃度である4vol%以下となるよ

う設計する。加えて，気体廃棄物処理設備を設置す

る火災区域又は火災区画は，常用電源から給電され

る原子炉区域・タービン区域送風機及び排風機によ

る機械換気を行うことによって，水素濃度を燃焼限

界濃度以下とするよう設計する。 

 

ⅲ. 発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備を設置する火災区域又

は火災区画は，常用電源から給電される原子炉区

域・タービン区域送風機及び排風機による機械換気

を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以下

とするよう設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ. 水素ガスボンベ 

格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベ

を設置する火災区域又は火災区画は，常用電源から

給電される原子炉区域・タービン区域送風機及び排

風機による機械換気を行うことによって，水素濃度

を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

 

 

止した場合は，送風機及び排風機が復帰する

まで蓄電池を充電しない運用とする。 

ⅱ) 気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備は，空気抽出器より抽

出された水素と酸素の混合状態が燃焼限界濃

度とならないよう，排ガス再結合器によって

設備内の水素濃度が燃焼限界濃度である

4vol％以下となるように設計する。 

加えて，気体廃棄物処理設備を設置する火

災区域又は火災区画は，常用電源から給電さ

れるタービン建屋送風機及び排風機による機

械換気を行うことによって，水素濃度を燃焼

限界濃度以下とするように設計する。 

ⅲ) 発電機水素ガス冷却設備 

発電機水素ガス冷却設備を設置する火災区

域又は火災区画は，常用電源から給電される

タービン建屋送風機及び排風機による機械換

気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界

濃度以下とするように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ) 水素ボンベ 

格納容器雰囲気モニタ校正用水素ボンベを

設置する火災区域又は火災区画は，常用電源

から給電される原子炉建屋送風機及び排風機

による機械換気を行うことによって，水素濃

度を燃焼限界濃度以下とするように設計す

る。 

 

とする。 

 

ⅱ．気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備は，空気抽出器より抽出され

た水素ガスと酸素ガスの混合状態が燃焼限界濃度

とならないよう，排ガス再結合器によって設備内の

水素濃度が燃焼限界濃度である４vol%以下となる

よう設計する。加えて，気体廃棄物処理設備を設置

する火災区域又は火災区画は，常用電源から給電さ

れるタービン建物送風機及び排風機による機械換

気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以

下とするよう設計する。 

 

ⅲ．発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備を設置する火災区域又

は火災区画は，常用電源から給電されるタービン建

物送風機及び排風機，常用電気室送風機及び排風機

による機械換気を行うことによって，水素濃度を燃

焼限界濃度以下とするよう設計する。 

 

ⅳ．水素・酸素注入設備 

水素・酸素注入設備を設置する火災区域又は火災

区画は，常用電源から給電される原子炉棟送風機及

び排風機，タービン建物送風機及び排風機並びに非

常用電源から給電されるＨＰＣＳ電気室送風機及

び排風機による機械換気を行うことによって，水素

濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

 

ｖ．水素ガスボンベ 

格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを

設置する火災区域又は火災区画は，常用電源から給

電される原子炉棟送風機及び排風機による機械換

気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以

下とするよう設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑥の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 
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発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備を設置する火災区域又は火災区画は，水素濃度が

燃焼限界濃度以下の雰囲気となるよう送風機及び排

風機で換気されるが，送風機及び排風機は多重化して

設置する設計とするため，動的機器の単一故障を想定

しても換気は可能である。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

 

 

d. 防爆 

火災区域に対する防爆について，以下の設計とする。 

(a)発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る 潤 滑 油 又 は 燃 料 油 を 内 包 す る 設 備 は ，

「2.2.1.1.(1)a. 漏えいの防止，拡大防止」で示した

ように，溶接構造，シール構造の採用による潤滑油又

は燃料油の漏えい防止対策を講じる設計とするとと

もに，万一，漏えいした場合を考慮し堰を設置するこ

とで，漏えいした潤滑油又は燃料油が拡大することを

防止する設計とする。 

なお，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えいして

も，引火点は発火性又は引火性物質である潤滑油又は

燃料油を内包する設備を設置する室内温度よりも十

分高く，機器運転時の温度よりも高いため，可燃性の

蒸気となることはない。 

また，燃料油である軽油を内包する設備を設置する

火災区域又は火災区画については，軽油が設備の外部

へ漏えいし，万一，可燃性の蒸気が発生した場合であ

っても，非常用電源より供給する耐震S クラスの換気

設備で換気していることから，可燃性の蒸気が滞留す

るおそれはない。 

 

(b) 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

発火性又は引火性物質である水素を内包す

る設備を設置する火災区域又は火災区画は，

水素濃度が燃焼限界濃度以下の雰囲気となる

ように送風機及び排風機で換気されるが，送

風機及び排風機は多重化して設置する設計と

するため，動的機器の単一故障を想定しても

換気は可能である。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

d. 防爆 

火災区域に対する防爆について，以下の設計とする。 

(a)  発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である潤滑油又は燃料油を内包する設備は，

「1.5.1.2.1(1)a.漏えいの防止，拡大防止」に示

すように，溶接構造，シール構造の採用による潤

滑油又は燃料油の漏えい防止対策を講じる設計

とするとともに，万一，漏えいした場合を考慮し

堰等を設置することで，漏えいした潤滑油又は燃

料油が拡大することを防止する設計とする。 

なお，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えい

しても，引火点は発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備を設置する室内

温度よりも十分高く，機器運転時の温度よりも高

いため，可燃性の蒸気となることはない。 

また，燃料油である軽油を内包する設備を設置

する火災区域又は火災区画については，軽油が設

備の外部へ漏えいし，万一，可燃性の蒸気が発生

した場合であっても，非常用電源より給電する耐

震 S クラス又は基準地震動ＳＳに対して機能維持

可能な換気設備で換気していることから，可燃性

の蒸気が滞留するおそれはない。 

(b) 発火性又は引火性物質である水素を内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備を設置する火災区域又は火災区画は，水素濃度が

燃焼限界濃度以下の雰囲気となるよう送風機及び排

風機で換気されるが，送風機及び排風機は多重化して

設置する設計とするため，動的機器の単一故障を想定

しても換気は可能である。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

 

 

d．防爆 

火災区域に対する防爆について，以下の設計とする。 

(a)発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を

内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

る 潤 滑 油 又 は 燃 料 油 を 内 包 す る 設 備 は ，

「2.2.1.1.(1)a.漏えいの防止，拡大防止」で示した

ように，溶接構造，シール構造の採用による潤滑油又

は燃料油の漏えい防止対策を講じる設計とするとと

もに，万一，漏えいした場合を考慮し堰を設置するこ

とで，漏えいした潤滑油又は燃料油が拡大することを

防止する設計とする。 

なお，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えいして

も，引火点は発火性又は引火性物質である潤滑油又は

燃料油を内包する設備を設置する室内温度よりも十

分高く，機器運転時の温度よりも高いため，可燃性の

蒸気となることはない。 

また，燃料油である軽油を内包する設備を設置する

火災区域又は火災区画については，軽油が設備の外部

へ漏えいし，万一，可燃性の蒸気が発生した場合であ

っても，非常用電源より供給する耐震 Sクラスの換気

設備又は自然換気で換気していることから，可燃性の

蒸気が滞留するおそれはない。 

 

(b)発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する

設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質であ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，軽油

を内包する設備を設置

する一部の屋外の火災

区域又は火災区画にお
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る水素ガスを内包する設備は，「2.2.1.1.(1)c.換気」

で示すように，機械換気により水素濃度を燃焼限界濃

度以下とするよう設計とするとともに，以下に示す溶

接構造等により水素ガスの漏えいを防止する設計と

する。 

・気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備の配管等は雰囲気への水素

ガスの漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グランド

部から雰囲気への水素ガス漏えいの可能性のある

弁は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考慮しベロー

ズ弁等を用いる設計とする。 

・発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備の配管等は雰囲気への

水素ガスの漏えいを考慮した溶接構造を基本とし，

弁グランド部から雰囲気への水素ガス漏えいの可

能性のある弁は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考

慮しベローズ 弁等を用いる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

・水素ガスボンベ 

「2.2.1.1.(1)e. 貯蔵」に示す格納容器内雰囲気

モニタ校正用水素ガスボンベは，ボンベ使用時に作

業員がボンベ元弁を開操作し，通常時は元弁を閉と

する運用とする。 

 

以上の設計により，「電気設備に関する技術基準を

定める省令」第六十九条及び「工場電気設備防爆指針」

で要求される爆発性雰囲気とはならないため，当該の

設備を設ける火災区域又は火災区画に設置する電

気・計装品を防爆型とせず，防爆を目的とした電気設

備の接地も必要としない設計とする。 

 

である水素を内包する設備は，「1.5.1.2.1(1)c. 

換気」で示すように，機械換気により水素濃度を

燃焼限界濃度以下とするように設計するととも

に，以下に示す溶接構造等により水素の漏えいを

防止する設計とする。 

ⅰ) 気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備の配管等は雰囲気への

水素の漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グ

ランド部から雰囲気への水素漏えいの可能性

のある弁は，雰囲気への水素の漏えいを考慮

しベローズ弁等を用いる設計とする。 

ⅱ) 発電機水素ガス冷却設備 

発電機水素ガス冷却設備の配管等は雰囲気

への水素の漏えいを考慮した溶接構造とし，

弁グランド部から雰囲気への水素漏えいの可

能性のある弁は，雰囲気への水素の漏えいを

考慮しベローズ弁等を用いる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

ⅲ) 水素ボンベ 

「1.5.1.2.1(1)e. 貯蔵」に示す格納容器

雰囲気モニタ校正用水素ボンベは，ボンベ使

用時に作業員がボンベ元弁を開操作し，通常

時は元弁を閉とする運用とする。 

 

以上の設計により，「電気設備に関する技術基準

を定める省令」第六十九条及び「工場電気設備防

爆指針」で要求される爆発性雰囲気とはならない

ため，当該の設備を設ける火災区域又は火災区画

に設置する電気・計装品を防爆型とせず，防爆を

目的とした電気設備の接地も必要としない設計と

する。 

る水素ガスを内包する設備は，「2.2.1.1.(1)c.換気」

で示すように，機械換気により水素濃度を燃焼限界濃

度以下とするよう設計するとともに，以下に示す溶接

構造等により水素ガスの漏えいを防止する設計とす

る。 

・気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備の配管等は雰囲気への水素

ガスの漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グランド

部から雰囲気への水素ガス漏えいの可能性のある

弁は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考慮しベロー

ズ弁等を用いる設計とする。 

・発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備の配管等は雰囲気への

水素ガスの漏えいを考慮した溶接構造を基本とし，

弁グランド部から雰囲気への水素ガス漏えいの可

能性のある弁は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考

慮しベローズ弁等を用いる設計とする。 

・水素・酸素注入設備 

水素・酸素注入設備の配管等は雰囲気への水素ガ

スの漏えいを考慮した溶接構造を基本とし，弁グラ

ンド部から雰囲気への水素ガス漏えいの可能性の

ある弁は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考慮しベ

ローズ弁等を用いる設計とする。 

・水素ガスボンベ 

「2.2.1.1.(1)e.貯蔵」に示す格納容器雰囲気モ

ニタ校正用水素ガスボンベは，ボンベ使用時に作業

員がボンベ元弁を開操作し，通常時は元弁を閉とす

る運用とする。 

 

以上の設計により，「電気設備に関する技術基準を

定める省令」第六十九条及び「工場電気設備防爆指針」

で要求される爆発性雰囲気とはならないため，当該の

設備を設ける火災区域又は火災区画に設置する電

気・計装品を防爆型とせず，防爆を目的とした電気設

備の接地も必要としない設計とする。 

 

いて，自然換気で換気

する設計としている 

【東海第二】 

島根 2 号炉は，軽油

を内包する設備を設置

する屋内の火災区域又

は火災区画において，

耐震 S クラスの換気設

備で換気する設計とし

ている 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑥の相違 
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なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工

作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命令」

第十条，第十一条に基づく接地を施す設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

 

 

e. 貯蔵 

火災区域に設置される発火性又は引火性物質を内包

する貯蔵機器については，以下の設計とする。 

 

貯蔵機器とは供給設備へ補給するために設置する機

器のことであり，安全機能を有する構築物，系統及び機

器を設置する火災区域内の，発火性又は引火性物質であ

る潤滑油又は燃料油の貯蔵機器としては，非常用ディー

ゼル発電機燃料ディタンク及び軽油タンクがある。 

 

 

非常用ディーゼル発電機燃料ディタンクについては，

各非常用ディーゼル発電機燃料ディタンクに対応した

非常用ディーゼル発電機を8 時間連続運転するために

必要な量を貯蔵することを考慮した設計とする。 

軽油タンクについては，1 基あたり非常用ディーゼル

発電機2 台を7 日間連続運転するために必要な量を貯

蔵することを考慮した設計とする。 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域内の，発火性又は引火性物質である水素ガスの貯

蔵機器としては，格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ガ

スボンベがあり，これらのボンベは，運転上必要な量を

考慮し貯蔵する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

(2) 可燃性の蒸気及び微粉の対策 

火災区域に対する可燃性の蒸気又は可燃性の微粉の

対策については，以下の設計とする。 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備は，「2.2.1.1.(1)d. 防爆」に示すとおり，

なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電

工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める

命令」第十条，第十一条に基づく接地を施す設計

とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

e. 貯蔵 

火災区域に設置される発火性又は引火性物質を内

包する貯蔵機器については，以下の設計とする。 

 

貯蔵機器とは供給設備へ補給するために設置する

機器のことであり，安全機能を有する構築物，系統及

び機器を設置する火災区域内における，発火性又は引

火性物質である潤滑油又は燃料油の貯蔵機器として

は，非常用ディーゼル発電機燃料デイタンク及び軽油

貯蔵タンクがある。 

 

非常用ディーゼル発電機燃料デイタンクについて

は，非常用ディーゼル発電機を 8時間連続運転するた

めに必要な量を貯蔵することを考慮した設計とする。

軽油貯蔵タンクについては，1 基あたり非常用ディー

ゼル発電機1台及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機 1台を 7日間並びに常設代替高圧電源装置 2台を

1日（24 時間）運転するために必要な量を貯蔵するこ

とを考慮した設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域内における，発火性又は引火性物質である水

素の貯蔵機器としては，格納容器雰囲気モニタ校正用

水素ボンベがあり，これらのボンベは，運転上必要な

量を考慮し貯蔵する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

(2) 可燃性の蒸気又は微粉の対策 

火災区域に対する可燃性の蒸気又は可燃性の微粉の対

策については，以下の設計とする。 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備は，「1.5.1.2.1(1)d.防爆」に示すように，可燃

なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工

作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命令」

第十条，第十一条に基づく接地を施す設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

 

 

e．貯蔵 

火災区域に設置される発火性又は引火性物質を内包

する貯蔵機器については，以下の設計とする。 

 

貯蔵機器とは供給設備へ補給するために設置する機

器のことであり，安全機能を有する構築物，系統及び機

器を設置する火災区域内の，発火性又は引火性物質であ

る潤滑油又は燃料油の貯蔵機器としては，非常用ディー

ゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

のディーゼル燃料デイタンク，ディーゼル燃料貯蔵タン

クがある。 

ディーゼル燃料デイタンクについては，各ディーゼル

燃料デイタンクに対応した非常用ディーゼル発電機を

８時間連続運転するために必要な量を貯蔵することを

考慮した設計とする。 

ディーゼル燃料貯蔵タンクについては，非常用ディー

ゼル発電機２台と高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機1台を７日間連続運転するために必要な量を貯蔵する

ことを考慮した設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域内の，発火性又は引火性物質である水素ガスの貯

蔵機器としては，格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガス

ボンベがあり，これらのボンベは，運転上必要な量を考

慮し貯蔵する設計とする。 

  【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

(2)可燃性の蒸気及び微粉の対策 

火災区域に対する可燃性の蒸気又は可燃性の微粉の

対策については，以下の設計とする。 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備は，「2.2.1.1.(1)d.防爆」に示すとおり，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

非常用ディーゼル発

電機系の系統構成が異

なる 
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可燃性の蒸気が発生するおそれはない。 

また，火災区域において有機溶剤を使用する場合は必

要量以上持ち込まない運用とするとともに，可燃性の蒸

気が滞留するおそれがある場合は，使用する作業場所に

おいて，換気，通風，拡散の措置を行うとともに，建屋

の送風機及び排風機による機械換気により滞留を防止

する設計とする。 

さらに，火災区域には，「工場電気設備防爆指針」に

記載される「可燃性粉じん（石炭のように空気中の酸素

と発熱反応を起こし爆発する粉じん）」や「爆発性粉じ

ん（金属粉じんのように空気中の酸素が少ない雰囲気又

は二酸化炭素中でも着火し，浮遊状態では激しい爆発を

生じる粉じん）」のような「可燃性の微粉を発生する設

備」を設置しない設計とする。 

以上の設計により，火災区域には可燃性の蒸気又は微

粉を高所に排出するための設備を設置する必要はなく，

電気・計装品を防爆型とする必要はない。 

また，火災区域には金属粉や布による研磨機のように

静電気が溜まるおそれがある設備を設置しない設計と

する。 

なお，火災区域内で電気設備が必要な箇所には，「原

子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定

める命令」第十条，第十一条に基づく接地を施しており，

静電気が溜まるおそれはない。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

 

(3) 発火源への対策 

発電用原子炉施設には，設備を金属製の筐体内に収納

する等の対策を行い，設備外部に出た火花が発火源とな

る設備を設置しない設計とする。 

また，発電用原子炉施設には高温となる設備がある

が，高温部分を保温材で覆うことにより，可燃性物質と

の接触防止や潤滑油等可燃物の過熱防止を行う設計と

する。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

 

性の蒸気が発生するおそれはない。 

また，火災区域において有機溶剤を使用する場合は必要

量以上持ち込まない運用とし，可燃性の蒸気が滞留するお

それがある場合は，使用する作業場所において，換気，通

風，拡散の措置を行うとともに，建屋の送風機及び排風機

による機械換気により滞留を防止する設計とする。 

 

さらに，火災区域には，「工場電気設備防爆指針」に記

載される「可燃性粉じん(石炭のように空気中の酸素と発

熱反応を起こし爆発する粉じん)」や「爆発性粉じん(金属

粉じんのように空気中の酸素が少ない雰囲気又は二酸化

炭素中でも着火し，浮遊状態では激しい爆発を生じる粉じ

ん)」のような「可燃性の微粉を発生する設備」を設置し

ない設計とする。 

以上の設計により，火災区域には可燃性の蒸気又は微粉

を高所に排出するための設備を設置する必要はなく，電

気・計装品も防爆型とする必要はない。 

また，火災区域には金属粉や布による研磨機のように静

電気が溜まるおそれがある設備を設置しない設計とする。 

 

なお，火災区域内で電気設備が必要な箇所には，「原子

力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める

命令」第十条，第十一条に基づく接地を施しており，静電

気が溜まるおそれはない。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

(3) 発火源への対策 

発電用原子炉施設には，設備を金属製の筐体内に収納す

る等の対策を行い，設備外部に出た火花が発火源となる設

備を設置しない設計とする。 

また，発電用原子炉施設には高温となる設備があるが，

高温部分を保温材で覆うことにより，可燃性物質との接触

防止や潤滑油等可燃物の過熱防止を行う設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

 

可燃性の蒸気が発生するおそれはない。 

また，火災区域において有機溶剤を使用する場合は必

要量以上持ち込まない運用とするとともに，可燃性の蒸

気が滞留するおそれがある場合は，使用する作業場所に

おいて，換気，通風，拡散の措置を行うとともに，建物

の送風機及び排風機による機械換気により滞留を防止

する設計とする。 

さらに，火災区域には，「工場電気設備防爆指針」に

記載される「可燃性粉じん（石炭のように空気中の酸素

と発熱反応を起こし爆発する粉じん）」や「爆発性粉じ

ん（金属粉じんのように空気中の酸素が少ない雰囲気又

は二酸化炭素中でも着火し，浮遊状態では激しい爆発を

生じる粉じん）」のような「可燃性の微粉を発生する設

備」を設置しない設計とする。 

以上の設計により，火災区域には可燃性の蒸気又は微

粉を高所に排出するための設備を設置する必要はなく，

電気・計装品を防爆型とする必要はない。 

また，火災区域には金属粉や布による研磨機のように

静電気が溜まるおそれがある設備を設置しない設計と

する。 

なお，火災区域内で電気設備が必要な箇所には，「原

子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定

める命令」第十条，第十一条に基づく接地を施しており，

静電気が溜まるおそれはない。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

 

(3)発火源への対策 

発電用原子炉施設には，設備を金属製の筐体内に収納

する等の対策を行い，設備外部に出た火花が発火源とな

る設備を設置しない設計とする。 

また，発電用原子炉施設には高温となる設備がある

が，高温部分を保温材で覆うことにより，可燃性物質と

の接触防止や潤滑油等可燃物の過熱防止を行う設計と

する。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 
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(4) 水素ガス対策

火災区域に対する水素ガス対策については，以下の設

計とする。 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設

備を設置する火災区域又は火災区画は，「2.2.1.1.(1)a.

漏えいの防止，拡大防止」に示すように，発火性又は引

火性物質である水素ガスを内包する設備を溶接構造等

とすることにより雰囲気への水素ガスの漏えいを防止

するとともに，「2.2.1.1.(1)c. 換気」に示すように，

機械換気を行うことによって水素濃度が燃焼限界濃度

以下となるよう設計する。 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，充電時に

おいて蓄電池から水素ガスが発生するおそれがあるこ

とから，当該区域又は区画に可燃物を持ち込まないこと

とする。また，蓄電池室の上部に水素濃度検出器を設置

し，水素ガスの燃焼限界濃度である4vol%の1/4 以下の

濃度にて中央制御室に警報を発する設計とする。 

(4) 水素対策

火災区域に対する水素対策については，以下の設計とす

る。 

発火性又は引火性物質である水素を内包する設備を設

置する火災区域又は火災区画は，「1.5.1.2.1(1)a．漏えい

の防止，拡大防止」に示すように，発火性又は引火性物質

である水素を内包する設備を溶接構造等とすることによ

り雰囲気への水素の漏えいを防止するとともに，

「1.5.1.2.1(1)c．換気」に示すように，機械換気を行う

ことによって水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように

設計する。 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，充電時にお

いて蓄電池から水素が発生するおそれがあることから，当

該火災区域又は火災区画に可燃物を持ち込まないことと

する。また，蓄電池室の上部に水素濃度検出器を設置し，

水素の燃焼限界濃度である 4vol％の 1／4 以下の濃度にて

中央制御室に警報を発する設計とする。 

(4)水素ガス対策

火災区域に対する水素ガス対策については以下の設

計とする。 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設

備を設置する火災区域又は火災区画は，「2.2.1.1.(1)a.

漏えいの防止，拡大防止」に示すように，発火性又は引

火性物質である水素ガスを内包する設備を溶接構造等

とすることにより雰囲気への水素ガスの漏えいを防止

するとともに，「2.2.1.1.(1)c.換気」に示すように，

機械換気を行うことによって水素濃度が燃焼限界濃度

以下となるよう設計する。 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，充電時に

おいて蓄電池から水素ガスが発生するおそれがあるこ

とから，当該区域又は区画に可燃物を持ち込まないこと

とする。また，蓄電池室の上部に水素濃度検知器を設置

し，水素ガスの燃焼限界濃度である４vol%の１／４以下

の濃度にて中央制御室に警報を発する設計とする。 

発電機水素ガス供給設備は，水素ガス消費量を管理す

るとともに，発電機内の水素純度，水素ガス圧力を中央

制御室で常時監視ができる設計としており，発電機内の

水素純度や水素ガス圧力が低下した場合には中央制御

室に警報を発する設計とする。また，発電機水素ガス供

給設備を設置する部屋の上部に水素濃度検知器を設置

し，水素ガスの燃焼限界濃度である４vol%の１／４以下

の濃度にて中央制御室に警報を発する設計とする。 

水素・酸素注入設備は，燃焼限界濃度以上の水素ガス

を供給していることを考慮し，当該設備を設置する部屋

の上部に水素濃度検知器を設置し，水素ガスの燃焼限界

濃度である４vol%の１／４以下の濃度にて中央制御室

に警報を発する設計とする。 

格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置

する火災区域又は火災区画は，通常時は元弁を閉とする

運用とし，「2.1.1.1.(1)c.換気」に示す機械換気によ

って水素濃度が燃焼限界濃度以下となるよう設計する。

また，格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設

置する部屋の上部に水素濃度検知器を設置し，水素ガス

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，発電

機水素ガス供給設備，

水素・酸素注入設備及

び格納容器雰囲気モニ

タ校正用水素ガスボン

ベを設置する部屋にも

水素濃度検知器を設置

する設計としている

（以下，8条-⑦の相違） 
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     また，以下の設備については水素濃度検出器とは別の

方法にて水素ガスの漏えいを管理している。 

気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度が燃焼限界

濃度以下となるように設計するが，設備内の水素濃度に

ついては水素濃度計により中央制御室で常時監視がで

きる設計とし，水素濃度が上昇した場合には中央制御室

に警報を発する設計とする。 

 

発電機水素ガス供給設備は，水素ガス消費量を管理す

るとともに，発電機内の水素純度，水素ガス圧力を中央

制御室で常時監視ができる設計としており，発電機内の

水素純度や水素ガス圧力が低下した場合には中央制御

室に警報を発する設計とする。 

格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設

置する火災区域又は火災区画については，通常時は元弁

を閉とする運用とし，「2.2.1.1.(1)c.換気」に示す機

械換気により水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう

設計することから，水素濃度検出器は設置しない設計と

する。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

 

(5) 放射線分解等により発生する水素ガスの蓄積防止対    

 策 

放射線分解により水素ガスが発生する火災区域又は

火災区画における，水素ガスの蓄積防止対策としては，

社団法人火力原子力発電技術協会「BWR配管における混

合ガス（水素・酸素）蓄積防止に関するガイドライン（平

成17年10月）」等に基づき，原子炉の安全性を損なうお

それがある場合には水素ガスの蓄積を防止する設計と

する。蓄積防止対策の対象箇所については，ガイドライ

ンに基づき選定したものである。 

蓄電池により発生する水素ガスの蓄積防止対策とし

ては，蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，

「2.2.1.1.(4) 水素ガス対策」に示すように，機械換気

 

 

また，以下の設備については水素濃度検出器とは別の方

法にて水素の漏えいを管理している。 

気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度が燃焼限界濃

度以下となるように設計するが，設備内の水素濃度につい

ては水素濃度計により中央制御室で常時監視ができる設

計とし，水素濃度が上昇した場合には中央制御室に警報を

発する設計とする。 

 

発電機水素ガス冷却設備は，水素消費量を管理するとと

もに，発電機内の水素純度，水素圧力を中央制御室で常時

監視ができる設計としており，発電機内の水素純度や水素

圧力が低下した場合には中央制御室に警報を発する設計

とする。 

格納容器雰囲気モニタ校正用水素ボンベを設置する火

災区域又は火災区画については，通常時は元弁を閉とする

運用とし，「1.5.1.2.1(1)c．換気」に示す機械換気により

水素濃度を燃焼限界濃度以下とするように設計すること

から，水素濃度検出器は設置しない設計とする。 

 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

(5) 放射線分解等により発生する水素の蓄積防止対策 

 

放射線分解により水素が発生する火災区域又は火災区

画における，水素の蓄積防止対策としては，社団法人火力

原子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガス(水素・酸

素)蓄積防止に関するガイドライン(平成 17 年 10 月)」等

に基づき，原子炉の安全性を損なうおそれがある場合には

水素の蓄積を防止する設計とする。 

 

 

蓄電池により発生する水素の蓄積防止対策としては，蓄

電池を設置する火災区域又は火災区画は，「1.5.1.2.1(4)

水素対策」に示すように，機械換気を行うことによって水

の燃焼限界濃度である４vol%の１／４以下の濃度にて

中央制御室に警報を発する設計とする。 

また，以下の設備については水素濃度検知器とは別の

方法にて水素ガスの漏えいを管理している。 

気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度が燃焼限界

濃度以下となるように設計するが，設備内の水素濃度に

ついては水素濃度計により中央制御室で常時監視がで

きる設計とし，水素濃度が上昇した場合には水素ガスの

燃焼限界濃度４vol%に対して余裕を持たせた３vol%に

て，中央制御室に警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

 

(5)放射線分解等により発生する水素ガスの蓄積防止対策 

 

放射線分解により水素ガスが発生する火災区域又は

火災区画における，水素ガスの蓄積防止対策としては，

一般社団法人火力原子力発電技術協会「ＢＷＲ配管にお

ける混合ガス（水素・酸素）蓄積防止に関するガイドラ

イン（平成17年10月）」等に基づき，原子炉の安全性を

損なうおそれがある場合には水素ガスの蓄積を防止す

る設計とする。蓄積防止対策の対象箇所については，ガ

イドラインに基づき選定したものである。 

蓄電池により発生する水素ガスの蓄積防止対策とし

ては，蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，

「2.2.1.1.(4)水素ガス対策」に示すように，機械換気

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑦の相違 
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を行うことによって水素濃度が燃焼限界濃度以下とな

るよう設計する。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.）】 

(6) 過電流による過熱防止対策 

発電用原子炉施設内の電気系統の過電流による過熱

の防止対策は，以下の設計とする。 

電気系統は，送電線への落雷等外部からの影響や，地

絡，短絡等に起因する過電流による過熱や焼損を防止す

るために，保護継電器，遮断器により故障回路を早期に

遮断する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.1.） 

 

2.2.1.2. 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対しては，不

燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃性材料

又は難燃性材料が使用できない場合は以下のいずれかの設

計とする。 

 

・不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するも

のを使用する設計とする。 

・構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要な

不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有する

ものの使用が技術上困難な場合であって，当該構築物，

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を

有する構築物，系統及び機器において火災が発生する

ことを防止するための措置を講じる設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.）】 

 

(1) 主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，機器，

配管，ダクト，トレイ，電線管，盤の筐体及びこれらの支

持構造物の主要な構造材は，火災の発生防止及び当該設備

の強度確保等を考慮し，ステンレス鋼，低合金鋼，炭素鋼

等の金属材料，又はコンクリート等の不燃性材料を使用す

る設計とする。 

また，ケーブルトレイ内のケーブルの固縛材は難燃性の

素濃度が燃焼限界濃度以下となるように設計する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

(6) 過電流による過熱防止対策 

発電用原子炉施設内の電気系統の過電流による過熱の

防止対策は，以下の設計とする。 

電気系統は，送電線への落雷等外部からの影響や，地絡，

短絡等に起因する過電流による過熱や焼損を防止するた

めに，保護継電器，遮断器により，故障回路を早期に遮断

する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

1.5.1.2.2 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対しては，不燃性

材料又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃性材料又は難燃

性材料が使用できない場合には以下のいずれかの設計とする。 

 

 

・不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの

(以下「代替材料」という。)を使用する設計とする。 

・構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材

料の使用が技術上困難な場合には，当該構築物，系統及び機

器における火災に起因して他の安全機能を有する構築物，系

統及び機器において火災が発生することを防止するための

措置を講じる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 

 

 

(1) 主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，機器，

配管，ダクト，トレイ，電線管，盤の筐体及びこれらの支

持構造物の主要な構造材は，火災の発生防止及び当該設備

の強度確保を考慮し，ステンレス鋼，低合金鋼，炭素鋼等

の金属材料，又はコンクリートの不燃性材料を使用する設

計とする。 

また，内部溢水対策で使用している止水剤，止水パッキ

を行うことによって水素濃度が燃焼限界濃度以下とな

るよう設計する。 

 【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

(6)過電流による過熱防止対策 

発電用原子炉施設内の電気系統の過電流による過熱

の防止対策は，以下の設計とする。 

電気系統は，送電線への落雷等外部からの影響や，地

絡，短絡等に起因する過電流による過熱や焼損を防止す

るために，保護継電器，遮断器により故障回路を早期に

遮断する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.1.)】 

 

2.2.1.2.不燃性材料又は難燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対しては，不

燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃性材料

又は難燃性材料が使用できない場合は以下のいずれかの

設計とする。 

 

・不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するも

のを使用する設計とする。 

・構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要な不

燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するも

のの使用が技術上困難な場合であって，当該構築物，

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を

有する構築物，系統及び機器において火災が発生する

ことを防止するための措置を講じる設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.2.)】 

 

(1)主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，機器，

配管，ダクト，トレイ，電線管，盤の筐体及びこれらの支

持構造物の主要な構造材は，火災の発生防止及び当該設備

の強度確保等を考慮し，ステンレス鋼，低合金鋼，炭素鋼

等の金属材料，又はコンクリート等の不燃性材料を使用す

る設計とする。 

また，ケーブルトレイ内のケーブルの固縛材は難燃性の
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ものを使用する設計とする。内部溢水対策で使用している

止水剤，止水パッキンについては，難燃性のものを使用す

る設計とする。 

ただし，配管のパッキン類は，その機能を確保するため

に必要な不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を

有するものの使用が技術上困難であるが，金属で覆われた

狭隘部に設置し直接火炎にさらされることはなく，これに

より他の安全機能を有する構築物，系統及び機器において

火災が発生するおそれはないことから不燃性材料又は難

燃性材料ではない材料を使用する設計とする。 

また，金属に覆われたポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油

並びに金属に覆われた機器躯体内部に設置される電気配

線は，発火した場合でも，他の安全機能を有する構築物，

系統及び機器に延焼しないことから，不燃性材料又は難燃

性材料でない材料を使用する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.）】 

 

(2) 変圧器及び遮断器に対する絶縁油等の内包 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，屋内

の変圧器及び遮断器は可燃性物質である絶縁油を内包

していないものを使用する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.）】 

 

(3) 難燃ケーブルの使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用するケ

ーブルには，実証試験により自己消火性（UL 垂直燃焼

試験）及び延焼性（IEEE383（光ファイバケーブルの場

合はIEEE1202）垂直トレイ燃焼試験）を確認した難燃ケ

ーブルを使用する設計とする。 

ただし，一部のケーブルについては製造中止のため自

己消火性を確認するUL 垂直燃焼試験を実施できない。

このケーブルについては，UL 垂直燃焼試験と同様の試

験であるICEA 垂直燃焼試験の結果と，同じ材質のシー

スを持つケーブルで実施したUL 垂直燃焼試験結果よ

り，自己消火性を確認する設計とする。 

 

ンについては，難燃性のものを使用する設計とする。 

 

 

ただし，配管のパッキン類は，その機能を確保するため

に必要な代替材料の使用が技術上困難であるが，金属で覆

われた狭隘部に設置し直接火炎に晒されることはなく，こ

れにより他の安全機能を有する構築物，系統及び機器にお

いて火災が発生するおそれはないことから不燃性材料又

は難燃性材料ではない材料を使用する設計とする。 

 

また，金属に覆われたポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油

並びに金属に覆われた機器躯体内部に設置される電気配

線は，発火した場合でも，他の安全機能を有する構築物，

系統及び機器に延焼しないことから，不燃性材料又は難燃

性材料でない材料を使用する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 

 

(2) 変圧器及び遮断器に対する絶縁油等の内包 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，屋内の

変圧器及び遮断器は可燃性物質である絶縁油を内包して

いないものを使用する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 

 

(3) 難燃ケーブルの使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用するケー

ブルには，実証試験により自己消火性(UL 垂直燃焼試験)

及び延焼性(IEEE383(光ファイバケーブルの場合は

IEEE1202)垂直トレイ燃焼試験)を確認した難燃ケーブル

を使用する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

ただし，安全機能を有する機器に使用するケーブルに

ものを使用する設計とする。内部溢水対策で使用している

止水材，止水パッキンについては，難燃性のものを使用す

る設計とする。 

ただし，配管のパッキン類は，その機能を確保するため

に必要な不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を

有するものの使用が技術上困難であるが，金属で覆われた

狭隘部に設置し直接火炎にさらされることはなく，これに

より他の安全機能を有する構築物，系統及び機器において

火災が発生するおそれはないことから不燃性材料又は難

燃性材料ではない材料を使用する設計とする。 

また，金属に覆われたポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油

並びに金属に覆われた機器躯体内部に設置される電気配

線は，発火した場合でも，他の安全機能を有する構築物，

系統及び機器に延焼しないことから，不燃性材料又は難燃

性材料でない材料を使用する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.2.)】 

 

(2)変圧器及び遮断器に対する絶縁油等の内包 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，屋内

の変圧器及び遮断器は可燃性物質である絶縁油を内包

していないものを使用する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.2.)】 

 

(3)難燃ケーブルの使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用するケ

ーブルには，実証試験により自己消火性（UL垂直燃焼試

験）及び延焼性（IEEE383（光ファイバケーブルの場合

はIEEE1202）垂直トレイ燃焼試験）を確認した難燃ケー

ブルを使用する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.2.)】 

 

 

 

 

 

 

【東海第二】 

島根 2 号炉は，難燃

性のケーブル固縛材を

使用している 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，不燃

性材料でカバーする設

計も採用している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-①の相違 
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は，自己消火性を確認するＵＬ垂直燃焼試験は満足する

が，延焼性を確認する IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の要求

を満足しない非難燃ケーブルがある。 

したがって，非難燃ケーブルについては，原則，難燃ケ

ーブルに取り替えて使用する設計とする。ただし，ケーブ

ルの取り替えに伴い安全上の課題が生じる場合には，非難

燃ケーブルを使用し，施工後の状態において，以下に示す

ように範囲を限定した上で，難燃ケーブルを使用した場合

と同等以上の難燃性能を確保できる代替措置（複合体）を

施す設計とする。 

(a)ケーブルの取り替えに伴う課題が回避される範囲 

(b)難燃ケーブルと比較した場合に，火災リスクに有意な差

がない範囲 

【別添 4(1)】 

ａ．複合体を形成する設計 

複合体は，難燃ケーブルを使用した場合と同等以上の難燃

性能を確保する設計とし，実証試験により自己消火性及び

延焼性を確認した上で使用する。 

このため，複合体外部及び複合体内部の火災を想定した設

計とする。 

また，複合体は，防火シートが与える化学的影響，複合体

内部への熱の蓄積及び重量増加による耐震性への影響を考

慮しても非難燃ケーブルの通電機能や絶縁機能及びケーブ

ルトレイの耐震性低下により，ケーブル保持機能が損なわ

れないことを確認するとともに，施工後において，複合体

の難燃性能を維持する上で，防火シートのずれ，隙間及び

傷の範囲を考慮する設計とし，これらを実証試験により確

認して使用する設計とする。使用する防火シートは耐寒性，

耐水性，耐薬品性などの耐性に問題がないことを確認する。 

【別添 4(1)】 

(a) 複合体外部の火災を想定した場合の設計 

複合体は，外部の火災に対して，不燃材の防火シートに

より外部からの火炎を遮断し，直接ケーブルに火炎が当た

り燃焼することを防止することにより，難燃ケーブルを使

用した場合と同等以上の難燃性能が確保できる設計とす

る。 
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また，核計装ケーブルは，微弱電流又は微弱パルスを

このため，複合体は，火炎を遮断するため，非難燃ケー

ブルが露出しないように非難燃ケーブル及びケーブルト

レイを防火シートで覆い，その状態を維持するため結束ベ

ルトで固定する設計とする。 

実証試験では，この設計の妥当性を確認するため，防火

シートが遮炎性を有していること，その上で，複合体とし

ては，延焼による損傷長が難燃ケーブルよりも短くなるこ

とを確認した上で使用する。 

【別添 4(3)】 

(b) 複合体内部の火災を想定した場合の設計 

複合体は，短絡又は地絡に起因する過電流により発火し

た内部の火災に対して，燃焼の３要素のうち，酸素量を抑

制することにより，難燃ケーブルを使用した場合と同等以

上の難燃性能が確保できる設計とする。 

このため，複合体は，「(a) 複合体外部の火災を想定し

た場合の設計」に加え，複合体内部の延焼を燃え止まらせ

るため，ケーブルトレイが火災区画の境界となる壁，天井

又は床を貫通する部分に耐火シールを処置し，延焼の可能

性のあるケーブルトレイ設置方向にファイアストッパを

設置する設計とする。 

また，複合体内部の火炎が外部に露出しないようにする

ため，防火シート間を重ねて覆う設計とする。 

実証試験では，この設計の妥当性を確認するため，ケー

ブル単体の試験により自己消火性が確保できること，防火

シートで複合体内部の酸素量を抑制することにより耐延

焼性を確保できることを確認した上で使用する。 

【別添 4(4)】 

ｂ．電線管に収納する設計 

複合体とするケーブルトレイから安全機能を有する機

器に接続するために電線管で敷設される非難燃ケーブル

は，火災を想定した場合にも延焼が発生しないように，電

線管に収納するとともに，電線管の両端は電線管外部から

の酸素供給防止を目的として，難燃性の耐熱シール材を処

置する設計とする。 

【別添 4(7.2)】 

なお，放射線モニタケーブルは，放射線検出のためには

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

扱う必要があり，耐ノイズ性を確保するために高い絶縁

抵抗を有する同軸ケーブルを使用する設計とする。 

放射線モニタケーブルについても，放射線検出のため

には微弱電流又は微弱パルスを扱う必要があり，核計装

ケーブルと同様に耐ノイズ性を確保するため，絶縁体に

誘電率の低い架橋ポリエチレンを使用することで高い

絶縁抵抗を有する同軸ケーブルを使用する設計とする。 

これらのケーブルは，自己消火性を確認するUL 垂直

燃焼試験は満足するが，延焼性を確認するIEEE383 垂直

トレイ燃焼試験の要求を満足することが困難である。 

このため，核計装ケーブル及び放射線モニタケーブル

は，火災を想定した場合にも延焼が発生しないよう，原

子炉格納容器外については専用電線管に収納するとと

もに，電線管の両端は，電線管外部からの酸素供給防止

を目的とし，耐火性を有するシール材を処置する設計と

する。耐火性を有するシール材を処置した電線管内は，

外気から容易に酸素の供給がない閉塞した状態である

ため，核計装ケーブル及び放射線モニタケーブルに火災

が発生してもケーブルの燃焼に必要な酸素が不足し，燃

焼の維持ができなくなるので，すぐに自己消火し，ケー

ブルは延焼しない。このため，専用電線管で収納し，耐

火性を有するシール材により酸素の供給防止を講じた

核計装ケーブル及び放射線モニタケーブルは，IEEE383 

垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足するケーブルと

同等以上の延焼防止性能を有する。 

一方，原子炉格納容器内の原子炉圧力容器下部におけ

る核計装ケーブルは，周囲環境が極めて狭隘であり電線

管に敷設すると曲げ半径を確保できないこと，機器点検

時にケーブルを解線して機器を取り外す必要があるこ

とから，一部ケーブルを露出する設計とする。しかしな

がら，以下のとおり対策することによって，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な機

能に影響が及ぶおそれはない。 

・原子炉格納容器内は，通常運転中については窒素ガス

を封入しており火災発生のおそれがないこと。 

・原子炉の起動中において，原子炉格納容器内点検前に

微弱電流又は微弱パルスを扱う必要があり，耐ノイズ性を

確保するため，絶縁体に誘電率の低い架橋ポリエチレンを

使用することで高い絶縁抵抗を有する同軸ケーブルを使

用する設計とする。 

 

 

 

このケーブルは，自己消火性を確認する UL 垂直燃焼試

験は満足するが，延焼性を確認する IEEE383 垂直トレイ燃

焼試験の要求を満足することが困難である。 

このため，放射線モニタケーブルは，火災を想定した場

合にも延焼が発生しないように，専用電線管に収納すると

ともに，電線管の両端は，電線管外部からの酸素供給防止

を目的とし，耐火性を有するシール材による処置を行う設

計とする。 

耐火性を有するシール材を処置した電線管内は外気か

ら容易に酸素の供給がない閉塞した状態であるため，放射

線モニタケーブルに火災が発生してもケーブルの燃焼に

必要な酸素が不足し，燃焼の維持ができなくなるので，す

ぐに自己消火し，ケーブルは延焼しない。 

このため，専用電線管で収納し，耐火性を有するシール

材により酸素の供給防止を講じた放射線モニタケーブル

は，IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足するケ

ーブルと同等以上の延焼防止性能を有する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 
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核計装ケーブルから火災が発生し火災感知設備が作

動した場合は，速やかな消火活動が可能であること。

また，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス封入

までの期間は制御棒全挿入状態とし，その期間は短期

間であること。 

・原子炉の冷温停止中及び起動中において，万一，核計

装ケーブルから火災が発生した場合を考慮しても，火

災が延焼しないように，核計装ケーブルの露出部分の

長さは，ケーブルの曲げ半径の確保及び機器点検時の

解線作業に影響のない範囲で極力短くし，周囲への火

災の延焼を防止する設計とするとともに，当該ケーブ

ルの周囲には自己消火性及び延焼性が実証された難

燃ケーブルを敷設する設計とすること。 

・原子炉格納容器下部に設置する発火性又は引火性物質

である潤滑油を内包する設備である，原子炉冷却材再

循環ポンプ及び電動駆動制御棒駆動機構の点検時に

使用する点検装置は，通常時は電源を切る運用とし，

点検装置の使用時には監視員を配置して万一，火災が

発生しても速やかに消火を行うこと。 

・原子炉格納容器下部に設置する常用系及び非常用系の

ケーブル，作業用分電盤，中継端子箱，サンプポンプ

等は，金属製の筐体に収納することで，火災の発生を

防止する設計とすること。 

・低温停止中及び起動中において火災が発生した場合に

は異なる種類の火災感知設備で感知し，速やかな消火

活動が可能であること。 

・万一，起動中に核計装ケーブルから火災が発生した場

合でも，核計装ケーブルはチャンネルごとに位置的分

散を図って設置しており他のチャンネルのケーブル

が同時に延焼する可能性が低く，未臨界監視機能を確

保できること。 

・万一，起動中に核計装ケーブルから火災が発生し火災

感知器が作動した場合は，原子炉起動操作を中止し停

止操作を行うこと。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.）】 
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(4) 換気設備のフィルタに対する不燃性材料又は難燃性

材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，換気

空調設備のフィルタは，チャコールフィルタを除き「JIS 

L 1091（繊維製品の燃焼性試験方法）」又は「JACA No.11A

（空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針（公益社団法

人 日本空気清浄協会））」を満足する難燃性材料を使

用する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.）】 

 

(5) 保温材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する保温

材は，ロックウール，ガラス繊維，ケイ酸カルシウム，

パーライト，金属等，平成12年建設省告示第1400号に定

められたもの，又は建築基準法で不燃性材料として認め

られたものを使用する設計とする。 

 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.）】 

 

(6) 建屋内装材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する建

屋の内装材は，ケイ酸カルシウム等，建築基準法で不燃

性材料として認められたものを使用する設計とする。ま

た，中央制御室の床のカーペットは，消防法施行規則第

四条の三に基づき，第三者機関において防炎物品の試験

を実施し，防炎性能を有することを確認した材料を使用

する設計とする。 

一方，管理区域の床には耐放射線性及び除染性を確保

すること，非管理区域の一部の床には防塵性を確保する

こと，原子炉格納容器内の床，壁には耐放射線性，除染

性及び耐腐食性を確保することを目的として，コーティ

ング剤を塗布する設計とする。このコーティング剤は，

旧建設省告示第1231号第2試験，米国ASTM規格E84，建築

基準法施行令第一条の六又は消防法施行令第四条の三

に基づく難燃性が確認された塗料であること，不燃性材

料であるコンクリート表面に塗布すること，加熱源を除

(4)  換気設備のフィルタに対する不燃性材料又は難燃性材

料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，換気空

調設備のフィルタは，チャコールフィルタを除き「JIS L 

1091(繊維製品の燃焼性試験方法)」又は「JACA №

11A-2003(空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針(公益

社団法人 日本空気清浄協会))」を満足する難燃性材料を

使用する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 

 

(5) 保温材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する保温材

は，ロックウール，ガラス繊維，ケイ酸カルシウム，パー

ライト，金属等，平成 12年建設省告示第 1400 号に定めら

れたもの，又は建築基準法で不燃性材料として認められた

ものを使用する設計とする。 

 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 

 

(6) 建屋内装材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する建屋

の内装材は，ケイ酸カルシウム等，建築基準法で不燃性材

料として認められたものを使用する設計とする。 

また，中央制御室の床のカーペットは，消防法施行規則

第四条の三に基づき，第三者機関において防炎物品の試験

を実施し，防炎性能を有することを確認した材料を使用す

る設計とする。 

一方，管理区域の床に耐放射線性及び除染性を確保する

こと，原子炉格納容器内部の床及び壁には耐放射線性，除

染性及び耐腐食性を確保することを目的としてコーティ

ング剤を塗布する設計とする。このコーティング剤は，旧

建設省告示 1231 号第 2 試験に基づく難燃性が確認された

塗料であること，不燃性材料であるコンクリート表面に塗

布すること，加熱源を除去した場合はその燃焼部が広がら

ないこと，原子炉格納容器内を含む建屋内に設置する安全

機能を有する構築物，系統及び機器には不燃性材料又は難

(4)換気設備のフィルタに対する不燃性材料又は難燃性材

料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，換気

空調設備のフィルタは，チャコールフィルタを除き「JIS 

L 1091（繊維製品の燃焼性試験方法）」又は「JACA No.11A

（空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針（公益社団法

人 日本空気清浄協会））」を満足する難燃性材料を使

用する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.2.)】 

 

(5)保温材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する保温

材は，ロックウール，ガラス繊維，ケイ酸カルシウム，

パーライト，金属等，平成12年建設省告示第1400号に定

められたもの，建築基準法の不燃材料認定品，又は建築

基準法に基づく試験により不燃性材料であることを確

認したものを使用する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.2.)】 

 

(6)建物内装材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する建

物の内装材は，ケイ酸カルシウム等，建築基準法で不燃

性材料として認められたものを使用する設計とする。ま

た，中央制御室の床のカーペットは，消防法施行規則第

四条の三に基づき，第三者機関において防炎物品の試験

を実施し，防炎性能を有することを確認した材料を使用

する設計とする。 

一方，管理区域の床には耐放射線性及び除染性を確保

すること，非管理区域の一部の床には防塵性を確保する

こと，原子炉格納容器内の床，壁には耐放射線性，除染

性及び耐腐食性を確保することを目的として，コーティ

ング剤を塗布する設計とする。このコーティング剤は，

旧建設省告示1231号第２試験又は建築基準法施行令第

一条第六号に基づく難燃性が確認された塗料であるこ

と，不燃性材料であるコンクリート表面に塗布するこ

と，加熱源を除去した場合はその燃焼部が広がらないこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は，一部

の床の防塵性を確保す

るためコーティング剤

を塗布する設計として

いる 

【柏崎 6/7】 
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去した場合はその燃焼部が広がらないこと，原子炉格納

容器内を含む建屋内に設置する安全機能を有する構築

物，系統及び機器には不燃性材料又は難燃性材料を使用

し周辺には可燃物がないことから，当該コーティング剤

が発火した場合においても他の構築物，系統又は機器に

おいて火災を生じさせるおそれは小さい。また，原子炉

格納容器内に設置する原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持するために必要な構築物，系統及び機器

は不燃性又は難燃性の材料を使用し周辺には可燃物が

ない。 

このため，耐放射線性，除染性，防塵性及び耐腐食性

を確保するためにコンクリート表面及び原子炉格納容

器内の床，壁に塗布するコーティング剤には，旧建設省

告示第1231号第2試験，米国ASTM規格E84，建築基準法施

行令第一条の六又は消防法施行令第四条の三に基づく

難燃性が確認された塗料を使用する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.）】 

 

2.2.1.3. 自然現象による火災の発生防止 

柏崎刈羽原子力発電所の安全を確保する上で設計上考

慮すべき自然現象としては，網羅的に抽出するために，発

電所敷地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国

内外の基準や文献等に基づき事象を収集した。これらの事

象のうち，発電所及びその周辺での発生可能性，安全施設

への影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間的余裕

の観点から，発電用原子炉施設に影響を与えるおそれがあ

る事象として，地震，津波，風（台風），竜巻，低温（凍

結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び生物学

的事象を抽出した。 

これらの自然現象のうち，津波，竜巻（風（台風）含む）

及び地滑りについては，それぞれの現象に対して，発電用

原子炉施設の安全機能が損なわれないように防護するこ

とで火災の発生を防止する設計とする。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対しては，侵入

防止対策により影響を受けない設計とする。 

低温（凍結），降水，積雪及び生物学的事象のうちクラ

燃性材料を使用し周辺には可燃物がないことから，当該コ

ーティング剤が発火した場合においても他の構築物，系統

及び機器において火災を生じさせるおそれは小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.1.2.3 自然現象による火災発生の防止 

東海第二発電所の安全を確保する上で設計上考慮すべき自

然現象としては，地震，津波，洪水，風（台風），竜巻，凍結，

降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び

高潮を抽出した。 

 

 

 

 

 

 

これらの自然現象のうち，津波，森林火災，竜巻(風（台風）

を含む。)については，それぞれの現象に対して，発電用原子

炉施設の安全機能が損なわれないように防護することで火災

の発生を防止する設計とする。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の影響については，侵

入防止対策により影響を受けない設計とする。 

凍結，降水，積雪，高潮及び生物学的事象のうちクラゲ等の

と，原子炉格納容器内を含む建物内に設置する安全機能

を有する構築物，系統及び機器には不燃性材料又は難燃

性材料を使用し周辺には可燃物がないことから，当該コ

ーティング剤が発火した場合においても他の構築物，系

統又は機器において火災を生じさせるおそれは小さい。

また，原子炉格納容器内に設置する原子炉の高温停止及

び低温停止を達成し，維持するために必要な構築物，系

統及び機器は不燃性又は難燃性の材料を使用し周辺に

は可燃物がない。 

 

このため，耐放射線性，除染性，防塵性及び耐腐食性

を確保するためにコンクリート表面及び原子炉格納容

器内の床，壁に塗布するコーティング剤には，旧建設省

告示1231号第２試験又は建築基準法施行令第一条第六

号に基づく難燃性が確認された塗料を使用する設計と

する。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.2.)】 

 

2.2.1.3.自然現象による火災の発生防止 

島根原子力発電所の安全を確保する上で設計上考慮す

べき自然現象としては，網羅的に抽出するために，発電所

敷地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外

の基準や文献等に基づき事象を収集した。これらの事象の

うち，発電所及びその周辺での発生可能性，安全施設への

影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間的余裕の観

点から，発電用原子炉施設に影響を与えるおそれがある事

象として，地震，津波，洪水，風（台風），竜巻，凍結，

降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び生物学的事象

を抽出した。 

これらの自然現象のうち，津波，竜巻（風（台風）含む。）

及び地滑りについては，それぞれの現象に対して，発電用

原子炉施設の安全機能が損なわれないように防護するこ

とで火災の発生を防止する設計とする。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対しては，侵入

防止対策により影響を受けない設計とする。 

洪水，凍結，降水，積雪及び生物学的事象のうちクラゲ

コーティング剤の仕

様が異なる（以下，8

条-⑧の相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

8 条-⑧の相違 

 

 

 

 

 

・事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

想定する自然現象が

異なる（以下，8条-⑨

の相違） 

 

 

 

・事象の相違 

【東海第二】 

8 条-⑨の相違 

 

 

 

・事象の相違 
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ゲ等の海生生物の影響については，火災が発生する自然現

象ではなく，火山の影響についても，火山から発電用原子

炉施設に到達するまでに火山灰等が冷却されることを考

慮すると，火災が発生する自然現象ではない。 

 

 

 

したがって，落雷，地震について，これらの現象によっ

て火災が発生しないように，以下のとおり火災防護対策を

講じる設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.3.）】 

 

(1) 落雷による火災の発生防止 

発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，落雷

による火災発生を防止するため，地盤面から高さ20mを

超える建築物には建築基準法に基づき「JIS A 4201 建

築物等の避雷設備（避雷針）」に準拠した避雷設備（避

雷針，接地網，棟上導体）の設置を行う設計とする。な

お，これらの避雷設備は，基準地震動に対して機能維持

可能な建屋又は主排気筒に設置する設計とする。 

送電線については，架空地線を設置する設計とすると

ともに，「2.2.1.1.(6) 過電流による過熱防止対策」に

示すとおり，故障回路を早期に遮断する設計とする。 

【避雷設備設置箇所】 

・原子炉建屋（棟上導体） 

・タービン建屋（棟上導体） 

・廃棄物処理建屋（棟上導体） 

・主排気筒 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.）】 

 

 

 

(2) 地震による火災の発生防止 

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，耐震クラ

スに応じて十分な支持性能をもつ地盤に設置するとと

もに，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

海生生物の影響については，火災が発生する自然現象ではな

く，火山の影響についても，火山から発電用原子炉施設に到達

するまでに火山灰等が冷却されることを考慮すると，火災が発

生する自然現象ではない。 

洪水については，立地的要因により，発電用原子炉施設の安

全機能を有する機器に影響を与える可能性がないため，火災が

発生するおそれはない。 

したがって，落雷，地震について，これらの現象によって火

災が発生しないように，以下のとおり火災防護対策を講じる設

計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.3)】 

 

(1) 落雷による火災の発生防止 

発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，落雷に

よる火災発生を防止するため，地盤面から高さ 20m を超え

る構築物には，建築基準法に基づき「JIS A 4201 建築物等

の避雷設備（避雷針）（1992 年度版）」又は「JIS A 4201

建築物等の雷保護（2003 年度版）」に準拠した避雷設備の

設置及び接地網の敷設を行う設計とする。 

 

送電線については，架空地線を設置する設計とするとと

もに，「1.5.1.2.1(6)過電流による過熱防止対策」に示す

とおり，故障回路を早期に遮断する設計とする。 

【避雷設備設置箇所】 

・タービン建屋 

・排気筒 

・廃棄物処理建屋 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・固体廃棄物作業建屋 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 

 

 

(2) 地震による火災の発生防止 

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，耐震クラス

に応じて十分な支持性能をもつ地盤に設置するとともに，

自らが破壊または倒壊することによる火災の発生を防止

等の海生生物の影響については，火災が発生する自然現象

ではなく，火山の影響についても，火山から発電用原子炉

施設に到達するまでに火山灰等が冷却されることを考慮

すると，火災が発生する自然現象ではない。 

 

 

 

したがって，落雷，地震について，これらの現象によっ

て火災が発生しないように，以下のとおり火災防護対策を

講じる設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.3.)】 

 

(1)落雷による火災の発生防止 

発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，落雷

による火災発生を防止するため，地盤面から高さ20mを

超える建築物には建築基準法に基づき「JIS A 4201 建

築物等の避雷設備（避雷針）」又は「JIS A 4201 建築

物等の雷保護」に準拠した避雷設備（避雷針，架空地線，

棟上導体等）の設置及び接地網の布設を行う設計とす

る。 

送電線については，架空地線を設置する設計とすると

ともに，「2.2.1.1.(6)過電流による過熱防止対策」に

示すとおり，故障回路を早期に遮断する設計とする。 

【避雷設備設置箇所】 

・原子炉建物（棟上導体，避雷針） 

・廃棄物処理建物（棟上導体） 

・排気筒（避雷針） 

・サイトバンカ建物（棟上導体） 

【別添資料１-資料１(2.1.1.3.)】 

 

 

 

(2)地震による火災の発生防止 

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，耐震クラ

スに応じて十分な支持性能をもつ地盤に設置するとと

もに，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑨の相違 

 

 

・事象の相違 

【東海第二】 

8 条-⑨の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

構築物毎に JIS 適用

年が異なる 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

建物の設置条件を考

慮した避雷設備の選定

及び設置場所が異なる 
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造及び設備の基準に関する規則第四条」に示す要求を満

足するよう，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」に従い耐

震設計を行う設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.1.2.） 

 

 

 

2.2.2. 火災の感知及び消火に係る設計方針 

火災の感知及び消火については，安全機能を有する構築

物，系統及び機器に対して，早期の火災感知及び消火を行

うための火災感知設備及び消火設備を設置する設計とす

る。具体的な設計を「2.2.2.1 火災感知設備」から「2.2.2.4 

消火設備の破損，誤動作又は誤操作」に示す。 

このうち，火災感知設備及び消火設備が，地震等の自然

現象に対して，火災感知及び消火の機能，性能が維持され，

かつ，安全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震クラ

スに応じて，機能を維持できる設計とすることを

「2.2.2.3. 自然現象の考慮」に示す。また，消火設備は，

破損，誤動作又は誤操作が起きた場合においても，原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための機能を

損なわない設計とすることを「2.2.2.4 消火設備の破損，

誤動作又は誤操作」に示す。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.）】 

 

2.2.2.1. 火災感知設備 

火災感知設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機

器を設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に感知

できるよう設置する設計とする。 

火災感知器と受信機を含む火災受信機盤等で構成され

る火災感知設備は，以下を踏まえた設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(1) 火災感知器の環境条件等の考慮 

火災感知設備の火災感知器は，火災区域又は火災区画

における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の

する設計とする。 

なお，耐震については「実用発電用原子炉及びその附属

施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第四条」に

示す要求を満足するように，「実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解

釈」に従い耐震設計を行う設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 

 

1.5.1.3 火災の感知及び消火に係る設計方針 

火災の感知及び消火については，安全機能を有する構築物，

系統及び機器に対して，早期の火災感知及び消火を行うための

火災感知設備及び消火設備を設置する設計とする。具体的な設

計を「1.5.1.3.1 火災感知設備」から「1.5.1.3.4 消火設備の

破損，誤動作又は誤操作による安全機能への影響」に示す。 

このうち，火災感知設備及び消火設備が，地震等の自然現象

に対して，火災感知及び消火の機能，性能が維持され，かつ，

安全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震クラスに応じ

て，機能を維持できる設計とすることを「1.5.1.3.3 自然現

象の考慮」に示す。また，消火設備は，破損，誤動作又は誤操

作が起きた場合においても，原子炉の高温停止及び低温停止を

達成し，維持するための機能を損なわない設計とすることを

「1.5.1.3.4 消火設備の破損，誤動作又は誤操作による安全機

能への影響」に示す。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2)】 

 

1.5.1.3.1 火災感知設備 

火災感知設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機器を

設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に感知できるよ

うに設置する設計とする。 

火災感知器と受信機を含む火災受信機盤等で構成される火

災感知設備は，以下を踏まえた設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(1) 火災感知器の環境条件等の考慮 

火災感知設備の火災感知器は，火災区域又は火災区画に

おける放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の環境

造及び設備の基準に関する規則第四条」に示す要求を満

足するよう，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」に従い耐

震設計を行う設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.1.3.)】 

 

 

 

2.2.2.火災の感知及び消火に係る設計方針 

火災の感知及び消火については，安全機能を有する構築

物，系統及び機器に対して，早期の火災感知及び消火を行

うための火災感知設備及び消火設備を設置する設計とす

る。具体的な設計を「2.2.2.1.火災感知設備」から

「2.2.2.4.消火設備の破損，誤作動又は誤操作」に示す。 

このうち，火災感知設備及び消火設備が，地震等の自然

現象に対して，火災感知及び消火の機能，性能が維持され，

かつ，安全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震クラ

スに応じて，機能を維持できる設計とすることを

「2.2.2.3.自然現象の考慮」に示す。また，消火設備は，

破損，誤動作又は誤操作が起きた場合においても，原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための機能を

損なわない設計とすることを「2.2.2.4. 消火設備の破損，

誤動作又は誤操作」に示す。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.)】 

    

2.2.2.1.火災感知設備 

火災感知設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機

器を設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に感知

できるよう設置する設計とする。 

火災感知器と受信機を含む火災受信機盤等で構成され

る火災感知設備は，以下を踏まえた設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(1) 火災感知器の環境条件等の考慮 

火災感知設備の火災感知器は，火災区域又は火災区画

における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の
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環境条件や，炎が生じる前に発煙すること等，予想され

る火災の性質を考慮して火災感知器を設置する設計と

する。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

(2) 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置

火災感知設備の火災感知器は，「2.2.2.1.(1) 火災感

知器の環境条件等の考慮」の環境条件等を考慮し，火災

感知器を設置する火災区域又は火災区画の安全機能を

有する構築物，系統及び機器の種類に応じ，火災を早期

に感知できるよう，固有の信号を発するアナログ式の煙

感知器，アナログ式の熱感知器，又は非アナログ式の炎

感知器から異なる種類の感知器を組み合わせて設置す

る設計とする。炎感知器は非アナログ式であるが，炎が

発する赤外線又は紫外線を感知するため，炎が生じた時

点で感知することができ，火災の早期感知に優位性があ

る。ここで，アナログ式とは「平常時の状況（温度，煙

の濃度）を監視し，かつ，火災現象（急激な温度や煙の

濃度の上昇）を把握することができる」ものと定義し，

非アナログ式とは「平常時の状況（温度，煙の濃度）を

監視することはできないが，火災現象（急激な温度や煙

の濃度の上昇等）を把握することができる」ものと定義

する。 

以下に，上記に示す火災感知器の組み合わせのうち特

徴的な火災区域又は火災区画を示す。 

a. 原子炉建屋オペレーティングフロア

原子炉建屋オペレーティングフロアは天井が高く

大空間となっているため，火災による熱が周囲に拡散

することから，熱感知器による感知は困難である。こ

のため，アナログ式の光電分離型煙感知器と非アナロ

グ式の炎感知器をそれぞれの監視範囲に火災の検知

に影響を及ぼす死角がないように設置する設計とす

る。 

条件や，炎が生じる前に発煙すること等，予想される火災

の性質を考慮して設置する設計とする。 

難燃ケーブルの代替措置とした複合体内部についても

火災感知器を設置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

(2) 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置

火災感知設備の火災感知器は，「1.5.1.3.1(1) 火災感知

器の環境条件等の考慮」の環境条件等を考慮し，火災感知

器を設置する火災区域又は火災区画の安全機能を有する

構築物，系統及び機器の種類に応じ，火災を早期に感知で

きるように，固有の信号を発するアナログ式の煙感知器及

びアナログ式の熱感知器の異なる種類の感知器を組み合

わせて設置する設計とする。ただし，発火性又は引火性の

雰囲気を形成するおそれのある場所及び屋外等は，非アナ

ログ式も含めた組み合わせで設置する設計とする。炎感知

器は非アナログ式であるが，炎が発する赤外線又は紫外線

を感知するため，炎が生じた時点で感知することができ，

火災の早期感知が可能である。ここで，アナログ式とは「平

常時の状況（温度，煙の濃度）を監視し，かつ，火災現象

（急激な温度や煙の濃度の上昇）を把握することができ

る」ものと定義し，非アナログ式とは「平常時の状況（温

度，煙の濃度）を監視することはできないが，火災現象（急

激な温度や煙の濃度の上昇等）を把握することができる」

ものと定義する。 

以下に，上記に示す火災感知器の組み合わせのうち，特

徴的な火災区域又は火災区画を示す。 

ａ. 原子炉建屋原子炉棟 6階 

原子炉建屋原子炉棟6階は天井が高く大空間となっ

ているため，火災による熱が周囲に拡散することか

ら，熱感知器による感知は困難である。このため，ア

ナログ式の光電分離型煙感知器と非アナログ式の炎

感知器（赤外線方式）をそれぞれの監視範囲に火災の

検知に影響を及ぼす死角がないように設置する設計

とする。 

環境条件や，炎が生じる前に発煙すること等，予想され

る火災の性質を考慮して火災感知器を設置する設計と

する。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

(2)固有の信号を発する異なる感知方式の感知器の設置

火災感知設備の火災感知器は，「2.2.2.1.(1)火災感

知器の環境条件等の考慮」の環境条件等を考慮し，火災

感知器を設置する火災区域又は火災区画の安全機能を

有する構築物，系統及び機器の種類に応じ，火災を早期

に感知できるよう，固有の信号を発するアナログ式の煙

感知器，アナログ式の熱感知器，又は非アナログ式の炎

感知器から異なる感知方式の感知器を組み合わせて設

置する設計とする。炎感知器は非アナログ式であるが，

炎が発する赤外線又は紫外線を感知するため，炎が生じ

た時点で感知することができ，火災の早期感知に優位性

がある。ここで，アナログ式とは「平常時の状況（温度，

煙の濃度）を監視し，かつ，火災現象（急激な温度や煙

の濃度の上昇）を把握することができる」ものと定義し，

非アナログ式とは「平常時の状況（温度，煙の濃度）を

監視することはできないが，火災現象（急激な温度や煙

の濃度の上昇等）を把握することができる」ものと定義

する。 

以下に，上記に示す火災感知器の組み合わせのうち特

徴的な火災区域又は火災区画を示す。 

a．原子炉建物オペレーティングフロア 

原子炉建物オペレーティングフロアは天井が高く

大空間となっているため，火災による熱が周囲に拡散

することから，熱感知器による感知は困難である。こ

のため，アナログ式の光電分離型煙感知器と非アナロ

グ式の炎感知器（赤外線方式）をそれぞれの監視範囲

に火災の検知に影響を及ぼす死角がないように設置

する設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

8 条-①の相違 
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b. 原子炉格納容器

原子炉格納容器内には，アナログ式の煙感知器及び

熱感知器を設置する設計とする。 

運転中の原子炉格納容器は，閉鎖した状態で長期間

高温かつ高線量環境となることから，アナログ式の火

災感知器が故障する可能性がある。 

このため，通常運転中，窒素ガス封入により不活性

化し火災が発生する可能性がない期間については，原

子炉格納容器内に設置する火災感知器は，起動時の窒

素ガス封入後に作動信号を除外する運用とし，プラン

ト停止後に速やかに取り替える設計とする。

c. 非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレン

チ 

非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレ

ンチは，ハッチからの雨水の浸入によって高湿度環境

になりやすく，一般的な煙感知器による火災感知に適

さない。このため，防湿対策を施したアナログ式の煙

吸引式検出設備，及び湿気の影響を受けにくいアナロ

グ式の光ファイバケーブル式熱感知器を設置する設

計とする。 

一方，以下に示す火災区域又は火災区画は，環境条

件等を考慮し，上記とは異なる火災感知器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

ｂ.  原子炉格納容器 

原子炉格納容器内は，アナログ式の煙感知器及び熱

感知器を設置する設計とする。 

運転中の原子炉格納容器は，閉鎖した状態で長期間

高温かつ高線量環境となることから，アナログ式の火

災感知器が故障する可能性がある。このため，通常運

転中，窒素封入による不活性化により火災が発生する

可能性がない期間については，原子炉格納容器内に設

置する火災感知器は，起動時の窒素封入後に作動信号

を除外する運用とし，プラント停止後に速やかに取り

替える設計とする。 

ｄ. 屋外区域（海水ポンプ室） 

屋外区域（海水ポンプ室）は，区域全体の火災を感

知する必要があるが火災による煙が周囲に拡散し煙

感知器による火災感知は困難であること，及び降水等

の浸入により火災感知器の故障が想定されることか

ら，アナログ式の屋外仕様の熱感知カメラ（赤外線方

式），及び非アナログ式の屋外仕様の炎感知器（赤外

線方式）をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響を

及ぼす死角がないように設置する設計とする。 

b．原子炉格納容器 

原子炉格納容器内には，アナログ式の煙感知器及び

熱感知器を設置する設計とする。 

運転中の原子炉格納容器は，閉鎖した状態で長期間

高温かつ高線量環境となることから，アナログ式の火

災感知器が故障する可能性がある。 

このため，通常運転中，窒素ガス封入により不活性

化し火災が発生する可能性がない期間については，原

子炉格納容器内に設置する火災感知器は，起動時の窒

素ガス封入後に作動信号を除外する運用とし，プラン

ト停止後に速やかに取り替える設計とする。

c．非常用ディーゼル発電機給気消音器フィルタ室及

び非常用ディーゼル発電機排気管室 

屋外開放の非常用ディーゼル発電機給気消音器フ

ィルタ室及び非常用ディーゼル発電機排気管室は，区

域全体の火災を感知する必要があるが，火災による煙

は周囲に拡散し煙感知器による火災感知は困難であ

ることから，アナログ式の屋外仕様の熱感知器及び非

アナログ式の屋外仕様の炎感知器（赤外線方式）をそ

れぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角

がないように設置する設計とする。 

一方，以下に示す火災区域又は火災区画は，環境条

件等を考慮し，上記とは異なる火災感知器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-②の相違 

【東海第二】 

 島根 2 号炉は，設備

の設置エリアの環境条

件等を踏まえた感知器

の組み合わせで火災を

検知する設計としてい

る（以下，8 条-⑩の相

違） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島 根 2 号 炉 は ，

A,HPCS-DG 燃料移送系

ケーブルトレンチには

アナログ式の煙感知器

と熱感知器を，B-DG 燃

料移送系ケーブルトレ

ンチには非アナログ式

の防爆型の煙感知器と

熱感知器を設置する設

計としている（以下，8
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d. 非常用ディーゼル発電機燃料移送系ポンプ区域

屋外開放の区域である非常用ディーゼル発電機燃

料移送系ポンプ区域は，区域全体の火災を感知する必

要があるが火災による煙が周囲に拡散し煙感知器に

よる火災感知は困難であること，及び降水等の浸入に

より火災感知器の故障が想定されることから，アナロ

グ式の屋外仕様の熱感知カメラ，及び非アナログ式の

屋外仕様の炎感知器をそれぞれの監視範囲に火災の

検知に影響を及ぼす死角がないように設置する設計

とする。 

e. 非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域

屋外開放の区域である非常用ディーゼル発電機軽

油タンク区域は，火災による煙は周囲に拡散し，煙感

知器による火災感知は困難である。加えて，軽油タン

ク内部は燃料の気化による引火性又は発火性の雰囲

気を形成している。このため，非常用ディーゼル発電

機軽油タンク区域は，非アナログ式の屋外仕様の炎感

ｃ. 軽油貯蔵タンク設置区域 

軽油貯蔵タンク内部は，燃料の気化による引火性又

は発火性の雰囲気を形成している。このため，タンク

マンホール内の空間部に非アナログ式の防爆型熱感

知器及び防爆型煙感知器を設置する設計とする。 

d．ディーゼル燃料移送ポンプエリア 

屋外の区域であるＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移

送ポンプエリアは，区域全体の火災を感知する必要が

あるが火災による煙は周囲に拡散し煙感知器による

火災感知は困難であること，引火性又は発火性の雰囲

気を形成するおそれがあること，及び降水等の浸入に

より火災感知器の故障が想定されることから，非アナ

ログ式の防爆型の熱感知器，及び非アナログ式の屋外

仕様（防爆型）の炎感知器（赤外線方式）をそれぞれ

の監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がない

ように設置する設計とする。 

Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプエリアは，格納槽内

の区域であり，引火性又は発火性の雰囲気を形成する

おそれのある場所であるため，万一の軽油燃料の気化

を考慮し，火災を早期に検知できるよう，非アナログ

式の防爆型の煙感知器及び非アナログ式の防爆型の

熱感知器を設置する設計とする。 

e．Ｂ－ディーゼル燃料移送系ケーブルトレンチ 

Ｂ－ディーゼル燃料移送系ケーブルトレンチは，Ｂ

－ディーゼル燃料移送ポンプエリアと同空間であり，

引火性又は発火性の雰囲気を形成するおそれのある

場所であるため，Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプエリ

ア内での万一の軽油燃料の気化を考慮し，火災を早期

に検知できるよう，非アナログ式の防爆型の煙感知器

及び非アナログ式の防爆型の熱感知器を設置する設

計とする。 

f．ディーゼル燃料貯蔵タンク設置区域 

屋外の区域であるディーゼル燃料貯蔵タンク設置

区域は，火災による煙は周囲に拡散し，煙感知器によ

る火災感知は困難である。加えて，タンク室内の空間

部は燃料の気化による引火性又は発火性の雰囲気を

形成している。このため，タンク室内の空間部に非ア

ナログ式の防爆型の熱感知器及び非アナログ式の屋

条-⑪の相違） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-②の相違 

【柏崎 6/7】 

8 条-⑩の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑪の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

8 条-⑩の相違 
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知器を監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角が

ないように設置することに加え，タンク内部の空間部

に非アナログ式の防爆型の熱感知器を設置する設計

とする。 

f. 主蒸気管トンネル室

放射線量が高い場所（主蒸気管トンネル室）は，ア

ナログ式の火災感知器を設置する場合，放射線の影響

により火災感知器の故障が想定される。 

このため，放射線の影響を受けないよう検出器部位

を当該区画外に配置するアナログ式の煙吸引式検出

設備を設置する設計とする。加えて，放射線の影響を

考慮した非アナログ式の熱感知器を設置する設計と

する。 

g. 蓄電池室

水素ガス等による引火性又は発火性の雰囲気を形

成するおそれのある場所（蓄電池室）は，万一の水素

濃度の上昇を考慮し，火災を早期に感知できるよう，

非アナログ式の防爆型で，かつ固有の信号を発する異

なる種類の防爆型の煙感知器及び熱感知器を設置す

る設計とする。 

また，これらの非アナログ式の火災感知器は，以下の

環境条件等を考慮することにより誤作動を防止する設

計とする。 

ｅ．主蒸気管トンネル室 

放射線量が高い場所（主蒸気管トンネル室）は，ア

ナログ式の火災感知器を設置する場合，放射線の影響

により火災感知器の故障が想定される。このため，放

射線の影響を受けないよう検出器部位を当該区画外

に配置するアナログ式の煙吸引式検出設備を設置す

る設計とする。加えて，放射線の影響を考慮した非ア

ナログ式の熱感知器を設置する設計とする。

ｆ. 蓄電池室 

水素による引火性又は発火性の雰囲気を形成する

おそれのある場所（蓄電池室）は，万一の水素濃度の

上昇を考慮し，火災を早期に感知できるように，非ア

ナログ式の防爆型で，かつ固有の信号を発する異なる

種類の煙感知器及び熱感知器を設置する設計とする。 

これらの非アナログ式の火災感知器は，以下の環境

条件等を考慮することにより誤作動を防止する設計

とする。 

外仕様（防爆型）の炎感知器（赤外線方式）を設置す

る設計とする。 

g．主蒸気管室 

放射線量が高い場所（主蒸気管室）は，アナログ式

の火災感知器を設置する場合，放射線の影響により火

災感知器の故障が想定される。 

このため，放射線の影響を受けないよう検出器部位

を主蒸気管室外に配置するアナログ式の煙吸引式検

出設備を設置する設計とする。加えて，放射線の影響

を考慮した非アナログ式の熱感知器を設置する設計

とする。 

h．蓄電池室 

水素ガス等による引火性又は発火性の雰囲気を形

成するおそれのある場所（蓄電池室）は，万一の水素

濃度の上昇を考慮し，火災を早期に感知できるよう，

非アナログ式の防爆型で，かつ固有の信号を発する異

なる感知方式の煙感知器及び熱感知器を設置する設

計とする。 

i．海水ポンプエリア 

海水ポンプエリアは，屋外であるため，火災による

熱及び煙は周囲に拡散し，熱感知器及び煙感知器によ

る火災感知は困難であること，また，降水等の浸入に

より火災感知器の故障が想定される。このため，海水

ポンプエリア全体の火災を感知するために，非アナロ

グ式の屋外仕様の炎感知器（赤外線方式）及びアナロ

グ式の屋外仕様の熱感知カメラ（赤外線方式）を監視

範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がないように設

置する設計とする。 

また，これらの非アナログ式の火災感知器は，以下の

環境条件等を考慮することにより誤作動を防止する設

計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑩の相違 
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・煙感知器は蒸気等が充満する場所に設置しない。 

・熱感知器は作動温度が周囲温度より高い温度で作動

するものを選定する。 

・炎感知器は平常時より炎の波長の有無を連続監視し，

火災現象（急激な環境変化）を把握でき，感知原理

に「赤外線3波長式」（物質の燃焼時に発生する特有

な放射エネルギーの波長帯を3つ検知した場合にの

み発報する）を採用するものを選定する。さらに，

屋内に設置する場合は外光が当たらず，高温物体が

近傍にない箇所に設置することとし，屋外に設置す

る場合は，屋外仕様を採用するとともに，太陽光の

影響に対しては視野角への影響を考慮した遮光板を

設置することで誤作動を防止する設計とする。 

 

 

また，以下に示す火災区域又は火災区画は，火災の影響

を受けるおそれが考えにくいことから，火災感知器を設置

しない，若しくは消防法又は建築基準法に基づく火災感知

器を設置する設計とする。 

 

 

 

h. 格納容器機器搬出入用ハッチ室 

格納容器機器搬出入用ハッチ室は，発火源となるよ

うなものが設置されておらず，可燃物管理により可燃

物を持ち込まない運用とするうえ，通常コンクリート

ハッチにて閉鎖されていることから，火災の影響を受

けない。また，ハッチ開放時は通路の火災感知器にて

感知が可能である。 

したがって，格納容器機器搬出入用ハッチ室には火

災感知器を設置しない設計とする。 

 

 

 

 

 

・煙感知器は蒸気等が充満する場所に設置しない。 

・熱感知器は作動温度が周囲温度より高い温度で作動

するものを選定する。 

・炎感知器は平常時より炎の波長の有無を連続監視

し，火災現象（急激な環境変化）を把握でき，感知

原理に「赤外線 3 波長式」（物質の燃焼時に発生す

る特有な放射エネルギの波長帯を3つ検知した場合

にのみ発報する）を採用するものを選定する。さら

に，屋内に設置する場合は外光が当たらず，高温物

体が近傍にない箇所に設置することとし，屋外に設

置する場合は，屋外仕様を採用するとともに，太陽

光の影響に対しては視野角への影響を考慮した遮

光板を設置することで誤作動を防止する設計とす

る。 

 

また，以下に示す火災区域又は火災区画は，発火源

となる可燃物がなく可燃物管理により可燃物を持ち

込まない運用とすることから，火災感知器を設置しな

い，若しくは発火源となる可燃物が少なく火災により

安全機能へ影響を及ぼすおそれはないことから消防

法又は建築基準法に基づく火災感知器を設ける設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・煙感知器は蒸気等が充満する場所に設置しない。 

・熱感知器は作動温度が周囲温度より高い温度で作動

するものを選定する。 

・炎感知器は平常時より炎の波長の有無を連続監視し，

火災現象（急激な環境変化）を把握でき，感知原理に

「赤外線３波長式」（物質の燃焼時に発生する特有な

放射エネルギーの波長帯を３つ検知した場合にのみ

発報する）を採用するものを選定する。さらに，屋内

に設置する場合は外光があたらず，高温物体が近傍に

ない箇所に設置することとし，屋外に設置する場合

は，屋外仕様を採用するとともに，外光（日光）から

の影響を考慮し，遮光カバーを設けることにより，火

災発生時の特有な波長帯のみを感知することで誤作

動を防止する設計とする。 

  

また，以下に示す火災区域又は火災区画は，発火源とな

る可燃物がなく可燃物管理により可燃物を持ち込まない

運用とすることから，火災感知器を設置しない，若しくは

発火源となる可燃物が少なく火災により安全機能へ影響

を及ぼすおそれはないことから，消防法又は建築基準法に

基づく火災感知器を設置する設計とする。 

 

j．機器搬出入用ハッチ室 

機器搬出入用ハッチ室は，照明設備以外の発火源と

なる可燃物が設置されておらず，可燃物管理により可

燃物を持ち込まない運用とする上，通常コンクリート

ハッチ等にて閉鎖されていること，また，機器搬出入

用ハッチ室内に充電部をなくすよう照明電源を「切」

運用としていることから，火災が発生するおそれはな

い。 

ハッチ開放時は通路の火災感知器にて感知が可能

である。 

したがって，機器搬出入用ハッチ室には火災感知器

を設置しない設計とする。 

 

k．格納容器所員用エアロック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉では，可

燃物管理を実施する一

部の火災区域又は火災

区画について，火災感

知器を設置しない，若

しくは消防法又は建築

基準法に基づく火災感

知器を設置している

（以下，8条-⑲の相違） 
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i. 給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室 

給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室

は，発火源となるようなものが設置されておらず，可

燃物管理により可燃物を持ち込まない運用とするう

え，コンクリートの壁で囲われていることから，火災

の影響を受けない。 

したがって，給気処理装置室，冷却器コイル室及び

排気ルーバ室には火災感知器を設置しない設計とす

る。 

 

j. 排気管室 

排気管室は，排気を屋外に通すための部屋であり，

発火源となるようなものが設置されておらず，可燃物

管理により可燃物を持ち込まない運用とするうえ，コ

ンクリートの壁で囲われていることから，火災の影響

を受けない。 

したがって，排気管室には火災感知器を設置しない

設計とする。 

     

k. フィルタ室 

フィルタ室に設置されているフィルタは難燃性で

あり，発火源となるようなものが設置されておらず，

可燃物管理により可燃物を持ち込まない運用とする

うえ，コンクリートの壁で囲われていることから，火

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器所員用エアロックは，照明設備以外の発火

源となる可燃物が設置されておらず，可燃物管理によ

り可燃物を持ち込まない運用とする上，通常時（プラ

ント運転中）は，ハッチにて閉鎖され，エアロック内

は窒素ガスが封入され雰囲気が不活性化されている

こと，また，エアロック内に充電部をなくすよう照明

の電源を「切」運用としていることから，火災が発生

するおそれはない。 

ハッチ開放時は，格納容器所員用エアロック室の火

災感知器にて感知が可能である。 

したがって，格納容器所員用エアロックには火災感

知器を設置しない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 8 条-⑲の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 8 条-⑲の相違 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 8 条-⑲の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 8 条-⑲の相違 
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災の影響を受けない。 

したがって，フィルタ室には火災感知器を設置しな

い設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

l. 使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹脂槽 

 

使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹脂槽につ

いては内部が水でみたされており，火災が発生するお

それはない。 

したがって，使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用

済樹脂槽には火災感知器を設置しない設計とする。 

 

 

 

 

 

・非常用ディーゼル発電機ルーフベントファン室 

非常用ディーゼル発電機ルーフベントファン室は，

コンクリートで囲われ，発火源となる可燃物が設置さ

れておらず，可燃物管理により不要な可燃物を持ち込

まない運用とすることから，火災が発生するおそれは

ない。 

したがって，非常用ディーゼル発電機ルーフベント

ファン室には火災感知器を設置しない設計とする。 

 

・原子炉建屋付属棟屋上区域 

原子炉建屋付属棟屋上区域には，スイッチギア室チ

ラーユニット，中央制御室チラーユニット及びバッテ

リー室送風機が設置されている。当該区域には，可燃

物管理により不要な可燃物を持ち込まない運用とし，

また,チラーユニットは金属等の不燃性材料で構成さ

れていることから，周囲からの火災の影響を受けな

い。 

万一，火災が発生した場合には，中央制御室に機器

の異常警報が発報するため，運転員が現場に急行する

ことが可能である。 

したがって，原子炉建屋付属棟屋上区域には火災感

知器を設置しない設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

・使用済燃料プール，復水貯蔵タンク，使用済樹脂タン

ク 

使用済燃料プール，復水貯蔵タンク，使用済樹脂タ

ンクについては内部が水で満たされており，火災が発

生するおそれはない。 

したがって，使用済燃料プール，復水貯蔵タンク，

使用済樹脂タンクには火災感知器を設置しない設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

l．燃料プール 

 

燃料プールについては内部が水で満たされており，

火災が発生するおそれはない。 

したがって，燃料プールには火災感知器を設置しな

い設計とする。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 8 条-⑲の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 8 条-⑲の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 8 条-⑲の相違 
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m. 不燃性材料であるコンクリート又は金属により構

成された火災防護対象機器のみを設けた火災区域

又は火災区画 

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンク

リート又は金属により構成された配管，容器，タンク，

手動弁，コンクリート構築物については流路，バウン

ダリとしての機能が火災により影響を受けることは

考えにくいため，消防法又は建築基準法に基づく火災

感知器を設ける設計とする。 

 

n. フェイルセーフ設計の火災防護対象機器のみが設

置された火災区域又は火災区画 

フェイルセーフ設計の設備については火災により

動作機能を喪失した場合であっても，安全機能が影響

を受けることは考えにくいため，消防法又は建築基準

法に基づく火災感知器を設ける設計とする。 

 

 

 

 

o. 気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ検出器設置区 

画 

放射線モニタ検出器は隣接した検出器間をそれぞ

れ異なる火災区画に設置する設計とする。これにより

火災発生時に同時に監視機能を喪失することは考え

にくく，重要度クラス3の設備として火災に対して代

替性を有することから，消防法又は建築基準法に基づ

く火災感知器を設ける設計とする。 

なお，上記の監視を行う事故時放射線モニタ監視盤

を設置する中央制御室については火災発生時の影響

を考慮し，固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器，アナログ式の熱感知器，又は非アナログ式の炎感

知器から異なる種類の感知器を組み合わせて設置す

る設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

・不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成さ

れた火災防護対象機器を設けた火災区域又は火災区

画 

不燃性材料であるコンクリート又は金属により構

成された配管，容器，タンク，弁，コンクリート構築

物等については流路，バウンダリとしての機能が火災

により影響を受けないことから消防法又は建築基準

法に基づく火災感知器を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・排気筒モニタ設置区画 

 

放射線モニタ検出器は隣接した検出器間をそれぞ

れ異なる火災区画に設置する設計とする。これにより

火災発生時に同時に監視機能を喪失することは考え

にくく，重要度クラス 3の設備として火災に対して代

替性を有することから，消防法又は建築基準法に基づ

く火災感知器を設ける設計とする。 

なお，上記の監視を行う事故時放射線モニタ監視盤

を設置する中央制御室については火災発生時の影響

を考慮し，固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器，アナログ式の熱感知器の異なる種類の感知器を組

み合わせて設置する設計とする。 

 

 

 

m．不燃性材料であるコンクリート又は金属により構

成された火災防護対象機器のみを設けた火災区域

又は火災区画 

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンク

リート又は金属により構成された配管，容器，タンク，

手動弁，コンクリート構築物については流路，バウン

ダリとしての機能が火災により影響を受けることは

考えにくいため，消防法又は建築基準法に基づく火災

感知器を設ける設計とする。 

 

n．フェイルセーフ設計の火災防護対象機器のみが設

置された火災区域又は火災区画 

フェイルセーフ設計の設備については火災により

動作機能を喪失した場合であっても，安全機能が影響

を受けることは考えにくいため，消防法又は建築基準

法に基づく火災感知器を設ける設計とする。 

 

 

 

 

o．排気筒モニタ室 

 

放射線モニタ検出器は隣接した検出器間をそれぞ

れ異なる火災区域に設置する設計とする。これにより

火災発生時に同時に監視機能を喪失することは考え

にくく，重要度クラス３の設備として火災に対して代

替性を有することから，消防法又は建築基準法に基づ

く火災感知器を設ける設計とする。 

なお，上記の監視を行うプロセス放射線モニタ監視

盤を設置する中央制御室については火災発生時の影

響を考慮し，固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器及びアナログ式の熱感知器を設置する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

消防法又は建築基準

法に基づく火災感知器

の設置範囲が異なる 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

8 条-⑤の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 8 条-⑩の相違 
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(3) 火災受信機盤 

火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室に設置し，

火災感知設備の作動状況を常時監視できる設計とする。

また，受信機盤は，構成されるアナログ式の受信機によ

り，以下のとおり，火災発生場所を特定できる設計とす

る。 

・アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した

火災感知器を１つずつ特定できる設計とする。 

・水素ガスの漏えいの可能性が否定できない蓄電池室及

び可燃性ガスの発生が想定される軽油タンク内に設

置する非アナログ式の防爆型の火災感知器及び主蒸

気管トンネル室内の非アナログ式熱感知器が接続可

能であり，作動した火災感知器を１つずつ特定できる

設計とする。 

・屋外の非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域，燃料

移送ポンプ区域を監視する非アナログ式の炎感知器，

アナログ式の熱感知カメラが接続可能であり，感知区

域を1つずつ特定できる設計とする。なお，屋外区域

熱感知カメラ火災受信機盤においては，火災発生場所

はカメラ機能による映像監視（熱サーモグラフィ）に

より特定が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子炉建屋オペレーティングフロアを監視する非アナ

ログ式の炎感知器が接続可能であり，作動した火災感

知器を1つずつ特定できる設計とする。 

 

(3) 火災受信機盤 

火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室に設置し，火

災感知設備の作動状況を常時監視できる設計とする。 

また，受信機盤は，構成されるアナログ式の受信機によ

り，以下の機能を有する設計とする。 

 

・アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した

火災感知器を 1つずつ特定できる設計とする。 

・水素の漏えいの可能性が否定できない蓄電池室及び軽

油貯蔵タンクマンホール内の空間部に設置する非ア

ナログ式の防爆型の煙感知器と防爆型の熱感知器及

び主蒸気管トンネル室内の非アナログ式の熱感知器

が接続可能であり，作動した火災感知器を 1つずつ特

定できる設計とする。 

・屋外の海水ポンプ室を監視する非アナログ式の炎感知

器及びアナログ式の熱感知カメラが接続可能であり，

感知区域を 1つずつ特定できる設計とする。なお，屋

外区域熱感知カメラ火災受信機盤においては，カメラ

機能による映像監視（熱サーモグラフィ）により特定

が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子炉建屋原子炉棟 6階を監視する非アナログ式の炎

感知器が接続可能であり，作動した炎感知器を 1つず

つ特定できる設計とする。 

 

(3)火災受信機盤 

火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室及び補助

盤室に設置し，火災感知設備の作動状況を常時監視でき

る設計とする。また，受信機盤は，構成されるアナログ

式の受信機により，以下のとおり，火災発生場所を特定

できる設計とする。 

・アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した

火災感知器を１つずつ特定できる設計とする。 

・水素ガスの漏えいの可能性が否定できない蓄電池室及

び可燃性ガスの発生が想定されるディーゼル燃料貯

蔵タンク室内の空間部に設置する非アナログ式の防

爆型の火災感知器及び主蒸気管室内の非アナログ式

の熱感知器が接続可能であり，作動した火災感知器を

１つずつ特定できる設計とする。 

・屋外の海水ポンプエリアを監視する非アナログ式の炎

感知器及びアナログ式の熱感知カメラが接続可能で

あり，感知区域を1つずつ特定できる設計とする。な

お，屋外区域熱感知カメラ火災受信機盤においては，

カメラ機能による映像監視(熱サーモグラフィ)によ

り特定が可能な設計とする。 

・屋外開放の非常用ディーゼル発電機給気消音器フィル

タ室及び非常用ディーゼル発電機排気管室を監視す

る非アナログ式の炎感知器及びアナログ式の熱感知

器が接続可能であり，作動した火災感知器を１つずつ

特定できる設計とする。 

 

 

・屋外のＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送ポンプエリ

アを監視する非アナログ式の炎感知器，非アナログ式

の熱感知器が接続可能であり，作動した火災感知器を

1つずつ特定できる設計とする。 

 

・原子炉建物オペレーティングフロアを監視する非アナ

ログ式の炎感知器が接続可能であり，作動した火災感

知器を１つずつ特定できる設計とする。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，中央

制御室で火災監視がで

きるよう総合操作盤を

中央制御室に隣接する

補助盤室に設置し，副

防災盤を中央制御室へ

設置する設計としてい

る 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

8 条-⑩の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-②の相違 

【東海第二】 

 8 条-⑩の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-②の相違 
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・非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレンチ

を監視するアナログ式の光ファイバケーブル式熱感

知器が接続可能であり，感知区域を１つずつ特定でき

る設計とする。アナログ式の光ファイバケーブル式熱

感知器は，中央制御室に設置した受信機においてセン

サ用光ファイバケーブルの長手方向に対し約2m 間隔

で火源の特定が可能である。 

 

また，火災感知器は以下のとおり点検を行うことがで

きるものを使用する設計とする。 

 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を有する火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，定期的に

自動試験又は遠隔試験を実施できるものを使用する。 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を持たない火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，消防法施

行規則に基づき，煙等の火災を模擬した試験を定期的

に実施できるものを使用する。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(4) 火災感知設備の電源確保 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備は，外部電源喪失時

においても火災の感知が可能となるよう蓄電池を設け，

電源を確保する設計とする。 

また，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持

するために必要な構築物，系統及び機器並びに放射性物

質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機

器を設置する火災区域又は火災区画の火災感知設備に

供給する電源は，非常用ディーゼル発電機が接続されて

いる非常用電源より供給する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

2.2.2.2. 消火設備 

消火設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機器を

設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に消火でき

 

 

 

 

 

 

 

 

また，火災感知器は以下のとおり点検を行うことができ

るものを使用する設計とする。 

 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を有する火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，定期的に

自動試験又は遠隔試験を実施できるものを使用する。 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を持たない火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，消防法施

行規則に準じ，煙等の火災を模擬した試験を定期的に

実施できるものを使用する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(4) 火災感知設備の電源確保 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画の火災感知設備は，外部電源喪失時にお

いても火災の感知が可能となるように蓄電池を設け，電源

を確保する設計とする。 

また，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

るために必要な構築物，系統及び機器並びに放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域又は火災区画の火災感知設備に供給する

電源は，非常用ディーゼル発電機が接続されている非常用

電源より供給する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

1.5.1.3.2 消火設備 

消火設備は，以下に示すとおり，安全機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画の火災を早期

・Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプエリア及びＢ－ディー

ゼル燃料移送系ケーブルトレンチを監視する非アナ

ログ式の防爆型の火災感知器が接続可能であり，作動

した火災感知器を1つずつ特定できる設計とする。 

 

 

 

 

また，火災感知器は以下のとおり点検を行うことがで

きるものを使用する設計とする。 

 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を有する火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，定期的に

自動試験又は遠隔試験を実施できるものを使用する。 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を持たない火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，消防法施

行規則に基づき，煙等の火災を模擬した試験を定期的

に実施できるものを使用する。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(4)火災感知設備の電源確保 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備は，外部電源喪失時

においても火災の感知が可能となるよう蓄電池を設け，

電源を確保する設計とする。 

また，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持

するために必要な構築物，系統及び機器並びに放射性物

質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機

器を設置する火災区域又は火災区画の火災感知設備に

供給する電源は，非常用ディーゼル発電機が接続されて

いる非常用電源より供給する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

2.2.2.2.消火設備 

消火設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機器を

設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に消火でき

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

8 条-⑪の相違 
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るよう設置する設計とする。 

消火設備は以下を踏まえた設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画に設置する消火設備 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画に設置する消火設備は，当該構築物，系統及

び機器の設置場所が，火災発生時の煙の充満又は放射線

の影響により消火活動が困難となるかを考慮して設計

する。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

a. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区

域又は火災区画は，「b.火災発生時の煙の充満又は放

射線の影響により消火活動が困難とならない火災区

域又は火災区画の選定」に示した火災区域又は火災区

画を除き，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるものとして選定する。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

b. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定 

 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区

域又は火災区画において，消火活動が困難とならない

ところを以下に示す。 

(a) 屋外の火災区域（非常用ディーゼル発電機軽油タ

ンク区域及び燃料移送系ポンプ区域） 

 

に消火できるように設置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は

火災区画に設置する消火設備 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域

又は火災区画に設置する消火設備は，当該構築物，系

統及び機器の設置場所が，火災発生時の煙の充満又は

放射線の影響により消火活動が困難となるかを考慮

して設計する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

a. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区

域又は火災区画は，「b.火災発生時の煙の充満又は放

射線の影響により消火活動が困難とならない火災区

域又は火災区画の選定」に示した火災区域又は火災区

画を除き，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるものとして選定する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

b. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない火災区域又は火災区画の

選定 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区

域又は火災区画のうち，消火活動が困難とならないと

ころを以下に示す。 

(a) 屋外の火災区域（海水ポンプ室，非常用ディー

ゼル発電機ルーフベントファン室及び原子炉

建屋付属棟屋上区域） 

るよう設置する設計とする。 

消火設備は以下を踏まえた設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(1)原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画に設置する消火設備 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画に設置する消火設備は，当該構築物，系統及

び機器の設置場所が，火災発生時の煙の充満又は放射線

の影響により消火活動が困難となるかを考慮して設計

する。 

  【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

a．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区

域又は火災区画は，「b.火災発生時の煙の充満又は放

射線の影響により消火活動が困難とならない火災区

域又は火災区画の選定」に示した火災区域又は火災区

画を除き，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるものとして選定する。 

  【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

b．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定 

 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区

域又は火災区画において，消火活動が困難とならない

ところを以下に示す。 

(a)屋外の火災区域（海水ポンプエリア及びＡ，ＨＰ

ＣＳ－ディーゼル燃料移送ポンプエリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，可燃
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非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域及び燃

料移送系ポンプ区域については屋外開放の火災区

域であり，火災が発生しても煙は充満しない。よっ

て煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困

難とならない火災区域として選定する。 

 

 

 

(b) 可燃物の設置状況等により火災が発生しても煙

が充満しない火災区域又は火災区画 

以下に示す火災区域又は火災区画は，可燃物を少

なくすることで煙の発生を抑える設計とし，煙の充

満及び放射線の影響により消火困難とはならない

箇所として選定する。 

各火災区域又は火災区画とも不要な可燃物を持

ち込まないよう持込み可燃物管理を実施するとと

もに，点検に係る資機材等の可燃物を一時的に仮置

きする場合は，不燃性のシートによる養生を実施し

火災発生時の延焼を防止する設計とする。 

なお，可燃物の状況については，原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し，維持するために必要な機

能を有する構築物，系統及び機器以外の構築物，系

統及び機器も含めて確認する。 

ⅰ．計装ラック室，地震計室（6 号炉），感震器室

（7 号炉）及び制御棒駆動系マスターコントロー

ル室 

室内に設置している機器は，計装ラック，地震

観測装置，空気作動弁，計器等である。これらは，

不燃性材料又は難燃性材料で構成されており，ケ

ーブルは電線管及び金属製の可とう電線管で敷

設する設計とする。 

ⅱ．サプレッションプール浄化系ポンプ室，ペネ室

（7 号炉）及び原子炉冷却材浄化系非再生熱交換

器漏えい試験用ラック室（6 号炉） 

室内に設置している機器は，計装ラック，ポン

プ，空気作動弁等である。これらは，不燃性材料

海水ポンプ室，非常用ディーゼル発電機ルーフ

ベントファン室，スイッチギア室チラーユニッ

ト，中央制御室チラーユニット及びバッテリー室

送風機設置区域については屋外の火災区域であ

り，火災が発生しても煙は充満しない。よって煙

の充満又は放射線の影響により消火活動が困難

とならない火災区域又は火災区画として選定す

る。 

(b) 可燃物が少なく，火災が発生しても煙が充満し

ない火災区域又は火災区画 

以下に示す火災区域又は火災区画は，可燃物を

少なくすることで煙の発生を抑える設計とし，煙

の充満により消火困難とはならない箇所として

選定する。各火災区域又は火災区画とも不要な可

燃物を持ち込まないよう持込み可燃物管理を実

施するとともに，点検に係る資機材等の可燃物を

一時的に仮置きする場合は，不燃性のシートによ

る養生を実施し火災発生時の延焼を防止する設

計とする。なお，可燃物の状況については，原子

炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な機能を有する構築物，系統及び機器以

外の構築物，系統及び機器も含めて確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海水ポンプエリア及びＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼル

燃料移送ポンプエリアについては屋外の火災区域

であり，火災が発生しても煙は充満しない。よって

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難

とならない火災区域として選定する。 

 

 

 

(b)可燃物の設置状況等により火災が発生しても煙が

充満しない火災区域又は火災区画 

以下に示す火災区域又は火災区画は，可燃物を少

なくすることで煙の発生を抑える設計とし，煙の充

満又は放射線の影響により消火困難とはならない

箇所として選定する。 

各火災区域又は火災区画とも不要な可燃物を持

ち込まないよう持込み可燃物管理を実施するとと

もに，点検に係る資機材等の可燃物を一時的に仮置

きする場合は，不燃性のシートによる養生を実施し

火災発生時の延焼を防止する設計とする。 

なお，可燃物の状況については，原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し，維持するために必要な機

能を有する構築物，系統及び機器以外の構築物，系

統及び機器も含めて確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物の設置状況，設備の

構造，配置等を踏まえ，

消火活動が困難となら

ない火災区域又は火災

区画を選定している

（以下，8条-⑫の相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象箇所の相違（(b)

項については，以後

同じ） 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑫の相違 
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又は難燃性材料で構成されており，可燃物として

は軸受に潤滑油グリスを使用している。軸受は，

不燃性材料である金属で覆われており，設備外部

で燃え広がることはない。その他に可燃物は設置

しておらず，ケーブルは電線管及び金属製の可と

う電線管で敷設する設計とする。 

ⅲ．原子炉冷却系浄化系逆洗水移送ポンプ・配管室

（6 号炉），プリコートタンク室（6 号炉） 

室内に設置している機器は，ポンプ，タンク，

空気作動弁等である。これらは，不燃性材料又は

難燃性材料で構成されており，可燃物としては軸

受に潤滑油グリスを使用している。軸受は，不燃

性材料である金属で覆われており，設備外部で燃

え広がることはない。その他に可燃物は設置して

おらず，ケーブルは電線管及び金属製の可とう電

線管で敷設する設計とする。 

ⅳ．弁室，配管室 

室内に設置している機器は，電動弁，電磁弁，

空気作動弁，計器等である。これらは，不燃性材

料又は難燃性材料で構成されており，ケーブルは

電線管及び金属製の可とう電線管で敷設する設 

計とする。 

ⅴ．移動式炉心内計装系駆動装置室，バルブアッセン

ブリ室 

室内に設置している機器は，駆動装置，バルブ

アッセンブリ（ボール弁）等である。これらは，

不燃性材料又は難燃性材料で構成されており，可

燃物としては駆動部に潤滑油グリスを使用して

いる。駆動部は，不燃性材料である金属で覆われ

ており，設備外部で燃え広がることはない。その

他に可燃物は設置しておらず，ケーブルは電線管

及び金属製の可とう電線管で敷設する設計とす

る。 

ⅵ．除染パン室（6 号炉） 

室内に設置している機器は，除染シンク等であ

る。これらは，不燃性材料又は難燃性材料で構成
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されており，可燃物としては除染シンクに一部ゴ

ムを使用しているが，不燃性材料である金属で覆

われており，設備外部で燃え広がることはない。

その他に可燃物は設置しておらず，ケーブルは電

線管及び金属製の可とう電線管で敷設する設計

とする。 

ⅶ．主蒸気管トンネル室 

室内に設置している機器は，主蒸気外側隔離弁

（空気作動弁），電動弁等である。これらは，不

燃性材料又は難燃性材料で構成されており，可燃

物としては駆動部に潤滑油を使用している。駆動

部は，不燃性材料である金属で覆われており，設

備外部で燃え広がることはない。その他に可燃物

は設置しておらず，ケーブルは電線管及び金属製

の可とう電線管で敷設する設計とする。 

 

 

ⅷ．非常用ディーゼル発電機非常用送風機室及び電

気品区域送風機室 

室内に設置している機器は，送風機，電動機，

空気作動弁等である。これらは，不燃性材料又は

難燃性材料で構成されており，可燃物としては軸

受に潤滑油グリスを使用している。軸受は，不燃

性材料である金属で覆われており，設備外部で燃

え広がることはない。その他に可燃物は設置して

おらず，ケーブルは電線管及び金属製の可とう電

線管で敷設する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｉ） 主蒸気管トンネル室 

室内に設置している機器は，主蒸気外側隔

離弁（空気作動弁），電動弁等である。これら

は，不燃性材料又は難燃性材料で構成されて

おり，可燃物としては駆動部に潤滑油を使用

している。駆動部は，不燃性材料である金属

で覆われており，設備外部で燃え広がること

はない。その他に可燃物は設置しておらず，

ケーブルは電線管及び金属製の可とう電線管

で敷設する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ．ディーゼル室送風機室 

 

室内に設置している機器は，送風機，電動機等

である。これらは，不燃性材料又は難燃性材料で

構成されており，可燃物としては軸受に潤滑油グ

リスを使用している。軸受は，不燃材である金属

で覆われており，設備外部で燃え広がることはな

い。その他には可燃物は設置しておらず，ケーブ

ルは電線管，金属製の可とう電線管及び蓋付ケー

ブルトレイに布設する設計とする。 

加えて，ディーゼル室送風機室は屋外と通じて

いるため，煙が充満するおそれはない。 

 

ⅱ．非常用ディーゼル発電機給気消音器フィルタ室 

室内に設置している機器は，給気消音器フィル

タである。これらは，不燃性材料又は難燃性材料

で構成されている。 

その他には可燃物は設置しておらず，ケーブル

は電線管，金属製の可とう電線管及び金属製の蓋
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ⅸ．燃料プール冷却浄化系ポンプ室，保持ポンプ室

（6 号炉），熱交換器室，弁室 

室内に設置している機器は，ポンプ，熱交換器，

電動弁，計器等である器等である。これらは，不

燃性材料又は難燃性材料で構成されており，可燃

物としては軸受に潤滑油グリスを使用している。

軸受は，不燃性材料である金属で覆われており，

設備外部で燃え広がることはない。その他に可燃

物は設置しておらず，ケーブルは電線管及び金属

製の可とう電線管で敷設する設計とする。 

ⅹ．格納容器所員用エアロック室（6 号炉） 

室内に設置している機器は，エアロック，電動

弁，空気作動弁等である。これらは，不燃性材料

又は難燃性材料で構成されており，ケーブルは電

線管及び金属製の可とう電線管で敷設する設計

とする。 

ⅹⅰ．主蒸気隔離弁・逃がし安全弁ラッピング室（6 号

炉） 

室内に設置している機器は，空気作動弁，逃が

し安全弁（予備品）等である。これらは，不燃性

材料又は難燃性材料で構成されており，ケーブル

は電線管及び金属製の可とう電線管で敷設する

設計とする。 

ⅹⅱ．格納容器雰囲気モニタ室，ダストモニタ室（6 

号炉），漏えい検出系モニタ室（6 号炉），サプ

レッションチェンバ室及び非常用ガス処理系モ

ニタ室（6 号及び7 号炉） 

室内に設置している機器は，空調機，サンプリ

ングラック，放射線モニタ，ダストサンプラ，電

磁弁，サンプルポンプ，計装ラック，計器等であ

る。これらは，不燃性材料又は難燃性材料で構成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付ケーブルトレイに布設する設計とする。 

加えて，非常用ディーゼル発電機給気消音器フ

ィルタ室は屋外と通じているため，煙が充満する

おそれはない。 
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されており，可燃物としては軸受に潤滑油グリス

を使用している。軸受は，不燃性材料である金属

で覆われており，設備外部で燃え広がることはな

い。その他に可燃物は設置しておらず，ケーブル

は電線管及び金属製の可とう電線管で敷設する

設計とする。 

ⅹⅲ．非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルト

レンチ 

室内に設置している機器は，配管等である。こ

れらは，不燃性材料又は難燃性材料で構成されて

おり，ケーブルは電線管及び金属製の可とう電線

管で敷設する設計とする。 

ⅹⅳ．非常用送風機室及びコントロール建屋計測制

御電源盤区域送風機室（7号炉） 

室内に設置している機器は，送風機，電動機，

空気作動弁等である。これらは，不燃性材料又は

難燃性材料で構成されており，可燃物としては軸

受に潤滑油グリスを使用している。軸受は，不燃

性材料である金属で覆われており，設備外部で燃

え広がることはない。その他に可燃物は設置して

おらず，ケーブルは電線管及び金属製の可とう電

線管で敷設する設計とする。 

ⅹⅴ．原子炉冷却材浄化系／燃料プール冷却材浄化

系ろ過脱塩器ハッチ室（7号炉） 

室内に設置している機器は，クレーン，ボッ

クス等である。これらは，不燃性材料又は難燃

性材料で構成されており，ケーブルは電線管及

び金属製の可とう電線管で敷設する設計とす

る。 

ⅹⅵ．管理区域連絡通路（7 号炉） 

室内に設置している機器は，空調ダクト，操

作盤等である。これらは，不燃性材料又は難燃

性材料で構成されており，可燃物としては操作

盤があるが少量かつ近傍に可燃物がなく，不燃

性材料である金属で覆われており燃え広がる

ことはない。その他に可燃物は設置しておら
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ず，ケーブルは電線管及び金属製の可とう電線

管で敷設する設計とする。 

ⅹⅶ．計装用圧縮空気系／高圧窒素ガス供給系ペネ

室（7 号炉） 

室内に設置している機器は，配管，空気作動

弁等である。これらは，不燃性材料又は難燃性

材料で構成されており，ケーブルは電線管及び

金属製の可とう電線管で敷設する設計とする。 

ⅹⅷ．南北連絡通路（7 号炉），原子炉建屋4 階ク

リーン通路（7号炉） 

室内に設置している機器は，ボックス，ボン

ベ，配管等である。これらは，不燃性材料又は

難燃性材料で構成されており，ケーブルは電線

管及び金属製の可とう電線管で敷設する設計

とする。 

ⅹⅸ. 階段室 

室内に設置している機器は，ボックス，ボン

ベ等である。これらは不燃性材料又は難燃性材

料で構成されており，ケーブルは電線管､金属

製の可とう電線管及び密閉型ダクトで敷設す

る設計とする。 

 

(c) 中央制御室 

中央制御室は，常駐する運転員によって火災感知

器による早期の火災感知及び消火活動が可能であ

り，火災が拡大する前に消火可能であること，万一

火災によって煙が発生した場合でも建築基準法に

準拠した容量の排煙設備によって排煙が可能な設

計とすることから，消火活動が困難とならない火災

区域又は火災区画として選定する。 

 

なお，中央制御室床下フリーアクセスフロアは，

速やかな火災発生場所の特定が困難であると考え

られることから，固有の信号を発する異なる種類の

火災感知設備（煙感知器と熱感知器），及び中央制

御室からの手動操作により早期の起動が可能な固

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 中央制御室 

中央制御室は，常駐する運転員によって火災感

知器による早期の火災感知及び消火活動が可能

であり，火災が拡大する前に消火可能であるこ

と，万一，火災によって煙が発生した場合でも建

築基準法に準拠した容量の排煙設備によって排

煙が可能な設計とすることから，消火活動が困難

とならない火災区域又は火災区画として選定す

る。 

なお，中央制御室床下コンクリートピットは，

速やかな火災発生場所の特定が困難であると考

えられることから，固有の信号を発する異なる種

類の火災感知設備（煙感知器と熱感知器），及び

中央制御室からの手動操作により早期の起動も

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)中央制御室 

中央制御室は，常駐する運転員によって火災感知

器による早期の火災感知及び消火活動が可能であ

り，火災が拡大する前に消火可能であること，万一

火災によって煙が発生した場合でも建築基準法に

準拠した容量の排煙設備によって排煙が可能な設

計とすることから，消火活動が困難とならない火災

区域又は火災区画として選定する。 

 

なお，中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル

処理室及び計算機室は，固有の信号を発する異なる

感知方式の感知器（煙感知器と熱感知器），及び中

央制御室からの手動操作により早期の起動も可能

な全域ガス自動消火設備（消火剤はハロン 1301）を
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定式ガス消火設備（消火剤はハロン1301）を設置す

る設計とする。 

(d) 原子炉格納容器

原子炉格納容器内において万一火災が発生した

場合でも，原子炉格納容器の空間体積（約7,300m3）に

対してパージ用排風機の容量が22,000m3/h であり，排

煙が可能な設計とすることから，消火活動が困難とな

らない火災区域又は火災区画として選定する。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

c. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する

消火設備

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難となる火災区域又は火災区画は，自動又

は中央制御室からの手動操作による固定式消火設備

である全域ガス消火設備を設置し消火を行う設計と

する。 

なお，これらの固定式消火設備に使用するガスは，

可能なハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置

する設計とする。 

(d) 原子炉格納容器

原子炉格納容器内において，万一火災が発生し

た場合でも，原子炉格納容器の空間体積（約

9,800m３）に対してパージ用排風機の容量が約

16,980m３／h であり，排煙が可能な設計とするこ

とから，消火活動が困難とならない火災区域又は

火災区画として選定する。 

(e) 原子炉建屋原子炉棟 6階

原子炉建屋原子炉棟6階は可燃物が少なく大空

間となっているため，煙の充満により消火活動が

困難とならない火災区域又は火災区画として選

定する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

c. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置

する消火設備

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難となる火災区域又は火災区画は，自動又

は中央制御室からの手動操作による固定式消火設備

である全域ガス消火設備を設置し消火を行う設計と

する。 

なお，これらの固定式消火設備に使用するガスは，

設置する設計とする。 

(d)原子炉格納容器

原子炉格納容器内において，万一火災が発生した

場合でも，原子炉格納容器の空間体積（約7,900m3）

に対してパージ用排風機の容量が25,000m3/hであ

り，排煙が可能な設計とすることから，消火活動が

困難とならない火災区域又は火災区画として選定

する。 

(e)ディーゼル燃料貯蔵タンク室

ディーゼル燃料貯蔵タンク室は，屋外に設置され

ており，煙が大気に放出されることから，消火活動

が困難とならない火災区域又は火災区画として選

定する。なお，タンク室内は，乾燥砂が充てんされ

ており，タンク室内の火災の発生は防止できる。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

c．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する

消火設備 

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難となる火災区域又は火災区画は，自動又

は中央制御室からの手動操作による固定式消火設備

である全域ガス消火設備を設置し消火を行う設計と

する。 

なお，これらの固定式消火設備に使用するガスは，

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑫の相違 

・島根 2号炉は，(b)ⅰ．

に記載 
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ハロゲン化物消火剤とする。 

全域ガス消火設備の自動起動用の煙感知器と熱感

知器は，当該火災区域又は火災区画に設置した「固有

の信号を発する異なる種類の感知器」とする。 

ただし，以下については，上記と異なる消火設備を

設置し消火を行う設計とする。 

 

 

(a) 非常用ディーゼル発電機室及び非常用ディーゼル

発電機燃料ディタンク室 

非常用ディーゼル発電機室及び非常用ディーゼル

発電機燃料ディタンク室は，人が常駐する場所ではな

いことから，ハロゲン化物消火剤を使用する全域ガス

消火設備は設置せず，全域自動放出方式の二酸化炭素

消火設備を設置する設計とする。また，自動起動につ

いて，万一室内に作業員等がいた場合の人身安全を考

慮し，煙感知器及び熱感知器の両方の動作をもって消

火する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(b) 原子炉建屋通路部及びオペレーティングフロア 

原子炉建屋通路部及びオペレーティングフロアは，

ほとんどの階層で周回できる通路となっており，その

床面積は最大で約1,000 m2（原子炉建屋地下2 階周回

通路）と大きい。さらに，各階層間には開口部（機器

ハッチ）が存在するが，これらは内部溢水対策として

通常より開口状態となっている。 

原子炉建屋通路部及びオペレーティングフロアは，

このようなレイアウトであることに加え，火災発生時

の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難

となる可能性が否定できないことから，煙の充満を発

生させるおそれのある可燃物（ケーブル，電源盤・制

御盤，潤滑油内包設備）に対しては自動又は中央制御

室からの手動操作による固定式消火設備である局所

ガス消火設備を設置し消火を行う設計とし，これら以

外の可燃物については量が少ないことから消火器で

ハロゲン化物消火剤とする。 

 

 

 

ただし，以下については，ハロゲン化物自動消火設

備（全域）と異なる消火設備を設置し消火を行う設計

とする。 

 

(a) 非常用ディーゼル発電機室，非常用ディーゼル

発電機燃料デイタンク室 

非常用ディーゼル発電機室及び非常用ディー

ゼル発電機燃料デイタンク室は，人が常駐する場

所ではないことから，二酸化炭素自動消火設備

（全域）を設置する設計とする。また，自動起動

について，万一，室内に作業員等がいた場合の人

身安全を考慮し，煙感知器及び熱感知器の両方の

動作をもって消火する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

(b) 原子炉建屋通路部 

原子炉建屋通路部は，ほとんどの階層で周回で

きる通路となっており，その床面積は最大で約

969m２（原子炉建屋 3 階周回通路）と大きい。さ

らに，各階層間には開口部（機器ハッチ）が存在

するが，これらは水素対策として通常より開口状

態となっている。 

原子炉建屋通路部は，このようなレイアウトで

あることに加え，火災発生時の煙の充満又は放射

線の影響により消火活動が困難となる可能性が

否定できないことから，煙の充満を発生させるお

それのある可燃物（ケーブル，電源盤・制御盤，

潤滑油内包設備）に対しては自動又は中央制御室

からの手動操作により早期の起動も可能なハロ

ゲン化物自動消火設備（局所）を設置し消火を行

う設計とし，これ以外（計器など）の可燃物につ

ハロゲン化物消火剤とする。 

全域ガス消火設備の自動起動用の煙感知器と熱感

知器は，当該火災区域又は火災区画に設置した「固有

の信号を発する異なる感知方式の感知器」とする。 

ただし，以下については，上記と異なる消火設備を

設置し消火を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)原子炉建物オペレーティングフロア 

 

 

 

 

 

 

原子炉建物オペレーティングフロアは，火災発生時

の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難

となる可能性が否定できないことから，煙の充満を発

生させるおそれのある可燃物（ケーブルトレイ）に対

しては自動又は手動操作による固定式消火設備であ

る局所ガス消火設備を設置し消火を行う設計とし，こ

れら以外の可燃物については量が少ないことから消

火器で消火を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，消火

剤にハロン1301を用い

た全域ガス消火設備を

設置する設計としてい

る（以下，8条-⑭の相

違） 
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消火を行う設計とする。 

なお，これらの固定式消火設備に使用するガスは，

ハロゲン化物消火剤とする。 

 

 

(c) 不燃性材料であるコンクリート又は金属により構

成された火災防護対象機器のみを設置する火災区域

又は火災区画 

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンク

リート又は金属により構成された配管，容器，タンク，

手動弁，コンクリート構築物については流路，バウン

ダリとしての機能が火災により影響を受けることは

考えにくいため，消防法又は建築基準法に基づく消火

設備で消火する設計とする。 

 

(d) フェイルセーフ設計の火災防護対象機器のみを設

置する火災区域又は火災区画 

フェイルセーフ設計の設備については火災により

動作機能を喪失した場合であっても，安全機能が影響

を受けることは考えにくいため，消防法又は建築基準

法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.） 

 

d. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置

する消火設備 

(a) 非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域及び燃

料移送系ポンプ区域 

 

 

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない非常用ディーゼル発電機軽

油タンク区域及び燃料移送系ポンプ区域については，

消火器又は移動式消火設備で消火を行う設計とする。 

 

 

いては量が少ないことから消火器で消火を行う

設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d.  火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない火災区域又は火災区画に

設置する消火設備 

(a) 屋外の火災区域(海水ポンプ室，非常用ディー

ゼル発電機ルーフベントファン室，スイッチギ

ア室チラーユニット及びバッテリー室送風機

設置区域) 

屋外の火災区域については，消火器又は移動式

消火設備で消火を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

なお，これらの局所ガス消火設備に使用するガス

は，消防法施行規則を踏まえハロゲン化物消火剤とす

る。 

 

(b)不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成

された火災防護対象機器のみを設置する火災区域又

は火災区画 

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンク

リート又は金属により構成された配管，容器，タンク，

手動弁，コンクリート構築物については流路，バウン

ダリとしての機能が火災により影響を受けることは

考えにくいため，消防法又は建築基準法に基づく消火

設備で消火する設計とする。 

 

(c)フェイルセーフ設計の火災防護対象機器のみを設置

する火災区域又は火災区画 

フェイルセーフ設計の設備については火災により

動作機能を喪失した場合であっても，安全機能が影響

を受けることは考えにくいため，消防法又は建築基準

法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.）】 

 

d．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置

する消火設備 

(a)海水ポンプエリア，ディーゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク室及びＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送ポン

プエリア 

 

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない海水ポンプエリア，ディーゼ

ル発電機燃料貯蔵タンク室及びＡ，ＨＰＣＳ－ディー

ゼル燃料移送ポンプエリアについては，消火器又は移

動式消火設備で消火を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

消防法又は建築基準

法に基づく消火設備の

設置範囲が異なる 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

消防法又は建築基準

法に基づく消火設備の

設置範囲が異なる 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑫の相違 
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(b) 可燃物が少ない火災区域又は火災区画

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない火災区域又は火災区画のう

ち，中央制御室以外で可燃物が少ない火災区域又は火

災区画については，消火器で消火を行う設計とする。 

(c) 中央制御室

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない中央制御室には，全域ガス消

火設備及び局所ガス消火設備は設置せず，消火器で消

火を行う設計とする。 

中央制御室制御盤内の火災については，電気機器へ

の影響がない二酸化炭素消火器で消火を行う。 

中央制御室床下フリーアクセスフロアについては，

中央制御室からの手動操作により早期の起動が可能

な固定式ガス消火設備（消火剤はハロン1301）を設置

する設計とする。 

(d) 原子炉格納容器

原子炉格納容器内において万一火災が発生した場

合でも，原子炉格納容器の空間体積（約7,300m3）に

対してパージ用排風機の容量が22,000m3/h であるこ

とから，煙が充満しないため，消火活動が可能である。 

よって，原子炉格納容器内の消火については，消火

器を用いて行う設計とする。また，消火栓を用いても

対応できる設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

(b) 可燃物が少ない火災区域又は火災区画

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響によ

り消火活動が困難とならない火災区域又は火災

区画のうち，可燃物が少ない火災区域又は火災区

画については，消火器で消火を行う設計とする。 

(c) 中央制御室

火災発生時に煙の充満又は放射線の影響によ

り消火活動が困難とならない中央制御室には，全

域ガス消火設備及び局所ガス消火設備は設置せ

ず，消火器で消火を行う設計とする。また，中央

制御室制御盤内の火災については，電気機器への

影響がない二酸化炭素消火器で消火を行う。 

中央制御室床下コンクリートピットについて

は，中央制御室からの手動操作により早期の起動

も可能なハロゲン化物自動消火設備（局所）を設

置する設計とする。 

(d) 原子炉格納容器

原子炉格納容器内において，万一，火災が発生

した場合でも，原子炉格納容器の空間体積（約

9,800m３）に対してパージ用排風機の容量が約

16,980m３／h であることから，煙が充満しないた

め，消火活動が可能である。 

したがって，原子炉格納容器内の消火について

は，消火器を用いて行う設計とする。また，消火

栓を用いても対応できる設計とする。 

(b)可燃物が少ない火災区域又は火災区画

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない火災区域又は火災区画のう

ち，可燃物が少ない火災区域又は火災区画について

は，消火器で消火を行う設計とする。 

(c)中央制御室

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない中央制御室には，全域ガス消

火設備及び局所ガス消火設備は設置せず，消火器で消

火を行う設計とする。 

中央制御室の制御盤内の火災については，電気機器

への影響がない二酸化炭素消火器で消火を行う。 

なお，中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処

理室及び計算機室は，火災に関する系統分離の観点か

ら，中央制御室からの手動操作により早期の起動も可

能な全域ガス自動消火設備を設置する設計とする。 

(d)原子炉格納容器

原子炉格納容器内において，万一火災が発生した場合

でも，原子炉格納容器の空間体積（約7,900m3）に対し

て，パージ用排風機の容量が25,000m3/hであることか

ら，煙が充満しないため，消火活動が可能である。 

よって，原子炉格納容器内の消火については，消火

器を用いて行う設計とする。また，消火栓を用いても

対応できる設計とする。 

 【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の中央制

御室制御盤及び補助盤

室の床下のケーブル処

理室に対して，全域ガ

ス自動消火設備を設置

する構造である。（以

下，8条-⑬の相違） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

原子炉格納容器の大

きさ及び排風機容量が

異なる 
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(2) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置

する消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置

する消火設備は，当該火災区域又は火災区画が，火災発

生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困

難となる火災区域又は火災区画であるかを考慮して設

計する。 

 

a. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に

ついては，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるものとして選定する。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

b. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定 

 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画で

あって，煙の充満又は放射線の影響により消火活動が

困難とならない火災区域又は火災区画を以下に示す。 

(a) 復水貯蔵槽 

復水貯蔵槽は，側面と底面が金属とコンクリート

に覆われており，槽内は水で満たされていることか

ら，火災の発生並びに煙の充満のおそれはない。 

 

(e) 原子炉建屋原子炉棟 6階 

原子炉建屋原子炉棟6階は煙の充満により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画で

あるため，消火器で消火を行う設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(2) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置す

る消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置する

消火設備は，当該火災区域又は火災区画が，火災発生時の

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難となる

火災区域であるかを考慮して設計する。 

 

 

a. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に

ついては，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるものとして選定する。 

 

 

b. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない火災区域又は火災区画の

選定 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画で

あって，煙の充満又は放射線の影響により消火活動が

困難とならない火災区域又は火災区画を以下に示す。 

(a) 復水貯蔵タンクエリア 

復水貯蔵タンクエリアは，金属等で構成するタ

ンクであり，タンク内は水で満たされていること

から，火災の発生並びに煙の充満のおそれはな

い。 

 

 

 

 

 

 

(2)放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置

する消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置

する消火設備は，当該火災区域又は火災区画が，火災発

生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困

難となる火災区域又は火災区画であるかを考慮して設

計する。 

 

a．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に

ついては，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるものとして選定する。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

b．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定 

 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画で

あって，煙の充満又は放射線の影響により消火活動が

困難とならない火災区域又は火災区画を以下に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の復水貯

蔵タンク室及び補助復

水貯蔵タンク室は，
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(b) 使用済燃料プール 

 

使用済燃料プールは，側面と底面が金属とコンク

リートに覆われており，プール内は水で満たされて

いることから，火災の発生並びに煙の充満のおそれ

はない。 

(c) 使用済樹脂槽 

使用済樹脂槽は，金属とコンクリートに覆われて

おり，槽内は水で満たされていることから，火災の

発生並びに煙の充満のおそれはない。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

c. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する

消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画のうち，

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる火災区域又は火災区画は，自動又は中央

制御室からの手動操作による固定式消火設備である全

域ガス消火設備を設置し消火を行う設計とする。 

なお，この固定式消火設備に使用するガスは，消防法

施行規則を踏まえハロゲン化物消火剤とする。 

ただし，以下については，上記と異なる消火設備を設

置し消火を行う設計とする。 

(a) 気体廃棄物処理設備設置区画（気体廃棄物処理設

備エリア排気モニタ検出器を含む） 

気体廃棄物処理系は，不燃性材料である金属によ

り構成されており，フェイル・クローズ設計の隔離

弁を設ける設計とすることにより，火災による安全

機能への影響は考えにくい。また，放射線モニタ検

出器は隣接した検出器間をそれぞれ異なる火災区

画に設置する設計とし，火災発生時に同時に監視機

能が喪失することを防止する。加えて，消火活動の

妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより

区画内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法

(b) 使用済燃料プール（原子炉建屋原子炉棟 6階に

含む） 

使用済燃料プールは，側面と底面が金属とコン

クリートに覆われており，プール内は水で満たさ

れていることから，火災の発生並びに煙の充満の

おそれはない。 

(c) 使用済樹脂貯蔵タンク室 

使用済樹脂貯蔵タンク室は，コンクリートに覆

われており，タンク内は水で満たされていること

から，火災の発生並びに煙の充満のおそれはな

い。 

 

c. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置

する消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画の

うち，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により

消火活動が困難となる火災区域又は火災区画には，自

動又は中央制御室からの手動操作による固定式消火

設備である全域ガス消火設備を設置し消火を行う設

計とする。なお，この固定式消火設備に使用するガス

は，消防法施行規則を踏まえハロゲン化物消火剤とす

る。ただし，以下については，上記と異なる消火設備

を設置し消火を行う設計とする。 

(a) 気体廃棄物処理設備設置区画 

 

気体廃棄物処理系は，不燃性材料である金属に

より構成されており，フェイル・クローズ設計の

隔離弁を設ける設計とすることにより，火災によ

る安全機能への影響は考えにくい。また，放射線

モニタ検出器は隣接した検出器間をそれぞれ異

なる火災区画に設置する設計とし，火災発生時に

同時に監視機能が喪失することを防止する。加え

て，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を

行うことにより区画内の火災荷重を低く管理す

(a)燃料プール 

 

燃料プールは，側面と底面が金属とコンクリート

に覆われており，プール内は水で満たされているこ

とから，火災の発生並びに煙の充満のおそれはな

い。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

 

 

 

 

c．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する

消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画のうち，

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる火災区域又は火災区画は，自動又は中央

制御室からの手動操作による固定式消火設備である全

域ガス消火設備を設置し消火を行う設計とする。 

なお，この固定式消火設備に使用するガスは，消防法

施行規則を踏まえハロゲン化物消火剤とする。 

ただし，以下については，上記と異なる消火設備を設

置し消火を行う設計とする。 

(a) 気体廃棄物処理系設置区域（排気筒モニタ室含

む） 

気体廃棄物処理系は，不燃性材料である金属によ

り構成されており，フェイル・クローズ設計の隔離

弁を設ける設計とすることにより，火災による安全

機能への影響は考えにくい。また，放射線モニタ検

出器は隣接した検出器間をそれぞれ異なる火災区

域に設置する設計とし，火災発生時に同時に監視機

能が喪失することを防止する。加えて，消火活動の

妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより

区域内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法

c.(g)で整理している 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の使用済

樹脂貯蔵タンク室は，

c.(b)で整理している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

8 条-⑤の相違 
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又は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計

とする。 

(b) 液体廃棄物処理設備設置区画 

液体廃棄物処理系は不燃性材料である金属によ

り構成されており，フェイル・クローズ設計の隔離

弁を設ける設計とすることにより，火災による安全

機能への影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨

げとならないよう可燃物管理を行うことにより区

画内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法又

は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計と

する。 

(c) 圧力抑制室プール水排水設備設置区画 

圧力抑制室プール水排水系は不燃性材料である

金属により構成されており，通常時閉状態の隔離弁

を多重化して設ける設計とすることにより，火災に

よる安全機能への影響は考えにくい。加えて，消火

活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うこと

により区画内の火災荷重を低く管理する。よって，

消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消火す

る設計とする。 

(d) 新燃料貯蔵庫 

新燃料貯蔵庫は，金属とコンクリートに覆われて

おり火災による安全機能への影響は考えにくい。加

えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を

行うことにより庫内の火災荷重を低く管理する。よ

って，消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消

火する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。よって，消防法又は建築基準法に基づく消火

設備で消火する設計とする。 

(b) 液体廃棄物処理設備設置区画 

液体廃棄物処理系は，不燃性材料である金属に

より構成されており，フェイル・クローズ設計の

隔離弁を設ける設計とすることにより，火災によ

る安全機能への影響は考えにくい。加えて，消火

活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うこ

とにより区画内の火災荷重を低く管理する。よっ

て，消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消

火する設計とする。 

(c) サプレッション・プール水排水設備設置区画 

サプレッション・プール水排水系は，不燃性材

料である金属により構成されており，通常時閉状

態の隔離弁を多重化して設ける設計とすること

により，火災による安全機能への影響は考えにく

い。加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃

物管理を行うことにより区画内の火災荷重を低

く管理する。よって，消防法又は建築基準法に基

づく消火設備で消火する設計とする。 

(d) 新燃料貯蔵庫 

新燃料貯蔵庫は，金属とコンクリートに覆われ

ており火災による安全機能への影響は考えにく

い。加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃

物管理を行うことにより庫内の火災荷重を低く

管理する。よって，消防法又は建築基準法に基づ

く消火設備で消火する設計とする。 

 (e) 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

使用済燃料乾式貯蔵建屋は，金属とコンクリー

トで構築された建屋であり，火災による安全機能

への影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げ

とならないよう可燃物管理を行うことにより建

屋内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法

又は建築基準法に基づく消火設備で消火する設

計とする。 

 

又は建築基準法に基づく消火設備で消火を行う設

計とする。 

(b)液体廃棄物処理系設置区域 

液体廃棄物処理系は不燃性材料である金属によ

り構成されており，フェイル・クローズ設計の隔離

弁を設ける設計とすることにより，火災による安全

機能への影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨

げとならないよう可燃物管理を行うことにより区

域内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法又

は建築基準法に基づく消火設備で消火を行う設計

とする。 

(c)トーラス水受入タンク室 

トーラス水受入タンク室は不燃性材料である金

属により構成されており，通常時閉状態の隔離弁を

多重化して設ける設計とすることにより，火災によ

る安全機能への影響は考えにくい。加えて，消火活

動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことに

より室内の火災荷重を低く管理する。よって，消防

法又は建築基準法に基づく消火設備で消火する設

計とする。 

(d)新燃料貯蔵庫 

新燃料貯蔵庫は，金属とコンクリートに覆われて

おり火災による安全機能への影響は考えにくい。加

えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を

行うことにより庫内の火災荷重を低く管理する。よ

って，消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消

火する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉には，類

似する区域又は区画な

し 
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(e) 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫は，コンクリートで構築された

建屋内に設置されており，固体廃棄物は金属製のド

ラム缶に収められていることから火災による安全

機能への影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨

げとならないよう庫内の可燃物管理を行うことに

より火災荷重を低く管理する。よって，消防法又は

建築基準法に基づく消火設備で消火する設計とす

る。 

(f) 焼却炉建屋 

焼却炉建屋は，コンクリートで構築された建屋で

あり，火災による安全機能への影響は考えにくい。

加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理

を行うことにより建屋内の火災荷重を低く管理す

る。よって，消防法又は建築基準法に基づく消火設

備で消火する設計とする。 

(g) 使用済燃料輸送容器保管建屋 

使用済燃料輸送容器保管建屋は，コンクリートで

構築された建屋であり，火災による安全機能への影

響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げとならな

いよう可燃物管理を行うことにより建屋内の火災

荷重を低く管理する。よって，消防法又は建築基準

法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置

(f) 固体廃棄物貯蔵庫及び給水加熱器保管庫 

固体廃棄物貯蔵庫及び給水加熱器保管庫は，金

属とコンクリートで構築された建屋であり，固体

廃棄物及び給水加熱器は金属容器に収められて

いることから火災による安全機能への影響は考

えにくい。加えて，消火活動の妨げとならないよ

う可燃物管理を行うことにより庫内の火災荷重

を低く管理する。よって，消防法又は建築基準法

に基づく消火設備で消火する設計とする。 

(g) 固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋 

固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋は，金

属とコンクリートで構築された建屋であり，火災

による安全機能への影響は考えにくい。加えて，

消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行

うことにより建屋内の火災荷重を低く管理する。

よって，消防法又は建築基準法に基づく消火設備

で消火する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消

火活動が困難とならない火災区域又は火災区画に

(e)固体廃棄物貯蔵所 

固体廃棄物貯蔵所は，コンクリートで構築された

建物であり，固体廃棄物は金属製のドラム缶等に収

められていることから火災による安全機能への影

響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げとならな

いよう建物内の可燃物管理を行うことにより火災

荷重を低く管理する。よって，消防法又は建築基準

法に基づく消火設備で消火を行う設計とする。 

 

(f)サイトバンカ建物 

サイトバンカ建物は，コンクリートで構築された

建物であり，火災による安全機能への影響は考えに

くい。加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃

物管理を行うことにより建物内の火災荷重を低く

管理する。よって，消防法又は建築基準法に基づく

消火設備で消火を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(g)復水貯蔵タンク室及び補助復水貯蔵タンク室 

復水貯蔵タンク室及び補助復水貯蔵タンク室は，

不燃性材料である金属により構成されており，フェ

イル・クローズ設計又は通常時閉状態の隔離弁を設

ける設計とすることにより，火災による安全機能へ

の影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げとな

らないよう可燃物管理を行うことにより室内の火

災荷重を低く管理する。よって，消防法又は建築基

準法に基づく消火設備で消火を行う設計とする。 

 

d．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の復水貯

蔵タンク室及び補助復

水貯蔵タンク室は，消

防法又は建築基準法に

基づく消火設備で消火

を行うこととしている 
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する消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画のうち，

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難とな

らない火災区域又は火災区画については内部に水を内

包し，火災の発生が考えにくいことから消火設備を設置

しない設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

 

(3) 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮 

消火用水供給系の水源は，5 号，6 号及び7 号炉共用

のろ過水タンク（約1,000m3）を2 基設置し，多重性を有

する設計とする。消火用水供給系の消火ポンプは，電動

機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプをそれぞ

れ1台以上設置し，多様性を有する設計とする。なお，

消火ポンプについては外部電源喪失時であっても機能

を喪失しないよう，ディーゼル駆動消火ポンプについて

は起動用の蓄電池を設置する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

 

 

 

 

 

(4) 系統分離に応じた独立性の考慮 

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離を行うために設けられた火災区域又は火災区画に

設置される二酸化炭素消火設備及び全域ガス消火設備

は，火災区域又は火災区画ごとに設置する設計とする。 

系統分離された火災防護対象機器及び火災防護対象

ケーブルを設置するそれぞれの火災区域又は火災区画

に対して1つの消火設備で消火を行う場合は，以下に示

すとおり，系統分離に応じた独立性を備えた設計とす

る。 

設置する消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画の

うち，煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困

難とならない火災区域又は火災区画については内部

に水を内包し，火災の発生が考えにくいことから消火

設備を設置しない設計とする。よって，消防法又は建

築基準法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(3)  消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮 

消火用水供給系の水源は，屋内の火災区域又は火災区画

用としては，ろ過水貯蔵タンク(約 1,500m３)，多目的タン

ク(約 1,500m３)を設置し多重性を有する設計とする。構内

（屋外）の火災区域用としては，原水タンク(約 1,000m３)，

多目的タンク(約 1,500m３)を設置し多重性を有する設計と

する。なお，多目的タンクについては，屋内及び構内（屋

外）で共用する設計とする。 

屋内及び構内（屋外）消火用水供給系の消火ポンプは，

電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプをそれ

ぞれ 1台ずつ設置し，多様性を有する設計とする。なお，

消火ポンプについては外部電源喪失時であっても機能を

喪失しないようにディーゼル駆動消火ポンプについては

起動用の蓄電池を配備する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(4) 系統分離に応じた独立性の考慮 

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分

離を行うために設置するハロゲン化物自動消火設備（全

域）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，以下に示す

とおり，系統分離に応じた独立性を備えた設計とする。 

系統分離された火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルを設置するそれぞれの火災区域又は火災区画に対

して 1つの消火設備で消火を行う場合は，以下に示すとお

り，系統分離に応じた独立性を備えた設計とする。 

 

する消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画のうち，

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難とな

らない火災区域又は火災区画については内部に水を内

包し，火災の発生が考えにくいことから消火設備を設置

しない設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

 

(3)消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮 

消火用水供給系の水源は，各消火系統に対してそれぞ

れ補助消火水槽（約200m3）を２基，44m盤消火タンク（約

150m3）を２基，45m盤消火タンク（約150m3）を２基，サ

イトバンカ建物消火タンク（約45m3）を２基，50m盤消火

タンク（約150m3）を２基設置し，多重性を有する設計と

する。消火用水供給系の消火ポンプは，電動機駆動消火

ポンプを２台設置し，多重性を有する設計とする。なお，

消火ポンプについては外部電源喪失時であっても機能

を喪失しないよう，非常用電源より供給する設計とす

る。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

 

 

 

(4)系統分離に応じた独立性の考慮 

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離を行うために設けられた火災区域又は火災区画に

設置される全域ガス消火設備は，火災区域又は火災区画

ごとに設置する設計とする。 

系統分離された火災防護対象機器及び火災防護対象

ケーブルを設置するそれぞれの火災区域又は火災区画

に対して１つの消火設備で消火を行う場合は，以下に示

すとおり，系統分離に応じた独立性を備えた設計とす

る。 
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・静的機器である消火配管は，24時間以内の単一故障

の想定が不要であり，また，基準地震動で損傷しな

いよう設計するため，多重化しない設計とする。 

・動的機器である選択弁及び容器弁は，単一故障を想

定しても，系統分離を行うために設置する消火設備

が同時に機能喪失しない設計とする。具体的には，

系統分離された火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルを設置するそれぞれの火災区域又は火

災区画に対して一つの消火設備で消火を行う場合，

容器弁及びボンベを必要数より1つ以上多く設置す

る。また，容器弁の作動のための圧力信号について

も動的機器の単一故障により同時に機能を喪失し

ない設計とする。さらに，選択弁を介した一つのラ

インで系統分離された相互の火災防護対象機器及

び火災防護対象ケーブルを消火する場合は，当該選

択弁を多重化する。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(5) 火災に対する二次的影響の考慮 

二酸化炭素消火設備及び全域ガス消火設備は，電気絶

縁性の高いガスを採用することで，火災が発生している

火災区域又は火災区画からの火災の火炎，熱による直接

的な影響のみならず，流出流体，断線及び爆発等の二次

的影響が，火災が発生していない安全機能を有する構築

物，系統及び機器に及ぼさない設計とする。 

また，防火ダンパを設け，煙の二次的影響が安全機能

を有する構築物，系統及び機器に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

また，これら消火設備のボンベ及び制御盤は，消火対

象となる機器が設置されている火災区域又は火災区画

とは別の区画に設置し，火災による熱の影響を受けても

破損及び爆発が発生しないよう，ボンベに接続する安全

弁によりボンベの過圧を防止する設計とする。 

局所ガス消火設備は，電気絶縁性の高いガスを採用す

るとともに，ケーブルトレイ及び電気盤・制御盤用の消

火設備については，ケーブルトレイ内又は盤内に消火剤

・静的機器である消火配管は，24時間以内の単一故障の想

定が不要であり，また，基準地震動ＳＳで損傷しないよ

うに設計するため，多重化しない設計とする。 

・動的機器である選択弁及び容器弁について，単一故障を

想定しても，系統分離された火災区域又は火災区画に対

して消火設備が同時に機能喪失しない設計とする。具体

的には，容器弁及びボンベを必要数より 1つ以上多く設

置する。また，容器弁の作動のための圧力信号について

も動的機器の単一故障により同時に機能を喪失しない

設計とする。さらに，選択弁を介した一つのラインで系

統分離された相互の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルを消火する場合は，当該選択弁を多重化す

る。 

  

 

 

 

 

(5) 火災に対する二次的影響の考慮 

ハロゲン化物自動消火設備（全域）及び二酸化炭素自動

消火設備（全域）は，電気絶縁性の高いガスを採用するこ

とで，火災が発生している火災区域又は火災区画からの火

災の火炎，熱による直接的な影響のみならず，煙，流出流

体，断線及び爆発等の二次的影響が，火災が発生していな

い安全機能を有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼさ

ない設計とする。また，防火ダンパを設け煙の二次的影響

が安全機能を有する構築物，系統及び機器に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

また，これらの消火設備のボンベ及び制御盤は，消火対

象となる機器が設置されている火災区域又は火災区画と

別の区画に設置し，火災による熱の影響を受けても破損及

び爆発が発生しないように，ボンベに接続する安全弁によ

りボンベの過圧を防止する設計とする。 

ハロゲン化物自動消火設備（局所）は，電気絶縁性の高

いガスを採用するとともに，ケーブルトレイ消火設備及び

電源盤・制御盤消火設備については，ケーブルトレイ内又

・静的機器である消火配管は，24時間以内の単一故障

の想定が不要であり，また，基準地震動で損傷しな

いよう設計するため，多重化しない設計とする。 

・動的機器である選択弁及び容器弁は，単一故障を想

定しても，系統分離を行うために設置する消火設備

が同時に機能喪失しない設計とする。具体的には，

系統分離された火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルを設置するそれぞれの火災区域又は火

災区画に対して一つの消火設備で消火を行う場合，

容器弁及びボンベを必要数より１つ以上多く設置

する。また，容器弁の作動のための圧力信号につい

ても動的機器の単一故障により同時に機能を喪失

しない設計とする。さらに，選択弁を介した一つの

ラインで系統分離された相互の火災防護対象機器

及び火災防護対象ケーブルを消火する場合は，当該

選択弁を多重化する。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(5)火災に対する二次的影響の考慮 

全域ガス消火設備は，電気絶縁性の高いガスを採用す
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らの火災の火炎，熱による直接的な影響のみならず，流

出流体，断線及び爆発等の二次的影響が，火災が発生し

ていない安全機能を有する構築物，系統及び機器に及ぼ

さない設計とする。 

また，防火ダンパを設け，煙の二次的影響が安全機能

を有する構築物，系統及び機器に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

また，これら消火設備のボンベ及び制御盤は，消火ガ

ス放出エリアとは別のエリアに設置し，火災による熱の

影響を受けても破損及び爆発が発生しないよう，ボンベ

に接続する安全弁によりボンベの過圧を防止する設計

とする。 

局所ガス消火設備は，電気絶縁性の高いガスを採用す

るとともに，ケーブルトレイ消火設備については，ケー

ブルトレイ内に消火剤を留めることとする。消火対象と
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を留めることで，ポンプ用の消火設備については，直接

熱影響を受けないよう消火対象と十分離れた位置にボ

ンベ及び制御盤等を設置することで，火災の火炎，熱に

よる直接的な影響のみならず，煙，流出流体，断線及び

爆発等の二次的影響が，火災が発生していない安全機能

を有する構築物，系統及び機器に及ばない設計とする。 

また，中央制御室フリーアクセスフロアに設置する固

定式ガス消火設備についても電気絶縁性が高く，人体へ

の影響が小さいハロン1301 を採用するとともに，消火

対象となる機器が設置されている火災区域又は火災区

画とは別の区画に設置し，火災による熱の影響を受けて

も破損及び爆発が発生しないよう，ボンベに接続する安

全弁によりボンベの過圧を防止する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

(6) 想定火災の性質に応じた消火剤の容量

油火災（発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備や燃料タンクからの火災）が想定され

る非常用ディーゼル発電機室及び非常用ディーゼル発

電機燃料ディタンク室には，消火性能の高い二酸化炭素

消火設備を設置しており，消防法施行規則第十九条に基

づき算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。 

その他の火災防護対象機器がある火災区域又は火災

区画に設置する全域ガス消火設備並びに局所ガス消火

設備については，消防法施行規則第二十条並びに試験結

果に基づき，単位体積あたり必要な消火剤を配備する設

計とする。 

特に，複数の場所に対して消火する設備の消火剤の容

量は，複数の消火対象場所のうち必要な消火剤が最大と

なる場所の必要量以上となるよう設計する。 

火災区域又は火災区画に設置する消火器については，

消防法施行規則第六～八条に基づき延床面積又は床面

積から算出される必要量の消火剤を配備する設計とす

る。 

消火剤に水を使用する水消火設備の容量は，

は盤内に消火剤を留めることとする。消火対象と十分に離

れた位置にボンベ及び制御盤等を設置することで，火災の

火炎，熱による直接的な影響のみならず，煙，流出流体，

断線及び爆発等の二次的影響が，火災が発生していない安

全機能を有する構築物，系統及び機器に及ばない設計とす

る。 

また，中央制御室床下コンクリートピットに設置するハ

ロゲン化物自動消火設備（局所）についても電気絶縁性が

高く，人体への影響が小さいハロン 1301 を採用するとと

もに，消火対象となる機器が設置されている火災区域又は

火災区画とは別の区画に設置し，火災による熱の影響を受

けても破損及び爆発が発生しないように，ボンベに接続す

る安全弁によりボンベの過圧を防止する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

(6) 想定火災の性質に応じた消火剤の容量

油火災(発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油

を内包する設備や燃料タンクからの火災)が想定される非

常用ディーゼル発電機室及び非常用ディーゼル発電機燃

料デイタンク室には，消火性能の高い二酸化炭素自動消火

設備（全域）を設置しており，消防法施行規則第十九条に

基づき算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。 

その他の火災防護対象機器がある火災区域又は火災区

画に設置するハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲ

ン化物自動消火設備（局所）については，消防法施行規則

第二十条並びに試験結果に基づき，単位体積あたりに必要

な消火剤を配備する設計とする。 

特に，複数の場所に対して消火する設備の消火剤の容量

は，複数の消火対象場所のうち必要な消火剤が最大となる

場所の必要量以上となるように設計する。 

火災区域又は火災区画に設置する消火器については，消

防法施行規則第六条～八条に基づき延床面積又は床面積

から算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。 

消火剤に水を使用する消火用水の容量の設計は，

「1.5.1.3.2(8)消火用水の最大放水量の確保」に示す。 

十分に離れた位置にボンベ及び制御盤等を設置するこ

とで，火災の火炎，熱による直接的な影響のみならず，

煙，断線及び爆発等の二次的影響が，火災が発生してい

ない安全機能を有する構築物，系統及び機器に及ばない

設計とする。 

また，中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理

室及び計算機室に設置する全域ガス自動消火設備につ

いても電気絶縁性が高く，人体への影響が小さいハロン

1301を採用するとともに，消火対象となる機器が設置さ

れている火災区域又は火災区画とは別のエリアに設置

し，火災による熱の影響を受けても破損及び爆発が発生

しないよう，ボンベに接続する安全弁によりボンベの過

圧を防止する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

(6)想定火災の性質に応じた消火剤の容量

火災防護対象機器がある火災区域又は火災区画に設

置する全域ガス消火設備並びに局所ガス消火設備につ

いては，消防法施行規則第二十条並びに試験結果に基づ

き，単位体積あたり必要な消火剤を配備する設計とす

る。 

特に，複数の場所に対して消火する設備の消火剤の容

量は，複数の消火対象場所のうち必要な消火剤が最大と

なる場所の必要量以上となるよう設計する。 

火災区域又は火災区画に設置する消火器については，

消防法施行規則第六～八条に基づき延床面積又は床面

積から算出される必要量の消火剤を配備する設計とす

る。 

消火剤に水を使用する水消火設備の容量は，

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑭の相違 
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「2.2.2.2.(8) 消火用水の最大放水量の確保」に示す。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(7) 移動式消火設備の配備 

移動式消火設備は，「実用発電用原子炉の設置，運転

等に関する規則」第八十三条第五号に基づき，恒設の消

火設備の代替として消火ホース等の資機材を備え付け

ている化学消防自動車（2台，泡消火薬剤500L／台），

泡消火薬剤備蓄車（1台，泡消火薬剤1,000L／台），水

槽付消防自動車（1台，水槽2,000L／台）及び消防ポン

プ自動車（1台），1,000Lの泡消火薬剤を配備する設計

とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(8) 消火用水の最大放水量の確保 

消火用水供給系の水源の供給先は屋内，屋外の各消火

栓である。屋内，屋外の消火栓については，消防法施行

令第十一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び消防法

施行令第十九条（屋外消火栓設備に関する基準）を満足

するよう，2 時間の最大放水量（120m3）を確保する設計

とする。また，消火用水供給系の水源は5号，6号及び7

号炉で共用であるが，万一，5号炉，6号炉，7号炉それ

ぞれ単一の火災が同時に発生し消火栓による放水を実

施した場合に必要となる360m3に対して，十分な水量であ

る2,000m3を確保する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(9) 水消火設備の優先供給 

消火用水供給系は，水道水系等と共用する場合には，

隔離弁を設置し通常時全閉とすることで消火用水供給

系の供給を優先する設計とする。 

なお，水道水系とは共用しない設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(10)消火設備の故障警報 

消火ポンプ，全域ガス消火設備等の消火設備は，電源

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

(7) 移動式消火設備の配備 

移動式消火設備は，「実用発電用原子炉の設置，運転等

に関する規則」第八十三条第五号に基づき，恒設の消火設

備の代替として消火ホース等の資機材を備え付けている

移動式消火設備を 1台（予備 1台）配備する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

 

 

 

(8) 消火用水の最大放水量の確保 

消火用水供給系の水源の供給先は，屋内及び屋外の各消

火栓である。屋内，屋外の消火栓については，消防法施行

令第十一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び消防法施

行令第十九条（屋外消火栓設備に関する基準）に基づき，

2時間の最大放水量（約 120m３）を確保する設計とする。 

また，消火用水供給系の水源は東海発電所と東海第二発

電所で一部共用であるが，万一，東海発電所，東海第二発

電所においてそれぞれ単一の火災が同時に発生し，消火栓

による放水を実施した場合に必要となる約 240m３に対して

十分な水量を確保する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(9) 水消火設備の優先供給 

消火用水供給系は，飲料水系や所内用水系等と共用する

場合には，隔離弁を設置して遮断する措置により，消火用

水の供給を優先する設計とする。 

なお，水道水系とは共用しない設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(10) 消火設備の故障警報 

電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ，ハ

「2.2.2.2.(8) 消火用水の最大放水量の確保」に示す。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(7)移動式消火設備の配備 

移動式消火設備は，「実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則」第八十三条第三号に基づき，恒設の消

火設備の代替として消火ホース等の資機材を備え付け

ている化学消防自動車（１台，泡消火薬剤500L／台），

小型動力ポンプ付水槽車（１台，水槽5,000L／台），

1,000Lの泡消火薬剤を配備する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

 

 

(8)消火用水の最大放水量の確保 

消火用水供給系の水源の供給先は屋内，屋外の各消火

栓である。屋内，屋外の消火栓については，消防法施行

令第十一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び消防法

施行令第十九条（屋外消火栓設備に関する基準）を満足

するよう，２時間の最大放水量（120m3）を確保する設計

とする。 

 

 

 

 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(9)水消火設備の優先供給 

消火用水供給系は，水道水系等と共用する場合には，

隔離弁を設置し通常全閉とすることで消火用水供給系

の供給を優先する設計とする。 

なお，水道水系とは共用しない設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1.)】 

 

(10)消火設備の故障警報 

消火ポンプ，全域ガス消火設備等の消火設備は，電源

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様及び配備

数が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設備の配置等を踏ま

えた必要水量を確保す

る設計としている 
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断等の故障警報を中央制御室に吹鳴する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

 

 

(11)消火設備の電源確保 

消火用水供給系のうち，電動機駆動消火ポンプは常用

電源から受電する設計とするが，ディーゼル駆動消火ポ

ンプは，外部電源喪失時でもディーゼル機関を起動でき

るように蓄電池により電源を確保する設計とし，外部電

源喪失時においてもディーゼル機関より消火ポンプへ

動力を供給することによって消火用水供給系の機能を

確保することができる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画の二酸化炭素消火設備，全域ガス消

火設備，局所ガス消火設備は，外部電源喪失時にも消火

が可能となるよう，非常用電源から受電するとともに，

設備の作動に必要な電源を供給する蓄電池も設ける設

計とする。 

 

なお，ケーブルトレイ用の局所ガス消火設備は，作動

に電源が不要な設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(12) 消火栓の配置 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画に設置する消火栓は，消防法施行令

第十一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び第十九条

（屋外消火栓設備に関する基準）に準拠し，屋内は消火

栓から半径25mの範囲を考慮して配置し，屋外は消火栓

から半径40mの範囲における消火活動を考慮して配置す

ることによって，全ての火災区域の消火活動に対処でき

るように配置する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

 

ロゲン化物自動消火設備（全域）等の消火設備は，電源断

等の故障警報を中央制御室に吹鳴する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

(11) 消火設備の電源確保 

消火用水供給系のうち，電動機駆動消火ポンプは常用電

源から受電する設計とするが，ディーゼル駆動消火ポンプ

は，外部電源喪失時でもディーゼル機関を起動できるよう

に蓄電池により電源を確保する設計とし，外部電源喪失時

においてもディーゼル機関より消火ポンプへ動力を供給

することによって消火用水供給系の機能を確保すること

ができる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画の二酸化炭素自動消火設備（全域），ハ

ロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消火

設備（局所）（ケーブルトレイ用の消火設備は除く）は，

外部電源喪失時にも消火が可能となるように，非常用電源

から受電するとともに，設備の作動に必要な電源を供給す

る蓄電池も設ける設計とする。 

ケーブルトレイ用のハロゲン化物自動消火設備（局所）

は，作動に電源が不要な設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(12) 消火栓の配置 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画に設置する消火栓は，消防法施行令第十

一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び第十九条（屋外

消火設備に関する基準）に準拠し，屋内は消火栓から半径

25m の範囲を考慮して配置し，屋外は消火栓から半径 40m

の範囲を考慮して配置することによって，全ての火災区域

の消火活動に対処できるように配置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

 

断等の故障警報を中央制御室に吹鳴する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

 

 

(11)消火設備の電源確保 

消火用水供給系のうち，電動機駆動消火ポンプは外部

電源喪失時でも起動できるように非常用電源から電源

を確保する設計とし，外部電源喪失時においても消火用

水供給系の機能を確保することができる設計とする。 

 

 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画の全域ガス消火設備は，外部電源喪

失時にも消火が可能となるよう，非常用電源から受電す

るとともに，設備の作動に必要な電源を供給する蓄電池

も設ける設計とする。 

 

 

なお，ケーブルトレイ用の局所ガス消火設備は，動作

に電源が不要な設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(12)消火栓の配置 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画に設置する消火栓は，消防法施行令

第十一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び第十九条

（屋外消火栓設備に関する基準）に準拠し，屋内は消火

栓から半径25mの範囲を考慮して配置し，屋外は消火栓

から半径40mの範囲を考慮して配置することによって，

全ての火災区域の消火活動に対処できるように配置す

る設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

消火用水供給系の電

源構成が異なる 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑭の相違 
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(13) 固定式消火設備等の職員退避警報 

固定式消火設備である全域ガス消火設備，二酸化炭素

消火設備は，作動前に職員等の退出ができるように警報

を吹鳴し，20秒以上の時間遅れをもってガス又は二酸化

炭素を放出する設計とする。 

 

また，二酸化炭素消火設備については，人体への影響

を考慮し，入退室の管理を行う設計とする。 

局所ガス消火設備のうち発火性又は引火性物質であ

る潤滑油を内包する設備に設置するものについては，消

火剤に毒性がないが，消火時に生成されるフッ化水素が

周囲に拡散することを踏まえ，設備作動前に退避警報を

発する設計とする。また，局所ガス消火設備のうちケー

ブルトレイ，電源盤又は制御盤に設置するものについて

は，消火剤に毒性がなく，消火時に生成されるフッ化水

素は延焼防止シートを設置したケーブルトレイ内，又は

金属製筐体で構成される盤内に留まり，外部に有意な影

響を及ぼさないため，設備作動前に退避警報を発しない

設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(14) 管理区域内からの放出消火剤の流出防止 

管理区域内で放出した消火水は，放射性物質を含むお

それがあることから，汚染された液体が管理されない状

態で管理区域外へ流出することを防止するため，管理区

域と非管理区域の境界に堰等を設置するとともに，各フ

ロアの建屋内排水系によって液体廃棄物処理系に回収

し，処理する設計とする。万一，流出した場合であって

も建屋内排水系から系外に放出する前にサンプリング

を実施し，検出が可能な設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

(15) 消火用非常照明 

建屋内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置

場所への経路には，移動及び消火設備の操作を行うた

め，消防法で要求される消火継続時間20分に現場への移

(13) 固定式ガス消火設備等の職員退避警報 

固定式ガス消火設備であるハロゲン化物自動消火設備

（全域）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，作動前

に職員等の退出ができるように警報または音声警報を吹

鳴し，25 秒以上の時間遅れをもってハロンガス又は二酸化

炭素を放出する設計とする。 

また，二酸化炭素自動消火設備（全域）については，人

体への影響を考慮し，入退室の管理を行う設計とする。 

ハロゲン化物自動消火設備（局所）のうち発火性又は引

火性物質である潤滑油又は燃料油を内包する設備に設置

するものについては，消火剤には毒性がないが，消火時に

生成されるフッ化水素が周囲に拡散することを踏まえ，消

火設備作動前に退避警報を発する設計とする。また，局所

ガス消火設備のうちケーブルトレイ，電源盤又は制御盤に

設置するものについては，消火剤に毒性がなく，消火時に

生成されるフッ化水素は防火シートを設置したケーブル

トレイ内，又は金属製筐体で構成される盤内に留まり，外

部に有意な影響を及ぼさないため，消火設備作動前に退避

警報を発しない設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(14) 管理区域内からの放出消火剤の流出防止 

管理区域内で放出した消火剤は，放射性物質を含むおそ

れがあることから，管理区域外への流出を防止するため，

管理区域と非管理区域の境界に堰等を設置するとともに，

各フロアの建屋内排水系により液体廃棄物処理設備に回

収し，処理する設計とする。万一，流出した場合であって

も建屋内排水系から系外に放出する前にサンプリングを

実施し,検出が可能な設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

(15) 消火用非常照明 

建屋内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場

所までの経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，

消防法で要求される消火継続時間 20 分に現場への移動等

(13)固定式消火設備等の職員退避警報 

固定式消火設備である全域ガス消火設備は，作動前に

職員等の退出ができるように警報を吹鳴し，20秒以上の

時間遅れをもってガスを放出する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

局所ガス消火設備のうちケーブルトレイに設置する

ものについては，消火剤に毒性がなく，消火時に生成さ

れるフッ化水素ガスは延焼防止シートを設置したケー

ブルトレイ内に留まり，外部に有意な影響を及ぼさない

ため，設備動作前に退避警報を発しない設計とする。 

 

 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(14)管理区域内からの放出消火剤の流出防止 

管理区域内で放出した消火水は，放射性物質を含むお

それがあることから，汚染された液体が管理されない状

態で管理区域外へ流出することを防止するため，管理区

域と非管理区域の境界に堰等を設置するとともに，各フ

ロアの建物内排水系によって液体廃棄物処理系に回収

し，処理する設計とする。万一，流出した場合であって

も建物内排水系から系外に放出する前にサンプリング

を実施し，検出が可能な設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

(15)消火用非常照明 

建物内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置

場所への経路には，移動及び消火設備の操作を行うた

め，消防法で要求される消火継続時間20分に現場への移

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑭の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根 2 号炉では消防

法に基づき遅延時間を

設定している 
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動等の時間(最大約1時間)も考慮し，12時間以上の容量

の蓄電池を内蔵する照明器具を設置する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.1.）】 

 

 

 

2.2.2.3. 自然現象の考慮 

柏崎刈羽原子力発電所の安全を確保する上で設計上考

慮すべき自然現象としては，網羅的に抽出するために，発

電所敷地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国

内外の基準や文献等に基づき事象を収集した。これらの事

象のうち，発電所及びその周辺での発生可能性，安全施設

への影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間的余裕

の観点から，原子炉設備に影響を与えるおそれがある事象

として，地震，津波，風（台風），竜巻，低温（凍結），

降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び生物学的事象

を抽出した。 

これらの自然現象に対して火災感知設備及び消火設備

の機能を維持する設計とし，落雷については，

「2.2.1.3.(1) 落雷による火災の発生防止」に示す対策に

より，機能を維持する設計とする。 

低温（凍結）については，「(1)凍結防止対策」に示す

対策により機能を維持する設計とする。風（台風）に対し

ては，「(2)風水害対策」に示す対策により機能を維持す

る設計とする。地震については，「（3）地震対策」に示

す対策により機能を維持する設計とする。 

上記以外の津波，竜巻，降水，積雪，地滑り，火山の影

響及び生物学的事象については，「(4)想定すべきその他

の自然現象に対する対策について」に示す対策により機能

を維持する設計とする。 

また，森林火災についても，「(4) 想定すべきその他の

自然現象に対する対策について」に示す対策により機能を

維持する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.2.）】 

 

 

の時間(最大約 1時間)も考慮し，12時間以上の容量の蓄電

池を内蔵する照明器具を設置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

 

1.5.1.3.3 自然現象の考慮 

東海第二発電所の安全を確保する上で設計上考慮すべき自

然現象としては，網羅的に抽出するために，発電所敷地及びそ

の周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等

に基づき事象を収集した。これらの事象のうち，発電所敷地及

びその周辺での発生可能性，安全施設への影響度，事象進展速

度や事象進展に対する時間的余裕の観点から，原子炉設備に影

響を与えるおそれがある事象として，地震，津波，洪水，風（台

風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的

事象，森林火災及び高潮を抽出した。 

 

これらの自然現象のうち，落雷については，「1.5.1.2.3(1)

落雷による火災の発生防止」に示す対策により，機能を維持す

る設計とする。 

 

凍結については，「(1)凍結防止対策」に示す対策により機能

を維持する設計とする。竜巻，風(台風)に対しては，「(2)風水

害対策」に示す対策により機能を維持する設計とする。地震に

ついては，「(3)地震対策」に示す対策により機能を維持する設

計とする。 

上記以外の津波，洪水，降水，積雪，火山の影響，高潮及び

生物学的事象については，「(4)想定すべきその他の自然現象に

対する対策について」に示す対策により機能を維持する設計と

する。 

また，森林火災についても，「（4）想定すべきその他の自然

現象に対する対策について」に示す対策により機能を維持する

設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.2)】 

 

 

動等の時間（最大約１時間程度）も考慮し，８時間以上

の容量の蓄電池を内蔵する照明器具を設置する設計と

する。 

      【別添資料１-資料１(2.1.2.1.)】 

 

 

2.2.2.3.自然現象の考慮 

島根原子力発電所の安全を確保する上で設計上考慮す

べき自然現象としては，網羅的に抽出するために，発電所

敷地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外

の基準や文献等に基づき事象を収集した。これらの事象の

うち，発電所及びその周辺での発生可能性，安全施設への

影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間的余裕の観

点から，原子炉設備に影響を与えるおそれがある事象とし

て，地震，津波，洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，

積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び生物学的事象を抽出

した。 

これらの自然現象に対して火災感知設備及び消火設備

の機能を維持する設計とし，落雷については，

「2.2.1.3.(1) 落雷による火災の発生防止」に示す対策に

より，機能を維持する設計とする。 

凍結については，「(1) 凍結防止対策」に示す対策によ

り機能を維持する設計とする。風（台風）に対しては，「(2) 

風水害対策」に示す対策により機能を維持する設計とす

る。地震については，「(3) 地震対策」に示す対策により

機能を維持する設計とする。 

上記以外の津波，竜巻，洪水，降水，積雪，地滑り，火

山の影響及び生物学的事象については，「(4) 想定すべき

その他の自然現象に対する対策について」に示す対策によ

り機能を維持する設計とする。 

また，森林火災についても，「(4) 想定すべきその他の

自然現象に対する対策について」に示す対策により機能を

維持する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.2.)】 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉では，作

業に要する時間を踏ま

え，十分な容量の蓄電

池を内蔵する消火用非

常用照明を設置してい

る 

 

 

 

 

 

 

・事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑨の相違 

 

 

 

 

 

・事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑨の相違 

 

・事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑨の相違 
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(1) 凍結防止対策 

屋外に設置する火災感知設備，消火設備は，柏崎刈羽

原子力発電所において考慮している最低気温-15.2℃ま

で気温が低下しても使用可能な火災感知設備，消火設備

を設置する設計とする。 

 

屋外消火設備の配管は，保温材等により配管内部の水

が凍結しない設計とする。 

屋外消火栓本体はすべて，凍結を防止するため，通常

はブロー弁を常時開として消火栓本体内の水が排水さ

れ，消火栓を使用する場合に屋外消火栓バルブを回転さ

せブロー弁を閉にして放水可能とする双口地上式（不凍

式消火栓型）を採用する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.2.）】 

 

(2) 風水害対策 

消火用水供給系の消火設備を構成する電動機駆動消

火ポンプ及びディーゼル駆動消火ポンプ等の機器は，風

水害に対してその性能が著しく阻害されることがない

よう，壁及び扉に対して浸水対策を実施した建屋内に配

置する設計とする。 

二酸化炭素消火設備，全域ガス消火設備，局所ガス消

火設備についても，風水害に対してその性能が著しく阻

害されることがないよう，原子炉建屋，タービン建屋，

コントロール建屋等の建屋内に配置する設計とする。 

 

 

 

 

 

また，屋外の火災感知設備は，屋外仕様とした上で火

災感知器予備を保有し，万一，風水害の影響を受けた場

合には，早期に取替を行うことにより当該設備の機能及

び性能を復旧する設計とする。 

屋外消火栓は風水害に対してその性能が著しく阻害

されることがないよう，雨水の浸入等により動作機構が

(1) 凍結防止対策 

屋外に設置する火災感知設備及び消火設備は，東海第二

発電所において考慮している最低気温-12.7℃（水戸地方

気象台(1897 年～2012 年)）を踏まえ，約-20℃まで気温が

低下しても使用可能な火災感知設備及び消火設備を設置

する設計とする。 

屋外消火設備の配管は，保温材により配管内部の水が凍

結しない設計とする。 

屋外消火栓本体はすべて，凍結を防止するため，消火栓

内部に水が溜まらないような構造とし，自動排水機構によ

り通常は排水弁を通水状態，消火栓使用時は排水弁を閉に

して放水する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.2)】 

 

 

(2) 風水害対策 

消火用水供給系の消火設備を構成する電動機駆動消火

ポンプ及びディーゼル駆動消火ポンプ等の機器は，風水害

に対してその性能が著しく阻害されることがないよう，流

れ込む水の影響を受けにくい建屋内に配置する設計とす

る。 

二酸化炭素自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消

火設備（全域），ハロゲン化物自動消火設備（局所）につ

いても，風水害に対してその性能が著しく阻害されること

がないよう，原子炉建屋，タービン建屋等の建屋内に配置

する設計とする。 

また，電動機駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動消火ポ

ンプを設置しているポンプ室の壁及び扉については，風水

害に対してその性能が著しく阻害されることがないよう

浸水対策を実施する。 

また，屋外の火災感知設備は，屋外仕様とした上で予備

の火災感知器を確保し，万一，風水害の影響を受けた場合

には，早期に取替えを行うことにより当該設備の機能及び

性能を復旧する設計とする。 

屋外消火栓は風水害に対してその性能が著しく阻害さ

れることがないよう，雨水の浸入等により動作機構が影響

 (1) 凍結防止対策  

屋外に設置する火災感知設備，消火設備は，島根原子

力発電所において考慮している最低気温-8.7℃まで気

温が低下しても使用可能な火災感知設備，消火設備を設

置する設計とする。 

 

屋外消火設備の配管は，保温材等により配管内部の水

が凍結しない設計とする。 

屋外消火栓本体は全て，凍結を防止するため，消火栓

内部に水が溜まらないような構造とし，自動排水機構に

より通常は排水弁を通水状態，消火栓使用時は排水弁を

閉にして放水する不凍式消火栓を採用する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.2.)】 

 

 

(2) 風水害対策 

消火用水供給系の消火設備を構成する電動機駆動消

火ポンプ等の機器は，風水害に対してその性能が著しく

阻害されることがないよう，壁及び扉に対して浸水対策

を実施した建物内に配置する設計とする。 

 

全域ガス消火設備及び局所ガス消火設備についても，

風水害に対してその性能が著しく阻害されることがな

いよう，原子炉建物，タービン建物，制御室建物等の建

物内に配置する設計とする。 

 

 

 

 

 

また，屋外の火災感知設備は，屋外仕様とした上で火

災感知器予備を保有し，万一，風水害の影響を受けた場

合には，早期に取替を行うことにより当該設備の機能及

び性能を復旧する設計とする。 

屋外消火栓は風水害に対してその性能が著しく阻害

されることがないよう，雨水の浸入等により動作機構が

 

 

・環境条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

立地条件の違いによ

り，設計上考慮すべき

最低気温が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑮の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑭の相違 
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影響を受けない機械式を用いる設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.2.）】 

 

(3)地震対策 

a.地震対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備

は，安全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震ク

ラスに応じて機能を維持できる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に影響を及

ぼす可能性がある火災区域又は火災区画に設置され

る，油を内包する耐震B クラス及び耐震C クラスの機

器は，以下のいずれかの設計とすることにより，地震

によって耐震B クラス及び耐震C クラスの機器が機

能喪失しても安全機能を有する構築物，系統及び機器

の機能喪失を防止する設計とする。 

・基準地震動により油が漏えいしない。 

・基準地震動によって火災が発生しても，安全機能を

有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼすことが

ないよう，基準地震動に対して機能維持する固定式

消火設備によって速やかに消火する。 

・基準地震動によって火災が発生しても，安全機能を

有する機器の機能に影響を及ぼすことがないよう

隔壁等により分離する。 

 

b.地盤変位対策 

屋外消火配管は，地上又はトレンチに設置し，地震時

における地盤変動に対して，その配管の自重や内圧，外

的荷重を考慮しても地盤沈下による建屋と周辺地盤と

の相対変位を1m 許容できる設計とする。 

また，地盤変位対策として，タンクと配管の継手部へ

のフレキシブル継手を採用する設計や，建屋等の取り合

い部における消火配管の曲げ加工（地震時の地盤変位を

配管の曲げ変形で吸収）を行う設計とする。 

さらに，屋外消火配管が破断した場合でも消防車を用

いて屋内消火栓へ消火水の供給ができるよう，建屋に給

を受けない機械式を用いる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.2)】 

 

(3) 地震対策 

a. 地震対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備

は，安全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震ク

ラスに応じて機能を維持できる設計とする。安全機能

を有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼす可能性

がある火災区域又は火災区画に設置される，油を内包

する耐震 Bクラス及び耐震 Cクラスの機器は，以下の

いずれかの設計とすることにより，地震によって耐震

B クラス及び耐震 C クラスの機器が機能喪失しても安

全機能を有する構築物，系統及び機器の機能喪失を防

止する設計とする。 

・基準地震動ＳＳにより油が漏えいしない。 

・基準地震動ＳＳによって火災が発生しても，安全機

能を有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼすこ

とがないよう，基準地震動ＳＳによっても機能維持

する固定式消火設備によって速やかに消火する。 

・基準地震動ＳＳによって火災が発生しても，安全機

能を有する構築物，系統及び機器の機能に影響を及

ぼすことがないように隔壁等により分離する。 

 

b. 地盤変位対策 

屋外消火配管は，地上又はトレンチに設置し，地震

時における地盤変位に対して，その配管の自重や内圧，

外的荷重を考慮しても地盤沈下による建屋と周辺地盤

との相対変位を考慮する設計とする。 

また，地盤変位対策としては，水消火配管のレイア

ウト，配管の曲げ加工や配管支持長さからフレキシビ

リティを考慮した配置とすることで，地盤変位による

変形を配管系統全体で吸収する設計とする。 

さらに，屋外消火配管が破断した場合でも消防車を

用いて屋内消火栓へ消火用水の供給ができるように，

影響を受けない機械式を用いる設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.2.)】 

 

(3) 地震対策 

a.地震対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備

は，安全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震ク

ラスに応じて機能を維持できる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に影響を及

ぼす可能性がある火災区域又は火災区画に設置され

る，油を内包する耐震Ｂクラス及び耐震Ｃクラスの機

器は，以下のいずれかの設計とすることにより，地震

によって耐震Ｂクラス及び耐震Ｃクラスの機器が機

能喪失しても安全機能を有する構築物，系統及び機器

の機能喪失を防止する設計とする。 

・基準地震動により油が漏えいしない。 

・基準地震動によって火災が発生しても，安全機能を

有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼすことが

ないよう，基準地震動に対して機能維持する固定式

消火設備によって速やかに消火する。 

・基準地震動によって火災が発生しても，安全機能を

有する構築物，系統及び機器の機能に影響を及ぼす

ことがないよう隔壁等により分離する。 

 

b.地盤変位対策 

屋外消火配管は，地上又はトレンチに設置し，地震

時における地盤変位に対して，その配管の自重や内

圧，外的荷重を考慮しても地盤沈下による建物と周辺

地盤との相対変位を考慮する設計とする。 

また，地盤変位対策として，タンクと配管の継手部

へのフレキシブル継手を採用することで，地盤変位に

よる変形を配管系統全体で吸収する設計とする。 

      

さらに，屋外消火配管が破断した場合でも移動式消

火設備を用いて屋内消火栓へ消火水の供給ができる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

水接続口を設置する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.2.）】 

 

(4) 想定すべきその他の自然現象に対する対策について 

上記の自然現象を除き，柏崎刈羽原子力発電所6号及

び7号炉で考慮すべき自然現象については津波，竜巻，

降水，積雪，地滑り，火山の影響及び生物学的事象があ

る。これらの自然現象及び森林火災により感知及び消火

の機能，性能が阻害された場合は，原因の除去又は早期

の取替，復旧を図る設計とするが，必要に応じて火災監

視員の配置や，代替消火設備の配備等を行い，必要な性

能を維持することとする。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.2.）】 

 

 

2.2.2.4. 消火設備の破損，誤動作又は誤操作 

 

二酸化炭素は不活性であること，全域ガス消火設備及び

局所ガス消火設備で使用するハロゲン化物消火剤は，電気

絶縁性が大きく揮発性も高いことから，設備の破損，誤動

作又は誤操作により消火剤が放出されても電気及び機械

設備に影響を与えないため，火災区域又は火災区画に設置

するガス消火設備には，二酸化炭素消火設備，全域ガス消

火設備，局所ガス消火設備を選定する設計とする。 

なお，非常用ディーゼル発電機は，非常用ディーゼル発

電機室に設置する二酸化炭素消火設備の破損，誤動作又は

誤操作によって二酸化炭素が放出されることによる窒息

を考慮しても機能が喪失しないよう，外気から直接給気を

取り入れる設計とする。 

消火設備の放水等による溢水等に対しては，「第9 条 溢

水による損傷の防止等」に基づき，安全機能へ影響がない

よう設計する。 

【別添資料1-資料1（2.1.2.3.）】 

 

2.2.3. 火災の影響軽減のための対策 

2.2.3.1. 安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要

建屋に給水接続口を設置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.2)】 

 

(4) 想定すべきその他の自然現象に対する対策について 

実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る

審査基準の 2.2.2 に記載のある凍結，風水害，地震以外の

東海第二発電所で考慮すべき自然現象については，津波，

洪水，降水，積雪，火山の影響，生物学的事象及び高潮が

ある。これらの自然現象及び森林火災により感知及び消火

の機能，性能が阻害された場合は，原因の除去又は早期の

取替え，復旧を図る設計とするが，必要に応じて監視の強

化や，代替消火設備の配備等を行い，必要な機能並びに性

能を維持することとする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.2)】 

 

1.5.1.3.4 消火設備の破損，誤動作又は誤操作による安全機能

への影響 

二酸化炭素は不活性であること，全域ガス消火設備及び局所

ガス消火設備で使用するハロゲン化物消火剤は，電気絶縁性が

大きく揮発性も高いことから，設備の破損，誤作動又は誤操作

により消火剤が放出されても電気及び機械設備に影響を与え

ないため，火災区域又は火災区画に設置するガス消火設備に

は，ハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消

火設備（局所）又は二酸化炭素自動消火設備（全域）を選定す

る設計とする。なお，非常用ディーゼル発電機は，非常用ディ

ーゼル発電機室に設置する二酸化炭素自動消火設備（全域）の

破損，誤動作又は誤操作によって二酸化炭素が放出されること

による室内充満を考慮しても機能が喪失しないように，燃焼用

空気は外気を直接取り入れ，排気も直接外気に放出する設計で

あり，火災区画内の空気を用いない設計とする。消火設備の放

水等による溢水に対しては，「1.6 溢水防護に関する基本方

針」に基づき，安全機能へ影響がないよう設計する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.3)】 

 

1.5.1.4 火災の影響軽減のための対策 

1.5.1.4.1 安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に

よう，建物に連結送水口を設置する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.2.)】 

 

 (4)想定すべきその他の自然現象に対する対策について 

上記の自然現象を除き，島根原子力発電所２号炉で考

慮すべき自然現象については，津波，竜巻，降水，積雪，

地滑り，火山の影響及び生物学的事象がある。これらの

自然現象及び森林火災により感知及び消火の機能，性能

が阻害された場合は，原因の除去又は早期の取替，復旧

を図る設計とするが，必要に応じて火災監視員の配置

や，代替消火設備の配備等を行い，必要な性能を維持す

ることとする。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.2.)】 

 

 

2.2.2.4.消火設備の破損，誤動作又は誤操作 

 

全域ガス消火設備及び局所ガス消火設備で使用するハ

ロゲン化物消火剤は，電気絶縁性が大きく揮発性も高いこ

とから，設備の破損，誤動作又は誤操作により消火剤が放

出されても電気及び機械設備に影響を与えないため，火災

区域又は火災区画に設置するガス消火設備には，全域ガス

消火設備又は局所ガス消火設備を選定する設計とする。 

 

なお，非常用ディーゼル発電機は，非常用ディーゼル発

電機室に設置する全域ガス消火設備の破損，誤動作又は誤

操作によってハロゲン化物消火剤が放出されることによ

る負触媒効果を考慮しても機能が喪失しないよう，外気か

ら直接給気を取り入れる設計とする。 

消火設備の放水等による溢水等に対しては，「第９条 溢

水による損傷の防止等」に基づき，安全機能へ影響がない

よう設計する。 

【別添資料１-資料１(2.1.2.3.)】 

 

2.2.3.火災の影響軽減のための対策 

2.2.3.1.安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度

 

 

 

 

 

 

・事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑨の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑭の相違 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑭の相違 
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度に応じた火災の影響軽減のための対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応

じ，それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び

隣接する火災区域又は火災区画における火災による影響

に対し，「2.2.3.1.(1) 原子炉の高温停止及び低温停止を

達成，維持に関わる火災区域の分離」から「2.2.3.1.(9) 油

タンクに対する火災の影響軽減対策」に示す火災の影響軽

減のための対策を講じる設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に関わる

火災区域の分離 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域

は，3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3 時

間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である123mmよ

り厚い140mm以上の壁厚を有するコンクリート壁並びに

3 時間耐火に設計上必要なコンクリート厚である219mm 

より厚い床，天井又は火災耐久試験により3 時間以上の

耐火能力を有する耐火壁（強化石膏ボード，貫通部シー

ル，防火扉，防火ダンパ，天井デッキスラブ）によって，

隣接する他の火災区域から分離する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

なお，火災区域のファンネルには，他の火災区域から

の煙の流入による安全機能への影響防止を目的として，

煙の流入防止装置を設置する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

(2) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離 

火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止を

応じた火災の影響軽減のための対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応じ，そ

れらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び隣接する

火災区域又は火災区画内の火災による影響に対し，

「1.5.1.4.1(1)原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に

係わる火災区域の分離」から「1.5.1.4.1(8)油タンクに対する

火災の影響軽減対策」に示す火災の影響軽減のための対策を講

じる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に係わる火

災区域の分離 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域は，3

時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3 時間耐火に

設計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンクリート耐火

壁や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を有する耐

火壁（耐火隔壁，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ等）

によって，他の火災区域から分離する設計とする。 

 

 

 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域につい

ては，系統分離のため，原則として安全区分Ⅰの属する火

災区域とその他の区分に属する火災区域に分け，互いの火

災区域を分離して設定する。 

 

なお，火災区域又は火災区画のファンネルには，他の火

災区域又は火災区画からの煙の流入防止を目的として，煙

等流入防止装置を設置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

(2) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分

離 

火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止を達

に応じた火災の影響軽減のための対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応

じ，それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び

隣接する火災区域又は火災区画における火災による影響

に対し，「2.2.3.1.(1) 原子炉の高温停止及び低温停止の

達成，維持に係る火災区域の分離」から「2.2.3.1.(8) 油

タンクに対する火災の影響軽減対策」に示す火災の影響軽

減のための対策を講じる設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

 

(1)原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に係る火

災区域の分離 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域

は，３時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，３時

間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である123mm 

以上の壁厚を有するコンクリート壁並びに３時間耐火

に設計上必要なコンクリート厚である219mm より厚い

床，天井又は火災耐久試験により３時間以上の耐火能力

を有する耐火壁（耐火障壁，貫通部シール，防火扉，防

火ダンパ）によって，隣接する他の火災区域から分離す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

なお，火災区域のファンネルには，他の火災区域から

の煙の流入による安全機能への影響防止を目的として，

煙の流入防止装置を設置する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

    

 (2)火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離 

火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-③の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-④の相違 

・設備の相違 

【東海第二】 

火災区域及び火災区

画の設定方針が異なる

（島根 2 号炉は安全系

区分Ⅱとその他の安全

系区分とで分離してい

る）（以下，8条-⑯の相

違） 

 

 

 

 

 

75



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

達成し，維持するためには，プロセスを監視しながら原

子炉を停止し，冷却を行うことが必要であり，このため

には，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

るために必要な機能を確保するための手段を，手動操作

に期待してでも，少なくとも一つ確保するよう系統分離

対策を講じる必要がある。 

このため，単一火災（任意の一つの火災区域で発生す

る火災）の発生によって，原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し，維持するために必要な機能を有する多重化

されたそれぞれの系統が同時に機能喪失することのな

いよう，「2.1.(3) 原子炉の高温停止及び低温停止を達

成し，維持するために必要な構築物，系統及び機器」に

て抽出した原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要となる火災防護対象機器及び火災防

護対象機器の駆動若しくは制御に必要となる火災防護

対象ケーブルについて以下に示すいずれかの系統分離

対策を講じる設計とする。系統分離にあたっては，互い

に相違する系列の火災防護対象機器，火災防護対象ケー

ブル及びこれらに関連する非安全系ケーブルの系統分

離を行う設計とする。 

 

a. 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，火災耐久試験により3 時間以上

の耐火能力を確認した隔壁等で分離する設計とする。 

具体的には，安全系区分Ⅰに属する火災区域を，3 

時間以上の耐火能力を有する耐火壁（強化石膏ボー

ド，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ），隔壁等（耐

火間仕切り，ケーブルトレイ等耐火ラッピング）で分

離する設計とする。 

 

b. 水平距離6m 以上の離隔距離の確保及び火災感知設

備，自動消火設備の設置 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，仮置きするものを含めて可燃性

物質のない水平距離6m 以上の離隔距離を確保する設

成し，維持するためには，プロセスを監視しながら原子炉

を停止し，冷却を行うことが必要であり，このためには，

手動操作に期待してでも原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持するために必要な機能を少なくとも一つ確

保するように系統分離対策を講じる必要がある。 

 

このため，単一火災（任意の一つの火災区域又は火災区

画で発生する火災）の発生によって，原子炉の高温停止及

び低温停止を達成し，維持するために必要な機能を有する

多重化されたそれぞれの系統が同時に機能喪失すること

のないよう，「1.5.1.1(3) 原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持するために必要な構築物，系統及び機器」

にて抽出した原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要となる火災防護対象機器及び火災防護

対象機器の駆動若しくは制御に必要となる火災防護対象

ケーブルについて以下に示すいずれかの系統分離対策を

講じる設計とする。系統分離にあたっては，互いに相違す

る系列の火災防護対象機器，火災防護対象ケーブル及びこ

れらに関連する非安全系ケーブルの系統分離を行う設計

とする。 

 

a. 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，火災耐久試験により 3時間以上

の耐火能力を確認した隔壁等で分離する設計とする。

具体的には，安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ，Ⅲの境界を 3

時間以上の耐火能力を有する耐火壁（耐火隔壁，貫通

部シール，防火扉，防火ダンパ等），隔壁等（耐火間

仕切り，耐火ラッピング）で分離する設計とする。 

 

 

b. 水平距離 6m 以上の離隔距離の確保，火災感知設備

及び自動消火設備の設置 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，仮置きするものを含めて可燃性

物質のない水平距離 6m 以上の離隔距離を確保する設

達成し，維持するためには，プロセスを監視しながら原

子炉を停止し，冷却を行うことが必要であり，このため

には，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

るために必要な機能を確保するための手段を，手動操作

に期待してでも，少なくとも一つ確保するよう系統分離

対策を講じる必要がある。 

このため，単一火災（任意の一つの火災区域で発生す

る火災）の発生によって，原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し，維持するために必要な機能を有する多重化

されたそれぞれの系統が同時に機能喪失することのな

いよう，「2.1.(3)原子炉の高温停止及び低温停止を達

成し，維持するために必要な構築物，系統及び機器」に

て抽出した原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するために必要となる火災防護対象機器及び火災防

護対象機器の駆動若しくは制御に必要となる火災防護

対象ケーブルについて以下に示すいずれかの系統分離

対策を講じる設計とする。系統分離にあたっては，互い

に相違する系列の火災防護対象機器，火災防護対象ケー

ブル及びこれらに関連する非安全系ケーブルの系統分

離を行う設計とする。 

 

a．３時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，火災耐久試験により３時間以上

の耐火能力を確認した隔壁等で分離する設計とする。 

具体的には，安全系区分Ⅱに属する火災区域を，３

時間以上の耐火能力を有する耐火壁（耐火障壁，貫通

部シール，防火扉，防火ダンパ），隔壁等（耐火間仕

切り，ケーブルトレイ等耐火ラッピング）で分離する

設計とする。 

 

b．水平距離６ｍ以上の離隔距離の確保及び火災感知

設備，自動消火設備の設置 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，仮置きするものを含めて可燃性

物質のない水平距離６ｍ以上の離隔距離を確保する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-④の相違及び 8

条-⑯の相違 

 

 

 

 

 

 

 

76



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

計とする。 

火災感知設備は，自動消火設備を動作させるために

設置し，自動消火設備の誤動作防止を考慮した感知器

の作動により自動消火設備を動作させる設計とする。 

 

c. 1 時間耐火隔壁による分離及び火災感知設備，自動

消火設備の設置 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，火災耐久試験により1 時間以上

の耐火能力を確認した隔壁等で分離する設計とする。 

火災感知設備は，自動消火設備を動作させるために

設置し，自動消火設備の誤動作防止を考慮した感知器

の作動により自動消火設備を動作させる設計とする。 

 

なお，中央制御室，原子炉格納容器，非常用ディー

ゼル発電機軽油タンクは，以下のとおり火災の影響軽

減対策を講じる。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

(3) 中央制御室に対する火災の影響軽減のための対策 

 

a. 中央制御室制御盤内の火災の影響軽減 

 

中央制御室制御盤内の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性向上

を目的として近接して設置することから，互いに相違

する系列の水平距離を6m 以上確保することや互いに

相違する系列を1 時間の耐火能力を有する隔壁等で

分離することが困難である。 

このため，中央制御室制御盤内の火災防護対象機器

及び火災防護対象ケーブルは，以下のa.～c．に示す

とおり，実証試験結果に基づく離隔距離等による分離

対策，高感度煙検出設備の設置による早期の火災感知

及び常駐する運転員による早期の消火活動に加え，火

災により中央制御室制御盤の1つの区画の安全機能が

全て喪失しても，他の区画の制御盤は機能が維持され

計とする。 

火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために

設置し，自動消火設備の誤作動防止を考慮した感知器

の作動により自動消火設備を作動させる設計とする。 

 

c. 1 時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及び自動

消火設備の設置 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，火災耐久試験により 1時間以上

の耐火能力を確認した隔壁等で分離する設計とする。 

火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために

設置し，自動消火設備の誤動作防止を考慮した感知器

の作動により自動消火設備を作動させる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

     なお，中央制御室及び原子炉格納容器は，上記と同等

の保安水準を確保する対策として以下のとおり火災の

影響軽減対策を講じる。 

 

 

(3) 中央制御室に対する火災の影響軽減のための対策 

 

 a. 中央制御室制御盤内の火災の影響軽減 

 

中央制御室制御盤内の火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的と

して近接して設置することから，互いに相違する系列の水

平距離を 6m 以上確保することや互いに相違する系列を 1

時間の耐火能力を有する隔壁等で分離することが困難で

ある。 

このため，中央制御室制御盤内の火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルは，以下の(a)～(c)に示すとおり，

実証試験結果に基づく離隔距離等による分離対策，高感度

煙感知器の設置による早期の火災感知及び常駐する運転

員による早期の消火活動に加え，火災により中央制御室制

御盤の 1つの区画の安全機能が全て喪失しても，他の区画

の制御盤は機能が維持されることを確認することにより，

設計とする。 

火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために

設置し，自動消火設備の誤動作防止を考慮した感知器

の作動により自動消火設備を作動させる設計とする。 

 

c．１時間耐火隔壁による分離及び火災感知設備，自

動消火設備の設置 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルを，火災耐久試験により１時間以上

の耐火能力を確認した隔壁等で分離する設計とする。 

火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために

設置し，自動消火設備の誤動作防止を考慮した感知器

の作動により自動消火設備を作動させる設計とする。 

 

なお，中央制御室及び補助盤室，並びに原子炉格納容

器は，以下のとおり火災の影響軽減対策を講じる。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

 

 

(3)中央制御室及び補助盤室に対する火災の影響軽減のた

めの対策 

a．中央制御室及び補助盤室の制御盤内の火災の影響軽

減 

中央制御室及び補助盤室の制御盤内の火災防護対象

機器及び火災防護対象ケーブルは，運転員の操作性及び

視認性向上を目的として近接して設置することから，互

いに相違する系列の水平距離を６ｍ以上確保すること

や互いに相違する系列を１時間の耐火能力を有する隔

壁等で分離することが困難である。 

このため，中央制御室及び補助盤室の制御盤内の火災

防護対象機器及び火災防護対象ケーブルは，以下の(a)

～(c)に示すとおり，実証試験結果に基づく離隔距離等

による分離対策，高感度煙検出設備の設置による早期の

火災感知及び中央制御室に常駐する運転員による早期

の消火活動に加え，火災により中央制御室及び補助盤室

の制御盤の１つの区画の安全機能が全て喪失しても，他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，補助

盤室に対して十分な保

安水準が確保された影

響軽減対策を実施する

設計としている（以下，

8条-⑰の相違） 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 8 条-⑰の相違 
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ることを確認することにより，原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持が可能であることを確認し，

火災の影響軽減のための対策を講じる設計とする。 

 

 

(a) 離隔距離による分離 

中央制御室の火災防護対象機器及び火災防護対象

ケーブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的と

して近接して設置することから，中央制御室の制御盤

については区分ごとに別々の盤で分離する設計とす

る。 

一部，一つの制御盤内に複数の安全系区分の火災防

護対象機器及び火災防護対象ケーブルを設置してい

るものがあるが，これらについては，区分間に金属製

の仕切りを設置する。ケーブルについては当該ケーブ

ルに火災が発生しても延焼せず，また，周囲へ火災の

影響を与えない金属外装ケーブル，耐熱ビニル電線，

難燃仕様のETFE 電線及び難燃ケーブルを使用し，電

線管に敷設するとともに，離隔距離等により系統分離

する設計とする。 

これらの分離については，実証試験等において火災

により近接する他の区分の構成部品に火災の影響が

ないことを確認した設計とする。 

 

(b) 高感度煙検出設備の設置による早期の火災感知 

中央制御室内には，異なる2 種類の火災感知器を設

置する設計とするとともに，火災発生時には常駐する

運転員による早期の消火活動によって，異区分への影

響を軽減する設計とする。 

特に，一つの制御盤内に複数の安全系区分の火災防

護対象機器及び火災防護対象ケーブルを設置してい

るものについては，これに加えて盤内へ高感度煙検出

設備を設置する設計とする。 

 

(c) 常駐する運転員による早期の消火活動 

中央制御室制御盤内に自動消火設備は設置しない

原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持ができること

を確認し，火災の影響軽減のための対策を講じる設計とす

る。 

 

 

（a）離隔距離による分離 

中央制御室の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル

は，運転員の操作性及び視認性向上を目的として近接して設

置することから，中央制御室の制御盤については区分毎に

別々の盤で分離する設計とする。 

 

一部，一つの制御盤内に複数の安全区分のケーブルや機器

を設置しているものがあるが，これらについては，区分間に

金属製の仕切りを設置する。ケーブルについては当該ケーブ

ルに火災が発生しても延焼せず，また，周囲へ火災の影響を

与えない金属外装ケーブル，耐熱ビニル電線，難燃仕様のフ

ッ素樹脂（ETFE）電線及び難燃ケーブルを使用し，離隔距離

等により系統分離する設計とする。これらの分離について

は，実証試験等において火災により近接する他の構成部品に

火災の影響がないことを確認した設計とする。 

 

 

 

 

(b) 高感度煙感知器の設置による早期の火災感知 

中央制御室内には，異なる 2種類の火災感知器を設置する

設計とするとともに，火災発生時には常駐する運転員による

早期の消火活動によって，異区分への影響を軽減する設計と

する。これに加えて盤内へ高感度煙感知器を設置する設計と

する。 

 

 

 

 

(c) 常駐する運転員による早期の消火活動 

中央制御室制御盤内に自動消火設備は設置しないが，中央

の区画の制御盤は機能が維持されることを確認するこ

とにより，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持が可能であることを確認し，火災の影響軽減のための

対策を講じる設計とする。 

 

(a)離隔距離による系統分離 

中央制御室及び補助盤室の火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性

向上を目的として近接して設置することから，中央制

御室及び補助盤室の制御盤については区分毎に別々

の盤で分離する設計とする。 

一部，一つの制御盤内に複数の安全系区分の火災防

護対象機器及び火災防護対象ケーブルを設置してい

るものがあるが，これらについては，区分間に金属製

の仕切りを設置する。ケーブルについては当該ケーブ

ルに火災が発生しても延焼せず，また，周囲へ火災の

影響を与えない金属外装ケーブル，難燃ビニル電線，

テフゼル電線及び難燃性ポリフレックス電線を使用

し，電線管に布設するとともに，離隔距離等により系

統分離する設計とする。 

これらの分離については，実証試験等において火災

により近接する他の区分の構成部品に火災の影響が

無いことを確認した設計とする。 

 

(b)高感度煙検出設備の設置による早期の火災感知 

中央制御室及び補助盤室内には，異なる感知方式の

火災感知器を設置する設計とするとともに，火災発生

時には中央制御室に常駐する運転員による早期の消

火活動によって，異区分への影響を軽減する設計とす

る。 

これに加えて，中央制御室及び補助盤室の制御盤内

へ高感度煙検出設備を設置する設計とする。 

    

 

(c)中央制御室に常駐する運転員による早期の消火活動 

中央制御室及び補助盤室の制御盤内に自動消火設

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 8 条-⑰の相違 
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が，中央制御室制御盤内に火災が発生しても，高感度

煙検出設備や中央制御室の火災感知器からの感知信

号により，常駐する運転員が早期に消火活動を行うこ

とで，相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブルへの火災の影響を防止できる設計とす

る。 

 

消火設備は，電気機器へ悪影響を与えない二酸化炭

素消火器を使用する設計とし，常駐する運転員による

中央制御室内の火災の早期感知及び消火を図るため

に，消火活動の手順を定める。 

火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定し，サー

モグラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定できる装

置を配備する。 

 

 

 

 

b. 中央制御室床下フリーアクセスフロアの影響軽減対策 

 

中央制御室の火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的として

近接して設置することから，中央制御室床下フリーアク

セスフロアに敷設する火災防護対象ケーブルについて

も，互いに相違する系列の3 時間以上の耐火能力を有す

る隔壁による分離，又は水平距離を6m 以上確保するこ

とが困難である。このため，中央制御室床下フリーアク

セスフロアについては，下記に示す分離対策等を行う設

計とする。 

 

 

(a) 分離板等による分離 

中央制御室床下フリーアクセスフロアに敷設する

互いに相違する系列の火災防護対象ケーブルについ

ては，非安全系ケーブルを含めて1 時間以上の耐火能

力を有する分離板又は障壁で分離する設計とする。ま

制御室制御盤内に火災が発生しても，高感度煙感知器や中央

制御室の火災感知器からの感知信号により，常駐する運転員

が中央制御室に設置する消火器で早期に消火活動を行うこ

とで，相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルへの火災の影響を防止できる設計とする。 

 

 

消火設備は，電気機器へ悪影響を与えない二酸化炭素消火

器を使用する設計とし，常駐する運転員による中央制御室内

の火災の早期感知及び消火を図るために，消火活動の手順を

定めて，訓練を実施する。火災の発生箇所の特定が困難な場

合も想定し，サーモグラフィカメラ等，火災の発生箇所を特

定できる装置を配備する設計とする。 

 

 

 

 

 

b.  中央制御室床下コンクリートピットの影響軽減対策 

 

中央制御室の火災防護対象機器及び火災防護対象ケー

ブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的として近接

して設置することから，中央制御室床下コンクリートピッ

トに敷設する火災防護対象ケーブルについても，互いに相

違する系列の 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁による

分離，又は水平距離を 6m 以上確保することが困難である。

このため，中央制御室床下コンクリートピットについて

は，下記に示す分離対策等を行う設計とする。 

 

 

 

(a) コンクリートピット等による分離 

中央制御室床下コンクリートピットは,安全区分ごと

に分離されているため,安全区分の異なるケーブルは分

離して敷設する設計とし，コンクリートピットは,1 時間

の耐火能力を有する構造（原子力発電所の火災防護指針 

備は設置しないが，中央制御室及び補助盤室の制御盤

内に火災が発生しても，高感度煙検出設備や中央制御

室及び補助盤室の火災感知器からの感知信号により，

中央制御室に常駐する運転員が早期に消火活動を行

うことで，相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルへの火災の影響を防止できる設計

とする。 

消火設備は，電気機器へ悪影響を与えない二酸化炭

素消火器を使用する設計とし，中央制御室に常駐する

運転員による中央制御室及び補助盤室の制御盤内の

火災の早期感知及び消火を図るために，消火活動の手

順を定める。 

火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定し，サー

モグラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定できる装

置を配備する。 

なお，補助盤室には全域ガス消火設備を設置する設

計とする。 

 

b．中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室及

び計算機室の影響軽減対策 

中央制御室及び補助盤室の火災防護対象機器及び火

災防護対象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性向上

を目的として近接して設置することから，中央制御室及

び補助盤室の床下のケーブル処理室及び計算機室に布

設する火災防護対象ケーブルについても，互いに相違す

る系列の３時間以上の耐火能力を有する隔壁による分

離，又は水平距離６m以上確保することが困難である。

このため，中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処

理室及び計算機室については，以下に示す分離対策等を

行う設計とする。 

 

(a)隔壁等による分離 

中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室

及び計算機室は，ある区分の火災防護対象ケーブルが

布設されている箇所に異なる区分の火災防護対象ケ

ーブルを布設する場合は，１時間の耐火能力を有する

【柏崎 6/7，東海第二】 

 8 条-⑰の相違 
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【柏崎 6/7，東海第二】 
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た，ある区分の火災防護対象ケーブルが敷設されてい

る箇所に別区分の火災防護対象ケーブルを敷設する

場合は，1 時間以上の耐火能力を有する耐火材で覆っ

た電線管又はトレイに敷設する。 

 

(b) 火災感知設備 

中央制御室床下フリーアクセスフロアには，固有の

信号を発する異なる種類の煙感知器と熱感知器を組

み合わせて設置する設計とする。これらの感知設備

は，アナログ式のものとする等，誤作動防止対策を実

施する。 

 

また，これらの火災感知設備は，外部電源喪失時に

おいても火災の感知が可能となるよう，非常用電源か

ら受電するとともに，火災受信機盤は中央制御室に設

置し常時監視できる設計とする。受信機盤は，作動し

た火災感知器を1 つずつ特定できる機能を有する設

計とする。 

さらに，火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定

し，サーモグラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定

できる装置を配備する設計とする。 

(c) 消火設備 

中央制御室床下フリーアクセスフロアは，中央制御

室からの手動操作により早期の起動が可能な固定式

ガス消火設備（消火剤はハロン1301）を設置する設計

とする。この消火設備は，それぞれの安全系区分を消

火できるものとし，故障警報及び作動前の警報を中央

制御室に吹鳴する設計とする。また，外部電源喪失時

においても消火が可能となるよう，非常用電源から受

電する。 

中央制御室床下フリーアクセスフロアの固定式ガ

ス消火設備について，消火後に発生する有毒なガス

（フッ化水素等）は中央制御室の空間容積が大きいた

め拡散による濃度低下が想定されるが，中央制御室に

運転員が常駐していることを踏まえ，消火の迅速性と

人体への影響を考慮して手動操作による起動とする。

JEAG4607-2010〔解説-4-5〕「耐火壁」(2)仕様を引用）と

する。 

 

 

 

(b) 火災感知設備 

中央制御室床下コンクリートピット内には，固有の信

号を発する異なる 2 種類の火災感知器として，煙感知器

と熱感知器を組み合わせて設置する設計とする。これら

の火災感知設備は，アナログ機能を有するものとする。 

 

 

また，火災感知設備は，外部電源喪失時においても火

災の感知が可能となるように，非常用電源から受電する

とともに，火災受信機盤は中央制御室に設置し常時監視

できる設計とする。受信機盤は，作動した火災感知器を 1

つずつ特定できる機能を有する設計とする。 

 

 

 

 

(c) 消火設備 

中央制御室床下コンクリートピット内には，系統分離

の観点から中央制御室からの手動操作により早期の起動

も可能なハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置する

設計とする。 

この消火設備は，それぞれの安全区分を消火できるもの

とし，故障警報及び作動前の警報を中央制御室に吹鳴する

と共に，時間遅れをもってハロンガスを放出する設計とす

る。また，外部電源喪失時においても消火が可能となるよ

うに，非常用電源から受電する。 

 

 

 

 

 

隔壁（耐火ラッピング）で覆った電線管，ケーブルト

レイ又はフレキシブル電線管に布設する。 

 

 

 

(b)火災感知設備 

中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室

及び計算機室は，固有の信号を発する異なる感知方式

の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を組み合わせ

て設置する設計とする。これらの火災感知設備は，ア

ナログ式のものとする等，誤作動防止対策を実施す

る。 

また，これらの火災感知設備は，外部電源喪失時に

おいても火災の感知が可能となるよう，非常用電源か

ら受電するとともに，火災受信機盤は中央制御室及び

補助盤室に設置し常時監視できる設計とする。受信機

盤は，作動した火災感知器を１つずつ特定できる機能

を有する設計とする。 

 

 

 

(c)消火設備 

中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室

及び計算機室は，系統分離の観点から中央制御室から

の手動操作により早期の起動も可能な全域ガス自動

消火設備（消火剤はハロン1301）を設置する設計とす

る。 

この消火設備は，それぞれの安全区分を消火できる

ものとして，故障警報及び作動前の警報を中央制御室

に吹鳴する設計とする。また，外部電源喪失時におい

ても消火が可能となるよう，非常用電源から受電す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 8 条-⑰の相違 
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また，中央制御室床下フリーアクセスフロアの固定式

ガス消火設備は，中央制御室床下フリーアクセスフロ

アにアナログ式の異なる2 種類の火災感知器を設置

すること，中央制御室内には運転員が常駐することを

踏まえ，手動操作による起動により，自動起動と同等

に早期の消火が可能な設計とする。 

なお，中央制御室床下フリーアクセスフロアの固定

式ガス消火設備には，火災感知器と連動した自動起動

機能を設ける。 

 

c.原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持 

火災により，中央制御室内の一つの制御盤の機能がす

べて喪失したと仮定しても，他の制御盤での運転操作や

現場での操作により，原子炉の高温停止及び低温停止を

達成し，維持が可能な設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

(4) 原子炉格納容器内に対する火災の影響軽減のための対

策 

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒

素ガスが封入され雰囲気が不活性化されていることか

ら，火災の発生は想定されない。 

一方で，窒素ガスが封入されていない期間のほとんど

は原子炉が低温停止に到達している期間であるが，わず

かではあるものの原子炉が低温停止に到達していない

期間もあることを踏まえ，以下のとおり火災の影響軽減

対策を講じる。 

なお，原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物

について，持込み期間・可燃物量・持込み場所等を管理

する。また，原子炉格納容器内の発火性又は引火性物質

である潤滑油を内包する設備，分電盤等については，金

属製の筐体やケーシングで構成すること，発火性又は引

火性物質である潤滑油を内包する設備は溶接構造又は

シール構造の採用により潤滑油の漏えい防止対策を講

じるとともに，万一の漏えいを考慮し，漏えいした潤滑

油が拡大しないよう堰等を設け拡大防止対策を行う設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c.  原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持 

火災により，中央制御室内の一つの制御盤の機能が

すべて喪失したと仮定しても，他の制御盤での運転操

作や現場での操作により，原子炉の高温停止及び低温

停止の達成，維持が可能な設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

 (4)  原子炉格納容器内に対する火災の影響軽減のための

対策 

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒素

が封入され雰囲気が不活性化されていることから，火災の

発生は想定されない。 

一方で，窒素が封入されていない期間のほとんどは原子

炉が低温停止に到達している期間であるが，わずかではあ

るものの原子炉が低温停止に到達していない期間もある

ことを踏まえ，以下のとおり火災の影響軽減対策を講じ

る。 

なお，原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物に

ついて，持込み期間，可燃物量，持込み場所等を管理する。

また，原子炉格納容器内の発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備，分電盤については，金属

製の筐体やケーシングで構成すること，発火性又は引火性

物質である潤滑油を内包する設備は溶接構造又はシール

構造の採用により潤滑油の漏えい防止対策を講じるとと

もに，万一の漏えいを考慮し，漏えいした潤滑油が拡大し

ないように堰等を設け拡大防止対策を行う設計とするこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c．原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持 

火災により，中央制御室内及び補助盤室内の一つの制

御盤の機能が全て喪失したと仮定しても，他の制御盤で

の運転操作や現場での操作により，原子炉の高温停止及

び低温停止を達成し，維持が可能な設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

 

(4)原子炉格納容器内に対する火災の影響軽減のための対

策 

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒

素ガスが封入され雰囲気が不活性化されていることか

ら，火災の発生は想定されない。 

一方で，窒素ガスが封入されていない期間のほとんど

は原子炉が低温停止に到達している期間であるが，わず

かではあるものの原子炉が低温停止に到達していない

期間もあることを踏まえ，以下のとおり火災の影響軽減

対策を講じる。 

なお，原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物

について，持込み期間，可燃物量，持込み場所等を管理

する。また，原子炉格納容器内の発火性又は引火性物質

である潤滑油を内包する設備，分電盤等については，金

属製の筐体やケーシングで構成すること，発火性又は引

火性物質である潤滑油を内包する設備は溶接構造又は

シール構造の採用により潤滑油の漏えい防止対策を講

じるとともに，万一の漏えいを考慮し，漏えいした潤滑

油が拡大しないよう堰等を設け拡大防止対策を行う設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 8 条-⑰の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

計とすること，及び油を内包する点検用機器は通常時電

源を切る運用とすることによって，火災発生時において

も火災防護対象機器等への火災影響の低減を図る設計

とする。 

 

a.火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が

密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の3 

時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難であ

る。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルの系統分離は，火災によっても原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための機

能が同時に喪失しないことを目的に行うことから，原

子炉格納容器の状態に応じて以下のとおり対策を行

う。 

(a) 起動中 

ⅰ. 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象

機器の分散配置 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等

が密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等

の3 時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困

難である。このため，起動中は原子炉格納容器内に

は可燃物を仮置きしない運用とするとともに，火災

防護対象機器及び火災防護対象ケーブルについて

は，離隔距離の確保及び金属製の密閉ダクトの使用

等により火災の影響軽減対策を行う設計とする。 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器は，系統分

離の観点から安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器等

の水平距離を6m 以上確保し，安全系区分Ⅰと安全

系区分Ⅱ機器等の離隔間において可燃物が存在す

ることの無いように，異なる区分の機器間にある介

在物（ケーブル，電磁弁）については金属製の筐体

に収納することで延焼防止対策を行う設計とする。 

とによって，火災発生時においても火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルへの火災影響の低減を図る設計と

する。 

 

 

a.  火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系

統分離 

 

 

 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルの系統分離は，火災によっても原子炉

の高温停止及び低温停止を達成，維持するために必要

な機能が同時に喪失しないことを目的に行うことか

ら，原子炉格納容器内の状態に応じて以下のとおり対

策を行う。 

(a) 起動中 

ⅰ) 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護

対象機器の分散配置 

原子炉格納容器内においては，機器やケー

ブルが密集し，干渉物などが多く設置されて

いる。このため，火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルについては，金属製の電線

管の使用等により火災の影響軽減対策を行う

設計とする。 

 

 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルは，系統分離の観点か

ら安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器を可能な限り

離隔して配置，安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器

等の間に可燃物が存在することのないよう

に，異なる安全区分の機器間にある介在物(ケ

ーブル，電磁弁)については，金属製の筐体に

計とすること，及び油を内包する点検用機器は通常時電

源を切る運用とすることによって，火災発生時において

も火災防護対象機器等への火災影響の低減を図る設計

とする。 

 

a．火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が

密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の３

時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難であ

る。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルの系統分離は，火災によっても原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための機

能が同時に喪失しないことを目的に行うことから，原

子炉格納容器の状態に応じて以下のとおり対策を行

う。 

(a)起動中 

ⅰ．火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象

機器の分散配置 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等

が密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等

の３時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困

難である。このため，起動中は原子炉格納容器内に

は可燃物を仮置きしない運用とするとともに，火災

防護対象機器及び火災防護対象ケーブルについて

は，離隔距離の確保及び金属製の蓋付ケーブルトレ

イの使用等により火災の影響軽減対策を行う設計

とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器は，系統分

離の観点から安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器等

を可能な限り離隔して配置し，安全系区分Ⅰと安全

系区分Ⅱ機器等の離隔間において可燃物が存在す

ることのないように，異なる区分の機器間にある介

在物（ケーブル，電磁弁）については金属製の筐体

に収納することで延焼防止対策を行う設計とする。 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は，火災

の発生防止対策として

通常時電源「切」の運

用としている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，原子

炉格納容器内の機器配

置等から6mの離隔距離

を確保することが困難
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原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，原

子炉格納容器貫通部を区分ごとに離れた場所に設

置し，可能な限り距離的分離を図る設計とする。ま

た，火災発生後，消火活動を開始するまでの時間の

耐火性能を確認した電線管又は金属製の密閉ダク

トに敷設することによって，近接する他の区分の機

器に火災の影響を及ぼすことなく消火できる設計

とする。 

 

原子炉圧力容器下部においては，火災防護対象機

器である起動領域モニタの核計装ケーブルを一部

露出して敷設するが，火災の影響軽減の観点から，

起動領域モニタはチャンネルごとに位置的分散を

図って設置する設計とする。 

 

 

ⅱ. 火災感知設備 

火災感知設備については，アナログ式の異なる2 

種類の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置

する設計とする。 

ⅲ. 消火設備 

原子炉格納容器内の消火については，消火器を使

用する設計とする。また，消火栓を用いても対応で

きる設計とする。 

 

 

 

なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス

置換完了までの間で原子炉格納容器内の火災が発

生した場合には，火災による延焼防止の観点から窒

素ガス封入作業を継続し，原子炉格納容器内の等価

火災時間が経過した後に開放し現場確認を行う。 

 

 

収納することや本体が金属製であることで延

焼防止対策を行う設計とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブル

は，原子炉格納容器外から原子炉格納容器貫

通部をとおり原子炉格納容器内に敷設してい

るが，原子炉格納容器貫通部は区分毎に離れ

た場所に設置し，可能な限り位置的分散を図

る設計とする。 

 

 

 

原子炉圧力容器下部においては，火災防護

対象機器である起動領域モニタの核計装ケー

ブルを露出して敷設するが，難燃ケーブルを

使用しており，また，火災の影響軽減の観点

から，起動領域モニタはチャンネル毎に位置

的分散を図って設置する設計とする。 

 

ⅱ) 火災感知設備 

火災感知設備については，アナログ式の異

なる2種類の火災感知器(煙感知器及び熱感知

器)を設置する設計とする。 

ⅲ) 消火設備 

原子炉格納容器内の消火については，消火

器を使用する設計とする。また，消火栓を用

いた消火ができる設計とする。火災の早期消

火を図るために，原子炉格納容器内の消火活

動の手順を定めて，自衛消防隊（運転員，消

防隊）の訓練を実施する。 

なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒

素置換完了までの間で原子炉格納容器内の火

災が発生した場合には，火災による延焼防止

の観点から，窒素封入開始後，約 1.5 時間を

目安に窒素封入作業の継続による窒息消火又

は窒素封入作業を中止し，早期の消火活動を

実施する。 

 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，原

子炉格納容器貫通部を区分毎に離れた場所に設置

し，原則，電線管又は金属製の蓋付ケーブルトレイ

に布設するとともに，１ｍ以上の距離的分離を図る

設計とする。また，電線管又は金属製の蓋付ケーブ

ルトレイに布設することによって，火災発生後，消

火活動を開始するまでの時間内に近接する他の区

分の機器に火災の影響を及ぼすことなく消火でき

る設計とする。 

原子炉圧力容器下部においては，火災防護対象機

器である中性子源領域計装の核計装ケーブルを一

部露出して布設するが，難燃ケーブルを使用してお

り，また，火災の影響軽減の観点から，中性子源領

域計装はチャンネル毎に位置的分散を図って設置

する設計とする。 

 

ⅱ．火災感知設備 

火災感知設備については，アナログ式の異なる感

知方式の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設

置する設計とする。 

ⅲ．消火設備 

原子炉格納容器内の消火については，消火器を使

用する設計とする。また，消火栓を用いても対応で

きる設計とする。 

 

 

 

なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス

置換完了までの間で原子炉格納容器内の火災が発

生した場合には，火災による延焼防止の観点から窒

素ガス封入作業を継続し，原子炉格納容器内の等価

火災時間が経過した後に開放し現場確認を行う。 

 

 

であることから，可能

な限り離隔を確保する

設計としている（以下，

8条-⑱の相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，中性

子源領域計装にて原子

炉の未臨界監視機能を

達成する設計としてい

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は，PCV

内の等価時間を目安に

現場確認を行う運用と
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(b) 低温停止中 

ⅰ. 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象

機器の分散配置 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等

が密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等

の3 時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困

難である。このため，低温停止中は原子炉起動中と

同様に，原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルは，系統分離の観点から安全

系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器等の水平距離を6m 以

上確保し，安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器等の間

において可燃物が存在することのないように，異な

る区分の機器間にある介在物（ケーブル，電磁弁）

については金属製の筐体に収納することで延焼防

止対策を行う設計とする。 

 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の火災

防護対象ケーブルは，原子炉格納容器貫通部を区分

ごとに離れた場所に設置し，可能な限り距離的分離

を図る設計とする。また，火災発生後，消火活動を

開始するまでの時間の耐火性能を確認した電線管

又は金属製の密閉ダクトに敷設することによって，

近接する他の区分の火災防護対象機器へ火災の影

響を及ぼすことなく消火できる設計とする。 

 

原子炉低温停止中，電動駆動制御棒駆動機構につ

いては燃料交換等で一時的に制御棒を操作する場

合以外は電源を切り，誤作動を防止する設計とす

る。 

 

 

ⅱ. 火災感知設備 

原子炉起動中と同様に，アナログ式の異なる2 種

類の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置す

る設計とする。 

ⅲ. 消火設備 

(b) 低温停止中 

ⅰ) 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護

対象機器の分散配置 

原子炉格納容器内においては，機器やケー

ブルが密集し，干渉物などが多く設置されて

いる。このため，原子炉起動中と同様に，原

子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルは，系統分離の観点から安

全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器等の離隔距離を可

能な限りとることで位置的分散し，安全区分

Ⅰと安全区分Ⅱ機器等の間で可燃物が存在す

ることのないように，異なる区分の機器間に

ある介在物（ケーブル，電磁弁）については，

金属製の筐体に収納することや本体が金属製

であることで延焼防止対策を行う設計とす

る。 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内

の火災防護対象ケーブルは，原子炉格納容器

貫通部は区分ごとに離れた場所に設置し，可

能な限り位置的分散を図る設計とする。 

また，火災発生後，消火活動を開始するま

での時間の耐火性能を確認した電線管,又は

金属製の筐体に敷設することによって，近接

する他の機器に火災の影響を及ぼすことなく

消火できる設計とする。 

低温停止中は，原子炉の安全停止が達成・

維持された状態であること，制御棒は金属等

の不燃性材料で構成された機械品であること

から，原子炉格納容器内の火災によっても，

原子炉の停止機能及び未臨界機能の喪失は想

定されない。 

ⅱ) 火災感知設備 

原子炉起動中と同様に，アナログ式の異な

る 2 種類の火災感知器（煙感知器及び熱感知

器）を設置する設計とする。 

ⅲ) 消火設備 

(b)低温停止中 

ⅰ．火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象

機器の分散配置 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等

が密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等

の３時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困

難である。このため，低温停止中は原子炉起動中と

同様に，原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルは，系統分離の観点から安全

系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器等を可能な限り離隔

して配置し，安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器等の

間において可燃物が存在することのないように，異

なる区分の機器間にある介在物（ケーブル，電磁弁）

については金属製の筐体に収納することで延焼防

止対策を行う設計とする。 

 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の火災

防護対象ケーブルは，原子炉格納容器貫通部を区分

毎に離れた場所に設置し，原則，電線管又は金属製

の蓋付ケーブルトレイに布設するとともに,１ｍ以

上の距離的分離を図る設計とする。また，電線管又

は金属製の蓋付ケーブルトレイに布設することに

よって，火災発生後，消火活動を開始するまでの時

間内に近接する他の区分の機器に火災の影響を及

ぼすことなく消火できる設計とする。 

低温停止中は，原子炉の安全停止が達成・維持さ

れた状態であること，制御棒は金属等の不燃性材料

で構成された機械品であることから，原子炉格納容

器内の火災によっても，原子炉の停止機能及び未臨

界機能の喪失は想定されない。 

 

ⅱ．火災感知設備 

原子炉起動中と同様に，アナログ式の異なる感知

方式の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置

する設計とする。 

ⅲ. 消火設備 

している 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

8 条-⑱の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

制御棒駆動機構の構

造が異なる（島根 2 号

炉は，水圧制御のみ） 
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原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の消火

については，消火器を使用する設計とする。また，

消火栓を用いても対応できる設計とする。 

 

 

 

 

 

b.火災の影響軽減対策への適合について 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が

密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の3 

時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難であ

る。このため，火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルについては，離隔距離の確保及び電線管，金属

製の密閉ダクトの使用等により火災の影響軽減対策

を行う設計とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器は，系統分離

の観点から安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器の水平

距離を6m 以上確保し，安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ

機器の離隔間において可燃物が存在することの無い

ように，異なる区分の機器間にある介在物（ケーブル，

電磁弁）については金属製の筐体に収納することで延

焼防止対策を行う設計とする。 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，単一

火災によって複数区分が機能喪失することのないよ

うに，消火活動を開始するまでの時間の耐火性能を確

認した電線管又は金属製の密閉ダクトに敷設する設

計とする。 

また，保守的な評価として，火災による原子炉格納

容器内の安全機能の全喪失を仮定した評価を行い，原

子炉の高温停止及び低温停止の達成及び維持が，運転

員の操作と相まって，可能である設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内

の消火については，消火器を使用する設計と

する。また，消火栓を用いても対応できる設

計とする。火災の早期消火を図るために，原

子炉格納容器内の消火活動の手順を社内規程

に定めて，自衛消防隊（運転員，消防隊）訓

練を実施する。 

 

b. 火災の影響軽減対策への適合について 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブルが密

集し，干渉物などが多く設置されている。このため，

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルについ

ては，離隔距離の確保及び電線管，筐体の使用等によ

り火災の影響軽減対策を行う設計とする。 

 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルは，系統分離の観点から安全区分Ⅰと

安全区分Ⅱ機器等の離隔距離を可能な限りとること

として位置的分散し，安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器等

の間に可燃物が存在することのないように，異なる区

分の機器間にある介在物（ケーブル，電磁弁）につい

ては，金属製の筐体に収納することや本体が金属製で

あることで延焼防止対策を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

また，保守的な評価として，火災による原子炉格納

容器内の安全機能の全喪失を仮定した評価を行い，原

子炉の高温停止及び低温停止の達成及び維持が，運転

員の操作と相まって，可能である設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の消火

については，消火器を使用する設計とする。また，

消火栓を用いても対応できる設計とする。 

 

 

 

 

 

b．火災の影響軽減対策への適合について 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が

密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の３

時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難であ

る。このため，火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルについては，離隔距離の確保及び電線管，金属

製の蓋付ケーブルトレイの使用等により火災の影響

軽減対策を行う設計とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器は，系統分離

の観点から安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器等を可

能な限り離隔して配置し，安全系区分Ⅰと安全系区分

Ⅱ機器間において可燃物が存在することのないよう

に，異なる区分の機器間にある介在物（ケーブル，電

磁弁）については金属製の筐体に収納することで延焼

防止対策を行う設計とする。 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，単一

火災によって複数区分が機能喪失することのないよ

うに，消火活動を開始するまでの時間の耐火性能を確

認した電線管又は金属製の蓋付ケーブルトレイに布

設する設計とする。 

また，保守的な評価として，火災による原子炉格納

容器内の安全機能の全喪失を仮定した評価を行い，原

子炉の高温停止及び低温停止の達成及び維持が，運転

員の操作と相まって，可能である設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

8 条-⑱の相違 
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(5) 非常用ディーゼル発電機軽油タンク及び燃料移送ポ

ンプ 

非常用ディーゼル発電機軽油タンクは，屋外に2 基

ずつ設置されているが，これらの軽油タンク間の水平

距離は約7m であり，6m 以上の水平距離を確保する設

計とする。 

非常用ディーゼル発電機軽油タンクは，屋外に設置

されているため自動起動の固定式消火設備の設置は

困難であるが，外部火災影響評価より一方の軽油タン

クで火災が発生してももう一方の軽油タンクには引

火が生じないこと（第6 条 外部からの衝撃による損

傷の防止），非常用ディーゼル発電機軽油タンクは1 

基で非常用ディーゼル発電機2 台に7 日間分の燃料

を供給できる容量を有する設計であり火災後も片系

のみで機能維持が可能なこと，軽油タンクの他に非常

用ディーゼル発電機ディタンクが原子炉建屋内に3 

基あり，各ディタンクに対応する非常用ディーゼル発

電機に8 時間分の燃料を供給できるため，軽油タンク

での火災発生から消火までの間も機能維持が可能な

ことから，単一の火災によっても非常用ディーゼル発

電機が機能喪失するおそれはない。 

また，燃料移送ポンプについても軽油タンクの防油

堤近傍に設置された屋外開放の設備となり自動起動

の固定式消火設備は設置されていないが，安全系区分

Ⅰ，Ⅲと安全系区分Ⅱの間が外部火災を考慮した防護

板により防護されていること（第6 条 外部からの衝

撃による損傷の防止），異なる区分のポンプが火源と

なる軽油タンクから7m 以上の水平距離を有している

ことから，影響軽減が図られており単一の火災によっ

て非常用ディーゼル発電機が機能喪失するおそれは

ない。 

さらに，軽油タンクと非常用ディーゼル発電機燃料

ディタンクとの間には，建屋内外に手動の隔離弁が設

置されており，火災が発生した場合でもそれぞれのタ

ンクを隔離することが可能である。 

なお，非常用ディーゼル発電機軽油タンク並びに燃

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉のディー

ゼル燃料貯蔵タンク及

び燃料移送ポンプは，

基準要求どおり影響軽

減対策を実施している 
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料移送ポンプについては，「2.2.2.1.(2) 固有の信号

を発する異なる火災感知器の設置」で示したように，

早期の火災感知のため異なる2 種類の感知器を設置

する設計とするとともに，屋外であり煙の充満又は放

射線の影響によって消火困難とならないことから，火

災が発生した場合は消火器又は移動式消火設備で消

火を行う。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

(6) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に関わる火災区

域の分離 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域は，重要度に応

じて3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3 

時間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である

123mmより厚い140mm 以上の壁厚を有するコンクリー

ト壁並びに3 時間耐火に設計上必要なコンクリート

厚である219mm より厚い床，天井又は火災耐久試験に

より3 時間以上の耐火能力を有することを確認した

耐火壁（貫通部シール，防火扉，防火ダンパ，天井デ

ッキスラブ）により，隣接する他の火災区域と分離す

る設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

(7) 換気設備による火災の影響軽減対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域に関連する換気設備には，他の火災区域又は

火災区画への火，熱又は煙の影響が及ばないよう，火

災区域又は火災区画の境界となる箇所に3 時間耐火

性能を有する防火ダンパを設置する設計とする。 

換気設備のフィルタは，「2.2.1.2.(4) 換気設備の

フィルタに対する不燃性材料又は難燃性材料の使用」

に示すとおり，チャコールフィルタを除き難燃性のも

のを使用する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)  放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に関わる火災区域

の分離 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器を設置する火災区域は，3 時間以上の耐火能力

を有する耐火壁として，3 時間耐火に設計上必要な 150mm

以上の壁厚を有するコンクリート耐火壁や火災耐久試験

により3時間以上の耐火能力を有することを確認した耐火

壁（耐火隔壁，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ等）に

よって，他の火災区域と分離する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

 

 

 

 

(6) 換気設備による火災の影響軽減対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域に設置する換気設備には，他の火災区域又は火災区画

への火，熱又は煙の影響がおよばないよう，他の火災区域

又は火災区画からの境界となる箇所に3時間耐火性能を有

する防火ダンパを設置する設計とする。 

換気設備のフィルタは，「1.5.1.2.2(4)換気設備のフィ

ルタに対する不燃性材料又は難燃性材料の使用」に示すと

おり，チャコールフィルタを除き難燃性のものを使用する

設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に関わる火災区域

の分離 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域は，重要度に応

じて３時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，３

時間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である

123mm以上の壁厚を有するコンクリート壁並びに３時

間耐火に設計上必要なコンクリート厚である219mmよ

り厚い床，天井又は火災耐久試験により３時間以上の

耐火能力を有することを確認した耐火壁（耐火障壁，

貫通部シール，防火扉，防火ダンパ）により，隣接す

る他の火災区域と分離する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

 

 

(6)換気設備による火災の影響軽減対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域に関連する換気設備には，他の火災区域又は

火災区画への火，熱又は煙の影響が及ばないよう，火

災区域又は火災区画の境界となる箇所に３時間耐火

性能を有する防火ダンパを設置する設計とする。 

換気設備のフィルタは，「2.2.1.2.(4) 換気設備の

フィルタに対する不燃性材料又は難燃性材料の使用」

に示すとおり，チャコールフィルタを除き難燃性のも

のを使用する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-③の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-④の相違 
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(8) 煙に対する火災の影響軽減対策 

通常運転員が常駐する火災区域は中央制御室のみ

であるが，中央制御室の火災発生時の煙を排気するた

め，建築基準法に準拠した容量の排煙設備を設置する

設計とする。 

なお，排煙設備は中央制御室専用であるため，放射

性物質の環境への放出を考慮する必要はない。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集す

る火災区域（中央制御室床下フリーアクセスフロア，

ケーブル処理室，非常用ディーゼル発電機室，非常用

ディーゼル発電機燃料ディタンク室）については，二

酸化炭素消火設備又は全域ガス消火設備により早期

に消火する設計とする。 

なお，引火性液体が密集する非常用ディーゼル発電

機軽油タンクについては屋外に設置するため，煙が大

気に放出されることから，排煙設備を設置しない設計

とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

 

(9) 油タンクに対する火災の影響軽減対策 

火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換

気空調設備による排気，又はベント管により屋外に排

気する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.1.）】 

 

2.2.3.2. 火災影響評価 

火災の影響軽減のための対策を前提とし，設備等の設置

状況を踏まえた可燃性物質の量等をもとに想定される発

電用原子炉施設内の火災によって，安全保護系及び原子炉

停止系の作動が要求される場合には，火災による影響を考

慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失

うことなく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し維持

できることを，「(1)火災伝播評価」から「(3) 隣接火災

区域に火災の影響を与える火災区域に対する火災影響評

(7) 煙に対する火災の影響軽減対策 

通常運転員が常駐する火災区域は中央制御室のみであ

るが，中央制御室の火災発生時の煙を排気するため，建築

基準法に準拠した容量の排煙設備を配備する設計とする。 

 

なお，排煙設備は中央制御室専用であるため，放射性物

質の環境への放出を考慮する必要はない。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区

域又は火災区画（電気室，ケーブル処理室，非常用ディー

ゼル発電機室，非常用ディーゼル発電機燃料デイタンク

室）については，ハロゲン化物自動消火設備（全域）又は，

二酸化炭素自動消火設備（全域）により早期に消火する設

計とする。 

なお，軽油貯蔵タンクは屋外で地下埋設構造であるた

め，煙が大気に放出されることから，排煙設備を設置しな

い設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

 

 

(8) 油タンクに対する火災の影響軽減対策 

火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換気空

調設備による排気，又はベント管により屋外に排気する設

計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

1.5.1.4.2 火災影響評価 

火災の影響軽減のための対策を前提とし，設備等の設置状況

を踏まえた可燃性物質の量等を基に想定される発電用原子炉

施設内の火災によって，安全保護系及び原子炉停止系の作動が

要求される場合には，火災による影響を考慮しても，多重化さ

れたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持できることを，「(1) 火災

伝播評価」から「(3) 隣接火災区域に火災の影響を与える火災

区域に対する火災影響評価」に示す火災影響評価により確認す

(7)煙に対する火災の影響軽減対策 

通常運転員が常駐する火災区域は中央制御室のみ

であるが，中央制御室の火災発生時の煙を排気するた

め，建築基準法に準拠した容量の排煙設備を設置する

設計とする。 

なお，排煙設備は中央制御室専用であるため，放射

性物質の環境への放出を考慮する必要はない。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集す

る火災区域（非常用電気室，ケーブル処理室及び計算

機室，非常用ディーゼル発電機室，ディーゼル燃料デ

イタンク室，補助盤室及び運転員控室）については，

全域ガス消火設備により早期に消火する設計とする。 

 

なお，引火性液体が密集するディーゼル燃料貯蔵タ

ンクについては屋外で地下埋設構造であるため，煙が

大気に放出されることから，排煙設備を設置しない設

計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

 

 

(8)油タンクに対する火災の影響軽減対策 

火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換

気空調設備による排気，又はベント管により屋外に排

気する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.1.)】 

 

2.2.3.2.火災影響評価 

火災の影響軽減のための対策を前提とし，設備等の設置

状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に想定される発電

用原子炉施設内の火災によって，安全保護系及び原子炉停

止系の作動が要求される場合には，火災による影響を考慮

しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失う

ことなく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持

できることを，「(1) 火災伝播評価」から「(3) 隣接火災

区域に火災の影響を与える火災区域に対する火災影響評

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 8 条-⑭の相違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉のディー

ゼル燃料貯蔵タンク

は，地下埋設構造を採

用している 
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価」に示す火災影響評価により確認する。 

ただし，中央制御室制御盤及び原子炉格納容器に対して

は，「2.2.3.1. 安全機能を有する構築物，系統及び機器

の重要度に応じた火災の影響軽減のための方策」で示すと

おり，火災が発生しても，原子炉の高温停止及び低温停止

の達成，維持は可能である。 

また，内部火災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全

保護系，原子炉停止系の作動が要求される事象が発生する

可能性があるため，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価

に関する審査指針」に基づき，運転時の異常な過渡変化又

は設計基準事故に対処するための機器に単一故障を想定

しても，以下の状況を考慮し，多重性をもったそれぞれの

系統が同時に機能を喪失することなく，原子炉の高温停

止，低温停止を達成することが可能であることを火災影響

評価により確認する。 

・内部火災発生を想定する区域及びその影響範囲の安全

重要度クラス1及びクラス2 の火災防護対象設備は内

部火災により機能喪失するが，それ以外の区域の火災

防護対象設備は機能が維持される。 

・原子炉建屋又はタービン建屋において，内部火災が発

生することを仮定し，当該建屋内の火災防護対象設備

以外は機能喪失する。 

・原子炉建屋又はタービン建屋において発生した内部火

災は，当該の建屋以外に影響を及ぼさない。 

・中央制御室における火災については，火災感知器によ

る早期感知や運転員によるプラント停止が期待でき，

内部火災による影響波及範囲は限定的である。 

 

 

火災区域の変更や火災区域設定に影響を与える可能性

がある工事を実施する場合には，火災防護計画に従い火災

影響評価を行い，火災による影響を考慮しても多重性をも

ったそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し維持できることを確認

するとともに，変更管理を行う。 

なお，「2.2.3.2. 火災影響評価」では，火災区域又は

る。 

ただし，中央制御室制御盤及び原子炉格納容器に対しては，

「1.5.1.4.1(2) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブ

ルの系統分離」で示すとおり，火災が発生しても，原子炉の高

温停止及び低温停止の達成，維持は可能である。 

 

また，内部火災により，原子炉に外乱が及ぶ可能性，又は安

全保護系，原子炉停止系の作動が要求される事象が発生する可

能性があるため，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関す

る審査指針」(平成 2 年 8 月 30 日原子力安全委員会決定)に基

づき，運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故に対処するた

めの機器に単一故障を想定しても，以下の状況を考慮し，多重

性をもったそれぞれの系統が同時に機能を喪失することなく，

原子炉の高温停止，低温停止を達成することが可能であること

を火災影響評価により確認する。 

・内部火災発生を想定する区域及びその影響範囲のクラスⅠ及

びクラスⅡの火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル

は内部火災により機能喪失するが，それ以外の区域の火災防

護対象機器及び火災防護対象ケーブルは機能が維持される。 

・原子炉建屋及びタービン建屋において，内部火災が発生する

ことを仮定し，当該建屋内の火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブル以外は機能喪失する。 

・原子炉建屋又はタービン建屋において発生した内部火災は，

当該の建屋以外に影響をおよぼさない。 

・中央制御室における火災については，火災感知器による早期

感知や運転員によるプラント停止が期待でき，内部火災によ

る影響波及範囲は限定的である。 

 

 

火災区域の変更や火災区域設定に影響を与える可能性が

ある工事を実施する場合には，火災防護計画に従い火災影響

評価を行い，火災による影響を考慮しても多重性をもったそ

れぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し維持できることを確認するととも

に，変更管理を行う。 

なお，「1.5.1.4.2 火災影響評価」では，火災区域又は火

価」に示す火災影響評価により確認する。 

ただし，中央制御室及び補助盤室の制御盤，原子炉格納

容器に対しては，「2.2.3.1. 安全機能を有する構築物，

系統及び機器の重要度に応じた火災の影響軽減のための

対策」で示すとおり，火災が発生しても，原子炉の高温停

止及び低温停止の達成，維持は可能である。 

また，内部火災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全

保護系，原子炉停止系の作動が要求される事象が発生する

可能性があるため，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価

に関する審査指針」に基づき，運転時の異常な過渡変化又

は設計基準事故に対処するための機器に単一故障を想定

しても，以下の状況を考慮し，多重性を持ったそれぞれの

系統が同時に機能を喪失することなく，原子炉の高温停

止，低温停止を達成することが可能であることを火災影響

評価により確認する。 

・内部火災発生を想定する区域及びその影響範囲の安全

重要度クラス１及びクラス２の火災防護対象設備は

内部火災により機能喪失するが，それ以外の区域の火

災防護対象設備は機能が維持される。 

・原子炉建物又はタービン建物において，内部火災が発

生することを仮定し，当該建物内の火災防護対象設備

以外は機能喪失する。 

・原子炉建物又はタービン建物において発生した内部火

災は，当該の建物以外に影響を及ぼさない。 

・中央制御室及び補助盤室における火災については，火

災感知器による早期感知や運転員によるプラント停

止が期待でき，内部火災による影響波及範囲は限定的

である。 

 

火災区域の変更や火災区域設定に影響を与える可能性

がある工事を実施する場合には，火災防護計画に従い火災

影響評価を行い，火災による影響を考慮しても多重性を持

ったそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し維持できることを確認

するとともに，変更管理を行う。 

なお，「2.2.3.2. 火災影響評価」では，火災区域又は

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑱の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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火災区画を，「火災区域」と記載する。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.2.）】 

 

(1) 火災伝播評価 

火災区域での火災発生時に，隣接火災区域に火災の影

響を与える場合は，隣接火災区域を含んだ火災影響評価

を行う必要があるため，当該火災区域の火災影響評価に

先立ち，火災区域ごとに火災を想定した場合の隣接火災

区域への火災の影響の有無を確認する火災伝播評価を

実施する。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.2.）】 

 

(2) 隣接火災区域に火災の影響を与えない火災区域に対

する火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与えない

火災区域については当該火災区域に設置される全機器

の機能喪失を想定しても，「2.2.3.1. 火災の影響軽減

対策」に基づく火災の影響軽減のための対策の実施によ

り，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な成功する方策が少なくとも一つ確保され，

原子炉の高温停止及び低温停止を達成，維持が可能であ

ることを確認する。 

【別添資料1-資料1（2.1.3.2.）】 

 

 

(3) 隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対す

る火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与える火

災区域は，当該火災区域と隣接火災区域の2 区画内の火

災防護対象機器等の有無の組み合わせに応じて，火災区

域内に設置される全機器の機能喪失を想定しても，

「2.2.3.1. 火災の影響軽減対策」に基づく火災の影響

軽減のための対策の実施により，原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持するために必要な成功する方策

が少なくとも一つ確保され，原子炉の高温停止及び低温

停止の達成，維持が可能であることを確認する。 

災区画を，「火災区域」と記載する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.2)】 

 

(1) 火災伝搬評価 

火災区域での火災発生時に，隣接火災区域に火災の影響

を与える場合は，隣接火災区域を含んだ火災影響評価を行

う必要があるため，火災影響評価に先立ち，火災区域ごと

に火災を想定した場合の隣接火災区域への火災の影響の

有無を確認する火災伝播評価を実施する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.2)】 

 

 

(2)  隣接火災区域に火災の影響を与えない火災区域に対す

る火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与えない火

災区域については当該火災区域に設置される全機器の機

能喪失を想定しても，「1.5.1.4.1 安全機能を有する構築

物，系統及び機器の重要度に応じた火災の影響軽減のため

の対策」に基づく火災の影響軽減のための対策の実施によ

り，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な方策が少なくとも一つ確保され，原子炉の高温

停止及び低温停止の達成，維持が可能であることを確認す

る。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.2)】 

 

(3)  隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対する

火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与える火災

区域については，当該火災区域と隣接火災区域の 2 区画内

の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの有無の

組み合わせに応じて，火災区域内に設置される全機器の機

能喪失を想定しても，「1.5.1.4.1 安全機能を有する構築

物，系統及び機器の重要度に応じた火災の影響軽減のため

の対策」に基づく火災の影響軽減のための対策の実施によ

り，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な成功の方策が少なくとも一つ確保され，原子炉

火災区画を，「火災区域」と記載する。 

  【別添資料１-資料１(2.1.3.2.)】 

 

(1)火災伝播評価 

火災区域での火災発生時に，隣接火災区域に火災の影

響を与える場合は，隣接火災区域を含んだ火災影響評価

を行う必要があるため，当該火災区域の火災影響評価に

先立ち，火災区域毎に火災を想定した場合の隣接火災区

域への火災の影響の有無を確認する火災伝播評価を実

施する。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.2.)】 

 

(2)隣接火災区域に火災の影響を与えない火災区域に対す

る火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与えない

火災区域については，当該火災区域に設置される全機器

の機能喪失を想定しても，「2.2.3.1.安全機能を有する

構築物，系統及び機器の重要度に応じた火災の影響軽減

のための対策」に基づく火災の影響軽減のための対策の

実施により，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な成功する方策が少なくとも一つ

確保され，原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持

が可能であることを確認する。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.2.)】 

 

(3)隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対する

火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与える火

災区域は，当該火災区域と隣接火災区域の２区画内の火

災防護対象機器等の有無の組み合わせに応じて，火災区

域内に設置される全機器の機能喪失を想定しても，

「2.2.3.1.安全機能を有する構築物，系統及び機器の重

要度に応じた火災の影響軽減のための対策」に基づく火

災の影響軽減のための対策の実施により，原子炉の高温

停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な成功

する方策が少なくとも一つ確保され，原子炉の高温停止
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【別添資料1-資料1（2.1.3.2.）】 

2.3 個別の火災区域又は火災区画における対策の設計方針 

以下に示す火災区域又は火災区画は，それぞれの特徴を

考慮した火災防護対策を実施する。 

【別添資料1-資料1（2.2.）】 

(1) ケーブル処理室

ケーブル処理室は全域ガス消火設備により消火する

設計とするが，消火活動のため2箇所の入口を設置する

設計とし，ケーブル処理室内においても消火要員による

消火活動を可能とする。 

また，ケーブル処理室の火災の影響軽減のための対策

として，最も分離距離を確保しなければならない蓋なし

の動力ケーブルトレイ間では，互いに相違する系列の間

で水平方向0.9m，垂直方向1.5m を最小離隔距離として

設計する。その他のケーブルトレイ間については

IEEE384 に基づき火災の影響軽減のために必要な分離

距離を確保する設計とする。 

一方，中央制御室床下フリーアクセスフロアは，アナ

ログ式の煙感知器，熱感知器を設置するとともに，全域

ガス消火設備を設置する設計とする。また，安全系区分

の異なるケーブルについては，非安全系ケーブルを含め

て1 時間以上の耐火能力を有する分離板又は障壁で分

離する設計，又は実証試験等において近接する他の構成

部品に火災の影響を及ぼすことなく消火できることを

確認した設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.2.）】 

(2) 電気室

電気品室は，電源供給のみに使用する設計とする。

【別添資料1-資料1（2.2.）】 

の高温停止及び低温停止の達成，維持が可能であることを

確認する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.2)】 

1.5.1.5 個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

以下に示す火災区域又は火災区画は，それぞれの特徴を

考慮した火災防護対策を実施する。 

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

(1) ケーブル処理室

ケーブル処理室は全域ガス消火設備により消火する設

計とするが，消火活動のため 2箇所の入口を設置する設計

とし，ケーブル処理室内においても消火要員による消火活

動を可能とする。 

また，ケーブル処理室の火災の影響軽減のための対策と

して，異なる区分のケーブルトレイ間では，互いに相違す

る系列の間で水平方向 0.9m，垂直方向 1.5m を最小分離距

離として設計する。最小分離距離を確保できない場合は耐

火隔壁で分離する設計とする。 

一方，中央制御室床下コンクリートピットは，アナログ

式の煙感知器，熱感知器を設置するとともに，ハロゲン化

物自動消火設備（局所）を設置する設計とする。また，安

全区分の異なるケーブルについては，1 時間以上の耐火能

力を有するコンクリートピット構造にて分離する設計と

する。 

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

(2) 電気室

電気室は，電源供給のみに使用する設計とする。

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

及び低温停止の達成，維持が可能であることを確認す

る。 

【別添資料１-資料１(2.1.3.2.)】 

2.3．個別の火災区域又は火災区画における対策の設計方針 

以下に示す火災区域又は火災区画は，それぞれの特徴を

考慮した火災防護対策を実施する。 

【別添資料１-資料１ (2.2.)】 

(1)ケーブル処理室

ケーブル処理室は，全域ガス自動消火設備により消火

する設計とするが，消火活動のために2箇所の入口を設

置し，ケーブル処理室内においても消火要員による消火

活動を可能とする。 

なお，ケーブル処理室の同一区域内には，異なる区分

のケーブルトレイが布設されているため，IEEE384に基

づき，互いに相違する系列の間で水平方向0.9m，垂直方

向1.5mを最小分離距離として設計する。 

 さらに，ケーブル処理室は，中央制御室及び補助盤室

の制御盤フロア下に設け，ケーブルを布設する構造であ

るが，中央制御室及び補助盤室の制御盤直下は狭隘であ

り，互いに相違する系列の火災防護対象ケーブルは近接

して布設されており，区域による区分分離ができないこ

とから，火災の影響軽減のための対策として，全域ガス

自動消火設備及び１時間の耐火能力を有する隔壁（耐火

ラッピング）により分離する設計とする。

【別添資料１-資料１(2.2.)】 

(2)電気室

電気室は，電源供給のみに使用する設計とする。

【別添資料１-資料１(2.2.)】 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

8 条-⑰の相違 
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(3) 蓄電池室 

蓄電池室は以下のとおり設計する。 

・蓄電池室には蓄電池のみを設置し，直流開閉装置やイ

ンバータは設置しない設計とする。 

・蓄電池室の換気設備は，社団法人電池工業会「蓄電池

室に関する設計指針(SBA G 0603 -2001)」に基づき，

水素ガスの排気に必要な換気量以上となるよう設計

することによって，蓄電池室内の水素濃度を2vol%以

下の約0.8vol%程度に維持する設計とする。 

・蓄電池室の換気設備が停止した場合には，中央制御室

に警報を発報する設計とする。 

・常用系の蓄電池と非常用系の蓄電池は，常用の蓄電池

が非常用の蓄電池に影響を及ぼすことがないよう，位

置的分散が図られた設計とするとともに，電気的にも

2つ以上の遮断器により切り離される設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.2.）】 

 

 

 

 

(4) ポンプ室 

安全機能を有するポンプの設置場所のうち，火災発生

時の煙の充満により消火困難な場所には，消火活動によ

らなくても迅速に消火できるよう固定式消火設備を設

置する設計とする。 

なお，固定式消火設備による消火後，消火の確認のた

めに運転員や消防隊員がポンプ室に入る場合について

は，消火直後に換気してしまうと新鮮な空気が供給さ

れ，再発火するおそれがあることから，十分に冷却時間

を確保した上で，扉の開放，換気空調系，可搬型排煙装

置といった手段により換気し，呼吸具の装備及び酸素濃

度を測定し安全確認後に入室する設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.2.）】 

 

(5) 中央制御室等 

中央制御室は以下のとおり設計する。 

(3) 蓄電池室 

蓄電池室は以下のとおり設計する。 

・蓄電池室には蓄電池のみを設置し，直流開閉装置やイ

ンバータは設置しない設計とする。 

・蓄電池室の換気設備は，社団法人電池工業会「蓄電池

室に関する設計指針(SBA G 0603)」に基づき，水素の

排気に必要な換気量以上となるように設計すること

によって，蓄電池室内の水素濃度を 2vol％以下の約

0.8vol％程度に維持する設計とする。 

・蓄電池室の換気設備が停止した場合には，中央制御室

に警報を発報する設計とする。 

・常用系の蓄電池と非常用系の蓄電池は，常用の蓄電池

が非常用の蓄電池に影響を及ぼすことがないよう，位

置的分散が図られた設計とするとともに，電気的にも

2つ以上の遮断器により切り離せる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

 

 

 

 

(4) ポンプ室 

安全機能を有するポンプの設置場所のうち，火災発生時

の煙の充満により消火困難な場所には，消火活動によらな

くとも迅速に消火できるように固定式消火設備を設置す

る設計とする。 

固定式消火設備による消火後，鎮火の確認のために運転

員や消防隊員がポンプ室に入る場合については，消火直後

に換気してしまうと新鮮な空気が供給され，再発火するお

それがあることから，十分に冷却時間を確保した上で,可

搬型の排煙装置を準備し，扉の開放，換気空調系，可搬型

排煙装置により換気し，呼吸具の装備及び酸素濃度を測定

し安全確認後に入室する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

 

(5) 中央制御室等 

中央制御室は以下のとおり設計する。 

(3)蓄電池室 

蓄電池室は，以下のとおり設計する。 

   ・蓄電池室には蓄電池のみを設置し，直流開閉装置やイ

ンバータは設置しない設計とする。 

   ・蓄電池室の換気設備は，一般社団法人電池工業会「蓄

電池室に関する設計指針（SBA G 0603-2001）」に基

づき，水素ガスの排気に必要な換気量以上となるよう

設計することによって，蓄電池室内の水素濃度を２

vol%以下の約0.8vol%程度に維持する設計とする。 

   ・蓄電池室の換気設備が停止した場合には，中央制御室

に警報を発報する設計とする。 

   ・常用系の蓄電池は，耐震クラスＣの要求であるが，基

準地震動Ｓｓに対して機能維持を確保し，非常用系の

蓄電池と同様の信頼性を確保している。 

   ・常用系の蓄電池と非常用系の蓄電池は，常用の蓄電池

が非常用の蓄電池に影響を及ぼすことがないよう，位

置的分散が図られた設計とするとともに，電気的にも

２つ以上の遮断器により切り離される設計とする。 

  【別添資料１-資料１(2.2.)】 

 

(4)ポンプ室 

安全機能を有するポンプの設置場所のうち，火災発生

時の煙の充満により消火困難な場所には，消火活動によ

らなくても迅速に消火できるよう固定式消火設備を設

置する設計とする。 

なお，固定式消火設備による消火後，消火の確認のた

めに運転員や消防隊員がポンプ室に入る場合について

は，消火直後に換気してしまうと新鮮な空気が供給さ

れ，再発火するおそれがあることから，十分に冷却時間

を確保した上で，扉の開放，換気空調系，可搬型排煙装

置といった手段により換気し，呼吸具の装備及び酸素濃

度を測定し安全確認後に入室する設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.2.)】 

 

(5)中央制御室等 

中央制御室は以下のとおり設計する。 
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・中央制御室と他の火災区域の換気空頭系の貫通部に

は，防火ダンパを設置する設計とする。 

・中央制御室のカーペットは，消防法施行令第四条の三

の防炎性を満足するカーペットを使用する設計とす

る。 

【別添資料1-資料1（2.2.）】 

 

(6) 使用済燃料貯蔵設備及び新燃料貯蔵設備 

 

使用済燃料貯蔵設備は，水中に設置されている設備で

あり，ラックに燃料を貯蔵することで貯蔵燃料間の距離

を確保すること，及びステンレス鋼の中性子吸収効果に

よって未臨界性が確保される設計とする。 

新燃料貯蔵設備については，気中に設置している設備

（ピット構造で上部は蓋で閉鎖）であり通常ドライ環境

であるが，消火活動により消火水が噴霧され，水分雰囲

気に満たされた最適減速状態となっても未臨界性が確

保される設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.2.）】 

 

 

 

 

 

(7) 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備 

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備は，

以下のとおり設計する。 

・放射性廃棄物処理設備，放射性廃棄物貯蔵設備を設

置する火災区域の管理区域用換気設備は，環境への

放射性物質の放出を防ぐ目的でフィルタを通して主

排気筒へ排気する設計とする。また，これらの換気

設備は，放射性物質の放出を防ぐため，空調を停止

し，風量調整ダンパを閉止し，隔離できる設計とす

る。 

・放水した消火水の溜り水は，建屋内排水系により液

体放射性廃棄物処理設備に回収できる設計とする。 

・中央制御室と他の火災区域の換気空調系の貫通部に

は，防火ダンパを設置する設計とする。 

・中央制御室のカーペットは，消防法施行令第四条の三

の防炎性を満足するカーペットを使用する設計とす

る。 

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

 

(6) 使用済燃料貯蔵設備，新燃料貯蔵設備及び使用済燃料乾

式貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵設備は，水中に設置された設備であり，

ラックに燃料を貯蔵することで貯蔵燃料間の距離を確保

すること，及びステンレス鋼の中性子吸収効果によって未

臨界性が確保される設計とする。 

新燃料貯蔵設備については，気中に設置している設備

（ピット構造で上部は蓋で閉鎖）であり通常ドライ環境で

あるが，消火活動により消火用水が放水され，水に満たさ

れた状態となっても未臨界性が確保される設計とする。 

 

使用済燃料乾式貯蔵設備は，使用済燃料を乾式で貯蔵す

る密封機能を有する容器であり，使用済燃料を収納後，内

部を乾燥させ，不活性ガスを封入し貯蔵する設計であり，

消火用水が放水されても容器内部に浸入することはない。 

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

 

(7) 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備 

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備は，以

下のとおり設計する。 

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備を設

置する火災区域の管理区域用換気設備は，環境への放

射性物質の放出を防ぐ目的でフィルタを通して排気

筒へ排気する設計とする。また，これらの換気設備は，

放射性物質の放出を防ぐために，空調を停止し，風量

調整ダンパを閉止し，隔離できる設計とする。 

 

・放水した消火用水の溜まり水は，建屋内排水系により

液体放射性廃棄物処理設備に回収できる設計とする。 

・中央制御室と他の火災区域の空調換気系の貫通部に

は，防火ダンパを設置する設計とする。 

・中央制御室のカーペットは，消防法施行令第四条の三

の防炎性を満足するカーペットを使用する設計とす

る。 

【別添資料１-資料１(2.2.)】 

 

(6)使用済燃料貯蔵設備及び新燃料貯蔵設備 

 

使用済燃料貯蔵設備は，水中に設置されている設備で

あり，ラックに燃料を貯蔵することで貯蔵燃料間の距離

を確保すること，及びステンレス鋼の中性子吸収効果に

よって未臨界性が確保される設計とする。 

新燃料貯蔵設備については，気中に設置している設備

（ピット構造で上部は蓋で閉鎖）であり通常ドライ環境

であるが，消火活動により消火水が噴霧され，水分雰囲

気に満たされた最適減速状態となっても未臨界性が確

保される設計とする。 

【別添資料１-資料１(2.2.)】 

 

 

 

 

 

(7)放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備 

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備は，

以下のとおり設計する。 

・放射性廃棄物処理設備，放射性廃棄物貯蔵設備を設置

する火災区域の管理区域用換気設備は，環境への放射

性物質の放出を防ぐ目的でフィルタを通して排気筒

へ排気する設計とする。また，これらの換気設備は，

放射性物質の放出を防ぐため，空調を停止し，風量調

整ダンパを閉止し，隔離できる設計とする。 

 

・放水した消火水の溜り水は，ドレン系により液体放射

性廃棄物処理設備に回収できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

東海第二特有の設備

である 
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・放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂，濃縮廃

液は，固体廃棄物として処理を行うまでの間，密閉

された金属製の槽又はタンクで保管する設計とす

る。 

・放射性物質を含んだチャコールフィルタは，固体廃

棄物として処理するまでの間，ドラム缶に収納し保

管する設計とする。 

・放射性物質を含んだHEPA フィルタは，固体廃棄物と

して処理するまでの間，不燃シートに包んで保管す

る設計とする。 

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備に

おいて，冷却が必要な崩壊熱が発生し，火災事象に

至るような放射性廃棄物を貯蔵しない設計とする。 

【別添資料1-資料1（2.2.）】 

 

3. 別添 

3.1. 火災による損傷の防止 

（別添資料－１）柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉 火災

防護について 

3.2. 運用、手順説明資料 

（別添資料－２）火災による損傷の防止 

3.3. 現場確認プロセス 

（別添資料－３）柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉 火災

防護に係る等価時間算出プロセスについて 

・放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂及び濃縮廃

液は，固体廃棄物として処理を行うまでの間は，金属

容器に収納し保管する設計とする。 

 

・放射性物質を含んだチャコールフィルタは，固体廃棄

物として処理するまでの間，金属容器に収納し保管す

る設計とする。 

・放射性物質を含んだ HEPA フィルタは，固体廃棄物と

して処理するまでの間，不燃シートに包んで保管する

設計とする。 

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備にお

いて，冷却が必要な崩壊熱が発生し，火災事象に至る

ような放射性廃棄物を貯蔵しない設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.2)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 適合性説明 

 

(火災による損傷の防止) 

第八条 設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設の安

全性が損なわれないよう，火災の発生を防止することができ，

かつ，早期に火災発生を感知する設備(以下「火災感知設備」

という。)及び消火を行う設備(以下「消火設備」といい，安全

施設に属するものに限る。)並びに火災の影響を軽減する機能

を有するものでなければならない。 

2 消火設備(安全施設に属するものに限る。)は，破損，誤動作

又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停

止させるための機能を損なわないものでなければならない。 

・放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂，濃縮廃液

は，固体廃棄物として処理を行うまでの間，金属製の

タンクで保管する設計とする。 

 

・放射性物質を含んだチャコールフィルタは，固体廃棄

物として処理するまでの間，ドラム缶に収納し保管す

る設計とする。 

・放射性物質を含んだＨＥＰＡフィルタは，固体廃棄物

として処理するまでの間，不燃シートに包んで保管す

る設計とする。 

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備にお

いて，冷却が必要な崩壊熱が発生し，火災事象に至る

ような放射性廃棄物を貯蔵しない設計とする。 

     【別添資料 1-資料 1 (2.2.)】 

 

3．別添 

3.1.火災による損傷の防止 

（別添資料－１）島根原子力発電所２号炉 火災防護について 

3.2.運用，手順能力説明資料 

（別添資料－２）島根原子力発電所２号炉 火災による損傷の

防止 

3.3.現場確認プロセス 

（別添資料－３）島根原子力発電所２号炉 火災防護に係る等価

時間算出プロセスについて 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根 2 号炉は，タン

ク貯蔵のみである 
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第１項について 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設の安全性

を損なわないよう，火災発生防止，火災感知及び消火並びに火

災の影響軽減の措置を講じるものとする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1)(2.1.2)(2.1.3)】 

 

(1) 火災発生防止 

潤滑油等の発火性又は引火性物質を内包する設備は，漏え

いを防止する設計とする。万一，潤滑油等が漏えいした場合

に，漏えいの拡大を防止する堰等を設ける設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，不燃性材料若

しくは難燃性材料と同等以上の性能を有するものである場

合，又は他の安全機能を有する構築物，系統及び機器におい

て火災が発生することを防止するための措置が講じられて

いる場合を除き，不燃性材料若しくは難燃性材料を使用した

設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.2)】 

 

電気系統については，必要に応じて過電流継電器等の保護

装置と遮断器の組合せ等により，過電流による過熱，焼損の

防止を図るとともに，必要な電気設備に接地を施す設計とす

る。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

落雷や地震により火災が発生する可能性を低減するため，

避雷設備を設けるとともに，安全上の重要度に応じた耐震設

計を行う。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.3)】 

 

(2) 火災感知及び消火 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対して，早期の

火災感知及び消火を行うため異なる種類の感知器を設置す

る設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 
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消火設備は，自動消火設備，手動操作による固定式消火設

備，水消火設備及び消火器を設置する設計とし，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な構築

物，系統及び機器が設置される火災区域又は火災区画並びに

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及

び機器が設置される火災区域のうち，火災発生時に安全機能

への影響が考えられ，かつ煙の充満又は放射線の影響により

消火活動が困難なところには，自動消火設備又は手動操作に

よる固定式消火設備を設置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な構築物，系統及び機器の相互の系統分離を行うために

設けられた火災区域又は火災区画に設置する消火設備は，系

統分離に応じた独立性を備えた設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備は，安

全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震クラスに応じ

て，地震発生時に機能を維持できる設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.2)】 

 

(3) 火災の影響軽減のための対策 

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルについては，

重要度に応じて以下に示す火災の影響軽減のための対策を

講じた設計とする。 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区

域は，3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3 時間

耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である 150mm 以上の

壁厚を有するコンクリート耐火壁又は火災耐久試験により3

時間以上の耐火能力を有することを確認した耐火壁(耐火隔

壁，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ等)により隣接する

他の火災区域と分離する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 
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火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルは，以下に示

すいずれかの要件を満たす設計とする。 

ａ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルについて，互いの系列間が 3 時間以上の耐火

能力を有する隔壁等で分離されていること。 

ｂ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルについて，互いに系列間の水平距離が 6m 以上

あり，かつ，火災感知設備及び自動消火設備が当該火災

区域又は火災区画に設置されていること。この場合，水

平距離間には仮置きするものを含め可燃性物質が存在し

ないこと。 

ｃ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルについて，互いの系列間が 1 時間の耐火能力

を有する隔壁等で分離されており，かつ，火災感知設備

及び自動消火設備が当該火災区画に設置されているこ

と。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

放射線物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器が設置される火災区域については，3時間以上の耐

火能力を有する耐火壁(耐火隔壁，貫通部シール，防火扉，

防火ダンパ等)によって隣接する他の火災区域から分離され

た設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

第２項について 

消火設備の破損，誤動作又は誤操作が起きた場合において

も，消火設備の消火方法，消火設備の配置設計等を行うことに

より，原子炉を安全に停止させるための機能を損なわない設計

とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.3)】 

 

1.3 気象等 

該当なし 
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10.5 火災防護設備 

10.5.1 設計基準対象施設 

10.5.1.1 概 要 

発電用原子炉施設内の火災区域及び火災区画に設置される，

安全機能を有する構築物，系統及び機器（10.5 において本文

五ロ(3)(i)a.(c)に同じ。）を火災から防護することを目的と

して，火災の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響

軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1)(2.1.2)(2.1.3)】 

 

発電用原子炉施設の火災の発生防止については，発火性又は

引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置する火災

区域又は火災区画に対する火災の発生防止対策を講じるほか，

可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対策，発火源への対

策，水素に対する換気及び漏えい検出対策，放射線分解等によ

り発生する水素の蓄積防止対策，並びに電気系統の過電流によ

る過熱及び焼損の防止対策等を行う。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1)】 

 

火災の感知及び消火については，安全機能を有する構築物，

系統及び機器に対して，早期の火災感知及び消火を行うための

火災感知設備及び消火設備を設置する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2)】 

 

火災感知設備及び消火設備は，想定される自然現象に対して

当該機能が維持され，かつ，安全機能を有する構築物，系統及

び機器は，消火設備の破損，誤動作又は誤操作によって安全機

能を失うことのないように設置する。 

また，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器の相互の系統分離を行うため

に設ける火災区域及び火災区画に設置される消火設備は，系統

分離に応じた独立性を備えるよう設置する。 

火災の影響軽減は，安全機能を有する構築物，系統及び機器

の重要度に応じ，それらを設置する火災区域又は火災区画の火

災及び隣接する火災区域又は火災区画における火災による影

響を軽減するため，系統分離等の火災の影響軽減のための対策
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を行う。 

また，火災の影響軽減のための対策を前提とし，設備等の設

置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に，発電用原子炉施設

内の火災に対しても，安全保護系及び原子炉停止系の作動が要

求される場合には，火災による影響を考慮しても，多重化され

たそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温

停止及び低温停止を達成し維持できることを，火災影響評価に

より確認する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3)】 

 

10.5.1.2 設計方針 

発電用原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される，

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要

な構築物，系統及び機器，及び放射性物質の貯蔵又は閉じ込め

機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防護することを

目的として，火災発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の

影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1)(2.1.2)(2.1.3)】 

 

(1) 火災発生防止 

発火性又は引火性物質の漏えい防止の措置や不燃性材料

又は難燃性材料の使用等，火災の発生を防止する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1)】 

 

(2) 火災の感知及び消火 

火災感知設備及び消火設備は，安全機能を有する構築物，

系統及び機器に対して，早期の火災感知及び消火を行うよう

設置する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2)】 

 

(3) 火災の影響軽減 

安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応じ，

それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び隣接

する火災区域又は火災区画における火災による影響に対し，

火災の影響軽減対策を行う。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3)】 
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10.5.1.3 主要設備の仕様 

(1) 火災感知設備 

火災感知設備の火災感知器の概略を第 10.5－2 表に示す。 

 (2) 消火設備 

消火設備の主要機器仕様を第 10.5－3 表に示す。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

10.5.1.4 主要設備 

(1) 火災発生防止設備 

発電用原子炉施設は，「1.5.1 設計基準対象施設の火災防

護に関する基本方針」における「1.5.1.2.1 火災発生防止対

策」に示すとおり，発火性又は引火性物質の漏えい防止，拡

大防止のための堰を設置する。 

また，非難燃ケーブルを使用する場合については，難燃ケ

ーブルを使用した場合と同等以上の難燃性能を確保するた

め，非難燃ケーブル及びケーブルトレイを防火シートで覆

い，複合体を形成する設計とする。 

複合体の概要図を第 10.5－1 図に示す。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.1.1)】 

 

(2) 火災感知設備 

火災感知設備の火災感知器は，各火災区域又は火災区画に

おける放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の環境条

件や，炎が生じる前に発煙すること等，予想される火災の性

質を考慮して，火災感知器を設置する火災区域又は火災区画

の安全機能を有する構築物，系統及び機器の種類に応じ，火

災を早期に感知できるよう，固有の信号を発するアナログ式

の煙感知器及びアナログ式の熱感知器の異なる種類の感知

器を組み合わせて設置する設計とする。 

ただし，発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのあ

る場所及び屋外等は，非アナログ式も含めた組み合わせで設

置する設計とする。炎感知器は非アナログ式であるが，炎が

発する赤外線又は紫外線を感知するため，炎が生じた時点で

感知することができ，火災の早期感知が可能である。 

ａ．一般区域 

一般区域は，アナログ式の煙感知器，アナログ式の熱
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感知器の異なる種類の感知器を組み合わせて設置する。 

ｂ．原子炉建屋原子炉棟 6階 

原子炉建屋原子炉棟6階は天井が高く大空間となって

いるため，火災による熱が周囲に拡散することから，熱

感知器による感知は困難である。 

このため，アナログ式の光電分離型煙感知器と非アナ

ログ式の炎感知器（赤外線方式）をそれぞれの監視範囲

に火災の検知に影響を及ぼす死角がないよう設置する

設計とする。 

ｃ．原子炉格納容器 

原子炉格納容器内には，アナログ式の煙感知器及びア

ナログ式の熱感知器を設置する設計とする。 

運転中の原子炉格納容器は，閉鎖した状態で長期間高

温かつ高線量環境となることから，アナログ式の火災感

知器が故障する可能性がある。このため，通常運転中，

窒素封入により不活性化し火災が発生する可能性がな

い期間については，原子炉格納容器内の火災感知器は，

原子炉起動時の窒素封入後に作動信号を除外する運用

とし，プラント停止後に速やかに取り替える設計とす

る。 

 

一方，以下に示す火災区域又は火災区画は，環境条件

等を考慮し，上記とは異なる火災感知器を組み合わせて

設置する設計とする。 

屋外開放の区域である海水ポンプ室は，区域全体の火

災を感知する必要があるが，火災による煙が周囲に拡散

し，煙感知器による火災感知は困難である。また，降水

等の浸入により火災感知器の故障が想定される。このた

め，アナログ式の屋外仕様の熱感知カメラ（赤外線方式）

及び非アナログ式の屋外仕様の炎感知器（赤外線方式）

をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死

角がないように設置する設計とする。 

また，軽油貯蔵タンク内部は，燃料の気化による引火

性又は発火性の雰囲気を形成している。このため，タン

クマンホール内の空間部に非アナログ式の防爆型熱感

知器及び防爆型煙感知器を設置する設計とする。 
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放射線量が高い場所（主蒸気管トンネル室）は，アナ

ログ式の火災感知器を設置する場合，放射線の影響によ

り火災感知器の故障が想定される。このため，放射線の

影響を受けないよう検出器部位を当該区画外に配置す

るアナログ式の煙吸引式検出設備を設置する設計とす

る。加えて，放射線の影響を考慮した非アナログ式の熱

感知器を設置する設計とする。 

水素等による引火性又は発火性の雰囲気を形成する

おそれのある場所（蓄電池室）は，万一の水素濃度の上

昇を考慮し，火災を早期に感知できるよう，非アナログ

式の防爆型で，かつ固有の信号を発する異なる種類の煙

感知器及び熱感知器を設置する設計とする。 

また，火災により安全機能への影響が考えにくい火災

防護対象機器のみを設けた火災区域又は火災区画につ

いては，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設

置する設計とする。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(3) 消火設備 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区

画並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域の火災を早期に消火す

るために，すべての火災区域の消火活動に対処できるよう

に，「1.5.1.3.2(12) 消火栓の配置」に基づき消火栓設備

を設置する。 

消火栓設備の系統構成を第 10.5－2図に示す。 

また，その他の消火設備は，火災発生時の煙の充満又は放

射線の影響による消火活動が困難な火災区域又は火災区画

であるかを考慮し，以下のとおり設置する。 

消火設備は，第 10.5－1 表に示す故障警報を中央制御室に

発する設備を設置する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

ａ．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災
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区画に設置する消火設備 

 (a) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する消火

設備 

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画には，自動又は

手動起動による消火設備である全域ガス消火設備又は

局所ガス消火設備を設置する。 

全域ガス消火設備及び局所ガス消火設備の概要図を

第 10.5－3(1)図から第 10.5－3(3)図に示す。 

また，系統分離に応じた独立性を考慮した全域ガス消

火設備の概要図を第 10.5－4 図に示す。 

ただし，以下に示す火災区域又は火災区画については

上記と異なる消火設備を設置する設計とし，非常用ディ

ーゼル発電機室及び非常用ディーゼル発電機燃料デイ

タンク室は，二酸化炭素消火設備を設置する。 

原子炉建屋通路部には，局所ガス消火設備及び消火器

を設置する。 

火災により安全機能へ影響を及ぼすおそれが考えに

くい火災区域又は火災区画には，消防法又は建築基準法

に基づく消火設備を設置する。 

 (b) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置する

消火設備 

i) 中央制御室 

中央制御室には，消火器を設置する。中央制御室床

下コンクリートピットについては，中央制御室からの手

動操作により早期の起動も可能なハロゲン化物自動消

火設備（局所）を設置する設計とする。 

ⅱ) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器について，起動中においては所員用

エアロック近傍に必要な消火能力を満足する消火器を

設置し，低温停止中においては原子炉格納容器内の各フ

ロアに必要な消火能力を満足する消火器を設置する。 

ⅲ) 可燃物が少ない火災区域又は火災区画 

可燃物が少ない火災区域又は火災区画には，消火器
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を設置する。 

ⅳ) 屋外の火災区域 

屋外の火災区域については，消火器又は移動式消火

設備で消火を行う。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

ｂ．放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置する消

火設備 

(a) 火災発生時の煙の充満及び放射線の影響により消火活

動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する消火

設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するため

に必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は

火災区画については，火災発生時の煙の充満又は放射線

の影響により消火活動が困難となるものとして選定し，

自動又は中央制御室からの手動操作による固定式消火

設備である全域ガス消火設備を設置し消火を行う設計

とする。 

ただし，火災により安全機能へ影響を及ぼすおそれが

考えにくい火災区域又は火災区画には，以下に示す消火

設備を設置する。 

i) 気体廃棄物処理設備設置区画 

気体廃棄物処理設備設置区画は，消火器を設置する。 

ⅱ) 液体廃棄物処理設備設置区画 

液体廃棄物処理設備設置区画は，消火器を設置する。 

ⅲ) サプレッション・プール水排水設備設置区画 

サプレッション・プール水排水設備設置区画は，消

火器を設置する。 

ⅳ) 新燃料貯蔵庫 

新燃料貯蔵庫は，消火器を設置する。 

ⅴ) 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

使用済燃料乾式貯蔵建屋は，消火器を設置する。 

ⅵ) 固体廃棄物貯蔵庫及び給水加熱器保管庫 

固体廃棄物貯蔵庫及び給水加熱器保管庫は，消火器

を設置する。 
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ⅶ) 固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋 

固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋は，消火器

を設置する。 

(b) 火災発生時の煙の充満及び放射線の影響により消火活

動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置する

消火設備 

 

i) 復水貯蔵タンク，使用済燃料プール，使用済樹脂タ

ンク 

復水貯蔵タンク，使用済燃料プール，使用済樹脂タ

ンクは水で満たされており，火災の発生のおそれはな

いことから消火設備を常設しない。よって，消防法又

は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計とす

る。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

(4) 火災の影響軽減のための対策設備 

火災の影響軽減のための対策設備は，安全機能を有する構

築物，系統及び機器の重要度に応じ，それらを設置する火災

区域又は火災区画内の火災及び隣接する火災区域又は火災

区画における火災による影響に対し，火災の影響軽減のため

の対策を講じるために，以下のとおり設置する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

ａ．火災区域の分離を実施する設備 

隣接する他の火災区域又は火災区画と分離するために，

以下のいずれかの耐火能力を有する耐火壁を設置する。 

(a) 3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3時間耐

火に設計上必要なコンクリート壁厚である150mm以上の

壁厚を有するコンクリート壁 

(b) 火災耐久試験により 3 時間以上の耐火能力を有するこ

とを確認した耐火壁（耐火隔壁，貫通部シール，防火扉，

防火ダンパ等） 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 
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ｂ．火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの火災の影響

軽減のための対策を実施する設備 

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルを設置する

火災区域又は火災区画に対して，火災区域又は火災区画内の

火災の影響軽減のための対策や隣接する火災区域又は火災

区画における火災の影響を軽減するための対策を実施する

ための隔壁等として，火災耐久試験により 3時間以上の耐火

能力を確認した隔壁等を設置する。 

また，これと同等の対策として火災耐久試験により 1時間

以上の耐火能力を確認した隔壁等と火災感知設備及び消火

設備を設置する。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)】 

 

10.5.1.5 試験検査 

(1) 火災感知設備 

アナログ式の火災感知器を含めた火災感知設備は，機能に異

常がないことを確認するため，定期的に自動試験を実施する。 

ただし，自動試験機能のない火災感知器は，機能に異常がな

いことを確認するために，煙等の火災を模擬した試験を定期的

に実施する。 

 

(2) 消火設備 

機能に異常がないことを確認するために，消火設備の作動確

認を実施する。 

 

10.5.1.6 体制 

火災防護に関する以下の体制に関する事項を，火災防護計画

に定める。 

火災発生時の発電用原子炉施設の保全のための活動を行う

ため，連絡責任者，運転員及び消防要員が常駐するとともに，

火災発生時には，管理権原者が所員により自衛消防隊を編成

する。自衛消防隊の組織体制を第10.5－5図に示す。 

 

10.5.1.7 手順等 

火災防護計画には，計画を遂行するための体制，責任の所在，

責任者の権限，体制の運営管理，必要な要員の確保及び教育訓
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練並びに火災防護対策を実施するために必要な手順について

定める。また，発電用原子炉施設の安全機能を有する構築物，

系統及び機器を火災から防護するため，火災区域及び火災区画

を考慮した火災の発生防止，火災の早期感知及び消火並びに火

災の影響軽減の3つの深層防護の概念に基づく火災防護対策等

について定める。 

このうち，火災防護対策を実施するために必要な手順の主な

ものを以下に示す。 

(1) 火災が発生していない平常時の対応においては，以下の手

順を整備し，操作を行う。 

a. 中央制御室内の巡視点検によって，火災が発生していな

いこと及び火災感知設備に異常がないことを火災受信機

盤で確認する。 

b. 消火設備の故障警報が発信した場合には，中央制御室

及び必要な現場の制御盤の警報を確認するとともに，

消火設備が故障している場合には，早期に必要な補修

を行う。 

 

(2) 消火設備のうち，自動消火設備を設置する火災区域又は

火災区画における火災発生時の対応においては，以下の

手順を整備し，操作を行う。 

a. 火災感知器が作動した場合は，火災区域又は火災区画か

らの退避警報及び自動消火設備の作動状況を確認する。 

b. 自動消火設備の作動後は，消火状況の確認，プラント運

転状況の確認等を行う。 

 

(3) 消火設備のうち，手動操作による固定式消火設備を設置

する火災区域又は火災区画における火災発生時の対応に

おいては，以下の手順を整備し，操作を行う。 

a. 火災感知器が作動し，火災を確認した場合は，初期消

火活動を行う。 

b. 消火活動が困難な場合は，職員の退避を確認後，固定

式消火設備を手動操作により作動させ，作動状況の確

認，消火状況の確認，プラント運転状況の確認等を行

う。 
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(4) 原子炉格納容器内における火災発生時の対応において

は，以下の手順を整備し，操作を行う。 

a. 原子炉格納容器内の火災の早期感知及び消火を図るた

めに，低温停止中，起動中の火災発生に対する消火戦略

を整備し，訓練を実施する。 

b. 起動中の原子炉格納容器内の火災感知器が発報した場

合には，プラントを停止するとともに，消火戦略に基づ

き原子炉格納容器内への進入の可否を判断し，消火活動

を行う。なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒素置

換完了までの間で原子炉格納容器内の火災が発生した場

合には，火災による延焼防止の観点から，窒素封入開始

後，約1.5時間を目安に窒素封入作業の継続による窒息消

火又は窒素封入作業を中止し，早期の消火活動を実施す

る。 

 

(5) 中央制御室内における火災発生時の対応においては，以下

の手順を整備し，操作を行う。 

a. 火災感知器及び高感度煙感知器により火災を感知し，火災

を確認した場合は，常駐する運転員により制御盤内では二

酸化炭素消火器，それ以外では粉末消火器を用いた初期消

火活動，プラント運転状況の確認等を行う。 

b. 煙の充満により運転操作に支障がある場合は，火災発生時

の煙を排気するため，排煙設備を起動する。 

c. 中央制御室の制御盤１面の機能が火災により全て喪失し

た場合における原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維

持に関する手順を整備する。 

 

(6) 水素濃度検出器を設置する火災区域又は火災区画におけ

る水素濃度上昇時の対応として，換気設備の運転状態の確

認，換気設備の追加起動等を実施する手順を整備し，操作

を行う。 

 

(7) 火災発生時の消火戦略を整備し，訓練を実施する。 

 

(8) 可燃物の持込み状況，防火扉の状態，火災の原因となり

得る，過熱や引火性液体の漏えい等を監視するための監視
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手順を定め，防火監視を実施する。 

 

(9) 火災発生防止及び火災発生時の規模の局限化，影響軽減を

目的とした，持込み可燃物の運用管理手順を定め，これを

実施する。持込み可燃物の運用管理手順には，発電所の通

常運転に関する可燃物，保守や改造に使用するために持ち

込み仮置きされる可燃物（一時的に持ち込まれる可燃物を

含む）の管理を含む。 

 

(10) 火気作業における火災発生防止及び火災発生時の規模の

局限化，影響軽減を目的とした火気作業管理手順について

定め，これを実施する。火気作業管理手順には，以下を含

める。 

ａ．火気作業における作業体制 

ｂ．火気作業前の確認事項 

ｃ．火気作業中の留意事項（火気作業時の養生，消火器等の

配備，監視人の配置等） 

ｄ．火気作業後の確認事項（残り火の確認等） 

ｅ．安全上重要と判断された区域における火気作業の管理 

ｆ．火気作業養生材に関する事項（不燃シートの使用等） 

ｇ．仮設ケーブル（電工ドラム含む）の使用制限 

ｈ．火気作業に関する教育 

 

(11) 火災防護設備は，その機能を維持するため，保守計画に

基づき適切に保守管理，点検を実施するとともに，必要に

応じ補修を行う。 

 

(12) 火災区域又は火災区画の変更や火災区域又は火災区画

設定に影響を与える可能性がある工事を実施する場合に

は，火災防護計画に従い火災影響評価を行い，火災による

影響を考慮しても多重化されたそれぞれの系統が同時に機

能を失うことなく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持できることを確認するとともに，設計変更管理を

行う。 
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(13) 安全機能を有する機器に使用する高圧電力及び低圧電

力ケーブルのうち，防火シートによる複合体を形成して使

用する非難燃ケーブルは，短絡又は地絡に起因する過電流

による発火リスク低減を図るため，適切な保守管理を実施

するとともに，必要に応じ難燃ケーブルへ取り替えを行う。 

 

(14) 火災区域又は火災区画，火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブル，火災の影響軽減のための隔壁等の設計変更

に当たっては，発電用原子炉施設内の火災によっても，安

全保護系及び原子炉停止系の作動が要求される場合には，

火災による影響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系

統が同時に機能を失うことなく，原子炉を安全停止できる

ことを火災影響評価により確認する。 

 

(15) 発電用原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置さ

れる安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防

護することを目的として，火災から防護すべき機器等，火

災の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減

のそれぞれを考慮した以下の教育を，定期的に実施する。 

ａ．火災区域及び火災区画の設定 

ｂ．火災から防護すべき安全機能を有する構築物，系統及び

機器 

ｃ．火災の発生防止対策 

ｄ．火災感知設備 

ｅ．消火設備 

ｆ．火災の影響軽減対策 

ｇ．火災影響評価 

 

(16) 発電用原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置さ

れる安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防護

することを目的として，以下のとおり教育及び訓練を定め，

これを実施する。 

ａ．防火・防災管理者及びその代行者は，消防機関が行う講

習会及び研修会等に参加する。 

ｂ．自衛消防隊に係る訓練として総合消防訓練，初期対応訓

練，火災対応訓練等を定める。 
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ｃ．所員に対して，火災の発生防止，火災の感知及び消火並

びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮し，火災防護関連法

令・規程類等，火災発生時における対応手順，可燃物及び

火気作業に関する運営管理，危険物（液体，気体）の漏え

い又は流出時の措置に関する教育を行うことを定める。 

 

 

第10.5－1表 消火設備の主な故障警報 

 
※火災感知は火災区域に設置された感知器または消火設備のガス放出信号により中

央制御室に警報を発報する。また，動作原理を含め極めて単純な構造であることか

ら故障は考えにくいが，中央制御室での警報と現場状況を確認により誤動作は確認

可能。 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

第 10.5－2表 火災感知設備の火災感知器の概略 
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第 10.5－3表 消火設備の主要機器仕様 

(1)電動機駆動消火ポンプ 

 １）電動機駆動消火ポンプ（東海発電所及び東海第二発電所共

用，既設） 

台  数        1 

   出  力        約 110kW 

   容  量        約 227 m３／h 

 ２）構内消火用ポンプ（東海発電所及び東海第二発電所共用） 

台  数        1 

   出  力        約 75kW 

   容  量        約 159 m３／h 

 

(2)ディーゼル駆動消火ポンプ 

 １）ディーゼル駆動消火ポンプ（東海発電所及び東海第二発電

所共用，既設） 

台  数        1 

   出  力        約 131kW 

   容  量        約 261 m３／h 

 ２）ディーゼル駆動構内消火ポンプ（東海発電所及び東海第二

発電所共用） 

   台  数        １ 

   出  力        約 90kW 

   容  量        約 159 m３／h 

 

(3)二酸化炭素自動消火設備 

   消 火 剤：二酸化炭素 

   消火方式：全域放出方式 

   設置個所：ディーゼル発電機室 

 

(4)ハロゲン化物自動消火設備 

   消火剤 ：ハロン 1301（全域/局所） 

       ：FK-5-1-12（局所） 

   消火方式：全域放出方式（ハロン 1301） 

       ：局所放出方式（FK-5-1-12/ハロン 1301） 

   設置個所：火災発生時の煙の充満等による消火活動が困難

な火災区域又は火災区画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

112



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

第 10.5－1図 非難燃ケーブルに対する複合体の形成 
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第 10.5－2図 屋内及び構内消火栓設備の系統構成 

 

 

第10.5－3(1)図 二酸化炭素自動消火設備（全域）概要図 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：自動消火設備起動信号 ：ＯＲ回路

：煙感知器

：熱感知器

：ＡＮＤ回路

煙

二酸化炭素ガスボンベ

噴射ヘッド

消火設備作動

火災感知設備用

二酸化炭素
自動消火設備制御盤

自動消火設備用

手動起動信号

熱
熱 煙
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第10.5－3(2)図 ハロゲン化物自動消火設備（全域）概要図 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

第 10.5－3(3)図 ハロゲン化物自動消火設備（局所）概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：煙感知器
：熱感知器
：ＡＮＤ回路
：ＯＲ回路

：火災感知設備起動信号

：自動消火設備専用起動信号

ハロゲン化物
ガスボンベ

中央制御室内
火災受信機

噴射ヘッド

消火設備作動

火災感知設備用

ハロゲン化物
自動消火設備制御盤

自動消火設備用

手動起動信号

熱

煙

煙
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第 10.5－4図 系統分離に応じた独立性を考慮した消火設備概要 

【別添資料 1-資料 1(2.1.2.1)】 

 

 

第 10.5－5図 自衛消防隊の組織体制 
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まとめ資料比較表 〔第８条 火災による損傷の防止 別添１資料１〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

相違No. 相違理由

別添1資料1-① 島根2号炉は，消火剤にハロン1301を用いた全域ガス消火設備を設置する設計としている

別添1資料1-② 設置許可添付書類十における評価で用いるモニタが異なる

別添1資料1-③ 島根2号炉の設備配置を踏まえ，火災区域及び火災区画を設定している

別添1資料1-④ 島根2号炉の火災区域のコンクリート壁は，3時間耐火に必要な壁厚であることを確認している

別添1資料1-⑤ 耐火壁の仕様が異なる

別添1資料1-⑥ 島根2号炉の床，天井は，3時間耐火に設計上必要な厚さ以上であることを確認している

別添1資料1-⑦ 島根2号炉は，水素・酸素注入設備を設置しており，当該設備に対しても水素ガスの漏えい防止対策を実施している

別添1資料1-⑧ 島根2号炉は，発電機水素ガス供給設備，水素・酸素注入設備及び格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置する部屋にも水素濃度検知器を設置する設計としている

別添1資料1-⑨ 島根2号炉の安全機能を有する機器は，IEEE383試験およびUL垂直燃焼試験により難燃性を確認した難燃ケーブルを使用している

別添1資料1-⑩ 島根2号炉は，一部の床の防塵性を確保するためコーティング剤を塗布する設計としている

別添1資料1-⑪ コーティング剤の仕様が異なる

別添1資料1-⑫ 想定する自然現象が異なる

別添1資料1-⑬ 島根2号炉の中央制御室制御盤床下構造は，制御盤フロア下にケーブル処理室設けた上で，ケーブルを敷設する構造である

別添1資料1-⑭ 設備の設置エリアの環境条件等を踏まえた感知器の組み合わせで火災を検知する設計としている

別添1資料1-⑮
島根2号炉は，A,HPCS-DG燃料移送系ケーブルトレンチにはアナログ式の煙感知器と熱感知器を，B-DG燃料移送系ケーブルトレンチには非アナログ式の防爆型の煙感知器と熱感知器
を設置する設計としている

別添1資料1-⑯ 島根2号炉は，中央制御室で火災監視ができるよう総合操作盤を中央制御室に隣接する補助盤室に設置し，副防災盤を中央制御室へ設置する設計としている

別添1資料1-⑰ 島根2号炉は，可燃物の設置状況，設備の構造，配置等を踏まえ，消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画を選定している

別添1資料1-⑱ 島根2号炉は，中央制御室及びその床下のケーブル処理室を独立した火災区域に設定しているため，ケーブル処理室における消火活動が，運転員に影響を与えることはない

別添1資料1-⑲ 島根2号炉は，多重性の観点で水源及び消火ポンプを設置する設計としている

別添1資料1-⑳ 火災区域及び火災区画の設定方針が異なる（島根2号炉は安全系区分Ⅱとその他の安全系区分とで分離している）

　比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。
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相違No. 相違理由

別添1資料1-㉑ 島根2号炉は，補助盤室に対して十分な保安水準が確保された影響軽減対策を実施する設計としている

別添1資料1-㉒ 島根2号炉は，原子炉格納容器内の機器配置等から6mの離隔距離を確保することが困難であることから，可能な限り離隔を確保する設計としている

別添1資料1-㉓ 職務，責任者，役割および体制が異なる

別添1資料1-㉔ 島根2号炉では想定される火災規模や自衛消防隊詰め所の位置等を考慮して化学消防自動車等の配備数および配備場所を決定している

別添1資料1-㉕ 島根2号炉は，火災対応に必要な知識・技能を習得できるよう各役割に応じた教育訓練を実施している

別添1資料1-㉖ 島根2号炉の常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）は，建物内に設置している

別添1資料1-㉗ 島根2号炉では同機能を有する設備が同時に機能喪失しないよう設備を分散配置している

別添1資料1-㉘ 島根2号炉の新燃料貯蔵庫には，新燃料以外の燃料集合体は貯蔵しないため，新燃料にて評価を実施している

別添1資料1-㉙ 島根2号炉は，煙の充満等により消火困難となる場所には，固定式ガス消火設備を設置する

別添1資料1-㉚ 島根2号炉は，光伝送は使用していない

別添1資料1-㉛ 島根2号炉では，可燃物管理を実施する一部の火災区域又は火災区画について，火災感知器を設置しない，若しくは消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置している
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て 

添付資料 3  東海第二発電所における不燃性又は難燃性の換気フ

ィルタの使用状況について 

 

添付資料 4 東海第二発電所における保温材の使用状況について 

 

添付資料 5 東海第二発電所における建屋内装材の不燃性につい

て 

 

添付資料 6 東海第二発電所における非常用ディーゼル発電機室

の二酸化炭素消火設備の作動について 

＜目 次＞ 

 

1. 概要 

2. 火災防護に係る審査基準の要求事項について 

 2.1. 基本事項 

2.1.1. 火災発生防止 

 2.1.1.1. 発電用原子炉施設内の火災発生防止 

 2.1.1.2. 不燃性・難燃性材料の使用 

 2.1.1.3. 自然現象による火災発生の防止 

2.1.2. 火災の感知，消火 

 2.1.2.1. 早期の火災感知及び消火 

 2.1.2.2. 地震等の自然現象への対策 

 2.1.2.3. 消火設備の破損，誤作動又は誤操作への対策 

 

2.1.3. 火災の影響軽減 

 2.1.3.1. 系統分離による影響軽減 

 2.1.3.2. 火災影響評価 

2.2. 個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

2.3. 火災防護計画について 

 

 

添付資料１ 島根原子力発電所２号炉における漏えいした潤滑油

又は燃料油の拡大防止対策について 

 

添付資料２ 島根原子力発電所２号炉における難燃ケーブルの使

用について 

添付資料３ 島根原子力発電所２号炉における不燃性又は難燃性

の換気フィルタの使用状況について 

 

添付資料４ 島根原子力発電所２号炉における保温材の使用状況

について 

添付資料５ 島根原子力発電所２号炉における建物内装材の不燃

性について 
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いて 

添付資料７ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における消

火用非常照明器具の配置図 

添付資料８ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における中

央制御室の排煙設備について 

添付資料９ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における新

燃料貯蔵庫未臨界性評価について 

参考資料１ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における潤

滑油及び燃料油の引火点，室内温度及び機器運転

時の温度について 

参考資料２ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における火

災区域又は火災区画に設置するガスボンベについ

て 

参考資料３ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における重

要度の特に高い安全機能を有する系統の火災防護 

参考資料４ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における水

密扉の止水機能に対する火災影響について 

参考資料５ 柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における配

管フランジパッキンの火災影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 7 東海第二発電所における消火用非常照明器具の配置

図 

添付資料 8 東海第二発電所における中央制御室の排煙設備につ

いて 

添付資料 9 東海第二発電所における新燃料貯蔵庫の未臨界性評

価について 

参考資料 1 東海第二発電所における潤滑油又は燃料油の引火

点，室内温度及び機器運転時の温度について 

 

参考資料 2 東海第二発電所における火災区域又は火災区画に設

置するガスボンベについて 

 

参考資料 3 東海第二発電所における重要度の特に高い安全機能

を有する系統の火災防護 

参考資料 4 東海第二発電所における水密扉の止水機能に対する

火災影響について 

参考資料 5 東海第二発電所における配管フランジパッキンの火

災影響について 

参考資料 6 海水ポンプ室における火災防護対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料６ 島根原子力発電所２号炉における消火用非常照明器

具の配置図 

添付資料７ 島根原子力発電所２号炉における中央制御室の排煙

設備について 

添付資料８ 島根原子力発電所２号炉における新燃料貯蔵庫未臨

界性評価について 

参考資料１ 島根原子力発電所２号炉における潤滑油及び燃料油

の引火点，室内温度及び機器運転時の温度について 

 

参考資料２ 島根原子力発電所２号炉における火災区域又は火災

区画に設置するガスボンベについて 

 

参考資料３ 島根原子力発電所２号炉における重要度の特に高い

安全機能を有する系統の火災防護 

参考資料４ 島根原子力発電所２号炉における水密扉の止水機

能に対する火災影響について 

参考資料５ 島根原子力発電所２号炉における配管フランジパ

ッキンの火災影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根 2 号炉は，消火

剤にハロン1301を用い

た全域ガス消火設備を

設置する設計としてい

る（以下，別添 1 資料

1-①の相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載箇所の相違 

【東海第二】 

 島根 2 号炉の海水ポ

ンプエリアについて

は，火災防護審査基準

に基づく対策を実施し

ている 
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資料１ 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉の  

設計基準対象施設における火災防護に係る  

基準規則等への適合性について 

 

1．概 要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設

備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）

第八条では，設計基準対象施設に関する火災による損傷防止

について，以下のとおり要求されている。 

 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の

安全性が損なわれないよう、火災の発生を防止することがで

き、かつ、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知

設備」という。）及び消火を行う設備（以下「消火設備」とい

い、安全施設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減

する機能を有するものでなければならない。 

 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作

動又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に

停止させるための機能を損なわないものでなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 1 

 

東海第二発電所の設計基準対象施設における 

火災防護に係る基準規則等への適合性について 

 

 

1. 概 要   

  「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備

の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）第

八条では，設計基準対象施設に関する火災による損傷の防止に

ついて，以下の要求がされている。 

 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設では，火災により発電用原子炉施設の

安全性が損なわれないよう，火災の発生を防止することがで

き，かつ，早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設

備」）及び消火を行う設備（以下「消火設備」といい，安全施

設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機能を

有するものでなければならない。 

 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は，破損，誤動

作又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に

停止させるための機能を損なわないものでなければならない。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

 

島根原子力発電所２号炉の 

設計基準対象施設における火災防護に係る 

基準規則等への適合性について 

 

１. 概 要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）」

第八条では，設計基準対象施設に関する火災による損傷防止に

ついて，以下のとおり要求されている。 

 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安

全性が損なわれないよう、火災の発生を防止することができ、

かつ、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」

という。）及び消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安

全施設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機

能を有するものでなければならない。 

 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作

動及び誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停

止させるための機能を損なわないものでなければならない。 
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設置許可基準規則第八条の解釈には，以下のとおり，「実用

発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」

（以下「火災防護に係る審査基準」という。）に適合すること

が要求されている。 

 

第８条（火災による損傷の防止） 

１ 第８条については、設計基準において発生する火災により、

発電用原子炉施設の安全性が損なわれないようにするため、

設計基準対象施設に対して必要な機能（火災の発生防止、感

知及び消火並びに火災による影響の軽減）を有することを求

めている。 

また、上記の「発電用原子炉施設の安全性が損なわれない」

とは、安全施設が安全機能を損なわないことを求めている。 

したがって、安全施設の安全機能が損なわれるおそれがあ

る火災に対して、発電用原子炉施設に対して必要な措置が求

められる。 

 

２ 第８条については、別途定める「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の火災防護に係る審査基準」（原規技発第 1306195 

号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））に適合す

るものであること。 

 

３ 第２項の規定について、消火設備の破損、誤作動又は誤作

動が起きた場合のほか、火災感知設備の破損、誤作動又は誤

操作が起きたことにより消火設備が作動した場合において

も、発電用原子炉を安全に停止させるための機能を損なわな

いものであること。 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における設計基準対

象施設は，火災により発電用原子炉施設の安全性を損なうこと

のないよう，火災防護対策を講じる設計とする。火災防護対策

を講じる設計を行うに当たり，原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持するための安全機能を有する構築物，系統及び

機器を設置する区域を火災区域及び火災区画に，放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を設置す

る区域を火災区域に設定する。設定する火災区域及び火災区画

設置許可基準規則の第八条の解釈には，以下のとおり「実用発電

用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下

「火災防護に係る審査基準」という。）に適合することが要求

されている。 

 

第 8 条 （火災による損傷の防止） 

１ 第 8条については，設計基準において発生する火災により，

発電用原子炉施設の安全性が損なわれないようにするため，設

計基準対象施設に対して必要な機能（火災の発生防止，感知及

び消火並びに火災による影響の軽減）を有することを求めてい

る。 

  また，上記の「発電用原子炉施設の安全性が損なわれない」

とは，安全施設が安全機能を損なわないことを求めている。 

  したがって，安全施設の安全機能が損なわれるおそれがある

火災に対して，発電用原子炉施設に対して必要な措置が求めら

れている。 

 

２ 第 8 条については，別途定める「実用発電用原子炉及びその

附属施設の火災防護に係る審査基準」（原規技発第 1306195 号

（平成 25年 6月 19 日原子力規制委員会決定））に適合するも

のであること。 

 

３ 第 2 項の規定について，消火設備の破損，誤作動又は誤動作

が起きた場合のほか，火災感知設備の破損，誤作動又は誤操作

が起きたことにより消火設備が作動した場合においても，発電

用原子炉を安全に停止させるための機能を損なわないもので

あること。 

 

  東海第二発電所における設計基準対象施設は，火災により発

電用原子炉施設の安全性を損なうことのないよう，火災防護対

策を講じる設計とする。火災防護対策を講じる設計を行うに当

たり，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持（以下「原

子炉の安全停止」という。）するための安全機能を有する構築

物，系統及び機器（以下「安全機能を有する機器等」という。）

を設置する区域を火災区域及び火災区画に，放射性物質の貯蔵

又は閉じ込め（以下「放射性物質貯蔵等」という。）機能を有

設置許可基準規則第八条の解釈には，以下のとおり，「実用

発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（以

下「火災防護に係る審査基準」という。）に適合することが要

求されている。 

 

第８条（火災による損傷の防止） 

１ 第８条については、設計基準において発生する火災により、

発電用原子炉施設の安全性が損なわれないようにするため、設

計基準対象施設に対して必要な機能（火災の発生防止、感知及

び消火並びに火災による影響の軽減）を有することを求めてい

る。 

また、上記の「発電用原子炉施設の安全性が損なわれない」

とは、安全施設が安全機能を損なわないことを求めている。 

したがって、安全施設の安全機能が損なわれるおそれがある

火災に対して、発電用原子炉施設に対して必要な措置が求めら

れる。 

 

２ 第８条については、別途定める「実用発電用原子炉及びその

附属施設の火災防護に係る審査基準」（原規技発第1306195号（平

成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））に適合するもの

であること。 

 

３ 第２項の規定について、消火設備の破損、誤作動又は誤動作

が起きた場合のほか、火災感知設備の破損、誤作動又は誤操作

が起きたことにより消火設備が作動した場合においても、発電

用原子炉を安全に停止させるための機能を損なわないものであ

ること。 

 

島根原子力発電所２号炉における設計基準対象施設は，火災に

より発電用原子炉施設の安全性を損なうことのないよう，火災防

護対策を講じる設計とする。火災防護対策を講じる設計を行うに

あたり，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

の安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する区域を火災

区域及び火災区画に，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有す

る構築物，系統及び機器を設置する区域を火災区域に設定する。

設定する火災区域及び火災区画に対して，火災の発生防止，火災
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に対して，火災の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の

影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる設計とす

る。 

 

 

以下では，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

る機能並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器を設置する火災区域及び火災区画に対して講

じる内部火災防護対策が，火災防護に係る審査基準に適合して

いることを示す。 

なお，原子炉格納容器内の火災防護対策については，資料８

に示す。 

 

2．火災防護に係る審査基準の要求事項について 

火災防護に係る審査基準では，火災の発生防止，火災の感

知及び消火設備の設置並びに火災の影響軽減対策をそれぞれ

要求している。 

 

2.1．基本事項 

 

［要求事項］ 

 

(1) 原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全

機能を有する構造物、系統及び機器を火災から防護するこ

とを目的として、以下に示す火災区域及び火災区画の分類

に基づいて、火災発生防止、火災の感知及び消火、火災の

影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じるこ

と。 

 

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するため

の安全機能を有する構築物、系統及び機器が設置される

火災区域及び火災区画 

②放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系

統及び機器が設置される火災区域 

 

 

する構築物，系統及び機器を設置する区域を火災区域に設定す

る。設定する火災区域及び火災区画に対して，火災の発生防止，

火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮

した火災防護対策を講じる設計とする。 

 

  以下では，原子炉の安全停止機能及び放射性物質貯蔵等の機

能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域及び火災

区画に対して講じる火災防護対策が，火災防護に係る審査基準

に適合していることを示す。 

 

  なお，原子炉格納容器内の火災防護対策については，資料 8

に示す。 

 

2.火災防護に係る審査基準の要求事項について 

  火災防護に係る審査基準では，火災の発生防止，火災の感知

及び消火設備の設置並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮

した火災防護対策を講じることを要求している。 

 

2.1 基本事項 

 

[要求事項] 

 2. 基本事項 

  (1) 原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安

全機能を有する構造物，系統及び機器を火災から防護する

ことを目的として，以下に示す火災区域及び火災区画の分

類に基づいて，火災発生防止，火災の感知及び消火，火災

の影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる

こと。 

 

   ① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めの安全機能を有する構築物，系統及び機器が設置され

る火災区域及び火災区画 

   ② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器が設置される火災区域 

 

 

の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮した火災

防護対策を講じる設計とする。 

 

 

 

以下では，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

機能並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域及び火災区画に対して講じる内

部火災防護対策が，火災防護に係る審査基準に適合していること

を示す。 

なお，原子炉格納容器内の火災防護対策については，資料８に

示す。 

 

2. 火災防護に係る審査基準の要求事項について 

  火災防護に係る審査基準では，火災の発生防止，火災の感知及

び消火設備の設置並びに火災の影響軽減対策をそれぞれ要求し

ている。 

 

2.1.  基本事項 

 

[要求事項] 

 

 (1)  原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全

機能を有する構築物、系統及び機器を火災から防護すること

を目的として、以下に示す火災区域及び火災区画の分類に基

づいて、火災発生防止、火災の感知及び消火、火災の影響軽

減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ずること。 

 

 

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するた

めの安全機能を有する構築物、系統及び機器が設置さ

れる火災区域及び火災区画 

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系

統及び機器が設置される火災区域 
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（参考） 

審査に当たっては、本基準中にある（参考）に示す事項

について確認すること。また、上記事項に記載されていな

いものについては、JEAC4626-2010及びJEAG4607-2010を参

照すること。 

なお、本基準の要求事項の中には、基本設計の段階に

おいてそれが満足されているか否かを確認することがで

きないものもあるが、その点については詳細設計の段階

及び運転管理の段階において確認する必要がある。 

 

発電用原子炉施設内の火災区域及び火災区画に設置され

る安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防護

することを目的として，以下に示す火災区域の分類に基づ

き，火災発生防止，火災の感知及び消火，火災の影響軽減

のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる。 

なお，火災防護に関する新たな知見が今後得られた場合

には，これらの知見も反映した火災防護対策に取り組んで

いくこととする。 

 

 (1) 安全機能を有する構築物，系統及び機器 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性が損なわれ

ることがないように，適切な火災防護対策を講じる設計と

する。火災防護対策を講じる対象として重要度分類のクラ

ス 1，クラス 2 及び安全評価上その機能を期待するクラス 

3 に属する構築物，系統及び機器を設定する。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するための構築物，

系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を

有する構築物，系統及び機器を抽出し，火災の発生防止，

火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考

慮した火災防護対策を講じる。 

その他の設計基準対象施設は，消防法，建築基準法，日

本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災

防護対策を講じる設計とする。 

 

 

  （参考） 

    審査に当たっては，本基準中にある（参考）に示す事項

について確認すること。また，上記事項に記載されていな

いものについては，JEAC4626-2010 及び

JEAG4607-2010 を参照すること。 

    なお，本基準の要求事項の中には，基本設計の段階にお

いてそれが満足されているか否かを確認することができ

ないものもあるが，その点については詳細設計の段階及び

運転管理の段階において確認する必要がある。 

 

  発電用原子炉施設内の火災区域及び火災区画に設置される

安全機能を有する構造物，系統及び機器を火災から防護するこ

とを目的として，以下に示す火災区域の分類に基づき，火災発

生防止，火災の感知及び消火，火災の影響軽減のそれぞれを考

慮した火災防護対策を講じる。 

  なお，火災防護に関する新たな知見が今後得られた場合に

は，これらの知見も反映して火災防護対策に取り組んでいくこ

ととする。 

 

(2) 安全機能を有する機器等 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性を損なわない

ように，適切な火災防護対策を講じる設計とする。火災防護

対策を講じる対象として重要度分類のクラス1，クラス2及び

安全評価上その機能を期待するクラス3に属する構築物，系統

及び機器とする。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から原子炉の安

全停止のための構築物，系統及び機器並びに放射性物質貯蔵

等の機能を有する構築物，系統及び機器を抽出し，火災の発

生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞ

れを考慮した火災防護対策を講じる。 

 

その他の設計基準対象施設は，消防法，建築基準法，日本電

気協会電気技術規程・指針に基づき設備等に応じた火災防護

対策を講じる設計とする。 

 

 

（参考） 

     審査に当たっては、本基準中にある（参考）に示す事項

について確認すること。また、上記事項に記載されていな

いものについては、JEAC4626-2010及びJEAG4607-2010を参

照すること。 

         なお、本基準の要求事項の中には、基本設計の段階にお

いてそれが満足されているか否かを確認することができ

ないものもあるが、その点については詳細設計の段階及び

運転管理の段階において確認する必要がある。 

 

   発電用原子炉施設内の火災区域及び火災区画に設置される

安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防護する

ことを目的として，以下に示す火災区域の分類に基づき，火

災発生防止，火災の感知及び消火，火災の影響軽減のそれぞ

れを考慮した火災防護対策を講じる。 

なお，火災防護に関する新たな知見が今後得られた場合に

は，これらの知見を反映した火災防護対策に取り組んでいく

こととする。 

 

 (1) 安全機能を有する構築物，系統及び機器 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性が損なわれる

ことがないように，適切な火災防護対策を講じる設計とす

る。火災防護対策を講じる対象として重要度分類のクラス

１，クラス２及び安全評価上その機能を期待するクラス３に

属する構築物，系統及び機器を設定する。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するための構築物，系統

及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有す

る構築物，系統及び機器を抽出し，火災の発生防止，火災の

感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮した

火災防護対策を講じる。 

その他の設計基準対象施設は，消防法，建築基準法，一般

社団法人日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応

じた火災防護対策を講じる設計とする。 
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(2) 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器 

設計基準対象施設のうち，重要度分類に基づき，発電用

原子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の高温

停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な以下の

機能を確保するための構築物，系統及び機器を「原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な構

築物，系統及び機器」として選定する。 

① 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

② 過剰反応度の印加防止機能 

③ 炉心形状の維持機能 

④ 原子炉の緊急停止機能 

⑤ 未臨界維持機能 

⑥ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

⑦ 原子炉停止後の除熱機能 

⑧ 炉心冷却機能 

⑨ 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信    

号の発生機能 

⑩ 安全上特に重要な関連機能 

⑪ 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

⑫ 事故時のプラント状態の把握機能 

⑬ 制御室外からの安全停止機能 

（資料２） 

 

 (3) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器 

設計基準対象施設のうち，重要度分類に基づき，発電用

原子炉施設において火災が発生した場合に，放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能を確保するために必要な以下の構築

物，系統及び機器を，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能

を有する構築物，系統及び機器」として選定する。 

ただし，重要度分類表における緊急時対策上重要なもの

及び異常状態の把握機能のうち，気体廃棄物処理設備エリ

ア排気モニタについては，設計基準事故時の監視機能であ

ることから，その重要度を踏まえ，「放射性物質の貯蔵又は

閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器」として選定

(3) 原子炉の安全停止のために必要な構築物，系統及び機器 

 

設計基準対象施設のうち，重要度分類審査指針に基づき，

発電用原子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の

安全停止のために必要な以下の機能を確保するための構築

物，系統及び機器を「原子炉の安全停止に必要な機器等」と

して選定する。   

      

① 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

② 過剰反応度の印加防止機能 

③ 炉心形状の維持機能 

④ 原子炉の緊急停止機能 

⑤ 未臨界維持機能 

⑥ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

⑦ 原子炉停止後の除熱機能 

⑧ 炉心冷却機能 

⑨ 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生

機能 

⑩ 安全上特に重要な関連機能 

⑪ 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

⑫ 事故時のプラント状態の把握機能 

⑬ 制御室外からの安全停止機能 

（資料 2） 

 

(4) 放射性物質貯蔵等の機能を有する構築物，系統及び機器 

 

   設計基準対象施設のうち，重要度分類審査指針に基づき，

発電用原子炉施設において火災が発生した場合，放射性物質

貯蔵等の機能を確保するための構築物，系統及び機器を「放

射性物質貯蔵等の機器等」として選定する。 

 

   ただし，重要度分類表における緊急時対策上重要なもの及

び異常状態の把握機能のうち，排気筒モニタについては，設

計基準事故時の監視機能であることから，その重要度を踏ま

え，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器」として選定する。 

(2) 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な構築物，系統及び機器 

設計基準対象施設のうち，重要度分類審査指針に基づき，

発電用原子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な以下

の機能を確保するための構築物，系統及び機器を「原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な構築

物，系統及び機器」として選定する。 

 ① 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

② 過剰反応度の印加防止機能 

③ 炉心形状の維持機能 

④ 原子炉の緊急停止機能 

⑤ 未臨界維持機能 

⑥ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

⑦ 原子炉停止後の除熱機能 

⑧ 炉心冷却機能 

⑨ 工学的安全施設及び原子炉停止系の作動信号の発生機

能 

⑩ 安全上特に重要な関連機能 

⑪ 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

⑫ 事故時のプラント状態の把握機能 

⑬ 制御室外からの安全停止機能 

（資料２） 

 

 (3) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器 

設計基準対象施設のうち，重要度分類審査指針に基づき，

発電用原子炉施設において火災が発生した場合に，放射性物

質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するために必要な以下の構

築物，系統及び機器を，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機

能を有する構築物，系統及び機器」として選定する。 

ただし，重要度分類表における緊急時対策上重要なもの及

び異常状態の把握機能のうち，排気筒モニタについては，設

計基準事故時の監視機能であることから，その重要度を踏ま

え，「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器」として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設置許可添付書類十

における評価で用いる

モニタが異なる（以下，
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する。 

① 放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放出低

減機能 

② 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていな

いものであって， 放射性物質を貯蔵する機能 

③ 使用済燃料プール水の補給機能 

④ 放射性物質放出の防止機能 

⑤ 放射性物質の貯蔵機能 

（資料９） 

 

 

(4) 火災区域及び火災区画の設定 

原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コントロ

ール建屋，圧力抑制室プール水サージタンク設置区域，固

体廃棄物貯蔵庫，焼却炉建屋及び使用済燃料輸送容器保管

建屋の建屋内の火災区域は，耐火壁によって囲まれ，他の

区域と分離されている建屋内の区域を，「(1) 安全機能を有

する構築物，系統及び機器」において選定する機器の配置

も考慮して設定する。 

火災の影響軽減の対策が必要な，原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持するための安全機能を有する構築

物，系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機

能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域は，3 

時間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である 123mm 

より厚い 140mm 以上の壁厚を有するコンクリート壁並び

に 3 時間耐火に設計上必要なコンクリート厚である 

219mm より厚い床，天井又は火災耐久試験により 3 時間以

上の耐火能力を有することを確認した耐火壁（強化石膏ボ

ード，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ，天井デッキス

ラブ）により隣接する他の火災区域と分離するよう設定す

る。 

屋外の火災区域は， 他の区域と分離して火災防護対策を

実施するために，「(1)安全機能を有する構築物，系統及び

機器」において選定する機器を設置する区域を，火災区域

として設定する。 

また，火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域

 

① 放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮へい及び放出

低減機能 

② 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていない

ものであって，放射性物質を貯蔵する機能 

③ 燃料プール水の補給機能 

④ 放射性物質放出の防止機能 

⑤ 放射性物質の貯蔵機能 

⑥ 原子炉冷却材を内蔵する機能 

（資料 9） 

 

 (1) 火災区域及び火災区画の設定 

   原子炉建屋原子炉棟，原子炉建屋付属棟，原子炉建屋廃棄

物処理棟，タービン建屋，廃棄物処理建屋，使用済燃料乾式

貯蔵建屋，固体廃棄物作業建屋，固体廃棄物貯蔵庫Ａ，固体

廃棄物貯蔵庫Ｂ及び給水加熱器保管庫の建屋内の火災区域

は，耐火壁によって囲まれ，他の区域と分離されている建屋

内の区域は，「(2)安全機能を有する機器等」において選定す

る機器等の配置も考慮して火災区域を設定する。 

   建屋内のうち，火災の影響軽減対策が必要な安全機能を有

する機器等並びに放射性物質貯蔵等の機能を有する構築物，

系統及び機器等を設置する火災区域は，3 時間以上の耐火能

力を有する耐火壁として，3時間耐火に設計上必要な150mm

以上の壁厚を有するコンクリート壁や火災耐久試験により 3

時間以上の耐火能力を有することを確認した耐火壁(耐火隔

壁，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ等)により隣接する

他の火災区域と分離する。 

 

 

 

 

   屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護対策を実

施するために，「(2)安全機能を有する機器等」において選定

する機器等を設置する区域を，火災区域として設定する。 

 

火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域を系統分

 

 ① 放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮へい及び放出

低減機能 

② 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていない

ものであって，放射性物質を貯蔵する機能 

③ 燃料プール水の補給機能 

④ 放射性物質放出の防止機能 

⑤ 放射性物質の貯蔵機能 

（資料９） 

 

 

(4) 火災区域及び火災区画の設定 

  原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物，制御室建物，

復水貯蔵タンク設置区域，固体廃棄物貯蔵所，サイトバンカ

建物及び排気筒モニタ室の建物内の火災区域は，耐火壁によ

って囲まれ，他の区域と分離されている建物内の区域を，「(1) 

安全機能を有する構築物，系統及び機器」において選定する

構築物，系統及び機器の配置も考慮して設定する。 

 

  火災の影響軽減の対策が必要な，原子炉の高温停止及び低

温停止を達成し，維持するための安全機能を有する構築物，

系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有

する構築物，系統及び機器を設置する火災区域は，３時間耐

火に設計上必要なコンクリート壁厚である123mm以上の壁厚

を有するコンクリート壁並びに３時間耐火に設計上必要なコ

ンクリート厚である219mmより厚い床，天井又は火災耐久試験

により３時間以上の耐火能力を有することを確認した耐火壁

（耐火障壁，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ）により隣

接する他の火災区域と分離するよう設定する。 

 

 

  屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護対策を実

施するために，「(1) 安全機能を有する構築物，系統及び機

器」において選定する機器を設置する区域を，火災区域とし

て設定する。 

  また，火災区画は，建物内及び屋外で設定した火災区域を

別添 1 資料 1-②の相

違） 

 

 

 

 

 

 

・選定対象の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉の放射性

物質の貯蔵又は閉じ込

め機能を有する機器等

には，原子炉冷却材を

内蔵する機能に該当す

るものはない 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の設備配

置を踏まえ，火災区域

及び火災区画を設定し

ている（以下，別添 1

資料 1-③の相違） 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の火災区

域のコンクリート壁

は，3時間耐火に必要な

壁厚であることを確認

している（以下，別添 1

資料 1-④の相違） 

耐火壁の仕様が異な

る（以下，別添 1 資料

1-⑤の相違） 

【東海第二】 

島根 2 号炉の床，天
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を系統分離，機器 の配置状況に応じて分割して設定する。 

（資料３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 火災防護計画 

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施

するため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，

計画を遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，

体制の運営管理，必要な要員の確保及び教育訓練，火災発

生防止のための活動，火災防護設備の保守点検及び火災情

報の共有等，火災防護を適切に実施するための対策並びに

火災発生時の対応等，火災防護対策を実施するために必要

な手順等について定めるとともに， 発電用原子炉施設の安

全機能を有する構築物，系統及び機器については，火災の

発生防止，火災の早期感知及び消火並びに火災の影響軽減

の 3 つの深層防護の概念に基づき，必要な火災防護対策を

行うことについて定める。重大事故等対処施設については，

火災の発生防止，並びに火災の早期感知及び消火を行うこ

とについて定める。その他の発電用原子炉施設については，

消防法，建築基準法，日本電気協会電気技術規程・指針に

基づき設備に応じた火災防護対策を行うことについて定め

る。 

外部火災については，安全施設を外部火災から防護する

ための運用等について定める。 

 

 

 

 

離等に応じて分割して設定する。 

（資料 3） 

 

(5) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル 

発電用原子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉

の安全停止のために必要な機能，及び放射性物質貯蔵等の機

能を確保するために必要な機器及びケーブルを火災防護対

象機器等として選定する。 

選定した火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルに

ついては，各設備の重要度並びに環境条件に応じて火災防護

対策を講じる設計とする。 

 

(6) 火災防護計画 

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施

するため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計

画を遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制

の運営管理，必要な要員の確保，教育訓練，火災から防護す

べき安全機能を有する構築物，系統及び機器，火災発生防止

のための活動，火災防護設備の保守点検及び火災情報の共有

化等，火災防護を適切に実施するための対策，火災発生時の

対応等，火災防護対策を実施するために必要な手順等につい

て定める。また，発電用原子炉施設の安全機能を有する機器

等については，火災の発生防止，火災の早期感知，消火，火

災の影響軽減の 3つの深層防護の概念に基づき，必要な火災

防護対策を行うことについて定める。重大事故等対処施設

は，火災の発生防止，火災の早期感知，消火の 2つの深層防

護の概念に基づき必要な火災防護対策を行うことについて

定める。その他の発電用原子炉施設については，消防法，建

築基準法，日本電気協会電気技術規程・指針に従った火災防

護対策を行うことについて定める。 

   外部火災については，安全施設を外部火災から防護するた

めの運用等について定める。 

 

 

 

 

系統分離，機器の配置状況に応じて分割して設定する。  

（資料３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 火災防護計画 

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施す

るため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計画

を遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制の

運営管理，必要な要員の確保及び教育訓練，火災から防護す

べき安全機能を有する構築物，系統及び機器，火災発生防止

のための活動，火災防護設備の保守点検及び火災情報の共有

等，火災防護を適切に実施するための対策並びに火災発生時

の対応等，火災防護対策を実施するために必要な手順等につ

いて定めるとともに，発電用原子炉施設の安全機能を有する

構築物，系統及び機器については，火災の発生防止，火災の

早期感知及び消火並びに火災の影響軽減の３つの深層防護の

概念に基づき，必要な火災防護対策を行うことについて定め

る。重大事故等対処施設については，火災の発生防止，並び

に火災の早期感知及び消火を行うことについて定める。その

他の発電用原子炉施設については，消防法，建築基準法，一

般社団法人日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に

応じた火災防護対策を行うことについて定める。 

外部火災については，安全施設を外部火災から防護するた

めの運用等について定める。 

 

 

 

 

井は，3時間耐火に設計

上必要な厚さ以上であ

ることを確認している

（以下，別添 1 資料

1-⑥の相違） 

 

・記載箇所の相違（島

根 2 号炉は，2.1.3.1.

項に記載） 
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2.1.1．火災発生防止 

2.1.1.1. 発電用原子炉施設内の火災発生防止 

 

［要求事項］ 

 

2.1.1 原子炉施設は火災の発生を防止するために以下の各号

に掲げる火災防護対策を講じた設計であること。 

(1) 発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備

を設置する火災区域は、以下の事項を考慮した、火災の発

生防止対策を講じること。 

① 漏えいの防止、拡大防止 

発火性物質又は引火性物質の漏えいの防止対策、拡大

防止対策を講じること。ただし、雰囲気の不活性化等に

より、火災が発生するおそれがない場合は、この限りで

ない。 

②  配置上の考慮 

発火性物質又は引火性物質の火災によって、原子炉施

設の安全機能を損なうことがないように配置すること。 

③  換気 

換気ができる設計であること。 

④  防爆 

防爆型の電気・計装品を使用するとともに、必要な電

気設備に接地を施すこと。 

⑤  貯蔵 

安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置する火

災区域における発火性物質又は引火性物質の貯蔵は、運

転に必要な量にとどめること。 

(2) 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある

火災区域には、滞留する蒸気又は微粉を屋外の高所に排出

する設備を設けるとともに、電気・計装品は防爆型とする

こと。また、着火源となるような静電気が溜まるおそれの

ある設備を設置する場合には、静電気を除去する装置を設

けること。 

(3) 火花を発生する設備や高温の設備等発火源となる設備を

設置しないこと。ただし、災害の発生を防止する附帯設備

を設けた場合は、この限りでない。 

2.1.1 火災の発生防止 

2.1.1.1 発電用原子炉施設の火災の発生防止 

 

[要求事項] 

 2.1 火災発生防止 

 2.1.1 原子炉施設は火災の発生を防止するために以下の各号

に掲げる火災防護対策を講じた設計であること。 

  (1) 発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設

備を設置する火災区域は，以下の事項を考慮した，火災の

発生防止対策を講じること。 

   ① 漏えいの防止，拡大防止 

     発火性物質又は引火性物質の漏えいの防止対策，拡大

防止対策を講じること。 

     ただし，雰囲気の不活性化等により，火災が発生する

おそれがない場合は，この限りでない。 

   ② 配置上の考慮 

     発火性物質又は引火性物質の火災によって，原子炉施

設の安全機能を損なうことがないように配置すること。 

   ③ 換気 

     換気ができる設計であること。 

   ④ 防爆 

     防爆型の電気・計装品を使用するとともに，必要な電

気設備に接地を施すこと。 

   ⑤ 貯蔵 

     安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域における発火性物質又は引火性物質の貯蔵は，運

転に必要な量にとどめること。 

  (2) 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがあ

る火災区域には，滞留する蒸気又は微粉を屋外の高所に排

出する設備を設けるとともに，電気・計装品は防爆型とす

ること。また，着火源となるような静電気が溜まるおそれ

のある設備を設置する場合には，静電気を除去する装置を

設けること。 

  (3) 火花を発生する設備や高温の設備等発火源となる設備

を設置しないこと。ただし，災害の発生を防止する附帯設

備を設けた場合は，この限りでない。 

2.1.1.  火災発生防止 

2.1.1.1.  発電用原子炉施設内の火災発生防止 

 

[要求事項] 

 

2.1.1 原子炉施設は火災の発生を防止するために以下の各号に

掲げる火災防護対策を講じた設計であること。 

(1) 発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備

を設置する火災区域は、以下の事項を考慮した、火災の発

生防止対策を講ずること。 

① 漏えいの防止、拡大防止 

発火性物質又は引火性物質の漏えいの防止対策、拡大防

止対策を講ずること。ただし、雰囲気の不活性化等により、

火災が発生するおそれがない場合は、この限りでない。 

 

② 配置上の考慮 

発火性物質又は引火性物質の火災によって、原子炉施設

の安全機能を損なうことがないように配置すること。 

③ 換気 

換気ができる設計であること。 

④ 防爆 

防爆型の電気・計装品を使用するとともに、必要な電気

設備に接地を施すこと。 

⑤ 貯蔵 

安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置する火災

区域における発火性物質又は引火性物質の貯蔵は、運転に

必要な量にとどめること。 

(2) 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある

火災区域には、滞留する蒸気又は微粉を屋外の高所に排出

する設備を設けるとともに、電気・計装品は防爆型とする

こと。また、着火源となるような静電気が溜まるおそれの

ある設備を設置する場合には、静電気を除去する装置を設

けること。 

(3) 火花を発生する設備や高温の設備等発火源となる設備を

設置しないこと。ただし、災害の発生を防止する附帯設

備を設けた場合は、この限りでない。 
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(4) 火災区域内で水素が漏えいしても、水素濃度が燃焼限界

濃度以下となるように、水素を排気できる換気設備を設置

すること。また、水素が漏えいするおそれのある場所には、

その漏えいを検出して中央制御室にその警報を発するこ

と。 

(5) 放射線分解等により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼

によって、原子炉の安全性を損なうおそれがある場合には、

水素の蓄積を防止する措置を講じること。 

(6) 電気系統は、地絡、短絡等に起因する過電流による過熱

防止のため、保護継電器と遮断器の組合せ等により故障回

路の早期遮断を行い、過熱、焼損の防止する設計であるこ

と。 

（参考） 

(1) 発火性又は引火性物質について 

発火性又は引火性物質としては、例えば、消防法で定

められる危険物、高圧ガス保安法で定められる高圧ガス

のうち可燃性のもの等が挙げられ、発火性又は引火性気

体、発火性又は引火性液体、発火性又は引火性固体が含

まれる。 

(5) 放射線分解に伴う水素の対策について 

BWR の具体的な水素対策については、社団法人火力原

子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガス(水素・酸

素)蓄積防止に関するガイドライン（平成１７年１０月）」

に基づいたものとなっていること。 

 

 

発電用原子炉施設内の火災の発生防止については，発火性

又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置する

火災区域又は火災区画に対する火災の発生防止対策を講じる

ほか，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対策，発火源

への対策，水素ガスに対する換気及び漏えい検知対策，放射

線分解等により発生する水素ガスの蓄積防止対策，並びに電

気系統の過電流による過熱及び焼損の防止対策等を講じる設

計とする。 

 

 

  (4) 火災区域内で水素が漏えいしても，水素濃度が燃焼限界

濃度以下となるように，水素を排気できる換気設備を設置

すること。また，水素が漏えいするおそれのある場所には，

その漏えいを検出して中央制御室にその警報を発するこ

と。 

  (5) 放射線分解等により発生し，蓄積した水素の急速な燃焼

によって，原子炉の安全性を損なうおそれがある場合に

は，水素の蓄積を防止する措置を講じること。 

  (6) 電気系統は，地絡，短絡等に起因する過電流による過熱

防止のため，保護継電器と遮断器の組合せ等により故障回

路の早期遮断を行い，過熱，焼損の防止する設計であるこ

と。 

  （参考） 

    (1) 発火性又は引火性物質について 

      発火性又は引火性物質としては，例えば，消防法で

定められる危険物，高圧ガス保安法で定められる高圧

ガスのうち可燃性のもの等が挙げられ，発火性又は引

火性気体，発火性又は引火性液体，発火性又は引火性

固体が含まれる。 

    (5) 放射線分解に伴う水素の対策について 

      BWR の具体的な水素対策については，社団法人火力

原子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガス(水

素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（平成１７

年１０月）」に基づいたものとなっていること。 

 

 

発電用原子炉施設の火災発生防止については，発火性又は引

火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置する火災区

域又は火災区画に対する火災発生防止対策を講じるとともに，

可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対策，発火源に対する

対策，水素に対する換気及び漏えい検出対策，放射線分解によ

り発生する水素の蓄積防止対策，並びに電気系統の過電流によ

る過熱及び焼損の防止対策等を講じる設計とする。 

 

 

 

(4) 火災区域内で水素が漏えいしても、水素濃度が燃焼限界

濃度以下となるように、水素を排気できる換気設備を設置

すること。また、水素が漏えいするおそれのある場所には、

その漏えいを検出して中央制御室にその警報を発するこ

と。 

(5) 放射線分解等により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼

によって、原子炉の安全性を損なうおそれがある場合には、

水素の蓄積を防止する措置を講ずること。 

(6) 電気系統は、地絡、短絡等に起因する過電流による過熱

防止のため、保護継電器と遮断器の組合せ等により故障回

路の早期遮断を行い、過熱、焼損の防止する設計であるこ

と。 

（参考） 

(1) 発火性又は引火性物質について 

発火性又は引火性物質としては、例えば、消防法で定

められる危険物、高圧ガス保安法で定められる高圧ガス

のうち可燃性のもの等が挙げられ、発火性又は引火性気

体、発火性又は引火性液体、発火性又は引火性固体が含

まれる。 

(5) 放射線分解に伴う水素の対策について 

BWR の具体的な水素対策については、社団法人火力原

子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガス(水素・酸

素)蓄積防止に関するガイドライン（平成１７年１０月）」

に基づいたものとなっていること。 

 

 

 発電用原子炉施設内の火災の発生防止については，発火性又

は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置する火災

区域又は火災区画に対する火災の発生防止対策を講じるほか，

可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対策，発火源への対策，

水素ガスに対する換気及び漏えい検出対策，放射線分解等によ

り発生する水素の蓄積防止対策，並びに電気系統の過電流によ

る過熱及び焼損の防止対策等を講じる設計とする。 
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(1) 発火性又は引火性物質 

発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備

を設置する火災区域には，以下の火災発生防止対策を講じ

る設計とする。 

ここでいう発火性又は引火性物質としては，消防法で定

められている危険物のうち「潤滑油」及び「燃料油」，並び

に高圧ガス保安法で高圧ガスとして定められている水素ガ

ス，窒素ガス，液化炭酸ガス及び空調用冷媒等のうち可燃

性である「水素ガス」を対象とする。 

 

①  漏えいの防止，拡大防止 

本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及び

これらの設備を設置する火災区域」に対して要求してい

ることから，該当する設備を設置する火災区域に対する

漏えいの防止対策，拡大防止対策について以下に示す。 

 

○ 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である

潤滑油又は燃料油を内包する設備は，溶接構造，シー

ル構造の採用による漏えい防止対策を講じる設計とす

るとともに，堰を設置し，漏えいした潤滑油又は燃料

油が拡大することを防止する設計とする。 

なお，設備の軸受には潤滑油が供給されており過熱

することはない。万一，軸受が損傷した場合には，当

該設備は過負荷等によりトリップするため軸受は異常

加熱しないこと，オイルシールにより潤滑油はシール

されていることから，潤滑油が漏えいして発火するお

それはない。 

（第 1-1 表，第 1-1～1-2 図） 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である

潤滑油又は燃料油を内包する設備に対する拡大防止対

策を添付資料１に示す。 

 

以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性

物質である潤滑油又は燃料油を内包する設備について

 (1) 発火性又は引火性物質 

   発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備

を設置する火災区域又は火災区画には，以下の火災の発生防

止対策を講じる設計とする。 

   発火性又は引火性物質としては，消防法で定められる危険

物のうち「潤滑油」及び「燃料油」，高圧ガス保安法で高圧

ガスとして定められる水素，窒素，液化炭酸ガス及び空調用

冷媒等のうち可燃性である「水素」を対象とする。 

 

 

① 漏えいの防止，拡大防止 

    本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及び

これらの設備を設置する火災区域」に対して要求している

ことから，該当する設備を設置する火災区域に対する漏え

いの防止対策，拡大防止対策を以下に示す。 

   

 〇発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包す

る設備 

     火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である

潤滑油又は燃料油を内包する設備（以下「油内包設備」

という。）は，溶接構造，シール構造により漏えい防止

対策を講じる設計とするとともに，堰等を設置し，漏え

いした潤滑油又は燃料油が拡大することを防止する設

計とする。万が一，軸受が損傷した場合には，当該機器

が過負荷等によりトリップするため軸受は異常過熱し

ないこと，オイルシールにより潤滑油はシールされてい

ることから，潤滑油が漏えいして発火するおそれはない 

（第 1-1 表，第 1-1 図，第 1-2 図）。 

 

 

     油内包設備からの漏えいの有無については，日常の油

内包設備の巡視により確認する。火災区域内に設置する

油内包設備に対する拡大防止対策を添付資料 1に示す。 

 

  以上より，火災区域内に設置する油内包設備については，漏

えい防止を講じているとともに，添付資料 1に示すとおり拡大

(1) 発火性又は引火性物質 

発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を

設置する火災区域には，以下の火災発生防止対策を講じる設

計とする。 

ここでいう発火性又は引火性物質としては，消防法で定め

られている危険物のうち「潤滑油」及び「燃料油」，並びに

高圧ガス保安法で高圧ガスとして定められている水素ガス，

窒素ガス，液化炭酸ガス及び空調用冷媒等のうち可燃性であ

る「水素ガス」を対象とする。 

 

  ① 漏えいの防止，拡大防止 

    本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域」に対して要求していること

から，該当する設備を設置する火災区域に対する漏えいの防

止対策，拡大防止対策について以下に示す。 

 

   ○ 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備 

     火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備は，溶接構造，シール構造

の採用による漏えい防止対策を講じるとともに，堰を設置

し，漏えいした潤滑油又は燃料油が拡大することを防止す

る設計とする。 

なお，設備の軸受には潤滑油が供給されており過熱す

ることはない。万一，軸受が損傷した場合には，当該設

備は過負荷等によりトリップするため軸受は異常加熱し

ないこと，オイルシールにより潤滑油はシールされてい

ることから，潤滑油が漏えいして発火するおそれはない。 

（第１-１表，第１-１図～第１-２図） 

    

  火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備に対する漏えい拡大防止

対策を添付資料１に示す。 

         

         以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である潤滑油又は燃料油を内包する設備については，漏え
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は，漏えい防止対策を講じているとともに，添付資料

１に示すとおり拡大防止対策を講じていることから，

火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

 

第 1-1 表：火災区域内の発火性又は引火性物質である 

潤滑油又は燃料油を内包する設備の漏えい防止，拡大防止対策 

 

 

 

 

第 1-1 図：溶接構造，シール構造による漏えい防止対策概要図 

 

防止対策を講じる設計とすることから，火災防護に係る審査基

準に適合しているものと考える。 

 

 

 

第 1-1 表 火災区域内の油内包設備の漏えい防止，拡大防止対策 

 

 

 

第 1-1 図 溶接構造，シール構造による漏えいの防止対策概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

い防止対策を講じているとともに，添付資料１に示すとお

り拡大防止対策を講じていることから，火災防護に係る審

査基準に適合しているものと考える。 

 

 

第１-１表 火災区域内の発火性又は引火性物質である 

潤滑油又は燃料油を内包する設備の漏えい防止，拡大防止対策 

 

 

第１-１図 溶接構造，シール構造による漏えい防止対策概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-③の相
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第 1-2 図：堰による拡大防止対策概要図 

 

○ 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である

水素ガスを内包する設備は，以下に示す溶接構造等に

よる水素ガスの漏えいを防止する 設計とする。 

 

なお，充電時に水素ガスが発生する蓄電池について

は，機械換気を行うとともに，蓄電池設置場所の扉を

通常閉運用とすることにより，水素ガスの拡大を防止

する設計とする。また，これ以外の発火性又は引火性

物質である水素ガスを内包する設備についても，「③換

気」に示すとおり，機械換気を行うことによって水素

ガスの拡大を防止する設計とする。 

 

 

・ 気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備の配管等は雰囲気への水素ガ

スの漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グランド部

から雰囲気への水素ガス漏えいの可能性のある弁

は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考慮しベローズ

弁等を用いた構造とする。 

 

 

 

 

 

 

第 1-2 図 堰による拡大防止対策の例 

 

〇発火性又は引火性物質である水素を内包する設備 

     火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である

水素を内包する設備（以下「水素内包設備」という。）

は，以下に示す溶接構造等により水素の漏えいを防止す

る設計とする。 

     なお，充電時に水素が発生する蓄電池については，機

械換気を行うとともに，蓄電池設置場所の扉を閉運用と

することにより，水素の拡散を防止する設計とする。ま

た，これ以外の水素内包設備についても，「③換気」に

示すとおり，機械換気を行うことによって水素の拡散を

防止する設計とする。 

     水素内包設備からの漏えいの有無については，日常の

水素内包設備の巡視により確認する。 

 

    ・気体廃棄物処理設備 

     気体廃棄物処理設備の配管等は水素の漏えいを考慮

した溶接構造等とし，弁グランド部からの水素の漏えい

の可能性のある弁は，ベローズ弁を用いた構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１-２図 堰による漏えい拡大防止対策概要図 

 

   ○ 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水

素ガスを内包する設備は，以下に示す溶接構造等による

水素ガスの漏えいを防止する設計とする。 

 

なお，充電時に水素ガスが発生する蓄電池については，

機械換気を行うとともに，蓄電池設置場所の扉を通常閉

運用とすることにより，水素ガスの漏えい拡大を防止す

る設計とする。また，これ以外の発火性又は引火性物質

である水素ガスを内包する設備についても，「③ 換気」

に示すとおり，機械換気を行うことによって水素ガスの

拡大を防止する設計とする。 

 

 

・気体廃棄物処理設備 

 気体廃棄物処理設備の配管等は雰囲気への水素ガス

の漏えいを考慮した溶接構造を基本とし，弁グランド

部から雰囲気への水素ガス漏えいの可能性のある弁

は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考慮しベローズ弁

等を用いた構造とする。 
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・ 発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備の配管等は雰囲気への水

素ガスの漏えいを考慮した溶接構造を基本とし，弁

グランド部から雰囲気への水素ガス漏えいの可能性

のある弁は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考慮し

ベローズ弁等を用いた構造とする。（第 1-3 図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 水素ガスボンベ 

「⑤貯蔵」に示す格納容器内雰囲気モニタ校正用

水素ガスボンベは，ボンベ使用時に作業員がボンベ

元弁を開操作し，通常時は元弁を閉とする運用とす

るよう設計する。 

 

以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物

質である水素ガスを内包する設備については，漏えい防

止対策を講じているとともに，「③換気」に示すとおり拡

大防止対策を講じていることから，火災防護に係る審査

基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・発電機水素ガス冷却設備 

     発電機水素ガス冷却設備の配管等は水素の漏えいを

考慮した溶接構造等とし，弁グランド部からの水素の漏

えいの可能性のある弁は，ベローズ弁を用いた構造とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・水素ボンベ 

     「⑤貯蔵」に示す格納容器雰囲気監視系校正用ボンベ

は，使用時に作業員がボンベの元弁を開操作し，通常時

は元弁を閉とする運用とするよう設計する。 

 

 

   以上より，火災区域に設置する水素内包設備については，

漏えい防止対策を講じる設計とするとともに，「③換気」に

示すとおり拡大防止対策を講じる設計とすることから，火災

防護に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発電機水素ガス供給設備 

 発電機水素ガス供給設備の配管等は雰囲気への水素

ガスの漏えいを考慮した溶接構造を基本とし，弁グラ

ンド部から雰囲気への水素ガス漏えいの可能性のある

弁は，雰囲気への水素ガスの漏えいを考慮し，ベロー

ズ弁等を用いた構造とする。 

 

・水素・酸素注入設備 

水素・酸素注入設備の配管等は雰囲気への水素ガス

の漏えいを考慮した溶接構造を基本とし，弁グランド

部から雰囲気への水素ガス漏えいの可能性のある弁

は，雰囲気への水素の漏えいを考慮し，ベローズ弁等

を用いた構造とする。（第１-３図） 

 

・水素ガスボンベ 

  「⑤ 貯蔵」に示す格納容器雰囲気モニタ校正用水

素ガスボンベは，ボンベ使用時に，作業員がボンベ元

弁を開操作し，通常時は元弁を閉とする運用とするよ

う設計する。 

 

以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物

質である水素ガスを内包する設備については，漏えい防

止対策を講じているとともに，「③ 換気」に示すとおり

拡大防止対策を講じていることから，火災防護に係る審

査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根 2 号炉は，水素・

酸素注入設備を設置し

ており，当該設備に対

しても水素ガスの漏え

い防止対策を実施して

いる（以下，別添 1 資

料 1-⑦の相違） 
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第1-3図：溶接構造・ベローズ弁の例（発電機水素ガス供給装置） 

 

② 配置上の考慮 

本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域」に対して要求しているこ

とから，該当する発火性又は引火性物質である潤滑油又は

燃料油を内包する設備，発火性又は引火性物質である水素

ガスを内包する設備を設置する火災区域に対する配置上の

考慮について以下に示す。 

 

○ 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備の火災により，発電用原

子炉施設の安全機能を損なわないよう，発火性又は引火

性物質である潤滑油又は燃料油を内包する設備と発電用

原子炉施設の安全機能を有する構築物，系統及び機器は，

壁等の設置及び離隔による配置上の考慮を行う設計とす

る。 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備の配置状況を資料３の添付資料２に示す。 

 

○ 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 配置上の考慮 

    本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及び

これらの設備を設置する火災区域」に対して要求している

ことから，該当する油内包設備，水素内包設備を設置する

火災区域に対する設備の配置上の考慮について以下に示

す。 

 

 

  〇発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包す

る設備 

    火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備の火災により，発電用原

子炉施設の安全機能を損なわないよう，潤滑油又は燃料

油を内包する設備と発電用原子炉施設の安全機能を有す

る機器等は，壁等の設置及び離隔による配置上の考慮を

行う設計とする。 

 

油内包設備の配置状況を資料 3の添付資料 2に示す。 

 

  

〇発火性又は引火性物質である水素を内包する設備 

 火災区域内に設置する水素内包設備の火災により,発

 
第１-３図 溶接構造，ベローズ弁の例（水素・酸素注入設備） 

 

  ② 配置上の考慮 

    本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域」に対して要求していること

から，該当する発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備，発火性又は引火性物質である水素ガスを

内包する設備を設置する火災区域に対する配置上の考慮に

ついて以下に示す。 

 

   ○ 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備の火災により，発電用原

子炉施設の安全機能を損なわないよう，発火性又は引火

性物質である潤滑油又は燃料油を内包する設備と発電用

原子炉施設の安全機能を有する構築物，系統及び機器は，

壁等の設置及び離隔による配置上の考慮を行う設計とす

る。 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備の配置状況を資料３の添付資料２に示す。 

 

   ○ 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備 

     火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水
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素ガスを内包する設備の火災により，発電用原子炉施設

の安全機能を損なわないよう，発火性又は引火性物質で

ある水素ガスを内包する設備と発電用原子炉施設の安全

機能を有する構築物，系統及び機器は，壁等の設置によ

る配置上の考慮を行う設計とする。 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備

の配置状況を資料３の添付資料２に示す。 

 

以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である潤滑油又は燃料油を内包する設備及び発火性又は引

火性物質である水素ガスを内包する設備については，多重

化された発電用原子炉施設の安全機能がすべて損なわれな

いよう配置上の考慮がなされていることから，火災防護に

係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

③ 換気 

本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及び

これらの設備を設置する火災区域」に対して要求してい

ることから，該当する設備を設置する火災区域又は火災

区画に対する設備の換気について以下に示す。 

 

○ 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備を設置する火災区域を有する建屋等は，火災の

発生を防止するために，原子炉区域・タービン区域送風

機及び排風機等の空調機器による機械換気を行う設計と

する。また，屋外開放の火災区域（非常用ディーゼル発

電機軽油タンク区域燃料移送系ポンプ区域及び非常用デ

ィーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレンチ）について

は自然換気を行う設計とする。 

各発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備に対する換気設備を添付資料１に示す。 

添付資料１において，安全機能を有する構築物，系統

及び機器（詳細は資料２参照）は耐震 S クラスで設計す

ること，かつ 2.1.1.1(1)①「漏えいの防止，拡大防止」

電用原子炉施設の安全機能を損なわないよう，水素内包

設備と発電用原子炉施設の安全機能を有する機器等は，

壁等の設置による配置上の考慮を行う設計とする。水素

内包設備の配置状況を資料 3の添付資料 2に示す。 

 

 

 

 

   以上より，火災区域内に設置する油内包設備及び水素内包

設備については，多重化された発電用原子炉施設の安全機能

がすべて損なわれないよう配置上の考慮がなされているこ

とから，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

 

 

  ③ 換気 

    本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及び

これらの設備を設置する火災区域」に対する要求であるこ

とから，該当する設備を設置する火災区域に対する換気に

ついて以下に示す。 

 

   〇発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備 

     油内包設備を設置する火災区域のある建屋等は，火災

の発生を防止するために，原子炉建屋及びタービン建屋

送風機・排風機等空調機器による機械換気を行う設計と

する。また，屋外開放の火災区域（海水ポンプ室）につ

いては，自然換気を行う設計とする。各油内包設備に対

する換気設備を添付資料 1に示す。 

 

 

 

 

     安全機能を有する機器等（詳細は資料 2参照）は耐震

Sクラスで設計すること，かつ 2.1.1.1(1)①「漏えいの

防止，拡大防止」に示すように漏えい防止対策を実施す

素ガスを内包する設備の火災により，発電用原子炉施設の

安全機能を損なわないよう，発火性又は引火性物質である

水素ガスを内包する設備と発電用原子炉施設の安全機能

を有する構築物，系統及び機器は，壁等の設置による配置

上の考慮を行う設計とする。 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備

の配置状況を資料３の添付資料２に示す。 

 

   以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物質で

ある潤滑油又は燃料油を内包する設備及び発火性又は引火性

物質である水素ガスを内包する設備については，多重化され

た発電用原子炉施設の安全機能がすべて損なわれないよう配

置上の考慮がなされていることから，火災防護に係る審査基

準に適合しているものと考える。 

 

 ③ 換気 

    本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域」に対して要求していること

から，該当する設備を設置する火災区域又は火災区画に対す

る設備の換気について，以下に示す。 

 

   ○ 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備を設置する火災区域を有する建物等は，火災の発

生を防止するために，原子炉棟送風機及び排風機，タービ

ン建物送風機及び排風機等の空調機器による機械換気を

行う設計とする。また，屋外の火災区域（海水ポンプエリ

ア，ディーゼル燃料移送ポンプエリア及びディーゼル燃料

貯蔵タンク室）については自然換気を行う設計とする。 

 

各発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備に対する換気設備を添付資料１に示す。 

添付資料１において，安全機能を有する構築物，系統

及び機器（詳細は資料２参照）は耐震Ｓクラスで設計す

ること，かつ2.1.1.1.(1) ①「漏えいの防止，拡大防止」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-③の相

違 
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に示すように漏えい防止対策を実施するため基準地震動

によっても油が漏えいするおそれはないこと，潤滑油を

内包する設備については，万一，機器故障によって油が

漏えいしても引火点が十分高く火災が発生するおそれは

小さいことから，これらの機器を設置する場所の換気設

備の耐震性は，基準地震動に対して機能を維持（以下「Ss

機能維持」という。）する設計とはしない。 

なお，安全機能を有し，軽油を内包する非常用ディー

ゼル発電機，非常用ディーゼル発電機燃料ディタンク，

安全機能を有する原子炉補機冷却水系ポンプ，原子炉補

機冷却海水系ポンプについては，これらを設置する場所

の環境温度を維持するため，換気空調設備については非

常用電源から給電する設計とするとともに，火災防護対

象機器として耐震 S クラスの設計とする。 

以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である潤滑油又は燃料油を内包する設備については，機械

換気ができる設計とすること，潤滑油内包機器の換気設備

については機能が喪失しても安全機能に影響を及ぼすおそ

れは小さいこと，軽油内包機器の換気設備については非常

用電源から給電するとともに防護対象機器と同等の耐震性

を確保していることから，火災防護に係る審査基準に適合

しているものと考 える。 

 

○ 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備

である蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス供

給設備及び水素ガスボンベを設置する火災区域又は火災

区画は，火災の発生を防止するために，以下に示すとお

り，火災防護対象設備を設置する火災区域については非

常用電源から供給される送風機及び排風機，それ以外の

火災区域又は火災区画については非常用電源又は常用電

源から供給される送風機及び排風機による機械換気を行

う設計とする。（第 1-2 表） 

・ 蓄電池 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は機械換気を

行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以下とする

るため，基準地震動ＳＳによっても油が漏えいするおそ

れがないこと，潤滑油を内包する設備については，万が

一，機器故障によって油が漏えいしても引火点が十分高

く火災が発生するおそれは小さいことから，これらの機

器を設置する場所の換気設備の耐震性は，基準地震動Ｓ

Ｓに対し機能を維持する設計とはしない。 

 

     また，軽油を内包する非常用ディーゼル発電機，非常

用ディーゼル発電機燃料デイタンクについては，これら

設備を設置する場所の環境温度を維持するため，換気空

調設備については非常用電源から給電する耐震Sクラス

又は基準地震動ＳＳに対して機能維持可能な設計とす

る。 

 

以上より，火災区域内に設置する油内包設備については，機

械換気ができる設計とすること，潤滑油内包設備の換気設備に

ついては機能が喪失しても安全機能に影響を及ぼすおそれは

小さいこと，軽油内包設備の換気設備については非常用電源よ

り給電するとともに当該機器と同等の耐震性を確保すること

から，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

  〇発火性又は引火性物質である水素を内包する設備 

発火性又は引火性物質である水素を内包する設備であ

る蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス冷却設

備及び水素ボンベを設置する火災区域は，火災の発生を

防止するために，以下に示す空調機器による機械換気に

より換気を行う設計とする。 (第 1-2 表) 

     

 

 

 

   ・蓄電池 

      蓄電池を設置する火災区域は機械換気を行うことに

より，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計す

に示すように漏えい防止対策を実施するため，基準地震

動によっても油が漏えいするおそれはないこと，潤滑油

を内包する設備については，万一，機器故障によって油

が漏えいしても引火点が十分高く火災が発生するおそれ

は小さいことから，これらの機器を設置する場所の換気

設備の耐震性は，基準地震動に対して機能を維持（以下

「Ss機能維持」という。）する設計とはしない。 

なお，安全機能を有し，軽油を内包する非常用ディー

ゼル発電機，ディーゼル燃料デイタンク，安全機能を有

する原子炉補機冷却水ポンプについては，これらを設置

する場所の環境温度を維持するため，換気空調設備につ

いては非常用電源から給電する設計とするとともに，火

災防護対象機器として耐震Ｓクラスの設計とする。 

 

   以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物質で

ある潤滑油又は燃料油を内包する設備については，機械換気

ができる設計とすること，潤滑油内包機器の換気設備につい

ては機能が喪失しても安全機能に影響を及ぼすおそれは小さ

いこと，軽油内包機器の換気設備については，非常用電源か

ら給電するとともに防護対象機器と同等の耐震性を確保して

いることから，火災防護に係る審査基準に適合しているもの

と考える。 

 

   ○ 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備 

         発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備

である蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス供給

設備，水素・酸素注入設備及び水素ガスボンベを設置する

火災区域又は火災区画は，火災の発生を防止するために，

以下に示すとおり，火災防護対象設備を設置する火災区域

については非常用電源から給電される送風機及び排風機，

それ以外の火災区域又は火災区画については常用電源か

ら給電される送風機及び排風機による機械換気を行う設

計とする。（第１-２表） 

   ・蓄電池 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，機械換気を

行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよ

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根 2 号炉の原子炉

補機海水ポンプは，屋

外区域に設置している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 別添 1資料 1-⑦の相

違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設備の構成が異なる 
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よう設計する（2.2 (3)参照）。 

安全機能を有する蓄電池を設置する火災区域又は火災

区画の換気設備は，安全機能を有する蓄電池及び非常用

直流電源設備等を設置する場所の環境温度を維持するた

め，地震等の異常時でも換気できるよう非常用電源から

給電する設計とするとともに，耐震 S クラス設計として

いる。 

それ以外の蓄電池を設置する火災区域又は火災区画の

換気設備は，非常用電源又は常用電源から給電されるコ

ントロール建屋常用電気品区域送排風機による機械換気

を行う設計とし，異常時に送排風機が停止した場合は，

送排風機が復帰するまで蓄電池に充電しな い運用とす

る。 

・ 気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備は，空気抽出器から抽出された水

素ガスと酸素ガスが燃焼限界濃度とならないよう，排ガ

ス再結合器によって設備内の水素濃度が燃焼限界濃度で

ある 4vol%以下となるよう設計する。加えて，気体廃棄

物処理設備を設置する火災区域又は火災区画は，常用電

源から給電される原子炉区域・タービン区域送風機及び

排風機による機械換気を行うことによって，水素濃度を

燃焼限界濃度以下とする よう設計する。 

 

・ 発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備を設置する火災区域又は火災

区画は，常用電源から給電される原子炉区域・タービン

区域送風機及び排風機による機械換気を行うことによっ

て，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。(2.2(3)参照) 

特に，安全機能を有する蓄電池を設置する火災区域の

換気設備は，安全機能を有する蓄電池及び非常用直流電

源設備等を設置する場所の環境温度を維持するため，地

震等の異常時でも換気できるよう非常用電源から給電

する設計とするとともに，耐震 Sクラス設計とし，火災

防護対象機器としている。 

それ以外の蓄電池を設置する火災区域の換気設備は，

タービン建屋換気系送風機・排風機による機械換気を行

う設計とし，異常時に送排風機が停止した場合は，送排

風機が復帰するまでの間は蓄電池に充電しない運用と

する。 

 

   ・気体廃棄物処理設備 

     気体廃棄物処理設備は，復水器から抽出された排ガス

中の水素と酸素が爆発混合状態にならないように，空気

抽出器の駆動蒸気で希釈し，排ガス再結合器によって設

備内の水素濃度が燃焼限界濃度である 4vol％以下とな

るよう設計する。加えて，気体廃棄物処理設備を設置す

る火災区域は，常用電源から給電されるタービン建屋送

風機・排風機による機械換気を行うことにより，水素濃

度を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

 

   ・発電機水素ガス冷却設備 

      発電機水素ガス冷却設備を設置する火災区域は，常用

電源から給電されるタービン建屋送風機・排風機による

機械換気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度

以下とするように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

う設計する（2.2.(3)参照）。 

安全機能を有する蓄電池を設置する火災区域又は火災

区画の換気設備は，安全機能を有する蓄電池及び非常用直

流電源設備等を設置する場所の環境温度を維持するため，

地震等の異常時でも換気できるよう非常用電源から給電

する設計とするとともに，耐震Ｓクラス設計としている。 

それ以外の蓄電池を設置する火災区域又は火災区画の

換気設備は，非常用電源又は常用電源から給電される送風

機及び排風機による機械換気を行う設計とし，異常時に送

風機及び排風機が停止した場合は，送風機及び排風機が復

帰するまで蓄電池に充電しない運用とする。 

 

 

   ・気体廃棄物処理設備 

    気体廃棄物処理設備は，空気抽出器から抽出された水素

ガスと酸素ガスが燃焼限界濃度にならないよう，排ガス再

結合器によって設備内の水素濃度が燃焼限界濃度である

４vol%以下となるよう設計する。加えて，気体廃棄物処理

設備を設置する火災区域又は火災区画は，常用電源から給

電されるタービン建物送風機及び排風機，廃棄物処理建物

送風機及び排風機による機械換気を行うことによって，水

素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

 

   ・発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備を設置する火災区域又は火災

区画は，常用電源から給電されるタービン建物送風機及び

排風機，常用電気室送風機及び排風機による機械換気を行

うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう

設計する。 

 

   ・水素・酸素注入設備 

水素・酸素注入設備を設置する火災区域又は火災区画

は，常用電源から給電される原子炉棟送風機及び排風機，

タービン建物送風機及び排風機並びに非常用電源から給

電されるＨＰＣＳ電気室送風機及び排風機による機械換

気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以下とす

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 設備の構成が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 別添 1資料 1-⑦の相

違 
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・ 水素ガスボンベ 

格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置

する火災区域又は火災区画は，常用電源から給電される

原子炉区域・タービン区 域送風機及び排風機による機械

換気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以下

とするよう設計する。 

 

第 1-2 表：水素ガスを内包する設備を設置する火災区域又は火

災区画の換気設備 

 

 

 

 

 

 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備

を設置する火災区域又は火災区画の送風機及び排風機は

多重化されているため，動的機器の単一故障を想定して

も換気は可能である。 

気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス供給設備，水素

ガスボンベは 2.1.1.1(1)①「漏えいの防止，拡大防止」

に示すように水素ガスの漏えい防止，拡大防止対策を実

施している。 

 

   ・水素ボンベ 

     格納容器雰囲気監視系校正用ボンベを設置する火災

区域は，原子炉建屋送風機・排風機による機械換気を行

うことにより，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう

設計する。 

 

 

第1-2表 水素を内包する主な設備のある火災区域の換気設備 

 

 

 

 

 

 

 

水素内包設備を設置する火災区域の送風機，排風機は多重化さ

れていることから，動的機器の単一故障を想定しても換気は可能

であるため，水素濃度が燃焼限界濃度に達することはない。 

 

気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス冷却設備，水素ボンベは，

2.1.1．1(1)①「漏えいの防止，拡大の防止」に示すように水素

の漏えい防止，拡大防止対策を実施する。 

 

るよう設計する。 

   ・水素ガスボンベ 

    格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置する

火災区域又は火災区画は，常用電源から給電される原子炉

棟送風機及び排風機による機械換気を行うことによって，

水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

 

 

第１-２表 水素ガスを内包する設備を設置する 

火災区域又は火災区画の換気設備 

 

 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備を

設置する火災区域又は火災区画の送風機及び排風機は多重

化されているため，動的機器の単一故障を想定しても換気

は可能である。 

気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス供給設備，水素・

酸素注入設備，水素ガスボンベは，2.1.1.1.(1) ①「漏え

いの防止，拡大防止」に示すように水素ガスの漏えい防止，

拡大防止対策を実施している。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 別添 1資料 1-⑦の相

違 
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しかしながら，万一，水素ガスが漏えいし，かつ換気

設備が機能喪失した場合でも，気体廃棄物処理設備は設

備内の水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように設計す

る。 

発電機水素ガス供給設備は，「JEAG4607-2010：原子力

発電所の火災防護指針」及び「電気設備の技術基準の解

釈」に準じて，第 1-4 図に示すとおり，水素ガスの圧力，

純度の計測及び警報装置，並びに軸封部に窒素ガスを封

入できる装置（窒素ガス供給装置）及び水素ガスを安全

に外部に放出する装置（炭酸ガスボンベ，水素ガス遮断

弁，大気放出弁等）を設置している。さらに，万一，水

素ガスが漏えいし，タービン建屋最上階のオペレーティ

ングフロアで爆轟が発生した場合でも，安全機能を有す

る原子炉補機冷却水系が設置されている火災区域は異な

るフロアに設置されており，十分な離隔距離で分離され

ていることから，安全機能に影響を及ぼすおそれはない。 

また，水素ガス供給配管を設置する区画については，

非常用空調機用の排気ダクトと換気口で接続されている

ことから，万一，常用空調機が停止した状態において，

水素ガス漏えいが発生したとしても，当該区画に水素ガ

スが滞留して爆発に至るおそれはない。（第 1-5 図）（第

1-3 表）

水素ガスボンベについて，格納容器内雰囲気モニタ用

水素ガスボンベはボンベ内の水素濃度を燃焼限界濃度で

ある 4 vol％程度とする。加えて，通常は元弁を閉とし

て で固縛し保管していること，元弁を開操作する際は

作業員がいるため水素ガスが漏えいした場合で も速や

かに元弁を閉操作し漏えいを停止することができるとと

気体廃棄物処理設備は，万が一，水素が漏えいし，換気設備が

機能喪失した場合でも，設備内の水素濃度が燃焼限界濃度以下と

なるように設計する。 

発電機水素ガス冷却設備は，「JEAG4607-2010 原子力発電所の

火災防護指針」及び「電気設備の技術基準の解釈について(平成

20 年 4 月改訂)」に準じて，水素の圧力，純度等の計測及び警報

装置の設置，軸封部に窒素を封入できる装置（発電機窒素ガス封

入系）及び水素を安全に放出する装置（炭酸ガスボンベ，水素ガ

ス放出弁，水素ガス供給遮断弁）を設置している。さらに，万が

一水素が漏えいしタービン建屋オペレーティングフロアで爆轟

が発生した場合でも，安全機能を有する機器等が設置される原子

炉建屋の火災区域とは，十分な離隔距離で分離されていることか

ら，安全機能に影響を及ぼすおそれはない （第 1-3 図，第 1-4

図）。 

水素ボンベについて，格納容器雰囲気監視系校正用ボンベは

ボンベ内の水素濃度を燃焼限界濃度である4vol％程度とする。

加えて，通常状態は元弁を閉運用とし         で固

縛の上保管すること，元弁を開放する時には作業員がいるた

め，誤って水素を漏えいさせてしまった場合にも速やかに閉操

作し漏えいを停止することができるとともに，作業終了時や漏

しかしながら，万一，水素ガスが漏えいし，かつ換気設

備が機能喪失した場合でも，気体廃棄物処理設備は設備内

の水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように設計する。 

発電機水素ガス供給設備は，「JEAG4607-2010：原子力発

電所の火災防護指針」及び「電気設備の技術基準の解釈」

に準じて，第１-４図に示すとおり，水素ガスの圧力，純度

の計測及び警報装置，並びに軸封部に窒素ガスを封入でき

る装置（窒素ガス供給装置）及び水素ガスを安全に外部に

放出する装置（炭酸ガスボンベ，水素ガス遮断弁，大気放

出弁等）を設置している。さらに，万一，水素ガスが漏え

いし，タービン建物最上階のオペレーティングフロアで爆

轟が発生した場合でも，安全機能を有する機器（原子炉補

機海水系配管等）はタービン建物の異なるフロアに設置さ

れており，十分な離隔距離で分離されていることから，安

全機能に影響を及ぼすおそれはない。（第１-５図）（第１-

３表） 

また，水素ガスが漏えいした場合でも水素濃度が燃焼限

界濃度以下となるように，水素ガスの供給を遮断する耐震

性を有する遮断弁を設置することから，水素ガスが滞留し

て爆発に至るおそれはない。 

水素・酸素注入設備は，水素ガスの圧力及び警報装置，

並びに水素ガスを屋外に排気するための装置（パージ用排

気配管，窒素ガスボンベ）を設置している。さらに，地震

時にも，水素ガスが漏えいしないよう，建物内の配管等は

Ｓｓ機能維持の設計とし，万一，水素ガスが漏えいした場

合には水素の供給を停止する設計とする。 

水素ガスボンベについて，格納容器雰囲気モニタ用水素

ガスボンベは，ボンベ内の水素濃度を燃焼限界濃度である

４vol%程度とする。加えて，通常は元弁を閉として

で固縛し保管していること，元弁を開操作する

際は作業員がいるため，水素ガスが漏えいした場合でも速

やかに元弁を閉操作し漏えいを停止することができるとと

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉のタービ

ン建物には，安全機能

を有する設備を設置し

ていることから，当該

設備への影響を考慮し

ている 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，耐震

性を有する遮断弁を設

置する設計としている 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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もに，作業終了時や漏えい確認時には速やかに元弁を閉

操作することを手順等 に定める。 

気体廃棄物処理設備用水素ガスボンベ，フィルタ装置

水素濃度校正用水素ガスボンベは，設備の仕様上，ボン

ベ内の水素濃度を燃焼限界濃度である 4 vol％程度以下

とすることができないことから，常時は建屋外に保管し，

ボンベ使用時のみ建屋内に持ち込みを行う運用とする。

さらに，校正の際にはボンベを固縛すること，通常は元

弁を閉としていること，元弁を開操作する際は，作業員

は携帯型水素濃度計によって水素ガス漏えいの有無を測

定することとし，水素ガスが漏えいした場合でも速やか

に元弁を閉操作し漏えいを停止することができるととも

に，作業 終了時や漏えい確認時には速やかに元弁を閉操

作することを手順に定める。 

なお，校正作業において，安全機能への影響を限定す

るため水素ガスの使用は必要最低限の約 30 分とし，作

業場所は安全機能を有する設備の配置を考慮し 6 号炉

気体廃棄物処理設備は  で， 7 号炉気体廃

棄物処理設備は       で行い，フィルタ装置

水素濃度，格納容器内雰囲気モニタは 6 号及び 7 号炉

とも で行う設計とする。 

以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物

質である水素ガスを内包する設備については，機械換気

ができる設計としていること，蓄電池室の換気設備につ

いては非常用電源から給電するとともに防護対象機器と

同等の耐震性を確保していること，その他の発火性又は

引火性物質である水素ガスを内包する設備の換気設備に

ついては機能が喪 失しても安全機能に影響を及ぼすお

それは小さいことから，火災防護に 係る審査基準に適合

しているものと考える。 

えい確認時は速やかに元弁を閉操作することを手順等に定め

る。 

以上より，火災区域に設置する水素内包設備については，機

械換気ができる設計とすること，安全機能を有する蓄電池を設

置する部屋の換気設備については非常用電源より給電すると

ともに当該機器と同等の耐震性を確保する設計とすること，そ

の他の水素内包設備の換気設備については機能が喪失しても

安全機能に影響を及ぼすおそれは小さいことから，火災防護に

係る審査基準に適合しているものと考える。 

もに，作業終了時や漏えい確認時には速やかに元弁を閉操

作することを手順等に定める。 

排ガス処理系Ｈ２分析計校正用水素ガスボンベ，化学分

析用水素ガスボンベは，設備の仕様上，ボンベ内の水素濃

度を燃焼限界濃度である４vol%程度以下とすることができ

ないことから，常時は建物外に保管し，ボンベ使用時のみ

建物内に持ち込みを行う運用とする。さらに，校正，化学

分析の際にはボンベを固縛すること，通常は元弁を閉とし

ていること，元弁を開操作する際は，作業員は携帯型水素

濃度計によって水素ガス漏えいの有無を測定することと

し，水素ガスが漏えいした場合でも速やかに元弁を閉操作

し漏えいを停止することができるとともに，作業終了時や

漏えい確認時には速やかに元弁を閉操作することを手順に

定める。 

なお，校正作業において，安全機能への影響を限定する

ため水素ガスの使用は必要最低限の約30分とし，作業場所

は安全機能を有する設備の配置を考慮し，

 で行う設計とする。また，化学分析作業において，安全

機能への影響を限定するため水素ガスの使用は必要最低限

の約10分とし，作業場所は安全機能を有する設備の配置を

考慮し， で行う設計とする。 

以上より，火災区域内に設置する発火性又は引火性物質

である水素ガスを内包する設備については，機械換気がで

きる設計としていること，蓄電池室の換気設備については

非常用電源から給電するとともに防護対象機器と同等の耐

震性を確保していること，その他の発火性又は引火性物質

である水素ガスを内包する設備の換気設備については機能

が喪失しても安全機能に影響を及ぼすおそれは小さいこと

から，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉では気体

廃棄物処理系計器の校

正及び化学分析に水素

ガスを使用している 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

 島根 2 号炉は化学分

析に水素ガスを使用し

ている 
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第 1-4 図：発電機水素ガス漏えい防止設備の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-3 図 発電機水素漏えい防止設備の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１-４図 発電機水素ガス漏えい防止設備の概要 
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○主発電機と安全機能を有する機器との離隔距離について 

 

高圧ガス保安法では，TNT等価法に基づき，爆風圧と距離の

関係が式（1）のように定められる。 

 

  

  

ここで， 

L：爆発中心からの距離（m） 

λ：換算距離（m/kg1/3）  ※爆風圧 50kPa では 4.74m/kg1/3  

WG：可燃性ガスの流出量（t） 

K:換算係数 ※水素では2860000 

 

主発電機に内包される水素ガス量は大気圧（1atm），20℃の状

態において約1,700m3であり，全てが漏えいしたと仮定すると

WGは0.143tとなり，水素爆発による爆風圧が50kPaとなる爆発

中心からの距離Lは14.1mとなる。したがって，爆発の中心線

から14.1m以上離れた範囲では，オペレーティングフロアの床

スラブが損傷し，下階の設備が影響を受けることはない。こ

れに対して，安全機能を有する機器が設置されるエリア（RCW

／RSW熱交換器エリア）は十分な離隔距離（3.9m）を有するこ

とから，水素ガス爆発が生じた場合においても安全機能を有

する機器に影響は生じない。 

第 1-5 図：発電機水素ガス供給設備の水素ガス爆発時の影響範囲 

 

 

 

 

 

 

 

〇発電機と安全機能を有する機器等を設置する建屋との離隔

距離 

高圧ガス保安法では，爆風圧と距離の関係が下式のように定

められている。 

 

 

 

 

Ｌ：爆発中心からの距離(m) 

λ：換算距離(m/kg1/3) ※爆風圧50kPaでは4.74m/kg1/3 

WG：可燃性ガスの流出量(t) 

K：換算係数 ※水素 2860000 

 

主発電機に内包される水素量は，約 374m3であり，全てが漏

えいしたと仮定すると WGは 0.034t となり，水素爆発による爆

風圧が 50kPa となる爆発中心からの距離 Lは約 9mとなる。し

たがって，安全機能を有する機器等が設置される原子炉建屋

と十分な離隔距離(33m 以上)を有することから，水素爆発によ

る爆風圧の影響は及ばない。 

 

第 1-4 図 発電機水素ガス冷却設備の水素爆発時の影響範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１-５図 発電機水素ガス供給設備の水素ガス爆発時の影響範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉のタービ

ン建物には，安全機能

を有する設備を設置し

ていることから，当該

設備への影響を考慮し

ている 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 水素ガス量の相違に

より爆発影響範囲が異

なる 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 機器配置の相違によ

り対象とする機器が異

なる 
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第 1-3 表：爆風圧の影響（「平成25年3月：消防庁特殊災害室 

石油コンビナートの防災アセスメント指針」より抜粋） 

 

 

（※）ミリメートルに単位換算すると203.2～304.8mmである。 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉の主発電機廻りの床ス

ラブは厚さ500mm以上であることから，爆風圧50kPaでは破

損しない。 

 

④防爆 

 本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域」に対して要求しているこ

とから，爆発性の雰囲気を形成するおそれのある設備を設

置する火災区域に対する防爆対策について以下に示す。 

 

○ 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備は，2.1.1.1(1)①「漏え

いの防止，拡大防止」で示したように，溶接構造，シー

ル構造の採用による潤滑油又は燃料油の漏えい防止対策

を講じる設計とするとともに，万一，漏えいした場合を

考慮し堰を設置することで，漏えいした潤滑油又は燃料

油が拡大することを 防止する設計とする。 

なお，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えいしても，

引火点は潤滑油又は燃料油を内包する設備を設置する室

内温度よりも十分高く，機器運転時の温度よりも高いた

め，可燃性蒸気となることはない。引火点等の確認結果

を参考資料１に示す。また，燃料油である軽油を内包す

る設備について，軽油が設備の外部へ漏えいし，万一，

可燃性の蒸気が発生した場合であっても，軽油を内包す

る設備を設置する火災区域は，非常用電源から供給する

耐震Sクラスの換気設備で換気する設計とすることから，

可燃性蒸気が滞留するおそれはない。 

第 1-3 表 爆風圧の影響 

(石油コンビナートの防災アセスメント指針 平成 25 年 3月消防

庁特殊室抜粋 ) 

 

※mm に単位換算した場合，203.2mm～304.8mm である。 

 東海第二発電所の発電機廻りの床スラブは厚さ500mm以上であ

ることから，爆風圧 50kPa では破損しない。 

 

 

  ④ 防爆 

    本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及び

これらの設備を設置する火災区域」に対する要求であるこ

とから，爆発性の雰囲気を形成するおそれのある設備を設

置する火災区域に対する防爆対策について以下に示す。 

 

   〇発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備 

     火災区域内に設置する油内包設備は，2.1.1.1(1)①

「漏えいの防止，拡大防止」に示したように，溶接構造

等，シール構造を採用することにより，潤滑油又は燃料

油の漏えいを防止する設計とするとともに，万が一漏え

いした場合を考慮し，堰等を設置することで潤滑油又は

燃料油が拡大することを防止する設計とする。 

 

     なお，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えいして

も，引火点は油内包設備を設置する室内温度よりも十分

高く，機器運転時の温度よりも高いため，可燃性の蒸気

とならない。引火点等の確認結果を参考資料 1に示す。

また，燃料油である軽油を内包する設備を設置する火災

区域については，軽油が設備の外部へ漏えいし，万一，

可燃性の蒸気が発生した場合であっても，非常用電源よ

り給電する耐震 S クラス又は基準地震動ＳＳに対して機

能維持可能な換気設備で換気する設計とすることから，

可燃性の蒸気が滞留することはない。 

第１-３表 爆風圧の影響（「平成25年3月：消防庁特殊災害室 

石油コンビナートの防災アセスメント指針」より抜粋） 

 

※:ミリメートルに単位換算すると203.2～304.8mmである。 

島根原子力発電所２号炉の主発電機廻りの床スラブは厚さ

500mm以上であることから，爆風圧50kPaでは破損しない。 

 

 

④ 防爆 

    本要求は，「発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域」に対して要求していること

から，爆発性の雰囲気を形成する恐れのある設備を設置する

火災区域に対する防爆対策について，以下に示す。 

 

  ○ 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包す

る設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤滑

油又は燃料油を内包する設備は，2.1.1.1.(1) ①「漏えい

の防止，拡大防止」に示したように，溶接構造，シール構

造の採用による潤滑油又は燃料油の漏えい防止対策を講じ

る設計とするとともに，万一，漏えいした場合を考慮し，

堰を設置することで，漏えいした潤滑油又は燃料油が拡大

することを防止する設計とする。 

なお，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えいしても，

引火点は潤滑油又は燃料油を内包する設備を設置する室内

温度よりも十分高く，機器運転時の温度よりも高いため，

可燃性蒸気となることはない。引火点等の確認結果を参考

資料１に示す。また，燃料油である軽油を内包する設備に

ついて，軽油が設備の外部へ漏えいし，万一，可燃性の蒸

気が発生した場合であっても，軽油を内包する機器を設置

する火災区域は，非常用電源から給電する耐震Ｓクラスの

換気設備又は自然換気で換気する設計とすることから可燃

性蒸気が滞留するおそれはない。 
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したがって，潤滑油又は燃料油が爆発性の雰囲気を形

成するおそれ はない。 

 

○ 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水

素ガスを内包する設備は，2.1.1.1(1)①「漏えいの防止，

拡大防止」で示したように，溶接構造等の採用により水

素ガスの漏えいを防止する。また，2.1.1.1(1)③「換気」

で示したように機械換気を行う設計とするとともに，水

素ガスボンベについては使用時を除き,元弁を閉とする

運用とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したがって，「電気設備に関する技術基準を定める省

令」第六十九条及び「工場電気設備防爆指針」で要求さ

れる爆発性雰囲気とはならないため，当該の設備を設け

る火災区域又は火災区画に設置する電気・計装品を防爆

型とせず，防爆を目的とした電気設備の接地も必要とし

ない設計とする。 

なお，電気設備が必要な箇所には，「原子力発電工作物

に係る電気設備に関する技術基準を定める命令」第十条，

第十一条に基づく接地を施す。 

     したがって，潤滑油又は燃料油が爆発性の雰囲気を形

成するおそれはない。 

 

   〇発火性又は引火性物質である水素を内包する設備 

     火災区域内に設置する水素内包設備は，2.1.1.1(1)①

「漏えいの防止，拡大防止」で示すように，溶接構造等

を採用することにより水素の漏えいを防止する。また，

2.1.1.1(1)③「換気」に示す機械換気を行う設計とする

とともに，水素ボンベは使用時を除き，元弁を閉運用と

する。 

・気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備の配管等は雰囲気への

水素の漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グラ

ンド部から雰囲気への水素漏えいの可能性の

ある弁は，ベローズ弁を用いる設計とする。 

・発電機水素ガス冷却設備 

発電機水素ガス冷却設備の配管等は雰囲気

への水素の漏えいを考慮した溶接構造とし，弁

グランド部から雰囲気への水素漏えいの可能

性のある弁は，ベローズ弁を用いる設計とす

る。 

・水素ボンベ 

「2.1.1.1(1)⑤ 貯蔵」に示す格納容器雰囲気

モニタ校正用水素ボンベは，ボンベ使用時に作

業員がボンベ元弁を開操作し，通常時は元弁を

閉とする運用とする。 

 

     したがって，「電気設備に関する技術基準を定める省

令※１」第六十九条及び「工場電気設備防爆指針」で要求

される爆発性雰囲気とならないため，当該火災区域に設

置する電気・計装品を防爆型とする必要はなく，防爆を

目的とした電気設備の接地も必要としない設計とする。 

   

     なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工作

物に係る電気設備に関する技術基準を定める命令※２」第

十条，第十一条に基づく接地を施す。 

したがって，潤滑油又は燃料油が爆発性の雰囲気を形成

するおそれはない。 

 

  ○ 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備 

    火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水素

ガスを内包する設備は，2.1.1.1.(1) ①「漏えいの防止，拡

大防止」で示したように，溶接構造等の採用により水素ガス

の漏えいを防止する。また，2.1.1.1.(1) ③「換気」で示し

たように機械換気を行う設計とするとともに，水素ガスボン

ベについては使用時を除き，元弁を閉とする運用とする。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したがって，「電気設備に関する技術基準を定める省令」

第六十九条及び「工場電気設備防爆指針」で要求される爆発

性雰囲気とならないため，当該の設備を設ける火災区域又は

火災区画に設置する電気・計装品を防爆型とせず，防爆を目

的とした電気設備の接地も必要としない設計とする。 

 

なお，電気設備が必要な箇所には，「原子力発電工作物

に係る電気設備に関する技術基準を定める命令」第十条，

第十一条に基づく接地を施す。 

 島根 2 号炉は，軽

油を内包する設備を設

置する一部の屋外の火

災区域又は火災区画に

おいて，自然換気で換

気する設計としている 

 

 

 

 

・島根 2 号炉は，

2.1.1.1.(1) ①「漏

えいの防止，拡大防

止」に記載している 

 

 

 

 

 

 

 

・島根 2 号炉は，

2.1.1.1.(1) ⑤「貯

蔵」に記載している 
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以上より，発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃

料油を内包する設備及び発火性又は引火性物質である水

素ガスを内包する設備を設置する火災区域又は火災区画

は，爆発性雰囲気とならず，防爆型の電気・計装品を使

用する必要はない。 

 

※１ 電気設備に関する技術基準を定める省令抜粋 

（可燃性のガス等により爆発する危険のある場所における施

設の禁止）  

第六十九条   次の各号に掲げる場所に施設する電気設備

は，通常の使用状態において，当該電気設備が点火源

となる爆発又は火災のおそれがないように施設しなけ

ればならない。  

一   可燃性のガス又は引火性物質の蒸気が存在し，点火源

の存在により爆発するおそれがある場所  

二   粉じんが存在し，点火源の存在により爆発するおそれ

がある場所  

三   火薬類が存在する場所  

四   セルロイド，マッチ，石油類その他の燃えやすい危険

な物質を製造し，又は貯蔵する場所 

 

※２ 原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を

定める命令抜粋 

（電気設備の接地）  

第十条   電気設備の必要な箇所には，異常時の電位上昇，

高電圧の侵入等による感電，火災その他人体に危害を

及ぼし，又は物件への損傷を与えるおそれがないよう，

接地その他の適切な措置を講じなければならない。た

だし，電路に係る部分にあっては，第五条第一項の規

定に定めるところによりこれを行わなければならな

い。  

（電気設備の接地の方法）  

第十一条   電気設備に接地を施す場合は，電流が安全かつ

確実に大地に通ずることができるようにしなければな

らない。 

 

以上より，油内包設備及び水素内包設備を設置する火災区域

は，爆発性雰囲気とならず，防爆型の電気・計装品を使用する

必要はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油

を内包する設備及び発火性又は引火性物質である水素ガスを

内包する設備を設置する火災区域又は火災区画は，爆発性雰

囲気とならず，防爆型の電気・計装品を使用する必要はない。 
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⑤貯蔵 

   本要求は，「安全機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域における発火性又は引火性物質の貯蔵」に

対して要求していることから， 該当する火災区域に設置さ

れる発火性又は引火性物質を内包する貯蔵機器について以

下に示す。 

 

貯蔵機器とは供給設備へ補給するために設置する機器

のことであり，安全機能を有する構築物，系統及び機器

を設置する火災区域内の，発火性又は引火性物質である

潤滑油又は燃料油の貯蔵機器としては，非常用ディーゼ

ル発電機（３台）の燃料ディタンク（３基）及び軽油タ

ンク（２基）がある。 

 

各燃料ディタンクについては，タンクの容量（約 18 

㎥）に対して，非常用ディーゼル発電機を 8 時間連続運

転するために必要な量（約 12 ㎥）を考慮し，貯蔵量が

約 13.8 ㎥～約 14.7 ㎥となるよう管理し，運転上必要

な量のみ貯蔵する設計とする。 

 

 

 

 

 

軽油タンクについては，タンクの容量（２基合計約 

1432 ㎥）に対して，１基あたり非常用ディーゼル発電機

２台を７日間連続運転するために必要な量（約 529 ㎥）

を考慮し，貯蔵量が約 529 ㎥～約 565 ㎥となるよう管

理し，運転上必要な量のみ貯蔵する設計とする。 

 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域内の，発火性又は引火性物質である水素ガスの貯

蔵機器としては，格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ガ

スボンベがあり，これらのボンベは供給単位である容器

 

  ⑤ 貯蔵 

    本要求は，「安全機能を有する構築物，系統及び機器を

設置する火災区域における発火性物質又は引火性物質の

貯蔵」に対する要求であることから，該当する火災区域に

設置する貯蔵機器について以下に示す。 

 

 

    貯蔵機器とは供給設備へ補給するために設置する機器

のことであり，安全機能を有する機器等の設置場所にあ

る，発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油の貯蔵

機器としては，非常用ディーゼル発電機の燃料デイタンク

及び軽油貯蔵タンクがある。 

 

 

    燃料デイタンクは，タンクの容量（約 14m３（HPCS 系は

約 7m３））に対し，非常用ディーゼル発電機を 8 時間連続

運転するために必要な量（約 11.5m３（HPCS 系は約 6.5m３））

を考慮し，貯蔵量が約 12.1 m３～12.8 m３（HPCS 系は約 6.8 

m３～7.2 m３）となるよう管理し，運転上必要な量を貯蔵す

る設計とする。 

 

 

 

 

軽油貯蔵タンクは，タンクの容量（1基あたり約 400m３）

に対して，非常用ディーゼル発電機 1台及び高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機1台を7日間連続運転するために

必要な量（DG は約 242m３，HPCS-DG は約 130 m３）を考慮す

るとともに，常設代替高圧電源装置 2台を 1日（24 時間）

連続運転するために必要な量（約 20m３）を貯蔵する設計

とする。 

    安全機能を有する機器等の設置場所にある，発火性又は

引火性物質の水素の貯蔵機器としては，格納容器雰囲気監

視系校正用ボンベがあり，これらボンベは容器容量（47ℓ

又は 10ℓ）のボンベごとに，各々の計器の校正頻度（1 回

   

⑤ 貯蔵 

    本要求は，「安全機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域における発火性又は引火性物質の貯蔵」に対

して要求していることから，該当する火災区域に設置される

発火性又は引火性物質を内包する貯蔵機器について以下に

示す。 

 

    貯蔵機器とは供給設備へ補給するために設置する機器の

ことであり，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する火災区域内の，発火性又は引火性物質である潤滑油又は

燃料油の貯蔵機器としては，非常用ディーゼル発電機（２台）

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（１台）の燃料デ

イタンク（３基），燃料貯蔵タンク（６基）がある。 

 

Ａ／Ｂ－非常用ディーゼル発電機の燃料デイタンクにつ

いては，タンクの容量（約16 ㎥）に対して，非常用ディー

ゼル発電機を８時間連続運転するために必要な量（約12.95

㎥）を考慮し，貯蔵量が約13.9㎥～約15.6㎥となるよう管

理し，運転上必要な量のみ貯蔵する設計とする。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の燃料デイタンク

については，タンクの容量（約９㎥）に対して，非常用デ

ィーゼル発電機を８時間連続運転するために必要な量（約

7.42㎥）を考慮し，貯蔵量が約8.0㎥～約8.8㎥となるよう

管理し，運転上必要な量のみ貯蔵する設計とする。 

燃料貯蔵タンクについては，タンクの容量（６基合計約

810㎥）に対して，６基で非常用ディーゼル発電機２台と高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機１台を７日間連続運転

するために必要な量（約700㎥）を考慮して管理値を定め，

運転上必要な量のみ貯蔵する設計とする。 

 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域内の，発火性又は引火性物質である水素ガスの貯蔵機

器としては，格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベ

があり，これらのボンベは供給単位である容器容量47リッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

非常用ディーゼル発

電機系の系統構成が異

なる 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 系統構成及び貯蔵量

の管理値が異なる 
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容量 47 L 又は 10 L のボンベごとに，各々の計器の校

正頻度（1 回/約 2ヶ月）及び計器不具合等の故障対応を

想定した上で 1 運転サイクルに必要な量，さらに事故

後，ガスボンベを交換せずに一定期間（100日間）連続監

視できるよう校正に必要な量を考慮し貯蔵する設計とす

る。 

ガスボンベについては参考資料２に示す。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域における発火性又は引火性物質を貯蔵する

機器については，運転に必要な量にとどめて貯蔵すること

としていることから，火災防護に係る審査基準に適合して

いるものと考える。 

 

(2) 可燃性の蒸気又は微粉の対策  

本要求は，「可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するお

それがある火災区域における可燃性の蒸気，可燃性の微粉

及び着火源となる静電気」に対して要求していることから，

該当する設備を設置する火災区域に対する可燃性の蒸気又

は可燃性の微粉への対策を以下に示す。 

 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包す

る設備は，「(1)④防爆」に示すとおり，可燃性の蒸気が発

生するおそれはない。 

また，火災区域には，「工場電気設備防爆指針」に記載さ

れる「可燃性粉じん（石炭のように空気中の酸素と発熱反

応を起こし爆発する粉じん）」や「爆発性粉じん（金属粉じ

んのように空気中の酸素ガスが少ない雰囲気又は二酸化炭

素中でも着火し，浮遊状態では激しい爆発を生じる粉じ

ん）」のような「可燃性の微粉を発生する設備」を設置しな

い設計とする。 

さらに，火災区域において有機溶剤を使用する場合は必

要量以上持ち込まない運用とするとともに，可燃性の蒸気

が滞留するおそれがある場合は，使用する作業場所におい

て，換気，通風，拡散の措置を行うとともに，建屋の送風

機及び排風機による機械換気により滞留を防止する設計と

／約６ヶ月）及び計器不具合等の故障対応を想定した上で

1 運転サイクルに必要な量，さらに格納容器雰囲気監視系

モニタについては事故後，ボンベを交換せずに一定期間

（約 1 年間）連続監視できるように校正に必要な貯蔵量に

とどめる。 

 

ボンベについては参考資料 2 に示す。 

 

    以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域における発火性又は引火性物質を貯蔵す

る機器は，運転に必要な量を貯蔵することとしていること

から，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

 

 (2) 可燃性蒸気・微粉の対策 

   本要求は，「可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するお

それがある火災区域における可燃性の蒸気，可燃性の微粉及

び着火源となる静電気」に対して要求していることから，該

当する設備を設置する火災区域に対する可燃性の蒸気又は

可燃性の微粉の対策を以下に示す。 

 

   発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包す

る設備は，「(1)④ 防爆」に示すとおり，可燃性の蒸気を発

生するおそれはない。 

   また，火災区域において有機溶剤を使用する場合は必要量

以上持込まないように，持ち込み可燃物管理要領を社内規程

（持込み可燃物管理要領）に定め運用とし，可燃性の蒸気が

滞留するおそれがある場合には，使用場所において，換気，

通風，拡散の措置を行うとともに，建屋の送風機・排風機に

よる機械換気により滞留を防止する設計とする。 

 

   さらに，火災区域には，「工場電気設備防爆指針」に記載

される「可燃性粉じん（石炭のように空気中の酸素と発熱反

応を起こし爆発する粉じん）」や「爆発性粉じん（金属粉じ

んのように空気中の酸素が少ない雰囲気または二酸化炭素

中でも着火し，浮遊状態では激しい爆発を生じる粉じん）」

トルのボンベ毎に，各々の計器の校正頻度（１回／１カ月）

及び計器不具合等の故障対応を想定した上で１運転サイク

ルに必要な量，さらに事故後，ガスボンベを交換せずに一

定期間（90日間）連続監視できるよう校正に必要な量を考

慮し貯蔵する設計とする。 

     

ガスボンベについては，参考資料２に示す。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する火災区域における発火性又は引火性物質を貯蔵する機器

については，運転に必要な量にとどめて貯蔵していることか

ら，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 (2) 可燃性の蒸気又は微粉への対策 

本要求は，「可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するお

それがある火災区域における可燃性の蒸気，可燃性の微粉及

び着火源となる静電気」に対して要求していることから，該

当する設備を設置する火災区域に対する可燃性の蒸気又は可

燃性の微粉への対策を以下に示す。 

 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包する

設備は，「(1)④防爆」に示すとおり，可燃性の蒸気を発生す

るおそれはない。 

また，火災区域には，「工場電気設備防爆指針」に記載さ

れる「可燃性粉じん（石炭のように空気中の酸素と発熱反応

を起こし爆発する粉じん）」や「爆発性粉じん（金属粉じん

のように空気中の酸素が少ない雰囲気又は二酸化炭素中でも

着火し，浮遊状態では激しい爆発を生じる粉じん）」のよう

な「可燃性の微粉を発生する設備」を設置しない設計とする。 

 

さらに，火災区域において有機溶剤を使用する場合は必要

量以上持ち込まない運用とするとともに，可燃性の蒸気が滞

留するおそれがある場合は，使用する作業場所において，換

気，通風，拡散の措置を行うとともに，建物の送風機及び排

風機による機械換気により滞留を防止する設計とする。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

ボンベ容量，校正頻

度及び設備仕様が異な

る 
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する。 

 

したがって，火災区域には可燃性の蒸気又は微粉を高所

に排出するための設備を設置する必要はなく，電気・計装

品を防爆型とする必要はない。 

なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工作物に

係る電気設備に関する技術基準を定める命令」第十条，第

十一条に基づく接地を施す。 

また，火災区域には金属粉や布による研磨機のように静

電気が溜まるおそれがある設備を設置しない設計とする。 

なお，火災区域内で電気設備が必要な箇所には，「原子力

発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命

令」第十条，第十一条に基づく接地を施しており，静電気

が溜まるおそれはない。 

 

以上より，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するお

それのある設備，及び着火源となるような静電気が溜まる

おそれのある設備を火災区域に設置しないことから，火災

防護に係る審査基準の要求事項は適用されないものと考え

る。 

 

(3) 発火源への対策 

発電用原子炉施設には金属製の筐体内に収納する等の対

策を行い，設備外部に出た火花が発火源となる設備を設置

しない設計とする。 

また，発電用原子炉施設には高温となる設備があるが，

設計上の最高使用温度が 60℃を超える系統については保

温材で覆うことにより，可燃性物質との接触防止や潤滑油

等可燃物の過熱防止を行う設計とする。（第 1-4 表） 

 

以上より，発電用原子炉施設には設備外部に火花を発生

する設備を設置しないこと，高温となる設備に対しては発

火源とならないよう対策を行うことから，火災防護に係る

審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

のような「可燃性の微粉を発生する設備」は設置しない設計

とする。 

   したがって，火災区域には可燃性の蒸気または微粉を高所

に排出するための設備を設ける必要はなく，電気・計装品を

防爆型とする必要はない。 

   なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工作物に

係る電気設備に関する技術基準を定める命令」第十条，第十

一条に基づく接地を施す。 

 

 

 

 

 

 

       

   以上より，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそ

れのある設備，着火源となるような静電気が溜まるおそれの

ある設備を火災区域に設置しないことから，火災防護に係る

審査基準の要求事項は適用されないものと考える。 

 

 

 (3) 発火源への対策 

発電用原子炉施設には金属製の本体内に収納する等の対

策を行い，設備外部に出た火花が発火源となる設備を設置し

ない設計とする。 

また，発電用原子炉施設には高温となる設備があるが，設

計上の最高運転温度が 60℃を超える系統は保温材で覆うこ

とにより，可燃性物質との接触防止や潤滑油等可燃物の過熱

防止を行う設計とする。(第 1-4 表) 

 

以上より，発電用原子炉施設には設備外部に出た火花が発

火源となる設備を設置しないこと，高温となる設備に対して

は発火源とならないような対策を行うことから，火災防護に

係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

 

したがって，火災区域には可燃性の蒸気又は微粉を高所に

排出するための設備を設置する必要はなく，電気・計装品を

防爆型とする必要はない。 

なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工作物に

係る電気設備に関する技術基準を定める命令」第十条，第十

一条に基づく接地を施す。 

また，火災区域には金属粉や布による研磨機のように静電

気が溜まる恐れがある設備を設置しない設計とする。 

なお，火災区域内で電気設備が必要な箇所には，「原子力

発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命令」

第十条，第十一条に基づく接地を施しており，静電気が溜ま

るおそれはない。 

 

以上より，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそ

れのある設備，及び着火源となるような静電気が溜まるおそ

れのある設備を火災区域に設置しないことから，火災防護に

係る審査基準の要求事項は適用されないものと考える。 

 

 

(3) 発火源への対策 

発電用原子炉施設には金属製の筐体内に収納する等の対策

を行い，設備外部に出た火花が発火源となる設備を設置しな

い設計とする。 

また，発電用原子炉施設には高温となる設備があるが，設

計上の最高使用温度が60℃を超える系統については，保温材

で覆うことにより，可燃性物質との接触防止や潤滑油等可燃

物の過熱防止を行う設計とする。（第１-４表） 

 

以上より，発電用原子炉施設には設備外部に火花を発生す

る設備を設置しないこと，高温となる設備に対しては発火源

とならないよう対策を行うことから，火災防護に係る審査基

準に適合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・東海第二は 1.5.1.2.1 

(2) に記載している 
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第 1-4 表：高温となる設備と接触防止・過熱防止対策 

 

 

(4) 水素ガス対策  

本要求は，「水素が漏えいするおそれのある火災区域」に

対して要求していることから，該当する設備を設置する火

災区域又は火災区画に対する水素ガ ス対策について以下

に示す。 

 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備を

設置する火災区域又は火災区画は，2.1.1.1(1)①「漏えい

の防止，拡大防止」に示すように，発火性又は引火性物質

である水素ガスを内包する設備は溶接構造等とすることに

より雰囲気への水素ガスの漏えいを防止するとともに，

2.1.1.1(1)③「換気」に示すように，機械換気を行うこと

によって水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように設計す

る。また，水素ガスの漏えいを検知できるように水素濃度

検出器等を設置する設計とする。 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，充電時にお

いて蓄電池から水素ガスが発生するおそれがあることか

ら，当該区域に可燃物を持ち込まないこととする。また，

蓄電池室の上部に水素濃度検出器を設置し，水素の燃焼限

界濃度である 4vol%の 1/4 以下の濃度にて中央制御室に

警報を発する設計とする。（第 1-6～1-7 図） 

 

 

 

第 1-4 表 高温となる設備と接触防止・過熱防止対策 

 

 

 

 

(4) 水素対策 

本要求は，「水素が漏えいするおそれのある火災区域」に

対して要求していることから，該当する設備を設置する火災

区域に対する水素対策について以下に示す。 

 

 

水素内包設備を設置する火災区域は，2.1.1.1(1)①「漏え

いの防止，拡大防止」に示すように，水素内包設備は溶接構

造等により雰囲気への水素の漏えいを防止するとともに，

2.1.1.1(1)③「換気」に示すように機械換気を行うことによ

り，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計するととも

に，水素を内包する設備は，溶接構造等により雰囲気への水

素の漏えいを防止する設計とする。 

 

 

蓄電池を設置する火災区域は，充電時において蓄電池から

水素が発生するおそれがあることから，当該区域に可燃物を

持ち込まないこととする。また，蓄電池室上部に水素濃度検

出器を設置し，水素の燃焼限界濃度である 4vol％の 1/4 以下

で中央制御室に警報を発する設計とする（第 1-5 図，第 1-6

図）。 

 

 

 

第１-４表 高温となる設備と接触防止・過熱防止対策 

 

 

 

 

(4) 水素ガス対策 

本要求は，「水素が漏えいするおそれのある火災区域」に

対して要求していることから，該当する設備を設置する火災

区域又は火災区画に対する水素ガス対策について以下に示

す。 

 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備を設

置する火災区域又は火災区画は，2.1.1.1.(1) ①「漏えいの

防止，拡大防止」に示すように，発火性又は引火性物質であ

る水素ガスを内包する設備は溶接構造等とすることにより雰

囲気への水素ガスの漏えいを防止するとともに，2.1.1.1.(1) 

③「換気」に示すように，機械換気を行うことによって水素

濃度が燃焼限界濃度以下となるように設計する。また，水素

ガスの漏えいを検知できるように水素濃度検知器等を設置す

る設計とする。 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，充電時におい

て蓄電池から水素ガスが発生するおそれがあることから，当

該区域に可燃物を持ち込まないこととする。また，蓄電池室

の上部に水素濃度検知器を設置し，水素の燃焼限界濃度であ

る４vol%の１/４以下の濃度にて中央制御室に警報を発する

設計とする。（第１-６図（１），第１－６図（２）） 

発電機水素ガス供給設備は，水素ガス消費量を管理すると

ともに，発電機内の水素純度，水素ガス圧力を中央制御室で

常時監視ができる設計としており，発電機内の水素純度や水

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構成および仕

様が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，発電

機水素ガス供給設備，

水素・酸素注入設備及

び格納容器雰囲気モニ

タ校正用水素ガスボン

ベを設置する部屋にも

水素濃度検知器を設置

する設計としている

（以下，別添 1 資料

1-⑧の相違） 
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一方，以下の設備については水素濃度検出器とは別の方

法にて水素ガスの漏えいを管理している。 

気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度が燃焼限界濃

度以下となるように設計するが，設備内の水素濃度につい

ては水素濃度計により中央制御室で常時監視ができる設計

とし，水素濃度が上昇した場合には中央制御室に警報を発

する設計とする。 

 

発電機水素ガス供給設備は，水素ガス消費量を管理する

とともに，発電内の水素純度，水素ガス圧力を中央制御室

で常時監視ができる設計としており，発電機内の水素純度

や水素ガス圧力が低下した場合には中央制御室に警報を発

する設計とする。 

格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置す

る火災区域又は火災区画については，2.1.1.1(1)①「漏え

いの防止，拡大防止」に示すように，通常時は本弁を閉と

する運用とし，2.1.1.1(1)③「換気」に示すように水素濃

度が燃焼限界濃度以下となるよう機械換気を行うことか

ら，水素濃度検出器は設置しない。（第 1-5 表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   一方，以下の設備については水素濃度検出器とは別の方法

で水素の漏えいを管理する。 

   気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度を燃焼限界濃度

以下にするよう設計するが，設備内の水素濃度については中

央制御室で常時監視できる設計で，水素濃度が上昇した場合

は中央制御室に警報を発する設計としている。 

 

 

   発電機水素ガス冷却設備は，水素消費量を管理するととも

に，発電機内の水素純度，水素圧力を中央制御室で常時監視

できる設計としており，発電機内の水素純度や水素圧力が低

下した場合には，中央制御室に警報を発する設計とする。 

 

格納容器雰囲気監視系校正用ボンベを設置する火災区域

については，2.1.1.1(1)①「漏えいの防止，拡大防止」に示

すように，通常時はボンベの元弁を「閉」運用とすること，

2.1.1.1(1)③「換気」に示すように水素濃度が燃焼限界濃度

以下となるよう機械換気を行うことから，漏えいしても設置

場所の水素濃度は0.1％未満のため，水素濃度検出器は設置

素ガス圧力が低下した場合には中央制御室に警報を発する設

計とする。また，発電機水素ガス供給設備を設置する部屋の

上部に水素濃度検知器を設置し，水素ガスの燃焼限界濃度で

ある４vol%の１/４以下の濃度にて中央制御室に警報を発す

る設計とする。 

水素・酸素注入設備は，燃焼限界濃度以上の水素ガスを供

給していることを考慮し，当該設備を設置する部屋の上部に

水素濃度検知器を設置し，水素ガスの燃焼限界濃度である４

vol%の１/４以下の濃度にて中央制御室に警報を発する設計

とする。 

格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置する火

災区域又は火災区画は，通常時は元弁を閉とする運用とし，

2.1.1.1.(1)③「換気」に示す機械換気によって水素濃度が燃

焼限界濃度以下となるよう設計する。また，格納容器雰囲気

モニタ校正用水素ガスボンベを設置する部屋の上部に水素濃

度検知器を設置し，水素ガスの燃焼限界濃度である４vol%の

１/４以下の濃度にて中央制御室に警報を発する設計とする。 

一方，以下の設備については，水素濃度検知器とは別の方

法にて水素の漏えいを管理している。 

気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度が燃焼限界濃度

以下となるよう設計するが，設備内の水素濃度については，

水素濃度計により中央制御室で常時監視ができる設計とし，

水素濃度が上昇した場合には水素ガスの燃焼限界濃度４vol%

に対して余裕を持たせた３vol%にて，中央制御室に警報を発

する設計とする。（第１-５表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑧の相

違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑧の相

違 

 

 

 

 

 

 

 

153



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

以上より，水素内包設備を設置する火災区域又は火災区

画は水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように機械換気を

行うとともに，水素ガス漏えいによって水素濃度が燃焼限

界濃度以上となる可能性があるものについては，漏えいが

発生した場合は中央制御室に警報を発する設計としている

ことから，火災防護に係る審査基準に適合しているものと

考える。 

 

 

 

第 1-6 図：蓄電池室水素濃度検出器の概要 

 

 

第 1-7 図：蓄電池室内の水素濃度検出器設置状況 

 

しない(第1-5表)。 

以上より，水素内包設備を設置する火災区域は水素濃度が燃

焼限界濃度以下となるように機械換気を行うとともに，水素の

漏えいにより水素濃度が燃焼限界濃度以上となる可能性があ

るものについては，水素の漏えいが発生した場合は中央制御室

に警報を発する設計とすることから，火災防護に係る審査基準

に適合しているものと考える。 

 

 

第 1-5 図 水素濃度検出設備の例 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-6 図 蓄電池室内 水素検出器設置イメージ 

 

 

以上より，水素内包設備を設置する火災区域又は火災区画

は水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように機械換気を行

うとともに，水素ガス漏えいによって水素濃度が燃焼限界濃

度以上となる可能性があるものについては，漏えいが発生し

た場合は中央制御室に警報を発する設計とすることから，火

災防護に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

第１-６図（１） 蓄電池室の水素濃度検知設備の概要 

 

 

第１-６図（２） 蓄電池室の水素濃度検知器設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 
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第 1-5 表：水素濃度検出器の設置状況 

 

 

(5) 放射線分解等により発生する水素ガスの蓄積防止対策 

放射線分解により水素ガスが発生する火災区域又は火災

区画における，水素ガスの蓄積防止対策としては，社団法

人火力原子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガス（水

素・酸素）蓄積防止に関するガイドライン（平成 17 年10 

月）」等に基づき，第 1-6 表のとおり実施する。蓄積防止

対策の対象箇所については，ガイドラインに基づき第 1-8 

図のフローに従い選定したものである。なお，ガイドライ

ン制定以前に経済産業省指示文書｢中部電力㈱浜岡原子力

発電所第１号機の余熱除去系配管破断に関する再発防止対

策について（平成 14 年 5 月）｣を受け，水素ガスの蓄積

のおそれがある箇所に対して対策を実施している。ガイド

ライン制定以降，これらの対策箇所はフロー上 STEP1 の水

素ガス滞留のおそれがない場所となり，追加の対策が必要

第 1-5 表 水素濃度検出器の設置予定箇所 

 

 

 

 

 

 

(5) 放射線分解等により発生する水素の蓄積防止対策 

放射性分解により発生する水素に対する火災区域におけ

る蓄積防止対策としては，社団法人火力原子力発電技術協会

「BWR 配管における混合ガス(水素・酸素)蓄積防止に関する

ガイドライン（平成 17 年 10 月）」等に基づき，第 1-6 表の

とおり実施する。蓄積防止対策箇所は，ガイドラインに基づ

き第 1-7 図のフローに従い選定する。なお，ガイドライン制

定前に経済産業省指示文書「中部電力株式会社浜岡原子力発

電所1号機の余熱除去系配管破断に関する再発防止対策につ

いて(平成 14 年 5 月)」を受け，水素の蓄積のおそれがある

箇所に対して対策を実施している。ガイドライン制定以降，

対策箇所はフロー上ステップ1の水素滞留のおそれがない場

所となり，追加の対策が必要な箇所はガイドラインに基づき

抽出・対策を実施している(第 1-6 表，第 1-7 図)。 

第１-５表 水素濃度検知器の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 放射線分解等により発生する水素ガスの蓄積防止対策 

放射線分解により水素ガスが発生する火災区域又は火災

区画における，水素ガスの蓄積防止対策としては，一般社団

法人火力原子力発電技術協会「BWR配管における混合ガス（水

素・酸素）蓄積防止に関するガイドライン（平成17年10月）」

等に基づき，第１-６表及び第１-８図のとおり実施する。蓄

積防止対策の対象箇所については，ガイドラインに基づき第

１-７図のフローに従い選定したものである。なお，ガイド

ライン制定以前に経済産業省指示文書｢中部電力㈱浜岡原子

力発電所第１号機の余熱除去系配管破断に関する再発防止

対策について（平成14年５月）｣を受け，水素ガスの蓄積の

おそれがある箇所を抽出した結果，該当する箇所は確認され

なかった。（第１-６表） 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑧の相

違及び設置個数の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の仕様が異なる 

島根 2 号炉は，経済
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な箇所についてはガイドラインに基づき抽出・対策を実施

している。（第 1-6 表，第 1-9 図） 

蓄電池により発生する水素ガスの蓄積防止対策として

は，蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，2.1.1.1(4)

「水素ガス対策」に示すように，機械換気を行うことによ

って水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように設計する。 

 

以上より，放射線分解等により原子炉の安全性を損なう

おそれがある場合は水素ガスの蓄積防止対策を実施してい

ることから，火災防護に係る審査基準に適合しているもの

と考える。 

 

 

 

第 1-8 図：水素ガス対策の対象選定フロー 

 

 

 

 

 

蓄電池を設置する火災区域は，「(4)水素対策」に示すよう

に，水素内包設備を溶接構造等とすることにより雰囲気への

水素の漏えいを防止するとともに，機械換気を行うことによ

り水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように設計する。 

 

以上より，放射線分解等により原子炉の安全性を損なうおそ

れがある場合は水素の蓄積防止対策を実施していることから，

火災防護に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

第1-7図 水素対策の対象選定フロー 

（BWR 配管における混合ガス(水素・酸素)蓄積防止に関するガイ

ドラインを参照） 

 

 

 

蓄電池により発生する水素ガスの蓄積防止対策としては，

蓄電池を設置する火災区域は，2.1.1.1.(4)「水素ガス対策」

に示すように，機械換気を行うことによって水素濃度が燃焼

限界濃度以下となるように設計する。 

 

以上より，放射線分解等により原子炉の安全性を損なうお

それがある場合は水素ガスの蓄積防止対策を実施しているこ

とから，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

 

 

 

 

 

 

第１-７図 水素ガス対策の対象選定フロー 

 

 

 

産業省指示文書の範囲

で類似箇所は確認され

ていない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

水素ガス蓄積防止対

策の対象範囲及び抽出
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第 1-6 表：放射線分解による水素ガス蓄積防止対策の実施状況 

 

 

 

 

第 1-9 図：ベント配管の設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-6 表 放射線分解による水素蓄積防止対策の実施状況 

 

 

 

第 1-8 図 残留熱除去系蒸気凝縮系配管撤去の概要 

 

 

 

第１-６表 放射線分解による水素ガス蓄積防止対策の実施状況 

 

 

第１-８図 ベント配管の設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果が異なる 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様の相違のた

め，水素ガス蓄積防止

対策の実施状況が異な

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 
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第1-9図 原子炉水位計等計装配管修繕の概要 

 

 

 

 

 

 

第1-10図 原子炉圧力容器頂部スプレイ配管追設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の仕様が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 
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(6) 過電流による過熱防止対策 

発電用原子炉施設内の電気系統の過電流による過熱の防

止対策について以下に示す。 

電気系統は，送電線への落雷等外部からの影響や，地絡，

短絡等に起因する過電流による過熱や焼損を防止するため

に，保護継電器，遮断器により故障回路を早期に遮断する設

計とする。 

次頁に，発電用原子炉施設内の系統及び機器に電源を供給

する電気系統と して，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 

号炉の電気系統における保護継電器 及び遮断器の設置箇所

を示す。（第 1-10～1-12 図） 

 

以上より，発電用原子炉施設内の電気系統は過電流による

過熱防止対策を実施していることから，火災防護に係る審査

基準に適合しているものと考え る。 

 

 

 

(6) 過電流による過熱防止対策 

発電用原子炉施設内の電気系統に対する過電流による過

熱防止対策について以下に示す。 

電気系統は，送電線への落雷による外部からの影響や，地

絡，短絡に起因する過電流による過熱や焼損を防止するため

に，保護継電器，遮断器により，故障回路を早期に遮断する

設計とする。 

第 1-11，12 図に，発電用原子炉施設内の系統及び機器に

電源を供給する電気系統として，東海第二発電所の電源系統

における保護継電器及び遮断器の設置箇所を示す。 

 

 

以上より，発電用原子炉施設内の電気系統は過電流による過

熱防止対策を実施していることから，火災防護に係る審査基準

に適合しているものと考える。 

 

 

 

(6) 過電流による過熱防止対策 

発電用原子炉施設内の電気系統の過電流による過熱の防止

対策について以下に示す。 

電気系統は，送電線への落雷等外部からの影響や，地絡，

短絡等に起因する過電流による過熱や焼損を防止するため

に，保護継電器，遮断器により故障回路を早期に遮断する設

計とする。 

発電用原子炉施設内の系統及び機器に電源を供給する電気

系統として，島根原子力発電所２号炉の電気系統における保

護継電器及び遮断器の設置箇所を示す。（第１-９図～第１-11

図） 

 

以上より，発電用原子炉施設内の電気系統は過電流による

過熱防止対策を実施していることから，火災防護に係る審査

基準に適合しているものと考える。 
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第 1-10 図：6 号及び 7 号炉 電源系統保護継電器及び遮断器

の設置箇所 

  

 

 

第 1-11 図 電気系統保護継電器及び遮断器の設置箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１-９図 電気系統保護継電器及び遮断器の設置箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成が異なる 
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第 1-11 図：6 号炉 直流電源系統保護継電器及び遮断器の設

置箇所 

 

 

 

 

 

 

第 1-12 図 電気系統保護継電器及び遮断器の設置箇所(480V 母

線)(1/2) 

 

 

第１-10 図 直流電源系統保護継電器及び遮断器の設置箇所（そ

の１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成が異なる 
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第 1-12 図：7 号炉 直流電源系統保護継電器及び遮断器の設

置箇所 

 

第1-12図 電気系統保護継電器及び遮断器の設置箇所(直流母線) 

(2/2) 

 

第１-11 図 直流電源系統保護継電器及び遮断器の設置箇所（そ

の２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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2.1.1.2. 不燃性・難燃性材料の使用 

 

［要求事項］ 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各

号に掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した

設計であること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材

料が、不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有す

るもの（以下「代替材料」という。）である場合、もしくは、

当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な

代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有す

る構築物、系統及び機器において火災が発生することを防

止するための措置が講じられている場合は、この限りでは

ない。 

(1) 機器、配管、ダクト、トレイ、電線管、盤の筐体、及び

これらの支持構造物のうち、 主要な構造材は不燃性材料を

使用すること。 

(2) 建屋内の変圧器及び遮断器は、絶縁油等の可燃性物質を

内包していないものを使用すること。 

(3) ケーブルは難燃ケーブルを使用すること。 

(4) 換気設備のフィルタは、不燃性材料又は難燃性材料を使

用すること。ただし、チャコールフィルタについては、こ

の限りでない。 

(5) 保温材は金属、ロックウール又はグラスウール等、不燃

性のものを使用すること。 

(6) 建屋内装材は、不燃性材料を使用すること。 

 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物、系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の

駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、 不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火

した場合においても、他の構築物、系統又は機器において火

2.1.1.2 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

 

[要求事項] 

2.1.2 安全機能を有する構築物，系統及び機器は，以下の各号に

掲げるとおり，不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計で

あること。ただし，当該構築物，系統及び機器の材料が，不

燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以

下「代替材料」という。）である場合，もしくは，当該構築

物，系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材料の

使用が技術上困難な場合であって，当該構築物，系統及び機

器における火災に起因して他の安全機能を有する構築物，系

統及び機器において火災が発生することを防止するための

措置が講じられている場合は，この限りではない。 

 

(1) 機器，配管，ダクト，トレイ，電線管，盤の筐体，及び

これらの支持構造物のうち，主要な構造材は不燃性材料

を使用すること。 

(2) 建屋内の変圧器及び遮断器は，絶縁油等の可燃性物質を

内包していないものを使用すること。 

(3) ケーブルは難燃ケーブルを使用すること。 

(4) 換気設備のフィルタは，不燃性材料又は難燃性材料を使

用すること。ただし，チャコールフィルタについては，

この限りでない。 

(5) 保温材は金属，ロックウール又はグラスウール等，不燃

性のものを使用すること。 

(6) 建屋内装材は，不燃性材料を使用すること。 

 

（参考） 

「当該構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって，当該構築

物，系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有

する構築物，系統及び機器において火災が発生することを防

止するための措置が講じられている場合」とは，ポンプ，弁

等の駆動部の潤滑油，機器躯体内部に設置される電気配線，

不燃材料の表面に塗布されるコーティング剤等，当該材料が

発火した場合においても，他の構築物，系統又は機器におい

2.1.1.2. 不燃性・難燃性材料の使用 

 

［要求事項］ 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各号

に掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計

であること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材料が、

不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの

（以下「代替材料」という。）である場合、もしくは、当該

構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材

料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統及

び機器における火災に起因して他の安全機能を有する構築

物、系統及び機器において火災が発生することを防止するた

めの措置が講じられている場合は、この限りではない。 

 

(1) 機器、配管、ダクト、トレイ、電線管、盤の筐体、及びこ

れらの支持構造物のうち、主要な構造材は不燃性材料を使用

すること。 

(2) 建屋内の変圧器及び遮断器は、絶縁油等の可燃性物質を内

包していないものを使用すること。 

(3) ケーブルは難燃ケーブルを使用すること。 

(4) 換気設備のフィルタは、不燃性材料又は難燃性材料を使用

すること。ただし、チャコールフィルタについては、この限

りでない。 

(5) 保温材は金属、ロックウール又はグラスウール等、不燃性

のものを使用すること。 

(6) 建屋内装材は、不燃性材料を使用すること。 

 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代

替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統

及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する構築

物、系統及び機器において火災が発生することを防止するため

の措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の駆動部の

潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃材料の表面

に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火した場合にお

いても、他の構築物、系統又は機器において火災を生じさせる
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災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

 

(3) 難燃ケーブルについて 

使用するケーブルについて、「火災により着火し難く、著し

い燃焼をせず、また、加熱 源を除去した場合はその燃焼部が

広がらない性質」を有していることが、延焼性及び自 己消火

性の実証試験により示されていること。 

（実証試験の例） 

・自己消火性の実証試験･･･UL 垂直燃焼試験 

・延焼性の実証試験･･･IEEE383 または IEEE1202 

 

 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する不燃性材

料及び難燃性材料の使用について以下(1)～(6)に示す。 

ただし，不燃性材料及び難燃性材料が使用できない場合は

以下のいずれかの設計とする。 

・ 不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するも

の（以下「代替材料」という。）を使用する設計とする。 

・ 構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要な代

替材料の使用が技術上困難な場合には，当該構築物，系

統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有

する構築物，系統及び機器において火災が発生すること

を防止するための措置を講じる設計とする。 

 

(1) 主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，機器，

配管，ダクト，トレイ，電線管，盤の筐体及びこれらの支

持構造物の主要な構造材は，火災の発生防止及び当該設備

の強度確保等を考慮し，ステンレス鋼，低合金鋼，炭素鋼

等の金属材料，又はコンクリート等の不燃性材料を使用す

る設計とする。（第 1-13 図） 

ケーブルトレイ内のケーブルの固縛材は難燃性のものを

使用する設計とする。 

なお，本固縛材は可燃物量がわずかであること，ケーブ

ルは後述のとおり難燃ケーブルを使用していること，万一，

て火災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

 

(3)難燃ケーブルについて 

使用するケーブルについて，「火災により着火し難く，著

しい燃焼をせず，また，加熱源を除去した場合はその燃焼

部が広がらない性質」を有していることが，延焼性及び自

己消火性の実証試験により示されていること。 

 （実証試験の例） 

・自己消火性の実証試験･･･UL 垂直燃焼試験  

・延焼性の実証試験･･･IEEE383 または IEEE1202 

 

 

 

安全機能を有する機器等に対する不燃性材料又は難燃性材

料の使用について，以下(1)から(6)に示す。 

ただし，不燃性材料又は難燃性材料が使用できない場合は以

下のいずれかの設計とする。 

・不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するも

の（以下「代替材料」という。）を使用する設計とする。 

・構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要な代

替材料の使用が技術上困難な場合であって，当該構築

物，系統及び機器における火災に起因して他の安全機能

を有する構築物，系統及び機器において火災が発生する

ことを防止するための措置を講じる設計とする。 

 

 (1)主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，機器，

配管，ダクト，トレイ，電線管，盤の筐体及びこれらの支

持構造物の主要な構造材は，火災の発生防止及び当該設備

の強度確保を考慮し，ステンレス鋼，低合金鋼，炭素鋼な

どの金属材料，またはコンクリートの不燃性材料を使用す

る設計とする。 

 

 

 

 

おそれが小さい場合をいう。 

 

(3) 難燃ケーブルについて 

使用するケーブルについて、「火災により着火し難く、著

しい燃焼をせず、また、加熱源を除去した場合はその燃焼部

が広がらない性質」を有していることが、延焼性及び自己消

火性の実証試験により示されていること。 

（実証試験の例） 

・自己消火性の実証試験･･･UL 垂直燃焼試験 

・延焼性の実証試験･･･IEEE383 又は IEEE1202 

 

 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する不燃性材料

及び難燃性材料の使用について以下(1)～(6)に示す。 

ただし，不燃性材料及び難燃性材料が使用できない場合は，

以下のいずれかの設計とする。 

・ 不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するも

の（以下「代替材料」という。）を使用する設計とする。 

・ 構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要な代

替材料の使用が技術上困難な場合には，当該構築物，系

統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有

する構築物，系統及び機器において火災が発生すること

を防止するための措置を講じる設計とする。 

 

(1) 主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，機器，配

管，ダクト，トレイ，電線管，盤の筐体及びこれらの支持構

造物の主要な構造材は，火災の発生防止及び当該設備の強度

確保等を考慮し，ステンレス鋼，低合金鋼，炭素鋼等の金属

材料，又はコンクリート等の不燃性材料を使用する設計とす

る。（第１-12図） 

ケーブルトレイ内のケーブルの固縛材は難燃性のものを使

用する設計とする。 

なお，本固縛材は可燃物量がわずかであること，ケーブル

は後述のとおり難燃ケーブルを使用していること，万一，火

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は，難燃

性のケーブル固縛材を
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火災により固縛材が外れても垂直に敷設されたケーブルは

トレイの水平部分等で支持されていることから， 他の安全

機能を有する機器に影響を及ぼすおそれはない。 

また，内部溢水対策で使用している止水材についても難

燃性のものを使用する設計とする。水密扉の止水パッキン

は，自己発火性がないこと，水密扉は常時閉運用であり扉

外周部に設置されたパッキンは扉本体から押えつけられて

いる状態であるため大半は外部に露出していないこと，水

密扉は通行部であるため周囲に可燃性物質を内包する設備

がないこと，当該構成材の量は微量であることから，他の

構築物，系統又は機器に火災を生じさせるおそれは小さい

ものの，火災発生防止の観点から難燃性の止水パッキンを

使用する 設計とする。 

ただし，配管のパッキン類は，その機能を確保するため

に必要な代替材料の使用が技術上困難であるが，金属で覆

われた狭隘部に設置し直接火炎にさらされることはなく，

これにより他の安全機能を有する構築物，系統及び機器に

おいて火災が発生するおそれはないことから不燃性材料又

は難燃性材料ではない材料を使用する設計とする。また，

金属に覆われたポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油（グリ

ス），並びに金属に覆われた機器躯体内部に設置される電気

配線は，発火した場合でも，他の安全機能を有する構築物，

系統及び 機器に延焼しないことから，不燃性材料又は難燃

性材料ではない材料を使用 する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，安全機能を有する構築物，系統及び機器が設置さ

れている火災区域又は火災区画に設置される，油を内包す

る耐震 B クラス及び耐震 C クラスの機器は，基準地震動

によっても油が漏えいしないよう耐震補強していることか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし，配管のパッキン類は，その機能を確保するため

に必要な代替材料の使用が技術上困難であるが，金属で覆

われた狭隘部に設置し直接火炎にさらされることなく，こ

れにより他の安全機能を有する機器等において火災が発

生するおそれはないことから，不燃性材料又は難燃性材料

ではない材料を使用する設計とする。また，金属に覆われ

たポンプ及び弁の駆動部の潤滑油（グリス），並びに金属

に覆われた機器内部の電気配線は，発火した場合でも他の

安全機能を有する機器等に延焼しないことから，不燃性材

料または難燃性材料ではない材料を使用する設計とする。 

 

    水密扉に使用する止水パッキンについては，自己発火性

がないこと，水密扉は常時閉運用であり，パッキン自体は

扉本体に押さえられている状態であり，パッキンの大部分

は外部に露出しないこと，水密扉周囲には可燃性物質を内

包する設備がないこと，当該構成材の量は微量であること

から，他の構築物，系統及び機器に火災を生じさせるおそ

れは小さいものの，火災の発生防止の観点から難燃性材料

を使用する設計とする。 

    なお，安全機能を有する機器等が設置されている火災区

域又は火災区画に設置される，油を内包する耐震Bクラス，

Cクラスの設備は，基準地震動ＳＳによっても油が漏えいし

ないように耐震補強する設計とすることから，安全機能を

災により固縛材が外れても垂直に布設されたケーブルはトレ

イの水平部分等で支持されていることから，他の安全機能を

有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼすおそれはない。 

また，内部溢水対策で使用している止水材についても難燃

性のものを使用する設計とする。水密扉の止水パッキンは，

自己発火性がないこと，水密扉は常時閉運用であり扉外周部

に設置されたパッキンは扉本体から押えつけられている状態

であるため大半は外部に露出していないこと，水密扉は通行

部であるため周囲に可燃性物質を内包する設備がないこと，

当該構成材の量は微量であることから，他の構築物，系統又

は機器に火災を生じさせるおそれは小さいものの，火災発生

防止の観点から難燃性の止水パッキンを使用する設計とす

る。 

ただし，配管のパッキン類は，その機能を確保するために

必要な代替材料の使用が技術上困難であるが，金属で覆われ

た狭隘部に設置し直接火炎にさらされることはなく，これに

より他の安全機能を有する構築物，系統及び機器において火

災が発生するおそれはないことから，不燃性材料又は難燃性

材料ではない材料を使用する設計とする。また，金属に覆わ

れたポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油（グリス），並びに金

属に覆われた機器躯体内部に設置される電気配線は，発火し

た場合でも，他の安全機能を有する構築物，系統及び機器に

延焼しないことから，不燃性材料又は難燃性材料ではない材

料を使用する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，安全機能を有する構築物，系統及び機器が設置され

ている火災区域又は火災区画に設置される，油を内包する耐

震Ｂクラス及び耐震Ｃクラスの機器は，基準地震動によって

も油が漏えいしないよう耐震補強していることから，安全機

使用している 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，不燃

性材料でカバーする設

計も採用している 
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ら，安全機能を有する構築物，系統及び機器が設置されて

いる火災区域又は火災区画において，地震随伴による火災

は発生しない。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器のう

ち主要な構造材は不燃性材料を使用していること，これ以

外の構築物，系統及び機器は基本的に不燃性材料又は難燃

性材料を使用する設計としていること，一部，配管のパッ

キン類やポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油（グリス），盤内

部に設置された電気配線は不燃性材料又は難燃性材料では

ない材料を使用しているものがあるが，発火した場合でも

他の安全機能を有する構築物，系統及び機器に延焼しない

ことを確認していることから，火災防護に係る審査基準に

適合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有する機器等が設置されている火災区域又は火災区画に

おいて，地震随伴による火災の発生の可能性は低いと考え

る。 

 

以上より，安全機能を有する機器等のうち主要な構造材

は不燃性材料を使用する設計とすること，これ以外の構築

物，系統及び機器は原則，不燃性材料又は難燃性材料を使

用する設計とすること，一部配管に用いるパッキン類やポ

ンプ及び弁等の駆動部の潤滑油（グリス），盤内部に設置

された電気配線は不燃性材料又は難燃性材料を使用する

ものもあるが，万が一発火した場合においても他の安全機

能を有する機器等に延焼しないことを確認していること

から，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能を有する構築物，系統及び機器が設置されている火災区域

又は火災区画において，地震随伴による火災の発生の可能性

は低いと考える。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち

主要な構造材は不燃性材料を使用していること，これ以外の

構築物，系統及び機器は基本的に不燃性材料又は難燃性材料

を使用する設計としていること，一部，配管のパッキン類や

ポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油（グリス），盤内部に設置

された電気配線は不燃性材料又は難燃性材料ではない材料を

使用しているものがあるが，発火した場合でも他の安全機能

を有する構築物，系統及び機器に延焼しないことを確認して

いることから，火災防護に係る審査基準に適合しているもの

と考える。 
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第 1-13 図：主要な構造材に対する不燃性材料の使用状況 

 

(2) 変圧器及び遮断器に対する絶縁油等の内包 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，屋内の変

圧器及び遮断器は可燃性物質である絶縁油を内包していない

ものを使用する設計とする。（第 1-14 図） 

以上より，安全機能を有する屋内の変圧器及び遮断器は，

火災防護に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2)変圧器及び遮断器に対する絶縁油の内包 

安全機能を有する機器等のうち，屋内の変圧器及び遮断

器は，可燃性物質である絶縁油を内包していないものを使

用する設計とする(第 1-13，14 図)。 

    以上より，安全機能を有する屋内の変圧器及び遮断機

は，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ポンプ 

 

配管及び支持構造物 ダクト 

 

   

電源盤 ケーブルトレイ 電線管 

 

第１-12図 主要な構造材に対する不燃性材料の使用状況 

 

(2) 変圧器及び遮断器に対する絶縁油等の内包 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，屋内の変

圧器及び遮断器は可燃性物質である絶縁油を内包していない

ものを使用する設計とする。（第１-13図） 

以上より，安全機能を有する屋内の変圧器及び遮断器は，

火災防護に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設備の仕様が異なる 
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第 1-14 図：屋内の遮断器の例 

 

 (3) 難燃ケーブルの使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用するケーブ

ルには，実証試験により自己消火性（UL垂直燃焼試験）及び

延焼性（IEEE383（光ファイバケーブルの場合は IEEE1202）

垂直トレイ燃焼試験）を確認した難燃ケーブルを使用する設

計とする。難燃ケーブルの使用状況を添付資料２に示す。 

ただし，一部のケーブルについては製造中止のため自己消

火性を確認するUL垂直燃焼試験を実施できない。このケーブ

ルについては，UL 垂直燃焼試験と同様の試験である ICEA 

垂直燃焼試験の結果と，同じ材質のシースを持つケーブルで

 

 

 

 

 

 

第1-13図 真空遮断器外観 

 

第1-14図 気中遮断器外観 

 

 (3)難燃ケーブルの使用について 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用するケーブ

ルには，実証試験により自己消火性(UL 垂直燃焼試験)及び延

焼性(IEEE383(光ファイバケーブルの場合は IEEE1202)垂直

トレイ燃焼試験)を確認した難燃ケーブルを使用する設計と

する。難燃ケーブルの使用状況を添付資料 2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１-13図 屋内の遮断器の例 

 

 (3) 難燃ケーブルの使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用するケーブ

ルには，実証試験により自己消火性（UL垂直燃焼試験）及び

延焼性（IEEE383（光ファイバケーブルの場合はIEEE1202）垂

直トレイ燃焼試験）を確認した難燃ケーブルを使用する設計

とする。難燃ケーブルの使用状況を添付資料２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の安全機

能を有する機器は，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

真空遮断器の例 

（メタクラ） 

 

気中遮断器の例 

（ロードセンタ） 

気中遮断器の例 

（コントロールセンタ） 

気中遮断器の例 

（ブレーカ） 

変圧器の例 
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実施した UL 垂直燃焼試験結果より，自己消火性を確認する

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし，安全機能を有する機器等に使用するケーブルに

は，自己消火性を確認するＵＬ垂直燃焼試験は満足するが，

延焼性を確認するIEEE383 垂直トレイ燃焼試験の要求を満

足しない非難燃ケーブルがある。 

したがって，非難燃ケーブルについては，原則，難燃ケー

ブルに取り替えて使用する設計とする。ただし，ケーブルの

取り替えに伴い安全上の課題が生じる場合には，非難燃ケー

ブルを使用し，施工後の状態において，以下に示すように範

囲を限定した上で，難燃ケーブルを使用した場合と同等以上

の難燃性能を確保できる代替措置（複合体）を施す設計とす

る。 

a．ケーブルの取り替えに伴う課題が回避される範囲 

b．難燃ケーブルと比較した場合に，火災リスク※に有意な

差がない範囲 

※火災リスクとは，絶縁劣化に伴う発火リスク，電気特

性への影響及び可燃物量の変化による火災荷重への

影響を示す 

 

ⅰ）複合体を形成する設計 

複合体は，難燃ケーブルを使用した場合と同等以上の難

燃性能を確保する設計とし，実証試験により自己消火性及

び延焼性を確認した上で使用する。 

このため，複合体外部及び複合体内部の火災を想定した

設計とする。 

また，複合体は，防火シートが与える化学的影響，複合

体内部への熱の蓄積及び重量増加による耐震性への影響

を考慮しても非難燃ケーブルの通電機能や絶縁機能及び

ケーブルトレイの耐震性低下により，ケーブル保持機能が

損なわれないことを確認するとともに，施工後において，

複合体の難燃性能を維持する上で，防火シートのずれ，隙

間及び傷の範囲を考慮する設計とし，これらを実証試験に

より確認して使用する設計とする。使用する防火シートは

耐寒性，耐水性，耐薬品性などの耐性に問題がないことを

確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IEEE383 試験および UL

垂直燃焼試験により難

燃性を確認した難燃ケ

ーブルを使用している

（以下，別添 1 資料

1-⑨の相違） 

(3)については以下同

じ 
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【別添 4(1)】 

a．複合体外部の火災を想定した場合の設計 

複合体は，外部の火災に対して，不燃材の防火シートに

より外部からの火炎を遮断し，直接ケーブルに火炎が当た

り燃焼することを防止することにより，難燃ケーブルと同

等以上の難燃性能が確保できる設計とする。 

このため，複合体は，火炎を遮断するため，非難燃ケー

ブルが露出しないように非難燃ケーブル及びケーブルト

レイを防火シートで覆い，その状態を維持するため結束ベ

ルトで固定する設計とする。 

実証試験では，この設計の妥当性を確認するため，防火

シートが遮炎性を有していること，その上で，複合体とし

ては，延焼による損傷長が難燃ケーブルよりも短くなるこ

とを確認した上で使用する。 

【別添 4(3)】 

b．複合体内部の火災を想定した場合の設計 

複合体は，短絡又は地絡に起因する過電流により発火し

た内部の火災に対して，燃焼の３要素のうち，酸素量を抑

制することにより，難燃ケーブルを使用した場合と同等以

上の難燃性能が確保できる設計とする。 

このため，複合体は，「a.複合体外部の火災を想定した

場合の設計」に加え，複合体内部の延焼を燃え止まらせる

ため，ケーブルトレイが火災区画の境界となる壁，天井又

は床を貫通する部分に耐火シールを処置し，延焼の可能性

のあるケーブルトレイ設置方向にファイアストッパを設

置する設計とする。 

また，複合体内部の火炎が外部に露出しないようにする

ため，防火シート間を重ねて覆う設計とする。 

実証試験では，この設計の妥当性を確認するため，ケー

ブル単体の試験により自己消火性が確保できること，防火

シートで複合体内部の酸素量を抑制することにより耐延

焼性を確保できることを確認した上で使用する。 

ⅱ）電線管に収納する設計 

複合体とするケーブルトレイから安全機能を有する機器

に接続するために電線管で敷設される非難燃ケーブルは，火

災を想定した場合にも延焼が発生しないように，電線管に収
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また，核計装ケーブルは，微弱電流又は微弱パルスを扱う

必要があり，耐ノイズ性を確保するために高い絶縁抵抗を有

する同軸ケーブルを使用する設計とする。放射線モニタケー

ブルについても，放射線検出のためには微弱電流又は微弱パ

ルスを扱う必要があり，核計装ケーブルと同様に耐ノイズ性

を確保するため，絶縁体に誘電率の低い架橋ポリエチレンを

使用することで高い絶縁抵抗を有する同軸ケーブルを使用

する設計とする。 

これらのケーブルの一部は，自己消火性を確認する UL 垂

直燃焼試験は満足するが，延焼性を確認する IEEE383 垂直

トレイ燃焼試験の要求を満足することが困難である。 

このため，核計装ケーブル及び放射線モニタケーブルは，

火災を想定した場合にも延焼しないよう，原子炉格納容器外

については専用電線管に収納するとともに，電線管の両端

は，電線管外部からの酸素供給防止を目的とし，耐火性を有

するシール材を処置する設計とする。 

耐火性を有するシール材を処置した電線管内は外気から

容易に酸素ガスの供給がない閉塞した状態であるため，核計

装ケーブル及び放射線モニタケーブルに火災が発生しても

ケーブルの燃焼に必要な酸素ガスが不足し,燃焼の維持がで

きなくなるので，すぐに自己消火し，ケーブルは延焼しない。

このため，専用電線管で収納し，耐火性を有するシール材に

より酸素ガスの供給防止を講じた核計装ケーブル及び放射

線モニタケーブルは，IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の判定基

準を満足するケーブルと同等以上の延焼防止性能を有する。 

一方，原子炉格納容器内の原子炉圧力容器下部における核

計装ケーブルは，周囲環境が極めて狭隘であり電線管に敷設

すると曲げ半径を確保できないこと，機器点検時にケーブル

を解線して機器を取り外す必要があることから，一部ケーブ

ルを露出する設計とする。しかしながら，以下のとおり対策

することによって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持する機能に影響が及ぶおそれはない。 

・ 原子炉格納容器内は，通常運転中については窒素ガス

納するとともに，電線管の両端は電線管外部からの酸素供給

防止を目的として，難燃性の耐熱シール材を処置する設計と

する。 

放射線モニタケーブルは，放射線検出のためには微弱電流

又は微弱パルスを扱う必要があり，耐ノイズ性を確保するた

め，絶縁体に誘電率の低い架橋ポリエチレンを使用すること

で高い絶縁抵抗を有する同軸ケーブルを使用する設計とす

る。 

 

 

 

このケーブルは，自己消火性を確認する UL 垂直燃焼試験

は満足するが，延焼性を確認する IEEE383 垂直トレイ燃焼

試験の要求を満足することが困難である。 

このため，放射線モニタケーブルは，火災を想定した場合

にも延焼が発生しないよう，専用電線管に収納するととも

に，電線管の両端は，電線管外部からの酸素供給防止を目的

とし，耐火性を有するシール材による処置を行う設計とす

る。 

耐火性を有するシール材を処置した電線管内は外気から

容易に酸素の供給がない閉塞した状態であるため，放射線モ

ニタケーブルに火災が発生してもケーブルの燃焼に必要な

酸素が不足し，燃焼の維持ができなくなるので，すぐに自己

消火し，ケーブルは延焼しない。このため，専用電線管で収

納し，耐火性を有するシール材により酸素の供給防止を講じ

た放射線モニタケーブルは，IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の

判定基準を満足するケーブルと同等以上の延焼防止性能を

有する。 

（資料 4） 
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を封入しており火災発生のおそれがないこと。 

・ 原子炉の起動中において，原子炉格納容器内点検前に

核計装ケーブルから火災が発生し火災感知器が作動し

た場合は，速やかな消火活動が可能であること。また，

原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス封入（酸素

濃度約 1%）までの期間は制御棒全挿入状態とし，その

期間は原子炉の運転サイクルの中で極めて短期間であ

ること。 

・ 原子炉の低温停止中及び起動中において，万一，核計

装ケーブルから火災が発生した場合を考慮しても，火

災が延焼しないように，核計装ケーブルの露出部分の

長さは，ケーブルの曲げ半径の確保及び機器点検時の

解線作業に影響のない範囲で 1,200mm 程度と極力短

くし，周囲への延焼を防止する設計とするとともに，

当該ケーブルの周囲には実証試験により自己消火性及

び延焼性を確認した難燃ケーブルを敷設する設計とす

ること。 

・ 原子炉格納容器下部に設置する発火性又は引火性物質

である潤滑油を内包する設備としては，再循環ポンプ

及び電動駆動制御棒駆動機構の点検時に使用する取扱

い装置があるが，通常時は電源を切る運用とし，機器

の使用時には監視員を配置して万一，火災が発生して

も速やかに消火を行うこと。 

・ 原子炉格納容器下部に設置する常用系及び非常用系の

ケーブル，作業用分電盤，中継端子箱，サンプポンプ

等は，金属製の筐体に収納することで，火災の発生を

防止する設計とすること。 

・ 低温停止中及び起動中において火災が発生した場合に

は異なる種類の火災感知器で感知し，速やかな消火活

動が可能であること。 

・ 万一，起動中に核計装ケーブルから火災が発生した場

合でも，核計装ケーブルはチャンネルごとに位置的分

散を図って設置しており他のチャンネルのケーブルが

同時に延焼する可能性が低く，未臨界監視機能を確保

できること。 

・ 万一，起動中に核計装ケーブルから火災が発生し火災
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感知器が作動した場合は，原子炉起動操作を中止し停

止操作を行うこと。 

(資料８) 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用

するケーブルについては，基本的に火災防護に係る審査基準

に適合しているものと考える。 

一部のケーブルについては，代替する実証試験によって難

燃性が確認されており，火災防護に係る審査基準に適合して

いるものと同等と考える。また，一部の核計装ケーブルは，

実証試験により難燃性が確認できないものがあるが，専用電

線管への敷設及び難燃性の耐熱シール材処置等によりケー

ブルの延焼を防止する対策を実施することから，十分な保安

水準が確保されているものと考える。 

 

(4) 換気設備のフィルタに対する不燃性材料又は難燃性材料

の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，換気空調

設備のフィルタは，チャコールフィルタを除き下表に示すと

おり「JIS L 1091（繊維製品の燃焼性試験方法）」又は「JACA 

No.11A（空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針（公益社団

法人日本空気清浄協会））」（試験概要については添付資料３）

を満足する難燃性材料を使用する設計とする。（第 1-7 表，

第 1-15 図） 

難燃性の換気フィルタの使用状況を添付資料３に示す。 

なお，下表に示す換気空調設備のフィルタはコンクリート

製の室内又は金属製の構造物内に設置しており，フィルタ周

辺には可燃物はなく，運用面での管理を実施することから火

気作業等によりフィルタ火災が発生することはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，安全機能を有する機器等に使用するケーブルに

ついては，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考

える。非難燃ケーブルを使用する場合については，代替措置

を施し，実証試験により難燃ケーブルを使用した場合と同等

以上の性能があることを確認した上で使用する設計とする

ことから，十分な保安水準が確保されていると考える。 

 

 

 

 

 

(4)換気設備のフィルタに対する不燃性材料及び難燃性材料の

使用 

安全機能を有する機器等のうち，換気空調設備のフィルタ

は，チャコールフィルタを除き，第 1-7 表に示すとおり，「JIS 

L 1091(繊維製品の燃焼性試験方法)」又は「JACA No.11A(空

気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針(公益社団法人日本空

気清浄協会))」により難燃性（JACA №11A クラス 3 適合）

を満足する難燃性材料を使用する設計とする。 

 

難燃性の換気フィルタの使用について添付資料 3に示す。 

また，第1-7表のフィルタは金属製の構造物内に内包してお

り，コンクリート製の室内に設置する設計とする。なお，フィ

ルタ周辺には可燃物はなく，以下の管理を実施するため，火気

作業等によりフィルタ火災が発生することはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用

するケーブルについては，火災防護に係る審査基準に適合し

ているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 換気設備のフィルタに対する不燃性材料又は難燃性材料の

使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，換気空調

設備のフィルタは，チャコールフィルタを除き下表に示すと

おり「JIS L 1091（繊維製品の燃焼性試験方法）」又は「JACA 

No.11A（空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針（公益社団

法人 日本空気清浄協会））」（試験概要については添付資料

３）を満足する難燃性材料を使用する設計とする。（第１-

７表，第１-14図） 

難燃性の換気フィルタの使用状況を添付資料３に示す。 

なお，下表に示す換気空調設備のフィルタはコンクリート

製の室内又は金属製の構造物内に設置しており，フィルタ周

辺には可燃物はなく，運用面での管理を実施することから火

気作業等によりフィルタ火災が発生することはない。 
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運用管理の概要 

換気設備のフィルタを設置している部屋は下記の運用とす

る。 

① 点検資機材の仮置き禁止エリアとする。 

② 他エリアの機器を当該エリアに持ち込み点検すること

を禁止する。 

③ 火気取扱い禁止エリアとする。 

④ ただし，当該の部屋又は金属製の構造物の補修等で火

気（溶接機）を使用する場合は，当該空調の系統隔離

（全停止），近傍のフィルタを取り外し室外に搬出し火

気養生を実施した上で火気作業を行う運用とする。 

 

換気設備のフィルタの廃棄においては下記の運用とする。 

① チャコールフィルタは，廃棄物として処理を行うまでの

間，ドラム缶で収納し保管する。 

② HEPA フィルタは，廃棄物として処理するまでの間，不

燃シートに包んで保管する。 

 

上記運用については，火災防護計画で定めるとともに，関

連するマニュアル・ガイド類に反映することとする。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，

チャコールフィルタを除く換気空調設備のフィルタは難燃

性のフィルタを使用することとしていることから，火災防護

に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○運用管理の概要 

  換気設備のフィルタを設置している部屋は以下の運用とす

る。 

   ① 点検資機材の仮置きを禁止するエリアとする 

② 他エリアの機器を当該エリアに持ち込んでの点検を禁

止する 

③ 火気取扱い禁止エリアとする 

④ 但し，当該部屋又は金属製の構造物の補修等で火気(溶

接機)を使用する場合は，当該換気空調設備を停止し隔

離する。その後，火気養生を実施した上で火気作業を

行う運用とする 

 

  換気設備のフィルタの廃棄においては以下の運用とする。 

   ① チャコールフィルタは，廃棄物として処理を行うまで

の間，金属容器で収納し保管する。 

   ② HEPA フィルタは，廃棄物として処理するまでの間，不

燃シートに包んで保管する。 

 

上記運用については，火災防護計画に定めるとともに，関連

する規程，ガイド等に反映する。 

 

以上より，安全機能を有する機器等のうち，チャコールフィ

ルタを除く換気空調設備のフィルタは，難燃性のフィルタを使

用する設計とすることから，火災防護に係る審査基準に適合し

ているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用管理の概要 

換気設備のフィルタを設置している部屋は下記の運用とす

る。 

①点検資機材の仮置き禁止エリアとする。 

②他エリアの機器を当該エリアに持ち込み点検することを禁

止する。 

③火気取扱い禁止エリアとする。 

④但し，当該の部屋又は金属製の構造物の補修等で火気（溶

接機）を使用する場合は，当該空調の系統隔離（全停止），

近傍のフィルタ全数を取り外し及び火気養生を実施した上

で火気作業を行う運用とする。 

 

換気設備のフィルタの廃棄においては下記の運用とする。 

①チャコールフィルタは，廃棄物として処理を行うまでの

間，ドラム缶で収納し保管する。 

②HEPA フィルタは，廃棄物として処理するまでの間，不燃

シートに包んで保管する。 

 

上記運用については，火災防護計画で定めるとともに，関

連する社内マニュアルに反映することとする。 

 

     以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，

チャコールフィルタを除く換気空調設備のフィルタは難燃性

のフィルタを使用することとしていることから，火災防護に係

る審査基準に適合しているものと考える。 
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第 1-7 表：安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，換

気空調設備のフィルタ 

 

 

 

第1-15 図：6 号炉原子炉建屋 3 階非常用ディーゼル発電機(B)

エアフィルタ室の概要 

 

 

(5) 保温材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する保温材

は，ロックウール，ガラス繊維，ケイ酸カルシウム，パーラ

イト，金属等，平成12年建設省告示第1400号に定められたも

の，又は建築基準法で不燃性材料として認められたものを使

用する設計とする。 

 

保温材の使用状況を添付資料４に示す。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器に対す

る保温材には不燃性材料を使用していることから，火災防護

に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

第1-7表 安全機能を有する機器等のうち，換気空調設備のフィル

タ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)保温材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する機器等に対する保温材は，ロックウー

ル，ガラス繊維，ケイ酸カルシウム，パーライト，金属等，

平成 12 年建設省告示第 1400 号に定められたもの，または建

築基準法で不燃性材料として定められたものを使用する設

計とする。 

 

保温材の使用について添付資料 4に示す。 

 

   以上より，安全機能を有する機器等に対する保温材には不

燃性材料を使用する設計とすることから，火災防護に係る審

査基準に適合しているものと考える。 

 

第１-７表 安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，換気

空調設備のフィルタ 

 

 

 

第１-14図 中央制御室空調換気系外気処理装置フィルタの概要 

 

 

 

(5) 保温材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する保温材は，

ロックウール，ガラス繊維，ケイ酸カルシウム，パーライト，

金属等，平成12年建設省告示第1400号に定められたもの，建

築基準法の不燃材料認定品，又は建築基準法に基づく試験に

より不燃性材料であることを確認したものを使用する設計と

する。 

保温材の使用状況を添付資料４に示す。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器に対す

る保温材には不燃性材料を使用していることから，火災防護

に係る審査基準に適合しているものと考える。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

使用するフィルタ名

称が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設備の構造が異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フィルタの種類 

（チャコールフィルタ以外） 
材質 性能 

プレフィルタ 不織布 難燃性 

中性能フィルタ 不織布 難燃性 

HEPAフィルタ グラスファイバー 難燃性 
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(6) 建屋内装材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する建屋の

内装材は，ケイ酸カルシウム等，建築基準法で不燃性材料と

して認められたものを使用する設計とする。また，中央制御

室の床のカーペットは，消防法施行規則第四条の三に基づ

き，第三者機関において防炎物品の試験を実施し，防炎性能

を有することを確認した材料を使用する設計とする。 

一方，管理区域の床には耐放射線性及び除染性を確保する

こと，非管理区域の一部の床には防塵性を確保すること，原

子炉格納容器内の床，壁には耐放射線性，除染性及び耐腐食

性を確保することを目的として，コーティング剤を塗布する

設計とする。このコーティング剤は，旧建設省告示第 1231 

号第2 試験，米国 ASTM 規格 E84，建築基準法施行令第一条

の六又は消防法施行令第四条の三に基づく難燃性が確認さ

れた塗料であること，不燃性材料であるコンクリート表面に

塗布すること，加熱源を除去した場合はその燃焼部が広がら

ないこと，原子炉格納容器内を含む建屋内に設置する安全機

能を有する構築物，系統及び機器には不燃性材料又は難燃性

材料を使用し周辺には可燃 物がないことから，当該コーテ

ィング剤が発火した場合においても他の構築物，系統又は機

器において火災を生じさせるおそれは小さい。また，原子炉

格納容器内に設置する原子炉の高温停止及び低温停止を達

成し，維持するために必要な構築物，系統及び機器は不燃性

材料又は難燃性材料を使用し周辺には可燃物がない。 

このため，耐放射線性，除染性，防塵性及び耐腐食性を確

保するためにコンクリート表面及び原子炉格納容器内の床，

壁に塗布するコーティング剤には，旧建設省告示第 1231 号

第 2 試験，米国 ASTM 規格 E84，建築基準法施行令第一条

の六又は消防法施行令第四条の三に基づく難燃性が確認さ

れた塗料を使用する設計とする。 

建屋内装材の使用状況を添付資料５に示す。 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する建屋の内装材について，耐放射線性，除染性又は防塵性

を確保するため，一部，不燃性材料ではないコーティング剤

を使用するが，発火した場合においても他の構築物，系統又

は機器において火災を生じさせるおそれは小さいことから，

（6）建屋内装材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する機器等を設置する建屋の内装材は，ケイ

酸カルシウム等，建築基準法に基づく不燃性材料を使用する

設計とする。ただし，中央制御室の床カーペットは消防法施

行規則第四条の三に基づく，第 3者機関で防炎物品の試験を

実施し，防炎性能を有することを確認した材料を使用する設

計とする。 

また，管理区域床には耐放射線性，除染性及び耐腐食性を

確保すること，原子炉格納容器内の床，壁には耐放射線性，

除染性及び耐腐食性を確保することを目的としてコーティ

ング剤を塗布する設計とする。 

このコーティング剤は，旧建設省告示 1231 号第 2 試験に

基づく難燃性が確認された塗料であること，不燃性材料であ

るコンクリート表面に塗布すること，加熱源を除去した場合

はその燃焼部が広がらず他の安全機能を有する構築物，系統

及び機器に延焼しないこと，並びに原子炉格納容器内を含む

建屋内に設置する安全機能を有する機器等は不燃性又は難

燃性の材料を使用し，周辺には可燃物がないことから，当該

コーティング材が発火した場合においても他の構築物，系統

及び機器に火災を生じさせるおそれは小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建屋内装材の使用を，添付資料 5に示す。 

   以上より，安全機能を有する機器等を設置する建屋の内装

材は，耐放射線性，除染性を確保するため，一部，不燃性で

ないコーティング剤を使用するが，発火した場合においても

他の構築物，系統及び機器において火災を生じさせるおそれ

は小さいことから，火災防護に係る審査基準に適合している

(6) 建物内装材に対する不燃性材料の使用 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する建物の

内装材は，ケイ酸カルシウム等，建築基準法で不燃性材料と

して認められたものを使用する設計とする。また，中央制御

室の床のカーペットは，消防法施行規則第四条の三に基づき，

第三者機関において防炎物品の試験を実施し，防炎性能を有

することを確認した材料を使用する設計とする。 

一方，管理区域の床には耐放射線性及び除染性を確保する

こと，非管理区域の一部の床には防塵性を確保すること，原

子炉格納容器内の床，壁には耐放射線性，除染性及び耐腐食

性を確保することを目的として，コーティング剤を塗布する

設計とする。このコーティング剤は，旧建設省告示1231号第

２試験又は建築基準法施行令第一条第六号に基づく難燃性が

確認された塗料であること，不燃性材料であるコンクリート

表面に塗布すること，加熱源を除去した場合はその燃焼部が

広がらないこと，原子炉格納容器内を含む建物内に設置する

安全機能を有する構築物，系統及び機器には不燃性材料又は

難燃性材料を使用し周辺には可燃物がないことから，当該コ

ーティング剤が発火した場合においても他の構築物，系統又

は機器において火災を生じさせるおそれは小さい。また，原

子炉格納容器内に設置する原子炉の高温停止及び低温停止を

達成し，維持するために必要な構築物，系統及び機器は不燃

性材料又は難燃性材料を使用し周辺には可燃物がない。 

 

このため，耐放射線性，除染性，防塵性及び耐腐食性を確

保するためにコンクリート表面及び原子炉格納容器内の床，

壁に塗布するコーティング剤には，旧建設省告示1231号第２

試験又は建築基準法施行令第一条第六号に基づく難燃性が確

認された塗料を使用する設計とする。 

 

建物内装材の使用状況を添付資料５に示す。 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する建物の内装材について，耐放射線性，除染性又は防塵性

を確保するため，一部，不燃性材料ではないコーティング剤

を使用するが，発火した場合においても他の構築物，系統及

び機器において火災を生じさせるおそれは小さいことから，

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は，一部

の床の防塵性を確保す

るためコーティング剤

を塗布する設計として

いる（以下，別添 1 資

料 1-⑩の相違） 

【柏崎 6/7】 

コーティング剤の仕

様が異なる（以下，別

添 1資料 1-⑪の相違） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 別添 1資料 1-⑩の相

違 
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火災防護に係る審査基準に適合しているものと同等と考え

る。 

 

2.1.1.3. 自然現象による火災発生の防止 

 

［要求事項］ 

2.1.3 落雷、地震等の自然現象によって、原子炉施設内の構

築物、系統及び機器に火災が発生しないように以下の各号

に掲げる火災防護対策を講じた設計であること。 

(1) 落雷による火災の発生防止対策として、建屋等に避雷設

備を設置すること。 

(2) 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、十分な支持

性能をもつ地盤に設置するとともに、自らが破壊又は倒壊

することによる火災の発生を防止すること。なお、耐震設

計については実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原規技発第

1306193号（平成25年6月19日原子力規制委員会決定）） に

従うこと。 

 

柏崎刈羽原子力発電所の安全を確保する上で設計上考慮す

べき自然現象としては，網羅的に抽出するために，発電所敷

地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基

準や文献等に基づき事象を収集した。これらの事象のうち，

発電所及びその周辺での発生可能性，安全施設への影響度，

事象進展速度や事象進展に対する時間的余裕の観点から，発

電用原子炉施設に影響を与えるおそれがある事象として，地

震，津波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落

雷，地滑り，火山の影響及び生物学的事象を抽出した。 

これらの自然現象のうち，津波，竜巻（風（台風）含む）

及び地滑りについては，それぞれの現象に対して，発電用原

子炉施設の安全機能が損なわれないように防護することで火

災の発生防止を行う設計とする。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対しては，侵入防

止対策により影響を受けない設計とする。 

低温（凍結），降水，積雪及び生物学的事象のうちクラゲ等

の海生生物の影響については，火災が発生する自然現象では

ものと考える。 

 

 

2.1.1.3 落雷，地震等の自然現象による火災の発生防止 

 

[要求事項] 

2.1.3 落雷，地震等の自然現象によって，発電用原子炉施設内

の構築物，系統及び機器に火災が発生しないように以下の各

号に掲げる火災防護対策を講じた設計であること。 

(1)落雷による火災の発生防止対策として，建屋等に避雷設

備を設置すること。 

(2)安全機能を有する構築物，系統及び機器は，十分な支持

性能をもつ地盤に設置するとともに，自らが破壊又は倒

壊することによる火災の発生を防止すること。なお，耐

震設計については実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原規技

発第1306193 号（平成25年6月19日原子力規制委員会決

定））に従うこと。 

 

東海第二発電所の安全を確保する上で設計上考慮すべき自然

現象を網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺での発

生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき事象を

収集した。これらの事象のうち，発電所及びその周辺での発生可

能性，安全施設への影響度，事象進展速度や事象進展に対する時

間的余裕の観点から，発電用原子炉施設に影響を与えるおそれが

ある事象として，地震，津波，洪水，風(台風)，竜巻，凍結，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮

を抽出した。 

これらの自然現象のうち，津波，森林火災及び竜巻（風(台風)

を含む。）は，それぞれの現象に対して，発電用原子炉施設の安

全機能が損なわれないように，機器をこれらの自然現象から防護

することで，火災の発生を防止する設計とする。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の影響については，侵入

防止対策により影響を受けない設計とする。 

凍結，降水，積雪，高潮及び生物学的事象のうちクラゲ等の海

生生物の影響については，火災が発生する自然現象ではなく，火

火災防護に係る審査基準に適合しているものと同等と考え

る。 

   

2.1.1.3. 自然現象による火災発生の防止 

 

［要求事項］ 

2.1.3 落雷、地震等の自然現象によって、原子炉施設内の構築

物、系統及び機器に火災が発生しないように以下の各号に掲

げる火災防護対策を講じた設計であること。 

(1) 落雷による火災の発生防止対策として、建屋等に避雷設備

を設置すること。 

(2) 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、十分な支持性

能をもつ地盤に設置するとともに、自らが破壊又は倒壊する

ことによる火災の発生を防止すること。なお、耐震設計につ

いては実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び

設備の基準に関する規則の解釈（原規技発第1306193 号（平

成25 年6 月19 日原子力規制委員会決定））に従うこと。 

 

 

島根原子力発電所の安全を確保する上で設計上考慮すべき自

然現象としては，網羅的に抽出するために，発電所敷地及びそ

の周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等

に基づき事象を収集した。これらの事象のうち，発電所及びそ

の周辺での発生可能性，安全施設への影響度，事象進展速度や

事象進展に対する時間的余裕の観点から，発電用原子炉施設に

影響を与えるおそれがある事象として，地震，津波，洪水，風

（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影

響及び生物学的事象を抽出した。 

これらの自然現象のうち，津波，竜巻（風（台風）含む。）

及び地滑りについては，それぞれの現象に対して，発電用原子

炉施設の安全機能が損なわれないように防護することで火災の

発生防止を行う設計とする。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対しては，侵入防止

対策により影響を受けない設計とする。 

洪水，凍結，降水，積雪及び生物学的事象のうちクラゲ等の

海生生物の影響については，火災が発生する自然現象ではなく，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

想定する自然現象が

異なる（以下，別添 1

資料 1-⑫の相違） 

 

 

 

 

・事象の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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なく，火山についても，火山の影響から発電用原子炉施設に

到達するまでに火山灰等が冷却されることを考慮すると，火

災が発生する自然現象ではない。 

 

 

 

したがって，落雷，地震について，これらの現象によって

火災が発生しないように，以下のとおり火災防護対策を講じ

る設計とする。 

 

(1) 落雷による火災の発生防止 

発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，落雷によ

る火災発生を防止するため，地盤面から高さ20mを超える建

築物には建築基準法に基づき「JIS A 4201 建築物等の避雷

設備（避雷針）」に準拠した避雷設備(避雷針の設置，接地網，

棟上導体)を設置する設計とする。なお，これらの避雷設備

は，耐震性が耐震 S クラス又は Ss 機能維持の建屋又は主

排気筒に設置する設計とする。 

送電線については，架空地線を設置する設計とするととも

に，「2.1.1.1 (6)過電流による過熱防止対策」に示すとおり，

故障回路を早期に遮断する設計とする。（第 1-16～1-17 図） 

 

 

 

以上より，発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，

落雷による火災の発生防止対策を実施する設計としている

ことから，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

山の影響についても，火山から発電用原子炉施設に到達するまで

に降下火砕物が冷却されることを考慮すると，火災が発生する自

然現象ではない。 

洪水については，立地的要因により，発電用原子炉施設の安全

機能を有する機器等に影響を与える可能性がないため，火災が発

生するおそれはない。 

したがって，落雷，地震について，これらの現象によって火災

が発生しないように，以下のとおり火災防護対策を講じる設計と

する。 

 

(1)落雷による火災の発生防止 

発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，落雷によ

る火災発生を防止するため，地盤面から高さ 20m を超える建

物には，建築基準法に基づき「JIS A4201 建築物等の避雷設

備(避雷針)(1992 年度版)」又は「JIS A4201 建築物等の雷保

護(2003 年度版)」に準拠した避雷設備の設置及び接地網の敷

設を行う設計とする。 

 

また，送電線については，架空地線を設置する設計とする

とともに「2.1.1.1 火災発生防止(6)過電流による過熱防止

対策」に示すとおり，故障回路を早期に遮断する設計とする。 

避雷設備の設置建屋を第 1-15 図に，排気筒の避雷設備を

第 1-16 図に示す。 

 

以上より，発電用原子炉施設内の構築物，系統及び

機器は，落雷による火災の発生防止対策を実施する設

計としていることから，火災防護に係る審査基準に適

合しているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

火山の影響についても，火山から発電用原子炉施設に到達する

までに火山灰等が冷却されることを考慮すると，火災が発生す

る自然現象ではない。 

 

 

 

したがって，落雷，地震について，これらの現象によって火

災が発生しないように，以下のとおり火災防護対策を講じる設

計とする。 

 

(1) 落雷による火災の発生防止 

発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，落雷によ

る火災発生を防止するため，地盤面から高さ20mを超える建築

物には建築基準法に基づき「JIS A 4201 建築物等の避雷設備

（避雷針）」又は「JIS A 4201 建築物等の雷保護」に準拠し

た避雷設備（避雷針，架空地線，棟上導体等）の設置及び接

地網の布設を行う設計とする。なお，これらの避雷設備は，

設置する建物等に応じた耐震設計とする。 

送電線については，架空地線を設置する設計とするととも

に，「2.1.1.1.(6)過電流による過熱防止対策」に示すとお

り，故障回路を早期に遮断する設計とする。（第１-15図，

第１－16図） 

 

 

以上より，発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，

落雷による火災の発生防止対策を実施する設計としているこ

とから，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

 

別添 1資料 1-⑫の相

違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

構築物毎に JIS 適用

年度が異なる 
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第 1-16 図：避雷設備の設置例（主排気筒） 

避雷設備設置箇所 

・原子炉建屋（棟上導体）

・タービン建屋（棟上導体）

・廃棄物処理建屋（棟上導体）

・主排気筒

第 1-17 図：避雷設備の設置対象建屋等 

第1-16図 排気筒の避雷設備 

【避雷設備設置箇所】 

・タービン建屋（避雷針）

・排気筒（避雷針）

・廃棄物処理建屋（避雷針）

・使用済燃料乾式貯蔵建屋（棟上導体）

・固体廃棄物作業建屋（棟上導体）

第1-15図 避雷設備の設置建屋 

第１-15図 避雷設備の設置例（排気筒） 

避雷設備設置箇所 

・原子炉建物（棟上導体，避雷針）

・廃棄物処理建物（棟上導体）

・排気筒（避雷針）

・サイトバンカ建物（棟上導体）

第 1-16 図 避雷設備の設置対象建物等 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の構造が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

建物の設置条件を考

慮した避雷設備の選定

及び設置場所が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

建物の設置条件を考

慮した避雷設備の選定

及び設置場所が異なる 

避雷針 
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(2) 地震による火災の発生防止

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，耐震クラスに

応じて十分な支持性能をもつ地盤に設置するとともに，「実

用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則第四条」に示す要求を満足するよう，「実用

発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則の解釈」に従い耐震設計を行う設計とする。 

また，安全機能を有する構築物，系統及び機器の設置場所

にある油内包の耐震 B クラス，C クラス機器は，基準地震

動により油が漏えいしないよう設計する。 

以上より，発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，

地震による火災の発生防止対策を実施する設計とすること

から，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

2.1.2．火災の感知，消火 

2.1.2.1. 早期の火災感知及び消火 

［要求事項］ 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるよ

うに、安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する火

災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行える設計

であること。 

(1) 火災感知設備

① 各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、湿度、

空気流等の環境条件や予想される火災の性質を考慮し

て型式を選定し、早期に火災を感知できる場所に設置す

ること。

② 火災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異な

る種類の感知器又は同等の機能を有する機器を組合せ

て設置すること。また、その設置にあたっては、感知器

等の誤作動を防止するための方策を講じること。 

(2)地震による火災の発生防止

安全機能を有する機器等は，耐震クラスに応じて十分な支

持性能をもつ地盤に設置するとともに，自らが破壊または倒

壊することによる火災の発生を防止する設計とする。 

なお，耐震については「実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第四条」に示す

要求を満足するよう，「実用発電用原子炉及びその附属施設

の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」に従い耐

震設計を行う設計とする。 

また，安全機能を有する機器等の設置場所にある油内包の

耐震 B クラス，C クラス設備等は，基準地震動ＳＳにより油

が漏えいしないよう設計する。 

以上より，発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，

地震による火災の発生防止対策を実施する設計とすること

から，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。 

2.1.2 火災の感知，消火 

2.1.2.1 早期の火災感知及び消火 

[要求事項] 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は，以下の各号に掲げるように，

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する火災の影響

を限定し，早期の火災感知及び消火を行える設計であるこ

と。 

(1) 火災感知設備

① 各火災区域における放射線，取付面高さ，温度，湿度，

空気流等の環境条件や予想される火災の性質を考慮し

て型式を選定し，早期に火災を感知できる場所に設置

すること。

② 火災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異な

る種類の感知器又は同等の機能を有する機器を組合せ

て設置すること。また，その設置にあたっては，感知

器等の誤作動を防止するための方策を講じること。 

(2) 地震による火災の発生防止

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，耐震クラスに

応じて十分な支持性能をもつ地盤に設置するとともに，「実

用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則第四条」に示す要求を満足するよう，「実用

発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則の解釈」に従い耐震設計を行う設計とする。 

また，安全機能を有する構築物，系統及び機器の設置場所

にある油内包の耐震Ｂクラス，Ｃクラス機器は，基準地震動

により油が漏えいしないよう設計する。 

以上より，発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，

地震による火災の発生防止対策を実施する設計とすることか

ら，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考える。 

2.1.2. 火災の感知，消火 

2.1.2.1. 早期の火災感知及び消火 

[要求事項] 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるよう

に、安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する火災の

影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行える設計である

こと。 

(1) 火災感知設備

① 各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、湿度、

空気流等の環境条件や予想される火災の性質を考慮し

て型式を選定し、早期に火災を感知できるよう固有の信

号を発する異なる感知方式の感知器等（感知器及びこれ

と同等の機能を有する機器をいう。以下同じ。）をそれ

ぞれ設置すること。また、その設置に当たっては、感知

器等の誤作動を防止するための方策を講ずること。 

② 感知器については消防法施行規則（昭和３６年自治省令

第６号）第２３条第４項に従い、感知器と同等の機能を

有する機器については同項において求める火災区域内

の感知器の網羅性及び火災報知設備の感知器及び発信
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③ 外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保

する設計であること。

④ 中央制御室等で適切に監視できる設計であること。

（参考） 

(1) 火災感知設備について

早期に火災を感知し、かつ、誤作動（火災でないにもか

かわらず火災信号を発すること）を防止するための方策が

とられていること。 

（早期に火災を感知するための方策） 

・固有の信号を発する異なる種類の感知器としては、例え

ば、煙感知器と炎感知器のような組み合わせとなってい

ること。 

・感知器の設置場所を１つずつ特定することにより火災の

発生場所を特定することが でき受信機を用いられてい

ること。

（誤作動を防止するための方策） 

・平常時の状況（温度、煙の濃度）を監視し、かつ、火災

現象（急激な温度や煙の濃度の上昇）を把握することが

できるアナログ式の感知器を用いられていること。

感知器取付面の位置が高いこと等から点検が困難になる

おそれがある場合は、自動試験能又は遠隔試験機能によ

り点検を行うことができる感知器が用いられているこ

と。 

炎感知器又は熱感知器に代えて、赤外線感知機能等を備

えた監視カメラシステムを用いても差し支えない。この

場合、死角となる場所がないように当該システムが適切

に設置されていること。 

③ 外部電源喪失時に機能を失わないように，電源を確保

する設計であること。

④ 中央制御室等で適切に監視できる設計であること。

（参考） 

(1) 火災感知設備について

早期に火災を感知し，かつ，誤作動（火災でないにも

かかわらず火災信号を発すること）を防止するための方

策がとられていること。

（早期に火災を感知するための方策） 

・固有の信号を発する異なる種類の感知器としては，

例えば，煙感知器と炎感知器のような組み合わせと

なっていること。 

・感知器の設置場所を 1つずつ特定することにより火

災の発生場所を特定することができる受信機を用

いられていること。 

（誤作動を防止するための方策） 

・平常時の状況（温度，煙の濃度）を監視し，かつ，

火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇）を把握す

ることができるアナログ式の感知器を用いられて

いること。

感知器取付面の位置が高いこと等から点検が困難に

なるおそれがある場合は，自動試験機能又は遠隔試験機

能により点検を行うことができる感知器が用いられて

いること。 

炎感知器又は熱感知器に代えて，赤外線感知機能等を

備えた監視カメラシステムを用いても差し支えない。こ

の場合，死角となる場所がないように当該システムが適

切に設置されていること。 

機に係る技術上の規格を定める省令（昭和５６年自治省

令第１７号）第１２条から第１８条までに定める感知性

能と同等以上の方法により設置すること。 

③ 外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保す

る設計であること。

④ 中央制御室で適切に監視できる設計であること。

（参考） 

(1) 火災感知設備について

早期に火災を感知し、かつ、誤作動（火災でないにもか

かわらず火災信号を発すること）を防止するための方策が

とられていること。 

なお、感知の対象となる火災は、火炎を形成できない状

態で燃焼が進行する無炎火災を含む。 

（早期に火災を感知するための方策） 

・固有の信号を発する異なる感知方式の感知器等をそれぞ

れ設置することとは、例えば、熱感知器と煙感知器のよ

うな感知方式が異なる感知器の組合せや熱感知器と同等

の機能を有する赤外線カメラと煙感知器のような組合せ

となっていること。 

・感知器の設置場所を１つずつ特定することにより火災の

発生場所を特定することができる受信機が用いられてい

ること。 

（誤作動を防止するための方策） 

・平常時の状況（温度、煙の濃度）を監視し、かつ、火災

現象（急激な温度や煙の濃度の上昇）を把握することが

できるアナログ式の感知器を用いられていること。

感知器取付面の位置が高いこと等から点検が困難になる

おそれがある場合は、自動試験機能又は遠隔試験機能に

より点検を行うことができる感知器が用いられているこ

と。 

炎感知器又は熱感知器に代えて、赤外線感知機能等を備

えた監視カメラシステムを用いても差し支えない。この

場合、死角となる場所がないように当該システムが適切

に設置されていること。 
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火災の感知及び消火については，安全機能を有する構築物，

系統及び機器に対して，早期の火災感知及び消火を行うための

火災感知設備及び消火設備を設置する設計とする。 

(1) 火災感知設備

火災感知設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機器

を設置する火災 域又は火災区画の火災を早期に感知できる

よう設置する設計とする。 

（資料５，９） 

火災感知器と受信機を含む火災受信機盤等で構成される

火災感知設備は，以下を踏まえた設計とする。 

① 火災感知器の環境条件等の考慮

火災感知設備の火災感知器は，各火災区域又は火災区画

における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の環

境条件や，炎が生じる前に発煙すること等，予想される火

災の性質を考慮して火災感知器を設置する設計とする。 

これらの火災感知器は火災を感知した個々の感知器を特

定して警報を発する設計とする。 

ただし，設計基準対象施設を設置する火災区域又は火災

区画のうち，非常用ディーゼル発電機燃料移送系ポンプを

設置する屋外開放の区域については，炎感知器及び赤外線

感知機能を備えた熱感知カメラを，非常用ディーゼル発電

機軽油タンクを設置する屋外区域については炎感知器を設

置する設計とする。また，非常用ディーゼル発電機燃料移

送系ケーブルトレンチについては，光ファイバケーブル式

熱感知器及び煙吸引式検出設備を設置する設計とする。こ

れらは火災を感知した個々の感知器を特定せず区域ごとの

警報を発するが，監視対象区域は屋外の大空間であり，警

報確認後 の現場確認において火災源の特定が可能である

ことから適用可能とする。 

火災の感知及び消火については，安全機能を有する機器等

に対して，早期の火災感知及び消火を行うための火災感知設

備及び消火設備を設置する設計とする。 

(1) 火災感知設備

火災感知設備は，安全機能を有する機器等を設置する火災

区域又は火災区画の火災を早期に感知するために設置する

設計とする。 

(資料5，9) 

火災感知器と受信機を含む火災受信機盤等で構成される

火災感知設備は，以下①から④を踏まえ設置する設計とす

る。 

① 火災感知器の環境条件等を考慮

火災感知設備の火災感知器は，各火災区域又は火災区画

における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の環

境条件や，炎が生じる前に発煙することなど，予想される

火災の性質を考慮して設置する設計とする。 

火災の感知及び消火については，安全機能を有する構築物，

系統及び機器に対して，早期の火災感知及び消火を行うための

火災感知設備及び消火設備を設置する設計とする。 

(1) 火災感知設備

火災感知設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機器

を設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に感知するた

めに設置する設計とする。 

（資料５，９） 

火災感知器と受信機を含む火災受信機盤等で構成される火

災感知設備は，以下を踏まえた設計とする。 

① 火災感知器の環境条件等の考慮

火災感知設備の火災感知器は，各火災区域又は火災区画

における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の環

境条件や，炎が生じる前に発煙すること等，予想される火

災の性質を考慮して火災感知器を設置する設計とする。 

これらの火災感知器は火災を感知した個々の感知器を特

定して警報を発する設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根2号炉では，個々

の感知器を特定可能な

設計としている 
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② 固有の信号を発する異なる種類の感知器の設置

火災感知設備の火災感知器は，上記①の環境条件等を考

慮し，火災感知器を設置する火災区域又は火災区画の安全

機能を有する構築物，系統及び機器の種類に応じ，火災を

早期に感知できるよう，固有の信号を発するアナログ式煙

感知器，アナログ式の熱感知器又は非アナログ式の炎感知

器から異なる種類の感知器を組み合わせて設置する設計と

する。 

炎感知器は非アナログ式であるが，炎が発する赤外線又

は紫外線を感知するため，炎が生じた時点で感知すること

ができ，火災の早期感知に優位性がある。 

ここで，アナログ式とは「平常時の状況（温度，煙の濃

度）を監視し，かつ，火災現象（急激な温度や煙の濃度の

上昇）を把握することができる」ものと定義し，非アナロ

グ式とは「平常時の状況（温度，煙の濃度）を監視す るこ

とはできないが，火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇

等）を把握 することができる」ものと定義する。 

以下に，上記に示す火災感知器の組み合わせのうち特徴

的な火災区域又 は火災区画を示す。 

○ 原子炉建屋オペレーティングフロア

原子炉建屋オペレーティングフロアは天井が高く大空

難燃ケーブルの代替措置とした複合体内部についても

火災感知器を設置する設計とする。 

なお，設計基準対象施設を設置する火災区域又は火災区

画のうち，海水ポンプを設置する区域は，屋外であり環境

を踏まえ炎感知器及び赤外線感知機能を備えた熱感知カ

メラを設置する設計とする。

また，中央制御室の床下コンクリートピットは，煙感知

器及び熱感知器を設置する設計とする。 

② 固有の信号を発する異なる種類火災感知器の設置

火災感知設備の火災感知器は，上記①の環境条件等を考

慮し，火災感知器を設置する火災区域又は火災区画の安全

機能を有する機器等の種類を踏まえ，火災を早期に感知で

きるよう固有の信号を発するアナログ式煙感知器，アナロ

グ式の熱感知器を組合せて設置する設計とする。 

非アナログ式の防爆型の煙感知器，非アナログ式の防爆

型の熱感知器及び炎感知器の異なる種類の感知器も環境

条件を考慮し，アナログ式も含めた組み合わせで設置する

設計とする。ここで炎感知器は非アナログ式であるが，炎

が発する赤外線や紫外線を感知するため，煙や熱と比べて

感知器に到達する時間遅れがなく，火災の早期感知に優位

性がある。 

アナログ式とは「平常時の状況（温度，煙の濃度）を監

視し，かつ，火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇）の

火災情報信号を連続的に送信し受信機にて把握すること

ができる」ものと定義し，非アナログ式とは「平常時の状

況（温度，煙の濃度）を監視することはできないが，火災

現象（急激な温度や煙の濃度の上昇等）を把握することが

できる」ものと定義する。 

 以下に，高線量などの特徴的なエリアに設置する火災感

知器の組合せや運用を示す。 

〇原子炉建屋原子炉棟 6階（オペレーティングフロア） 

原子炉建屋原子炉棟6階（オペレーティングフロア）は

② 固有の信号を発する異なる感知方式の感知器の設置

火災感知設備の火災感知器は，上記①の環境条件等を考

慮し，火災感知器を設置する火災区域又は火災区画の安全

機能を有する構築物，系統及び機器の種類に応じ，火災を

早期に感知できるよう，固有の信号を発するアナログ式煙

感知器，アナログ式の熱感知器，又は非アナログ式の炎感

知器から異なる感知方式の感知器を組み合わせて設置する

設計とする。 

炎感知器は，非アナログ式であるが，炎が発する赤外線

又は紫外線を感知するため，炎が生じた時点で感知するこ

とができ，火災の早期感知に優位性がある。 

ここで，アナログ式とは「平常時の状況（温度，煙の濃

度）を監視し，かつ火災現象（急激な温度や煙の濃度の上

昇）を把握することができる」ものと定義し，非アナログ

式とは「平常時の状況（温度，煙の濃度）を監視すること

はできないが，火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇等）

を把握することができる」ものと定義する。 

以下に，上記に示す火災感知器の組み合わせのうち特徴

的な火災区域又は火災区画を示す。 

○ 原子炉建物オペレーティングフロア

原子炉建物オペレーティングフロアは天井が高く大空

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-⑨の相

違 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉の中央制

御室制御盤床下構造

は，制御盤フロア下に

ケーブル処理室設けた

上で，ケーブルを敷設

する構造である（以下，

別添 1 資料 1-⑬の相

違） 
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間となっているため，火災による熱が周囲に拡散するこ

とから，熱感知器による感知は困難である。このため，

アナログ式の光電分離型煙感知器と非アナログ式の炎感

知器をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす

死角がないように設置する設計とする。 

炎感知器は非アナログ式であるが，平常時より炎の波

長の有無を連続監視し，火災現象(急激な環境変化)を把

握できることから，アナログ式と同等の機能を有する。

また，感知原理に「赤外線３波長式」(物質の燃焼時に発

生する特有な放射エネルギーの波長帯を３つ検知した場

合にのみ発報する）を採用し誤作動防止を図る。さらに，

外光が当たらず，高温物体が近傍にない箇所に設置する

ことで誤作動を防止する設計とする。 

○ 原子炉格納容器

原子炉格納容器内の火災感知器は，アナログ式の煙感知

器及び熱感知器を設置する設計とする。 

原子炉格納容器内は，通常運転中，窒素ガス封入により

不活性化しており，火災が発生する可能性がない。しかし

ながら，運転中の原子炉格納容器は，閉鎖した状態で長期

天井が高く大空間となっているため，火災による熱が周囲

に拡散することから，熱感知器による感知は困難である。

このため，アナログ式の光電分離型煙感知器と非アナログ

式の炎感知器（赤外線方式）をそれぞれの監視範囲に火災

の検知に影響を及ぼす死角がないように設置する設計と

する。 

〇原子炉格納容器 

原子炉格納容器内の火災感知器は，上記①のとおり環境

条件や予想される火災の性質を考慮し，原子炉格納容器内

には異なる2種類の感知器としてアナログ式の煙感知器及

び熱感知器を設置する設計とする。 

原子炉格納容器内は，通常運転中は窒素が封入され不活

性化環境となることから火災が発生するおそれはない。し

かしながら，通常運転中の原子炉格納容器内は，閉鎖状態

間となっているため，火災による熱が周囲に拡散すること

から，熱感知器による感知は困難である。このため，アナ

ログ式の光電分離型煙感知器と非アナログ式の炎感知器

（赤外線方式）をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響

を及ぼす死角がないように設置する設計とする。（第１-17

図） 

炎感知器（赤外線方式）は，非アナログ式であるが，平

常時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激な

環境変化）を把握できることから，アナログ式と同等の機

能を有する。また，感知原理に「赤外線３波長式」（物質

の燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長帯を３

つ検知した場合にのみ発報する）を採用し誤作動防止を図

る。さらに，建物内に設置していることから，外光があた

らず，高温物体が近傍にない箇所に設置することで誤作動

を防止する設計とする。 

第１-17 図 原子炉建物オペレーティングフロアの感知器設置概

要 

○ 原子炉格納容器

原子炉格納容器内の火災感知器は，アナログ式の煙感知

器及び熱感知器を設置する設計とする。 

原子炉格納容器内は，通常運転中，窒素ガス封入により

不活性化しており，火災が発生する可能性がない。しかし

ながら，運転中の原子炉格納容器は，閉鎖した状態で長期

184r1



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

間高温かつ高線量環境となることから，アナログ式の火災

感知器が故障する可能性がある。 

このため，原子炉格納容器内の火災感知器は，起動時の

窒素ガス封入後に中央制御室内の受信機にて作動信号を

除外する運用とし，プラント停止後に速やかに取り替える

設計とする。 

低温停止中における原子炉格納容器内の火災感知器は，

起動中と同様，アナログ式の煙感知器及び熱感知器を設置

する設計とする。 

で長期間にわたり，高温，高線量環境となることから，火

災感知器で使用されている半導体部品が損傷することに

より，アナログ式の火災感知器が故障するおそれがある。 

このため，原子炉格納容器内の火災感知器は，原子炉起

動時の窒素封入完了後に中央制御室内の受信機にて作動

信号を除外する運用とし，原子炉停止後に火災感知器を速

やかに取り替える設計とする。 

〇屋外区域（海水ポンプ室） 

 屋外区域である海水ポンプ室は，区域全体の火災を感知

する必要があるが，火災による煙や熱が大気に拡散するた

め，煙感知器及び熱感知器による感知が困難であること，

また降水等の浸入により火災感知器の故障が想定される

ことから，海水ポンプ室全体の火災を感知するために，ア

ナログ式の屋外仕様の熱感知カメラ（赤外線方式），及び

非アナログ式の屋外仕様の炎感知器（赤外線方式）をそれ

ぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がない

ように設置する。これらはそれぞれ誤作動防止対策として

以下の機能を有する。 

   ・炎感知器  ：平常時より炎の波長の有無を連続監視し，

火災現象（急激な環境変化）を把握でき

ることから，アナログ式と同等の機能を

有する。また，感知原理に「赤外線3波長

式」（物質の燃焼時に発生する特有な放射

エネルギの波長帯を3つ検知した場合に

のみ発報する）を採用し誤作動防止を図

る。さらに，屋内に設置する場合は外光

が当たらず，高温物体が近傍にない箇所

に設置することとし，屋外に設置する場

合は屋外仕様を採用する設計とする。屋

外設置の場合の太陽光の影響について

は，火災発生時の特有の波長帯のみを感

間高温かつ高線量環境となることから，アナログ式の火災

感知器が故障する可能性がある。 

  このため，原子炉格納容器内の火災感知器は，起動時の

窒素ガス封入後に中央制御室内の受信機にて作動信号を除

外する運用とし，プラント停止後に速やかに取り替える設

計とする。 

低温停止中における原子炉格納容器内の火災感知器は，

起動中と同様，アナログ式の煙感知器及び熱感知器を設置

する設計とする。 

○非常用ディーゼル発電機給気消音器フィルタ室及び非常

用ディーゼル発電機排気管室 

 屋外開放の非常用ディーゼル発電機給気消音器フィル

タ室及び非常用ディーゼル発電機排気管室は，区域全体を

感知する必要があるが，火災による煙は周囲に拡散するた

め，煙感知器による火災感知は困難であることから，非常

用ディーゼル発電機給気消音器フィルタ室及び非常用デ

ィーゼル発電機排気管室全体の火災を感知するために，ア

ナログ式の屋外仕様の熱感知器及び非アナログ式の屋外

仕様の炎感知器（赤外線方式）をそれぞれの監視範囲に火

災の検知に影響を及ぼす死角がないように設置する。 

炎感知器（赤外線方式）は，非アナログ式であるが，

平常時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急

激な環境変化）を把握できることから，アナログ式と同

等の機能を有する。また，感知原理に「赤外線 3波長式」

（物質の燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長

帯を 3 つ検知した場合にのみ発報する）を採用し誤作動

防止を図る設計とする。さらに，屋内に設置する場合は

外光があたらず，高温物体が近傍にない箇所に設置する

こととし，屋外に設置する場合は屋外仕様を採用する設

計とする。屋外設置の場合は外光（日光）からの影響を

考慮し，遮光カバーを設けることにより，火災発生時の

特有の波長帯のみを感知することで誤作動を防止する設

計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-③の相

違 

【東海第二】 

 設備の設置エリアの

環境条件等を踏まえた

感知器の組み合わせで

火災を検知する設計と

している（以下，別添 1

資料 1-⑭の相違） 
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○ 非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレンチ

非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレンチ

は，ハッチからの雨水の浸入によって高湿度環境になりや

すく，一般的な煙感知器による火災感知に適さない。この

ため，防湿対策を施したアナログ式の煙吸 引式検出設備，

及び湿気の影響を受けにくいアナログ式の光ファイバケ

ーブル式の熱感知器を設置する設計とする。 

一方，以下に示す火災区域又は火災区画には，環境条件

等を考慮し，上記と異なる火災感知器を組み合わせて設置

する設計とする。 

○ 非常用ディーゼル発電機燃料移送系ポンプ区域

非常用ディーゼル発電機燃料移送系ポンプ区域は屋外

開放であるため，区域全体の火災を感知する必要がある

が，火災による煙が周囲に拡散し煙感知器による火災感知

は困難であること，また降水等の浸入により火災感知器の

故障が想定されることから，非常用ディーゼル発電機燃料

移送系ポンプ区域全体の火災を感知するために，アナログ

式の屋外仕様の熱感知カメラ，及び非アナログ式の屋外仕

様の炎感知器をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響

を及ぼす死角がないように設置する。 

知することで誤作動を防止する設計とす

る。 

・熱感知カメラ：外部環境温度を考慮した温度をカメラ設

定温度とすることによる誤作動防止機能

を有する。また，熱サーモグラフィによ

り，火源の早期確認・判断誤り防止を図

る。なお，熱感知カメラの感知原理は赤

外線による熱監視であるが，感知する対

象が熱であることから炎感知器とは異な

る種類の感知器と考える。 

一方，以下に示す火災区域又は火災区画には，環境条

件等を考慮し，上記と異なる火災感知器を組み合わせて

設置する設計とする。 

○ ディーゼル燃料移送ポンプエリア

Ａ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送ポンプエリアは，

屋外であるため，区域全体の火災を感知する必要がある

が，火災による煙が周囲に拡散し煙感知器による火災感

知は困難であること，引火性又は発火性の雰囲気を形成

するおそれがあること，また，降水等の浸入により火災

感知器の故障が想定されることから，Ａ，ＨＰＣＳ－デ

ィーゼル燃料移送ポンプエリア全体の火災を感知するた

めに，非アナログ式の防爆型の熱感知器及び非アナログ

式の屋外仕様（防爆型）の炎感知器（赤外線方式）をそ

れぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がな

いように設置する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-③の相

違 

【柏崎 6/7】 

島 根 2 号 炉 は ，

A,HPCS-DG 燃料移送系

ケーブルトレンチには

アナログ式の煙感知器

と熱感知器を，B-DG 燃

料移送系ケーブルトレ

ンチには非アナログ式

の防爆型の煙感知器と

熱感知器を設置する設

計としている（以下，

別添 1 資料 1-⑮の相

違） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-③の相

違及び別添 1 資料 1-⑭

の相違 
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炎感知器は非アナログ式であるが，平常時より炎の波長

の有無を連続監視し，火災現象(急激な環境変化)を把握で

きることから，アナログ式と同等の機能を有する。また，

感知原理に「赤外線３波長式」(物質の燃焼時に発生する

特有な放射エネルギーの波長帯を３つ検知した場合にの

み発報する）を採用し誤作動防止を図る。さらに，屋外仕

様を採用する設計とするとともに，太陽光の影響に対して

は視野角への影響を考慮した遮光板を設置することで火

災発生時の特有な波長帯のみを感知することで誤作動を

防止する設計とする。 

○ 非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域

屋外開放の区域である非常用ディーゼル発電機軽油タ

ンク区域は，火災による煙は周囲に拡散し，煙感知器によ

る火災感知は困難である。加えて，軽油タンク内部は燃料

の気化による引火性又は発火性の雰囲気を形成している。

このため，非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域は，非

アナログ式の屋外仕様の炎感知器を監視範囲に火災の検

知に影響を及ぼす死角がないように設置することに加え，

タンク内部の空間部に非アナログ式の防爆型熱感知器を

設置する設計とする。 

〇軽油貯蔵タンク設置区域 

軽油貯蔵タンクは地下構造であり，また，引火性又は発

火性の雰囲気を形成するおそれのある場所であるため，万

が一の軽油燃料の気化を考慮し，火災を早期に感知できる

よう，軽油貯蔵タンク上部の点検用マンホール部に非アナ

ログ式の防爆型の煙感知器と防爆型の熱感知器を設置す

る設計とする。 

炎感知器（赤外線方式）は非アナログ式であるが，平

常時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象(急激な

環境変化)を把握できることから，アナログ式と同等の機

能を有する。また，感知原理に「赤外線３波長式」(物質

の燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長帯を３

つ検知した場合にのみ発報する）を採用し誤作動防止を

図る。さらに，屋外仕様を採用する設計とするとともに，

外光（日光）からの影響を考慮し，遮光カバーを設ける

ことにより，火災発生時の特有な波長帯のみを感知する

ことで誤作動を防止する設計とする。 

Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプエリアは，格納槽内の

区域であり，引火性又は発火性の雰囲気を形成するおそ

れのある場所であるため，万一の軽油燃料の気化を考慮

し，火災を早期に検知できるよう，非アナログ式の防爆

型の煙感知器及び非アナログ式の防爆型の熱感知器を設

置する設計とする。 

○ Ｂ－ディーゼル燃料移送系ケーブルトレンチ

Ｂ－ディーゼル燃料移送系ケーブルトレンチは，Ｂ－

ディーゼル燃料移送ポンプエリアと同空間であり，引火

性又は発火性の雰囲気を形成するおそれのある場所であ

るため，Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプエリア内での万

一の軽油燃料の気化を考慮し，火災を早期に検知できる

よう，非アナログ式の防爆型の煙感知器及び非アナログ

式の防爆型の熱感知器を設置する設計とする。 

○ ディーゼル燃料貯蔵タンク設置区域

屋外の区域であるディーゼル燃料貯蔵タンク設置区域

は，火災による煙は周囲に拡散し，煙感知器による火災

感知は困難である。加えて，タンク室内の空間部は燃料

の気化による引火性又は発火性の雰囲気を形成してい

る。このため，タンク室内の空間部に非アナログ式の防

爆型の熱感知器及び非アナログ式の屋外仕様（防爆型）

の炎感知器（赤外線方式）を設置する設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-③の相

違 

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-⑭の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-③の相

違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑮の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑭の相

違 
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炎感知器は非アナログ式であるが，平常時より炎の波長

の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境変化）を把握

できることから，アナログ式と同等の機能を有する。また，

感知原理に「赤外線 3 波長式」（物質の燃焼時に発生する

特有な放射エネルギーの波長帯を3 つ検知した場 合にの

み発報する）を採用し誤作動防止を図る設計とする。さら

に，屋 外仕様を採用する設計とするとともに，太陽光の

影響に対しては視野角への影響を考慮した遮光板の設置

や火災発生時の特有な波長帯のみを感知することで誤作

動を防止する設計とする。 

また，防爆型の熱感知器は非アナログ式であるが，軽油

タンク最高使用温度（約 66℃）を考慮した温度を設定温

度（約 80℃）とすることで誤作動防止を図る設計とする。 

○ 主蒸気管トンネル室

主蒸気管トンネル室については，通常運転中は高線量環

境となることから，放射線の影響により火災感知器の制御

回路が故障する可能性がある。 

さらに，火災感知器が故障した場合の取替えも出来な

い。このため，放射線の影響を受けないよう検出器部位を

当該区画外に配置するアナログ式の煙吸引式検出設備を

軽油貯蔵タンク設置区域内は地下構造であるため，安定

した環境を維持することから，非アナログ式の煙感知器で

あっても誤作動する可能性は低い。また，非アナログ式の

熱感知器は，軽油の引火点，当該タンクの最高使用温度を

考慮した温度を作動値とすることで誤作動を防止する設

計とする。軽油貯蔵タンクの概要を第 1-17 図に示す。  

第1-17図 軽油貯蔵タンクの火災感知器の設置概要 

〇放射線量が高い場所（主蒸気管トンネル室） 

主蒸気管トンネル室については，通常運転中は高線量環

境となることから，放射線の影響により火災感知器の制御

回路が故障するおそれがある。 

さらに，火災感知器が故障した場合の取替えも出来な

い。このため，放射線の影響を受けないよう検出器部位を

当該室外に配置するアナログ式の煙吸引式感知器を設置

炎感知器（赤外線方式）は非アナログ式であるが，平

常時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激

な環境変化）を把握できることから，アナログ式と同等

の機能を有する。また，感知原理に「赤外線３波長式」

（物質の燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長

帯を３つ検知した場合にのみ発報する）を採用し誤作動

防止を図る設計とする。さらに，屋外仕様を採用する設

計とするとともに，外光（日光）からの影響を考慮し，

遮光カバーを設けることにより，火災発生時の特有な波

長帯のみを感知することで誤作動を防止する設計とす

る。 

また，防爆型の熱感知器は非アナログ式であるが，軽

油タンク最高使用温度（約66℃）を考慮した温度を設定

温度（約80℃）とすることで誤作動防止を図る設計とす

る。 

ディーゼル燃料貯蔵タンクの概要を第１-18図に示す。 

第１-18図 ディーゼル燃料貯蔵タンクの火災感知器の設備概要 

○ 主蒸気管室

主蒸気管室については，通常運転中は高線量環境となる

ことから，放射線の影響により火災感知器の制御回路が故

障する可能性がある。 

  さらに，火災感知器が故障した場合の取替も出来ない。

このため，放射線の影響を受けないよう検出器部位を主

蒸気管室外に配置するアナログ式の煙吸引式検出設備を

188r1



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

設置する設計とする。加えて，放射線の影響を考慮した非

アナログ式の熱感知器を設置する設計とする。

熱感知器は非アナログ式であるが，主蒸気管トンネル室

内は，換気空調設備により安定した室温（最大 55℃）を

維持していることから，火災感知器の作動値を室温より高

めに設定する非アナログ式の熱感知器であっても誤作動

する可能性は低い。よって，放射線の影響を受けない非ア

ナログ式の熱感知器を設置する設計とする。

○ 蓄電池室

充電時に水素ガス発生のおそれがある蓄電池室は，万一

の水素濃度の上昇を考慮し，火災を早期に感知できるよ

う，非アナログ式の防爆型で，かつ固有の信号を発する異

なる種類の煙感知器及び熱感知器を設置する設計とする。 

これらの防爆型感知器は非アナログ式であるが，蓄電池

室内には蒸気を発生する設備等はなく，換気空調設備によ

り安定した室内環境を維持していることから，蒸気等が充

満するおそれはなく，非アナログ式の煙感知器であっても

誤作動する可能性は低い。また，換気空調設備により安定

した室温（最大 40℃）を維持していることから，火災感

知器の作動値を室温より高めの70℃と一意に設定する非

アナログ式の熱感知器であっても誤作動する可能性は低

い。 

このため，水素ガスによる爆発の リスクを低減する観

点から，非アナログ式の防爆型の火災感知器を設置する設

計とする。 

する設計とする。加えて，放射線の影響を考慮した非アナ

ログ式の熱感知器を設置する設計とする。

〇蓄電池室 

充電時に水素発生のおそれがある蓄電池室は，万が一の

水素濃度の上昇を考慮し火災が早期に感知できるよう，非

アナログ式の防爆型で，かつ固有の信号を発する異なる種

類の煙感知器及び熱感知器を設置する設計とする。 

これらの防爆型の感知器は非アナログ式であるが，蓄電

池室には蒸気を発生するような設備はなく，換気空調設備

により安定した室内環境を維持していることから，蒸気等

が充満するおそれはなく，非アナログ式の煙感知器であっ

ても誤作動する可能性は低い。また，換気空調設備により

安定した室温を維持していることから，火災感知器の作動

値を室温より高めに設定する非アナログ式の熱感知器で

あっても誤作動する可能性は低い。 

このため，水素による爆発のリスクを低減する観点か

ら，非アナログ式の防爆型の火災感知器を設置する設計と

する。 

設置する設計とする。加えて，放射線の影響を考慮した

非アナログ式の熱感知器を設置する設計とする。 

熱感知器は非アナログ式であるが，主蒸気管室内は，

換気空調設備により安定した室温（最大 60℃）を維持し

ていることから，火災感知器の作動値を室温より高めに

設定する非アナログ式の熱感知器であっても誤作動する

可能性は低い。よって，放射線の影響を受けない非アナ

ログ式の熱感知器を設置する設計とする。

○ 蓄電池室

充電時に水素ガス発生のおそれがある蓄電池室は，万

一の水素濃度の上昇を考慮し，火災を早期に感知できる

よう，非アナログ式の防爆型で，かつ固有の信号を発す

る異なる感知方式の煙感知器及び熱感知器を設置する設

計とする。 

これらの防爆型感知器は非アナログ式であるが，蓄電

池室内には蒸気を発生する設備はなく，換気空調設備に

より安定した室内環境を維持していることから，蒸気等

が充満するおそれはなく，非アナログ式の煙感知器であ

っても誤作動する可能性は低い。また，換気空調設備に

より安定した室温（最大 40℃）を維持していることから，

火災感知器の作動値を室温より高めの 80℃と一意に設

定する非アナログ式の熱感知器であっても誤作動する可

能性は低い。 

このため，水素ガスによる爆発のリスクを低減する観

点から，非アナログ式の防爆型の火災感知器を設置する

設計とする。 

○ 海水ポンプエリア

海水ポンプエリアは，屋外であるため，火災による熱

及び煙は周囲に拡散し，熱感知器及び煙感知器による火

災感知は困難であること，また，降水等の浸入により火

災感知器の故障が想定される。このため，海水ポンプエ

リア全体の火災を感知するために，非アナログ式の屋外

仕様の炎感知器（赤外線方式）及びアナログ式の屋外仕

様の熱感知カメラ（赤外線方式）を監視範囲に火災の検

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

室内環境条件が異な

る 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 島根 2 号炉は，室内

温度に対して余裕を持

った設定値としている 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-③の相

違 
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また，以下に示す火災区域又は火災区画は，火災の影響

を受けるおそれが考えにくいことから，火災感知器を設置

しない，若しくは消防法又は建築基準法に基づく火災感知

器を設置する設計とする。 

○ 格納容器機器搬出入用ハッチ室

格納容器機器搬出入用ハッチ室は，発火源となる可燃物

が設置されておらず，可燃物管理により可燃物を持ち込ま

ない運用とする上，通常コンクリートハッチにて閉鎖され

ていることから，火災の影響を受けない。また，ハッチ開

放時は通路の火災感知器にて感知が可能である。 

したがって，格納容器機器搬出入用ハッチ室には火災感

知器を設置しない設計とする。 

また，以下に示す火災区域又は火災区画は，発火源とな

る可燃物が少なく可燃物管理により不要な可燃物を持ち

込まない運用とすることから，火災感知器を設置しない，

若しくは発火源となる可燃物が少なく火災により安全機

能へ影響を及ぼすおそれはないことから，消防法又は建築

基準法に基づく火災感知器を設ける設計とする。 

知に影響を及ぼす死角がないように設置する設計とす

る。 

炎感知器（赤外線方式）は，非アナログ式であるが，

平常時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急

激な環境変化）を把握できることから，アナログ式と同

等の機能を有する。また，感知原理に「赤外線３波長式」

（物質の燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長

帯を３つ検知した場合にのみ発報する）を採用し誤作動

防止を図る設計とする。さらに，外光（日光）からの影

響を考慮し，遮光カバーを設けることにより，火災発生

時の特有の波長帯のみを感知することで誤作動を防止す

る設計とする。 

また，以下に示す火災区域又は火災区画は，発火源とな

る可燃物がなく可燃物管理により可燃物を持ち込まない運

用とすることから，火災感知器を設置しない，若しくは発

火源となる可燃物が少なく火災により安全機能へ影響を及

ぼすおそれはないことから，消防法又は建築基準法に基づ

く火災感知器を設置する設計とする。 

○ 機器搬出入用ハッチ室

機器搬出入用ハッチ室は，照明設備以外の発火源とな

る可燃物が設置されておらず，可燃物管理により可燃物

を持ち込まない運用とする上，通常コンクリートハッチ

等にて閉鎖されていること，また，機器搬出入用ハッチ

室内に充電部をなくすよう照明電源を「切」運用として

いることから，火災が発生するおそれはない。 

ハッチ開放時は通路の火災感知器にて感知が可能であ

る。 

したがって，機器搬出入用ハッチ室には火災感知器を

設置しない設計とする。 

○ 格納容器所員用エアロック

格納容器所員用エアロックは，照明設備以外の発火源

となる可燃物が設置されておらず，可燃物管理により可

燃物を持ち込まない運用とする上，通常時（プラント運

・記載の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉では，可

燃物管理を実施する一

部の火災区域又は火災

区画について，火災感

知器を設置しない，若

しくは消防法又は建築

基準法に基づく火災感

知器を設置している 

（以下，別添 1資料 1-

㉛の相違） 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-㉛の相
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○ 給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室

給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室は，

発火源となる可燃物が設置されておらず，可燃物管理によ

り可燃物を持ち込まない運用とする上，コンクリートの壁

で囲われていることから，火災の影響を受けない。 

したがって，給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気

ルーバ室には火災感知器を設置しない設計とする。

○ 排気管室

排気管室は，排気を屋外に通すための部屋であり，発火

源となる可燃物が設置されておらず，可燃物管理により可

燃物を持ち込まない運用とする上，コンクリートの壁で囲

われていることから，火災の影響を受けない。 

したがって，排気管室には火災感知器を設置しない設計

とする。 

○ フィルタ室

フィルタ室に設置されているフィルタは難燃性であり，

発火源となる可燃物は設置されておらず，可燃物管理によ

り可燃物を持ち込まない運用とする上，コンクリートの壁

で囲われていることから，火災の影響を受けない。 

したがって，フィルタ室には火災感知器を設置しない設

計とする。 

○非常用ディーゼル発電機ルーフベントファン室

非常用ディーゼル発電機ルーフベントファン室は，コン  

クリートで囲われ，発火源となる可燃物が設置されておら

転中）は，ハッチにて閉鎖され，エアロック内は窒素ガ

スが封入され雰囲気が不活性化されていること，また，

エアロック内に充電部をなくすよう照明の電源を「切」

運用としていることから，火災が発生するおそれはない。 

ハッチ開放時は，格納容器所員用エアロック室の火災

感知器にて感知が可能である。 

したがって，格納容器所員用エアロックには火災感知

器を設置しない設計とする。 

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉛の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉛の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉛の相

違 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-㉛の相
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○ 使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹脂槽

使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹脂槽について

は内部が水で満たされており，火災が発生するおそれはな

い。 

したがって，使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹

脂槽には火災感知器を設置しない設計とする。 

○ 不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成さ

れた火災防護対象機器のみを設けた火災区域又は火災

区画

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンクリ

ート又は金属により構成された配管，容器，タンク，手

動弁，コンクリート構築物については流路，バウンダリ

ず，可燃物管理により不要な可燃物を持ち込まない運用と

していることから，火災が発生するおそれはない（第1-18

図参照）。 

第 1-18 図 発火源となる可燃物がない火災区域又は火災区画の 

例 

○原子炉建屋付属棟屋上区域

原子炉建屋付属棟屋上区域には，スイッチギア室チラー

ユニット，中央制御室チラーユニット及びバッテリー室送

風機が設置されている。当該区域には，可燃物管理により

不要な可燃物を持ち込まない運用とし，また，チラーユニ

ットは金属等の不燃性材料で構成されていることから周

囲からの火災の影響を受けない。また，火災が発生した場

合には，機器の異常警報が中央制御室に発報するため，運

転員が現場に急行することが可能である。 

○使用済燃料プール，復水貯蔵タンク，使用済樹脂タンク

使用済燃料プール，復水貯蔵タンク，使用済樹脂タンク

については内部が水で満たされており，火災が発生するお

それはない。 

したがって，使用済燃料プール，復水貯蔵タンク，使用

済樹脂タンクには火災感知器を設置しない設計とする。 

○不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成さ

れた火災防護対象機器を設けた火災区域又は火災区画

不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成さ

れた配管，容器，タンク，弁，コンクリート構築物等につ

いては流路，バウンダリとしての機能が火災により影響を

○ 燃料プール

燃料プールについては，内部が水で満たされており，

火災が発生するおそれはない。 

したがって，燃料プールには火災感知器を設置しない

設計とする。 

○不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成さ

れた火災防護対象機器のみを設けた火災区域又は火災

区画

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンクリ

ート又は金属により構成された配管，容器，タンク，手

動弁，コンクリート構築物については流路，バウンダリ

違 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-㉛の相

違 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-㉛の相

違 
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としての機能が火災により影響を受けることは考えにく

いため，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設

ける設計とする。 

○ フェイルセーフ設計の設備のみが設置された火災区域

又は火災区画

フェイルセーフ設計の設備については火災により動作

機能を喪失した場合であっても，安全機能が影響を受け

ることは考えにくいため，消防法又は建築基準法に基づ

く火災感知器を設ける設計とする。 

○ 気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ検出器設置区画

放射線モニタ検出器は隣接した検出器間をそれぞれ異

なる火災区画に設置する設計とする。これにより火災発生

時に同時に監視機能を喪失することは考えにくく，重要度

クラス3の設備として火災に対して代替性を有することか

ら，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設ける設

計とする。なお，上記の監視を行う事故時放射線モニタ監

視盤を設置する中央制御室については火災時の影響を考

慮し，固有の信号を発するアナログ式の煙感知器，アナロ

グ式の熱感知器，又は非アナログ式の炎感知器から異なる

種類の感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

③ 火災受信機盤

火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室に設置し，火

災感知設備の作動状況を常時監視できる設計とする。また，

受信機盤は，構成されるアナログ式の受信機により以下の

とおり，火災発生場所を特定できる設計とする。（第 1-18 

図） 

○ アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した

火災感知器を１つずつ特定できる設計とする。

受けないことから消防法又は建築基準法に基づく火災感

知器を設ける設計とする。 

○排気筒モニタ設置区画

放射線モニタ検出器は隣接した検出器間をそれぞれ異

なる火災区画に設置する設計とする。これにより火災発生

時に同時に監視機能を喪失することは考えにくく，重要度

クラス3 の設備として火災に対して代替性を有すること

から，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設ける

設計とする。 

なお，上記の監視を行う事故時放射線モニタ監視盤を設

置する中央制御室については火災発生時の影響を考慮し，

固有の信号を発するアナログ式の煙感知器，アナログ式の

熱感知器の異なる種類の感知器を組み合わせて設置する

設計とする。 

③ 火災受信機盤

火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室に設置し，火

災感知設備の作動状況を常時監視できる設計とする。 

また，受信機盤はアナログ式の受信機により以下のとお

り，火災発生場所を特定できる設計とする。 

〇アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した

火災感知器を 1つずつ特定できる設計とする。 

としての機能が火災により影響を受けることは考えにく

いため，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設

ける設計とする。 

○フェイルセーフ設計の設備のみが設置された火災区域

又は火災区画 

フェイルセーフ設計の設備については火災により動作

機能を喪失した場合であっても，安全機能が影響を受け

ることは考えにくいため，消防法又は建築基準法に基づ

く火災感知器を設ける設計とする。 

なお，フェイルセーフ設計の火災防護対象機器につい

ても，異なる感知方式の感知器を設置する設計としてお

り，上記設計を適用していない。 

○排気筒モニタ室

放射線モニタ検出器は隣接した検出器間をそれぞれ

異なる火災区域に設置する設計とする。これにより火

災発生時に同時に監視機能を喪失することは考えにく

く，重要度クラス３の設備として火災に対して代替性

を有することから，消防法又は建築基準法に基づく火

災感知器を設ける設計とする。なお，上記の監視を行

うプロセス放射線モニタ監視盤を設置する中央制御室

については火災発生時の影響を考慮し，固有の信号を

発するアナログ式の煙感知器及びアナログ式の熱感知

器を設置する設計とする。 

③ 火災受信機盤

火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室及び補助盤室

に設置し，火災感知設備の作動状況を常時監視できる設計

とする。また，受信機盤は，構成されるアナログ式の受信

機により以下のとおり，火災発生場所を特定できる設計と

する。（第１-19図） 

○ アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した

火災感知器を１つずつ特定できる設計とする。

・設備の相違

【東海第二】 

消防法又は建築基準

法に基づく火災感知器

の設置範囲が異なる 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-②の相

違 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-⑭の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，，中央

制御室で火災監視がで

きるよう総合操作盤を

中央制御室に隣接する

補助盤室に設置し，副

防災盤を中央制御室へ
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○ 水素ガスの漏えいの可能性が否定できない蓄電池室

及び可燃性ガスの発生が想定される軽油タンク内に設

置する非アナログ式の防爆型の火災感知器及び主蒸気

管トンネル室内の非アナログ式熱感知器が接続可能で

あり，作動した火災感知器を１つずつ特定できる設計

とする。

○ 屋外の非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域及び

燃料移送系ポンプ区域を監視する非アナログ式の炎感

知器及びアナログ式の熱感知カメラが接続可能であ

り，感知区域を１つずつ特定できる設計とする。なお，

屋外区域熱感知カメラの火災受信機盤においては，火

災発生場所はカメラ機能による映像監視（熱サーモグ

ラフィ）により特定が可能な設計とする。

○ 原子炉建屋オペレーティングフロアを監視する非ア

ナログ式の炎感知器が接続可能であり，炎感知器を１

つずつ特定できる設計とする。 

○ 非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレン

チを監視するアナログ式の光ファイバケーブル式熱感

知器が接続可能であり，感知区域を１つずつ特定でき

る機能を有する設計とする。アナログ式の光ファイバ

ケーブル式熱感知器は，中央制御室に設置した受信機

においてセンサ用光ファイバケーブルの長手方向に対

し約 2m 間隔で火源の特定が可能である。 

〇水素の漏えいの可能性が否定できない蓄電池室及び

軽油貯蔵タンクマンホール内の空間部に設置する非

アナログ式の防爆型の煙感知器と防爆型の熱感知器

及び主蒸気管トンネル室内の非アナログ式の熱感知

器が接続可能であり，作動した火災感知器を 1つずつ

特定できる設計とする。 

〇屋外の海水ポンプ室を監視する非アナログ式の炎感

知器及びアナログ式の熱感知カメラが接続可能であ

り，感知区域を 1つずつ特定できる設計とする。なお，

屋外区域熱感知カメラ火災受信機盤においては，カメ

ラ機能による映像監視(熱サーモグラフィ)により特

定が可能な設計とする。 

〇原子炉建屋原子炉棟 6階（オペレーティングフロア）

を監視する非アナログ式の炎感知器が接続可能であ

り，作動した炎感知器を 1つずつ特定できる設計とす

る。 

○ 水素ガスの漏えいの可能性が否定できない蓄電池室

及び可燃性ガスの発生が想定されるディーゼル燃料貯

蔵タンク室内の空間部に設置する非アナログ式の防爆

型の火災感知器及び主蒸気管室内の非アナログ式熱感

知器が接続可能であり，作動した火災感知器を１つず

つ特定できる設計とする。

○屋外の海水ポンプエリアを監視する非アナログ式の炎

感知器及びアナログ式の熱感知カメラが接続可能であ

り，感知区域を1つずつ特定できる設計とする。なお，

屋外区域熱感知カメラ火災受信機盤においては，カメ

ラ機能による映像監視(熱サーモグラフィ)により特定

が可能な設計とする。 

○ 屋外開放の非常用ディーゼル発電機給気消音器フィ

ルタ室及び非常用ディーゼル発電機排気管室を監視す

る非アナログ式の炎感知器及びアナログ式の熱感知器

が接続可能であり，作動した火災感知器を１つずつ特

定できる設計とする。 

○ 屋外のＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送ポンプエリ

アを監視する非アナログ式の炎感知器，非アナログ式

の熱感知器が接続可能であり，作動した火災感知器を1

つずつ特定できる設計とする。 

○ 原子炉建物オペレーティングフロアを監視する非ア

ナログ式の炎感知器が接続可能であり，炎感知器を１

つずつ特定できる設計とする。 

○ Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプエリア及びＢ－ディ

ーゼル燃料移送系ケーブルトレンチを監視する非ア

ナログ式の防爆型の火災感知器が接続可能であり，作

動した火災感知器を1つずつ特定できる設計とする。 

設置する設計としてい

る（以下，別添 1 資料

1-⑯の相違）

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-⑭の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑭の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-③及び 

別添 1資料 1-⑭の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-⑮の相

違 

194



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 1-18 図：火災受信機盤の概要 

また，火災感知器は以下のとおり点検を行うことができ

るものを使用する設計とする。 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を有する火災感知器は，

機能に異常がないことを確認するため，定期的に自動

試験又は遠隔試験を実施できるものを使用する。

・自動試験機能又は遠隔試験機能を持たない火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，消防法施

行規則に基づき，煙等の火災を模擬した試験を定期的

に実施できるものを使用する。

④ 火災感知設備の電源確保

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画の火災感知設備は，外部電源喪失時にお

いても火災の感知が可能となるよう蓄電池を設け，電源を

確保する設計とする。 

また，火災感知器は以下のとおり点検を行うことができる

ものを使用する設計とする。 

○自動試験機能または遠隔試験機能を有する火災感知

器は，火災感知の機能に異常がないことを確認するた

め，定期的に自動試験または遠隔試験を実施する。

○自動試験機能または遠隔試験機能を持たない火災感

知器は，火災感知器の機能に異常がないことを確認す

るため，消防法施行規則に基づき，煙等の火災を模擬

した試験を定期的に実施する。

④ 火災感知設備の電源確保

安全機能を有する機器等を設置する火災区域又は火災

区画の火災感知設備は，外部電源喪失時においても自動火

災感知設備を有効に作動することができる容量の蓄電池

を設け，火災感知の機能を失わないように電源を確保する

設計とする。 

第１-19図 火災受信機盤の概要 

また，火災感知器は以下のとおり点検を行うことができ

るものを使用する設計とする。 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を有する火災感知器は，

機能に異常がないことを確認するため，定期的に自動

試験又は遠隔試験を実施できるものを使用する。 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を持たない火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，消防法施

行規則に基づき，煙等の火災を模擬した試験を定期的

に実施できるものを使用する。

④ 火災感知設備の電源確保

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画の火災感知設備は，外部電源喪失時にお

いても火災の感知が可能となるよう蓄電池を設け，電源を

確保する設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-⑯の相

違 
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また，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

るために必要な構築物，系統及び機器並びに放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域又は火災区画の火災感知設備に供給する

電源は，非常用ディーゼル発電機が接続されている非常用

電源から供給する設計とする。 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置す

る火災区域又は火災区画に設置する火災感知器については，火

災防護に係る審査基準に則り，環境条件等を考慮した火災感知

器の設置，異なる種類を組み合わせた火災感知器の設置，非常

用電源からの受電，火災受信機盤の中央制御室への設置を行

う。一部アナログ機能を持たない感知器を設置するが，それぞ

れ誤作動防止対策を実施する。また，受信機盤については，作

動した感知器又は感知区域を１つずつ特定できる機能を有す

る設計とする。これらにより，火災感知設備については十分な

保安水準が確保されているものと考える。 

また，原子炉の安全停止に必要な機器等及び放射性物質

貯蔵等の機器等を設置する火災区域又は火災区画の火災

感知設備に供給する電源は，非常用ディーゼル発電機が接

続する非常用電源より受電する設計とする。火災感知設備

の電源確保の概要を第 1-19 図に示す。 

第 1-19 図 火災感知設備の電源確保の概要 

以上より，安全機能を有する機器等を設置する火災区域又は火

災区画に設置する火災感知器については，火災防護に係る審査基

準に準じ，環境条件等を考慮した火災感知器で異なる種類を組み

合わせて設置する。火災受信機盤は中央制御室に設置し，火災感

知設備の作動状況を常時監視できる設計とする。火災感知設備は

非常用電源から受電する設計とする。一部非アナログ式の感知器

を設置するが，それぞれ誤作動防止対策を実施する。また，受信

機盤については，作動した感知器または感知エリアを 1つずつ特

定できる機能を有する設計とする。これらにより，火災感知設備

については，十分な保安水準が確保されているものと考える。 

また，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

るために必要な構築物，系統及び機器並びに放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域又は火災区画の火災感知設備に供給する電

源は，非常用ディーゼル発電機が接続されている非常用電

源から供給する設計とする。 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置す

る火災区域又は火災区画に設置する火災感知器については，火

災防護に係る審査基準に則り，環境条件等を考慮した火災感知

器の設置，異なる感知方式を組み合わせた火災感知器の設置，

非常用電源からの受電，火災受信機盤の中央制御室への設置を

行う。一部，アナログ機能を持たない感知器を設置するが，そ

れぞれ誤作動防止対策を実施する。また，受信機盤については，

作動した感知器を１つずつ特定できる機能を有する設計とす

る。これらにより，火災感知設備については，十分な保安水準

が確保されているものと考える。 

・設備の相違

【東海第二】 

設備の構成が異なる 

・設備の相違

【東海第二】 

設備の構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉は，個々

の感知器を特定可能な

設計 
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(2) 消火設備

［要求事項］ 

(2) 消火設備

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するため

の安全機能を有する構築物、 系統及び機器が設置される

火災区域または火災区画であって、火災時に煙の充満、

放射線の影響等により消火活動が困難なところには、自

動消火設備又は手動操作による固定式消火設備を設置す

ること。

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系

統及び機器が設置される火 災区域であって、火災時に煙

の充満、放射線の影響等により消火活動が困難なところ

には、自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備

を設置すること。

③ 消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は、多重性又は

多様性を備えた設計であること。

④ 原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有す

る構築物、系統及び機器相互の系統分離を行うために設

けられた火災区域又は火災区画に設置される消火設備

は、系統分離に応じた独立性を備えた設計であること。

⑤ 消火設備は、火災の火炎、熱による直接的な影響のみな

らず、煙、流出流体、断線、爆発等による二次的影響が

安全機能を有する構築物、系統及び機器に悪影響を及ぼ

さないように設置すること。

⑥ 可燃性物質の性状を踏まえ、想定される火災の性質に応

じた十分な容量の消火剤を備えること。

⑦ 移動式消火設備を配備すること。

⑧ 消火剤に水を使用する消火設備は、2 時間の最大放水量

を確保できる設計であること。 

⑨ 消火用水供給系をサービス系または水道水系と共用す

る場合には、隔離弁等を設置して遮断する等の措置によ

り、消火用水の供給を優先する設計であること。

⑩ 消火設備は、故障警報を中央制御室に吹鳴する設計であ

ること。

⑪ 消火設備は、外部電源喪失時に機能を失わないように、

(2)消火設備 

[要求事項] 

(2)消火設備

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための

安全機能を有する構築物，系統及び機器が設置される火

災区域または火災区画であって，火災時に煙の充満，放

射線の影響等により消火活動が困難なところには，自動

消火設備又は手動操作による固定式消火設備を設置する

こと。

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器が設置される火災区域であって，火災時に煙の

充満，放射線の影響等により消火活動が困難なところに

は，自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備を

設置すること。

③ 消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は，多重性又は多

様性を備えた設計であること。

④ 原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する

構築物，系統及び機器相互の系統分離を行うために設け

られた火災区域又は火災区画に設置される消火設備は，

系統分離に応じた独立性を備えた設計であること。

⑤ 消火設備は，火災の火炎，熱による直接的な影響のみなら

ず，煙，流出流体，断線，爆発等による二次的影響が安

全機能を有する構築物，系統及び機器に悪影響を及ぼさ

ないように設置すること。

⑥ 可燃性物質の性状を踏まえ，想定される火災の性質に応じ

た十分な容量の消火剤を備えること。

⑦ 移動式消火設備を配備すること。

⑧ 消火剤に水を使用する消火設備は，2 時間の最大放水量を

確保できる設計であること。 

⑨ 消火用水供給系をサービス系または水道水系と共用する

場合には，隔離弁等を設置して遮断する等の措置により，

消火用水の供給を優先する設計であること。

⑩ 消火設備は，故障警報を中央制御室に吹鳴する設計である

こと。

⑪ 消火設備は，外部電源喪失時に機能を失わないように，電

(2) 消火設備

[要求事項] 

(2) 消火設備

① 消火設備については、以下に掲げるところによること。

a.消火設備は、火災の火炎及び熱による直接的な影響のみ

ならず、煙、流出流体、断線、爆発等による二次的影響

が安全機能を有する構築物、系統及び機器に悪影響を及

ぼさないように設置すること。

b.可燃性物質の性状を踏まえ、想定される火災の性質に応

じた十分な容量の消火剤を備えること。

c.消火栓は、全ての火災区域の消火活動に対処できるよう

配置すること。

d.移動式消火設備を配備すること。

e.消火設備は、外部電源喪失時に機能を失わないように、

電源を確保する設計であること。

f.消火設備は、故障警報を中央制御室に吹鳴する設計であ

ること。

g.原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する

構築物、系統及び機器相互の系統分離を行うために設け

られた火災区域又は火災区画に設置される消火設備は、

系統分離に応じた独立性を備えた設計であること。

h.原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するため

の安全機能を有する構築物、系統及び機器が設置される

火災区域又は火災区画であって、火災時に煙の充満、放

射線の影響等により消火活動が困難なところには、自動

消火設備又は手動操作による固定式消火設備を設置する

こと。

i.放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系

統及び機器が設置される火災区域であって、火災時に煙

の充満、放射線の影響等により消火活動が困難なところ

には、自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備

を設置すること。

j.電源を内蔵した消火設備の操作等に必要な照明器具を、

必要な火災区域及びその出入通路に設置すること。
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電源を確保する設計であること。 

⑫ 消火栓は、全ての火災区域の消火活動に対処できるよう

配置すること。

⑬ 固定式のガス系消火設備は、作動前に職員等の退出がで

きるように警報を吹鳴させる設計であること。

⑭ 管理区域内で消火設備から消火剤が放出された場合に、

放射性物質を含むおそれのある排水が管理区域外へ流出

することを防止する設計であること。

⑮ 電源を内蔵した消火設備の操作等に必要な照明器具を、

必要な火災区域及びその出入通路に設置すること。

[要求事項］ 

（参考） 

(2) 消火設備について

①-1 手動操作による固定式消火設備を設置する場合は、

早期に消火設備の起動が可能となるよう中央制御室

から消火設備を起動できるように設計されているこ

と。 

上記の対策を講じた上で、中央制御室以外の火災区

域又は火災区画に消火設備の起動 装置を設置する

ことは差し支えない。 

①-2 自動消火設備にはスプリンクラー設備、水噴霧消火

設備及びガス系消火設備（自動起動の場合に限る。）

があり、手動操作による固定式消火設備には、ガス

系消火設備等がある。中央制御室のように常時人が

いる場所には、ハロン 1301 を除きガス系消火設備

が設けられていないことを確認すること。 

④ 「系統分離に応じた独立性」とは、原子炉の高温停

止及び低温停止に係る安全機能を有する構築物、系

統及び機器が系統分離を行うため複数の火災区域又

源を確保する設計であること。 

⑫ 消火栓は，全ての火災区域の消火活動に対処できるよう配

置すること。

⑬ 固定式のガス系消火設備は，作動前に職員等の退出ができ

るように警報を吹鳴させる設計であること。

⑭ 管理区域内で消火設備から消火剤が放出された場合に，放

射性物質を含むおそれのある排水が管理区域外へ流出す

ることを防止する設計であること。

⑮ 電源を内蔵した消火設備の操作等に必要な照明器具を，必

要な火災区域及びその出入通路に設置すること。

（参考） 

(2)消火設備について

①-1 手動操作による固定式消火設備を設置する場合は，

早期に消火設備の起動が可能となるよう中央制御室か

ら消火設備を起動できるように設計されていること。

上記の対策を講じた上で，中央制御室以外の火災区域又

は火災区画に消火設備の起動装置を設置することは差し

支えない。 

①-2  自動消火設備にはスプリンクラー設備，水噴霧消火

設備及びガス系消火設備（自動起動の場合に限る。）が

あり，手動操作による固定式消火設備には，ガス系消火

設備等がある。中央制御室のように常時人がいる場所に

は，ハロン 1301 を除きガス系消火設備が設けられてい

ないことを確認すること。

④ 「系統分離に応じた独立性」とは，原子炉の高温停止

及び低温停止に係る安全機能を有する構築物，系統及び

機器が系統分離を行うため複数の火災区域又は火災区

② 消火剤に水を使用する消火設備については、①に掲げる

ところによるほか、以下に掲げるところによること。 

a.消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は、多重性又は

多様性を備えた設計であること。

b.２時間の最大放水量を確保できる設計であること。

c.消火用水供給系をサービス系又は水道水系と共用する場

合には、隔離弁等を設置して遮断する等の措置により、

消火用水の供給を優先する設計であること。

d.管理区域内で消火設備から消火剤が放出された場合に、

放射性物質を含むおそれのある排水が管理区域外へ流出

することを防止する設計であること。

③ 消火剤にガスを使用する消火設備については、①に掲げ

るところによるほか、固定式のガス系消火設備は、作動

前に職員等の退出ができるように警報を吹鳴させる設計

であること。 

（参考） 

(2) 消火設備について

①-d 移動式消火設備については、実用発電用原子炉の設

置、運転等に関する規則（昭和53年通商産業省令第

77号）第83条第５号を踏まえて設置されていること。 

①-g 「系統分離に応じた独立性」とは、原子炉の高温停止

及び低温停止に係る安全機能を有する構築物、系統

及び機器が系統分離を行うため複数の火災区域又は

火災区画に分離して設置されている場合に、それら

の火災区域又は火災区画に設置された消火設備が、

消火ポンプ系（その電源を含む。）等の動的機器の

単一故障により、同時に機能を喪失することがない

ことをいう。 

①-h-1 手動操作による固定式消火設備を設置する場合は、

早期に消火設備の起動が可能となるよう中央制御室

から消火設備を起動できるように設計されているこ

と。 

上記の対策を講じた上で、中央制御室以外の火災
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は火災区画に分離して設置されている場合に、それ

らの火災区域又は火災区画に設置された消火設備

が、消火ポンプ系（その電源を含む。）等の動的機器

の単一故障により、同時に機能を喪失することがな

ことをいう。 

⑦ 移動式消火設備については、実用発電用原子炉の設

置、運転等に関する規則（昭和 53 年通商産業省令

第 77 号）第８５条の５」を踏まえて設置されてい

ること。

⑧ 消火設備のための必要水量は、要求される放水時間

及び必要圧力での最大流量を基に設計されているこ

と。この最大流量は、要求される固定式消火設備及

び手動消火設 備の最大流量を合計したものである

こと。

なお、最大放水量の継続時間としての 2 時間は、

米国原子力規制委員会(NRC)が定める Regulatory 

Guide 1.189 で規定されている値である。 

上記の条件で設定された防火水槽の必要容量は、

Regulatory Guide1.189 では 1,136,000 リットル

（1,136 m3）以上としている。 

消火設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する火災区域又は火災区画の火災を早期に消火できるよう設

置する設計とする。 

消火設備は以下を踏まえた設計とする。 

（資料６，９） 

なお，消火設備の故障警報が発信した場合には，中央制御室

及び必要な現場の制御盤の警報を確認し，消火設備が故障して

いる場合には早期に補修を行う。 

消火設備は以下を踏まえて設置する。 

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は

火災区画に設置する消火設備

画に分離して設置されている場合に，それらの火災区域

又は火災区画に設置された消火設備が，消火ポンプ系

（その電源を含む。）等の動的機器の単一故障により，

同時に機能を喪失することがないことをいう。 

⑦ 移動式消火設備については，「実用発電用原子炉の設

置，運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７

７号）第８５条の５」を踏まえて設置されていること。

⑧ 消火設備のための必要水量は，要求される放水時間及

び必要圧力での最大流量を基に設計されていること。こ

の最大流量は，要求される固定式消火設備及び手動消火

設備の最大流量を合計したものであること。

なお，最大放水量の継続時間としての 2 時間は，米国

原子力規制委員会(NRC)が定める Regulatory Guide 

1.189 で規定されている値である。 

上記の条件で設定された防火水槽の必要容量は，

Regulatory Guide1.189 で は 1,136,000 リ ッ ト ル

（1,136m3）以上としている。 

消火設備は，以下に示すとおり，安全機能を有する機器等を

設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に消火するため

に設置する。 

（資料6，9） 

なお，消火設備の故障警報が発報した場合は，中央制御室及

び現場制御盤の警報を確認し，消火設備が故障している場合に

は早期に補修を行う。 

消火設備は以下を踏まえて設置する。 

① 原子炉の安全停止に必要な機器等を設置する火災区域

又は火災区画に設置する消火設備

区域又は火災区画に消火設備の起動装置を設置する

ことは差し支えない。 

①-h-2 自動消火設備にはスプリンクラー設備、水噴霧消火

設備及びガス系消火設備（自動起動の場合に限る。）

があり、手動操作による固定式消火設備には、ガス

系消火設備等がある。中央制御室のように常時人が

いる場所には、ハロン1301を除きガス系消火設備が

設けられていないことを確認すること。 

②-b 消火設備のための必要水量は、要求される放水時間及

び必要圧力での最大流量を基に設計されているこ

と。この最大流量は、要求される固定式消火設備及

び手動消火設備の最大流量を合計したものであるこ

と。 

なお、最大放水量の継続時間としての2 時間は、

米国原子力規制委員会（NRC）が定めるRegulatory 

Guide 1.189 で規定されている値である。 

上記の条件で設定された防火水槽の必要容量は、

Regulatory Guide 1.189では、1,136,000リットル

（1,136㎥）以上としている。 

消火設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する火災区域又は火災区画の火災を早期に消火できるよう設置

する設計とする。 

消火設備は以下を踏まえた設計とする。 

（資料６，９） 

なお，消火設備の故障警報が発信した場合には，中央制御室

及び必要な現場の制御盤の警報を確認し，消火設備が故障して

いる場合には早期に補修を行う。 

消火設備は以下を踏まえて設置する。 

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災

区画に設置する消火設備 
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原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火

災区画に設置する消火設備は，当該構築物，系統及び機器

の設置場所が，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるかを考慮して設計する。 

(a) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火

災区画は，「(b) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響

により消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画

の選定」に示した火災区域又は火災区画を除き，火災発生

時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難と

なるものとして選定する。 

(b) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画のうち，消火活動が困難とならないところを

以下に示す。 

○ 屋外開放の火災区域（非常用ディーゼル発電機軽油タ

ンク区域及び燃料移送系ポンプ区域）

非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域及び燃料移送

系ポンプ区域については屋外開放の火災区域であり，火災

が発生しても煙は充満しない。したがって，煙の充満又は

放射線の影響により消火活動が困難とならない火災区域

として選定する。 

 原子炉の安全停止に必要な機器等を設置する火災区

域又は火災区画に設置する消火設備は，当該機器等の

設置場所が，火災発生時の煙の充満及び放射線の影響

（以下「煙の充満等」という。）により消火活動が困

難となるかを考慮して，ハロゲン化物自動消火設備（全

域），ハロゲン化物自動消火設備（局所），二酸化炭素

自動消火設備（全域）等を設置する設計する。 

(a)火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる

火災区域又は火災区画の選定 

原子炉の安全停止に必要な機器等を設置する火災区

域又は火災区画は，「(b)火災発生時の煙の充満等によ

り消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画の

選定」に示した火災区域又は火災区画を除き，火災発

生時の煙の充満等により消火活動が困難となるものと

して選定する。 

(b)火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となら

ない火災区域又は火災区画の選定

  原子炉の安全停止に必要な機器等を設置する火災区

域又は火災区画のうち，消火活動が困難とならないとこ

ろを以下に示す。 

〇屋外の火災区域（海水ポンプ室，非常用ディーゼル発

電機ルーフベントファン室及び原子炉建屋付属棟屋

上） 

海水ポンプ室，非常用ディーゼル発電機ルーフベン

トファン室，スイッチギア室チラーユニット，中央制

御室チラーユニット及びバッテリー室送風機設置区

域については屋外の火災区域であり，火災が発生して

も煙は充満しない。よって煙の充満等により消火活動

が困難とならない火災区域として選定する。 

 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために

必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区

画に設置する消火設備は，当該構築物，系統及び機器の設置

場所が，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となるかを考慮して設計する。 

(a) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響等により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画は，「(b) 火災発生時の煙の充満又は放射線の

影響により消火活動が困難とならない火災区域又は火災

区画の選定」に示した火災区域又は火災区画を除き，火

災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が

困難となるものとして選定する。 

(b) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画のうち，消火活動が困難とならないところを

以下に示す。 

○ 屋外の火災区域（海水ポンプエリア及びＡ，ＨＰＣＳ

－ディーゼル燃料移送ポンプエリア）

海水ポンプエリア及びＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料

移送ポンプエリアについては，屋外の火災区域であり，

火災が発生しても煙は充満しない。したがって，煙の充

満又は放射線の影響により消火活動が困難とならない火

災区域として選定する。 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，可燃

物の設置状況，設備の

構造，配置等を踏まえ，

消火活動が困難となら

ない火災区域又は火災

区画を選定している

（以下，別添 1資料 1-

⑰の相違）
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○ 可燃物の設置状況等により火災が発生しても煙が充満

しない火災区域又は火災区画

非常用ディーゼル発電機電気品区域非常用給気処理装

置室及び非常用ディーゼル発電機非常用排気ルーバ室（第 

1-19 図）をはじめとする火災区域又は火災区画は，可燃

物を少なくすることで煙の発生を抑える設計とすること

から，煙の充満により消火困難とはならない箇所として選

定する。 

各火災区域又は火災区画とも不要な可燃物を持ち込ま

ないよう持込み可燃物管理を実施するとともに，点検に係

る資機材等の可燃物を一時的に仮置きする場合は，不燃性

のシートによる養生を実施し火災発生時の延焼を防止す

る。 

なお，可燃物の状況については，原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持するために必要な機能を有する構

築物，系統及び機器以外の構築物，系統及び機器等も含め

て確認する。 

具体的な対象箇所については，資料６の添付資料 １２

に示す。 

第1-19図：可燃物が少ない火災区域又は火災区画の例 

○可燃物が少なく，火災が発生しても煙が充満しない火

災区域又は火災区画

以下に示す火災区域又は火災区画は，可燃物を少なく

することで煙の発生を抑える設計とし，煙の充満により

消火困難とはならない箇所として選定する。 

各火災区域又は火災区画とも不要な可燃物を持ち込

まないよう持込み可燃物管理を実施するとともに，点検

に係る資機材等の可燃物を一時的に仮置きする場合は，

不燃性のシートによる養生を実施し火災発生時の延焼

を防止する設計とする。 

なお，可燃物の状況については，原子炉の高温停止及

び低温停止を達成し，維持するために必要な機能を有す

る構築物，系統及び機器以外の構築物，系統及び機器も

含めて確認する。 

・主蒸気管トンネル室

 室内に設置している機器は，主蒸気外側隔離弁（空

気作動弁），電動弁等である。これらは，不燃性材料

又は難燃性材料で構成されており，可燃物としては駆

動部に潤滑油を使用している。駆動部は，不燃性材料

○ 可燃物の設置状況等により火災が発生しても煙が充

満しない火災区域又は火災区画

ディーゼル室送風機室（第１-20 図）をはじめとする

火災区域又は火災区画は，可燃物を少なくすることで煙

の発生を抑える設計とすること及び屋外と通じているこ

とから，煙の充満により消火困難とはならない箇所とし

て選定する。 

各火災区域又は火災区画とも不要な可燃物を持ち込ま

ないよう持ち込み可燃物管理を実施するとともに，点検

に係る資機材等の可燃物を一時的に仮置きする場合は，

不燃性のシートによる養生を実施し火災発生時の延焼を

防止する。 

なお，可燃物の状況については，原子炉の高温停止及

び低温停止を達成し，維持するために必要な機能を有す

る構築物，系統及び機器以外の構築物，系統及び機器も

含めて確認する。 

具体的な対象箇所については，資料６の添付資料 10

に示す。 

第１-20 図 可燃物が少ない火災区域又は火災区画の例 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

対象箇所が異なる 

・設備の相違

【東海第二】 

対象箇所が異なる 

ディーゼル室送風機室 
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○ 中央制御室

中央制御室は，常駐する運転員によって火災感知器に

よる早期の火災感知及び消火活動が可能であり，火災が

拡大する前に消火可能であること，万一，火災によって

煙が発生した場合でも建築基準法に準拠した容量の排煙

設備によって排煙が可能な設計とすることから，消火活

動が困難とならない火災区域又は火災区画として選定す

る。中央制御室床下フリーアクセスフロアは，固有の信

号を発する異なる種類の火災感知設備（煙感知器と熱感

知器），及び中央制御室からの手動操作により早期の起動

が可能な固定式ガス消火設備（消火剤はハロン 1301）を

設置する設計とする。 

○ 原子炉格納容器

原子炉格納容器内において，万一，火災が発生した場合

でも，原子炉格納容器の空間体積（約 7,300ｍ3）に対し

てパージ用排風機の容量が 22,000ｍ3/ｈであり，排煙が

可能な設計とすることから，消火活動が困難とならない火

災区域又は火災区画として選定する。 

である金属で覆われており，設備外部で燃え広がるこ

とはない。その他に可燃物は設置しておらず，ケーブ

ルは電線管及び金属製の可とう電線管で敷設する設

計とする。 

〇中央制御室 

中央制御室は，常駐する運転員によって火災感知器に

よる早期の火災感知並びに消火活動が可能であり，火災

の規模が拡大する前に消火が可能であること，万が一火

災により煙が発生した場合でも建築基準法に準拠した

容量の排煙設備により排煙が可能な設計とすることか

ら，消火活動が困難とならない火災区域として選定す

る。なお，中央制御室床下コンクリートピットは，速や

かな火災発生場所の特定が困難であると考えられるこ

とから，固有の信号を発する異なる種類の火災感知設備

（煙感知器と熱感知器），及び中央制御室からの手動操

作により早期の起動も可能なハロゲン化物自動消火設

備（局所）を設置する設計とする。 

〇原子炉格納容器 

 原子炉格納容器内において万が一火災が発生した場

合でも，原子炉格納容器内の空間体積（約9,800m３）対

してパージ用排風機の容量が約16,980m３／hであり，排

煙が可能な設計とすることから，消火活動が困難となら

ない火災区域として選定する。 

〇原子炉建屋原子炉棟6階（オペレーティングフロア） 

 原子炉建屋原子炉棟6階（オペレーティングフロア）

は可燃物が少なく大空間となっているため，煙の充満に

○ 中央制御室

中央制御室は，常駐する運転員によって火災感知器

による早期の火災感知及び消火活動が可能であり，火

災が拡大する前に消火可能であること，万一，火災に

よって煙が発生した場合でも建築基準法に準拠した容

量の排煙設備によって排煙が可能な設計とすることか

ら，消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画

として選定する。なお，中央制御室及び補助盤室の床

下のケーブル処理室及び計算機室は，固有の信号を発

する異なる感知方式の感知器（煙感知器と熱感知器），

及び中央制御室からの手動操作により早期の起動も可

能な全域ガス自動消火設備（消火剤はハロン 1301）を

設置する設計とする。

○ 原子炉格納容器

原子炉格納容器内において，万一，火災が発生した場

合でも，原子炉格納容器内の空間体積（約 7,900m3）に

対して，パージ用排風機の容量が 25,000m3/h であり，排

煙が可能な設計であることから，消火活動が困難となら

ない火災区域又は火災区画として選定する。 

○ ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク室

ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク室は，屋外に設置さ

れており，煙が大気に放出されることから，消火活動が

困難とならない火災区域又は火災区画として選定する。

なお，タンク室内は，乾燥砂が充てんされており，タン

ク室内の火災の発生は防止できる。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

原子炉格納容器の大

きさ及び排風器容量が

が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑰の相

違 
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(c) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する

消火設備

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画は，自動又は

中央制御室からの手動操作による固定式消火設備であ

る全域ガス消火設備を設置し消火を行う。 

なお，これらの固定式消火設備に使用するガスは，

ハロゲン化物消火剤とする。

第 1-20 図に全域ガス消火設備の概要を示す。

本消火設備を自動起動とする場合は，単一の感知器

の誤作動によって消火設備が誤動作することのないよ

う，２つ以上の煙感知器又は２つ以上の熱感知器の作

動をもって消火する設計とする。さらに，中央制御室

からの遠隔手動起動又は現場での手動起動によっても

消火を行うことができる設計とする。 

全域ガス消火設備の自動起動用の煙感知器と熱感知

器は，火災防護に係る審査基準「2.2.1(1)②」に基づ

き設置が要求される「固有の信号を発する異なる種類

の感知器」とする。 

より消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画

として選定する。 

(c)火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とな

る火災区域又は火災区画に設置する消火設備

火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とな

る火災区域又は火災区画は，自動または中央制御室から

の手動操作による固定式消火設備であるハロゲン化物

自動消火設備（全域）を設置し消火を行う。 

第 1-20(1)図にハロゲン化物自動消火設備（全域）の

概要を示す。 

本消火設備を自動起動する場合は，単一の感知器の誤

作動によって消火設備が誤動作することのないよう，煙

感知器及び熱感知器それぞれ2つの動作をもって消火す

る設計とする。さらに，中央制御室からの遠隔手動起動

又は現場での手動起動によっても消火を行うことがで

きる設計とする。 

ハロゲン化物自動消火設備（全域）の自動起動用の煙

感知器と火災熱感知器は，火災防護審査基準「2.2.1(1)

②」に基づき設置が要求される「固有の信号を発する異

なる種類の感知器」とする。 

第 1-20(1)図 ハロゲン化物自動消火設備（全域）概要図 

(c) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する消火

設備

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる火災区域又は火災区画は，自動又は中央

制御室からの手動操作による固定式消火設備である全域

ガス消火設備を設置し消火を行う設計とする。 

なお，これらの固定式消火設備に使用するガスは，ハ

ロゲン化物消火剤とする。

第１-21 図に全域ガス消火設備の概要を示す。 

本消火設備を自動起動とする場合は，単一の感知器の

誤作動によって消火設備が誤作動することのないよう，

煙感知器及び熱感知器のいずれか２つ以上の動作をもっ

て消火する設計とする。さらに，中央制御室からの遠隔

手動起動又は現場での手動起動によっても消火を行うこ

とができる設計とする。 

全域ガス消火設備の自動起動用の煙感知器と熱感知器

は，火災防護に係る審査基準「2.2 火災の感知・消火」

に基づき設置が要求される「固有の信号を発する異なる

感知方式の感知器」とする。 

第１-21図 全域ガス消火設備の概要 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉ではＡ系

の煙感知器又は熱感知

器のうち１台とＢ系の

煙感知器又は熱感知器

のうち１台の両方作動

により自動起動させる

設計としているが，万

一自動起動しない場合

は現場でも起動できる

設計としている 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相違 

：煙感知器

：熱感知器

：ＡＮＤ回路

：ＯＲ回路

：火災感知設備起動信号

：自動消火設備専用起動信号

ハロゲン化物
ガスボンベ

中央制御室内
火災受信機

噴射ヘッド

消火設備作動

火災感知設備用

ハロゲン化物
自動消火設備制御盤

自動消火設備用

手動起動信号

熱

煙

煙
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ただし，以下については，上記と異なる消火設備を

設置し消火を行う 設計とする。 

○ 非常用ディーゼル発電機室，非常用ディーゼル発電機燃

料ディタンク 室 

非常用ディーゼル発電機室及び非常用ディーゼル発電

機燃料ディタンク室は，人が常駐する場所ではないことか

ら，ハロゲン化物消火剤を使用する全域ガス消火設備は設

置せず，全域自動放出方式の二酸化炭素消火設備を設置す

る設計とする。また，自動起動について，万一，室内に作

業員等がいた場合の人身安全を考慮し，煙感知器及び熱感

知器の両方の作動をもって消火する設計とする。（添付資

料６） 

ただし，燃料油等を多量に貯蔵し，人が常駐する場所

ではない区域又は区画は二酸化炭素自動消火設備（全

域）を設置する設計とする。 

第 1-20(2)図に二酸化炭素自動消火設備（全域）の概

要を示す。 

また，通路部などに設置される油内包設備など可燃物

となるものについてはハロゲン化物自動消火設備（局

所）を設置する設計とする。 

上記のことから，以下については，ハロゲン化物自動

消火設備（全域）と異なる消火設備を設置し消火を行う

設計とする。 

〇 非常用ディーゼル発電機室，非常用ディーゼル発電

機燃料デイタンク室 

   非常用ディーゼル発電機室，非常用ディーゼル発

電機燃料デイタンク室は，人が常駐する場所ではな

いことから，二酸化炭素自動消火設備（全域）を設

置する設計とする。 

また，薬剤は人的に毒性が高いため，自動起動につ

いては，万が一，当該室内に人がいた場合の人身安

全を考慮し，自動消火設備用の煙感知器と熱感知器

のそれぞれ 2 つのうち 1 つずつ（熱感知器と煙感知

器）の動作をもって消火する設計とする。 

(添付資料 6) 

ただし，以下については，上記と異なる消火設備を

設置し消火を行う設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 
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第 1-20 図：全域ガス消火設備の概要 

○ 原子炉建屋通路部及びオペレーティングフロア

原子炉建屋通路部及びオペレーティングフロアは，ほと

んどの階層で周回できる通路となっており，その床面積は

最大で約 1,000 m2（原子炉建屋地下２階周回通路）と大

きい。さらに，各階層間には開口部（機器ハッチ）が存在

するが，これらは内部溢水対策として通常よ 開口状態と

なっている。 

原子炉建屋通路部及びオペレーティングフロアは，この

ようなレイアウトであることに加え，火災発生時の煙の充

満又は放射線の影響により消火活動が困難となる可能性

が否定できないことから，煙の充満を発生させるおそれの

ある可燃物（ケーブル，電源盤・制御盤，潤滑油内包設備）

に対しては自動又は中央制御室からの手動操作による固

定式消火設備である局所ガス消火設備を設置し消火を行

う設計とし，これら以外の可燃物については量が少ないこ

とから消火器で消火を行う設計とする。 

なお，これらの局所ガス消火設備に使用するガスは，消

防法施行規則を踏まえハロゲン化物消火剤とする。設備の

概要図を第 1-21 図に示し，具体的な設備の詳細は資料６

に示す。これら局所ガス消火設備のうち，ケーブルトレイ

の消火設備については，消火対象空間の形状が特殊である

第 1-20(2)図 二酸化炭素自動消火設備（全域）の概要 

〇原子炉建屋通路部 

   原子炉建屋通路部は，ほとんどの階層が周回でき

る通路となっており，その床面積は最大で約 969m２

（原子炉建屋 3階周回通路）と大きい。さらに,各階

層間は開口部（機器ハッチ）が存在するが，これら

は水素対策により通常より開口状態となる。 

   原子炉建屋通路部は，火災発生時の煙の充満等に

より消火活動が困難となる可能性が否定できないこ

とから，通路部などに設置される油内包設備など可

燃物となるものに対しては，自動又は中央制御室か

らの手動操作により早期の起動も可能なハロゲン化

物自動消火設備（局所）を設置し消火を行う設計と

し，これ以外（計器など）の可燃物については消火

器で消火を行う設計とする。 

   なお，これらの固定式消火設備に使用するガスは，

ハロン 1301 または FK-5-1-12 とする。設備の概要図

を第 1-21 図に示し，具体的な設備の詳細は資料 6に

示す。これら固定式消火設備のうち，ケーブルトレ

イの消火設備については，実証試験により設計の妥

○ 原子炉建物オペレーティングフロア

原子炉建物オペレーティングフロアは，火災発生時の

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難とな

る可能性が否定できないことから，煙の充満を発生させ

るおそれのある可燃物（ケーブルトレイ）に対しては自

動又は手動操作による固定式消火設備である局所ガス

消火設備を設置し消火を行う設計とし，これら以外の可

燃物については量が少ないことから消火器で消火を行

う設計とする。 

なお，これらの局所ガス消火設備に使用するガスは，

消防法施行規則を踏まえハロゲン化物消火剤とする。設

備の概要図を第１-22図に示し，具体的な設備の詳細は

資料６に示す。これら局所ガス消火設備のうち，ケーブ

ルトレイの消火設備については，消火対象空間の形状が

：自動消火設備起動信号 ：ＯＲ回路

：煙感知器

：熱感知器

：ＡＮＤ回路

煙

二酸化炭素ガスボンベ

噴射ヘッド

消火設備作動

火災感知設備用

二酸化炭素
自動消火設備制御盤

自動消火設備用

手動起動信号

熱
熱 煙
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ため，実証試験により設計の妥当性を確認する。 

○ 不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成さ

れた火災防護対象機器のみを設置する火災区域又は火災

区画

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンクリ

ート又は金属により構成された配管，容器，タンク，手

動弁，コンクリート構築物については流路，バウンダリ

としての機能が火災により影響を受けることは考えにく

いため，消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消火

する設計とする。 

○ フェイルセーフ設計の火災防護対象機器のみを設置す

る火災区域又は火災区画

フェイルセーフ設計の設備については火災により動作

機能を喪失した場合であっても，安全機能が影響を受け

ることは考えにくいため，消防法又は建築基準法に基づ

く消火設備で消火する設計とする。 

当性を確認する。 特殊であるため，実証試験により設計の妥当性を確認す

る。 

○ 不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成

された火災防護対象機器のみを設置する火災区域又

は火災区画

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンク

リート又は金属により構成された配管，容器，タンク，

手動弁，コンクリート構築物については流路，バウン

ダリとしての機能が火災により影響を受けることは考

えにくいため，消防法又は建築基準法に基づく消火設

備で消火する設計とする。 

○ フェイルセーフ設計の火災防護対象機器のみを設置

する火災区域又は火災区画

フェイルセーフ設計の設備については火災により動

作機能を喪失した場合であっても，安全機能が影響を

受けることは考えにくいため，消防法又は建築基準法

に基づく消火設備で消火する設計とする。 

なお，フェイルセーフ設計の火災防護対象機器につ

いても，全域ガス消火設備にて消火する設計としてお

り，上記設計を適用していない。 

・設備の相違

【東海第二】 

消防法又は建築基準

法に基づく消火設備の

設置範囲が異なる 

・設備の相違

【東海第二】 

消防法又は建築基準

法に基づく消火設備の

設置範囲が異なる 
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第 1-21 図：局所ガス消火設備の概要 

(d) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置

する消火設備

○ 非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域及び燃料移

送系ポンプ区域

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない非常用ディーゼル発電機軽油タ

油内包設備に対する消火設備の例（ハロン1301） 

電気品消火設備の例（ケーブルトレイを例示）（FK-5-1-12） 

第1-21図 ハロゲン化物自動消火設備（局所）の概要 

(d)火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とはな

らない火災区域又は火災区画に設置する消火設備

〇屋外の火災区域(海水ポンプ室，非常用ディーゼル発電

機ルーフベントファン室，スイッチギア室チラーユニッ

ト及びバッテリー室送風機設置区域)

  火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となら

ない屋外の火災区域については，消火器または移動式消火

第１-22図 局所ガス消火設備の概要 

(d) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置

する消火設備

○海水ポンプエリア，ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク

室及びＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送ポンプエリ

ア

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない海水ポンプエリア，ディーゼル

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑰の相

違 
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ンク区域及び燃料移送系ポンプ区域については，消火器

又は移動式消火設備で消火を行う設計とする。 

○ 可燃物が少ない火災区域又は火災区画

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画のうち，中

央制御室以外で可燃物が少ない火災区域又は火災区画

については，消火器で消火を行う設計とする。 

これらの火災区域又は火災区画に対する消火器の配

備については，消防法施行規則第六，七条に基づき各フ

ロアの床面積から算出される必要量の消火器を建屋通

路部に設置することに加え，可燃物の少ない火災区域又

は火災区画の入口扉の近傍に配備する設計とする。 

○ 中央制御室

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない中央制御室には，全域ガス消火設

備及び局所ガス消火設備は設置せず，消火器で消火を行

う設計とする。 

中央制御盤内の火災については，電気機器への影響が

ない二酸化炭素消火器で消火を行う。 

中央制御室床下フリーアクセスフロアについては，中

央制御室からの手動操作により早期の起動が可能な固

定式ガス消火設備（消火剤はハロン 1301）を設置し，

消火を行う設計とする。 

○ 原子炉格納容器

原子炉格納容器内において万一，火災が発生した場

合でも，原子炉格納容器の空間体積（約 7,300m3）に対

してパージ用排風機の容量が22,000m3/hであることか

ら，煙が充満しないため，消火活動が可能である。 

よって，原子炉格納容器内の消火については，消火

器を用いて行う設計とする。また，消火栓を用いても

設備で消火を行う設計とする。 

〇可燃物が少ない火災区域又は火災区画 

  火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難とならない火災区域又は火災区画のうち，可燃物

が少ない火災区域又は火災区画については，消火器で消火

を行う設計とする。 

〇中央制御室 

火災発生時に煙が充満する前に，駐在している運転員に

より消火が可能であるため，ハロゲン化物自動消火設備

（全域），ハロゲン化物自動消火設備（局所）は設置せず，

粉末消火器で消火を行う設計とする。また，中央制御室制

御盤内の火災については，電気機器への影響がない二酸化

炭素消火器で消火を行う設計とする。 

なお，中央制御室床下コンクリートピットは，火災に関

する系統分離の観点からハロゲン化物自動消火設備（局

所）を設置する設計とする。 

〇原子炉格納容器 

原子炉格納容器内において万が一火災が発生した場合

でも，原子炉格納容器の空間体積（約 9,800m３）に対して

パージ用排風機の容量が約 16,980m３／hであることから，

煙が充満するおそれはないと考えられるため，消火活動が

可能である。 

よって，原子炉格納容器内の消火については，消火器を

用いて行う設計とする。また，消火栓を用いても対応でき

発電機燃料貯蔵タンク室及びＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼ

ル燃料移送ポンプエリアについては，消火器又は移動

式消火設備で消火を行う設計とする。 

○ 可燃物が少ない火災区域又は火災区画

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画のうち，

可燃物が少ない火災区域又は火災区画は，消火器で消

火を行う設計とする。 

これらの火災区域又は火災区画に対する消火器の配

備については，消防法施行規則第六，七条に基づき各

フロアの床面積から算出される必要量の消火器を建物

通路部に設置することに加え，可燃物の少ない火災区

域又は火災区画の入口扉の近傍に配備する設計とす

る。 

○ 中央制御室

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない中央制御室は，全域ガス消火設備

及び局所ガス消火設備は設置せず，消火器で消火を行う

設計とする。 

中央制御室の制御盤内の火災については，電気機器へ

の影響がない二酸化炭素消火器で消火を行う。 

なお，中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理

室及び計算機室は，火災に関する系統分離の観点から，

中央制御室からの手動操作により早期の起動も可能な

全域ガス自動消火設備を設置する設計とする。 

○ 原子炉格納容器

原子炉格納容器において，万一，火災が発生した場合

でも，原子炉格納容器の空間体積（約7,900m3）に対し

て，パージ用排風機の容量が25,000m3/hであることか

ら，煙が充満しないため，消火活動が可能である。 

よって，原子炉格納容器内の消火については，消火器

を用いて行う設計とする。また，消火栓を用いても対応

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑬の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の仕様が異なる 
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対応できる設計とする。 

低温停止中の原子炉格納容器内の火災に対して設置

する消火器については，消防法施行規則第六，七条に

基づき算出される必要量の消火剤を有する消火器を設

置する設計とする。設置位置については，原子炉格納

容器内の各フロアに対して火災防護対象機器並びに火

災源から 消防法施行規則に定めるところの 20m 以内

の距離に配置する。 

また， 原子炉格納容器全体漏えい率検査及び起動中

においては，原子炉格納容器内から消火器を移動し，

原子炉格納容器内の１フロア分の消火器（上部 8 台，

下部 4 台）を所員用エアロック室に配置し，残りの消

火器は所員用エアロック室近傍に配置する。 

原子炉格納容器内の火災発生時には，自衛消防隊（運

転員，消防隊）が建屋内の消火器を持って現場に向か

うことを定め，定期的に訓練を実施する。 

原子炉格納容器内での消火栓による消火活動を考慮

し，所員用エアロック室及び機器搬入ハッチ室（原子

炉建屋地下 2 階及び 2 階）に必要な数量の消火ホー

スを配備する設計とする。

定期検査中において，原子炉格納容器内での点検に

関連し，火気作業，危険物取扱作業を実施する場合は，

火災防護計画にて定める管理手順に従って消火器を配

備する。（資料８） 

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置す

る消火設備

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置する

消火設備は，当該火災区域又は火災区画が，火災発生時の

る設計とする。 

 低温停止中の原子炉格納容器内の火災に対して設置す

る消火器については，消防法施行規則第六，七条に基づき

算出される必要量の消火剤を有する消火器を設置する設

計とする。設置位置については原子炉格納容器内の各フロ

アに対して火災防護対象機器並びに火災源から消防法施

行規則に定めるところの 20m 以内の距離に配置する。 

また，原子炉格納容器漏えい率検査及び起動中において

は，原子炉格納容器から消火器を移動し，原子炉格納容器

入口近傍に消火器を設置する。 

 原子炉格納容器内の火災発生時には，初期消火要員，自

衛消防隊が建屋内の消火器を持って現場に向かうことを

定め，定期的に訓練を実施する。 

原子炉格納容器内での消火栓による消火活動を考慮し，

原子炉格納容器入口近傍に必要な数量の消火ホースを配

備する設計とする。 

 定期検査中において，原子炉格納容器内での点検に関連

し，火気作業，危険物取扱作業を実施する場合は，火災防

護計画にて定める管理手順に従って消火器を配備する(資

料 8)。 

〇原子炉建屋原子炉棟 6階（オペレーティングフロア） 

原子炉建屋原子炉棟 6階（オペレーティングフロア）は

煙の充満により消火活動が困難とならない火災区域又は

火災区画であるため，消火器で消火を行う設計とする。 

② 放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域又は火

災区画に設置する消火設備(資料9)

放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域又は火

災区画については，火災発生時の煙の充満等により消火活

動が困難となるものとして選定し，自動または中央制御室

できる設計とする。 

 低温停止中の原子炉格納容器内の火災に対して設置

する消火器については，消防法施行規則第六，七条に基

づき算出される必要量の消火剤を有する消火器を設置

する設計とする。設置位置については，原子炉格納容器

内の各フロアに対して火災防護対象機器並びに火災源

から消防法施行規則に定めるところの20m以内の距離に

配置する。 

また，原子炉格納容器全体漏えい率検査及び起動中に

おいては，原子炉格納容器内から消火器を移動し，原子

炉格納容器内の１フロア分の消火器（上部６本，下部７

本）を所員用エアロック室に配置し，残りの消火器は所

員用エアロック室近傍に配置する。 

原子炉格納容器内での火災発生時には，自衛消防隊が

建物内の消火器を持って現場に向かうことを定め，定期

的に訓練を実施する。 

原子炉格納容器内での消火栓による消火活動を考慮

し，所員用エアロック室に必要な数量の消火ホースを配

備する設計とする。  

定期検査中において，原子炉格納容器内での点検に関

連し，火気作業，危険物取扱作業を実施する場合は，火

災防護計画にて定める管理手順に従って，消火器を配備

する。（資料８） 

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置する消

火設備 

 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器を設置する火災区域又は火災区画に設置する消火

設備は，当該火災区域又は火災区画が，火災発生時の煙の充

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 設備仕様の相違によ

り必要本数が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉では格納

容器内の消火活動は所

員用エアロックから実

施するため，消火用ホ

ースを所員用エアロッ

ク室に設置する
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煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難となる

火災区域又は火災区画であるかを考慮して設計する。 

a. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる火災区域又は火災区画の選定

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画について

は，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となるものとして選定する。 

b. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画であっ

て，煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難と

ならない火災区域又は火災区画を以下に示す。 

(a) 復水貯蔵槽

復水貯蔵槽は，側面と底面が金属とコンクリートに覆

われており，槽内は水で満たされていることから，火災

の発生並びに煙の充満のおそれはない。 

(b) 使用済燃料プール

使用済燃料プールは，側面と底面が金属とコンクリー

トに覆われており，プール内は水で満たされていること

から，火災の発生並びに煙の充満のおそれはない。 

(c) 使用済樹脂槽

使用済樹脂槽は，金属とコンクリートに覆われており，

槽内は水で満たされていることから，火災の発生並びに

煙の充満のおそれはない。 

c. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

からの手動操作による固定式消火設備であるハロゲン化

物自動消火設備（全域）またはハロゲン化物自動消火設備

（局所）を設置し消火を行う設計とする。なお，この固定

式消火設備に使用するガスはハロン1301又はFK-5-1-12と

する。ただし，以下については，上記と異なる消火設備を

設置し消火を行う設計とする。 

満又は放射線の影響により消火活動が困難となる火災区域

又は火災区画であるかを考慮して設計する。 

ａ．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる火災区域又は火災区画の選定 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画について

は，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となるものとして選定する。 

ｂ．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画であっ

て，煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難と

ならない火災区域又は火災区画を以下に示す。 

(a) 燃料プール

燃料プールは，側面と底面が金属とコンクリートに覆

われており，プール内は水で満たされていることから，

火災の発生並びに煙の充満のおそれはない。 

ｃ．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉の復水貯

蔵タンク室及び及び補

助復水貯蔵タンク室

は，c.(g)で整理してい

る 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉の使用済

樹脂貯蔵タンク室は，

c.(b)で整理している 
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動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する消火

設備（資料９） 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画のうち，

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を

有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火

災区画には，自動又は中央制御室からの手動操作による

固定式消火設備である全域ガス消火設備を設置し消火

を行う設計とする。 

なお，この固定式消火設備に使用するガスは，消防法

施行規則を踏まえハロゲン 化物消火剤とする。ただし，

以下については，上記と異なる消火設備を設置し消火を

行う設計とする。 

(a) 気体廃棄物処理設備設置区画（気体廃棄物処理設

備エリア排気モニタ検出器を含む）

気体廃棄物処理系は不燃性材料である金属によ

り構成されており，フェイル・クローズ設計の隔離

弁を設ける設計とすることにより，火災による安全

機能への影響は考えにくい。また，放射線モニタ検

出器 は隣接した検出器間をそれぞれ異なる火災区

画に設置する設計とし， 火災発生時に同時に監視

機能が喪失することを防止する。加えて，消火活動

の妨げとならないよう可燃物管理を行うことによ

り区画内の火災荷重を低く管理する。よって，消防

法又は建築基準法に基づく消火設備で消火する設

計とする。 

(b) 液体廃棄物処理設備設置区画

液体廃棄物処理系は不燃性材料である金属によ

り構成されており，フェイル・クローズ設計の隔離

弁を設ける設計とすることにより，火災による安全

機能への影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨

げとならないよう可燃物管理を行うことにより区

画内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法又

・気体廃棄物処理設備設置区画

気体廃棄物処理系は，不燃性材料である金属により構

成されており，フェイル・クローズ設計の隔離弁を設け

る設計とすることにより，火災による安全機能への影響

は考えにくい。また，放射線モニタ検出器は隣接した検

出器間をそれぞれ異なる火災区画に設置する設計とし，

火災発生時に同時に監視機能が喪失することを防止す

る。加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理

を行うことにより区画内の火災荷重を低く管理する。よ

って，消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消火す

る設計とする。 

・液体廃棄物処理設備設置区画

液体廃棄物処理系は，不燃性材料である金属により構

成されており，フェイル・クローズ設計の隔離弁を設け

る設計とすることにより，火災による安全機能への影響

は考えにくい。加えて，消火活動の妨げとならないよう

可燃物管理を行うことにより区画内の火災荷重を低く

管理する。よって，消防法又は建築基準法に基づく消火

動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する消火

設備（資料９） 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画のうち，

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となる放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を

有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火

災区画には，自動又は中央制御室からの手動操作による

固定式消火設備である全域ガス消火設備を設置し消火

を行う設計とする。 

なお，この固定式消火設備に使用するガスは，消防法

施行規則を踏まえハロゲン化物消火剤とする。 

ただし，以下については，上記と異なる消火設備を設

置し消火を行う設計とする。 

(a) 気体廃棄物処理系設置区域（排気筒モニタ室を含

む） 

気体廃棄物処理系は不燃性材料である金属により

構成されており，フェイル・クローズ設計の隔離弁

を設ける設計とすることにより，火災による安全機

能への影響は考えにくい。また，放射線モニタ検出

器は隣接した検出器間をそれぞれ異なる火災区域に

設置する設計とし，火災発生時に同時に監視機能が

喪失することを防止する。加えて，消火活動の妨げ

とならないよう可燃物管理を行うことにより区域内

の火災荷重を低く管理する。よって，消防法又は建

築基準法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

(b) 液体廃棄物処理系設置区域

液体廃棄物処理系は不燃性材料である金属により

構成されており，フェイル・クローズ設計の隔離弁

を設ける設計とすることにより，火災による安全機

能への影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げ

とならないよう可燃物管理を行うことにより区域内

の火災荷重を低く管理する。よって，消防法又は建

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-②の相

違 
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は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計と

する。 

(c) 圧力抑制室プール水排水設備設置区画

圧力抑制室プール水排水系は不燃性材料である金

属により構成されており，通常時閉状態の隔離弁を

多重化して設ける設計とすることにより，火災によ

る安全機能への影響は考えにくい。加えて，消火活

動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことで区

画内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法又

は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計とす

る。 

(d) 新燃料貯蔵庫

新燃料貯蔵庫は，金属とコンクリートに覆われて

おり火災による安全機能への影響は考えにくい。加

えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を

行うことで庫内の火災荷重を低く管理する。よっ

て，消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消火

する設計とする。 

(e) 固体廃棄物貯蔵庫

固体廃棄物貯蔵庫は，コンクリートで構築された

建屋内に設置されていること，固体廃棄物は金属製

のドラム缶に収められていることから火災による

安全機能への影響は考えにくい。加えて，消火活動

の妨げとならないよう庫内の可燃物管理を行うこ

とにより火災荷重を低く管理する。よって，消防法

又は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計

とする。 

設備で消火する設計とする。 

・サプレッション・プール水排水設備設置区画

サプレッション・プール水排水系は，不燃性材料であ

る金属により構成されており，通常時閉状態の隔離弁を

多重化して設ける設計とすることにより，火災による安

全機能への影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げ

とならないよう可燃物管理を行うことにより区画内の

火災荷重を低く管理する。よって，消防法又は建築基準

法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

・新燃料貯蔵庫

新燃料貯蔵庫は，金属とコンクリートに覆われており

火災による安全機能への影響は考えにくい。加えて，消

火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことに

より庫内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法又

は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋

使用済燃料乾式貯蔵建屋は，金属とコンクリートで構

築された建屋であり，火災による安全機能への影響は考

えにくい。加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃

物管理を行うことにより建屋内の火災荷重を低く管理

する。よって，消防法又は建築基準法に基づく消火設備

で消火する設計とする。 

・固体廃棄物貯蔵庫及び給水加熱器保管庫

固体廃棄物貯蔵庫及び給水加熱器保管庫は，金属とコ

ンクリートで構築された建屋であり，固体廃棄物及び給

水加熱器は金属容器に収められていることから火災に

よる安全機能への影響は考えにくい。加えて，消火活動

の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより庫

内の火災荷重を低く管理する。よって，消防法又は建築

基準法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

築基準法に基づく消火設備で消火する設計とする。 

(c) トーラス水受入タンク室

トーラス水受入タンク室は不燃性材料である金属

により構成されており，通常時閉状態の隔離弁を多

重化して設ける設計とすることにより，火災による

安全機能への影響は考えにくい。加えて，消火活動

の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより

室内の火災荷重を低く管理する。 

よって，消防法又は建築基準法に基づく消火設備

で消火する設計とする。 

(d) 新燃料貯蔵庫

新燃料貯蔵庫は，金属とコンクリートに覆われて

おり火災による安全機能への影響は考えにくい。加

えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を

行うことにより庫内の火災荷重を低く管理する。 

よって，消防法又は建築基準法に基づく消火設備

で消火する設計とする。 

(e) 固体廃棄物貯蔵所

固体廃棄物貯蔵所は，コンクリートで構築された

建物であり，固体廃棄物は金属製のドラム缶に収め

られていることから火災による安全機能への影響は

考えにくい。加えて，消火活動の妨げとならないよ

う可燃物管理を行うことにより貯蔵所内の火災荷重

を低く管理する。 

よって，消防法又は建築基準法に基づく消火設備

で消火する設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉には，類

似する区域又は区画は

ない 
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(f) 焼却炉建屋

焼却炉建屋は，コンクリートで構築された建屋で

あり，火災による安全機能への影響は考えにくい。

加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理

を行うことで建屋内の火災荷重を低く管理する。よ

って，消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消

火する設計とする。 

(g) 使用済燃料輸送容器保管建屋

使用済燃料輸送容器保管建屋は，コンクリートで

構築された建屋であり，火災による安全機能への影

響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げとならな

いよう可燃物管理を行うことで建屋内の火災荷重を

低く管理する。よって，消防法又は建築基準法に基

づく消火設備で消火する設計とする。 

・固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋

固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋は，金属とコ

ンクリートで構築された建屋であり，火災による安全機

能への影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げとな

らないよう可燃物管理を行うことにより建屋内の火災

荷重を低く管理する。よって，消防法又は建築基準法に

基づく消火設備で消火する設計とする。 

一方，以下については，発火源となるようなものがなく

可燃物管理により不要な可燃物を持ち込まない運用とす

ることから消火設備を設置しない設計とする。よって，消

防法又は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計と

する。 

・復水貯蔵タンクエリア

復水貯蔵タンクエリアは，金属等で構成するタンクで

あり，タンク内は水で満たされ火災の影響を受けないこ

とから，消火設備は設置しない設計とする。よって，消

防法又は建築基準法に基づく消火設備で消火する設計

とする。 

・使用済燃料プール（原子炉建屋原子炉棟6階（オペレ

(f) サイトバンカ建物

サイトバンカ建物は，コンクリートで構築された

建物であり，火災による安全機能への影響は考えに

くい。加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃

物管理を行うことにより建物内の火災荷重を低く管

理する。 

よって，消防法又は建築基準法に基づく消火設備

で消火する設計とする。 

(g) 復水貯蔵タンク室及び補助復水貯蔵タンク室

復水貯蔵タンク室及び補助復水貯蔵タンク室は，

不燃性材料である金属により構成されており，フェ

イル・クローズ設計又は通常時閉状態の隔離弁を設

ける設計とすることにより，火災による安全機能へ

の影響は考えにくい。加えて，消火活動の妨げとな

らないよう可燃物管理を行うことにより室内の火災

荷重を低く管理する。 

よって，消防法又は建築基準法に基づく消火設備

で消火を行う設計とする。 
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d. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置

する消火設備

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画のうち，

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難となら

ない火災区域又は火災区画については内部に水を内包

し，火災の発生が考えにくいことから消火設備を設置し

ない設計とする。 

③ 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮

消火用水供給系の水源は，5 号，6 号及び 7 号炉共用の

ろ過水タンク（約 1,000 ㎥）を 2 基設置し，多重性を有

する設計とする。（第 1-22 図）消火用水供給系の消火ポン

プは，電動機駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動消火ポン

プをそれぞれ 1 台以上設置し，多様性を有する設計とす

る。なお，消火ポンプについては外部電源喪失時であって

も機能を喪失しないよう，ディーゼル駆動消火ポンプにつ

いては起動用の蓄電池を設置する設計とする。 

ーティングフロア）に含む） 

使用済燃料プールの側面，底面は金属とコンクリート

に覆われており，プール内は水で満たされ使用済燃料は

火災の影響を受けないことから，消火設備は設置しない

設計とする。よって，消防法又は建築基準法に基づく消

火設備で消火する設計とする。 

・使用済樹脂貯蔵タンク室

使用済樹脂貯蔵タンク室については，コンクリートに

覆われており，タンク内は水で満たされ火災の影響を受

けないことから，消火設備は設置しない設計とする。よ

って，消防法又は建築基準法に基づく消火設備で消火す

る設計とする。 

③ 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮

消火用水供給系の水源は，屋内の火災区域又は火災区

画用としては，ろ過水貯蔵タンク(約 1,500m３)，多目的タ

ンク(約 1,500m３)を設置し多重性を有する設計とする。構

内（屋外）の火災区域用としては，原水タンク(約 1,000m

３)，多目的タンク(約 1,500m３)を設置し多重性を有する

設計とする。なお，多目的タンクについては，屋内及び

構内（屋外）で共用する設計とする。 

屋内及び構内（屋外）消火用水供給系の消火ポンプは，

電動機駆動ポンプ，ディーゼル駆動ポンプを 1 台ずつ設

置し多様性を有する設計とする。なお，消火ポンプは外

部電源喪失時であっても機能を喪失しないようディーゼ

ル駆動消火ポンプについては起動用の蓄電池を配備する

設計とする。 

ｄ．火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置す

る消火設備 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，

系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画のうち，

煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難となら

ない火災区域又は火災区画については内部に水を内包

し，火災の発生が考えにくいことから消火設備を設置し

ない設計とする。 

③ 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮

消火用水供給系の水源は，各消火系統に対してそれぞれ

補助消火水槽（約200m3）を２基，44m盤消火タンク（約150m3）

を２基，45m盤消火タンク（約150m3）を２基，サイトバン

カ建物消火タンク（約45m3）を２基，50m盤消火タンク（約

150m3）を２基設置し，多重性を有する設計とする。（第１

-23図）消火用水供給系の消火ポンプは，電動機駆動消火ポ

ンプを２台設置し，多重性を有する設計とする。なお，消

火ポンプについては外部電源喪失時であっても機能を喪失

しないよう，非常用電源より供給する設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，多重

性の観点で水源及び消

火ポンプを設置する設

計としている（以下，

別添 1 資料 1-⑲の相

違） 
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第 1-22 図：消火用水供給系の概要 

④ 系統分離に応じた独立性の考慮

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分

離を行うために設けられた火災区域又は火災区画に設置

する二酸化炭素消火設備及び全域ガス消火設備は，火災

区域又は火災区画ごとに設置する設計とする。 

系統分離された火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルを設置するそれぞれの火災区域又は火災区画に対

して1 つの消火設備で消火を行う場合は，以下に示すと

おり，系統分離に応じた独立性を備えた設計とする。（第 

1-23 図）

・ 静的機器である消火配管は，24 時間以内の単一故障

の想定が不要であり，また，基準地震動で損傷しない

よう設計するため，多重化しない設計とする。

第1-22図 屋内及び構内（屋外）消火用水供給系の概要 

④ 系統分離に応じた独立性の考慮

本要求は，「原子炉の安全停止に必要な機器等の相互の

系統分離を行うために設ける火災区域又は火災区画の消

火設備」に対して，「消火ポンプ系（その電源含む。）等の

動的機器の単一故障により，同時に機能を喪失することが

ないこと」を要求していることから，該当する消火設備の

系統分離に応じた独立性の考慮について以下に示す。 

原子炉の安全停止に必要な機器等のうち，火災防護対象

機器の系統分離を行うために設けられた火災区域又は火

災区画に設置するハロゲン化物自動消火設備（全域）及び

二酸化炭素自動消火設備（全域）は，第 1-23 図に示すと

おり，消火設備の動的機器の単一故障によっても，系統分

離された機器等に対する消火設備の消火機能が同時に喪

失することがないよう設計する。 

a.静的機器である消火配管は，24時間以内の単一故障の

想定が不要であり，また，基準地震動ＳＳで損傷しない

よう設計するため，多重化しない設計とする。

第 1-23 図 消火用水供給系の概要（補助消火水槽の例） 

④ 系統分離に応じた独立性の考慮

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分離

を行うために設けられた火災区域又は火災区画に設置する

全域ガス消火設備は，系統分離された火災防護対象機器及

び火災防護対象ケーブルを設置するそれぞれの火災区域又

は火災区画に対して１つの消火設備で消火を行う場合は，

以下に示すとおり，系統分離に応じた独立性を備えた設計

とする。（第１-24図） 

・静的機器である消火配管は，24時間以内の単一故障の

想定が不要であり，また，基準地震動で損傷しないよ

う設計するため，多重化しない設計とする。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑲の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 島根 2 号炉では火災

防護対象機器等が複数

の火災区域に設置され

ている場合，消火設備
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・ 動的機器である選択弁及び容器弁について，単一故障

を想定しても，系統分離された火災区域又は火災区画

に対して消火設備が同時に機能喪失しない設計とす

る。具体的には，容器弁及びボンベを必要数より1 つ

以上多く設置する。また，容器弁の作動のための圧力

信号についても動的機器の単一故障により同時に機

能を喪失しない設計とする。さらに，選択弁を介した

一つのラインで系統分離された相互の火災防護対象

機器及び火災防護対象ケーブルを消火する場合は，当

該選択弁を多重化する。

第 1-23 図：系統分離に応じた独立性を考慮した消火設備の概

要図 

⑤ 火災に対する二次的影響の考慮

二酸化炭素消火設備及び全域ガス消火設備は，電気絶

縁性の高いガスを採用することで，火災が発生している

火災区域又は火災区画からの火災の火炎，熱による直接

的な影響のみならず，流出流体，断線及び爆発等の二次

的影響が，火災が発生していない安全機能を有する構築

物，系統及び機器に及ぼさない設計とする。また，防火

ダンパを設け煙の二次的影響が安全機能を有する構築

b. ハロゲン化物自動消火設備（全域）及び二酸化炭素自

動消火設備（全域）の動的機器である選択弁・容器弁の

単一故障を想定しても，系統分離された火災防護対象機

器等を設置する火災区域又は火災区画に設置する消火

設備の機能が同時に機能喪失しないよう設計する。具体

的には，系統分離された火災防護対象機器等を設置する

それぞれの火災区域又は火災区画に対して一つの消火

設備で消火を行う場合，容器弁及びボンベを必要数より

１以上多く設置する。また，容器弁の作動信号について

も動的機器の単一故障により同時に機能を喪失しない

設計とする。さらに，選択弁を介した一つのラインで系

統分離された相互の火災防護対象機器等を消火する場

合は，当該選択弁を多重化する。 

第1-23図 系統分離に応じた独立性を考慮した消火設備概要 

⑤火災に対する二次的影響を考慮

ハロゲン化物自動消火設備（全域）及び二酸化炭素自

動消火設備（全域）は，電気絶縁性の高いガスを採用す

ることで，火災が発生している火災区域又は火災区画か

らの火災，熱による直接的な影響の他，煙，流出流体，

断線及び爆発の二次的影響を受けず，安全機能を有する

機器等に悪影響を及ぼさぬよう，消火対象となる火災区

域又は火災区画とは別のエリアにボンベ及び制御盤を設

・動的機器である選択弁及び容器弁について，単一故障

を想定しても，系統分離された火災区域又は火災区画

に対して消火設備が同時に機能喪失しない設計とす

る。具体的には，容器弁及びボンベを必要数より１つ

以上多く設置する。また，容器弁の作動のための圧力

信号についても動的機器の単一故障により同時に機能

を喪失しない設計とする。さらに，選択弁を介した一

つのラインで系統分離された相互の火災防護対象機器

及び火災防護対象ケーブルを消火する場合は，当該選

択弁を多重化する。 

全域ガス自動消火設備 

第１-24 図 系統分離に応じた独立性を考慮した消火設備の概要

図 

⑤ 火災に対する二次的影響の考慮

全域ガス消火設備は，電気絶縁性の高いガスを採用する

ことで，火災が発生している火災区域又は火災区画からの

火災の火炎，熱による直接的な影響のみならず，流出流体，

断線及び爆発等の二次的影響が，火災が発生していない安

全機能を有する構築物，系統及び機器に及ぼさない設計と

する。また，防火ダンパを設け煙の二次的影響が安全機能

を有する構築物，系統及び機器に悪影響を及ぼさない設計

が同時に機能を喪失す

ることがないよう独立

性を備えた設計として

いる 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

選 択
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物，系統及び機器に悪影響を及ぼさない設計とする。 

これら消火設備のボンベ及び制御盤は，消火対象とな

る機器が設置されている火災区域又は火災区画とは別の

火災区域又は火災区画に設置し，火災による熱の影響を

受けても破損及び爆発が発生しないよう，ボンベに接続

する安全弁によりボンベの過圧を防止する設計とする。 

局所ガス消火設備は，電気絶縁性の高いガスを採用す

るとともに，ケーブルトレイ消火設備及び電源盤・制御

盤消火設備については，ケーブルトレイ内又は盤内に消

火剤をとどめることで，ポンプ用の局所ガス消火設備に

ついては，消火対象とは十分離れた位置にボンベ及び制

御盤等を設置することで，火災の火炎，熱による直接的

な影響のみならず，煙，流出流体，断線及び爆発等の二

次的影響が，火災が発生していない安全機能を有する構

築物，系統及び機器に及ばない設計とする。また，中央

制御室フリーアクセスフロアに設置する固定式ガス消火

設備についても電気絶縁性が高く，人体への影響が小さ

いハロン 1301 を採用するとともに，消火対象となる機

器が設置されている火災区域又は火災区画とは別の火災

区域又は火災区画 に設置し，火災による熱の影響を受け

ても破損及び爆発が発生しないよう，ボンベに接続する

安全弁によりボンベの過圧を防止する設計とする。 

置する設計とする（第 1-24，1-25，1-26 図）。また，防

火ダンパを設け煙の二次的影響が安全機能を有する構築

物，系統及び機器に悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，これらの消火設備のボンベは，火災による熱の

影響を受けても破損及び爆発が発生しないよう，ボンベ

に接続する安全弁によりボンベの過圧を防止する設計と

する。 

ハロゲン化物自動消火設備（局所）は，電気絶縁性の

高いガスを採用するとともに，ケーブルトレイ消火設備

及び電源盤・制御盤消火設備については，ケーブルトレ

イ内又は盤内に消火剤を留めることとする。消火対象と

十分に離れた位置にボンベ及び制御盤等を設置すること

で，火災の火炎，熱による直接的な影響のみならず，煙，

流出流体，断線及び爆発等の二次的影響が，火災が発生

していない安全機能を有する機器等におよばない設計と

する。また，中央制御室床下コンクリートピットに設置

するハロゲン化物自動消火設備（局所）についても電気

絶縁性が高く，人体への影響が小さいハロン1301 を採用

するとともに，消火対象となる機器が設置されている火

災区域又は火災区画とは別の区画に設置し，火災による

熱の影響を受けても破損及び爆発が発生しないよう，ボ

ンベに接続する安全弁によりボンベの過圧を防止する設

計とする。 

とする。 

これら消火設備のボンベ及び制御盤は，消火ガス放出エ

リアとは別のエリアに設置し，火災による熱の影響を受け

ても破損及び爆発が発生しないよう，ボンベに接続する安

全弁によりボンベの過圧を防止する設計とする。 

局所ガス消火設備（消火剤はFK-5-1-12）は，電気絶縁

性の高いガスを採用するとともに，ケーブルトレイ消火設

備については，ケーブルトレイ内に消火剤を留めることと

する。消火対象と十分に離れた位置にボンベ及び制御盤等

を設置することで，火災の火炎，熱による直接的な影響の

みならず，煙，断線及び爆発等の二次的影響が，火災が発

生していない安全機能を有する構築物，系統及び機器に及

ばない設計とする。 

また，中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室

及び計算機室に設置する全域ガス消火設備についても，電

気絶縁性の高く，人体への影響が小さいハロン1301を採用

するとともに，ケーブルトレイ消火設備について，ケーブ

ルトレイ内に消火剤をとどめることで，火災の火炎，熱に

よる直接的な影響のみならず，煙，流出流体，断線及び爆

発等の二次的影響が，火災が発生していない安全機能を有

する構築物，系統及び機器に及ばない設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 
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第1-24図 火災に対する二次的影響を考慮した 

ハロゲン化物自動消火設備（全域）の例

第1-25図 火災に対する二次的影響を考慮した 

二酸化炭素自動消火設備（全域）の消火対象物の例 
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⑥ 想定火災の性質に応じた消火剤の容量

油火災（発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備や燃料タンクからの火災）が想定され

る非常用ディーゼル発電機室及び非常用ディーゼル発電

機燃料ディタンク室には，消火性能の高い二酸化炭素消

火設備を設置しており，消防法施行規則第十九条に基づ

き算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。（第 

1-8 表）

その他の火災防護対象機器がある火災区域又は火災区

画に設置する全域ガス消火設備並びに局所ガス消火設備

については，消防法施行規則第二十条並びに試験結果に

基づき，単位体積あたりに必要な消火剤を配備する設計

とする。 

第1-26図 火災に対する二次的影響を考慮した 

二酸化炭素自動消火設備（全域）の消火対象物の例 

⑥想定される火災の性質に応じた消火剤の容量

油火災（油内包設備や燃料タンクからの火災）が想定さ

れる非常用ディーゼル発電機室，及び非常用ディーゼル発

電機燃料デイタンク室には，消火性能の高い二酸化炭素自

動消火設備（全域）を設置しており，消防法施行規則第十

九条に基づき算出される必要量の消火剤を配備する設計と

する。 

その他の火災防護対象機器がある火災区域又は火災区画

に設置するハロゲン化物自動消火設備（全域）については，

消防法施行規則第二十条に基づき，単位体積あたりに必要な

消火剤を配備する(第 1-8 表)。 

また，ハロゲン化物自動消火設備（局所）については消防

法施行規則第二十条並びに試験結果に基づき，単位体積あた

りに必要な消火剤を配備する設計とする。 

⑥ 想定火災の性質に応じた消火剤の容量

火災防護対象機器がある火災区域又は火災区画に設置す

る全域ガス消火設備並びに局所ガス消火設備については，

消防法施行規則第二十条並びに試験結果に基づき，単位体

積あたり必要な消火剤を配備する設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相
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特に，複数の場所に対して消火する設備の消火剤の容

量は，複数の消火対象場所のうち必要な消火剤が最大と

なる場所の必要量以上となるよう設計する。 

火災区域又は火災区画に設置する消火器については，

消防法施行規則第六～八条に基づき延床面積又は床面積

から算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。 

消火剤に水を使用する水消火設備の容量は，「 ⑧消火

用水の最大放水量の確保」に示す。 

第 1-8 表：非常用ディーゼル発電機室等の消火剤 

（7 号炉非常用ディーゼル発電機室(A)，非常用ディーゼル発電

機 燃料ディタンク室(A)の例） 

⑦ 移動式消火設備の配備

移動式消火設備は，「実用発電用原子炉の設置，運転等

に関する規則」第八十三条第五号に基づき，恒設の消火

設備の代替として消火ホース等の資機材を備え付けてい

る化学消防自動車（2 台，泡消火薬剤 500L／台），泡消

火薬剤備蓄車（1 台，泡消火薬剤 1,000 L／台），水槽付

消防自動車（1台，水槽 2,000 L／台）及び消防ポンプ自

動車（1 台），1,000 L の泡消火薬剤を配備する設計とす

る。（第 1-24 図） 

自衛消防隊は，自衛消防隊詰め所に 24 時間待機して

いることから，速やかな消火活動が可能である。 

自衛消防隊詰め所近傍には，化学消防自動車（1台），

水槽付消防自動車 又は消防ポンプ自動車（1 台），泡消

火薬剤備蓄車（1台）,泡消火薬剤（1,500 L）を配備し，

荒浜側高台の保管場所には，化学消防自動車（1 台）,消

防ポンプ自動車又は水槽付消防自動車（1 台）,泡消火薬

剤（1,500 L）を配備し位置的に分散配備する。これによ

火災区域又は火災区画に設置する消火器については，消防

法施行規則第六条～八条に基づき延床面積又は床面積から

算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。 

消火剤に水を使用する消火用水の容量は，「⑧消火用水の

最大放水量の確保」に示す。 

第 1-8 表 消火剤の容量(残留熱除去系ポンプ(A)室の例) 

⑦移動式消火設備の配備

移動式消火設備は，「実用発電用原子炉の設置，運転等に

関する規則」第八十三条第五号に基づき，恒設の消火設備の

代替として消火ホースなど資機材を備え付けている移動式

消火設備 1台（予備 1台）を監視所近傍に配備する設計とす

る(第 1-27，1-28 図)。 

また，監視所には自衛消防隊が 24時間待機していること

から，速やかな消火活動が可能である。 

特に，複数の場所に対して消火する設備の消火剤の容量

は，複数の消火対象場所のうち必要な消火剤が最大となる

場所の必要量以上となるよう設計する。 

火災区域又は火災区画に設置する消火器については，消

防法施行規則第六～八条に基づき延床面積又は床面積から

算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。 

消火剤に水を使用する水消火設備の容量は，「⑧消火用

水の最大放水量の確保」に示す。 

⑦ 移動式消火設備の配備

移動式消火設備は，「実用発電用原子炉の設置、運転等

に関する規則」第八十三条第三号に基づき，恒設の消火設

備の代替として消火ホース等の資機材を備え付けている化

学消防自動車（１台，泡消火薬剤500L／台，水槽1,300L／

台），小型動力ポンプ付水槽車（１台，水槽5,000 L／台），

1,000 Lの泡消火薬剤を配備する設計とする。（第１-25図） 

自衛消防隊は，自衛消防隊詰め所（免震重要棟）に24時

間待機していることから，速やかな消火活動が可能である。 

自衛消防隊詰め所（免震重要棟）近傍の第１保管エリア

には，化学消防自動車（１台），小型動力ポンプ付水槽車

（１台），泡消火薬剤（1,000 L）を配備する。第１保管エ

リアは地盤支持力が安定しているエリアであることに加

え，化学消防自動車等は基準地震動に対して転倒しない設

計とすることから，地震時においても速やかな消火活動が

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様及び配備

数が異なる 

・設備，運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉では，出

動困難とならないよ

う，移動式消火設備を

地盤支持力が安定して
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り，万一，自衛消防隊詰め所近傍に配備した消防自動車

が出動不可能な場合でも，自衛消防隊員が自衛消防隊詰

め所から荒浜側高台保管場所に 45 分以内に到着するこ

とで，当該場所に保管している消防自動車を用いた速や

かな消火活動が 可能である 。（ 第 1-25 図） 

第 1-24 図：移動式消火設備の例 第1-27図 化学消防自動車及び水槽付消防ポンプ車 

可能である。（第１-26図） 

第１-25図 移動式消火設備の例 

いる第１保管エリアの

屋外に保管しており，

予備（小型動力ポンプ

付水槽車）を配備する

とともに 1000L 以上の

泡消火薬剤を配備 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

移動式消火設備の仕

様及び数量が異なる 
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第 1-25 図：移動式消火設備の配置の概要 第1-28図 移動式消火設備の配置概要 第１-26図 移動式消火設備の配置の概要 
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⑧ 消火用水の最大放水量の確保

消火用水供給系の水源の供給先は屋内及び屋外の各消火

栓である。 

屋内及び屋外の消火栓については，消防法施行令第十一

条（屋内消火栓設備に関する基準）及び消防法施行令第十

九条（屋外消火栓設備に関する基準）を満足するよう，2 時

間の最大放水量（120 ㎥）を確保する設計とする。 

また，消火用水供給系の水源は 5 ～7 号炉で共用である

が，万一，5号炉，6号炉，7号炉それぞれ単一の火災が同時

に発生し消火栓による放水を実施した場合に必要となる 

360 m3 に対して，十分な水量である 2,000 m3 を確保する

設計とする。 

・消防法施行令第十一条の要求

屋内消火栓必要水量＝2（個の消火栓）×130L/min×2 時間

＝31.2m3 

・消防法施行令第十九条の要求

屋外消火栓必要水量＝2（個の消火栓）×350L/min×2 時間

＝84.0m3 

したがって，2 時間の放水に必要な水量は，屋内及び屋外消火

栓の必要水量の総和となり，31.2m3＋84.0m3＝115.2m3≒120m3 

⑧消火用水の最大放水量の確保

消火用水供給系の水源の供給先は，屋内，屋外の各消火栓

である。 

屋内，屋外の消火栓については，消防法施行令第十一条（屋

内消火栓設備に関する基準），屋外消火栓は消防法施行令第

十九条(屋外消火栓設備に関する基準)を満足するよう， 2

時間の最大放水量（120m３）確保する設計とする。また，消

火用水供給系の水源は東海発電所と東海第二発電所で一部

共用であるが，万一，東海発電所，東海第二発電所において

それぞれ単一の火災が同時に発生し，消火栓による放水を実

施した場合に必要となる240m３に対して十分な水量を確保す

る設計とする。 

a. 消防法施行令第十一条要求

 屋内消火栓必要水量 = 2 箇所(消火栓)×130ℓ/min×2 時間 

= 31.2m3 

b. 消防法施行令第十九条

  屋外消火栓必要水量 = 2 箇所(消火栓)×350ℓ/min×2 時間 

 = 84.0m3 

  屋内消火栓並びに屋外消火栓について，2時間の放水に必要

な水量の総和は以下のとおりである。 

 屋内消火栓 31.2m３ + 屋外消火栓 84.0 m３ 

＝ 115.2m３ ≒ 120m３

なお，屋内消火栓並びに屋外消火栓は東海発電所と一部共用

しているため，万一，東海発電所，東海第二発電所においてそ

れぞれ単一の火災が同時に発生し，消火栓による放水を実施し

た場合に必要となる量は以下の通りである。 

東海発電所：屋内消火栓 31.2m３ + 屋外消火栓 84.0m３ = 

115.2m３

東海第二発電所：屋内消火栓 31.2m３ + 屋外消火栓 84.0m３ 

= 115.2m３ 

東海発電所 115.2m３ + 東海第二発電所 115.2m３ = 230.4m３ 

≒ 240m３ 

⑧ 消火用水の最大放水量の確保

消火用水供給系の水源の供給先は屋内及び屋外の各消火

栓である。 

屋内及び屋外の消火栓については，消防法施行令第十一

条（屋内消火栓設備に関する基準）及び消防法施行令第十

九条（屋外消火栓設備に関する基準）を満足するよう，２

時間の最大放水量（120m3）を確保する設計とする。 

・消防法施行令第十一条の要求

屋内消火栓必要水量＝2（個の消火栓）×130L/min×2 時間

＝31.2m3

・消防法施行令第十九条の要求

屋外消火栓必要水量＝2（個の消火栓）×350L/min×2 時間

＝84.0m3 

したがって，２時間の放水に必要な水量は，屋内及び屋外消火

栓必要水量の総和となり，31.2m3＋84.0m3＝115.2m3≒120m3

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備の配置等を踏ま

えた必要水量を確保す

る設計としている 

・設備の相違

【東海第二】 

必要水量が異なる 
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⑨ 水消火設備の優先供給

消火用水供給系は，復水補給水系へ送水するラインと

接続されているが，復水補給水系隔離弁を設置し通常全

閉とすることで消火用水供給系の供給を優先する設計と

する。また，水道水系等と共用する場合には，隔離弁を

設置し通常時全閉とすることで消火用水供給系の供給を

優先する設計とする。なお，水道水系とは共用しない設

計とする。（第 1-26 図） 

第 1-26 図：消火用水供給系の優先供給の概略図 

⑩ 消火設備の故障警報

消火ポンプ，全域ガス消火設備等の消火設備は，下表に示

すとおり電源断等の故障警報を中央制御室に吹鳴する設計

とする。（第 1-9 表） 

なお，消火設備の故障警報が発報した場合には，中央制御

室及び必要な現場の制御盤警報を確認し，消火設備が故障し

ている場合には早期に補修を行う。 

⑨ 水消火設備の優先供給

消火用水供給系は，飲料水系や所内用水系等と共用する場

合には，隔離弁を設置して遮断する措置により，消火用水供

給系の優先供給が可能な設計とする。

なお，水道水系とは共用しない設計とする（第 1-29 図)。 

第1-29図 消火用水供給系の優先供給の概略図 

⑩ 消火設備の故障警報

電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ，ハロ

ゲン化物自動消火設備（全域）等の消火設備は，第 1-9 表に

示すとおり故障警報を中央制御室に発する設計とする。 

消火設備の故障警報が発報した場合には，中央制御室及び

必要な現場の制御盤警報を確認し，消火設備が故障している

場合には早期に補修を行う。 

⑨ 水消火設備の優先供給

消火用水供給系は，復水輸送系，補助ボイラ，海水電解

装置等へ送水するラインと接続されているが，隔離弁を設

置し通常全閉とすることで消火用水供給系の供給を優先す

る設計とする。また，水道水系等と共用する場合には，隔

離弁を設置し通常時全閉とすることで消火用水供給系の供

給を優先する設計とする。なお，水道水系とは共用しない

設計とする。（第１-27図）

第１-27 図 消火用水供給系の優先供給の概要図 

⑩ 消火設備の故障警報

消火ポンプ，全域ガス消火設備等の消火設備は，下表に

示すとおり電源断等の故障警報を中央制御室に吹鳴する設

計とする。（第１-８表） 

なお，消火設備の故障警報が発報した場合には，中央制

御室及び必要な現場の制御盤警報を確認し，消火設備が故

障している場合には早期に補修を行う。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成が異なる 

・設備の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-⑲の相

違 
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第 1-9 表：消火設備の主な警報 

⑪ 消火設備の電源確保

消火用水供給系のうち，電動機駆動消火ポンプは常用電

源から受電する設計とするが，ディーゼル駆動消火ポンプ

は，外部電源喪失時でもディーゼル機関を起動できるよう

に蓄電池により電源を確保する設計とし，外部電源喪失時

においてもディーゼル機関から消火ポンプへ動力を供給

することによって消火用水供給系の機能を確保すること

ができる設計とする。（第 1-27 図） 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画の二酸化炭素消火設備，全域ガス消火設

備及び局所ガス消火設備は，外部電源喪失時にも消火が可

能となるよう，非常用電源から受電するとともに，設備の

動作に必要な電源を供給する蓄電池も設ける設計とする。 

なお，ケーブルトレイ用の局所ガス消火設備は，動作に

電源が不要な設計とする。 

第1-9表 消火設備の主な故障警報 

⑪ 消火設備の電源確保

消火用水供給系のうち，電動機駆動消火ポンプは常用電

源から受電する設計とするが，ディーゼル駆動消火ポンプ

は，外部電源喪失時でもディーゼル機関を起動できるよう

に，専用の蓄電池により電源を確保する設計とする（第 1-30

図）。 

安全機能を有する機器等を設置する火災区域又は火災区

画の二酸化炭素自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消

火設備（全域），ハロゲン化物自動消火設備（局所）(ケー

ブルトレイ用の消火設備は除く)は，外部電源喪失時におい

ても消火が可能となるよう，非常用電源から受電するとと

もに，設備の作動に必要な電源を供給する蓄電池を設ける

設計とする（第 1-31 図）。 

ケーブルトレイ用のハロゲン化物自動消火設備（局所）

は，作動に電源が不要な設計とする。 

第１-８表 消火設備の主な警報 

⑪ 消火設備の電源確保

消火用水供給系のうち，電動機駆動消火ポンプは，外部

電源喪失時でも起動できるように非常用電源から電源を確

保する設計とし，外部電源喪失時においても消火用水供給

系の機能を確保することができる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画の全域ガス消火設備は，外部電源喪失時

にも消火が可能となるよう，非常用電源から受電するとと

もに，設備の作動に必要な電源を供給する蓄電池も設ける

設計とする。(第１-28図) 

なお，ケーブルトレイ用の局所ガス消火設備は，動作に

電源が不要な設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の仕様が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

消火用水供給系の電

源構成が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 
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第 1-27 図：消火設備の電源確保の概要 

第 1-30 図 ディーゼル駆動消火ポンプ結線図 

第1-31図 二酸化炭素自動消火設備（全域）制御盤内蓄電池 第１-28図 消火設備の電源確保の概要 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の仕様が異なる 

蓄電池 
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⑫ 消火栓の配置

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画に設置する消火栓は，消防法施行令第十

一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び第十九条（屋外

消火栓設備に関する基準）に準拠し，屋内は消火栓から半

径25mの範囲を考慮して配置し，屋外は消火栓から半径40m

の範囲における消火活動を考慮して配置することによっ

て，全ての火災区域又は火災区画の消火活動に対処できる

ように配置する設計とする。 

（資料６ 添付資料９） 

⑬ 固定式消火設備等の職員退避警報

固定式消火設備である全域ガス消火設備及び二酸化炭

素消火設備は，動作前に職員等の退出ができるように警報

又は音声警報を吹鳴し、20 秒以上の時間遅れをもってガ

ス又は二酸化炭素を放出する設計とする。（第 1-28 図）

また，二酸化炭素消火設備については，人体への影響を考

慮し，入退室の管理を行う設計とする。 

非常用ディーゼル発電機の二酸化炭素消火設備の動作

について，添付資料６に示す。 

局所ガス消火設備のうち発火性又は引火性物質である

潤滑油を内包する設備に設置するものについては，消火剤

に毒性がないが，消火時に生成 されるフッ化水素ガスが

周囲に拡散することを踏まえ，設備動作前に退避 警報を

発する設計とする。また，局所ガス消火設備のうちケーブ

ルトレイ，電源盤又は制御盤に設置するものについては，

消火剤に毒性がなく，消火時に生成されるフッ化水素ガス

は延焼防止シートを設置したケーブルトレイ内又は金属

製筐体で構成される盤内に留まり，外部に有意な影響を及

ぼさないため，設備動作前に退避警報を発しない設計とす

る。 

⑫ 消火栓の配置

安全機能を有する機器等を設置する火災区域又は火災区

画に設置する消火栓は，消防法施行令第十一条（屋内消火栓

設備に関する基準）及び第十九条(屋外消火栓設備に関する

基準)に準拠し，屋内は消火栓から半径 25m の範囲，屋外は

消火栓から半径 40m の範囲における消火活動に考慮して配

置することによって，全ての火災区域の消火活動に対処でき

るように配置する設計とする(資料 6添付資料 9)。 

⑬ 固定式ガス消火設備等の職員退避警報

固定式ガス消火設備として設置するハロゲン化物自動消

火設備（全域）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，作

動前に職員等の退出ができるように警報又は音声警報を吹

鳴し,25 秒以上の時間遅れをもってハロンガス又は二酸化

炭素を放出する設計とする（第 1-32 図）。 

非常用ディーゼル発電機の二酸化炭素自動消火設備（全

域）の作動について，添付資料 6に示す。 

ハロゲン化物自動消火設備（局所）のうち油内包設備の消

火のために設置するものについては，消火剤に毒性がない

が，消火時に生成されるフッ化水素が周囲に拡散することを

踏まえ，設備作動前に退避警報を発する設計とする。また，

局所ガス消火設備のうちケーブルトレイに設置するものに

ついては，消火剤に毒性がなく，消火時に生成されるフッ化

水素は防火シートを設置したケーブルトレイ内に留まり，外

部に有意な影響を及ぼさないため，消火設備作動前に退避警

報を発しない設計とする。 

⑫ 消火栓の配置

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域又は火災区画に設置する消火栓は，消防法施行令第十

一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び第十九条（屋外

消火栓設備に関する基準）に準拠し，屋内は消火栓から半

径25mの範囲を考慮して配置し，屋外は消火栓から半径40m

の範囲における消火活動を考慮して配置することによっ

て，全ての火災区域又は火災区画の消火活動に対処できる

ように配置する設計とする。 

（資料６ 添付資料８） 

⑬ 固定式消火設備等の職員退避警報

固定式消火設備である全域ガス消火設備は，動作前に職

員等の退出ができるように警報又は音声警報を吹鳴し，20

秒以上の時間遅れをもってガスを放出する設計とする。（第

１-29図）

局所ガス消火設備のうちケーブルトレイに設置するもの

については，消火剤に毒性がなく，消火時に生成されるフ

ッ化水素ガスは延焼防止シートを設置したケーブルトレイ

内に留まり，外部に有意な影響を及ぼさないため，設備動

作前に退避警報を発しない設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

【東海第二】 

 島根 2 号炉では消防

法に基づき遅延時間を

設定している 
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第 1-28 図：全域ガス消火設備，二酸化炭素消火設備の職員退避

警報装置の例 

⑭ 管理区域内からの放出消火剤の流出防止

管理区域内で放出した消火水は，放射性物質を含むおそ

れがあることから，汚染された液体が管理されない状態で

管理区域外への流出を防止するため，管理区域と非管理区

域の境界に堰等を設置するとともに，各フロアの建屋内排

水系によって液体廃棄物処理系に回収し，処理する設計と

する。万一，流出した場合であっても建屋内排水系から系

外に放出する前にサンプリングを実施し，検出が可能な設

計とする。 

第1-32図 二酸化炭素自動消火設備（全域）の退避警報装置の例 

⑭ 管理区域内からの放出消火剤の流出防止

管理区域内で放出した消火用水は，放射性物質を含むおそれ

があることから，管理区域外への流出を防止するため，管理区

域と非管理区域の境界に堰等を設置するとともに，各フロアの

建屋内排水系により液体廃棄物処理設備に回収し，処理する設

計とする（第1-33図）。万一，流出した場合であっても建屋内

排水系から系外に放出する前にサンプリングを実施し,検出が

可能な設計とする。 

第１-29図 全域ガス消火設備の職員退避警報装置の例 

⑭ 管理区域内からの放出消火剤の流出防止

管理区域内で放出した消火水は，放射性物質を含むおそ

れがあることから，汚染された液体が管理されない状態で

管理区域外への流出を防止するため，管理区域と非管理区

域の境界に堰等を設置するとともに，各フロアの建物内排

水系によって液体廃棄物処理系に回収し，処理する設計と

する。万一，流出した場合であっても建物内排水系から系

外に放出する前にサンプリングを実施し，検出が可能な設

計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 

  視覚警報装置 音響警報装置 
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⑮ 消火用非常照明

建屋内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場

所への経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現

場への移動等の時間（最大約 1 時間程度（中央制御室での

感知後，建屋内の火災発生場所に到達する時間約10分，消

火活動準備約 30～40 分（訓練実績）））に加え消防法の消

火継続時間20分も考慮して12時間以上の容量の蓄電池を内

蔵する照明器具を設置する設計とする。（第 1-29 図） 

消火用非常照明器具の配置を添付資料７に示す。 

第1-33図 原子炉棟大物搬入口における堰の設置 

⑮ 消火用の照明器具

屋内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場所ま

での経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現場へ

の移動等の時間(最大約 1時間程度（中央制御室での受信機

盤確認後，建屋内の火災発生場所に到達する時間約 10 分，

消火活動準備約 30分～40 分）に加え，消防法の消火継続時

間 20分を考慮して，12 時間以上の容量の蓄電池を内蔵する

照明器具を設置する設計とする(第 1-34 図)。 

消火用の照明器具の配置を添付資料 7に示す。 

⑮ 消火用非常照明

建物内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場

所への経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現

場への移動等の時間（最大約１時間程度（中央制御室での

感知後，建物内の火災発生場所に到達する時間約10分，消

火活動準備約30～40分（訓練実績）））に加え消火継続時

間20分を考慮して，８時間以上の容量の蓄電池を内蔵する

照明器具を設置する設計とする。（第１-30図） 

消火用非常照明器具の配置を添付資料６に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉では，作

業に要する時間を踏ま

え，十分な容量の蓄電

池を内蔵する消火用非

常用照明を設置してい

る 
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第 1-29 図：消火用非常照明の設置例 

以上より，消火設備は火災防護に係る審査基準に則った設

計とすることから，火災防護に係る審査基準に適合している

ものと考える。 

第1-34図 蓄電池を内蔵する照明器具の例 

 以上より，消火設備は火災防護に係る審査基準に則った設計と

することから，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考

える。 

第 1-30 図 消火用非常照明の設置例 

以上より，消火設備は火災防護に係る審査基準に則った設

計とすることから，火災防護に係る審査基準に適合している

ものと考える。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の仕様が異なる 
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2.1.2.2. 地震等の自然現象への対策 

［要求事項］ 

2.2.2 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に示すように、

地震等の自然現象によっても、火災感知及び消火の機能、

性能が維持される設計であること。 

(1) 凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止対策を講じ

た設計であること。 

(2) 風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害されない設

計であること。 

(3) 消火配管は、地震時における地盤変位対策を考慮した設

計であること 

（参考） 

火災防護対象機器等が設置される火災区画には、耐震 

B・C クラスの機器が設置されている場合が考えられる。こ

れらの機器が基準地震動により損傷し S クラス機器であ

る原子炉の火災防護対象機器の機能を失わせることがない

ことが要求されるところであるが、その際、耐震 B・C ク

ラス機器に基準地震動による損傷に伴う火災が発生した場

合においても、火災防護対象機器等の機能が維持されるこ

とについて確認されていなければならない。 

(2) 消火設備を構成するポンプ等の機器が水没等で機能し

なくなることのないよう、設計に当たっては配置が考慮

されていること。 

柏崎刈羽原子力発電所の安全を確保する上で設計上考慮す

べき自然現象としては，網羅的に抽出するために，発電所敷

地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基

準や文献等に基づき事象を収集した。これらの事象のうち，

発電所及びその周辺での発生可能性，安全施設への影響度，

事象進展速度や事象進展に対する時間的余裕の観点から，原

子炉設備に影響を与えるおそれがある事象として，地震，津

波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地

滑り，火山の影響及び生物学的事象を抽出した。 

これらの自然現象に対して火災感知設備及び消火設備の機

2.1.2.2 自然現象の考慮 

[要求事項] 

2.2.2 火災感知設備及び消火設備は，以下の各号に示すように，

地震等の自然現象によっても，火災感知及び消火の機能，

性能が維持される設計であること。 

(1) 凍結するおそれがある消火設備は，凍結防止対策を講じた

設計であること。

(2) 風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害されない設

計であること。 

(3) 消火配管は，地震時における地盤変位対策を考慮した設計

であること。 

（参考） 

火災防護対象機器等が設置される火災区画には，耐震B・C 

クラスの機器が設置されている場合が考えられる。これらの

機器が基準地震動により損傷しS クラス機器である原子炉の

火災防護対象機器の機能を失わせることがないことが要求さ

れるところであるが，その際，耐震B・C クラス機器に基準地

震動による損傷に伴う火災が発生した場合においても，火災

防護対象機器等の機能が維持されることについて確認されて

いなければならない。 

(2) 消火設備を構成するポンプ等の機器が水没等で機能しな

くなることのないよう，設計に当たっては配置が考慮され

ていること。

東海第二発電所の安全を確保する上で設計上考慮すべき自

然現象を網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺で

の発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき

事象を収集した。これらの事象のうち，発電所及びその周辺で

の発生可能性，安全施設への影響度，事象進展速度や事象進展

に対する時間的余裕の観点から，原子炉設備に影響を与えるお

それがある自然現象として，地震，津波，洪水，風(台風)，竜

巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森

林火災及び高潮を抽出した。 

これらの自然現象のうち，落雷については，「2.2.1.3(1)落

2.1.2.2.  地震等の自然現象への対策 

[要求事項] 

2.2.2 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に示すように、

地震等の自然現象によっても、火災感知及び消火の機能、

性能が維持される設計であること。 

(1) 凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止対策を講じ

た設計であること。

(2) 風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害されない設

計であること。

(3) 消火配管は、地震時における地盤変位対策を考慮した設

計であること。

（参考） 

火災防護対象機器等が設置される火災区画には、耐震

Ｂ・Ｃクラスの機器が設置されている場合が考えられる。

これらの機器が基準地震動により損傷しＳクラス機器であ

る原子炉の火災防護対象機器の機能を失わせることがない

ことが要求されるところであるが、その際、耐震Ｂ・Ｃク

ラス機器に基準地震動による損傷に伴う火災が発生した場

合においても、火災防護対象機器等の機能が維持されるこ

とについて確認されていなければならない。 

(2) 消火設備を構成するポンプ等の機器が水没等で機能

しなくなることのないよう、設計に当たっては配置が考

慮されていること。 

島根原子力発電所の安全を確保するうえで設計上考慮すべき

自然現象としては，網羅的に抽出するために，発電所敷地及び

その周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献

等に基づき事象を収集した。これらの事象のうち，発電所及び

その周辺での発生可能性，安全施設への影響度，事象進展速度

や事象進展に対する時間的余裕の観点から，発電用原子炉施設

に影響を与える恐れがある事象として，地震，津波，洪水，風(台

風)，竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び

生物学的事象を抽出した。 

これらの自然現象に対して火災感知設備及び消火設備の機能

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑫の相

違 
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能を維持する設計とし，落雷については，「2.1.1.3(1) 落雷

による火災の発生防止」に示す対策により，機能を維持する

設計とする。 

低温（凍結）については，「(1)凍結防止対策」に示す対策

により機能を維持する設計とする。風（台風）に対しては，「(2)

風水害対策」に示す対策により機能を維持する設計とする。

地震については，「（3）地震対策」に示す対策により機能を維

持する設計とする。 

上記以外の津波，竜巻，降水，積雪，地滑り，火山の影響

及び生物学的事象については，「(4)想定すべきその他の自然

現象に対する対策について」に示す対策により機能を維持す

る設計とする。 

また，森林火災についても，「(4) 想定すべきその他の自然

現象に対する対策について」に示す対策により機能を維持す

る設計とする。 

(1) 凍結防止対策

屋外に設置する火災感知設備及び消火設備は，柏崎刈羽

原子力発電所において考慮している最低気温－15.2℃まで

気温が低下しても使用可能な火災感知設備及び消火設備を

設置する設計とする。 

屋外消火設備の配管は，保温材等により配管内部の水が

凍結しない設計とする。また，屋外消火栓本体はすべて，

凍結を防止するため，通常はブロー弁を常時開として消火

栓本体内に水が排水され，消火栓を使用する場合には屋外

消火栓バルブを回転させブロー弁を閉にして放水可能とす

る双口地上式（不凍式消火栓型※1）を採用する設計とする。

（第 1-30～33 図） 

以上より，火災感知設備及び消火設備は，凍結防止対策を

実施する設計とすることから，火災防護に係る審査基準に適

合するものと考える。 

※1 管内の水を抜いたり加熱保温したりする作業を必要とせ

ず，常に給水を止めることなく，管や機器内に滞留する

凍結前の水を自動的に管外に排水させ，凍結による閉塞

雷による火災の発生防止」に示す対策により，機能を維持する

設計とする。 

凍結については，以下「(1)凍結防止対策」に示す対策によ

り機能を維持する設計とする。竜巻，風(台風)に対しては，「(2)

風水害対策」に示す対策により機能を維持する設計とする。地

震については，「(3)地震対策」に示す対策により機能を維持す

る設計とする。 

上記以外の津波，洪水，降水，積雪，火山の影響，生物学的

事象，森林火災，高潮については，「(4)想定すべきその他の自

然現象に対する対策について」に示す対策により機能を維持す

る設計とする。 

（1）凍結防止対策 

屋外に設置する火災感知設備は，東海第二発電所において

考慮している最低気温-12.7℃（水戸地方気象台（1897 年～

2012 年））を踏まえ，  約-20℃まで気温が低下しても使

用可能な火災感知設備を設置する設計とする。 

屋外消火設備の配管は，保温材により凍結防止対策を実施

する。また，屋外消火栓は，消火栓内部に水が溜まらないよ

うな構造とし，自動排水機構により通常は排水弁を通水状

態，消火栓使用時は排水弁を閉にして放水する設計とする

（第 1-35，36，37 図）。 

  以上より，火災感知設備及び消火設備は，凍結防止対策を実

施する設計とすることから，火災防護に係る審査基準に適合す

るものと考える。 

を維持する設計とし，落雷については，「2.1.1.3.(1) 落雷に

よる火災の発生防止」に示す対策により，機能を維持する設計

とする。 

凍結については，「(1) 凍結防止対策」に示す対策により機

能を維持する設計とする。風（台風）に対しては，「(2) 風水

害対策」に示す対策により機能を維持する設計とする。地震に

ついては，「(3) 地震対策」に示す対策により機能を維持する

設計とする。 

上記以外の津波，竜巻，洪水，降水，積雪，地滑り，火山の

影響及び生物学的事象については，「(4) 想定すべきその他の

自然現象に対する対策について」に示す対策により機能を維持

する設計とする。 

また，森林火災についても，「(4) 想定すべきその他の自然

現象に対する対策について」に示す対策により機能を維持する

設計とする。 

(1) 凍結防止対策

屋外に設置する火災感知設備及び消火設備は，島根原子力

発電所において考慮している最低気温-8.7℃まで気温が低下

しても使用可能な火災感知設備及び消火設備を設置する設計

とする。 

屋外消火設備の配管は，保温材等により配管内部の水が凍

結しない設計とする。また，屋外消火栓本体は全て，凍結を

防止するため，消火栓内部に水が溜まらないような構造とし，

自動排水機構により通常は排水弁を通水状態，消火栓使用時

は排水弁を閉にして放水する不凍式消火栓※１を採用する設

計とする。（第１-31図～第１-33図） 

以上より，火災感知設備及び消火設備は，凍結防止対策を

実施する設計とすることから，火災防護に係る審査基準に適

合するものと考える。 

※１：管内の水を抜いたり加熱保温したりする作業を必要と

せず，常に給水を止めることなく，管や機器内に滞留

する凍結前の水を自動的に管外に排水させ，凍結によ

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑫の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑫の相

違 

・環境条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

立地条件の違いによ

り，設計上考慮すべき

最低気温が異なる 
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や破損を未然に防ぐ自動弁を取り付けているもの。 

第 1-30 図：5～7 号炉 屋外消火栓配置図 第1-37図 屋外消火栓配置図 

る閉塞や破損を未然に防ぐ自動弁を取り付けているも

の。 

第１-31図 屋外消火栓配置図 
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第 1-31 図：屋外消火配管への保温材設置状況 

第 1-32 図：不凍式消火栓の設置状況 

第1-36図 屋外消火配管への保温材設置状況 第１-32 図 屋外消火配管への保温材の設置状況 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備の仕様が異なる 
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第 1-33 図：不凍式消火栓の構造の概要 第1-35図 屋外消火栓の構造概要 第１-33 図 不凍式消火栓の設置状況及び構造の概要 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 

【排水弁の動作について】 

消火栓を使用する場合は弁体が上

に上がり，スプリングによりレバ

ーが押し上げられるので，排水弁

が閉まる。 

消火栓の使用を停止する場合は，

弁体が下がるため，レバーが押し

下げられ，排水弁が開き，消火栓

内の水が排水される。 
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(2) 風水害対策

消火用水供給系の消火設備を構成する電動機駆動消火ポ

ンプ及びディーゼル駆動消火ポンプ等の機器は，風水害に対

してその性能が著しく阻害されることがないよう，壁及び扉

に対して浸水対策を実施した建屋内に配置する設計とする。

（第 1-34 図） 

二酸化炭素消火設備，全域ガス消火設備及び局所ガス消火

設備についても，風水害に対してその性能が著しく阻害され

ることがないよう，原子炉建屋，タービン建屋，コントロー

ル建屋等の建屋内に配置する設計とする。

屋外の火災感知設備は，屋外仕様とした上で火災感知器予

備を保有し，万一，風水害の影響を受けた場合には，早期に

取替えを行うことにより当該設備の機能及び性能を復旧す

る設計とする。 

屋外消火栓は風水害に対してその性能が著しく阻害され

ることがないよう，雨水の浸入等により動作機構が影響を受

けない機械式を用いる設計とする。 

以上より，火災感知設備及び消火設備は，風水害対策を実

施する設計とすることから，火災防護に係る審査基準に適合

するものと考える。 

（2）風水害対策 

消火用水供給系の消火設備を構成するポンプ等の機器は，

風水害に対してその性能が著しく阻害されることがないよ

う，火災区域外の防潮堤が設置された敷地内の建屋内に配置

する設計とする。二酸化炭素自動消火設備（全域），ハロゲン

化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消火設備（局所）

についても，風水害に対してその性能が著しく阻害されるこ

とがないよう，原子炉建屋，タービン建屋等の建屋内に配置

する設計とする（第1-38図）。 

また，ディーゼル駆動消火ポンプ，電動機駆動消火ポンプ

を設置しているポンプ室の壁，扉に対してその性能が著しく

阻害されることがないよう浸水対策を実施する(第1-39図)。 

屋外の火災感知設備は，火災感知器の予備を確保し，風水

害の影響を受けた場合は，早期に火災感知器の取替を行うこ

とにより，当該設備の機能及び性能を復旧する設計とする。 

以上より，火災感知設備及び消火設備は，風水害対策を実

施する設計とすることから，火災防護に係る審査基準に適合

するものと考える。 

(2) 風水害対策

消火用水供給系の消火設備を構成する電動機駆動消火ポン

プ等の機器は，風水害に対してその性能が著しく阻害される

ことがないよう，壁及び扉に対して浸水対策を実施した建物

内に配置する設計とする。（第１-34図） 

全域ガス消火設備及び局所ガス消火設備についても，風水

害に対してその性能が著しく阻害されることがないよう，原

子炉建物，タービン建物，制御室建物等の建物内に配置する

設計とする。 

屋外の火災感知設備は，屋外仕様とした上で火災感知器の

予備を保有し，万一，風水害の影響を受けた場合には，早期

に取替えを行うことにより当該設備の機能及び性能を復旧す

る設計とする。 

屋外消火栓は風水害に対してその性能が著しく阻害される

ことがないよう，雨水の浸入等により動作機構が影響を受け

ない機械式を用いる設計とする。 

以上より，火災感知設備及び消火設備は，風水害対策を実

施する設計とすることから，火災防護に係る審査基準に適合

しているものと考える。 

・設備の相違
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第 1-34 図：消火ポンプ設置エリアの浸水対策 第1-39図 消火ポンプ室ルーバー防水板設置状況 第１-34図 消火ポンプ設置エリアの浸水対策 
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(3) 地震対策

① 地震対策

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備は，安

全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震クラスに応

じて機能を維持できる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼ

す可能性がある火災区域又は火災区画に設置される，油

を内包する耐震 B クラス及び耐震Cクラスの機器は，以

下のいずれかの設計とすることにより，地震によって耐

震Bクラス及び耐震 C クラスの機器が機能喪失しても安

全機能を有する構築物，系統及び機器の機能喪失を防止

する設計とする。 

・ 基準地震動により油が漏えいしない。

・ 基準地震動によって火災が発生しても，安全機能

を有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼすこ

とがないよう，基準地震動に対して機能維持する

固定式消火設備によって速やかに消火する。

・ 基準地震動によって火災が発生しても，安全機能

を有する機器の機能に影響を及ぼすことがないよ

う隔壁等により分離する。

② 地盤変位対策

屋外消火配管は，地上又はトレンチに設置し，地震時

における地盤変動に対して，その配管の自重や内圧，外

的荷重を考慮しても地盤沈下による 建屋と周辺地盤と

の相対変位を 1m 許容できる設計とする。 

また、地盤変位対策として，タンクと配管の継手部へ

のフレキシブル継手を採用する設計や，建屋等の取り合

い部における消火配管の曲げ加工（地震時の地盤変位を

配管の曲げ変形で吸収）を行う設計とする。（第 1-35 図） 

さらに，万一屋外消火配管が破断した場合でも移動式

消火設備を用いて屋内消火栓へ消火水の供給ができるよ

う，建屋に給水接続口を設置する設計とする。 

以上より，火災感知設備及び消火設備は，地震対策及び

(3) 地震対策

①地震対策

安全機能を有する機器等を設置する火災区域又は火災

区画の火災感知設備及び消火設備は，安全機能を有する機

器等の耐震クラスに応じて機能を維持できる設計とする。

安全機能を有する機器等に影響を及ぼす可能性がある

火災区域又は火災区画に設置される，油を内包する耐震 B

クラス及び耐震 Cクラスの設備は，以下のいずれかの設計

とすることで，地震によって耐震 Bクラス及び耐震 Cクラ

スの機器が機能喪失しても安全機能を有する機器等の機

能喪失を防止する設計とする。 

・基準地震動ＳＳにより油が漏えいしない。

・基準地震動ＳＳによって火災が発生しても，安全機能

を有する機器等に影響を及ぼすことがないよう，基準

地震動ＳＳによっても機能を維持する固定式消火設備

によって速やかに消火する。

・基準地震動ＳＳによって火災が発生しても，安全機能

を有する機器等の機能に影響を及ぼすことがないよ

う隔壁等により分離する。

②地盤変位対策

屋外消火配管は，地上又はトレンチに設置し，地震時

における地盤変位に対し，配管の自重や内圧，外的荷重

を考慮し地盤沈下による建屋と周辺地盤との相対変位を

考慮する設計とする。 

地盤変位対策としては，水消火配管のレイアウト，配管

の曲げ加工や配管支持長さからフレキシビリティを考慮

した配置とすることで，地盤変位による変形を配管系統全

体で吸収する設計とする(第 1-40 図)。 

さらに，万が一，屋外消火配管が破断した場合でも消防

車を用いて屋内消火栓へ消火用水の供給ができるよう，原

子炉建屋の東西（各 1ヶ所）に給水接続口を設置する。 

以上より，火災感知設備及び消火設備は，地震対策及び

(3) 地震対策

① 地震対策

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備は，安

全機能を有する構築物，系統及び機器の耐震クラスに応

じて機能を維持できる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼ

す可能性がある火災区域又は火災区画に設置される，油

を内包する耐震Ｂクラス及び耐震Ｃクラスの機器は，以

下のいずれかの設計とすることにより，地震によって耐

震Ｂクラス及び耐震Ｃクラスの機器が機能喪失しても安

全機能を有する構築物，系統及び機器の機能喪失を防止

する設計とする。 

・ 基準地震動により油が漏えいしない。

・ 基準地震動によって火災が発生しても，安全機能を

有する構築物，系統及び機器に影響を及ぼすことが

ないよう，基準地震動に対して機能維持する固定式

消火設備によって速やかに消火する。

・ 基準地震動によって火災が発生しても，安全機能を

有する機器の機能に影響を及ぼすことがないよう隔

壁等により分離する。

② 地盤変位対策

屋外消火配管は，地上又はトレンチに設置し，地震時

における地盤変位に対して，その配管の自重や内圧，外

的荷重を考慮しても地盤沈下による建物と周辺地盤との

相対変位を考慮する設計とする。 

また，地盤変位対策として，タンクと配管の継手部へ

のフレキシブル継手を採用することで，地盤変位による

変形を配管系統全体で吸収する設計とする。（第１-35

図） 

さらに，万一屋外消火配管が破断した場合でも移動式

消火設備を用いて屋内消火栓へ消火水の供給ができるよ

う，建物に連結送水口を設置する設計とする。 

 以上より，火災感知設備及び消火設備は，地震対策及び地

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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地盤変位対策を実施する設計とすることから，火災防護に

係る審査基準に適合するものと考える。 

第 1-35 図：地盤変位対策の実施例 

(4) 想定すべきその他の自然現象に対する対策について

上記の自然現象を除き，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び

7 号炉で考慮すべき自然現象については，津波，竜巻，降

水，積雪，地滑り，火山の影響及び生物学的事象がある。

これらの自然現象及び森林火災により感知及び消火の機

能，性能が阻害された場合は，原因の除去又は早期の取替

え，復旧を図る設計とするが，必要に応じて火災監視員の

配置や，代替消火設備の配備等を行い，必要な性能を維持

することとする。 

地盤変位対策を実施する設計とすることから，火災防護に

係る審査基準に適合するものと考える。 

第1-40図 消火配管地下トレンチ,地上化状況 

(4) 想定すべきその他の自然現象に対する対策について

審査基準の2.2.2に記載のある凍結，風水害，地震以外の東

海第二発電所で考慮すべき自然現象については，津波，洪水，

降水，積雪，火山の影響，生物学的事象，森林火災，高潮があ

る。これらの自然現象により感知及び消火の性能が阻害された

場合は，原因の除去または早期の取替え，復旧を図る設計とす

るが，必要に応じて監視の強化や，代替消火設備の配備等を行

い，必要な性能を維持することとする。 

盤変位対策を実施する設計とすることから，火災防護に係る

審査基準に適合するものと考える。 

第１-35図 地盤変位対策の実施例 

(4) 想定すべきその他の自然現象に対する対策について

上記の自然現象を除き，島根原子力発電所２号炉で考慮す

べき自然現象については，津波，竜巻，降水，積雪，地滑り，

火山の影響及び生物学的事象がある。これらの自然現象及び

森林火災により感知及び消火の機能，性能が阻害された場合

は，原因の除去又は早期の取替，復旧を図る設計とするが，

必要に応じて火災監視員の配置や代替消火設備の配備等を行

い，必要な性能を維持することとする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様が異なる 

・事象の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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2.1.2.3. 消火設備の破損，誤動作又は誤操作への対策 

 

［要求事項］ 

2.2.3 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、消火設

備の破損、誤動作又は誤操作によって、安全機能を失わ

ない設計であること。また、消火設備の破損、誤動作又

は誤操作による溢水の安全機能への影響について「原子

力発電所の内部溢水影響評価ガイド」により確認するこ

と。 

 

（参考） 

原子力発電所の内部溢水影響評価ガイドでは、発生要因

別に分類した以下の溢水を想定することとしている。 

a. 想定する機器の破損等によって生じる漏水による

溢水 

b. 発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大

防止のために設置される系統からの放水による溢

水 

c. 地震に起因する機器の破損等により生じる漏水に

よる溢水 

 

このうち、b.に含まれる火災時に考慮する消火水系統

からの放水による溢水として、以下が想定されているこ

と。 

① 火災感知により自動作動するスプリンクラーから

の放水 

② 建屋内の消火活動のために設置される消火栓から

の放水 

③ 原子炉格納容器スプレイ系統からの放水による溢

水 

 

二酸化炭素は不活性であること，全域ガス消火設備及び局

所ガス消火設備で使用するハロゲン化物消火剤は，電気絶縁

性が大きく揮発性も高いことから，設備の破損，誤動作又は

誤操作により消火剤が放出されても電気及び機械設備に影響

を与えないため，火災区域又は火災区画に設置するガス消火

2.1.2.3 消火設備の破損，誤動作又は誤操作による安全機能へ

の影響 

[要求事項] 

2.2.3 安全機能を有する構築物，系統及び機器は，消火設備の

破損，誤動作又は誤操作によって，安全機能を失わない設計

であること。また，消火設備の破損，誤動作又は誤操作によ

る溢水の安全機能への影響について「原子力発電所の内部溢

水影響評価ガイド」により確認すること。 

 

 

（参考） 

原子力発電所の内部溢水影響評価ガイドでは，発生要因別に

分類した以下の溢水を想定することとしている。 

ａ. 想定する機器の破損等によって生じる漏水による溢水 

 

ｂ. 発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大防止

のために設置される系統からの放水による溢水 

 

ｃ. 地震に起因する機器の破損等により生じる漏水による

溢水 

 

このうち，b.に含まれる火災時に考慮する消火水系統からの

放水による溢水として，以下が想定されていること。 

 

① 火災感知により自動作動するスプリンクラーからの放

水 

② 建屋内の消火活動のために設置される消火栓からの放

水 

③ 格納容器スプレイ系統からの放水による溢水 

 

 

二酸化炭素は不活性であること，ハロゲン化物消火剤は，

電気絶縁性が大きく揮発性も高いことから，設備の破損，誤

作動または誤操作により消火剤が放出されても電気及び機械

設備に影響を与えないことから，火災区域又は火災区画に設

置するガス消火設備には，二酸化炭素自動消火設備（全域），

2.1.2.3. 消火設備の破損，誤作動又は誤操作への対策 

 

[要求事項] 

2.2.3 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、消火設

備の破損、誤動作又は誤操作によって、安全機能を失わ

ない設計であること。また、消火設備の破損、誤動作又

は誤操作による溢水の安全機能への影響について「原子

力発電所の内部溢水影響評価ガイド」により確認するこ

と。 

 

（参考） 

原子力発電所の内部溢水影響評価ガイドでは、発生要因

別に分類した以下の溢水を想定することとしている。 

ａ. 想定する機器の破損等によって生じる漏水による溢    

  水 

ｂ. 発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大防

止のために設置される系統からの放水による溢水 

 

ｃ. 地震に起因する機器の破損等により生じる漏水による

溢水 

 

このうち、b.に含まれる火災時に考慮する消火水系統か

らの放水による溢水として、以下が想定されていること。 

 

① 火災感知により自動作動するスプリンクラーから

の放水 

② 建屋内の消火活動のために設置される消火栓から

の放水 

③ 原子炉格納容器スプレイ系統からの放水による溢

水 

 

  全域ガス消火設備及び局所ガス消火設備で使用するハロゲン

化物消火剤は電気絶縁性が大きく揮発性も高いことから，設備

の破損，誤作動又は誤操作により消火剤が放出されても電気及

び機械設備に影響を与えないため，火災区域又は火災区画に設

置するガス消火設備には，ハロゲン化物消火剤を用いた全域ガ
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設備には，二酸化炭素消火設備，ハロゲン化物消火剤を用い

た全域ガス消火設備又は局所ガス消火設備を選定する設計と

する。 

なお，非常用ディーゼル発電機は，非常用ディーゼル発電

機室に設置する二酸化炭素消火設備の破損，誤動作又は誤操

作によって二酸化炭素が放出されることによる窒息を考慮し

ても機能が喪失しないよう，外部から直接給気を取り入れる

設計とする。 

消火設備の放水等による溢水等に対しては，「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則」第九条に基づき，安全機能へ影響がないよう設計する。 

以上より，ガス消火設備については，設備の破損，誤動作又

は誤操作によっても電気及び機械設備に影響を与えないこと，

消火設備の放水等による溢水等に対しては「実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」

第九条に基づき，安全機能へ影響がないことを確認しているこ

とから，火災防護に係る審査基準に適合するものと考える。 

ハロゲン化物自動消火設備（全域）等を選定する設計とする。 

なお，非常用ディーゼル発電機は，非常用ディーゼル発電

機室に設置する二酸化炭素自動消火設備（全域）の破損，誤

作動又は誤操作により二酸化炭素が放出されることによる室

内充満を考慮しても機能が喪失しないよう，外部から給気を

取り入れる設計とする。 

消火設備の放水による溢水等に対しては，「実用発電用原子

炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規

則」第九条に基づき，安全機能への影響がないよう設計する。 

 以上より，固定式ガス消火設備については，設備の破損，誤動

作又は誤操作によっても電気及び機械設備に影響を与えないこ

と，消火設備の放水等による溢水等に対しては「実用発電用原子

炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」

第九条に基づき，安全機能に影響がないことを確認していること

から，火災防護に係る審査基準に適合するものと考える。 

ス消火設備又は局所ガス消火設備を選定する設計とする。

なお，非常用ディーゼル発電機は，非常用ディーゼル発電機

室に設置する全域ガス消火設備の破損，誤作動又は誤操作によ

ってハロゲン化物消火剤が放出されることによる負触媒効果を

考慮しても機能が喪失しないよう，外部から直接給気を取り入

れる設計とする。 

消火設備の放水等による溢水等に対しては，「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則」第九条に基づき，安全機能へ影響がないよう設計する。 

以上より，ガス消火設備については，設備の破損，誤作動又

は誤操作によっても電気及び機械設備に影響を与えないこと，

消火設備の放水等による溢水等に対しては「実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」

第九条に基づき，安全機能へ影響がないことを確認しているこ

とから，火災防護に係る審査基準に適合するものと考える。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 
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2.1.3．火災の影響軽減 

2.1.3.1. 系統分離による影響軽減 

［要求事項］ 

2.3.1 安全機能を有する構築物、系統及び機器の重要度に

応じ、それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災

及び隣接する火災区域又は火災区画における火災による

影響に対し、以下の各号に掲げる火災の影響軽減のため

の対策を講じた設計であること。 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止に係わる安全機能を

有する構築物、系統及び機器を設置する火災区域につ

いては、3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁によっ

て他の火災区域から分離すること。 

(2) 原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有

する構築物、系統及び機器は、その相互の系統分離及

びこれらに関連する非安全系のケーブルとの系統分離

を行うために、火災区画内又は隣接火災区画間の延焼

を防止する設計であること。 

具体的には、火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルが次に掲げるいずれかの要件を満たしている

こと。 

a. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルについて、互いの系列間が3時間以上

の耐火能力を有する隔壁等で分離されていること。

b. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルについて、互いの系列間の水平距離

が 6ｍ以上あり、かつ、火災感知設備及び自動消火

設備が当該火 災区画に設置されていること。この場

合、水平距離間には仮置きするものを含め可燃 性物

質が存在しないこと。

c. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルについて、互いの系列間が１時間の

耐火能力を有する隔壁等で分離されており、かつ、

火災感知設備 及び自動消火設備が当該火災区画に

2.1.3 火災の影響軽減 

2.1.3.1 系統分離による影響軽減 

［要求事項］ 

2.3 火災の影響軽減 

2.3.1 安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応じ，

それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び隣接

する火災区域又は火災区画における火災による影響に対し，

以下の各号に掲げる火災の影響軽減のための対策を講じた

設計であること。 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止に係わる安全機能を有す

る構築物，系統及び機器を設置する火災区域については，3

時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火災区域

から分離すること。

(2) 原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する

構築物，系統及び機器は，その相互の系統分離及びこれらに

関連する非安全系のケーブルとの系統分離を行うために，火

災区画内または隣接火災区画間の延焼を防止する設計であ

ること。

具体的には，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルが

次に掲げるいずれかの要件を満たしていること。

ａ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルについて互いの系列間が3 時間以上の耐火能

力を有する隔壁等で分離されていること。 

ｂ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルについて，互いの系列間の水平距離が6m以上あ

り，かつ，火災感知設備及び自動消火設備が当該火災区画

に設置されていること。この場合，水平距離間には仮置き

するものを含め可燃性物質が存在しないこと。 

ｃ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルについて，互いの系列間が１時間の耐火能力を

有する隔壁等で分離されており，かつ，火災感知設備及び

自動消火設備が当該火災区画に設置されていること。 

2.1.3. 火災の影響軽減 

2.1.3.1. 系統分離による影響軽減 

[要求事項] 

2.3.1 安全機能を有する構築物、系統及び機器の重要度に応

じ、それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び

隣接する火災区域又は火災区画における火災による影響

に対し、以下の各号に掲げる火災の影響軽減のための対策

を講じた設計であること。 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止に係わる安全機能

を有する構築物、系統及び機器を設置する火災区域に

ついては、３時間以上の耐火能力を有する耐火壁によ

って他の火災区域から分離すること。 

(2) 原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を

有する構築物、系統及び機器は、その相互の系統分離

及びこれらに関連する非安全系のケーブルとの系統

分離を行うために、火災区画内又は隣接火災区画間の

延焼を防止する設計であること。 

具体的には、火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルが次に掲げるいずれかの要件を満たしている

こと。 

ａ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルについて互いの系列間が３時間

以上の耐火能力を有する隔壁等で分離されている

こと。 

ｂ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルについて、互いの系列間の水平

距離が６ｍ以上あり、かつ、火災感知設備及び自

動消火設備が当該火災区画に設置されているこ

と。この場合、水平距離間には仮置きするものを

含め可燃性物質が存在しないこと。 

ｃ．互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルについて、互いの系列間が１時

間の耐火能力を有する隔壁等で分離されており、

かつ、火災感知設備及び自動消火設備が当該火災
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設置されていること。 

(3) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物、系統及び機器が設置される火災区域については、3 

時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火災

区域から分離されていること。 

(4) 換気設備は、他の火災区域の火、熱、又は煙が安全

機能を有する構築物、系統及び機器を設置する火災区

域に悪影響を及ぼさないように設計すること。また、

フィルタの延焼を防護する対策を講じた設計であるこ

と。 

(5) 電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域及び

中央制御室のような通常運転員が駐在する火災区域で

は、火災発生時の煙を排気できるように排煙設備を設

置すること。なお、排気に伴い放射性物質の環境への

放出を抑制する必要が生じた場合には、排気を停止で

きる設計であること。 

(6) 油タンクには排気ファン又はベント管を設け、屋外

に排気できるように設計されていること。 

 

（参考） 

(1) 耐火壁の設計の妥当性が、火災耐久試験によって確認

されていること。 

(2)-1 隔壁等の設計の妥当性が、火災耐久試験によって確

認されていること。 

(2)-2 系統分離をb.（6m離隔＋火災感知・自動消火）また

はc.（1時間の耐火能力を有する隔壁等＋火災感知・

自動消火）に示す方法により行う場合には、各々の

方法により得られる火災防護上の効果が、a.（3 時

間以上の耐火能力を有する隔壁等）に示す方法によ

って得られる効果と同等であることが示されている

こと。 

 

 

 

 

 

 

(3) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器が設置される火災区域については，3 時間以上の耐

火能力を有する耐火壁によって他の火災区域から分離され

ていること。 

(4) 換気設備は，他の火災区域の火，熱，又は煙が安全機能を

有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域に悪影響を

及ぼさないように設計すること。また，フィルタの延焼を防

護する対策を講じた設計であること。 

 

(5) 電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域及び中央制

御室のような通常運転員が駐在する火災区域では，火災発生

時の煙を排気できるように排煙設備を設置すること。なお，

排気に伴い放射性物質の環境への放出を抑制する必要が生じ

た場合には，排気を停止できる設計であること。 

 

（6）油タンクには排気ファン又はベント管を設け，屋外に排

気できるように設計されていること。 

 

（参考） 

(1)耐火壁の設計の妥当性が，火災耐久試験によって確認され

ていること。 

(2)-1 隔壁等の設計の妥当性が，火災耐久試験によって確認され

ていること。 

(2)-2 系統分離をb.（6m 離隔＋火災感知・自動消火）または

c.（1 時間の耐火能力を有する隔壁等＋火災感知・自動消火）

に示す方法により行う場合には，各々の方法により得られる

火災防護上の効果が，a.（3 時間以上の耐火能力を有する隔

壁等）に示す方法によって得られる効果と同等であることが

示されていること。 

  

 

 

 

 

 

区画に設置されていること。 

(3) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物、系統及び機器が設置される火災区域については、

３時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火

災区域から分離されていること。 

(4) 換気設備は、他の火災区域の火、熱、又は煙が安全

機能を有する構築物、系統及び機器を設置する火災区

域に悪影響を及ぼさないように設計すること。また、

フィルタの延焼を防護する対策を講じた設計であるこ

と。 

(5) 電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域及

び中央制御室のような通常運転員が駐在する火災区

域では、火災発生時の煙を排気できるように排煙設備

を設置すること。なお、排気に伴い放射性物質の環境

への放出を抑制する必要が生じた場合には、排気を停

止できる設計であること。 

(6) 油タンクには排気ファン又はベント管を設け、屋外

に排気できるように設計されていること。 

 

（参考） 

(1)    耐火壁の設計の妥当性が、火災耐久試験によって確認

されていること。 

(2)-1  隔壁等の設計の妥当性が、火災耐久試験によって確認

されていること。 

(2)-2 系統分離をb.（６m 離隔＋火災感知・自動消火）又は

c.（１時間の耐火能力を有する隔壁等＋火災感知・自

動消火）に示す方法により行う場合には、各々の方法

により得られる火災防護上の効果が、a.（３時間以上

の耐火能力を有する隔壁等）に示す方法によって得ら

れる効果と同等であることが示されていること。この

場合において、中央制御室においては、自動消火に代

えて、中央制御室の運転員による手動消火としても差

し支えない。 

(2)-3 2.2 火災の感知・消火の規定により設置した火災感知

設備及び自動消火設備については、ｂ．及びｃ．に示

す火災感知設備及び自動消火設備と兼用することが
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安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応じ，そ

れらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び隣接する

火災区域又は火災区画における火災による影響に対し，火災の

影響軽減のための対策を講じる設計とする。 

（資料７） 

なお，資料 8 で示すが，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 

号炉において，等価火災時間が 3 時間以上となる火災区域は

一部存在するものの，運転員が常駐している，又は固定式消火

設備を設置していることから早期感知・早期消火が可能であ

り，3 時間以上の火災は想定されない。 

したがって，3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等によっ

て，「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する」機

能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災

区画を他の火災区域又は火災区画と分離することによって，単

一火災によっても多重化されたそれぞれの「原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し，維持する」機能が同時に喪失すること

はなく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持ができ

る。 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に関わる火

災区域の分離 

原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に必要な構築

物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画は，3 時

間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である123mm より

厚い140mm以上の壁厚を有するコンクリート壁並びに 3 時

間耐火に設計上必要なコンクリート厚である 219mm より厚

い床，天井又は火災耐久試験により 3 時間以上の耐火能力

を有する耐火壁（強化石膏ボード，貫通部シール，防火扉，

安全機能を有する機器等の重要度に応じ，それらを設置す

る火災区域又は火災区画内の火災及び隣接する火災区域又は

火災区画の火災による影響に対し，火災の影響軽減のための

対策を講じる設計とする。 

（資料7） 

(1)原子炉の安全停止に係わる火災区域の分離

原子炉の安全停止に必要な機器等を設置する火災区域又

は火災区画は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，

3時間耐火に設計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンク

リート耐火壁や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を

有することを確認した耐火壁(耐火障壁，貫通部シール，防

火扉，防火ダンパ等)によって，他の火災区域と分離する設

計とする。 

できる。 

(2)-4 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルを分離する隔壁等は、想定される全て

の環境条件及び人為的事象（故意によるものを除く。）

に対して隔離機能を喪失することがない構造である

こと。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応じ，そ

れらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び隣接する火

災区域又は火災区画における火災による影響に対し，火災の影

響軽減のための対策を講じる設計とする。 

（資料７） 

なお，資料10で示すが，島根原子力発電所２号炉において，

等価火災時間が３時間以上となる火災区域は一部存在するもの

の，運転員が常駐している，又は固定式消火設備を設置してい

ることから早期感知・早期消火が可能であり，３時間以上の火

災は想定されない。 

したがって，３時間以上の耐火能力を有する隔壁等によって，

「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する」機能を

有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域又は火災区画

を他の火災区域又は火災区画と分離することによって，単一火

災によっても多重化されたそれぞれの「原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持する」機能が同時に喪失することはな

く，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持することが

できる。 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に係る火災区

域の分離 

原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に必要な構築

物，系統及び機器を設置する火災区域は，３時間耐火に設計

上必要なコンクリート壁厚である123mm以上の壁厚を有する

コンクリート壁並びに 3 時間耐火に設計上必要なコンクリ

ート厚である 219mm より厚い床，天井又は火災耐久試験によ

り３時間以上の耐火能力を有する耐火壁（耐火障壁，貫通部

シール，防火扉，防火ダンパ）によって，隣接する他の火災

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-④の相

違 

・設備の相違
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防火ダンパ，天井デッキスラブ）によって，隣接する他の火

災区域から分離するよう設定する。 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域

については，系統分離のため区分Ⅰに属する火災区域とその

他の区分に属する火災区域に分け，互いの火災区域を分離し

て設定する。 

なお，火災区域のファンネルには，他の火災区域からの煙

の流入による安全機能への影響防止を目的として，煙等流入

防止装置を設置する設計とする。 

原子炉格納容器は，3 時間以上の耐火能力を有するコンク

リート壁により他の火災区域と分離する。

以上より，原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に

関わる火災区域は，3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁に

よって他の火災区域と分離する設計であることから，火災防

護に係る審査基準に適合するものと考える。 

(2) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分離

火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するためには，プロセスを監視しながら原子炉を停

止し，冷却を行うことが必要であり，このためには，原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な機

能を確保するための手段を，手動操作に期待してでも，少な

くとも一つ確保するよう系統分離対策を講じる必要がある。 

このため，単一火災（任意の一つの火災区域で発生する火

災）の発生によって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するために必要な機能を有する多重化されたそれぞ

れの系統が同時に機能喪失することのないよう，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要となる火

災防護対象機器及び火災防護対象機器の駆動若しくは制御

に必要となる火災防護対象ケーブルについて以下に示すい

ずれかの系統分離対策を講じる設計とする。系統分離に当た

っては，互いに相違する系列の火災防護対象機器，火災防護

対象ケーブル及びこれらに関連する非安全系ケーブルの系

統分離を行う設計とする。 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するため

に必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域について

は，系統分離のため，原則として安全区分Ⅰに属する火災区

域とその他の区分に属する火災区域に分け，互いの火災区域

を分離して設定する。 

なお，火災区域のファンネルには，他の火災区域又は火災

区画からの煙の流入防止を目的として，煙等流入防止対策を

する設計とする。 

原子炉格納容器は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁

により他の火災区域と分離する。 

以上より，原子炉の安全停止に係わる火災区域は，3時間以

上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火災区域と分離す

る設計であることから，火災防護に係る審査基準に適合するも

のと考える。 

(2)火災防護対象機器等の系統分離

火災が発生しても原子炉を安全停止するためには，プロセ

スを監視しながら原子炉を停止し，冷却を行うことが必要で

あり，このためには，手動操作に期待してでも原子炉を安全

停止するために必要な機能を確保するよう系統分離対策を

講じる必要がある。 

このため，単一の火災（任意の一つの火災）の発生によっ

て，多重化された原子炉の安全停止機能がすべて喪失するこ

とのないよう，原子炉の安全停止に必要となる火災防護対象

機器及び火災防護対象ケーブルについて以下に示すいずれ

かの系統分離対策を講じる設計とする。系統分離にあたって

は，同一火災区域の互いに相違する系列の火災防護対象機器

等及びこれらに関連する非安全系ケーブルの系統分離，並び

に隣接火災区域からの影響がある場合に系統分離を行う設

計とする。 

区域から分離する設計とする。 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区域

については，系統分離のため安全系区分Ⅱに属する火災区域

とその他の区分に属する火災区域に分け，互いの火災区域を

分離して設定する。 

なお，火災区域のファンネルには，他の火災区域からの煙

の流入による安全機能への影響防止を目的として，煙等流入

防止装置を設置する設計とする。 

原子炉格納容器は，３時間以上の耐火能力を有する耐火壁

により他の火災区域と分離する。 

以上より，原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に

関わる火災区域は，３時間以上の耐火能力を有する耐火壁に

よって他の火災区域と分離する設計であることから，火災防

護に係る審査基準に適合するものと考える。 

(2) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分離

火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するためには，プロセスを監視しながら原子炉を停

止し，冷却を行うことが必要であり，このためには，原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な機

能を確保するための手段を，手動操作に期待してでも，少な

くとも一つ確保するよう系統分離対策を講じる必要がある。 

このため，単一火災（任意の一つの火災区域で発生する火

災）の発生によって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するために必要な機能を有する多重化されたそれぞ

れの系統が同時に機能喪失することのないよう，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要となる火

災防護対象機器及び火災防護対象機器の駆動若しくは制御に

必要となる火災防護対象ケーブルについて以下に示すいずれ

かの系統分離対策を講じる設計とする。系統分離にあたって

は，互いに相違する系列の火災防護対策機器，火災防護対象

ケーブル及びこれらに関連する非安全系ケーブルの系統分離

を行う設計とする。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑤の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

火災区域及び火災区

画の設定方針が異なる

（島根 2 号炉は安全系

区分Ⅱとその他の安全

系区分とで分離してい

る）（以下，別添 1資料

1-⑳の相違）
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a. 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離

互いに相違する系統の火災防護対象機器，火災防護対象

ケーブルを，火災耐久試験により 3 時間以上の耐火能力を

確認した隔壁等で分離する設計とする。 

具体的には，安全系区分Ⅰに属する火災区域を，3 時間

以上の耐火能力を有する耐火壁（強化石膏ボード，貫通部

シール，防火扉，防火ダンパ）・隔壁等（耐火間仕切り，ケ

ーブルトレイ等耐火ラッピング）で分離する設計とする。

（第 1-36 図） 

第 1-36 図：3 時間耐火能力を有する隔壁等による系統分離の

概要 

b. 水平距離 6m 以上の離隔距離の確保，火災感知設備及び自

動消火設備の設置 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルを，仮置きするものを含めて可燃性物質のない

水平距離6m以上の離隔距離を確保する設計とする。 

火災感知設備は，自動消火設備を動作させるために設置

し，自動消火設備の誤動作防止を考慮した感知器の作動に

より自動消火設備を動作させる設計とする。 

a.3時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離

互いに相違する系列の火災防護対象機器等を，火災耐久

試験により3時間以上の耐火能力を確認した隔壁等で分離

する設計とする。 

具体的には，安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ，Ⅲの境界を3時間

以上の耐火能力を有する耐火壁（耐火障壁，貫通部シール，

防火扉，防火ダンパ等），隔壁等（耐火間仕切り，ケーブ

ルトレイ等耐火ラッピング）で分離する設計とする(第

1-10表)。

第1-10表 3時間の耐火能力を有する隔壁等による系統分離の概 

要 

b.水平距離6m以上の離隔距離の確保，火災感知設備及び自

動消火設備の設置

互いに相違する系列の火災防護対象機器等を，仮置き

するものを含めて可燃性物質のない水平距離6m以上の離

隔距離を確保する設計とする。 

火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために設

置し，自動消火設備の誤作動防止を考慮した感知器の作

動により自動消火設備を作動させる設計とする。 

a. ３時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離

互いに相違する系列の火災防護対象機器，火災防護対象ケ

ーブルを，火災耐久試験により３時間以上の耐火能力を確認

した隔壁等で分離する設計とする。 

具体的には，安全系区分Ⅱに属する火災区域を，３時間

以上の耐火能力を有する耐火壁（耐火障壁，貫通部シール，

防火扉，防火ダンパ）・隔壁等（耐火間仕切り，ケーブルト

レイ等耐火ラッピング）で分離する設計とする。（第１-36

図） 

第１-36図 ３時間耐火能力を有する隔壁等による系統分離の概

要 

b. 水平距離６m以上の離隔距離の確保及び火災感知設備及び

自動消火設備の設置

 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルを，仮置きするものを含めて可燃性物質のない水

平距離６m以上の離隔距離を確保する設計とする。 

 火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために設置

し，自動消火設備の誤作動防止を考慮した感知器の作動によ

り自動消火設備を作動させる設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑳の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑤の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑳の相

違 
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c. 1 時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及び自動消火設

備の設置 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルを，火災耐久試験により 1 時間以上の耐火能力

を確認した隔壁等で分離する設計とする。 

 

火災感知設備は，自動消火設備を動作させるために設置

し，自動消火設備の誤動作防止を考慮した感知器の作動によ

り自動消火設備を動作させる設計とする。 

 

なお，中央制御室，原子炉格納容器及び非常用ディーゼル

発電機軽油タンクは，以下のとおり火災の影響軽減対策を講

じる。 

 

① 中央制御室の系統分離 

中央制御室制御盤内の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的として

近接して設置することから，互いに相違する系列の水平距離

を 6m 以上確保することや互いに相違する系列を1 時間の

耐火能力を有する隔壁等で分離することが困難である。 

 

このため，中央制御室制御盤内の火災防護対象機器及び火

災防護対象ケーブルは，以下の（ⅰ）～（ⅲ）に示すとおり，

実証試験結果に基づく離隔距離等による分離対策，高感度煙

検出設備の設置による早期の火災感知及び常駐する運転員

による早期の消火活動に加え，火災により中央制御室制御盤

の１つの区画の安全機能が全て喪失しても，他の区画の制御

盤は機能が維持されることを確認することにより，原子炉の

高温停止及び低温停止の達成，維持ができることを確認し，

火災の影響軽減のための対策を講じる設計とする。  

 

 

 

 

 

 

c.1時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及び自動消火

設備の設置 

     互いに相違する系列の火災防護対象機器等を，火災耐

久試験により1時間以上の耐火能力を確認した隔壁等(耐

火間仕切り，ケーブルトレイ等耐火ラッピング)で分離す

る設計とする。 

         火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために設

置し，自動消火設備の誤作動防止を考慮した感知器の作

動により自動消火設備を作動させる設計とする。 

 

なお，中央制御室及び原子炉格納容器は，上記と同等

の保安水準を確保する対策として以下のとおり火災の影

響軽減対策を講じる。 

 

① 中央制御室の系統分離 

   中央制御室制御盤の火災防護対象機器等は，運転員の操作

性及び視認性向上を目的として近接して設置することから，

互いに相違する系列の水平距離を6m以上確保することや互

いに相違する系列を1時間の耐火能力を有する隔壁等で分離

することが困難である。 

 

このため，中央制御室制御盤内の火災防護対象機器等は，

以下(ⅰ)～（ⅲ）に示すとおり，実証試験結果に基づく離隔

距離等による分離対策，高感度煙感知器の設置による早期の

火災感知及び常駐する運転員による早期の消火活動に加え，

火災により中央制御室制御盤の1つの区画の安全機能が全て

喪失しても，他の区画の制御盤は機能が維持されることを確

認することにより，原子炉の安全停止が可能であることを確

認し，火災の影響軽減のための対策を講じる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

  c. １時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及び自動消火設

備の設置 

    互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルを，火災耐久試験により１時間以上の耐火能力を

確認した隔壁等で分離する設計とする。 

     

  火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために設置

し，自動消火設備の誤作動防止を考慮した感知器の作動によ

り自動消火設備を作動させる設計とする。 

 

なお，中央制御室及び補助盤室，並びに原子炉格納容器は，

以下のとおり火災の影響軽減対策を講じる。 

   

 

①  中央制御室及び補助盤室の系統分離 

中央制御室及び補助盤室の制御盤内の火災防護対象機器

及び火災防護対象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性

向上を目的として近接して設置することから，互いに相違

する系列の水平距離を６m以上確保することや互いに相違

する系列を１時間の耐火能力を有する隔壁等で分離するこ

とが困難である。 

このため，中央制御室及び補助盤室の制御盤内の火災防

護対象機器及び火災防護対象ケーブルは，以下の（ⅰ）～

（ⅲ）に示すとおり，実証試験結果に基づく離隔距離等に

よる分離対策，高感度煙検出設備の設置による早期の火災

感知及び中央制御室に常駐する運転員による早期の消火活

動に加え，火災により中央制御室及び補助盤室の制御盤の

１つの区画の安全機能が全て喪失しても，他の区画の制御

盤は機能が維持されることを確認することにより，原子炉

の高温停止及び低温停止の達成，維持ができることを確認

し，火災の影響軽減のための対策を講じる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，補助

盤室に対して十分な保

安水準が確保された影

響軽減対策を実施する

設計としている（以下，

別添 1 資料 1-㉑の相

違） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 
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また，中央制御室床下フリーアクセスフロアの火災防護対

象ケーブルは，以下の（ⅳ）に示すとおり，1 時間以上の耐

火能力を有する分離板又は障壁で分離する設計とすること

に加え，固有の信号を発する異なる種類の煙感知器と熱感知

器を組み合わせて設置するとともに，中央制御室からの手動

操作により早期の起動が可能な固定式ガス消火設備を設置

する設計にすることにより，火災の影響軽減のための対策を

講じる設計とする。 

(ⅰ)離隔距離による分離 

中央制御室の火災防護対象機器及び火災防護対象ケー

ブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的として近接

して設置することから，中央制御室の制御盤については区

分ごとに別々の盤で分離する設計とする。 

一部，一つの制御盤内に複数の安全系区分の火災防護対

象機器及び火災防護対象ケーブルを設置しているものが

あるが，これらについては，区分間に金属製の仕切りを設

置する。ケーブルについては，当該ケーブルに火災が発生

しても延焼せず，また，周囲へ火災の影響を与えない金属

外装ケーブル，耐熱ビニル電線，難燃仕様の ETFE 電線及

び難燃ケーブルを使用し，電線管に敷設する又は離隔距離

を確保すること等により系統分離する設計とする。 

これらの分離については，実証試験等において火災によ

り近接する他の区分の構成部品に火災の影響がないこと

を確認した設計とする。 

(ⅱ)高感度煙検出設備の設置による早期の火災感知 

中央制御室内には，異なる２種類の火災感知器を設置す

る設計とするとともに，火災発生時には常駐する運転員に

よる早期の消火活動によって，異区分への影響を軽減する

設計とする。 

特に，一つの制御盤内に複数の安全系区分の火災防護対

象機器及び火災防護対象ケーブルを設置しているものに

また，中央制御室床下の火災防護対象ケーブルは，以下の

（ⅳ）に示すとおり，1時間の耐火能力を有するコンクリー

トピット構造（原子力発電所の火災防護指針 JEAG4607-2010

〔解説4-5〕「耐火壁」(2)仕様を引用）で分離することに加

え，固有の信号を発する異なる2種類の感知器として，煙感

知器，熱感知器を組み合わせて設置するとともに，常駐する

運転員による早期の消火活動を行うことにより，火災の影響

軽減のための対策を講じる設計とする。 

 (ⅰ)離隔距離等による系統分離 

 中央制御室の火災防護対象機器等は，運転員の操作性及

び視認性向上を目的として近接して設置することから，中

央制御室の制御盤については区分毎に別々の盤で分離す

る設計とする。 

一部，一つの制御盤内に複数の安全区分のケーブルや機

器を設置しているものがあるが，これらについては，区分

間に金属製の仕切りを設置するケーブルについては当該

ケーブルに火災が発生しても延焼せず，また，周囲へ火災

の影響を与えない金属外装ケーブル，耐熱ビニル電線，難

燃仕様のフッ素樹脂（ETFE）電線及び難燃ケーブルを使用

し，電線管に敷設するとともに，離隔距離等により系統分

離する設計とする。 

これらの分離については，実証試験等において火災によ

り近接する他の構成部品に火災の影響がないことを確認

した設計とする。 

（ⅱ）高感度煙感知器の設置による早期の火災感知 

 中央制御室内には，異なる2種類の感知器を設置する設

計とするとともに，火災発生時には常駐する運転員による

早期の消火活動によって，異区分への影響を軽減する設計

とする。これに加えて制御盤内へ高感度煙感知器を設置す

る設計とする。 

また，中央制御室及び補助盤室の制御盤床下構造は，制

御盤フロア下にケーブル処理室及び計算機室を設けてケー

ブルを布設する構造であるが，ケーブル処理室及び計算機

室の火災防護対象ケーブルは，以下の（ⅳ）に示すとおり，

１時間以上の耐火能力を有する隔壁等で分離することに加

え，固有の信号を発する異なる感知方式の火災感知器（煙

感知器，熱感知器）を組み合わせて設置するとともに，全

域ガス自動消火設備を設置する設計にすることにより，火

災の影響軽減のための対策を講じる設計とする。 

(ⅰ) 離隔距離による系統分離 

中央制御室及び補助盤室の火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性向上を

目的として近接して設置することから，中央制御室及び

補助盤室の制御盤については区分毎に別々の盤で分離す

る設計とする。 

一部，一つの制御盤内に複数の安全系区分の火災防護

対象機器及び火災防護対象ケーブルを設置しているもの

があるが，これらについては，区分間に金属製の仕切り

を設置する。ケーブルについては，当該ケーブルに火災

が発生しても延焼せず，また，周囲へ火災の影響を与え

ない金属外装ケーブル，難燃ビニル電線，難燃性ポリフ

レックス電線及びテフゼル電線を使用し，電線管に布設

する又は離隔距離を確保すること等により系統分離する

設計とする。 

これらの分離については，実証試験等において火災に

より近接する他の区分の構成部品に火災の影響が無いこ

とを確認した設計とする。 

(ⅱ) 高感度煙検出設備の設置による早期の火災感知 

  中央制御室及び補助盤室内には，異なる感知方式の火

災感知器を設置する設計とするとともに，火災発生時に

は中央制御室に常駐する運転員による早期の消火活動に

よって，異区分への影響を軽減する設計とする。 

これに加えて，中央制御室及び補助盤室の制御盤内へ

高感度煙検出設備を設置する設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑬の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

ケーブルの仕様が異

なる 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 
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ついては，これに加えて盤内へ高感度煙検出設備を設置す

る設計とする。 

(ⅲ)常駐する運転員による早期の消火活動 

中央制御室制御盤内に自動消火設備は設置しないが，中

央制御室制御盤内に火災が発生しても，高感度煙検出設備

や中央制御室の火災感知器からの感知信号により，常駐す

る運転員が早期に消火活動を行うことで，相違する系列の

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルへの火災の

影響を防止できる設計とする。 

中央制御室の制御盤内に設置する高感度煙検出設備に

ついては，資料５ の添付資料３に示す。 

消火設備は，電気機器へ悪影響を与えない二酸化炭素消

火器を使用する設計とし，常駐する運転員による中央制御

室内の火災の早期感知及び消火を図るために，消火活動の

手順を定めて，訓練を実施する。 

火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定し，サーモグ

ラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定できる装置を配備

する。 

 (ⅳ) 中央制御室床下フリーアクセスフロアの影響軽減対策 

中央制御室の火災防護対象機器及び火災防護対象ケー

ブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的として近接

して設置することから，中央制御室床下フリーアクセスフ

ロアに敷設する火災防護対象ケーブルについても，互いに

相違する系列の 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁によ

る分離，又は水平距離を 6m 以上確保することが困難であ

る。このため，中央制御室床下フリーアクセスフロアにつ

いては，下記に示す分離対策等を行う設計とする。 

（ⅲ）常駐する運転員による早期の消火活動 

 中央制御室の制御盤内に自動消火設備は設置しないが，

制御盤内に火災が発生しても，高感度煙感知器や中央制御

室の火災感知器からの感知信号により，常駐する運転員が

早期に消火活動を行うことで，相違する系列の火災防護対

象機器への火災の影響を防止できる設計とする。 

 中央制御室の制御盤内に設置する高感度煙感知器につ

いては，資料5添付資料3に示す。 

 消火設備は，電気機器へ悪影響を与えない二酸化炭素消

火器を使用する設計とし，常駐する運転員による中央制御

室内の火災の早期感知及び消火を図るために，消火活動の

手順を社内規程に定めて訓練を実施する。 

火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定し，サーモグ

ラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定できる機器を配備

する設計とする。 

（ⅳ）中央制御室床下の影響軽減対策 

  中央制御室の火災防護対象機器等は，運転員の操作性及

び視認性向上を目的として近接して設置することから，中

央制御室床下に敷設する火災防護対象ケーブルについて

も，互いに相違する系列の 3時間以上の耐火能力を有する

隔壁による分離，又は水平距離を 6m 以上確保することが

困難である。このため，中央制御室床下については，以下

に示す分離対策等を行う設計とする。 

(ⅲ) 中央制御室に常駐する運転員による早期の消火活動 

 中央制御室及び補助盤室の制御盤内に自動消火設備は

設置しないが，中央制御室及び補助盤室の制御盤内に火災

が発生しても，高感度煙検出設備や中央制御室及び補助盤

室の火災感知器からの感知信号により，中央制御室に常駐

する運転員が早期に消火活動を行うことで，相違する系列

の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルへの火災

の影響を防止できる設計とする。 

 中央制御室及び補助盤室の制御盤内に設置する高感度

煙検出設備については，資料５の添付資料３に示す。 

 消火設備は，電気機器へ悪影響を与えない二酸化炭素消

火器を使用する設計とし，中央制御室に常駐する運転員に

よる中央制御室及び補助盤室の制御盤内の火災の早期感

知及び消火を図るために，消火活動の手順を定めて，訓練

を実施する。 

 火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定し，サーモグ

ラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定できる装置を配備

する。 

なお，補助盤室には，全域ガス消火設備を設置する設計

とする。 

(ⅳ) 中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室及び

計算機室の影響軽減対策 

  中央制御室及び補助盤室の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的

として近接して設置することから，中央制御室及び補助盤

室の床下のケーブル処理室及び計算機室に布設する火災

防護対象ケーブルについても，互いに相違する系列の３時

間以上の耐火能力を有する隔壁による分離，又は水平距離

６m以上確保することが困難である。このため，中央制御

室及び補助盤室の床下のケーブル処理室及び計算機室に

ついては，以下に示す分離対策等を行う設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑬の相

違 
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a.分離板等による分離

中央制御室床下フリーアクセスフロアに敷設する互

いに相違する系列の火災防護対象ケーブルについては，

非安全系ケーブルも含めて 1 時間以上の耐火能力を有

する分離板又は障壁で分離する設計とする。また，ある

区分の火災防護対象ケーブルが敷設されている箇所に

異なる区分の火災防護対象ケーブルを敷設する場合は，

1 時間以上の耐火能力を有する耐火材で覆った電線管

又はトレイに敷設する。 

b.火災感知設備

中央制御室床下フリーアクセスフロアには，固有の信

号を発する異なる種類の煙感知器と熱感知器を組み合

わせて設置する設計とする。これらの感知設備は，アナ

ログ式のものとする等，誤作動防止対策を実施する。

また，これらの火災感知設備は，外部電源喪失時にお

いても火災の感知が可能となるよう，非常用電源から受

電するとともに，火災受信機盤は中央制御室に設置し常

時監視できる設計とする。受信機盤は，作動した火災感

知器を 1 つずつ特定できる機能を有するよう設計す

る。 

さらに，火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定

し，サーモグラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定で

きる装置を配備する。 

c.消火設備

中央制御室床下フリーアクセスフロアは，中央制御室

からの手動操作により早期の起動が可能な固定式ガス

消火設備（消火剤はハロン 1301）を設置する設計とす

る。 

この消火設備は，それぞれの安全系区分を消火できる

ものとし，故障警報及び作動前の警報を中央制御室に吹

鳴する設計とする。また，外部電源喪失時においても消

火が可能となるよう，非常用電源から受電する。 

中央制御室床下フリーアクセスフロアの固定式ガス

a. コンクリートピット等による分離

中央制御室床下コンクリートピットは，安全区分ごと

に分離されているため，安全区分の異なるケーブルは分

離して敷設する設計とし，1時間の耐火能力を有するコン

クリートピット構造（原子力発電所の火災防護指針

JEAG4607-2010〔解説-4-5〕「耐火壁」（2）仕様を引用）

として分離する設計とする。 

b.火災感知設備

中央制御室床下コンクリートピットには，固有の信号を

発する異なる 2種類の火災感知器として，煙感知器，熱感

知器を組み合わせて設置する設計とする。これらの火災感

知設備は，アナログ機能を有するものとする等，誤作動を

防止する設計とする。 

 また，これらの火災感知設備は，外部電源喪失時におい

ても火災の感知が可能となるよう，非常用電源から受電す

るとともに，火災受信機盤は中央制御室に設置し常時監視

できる設計とする。受信機盤は，作動した火災感知器を 1

つずつ特定できる機能を有する設計とする。 

c.消火設備

中央制御室床下コンクリートピット内には，系統分離

の観点から中央制御室からの手動操作により早期の起動

も可能なハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置する

設計とする。 

この消火設備は，それぞれの安全区分を消火できるも

のとし，故障警報及び作動前の警報を中央制御室に吹鳴

すると共に，時間遅れをもってハロンガスを放出する設

計とする。また，外部電源喪失時においても消火が可能

となるよう，非常用電源から受電する。 

a.隔壁等による分離

中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室及び

計算機室は，ある区分の火災防護対象ケーブルが布設さ

れている箇所に異なる区分の火災防護対象ケーブルを布

設する場合は，１時間の耐火能力を有する隔壁（耐火ラ

ッピング）で覆った電線管，ケーブルトレイ又はフレキ

シブル電線管に布設する。

b.火災感知設備

中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室及び

計算機室は，固有の信号を発する異なる感知方式の火災

感知器（煙感知器及び熱感知器）を組み合わせて設置す

る設計とする。これらの火災感知設備は，アナログ式の

ものとする等，誤作動防止対策を実施する。 

また，これらの火災感知設備は，外部電源喪失時にお

いても火災の感知が可能となるよう，非常用電源から受

電するとともに，火災受信機盤は中央制御室及び補助盤

室に設置し常時監視できる設計とする。受信機盤は，作

動した火災感知器を１つずつ特定できる機能を有する設

計とする。 

c.消火設備

中央制御室及び補助盤室の床下のケーブル処理室及び

計算機室は，系統分離の観点から中央制御室からの手動

操作により早期の起動も可能な全域ガス自動消火設備

（消火剤はハロン1301）を設置する設計とする。 

この消火設備は，それぞれの安全区分を消火できるも

のとし，故障警報及び作動前の警報を中央制御室に吹鳴

する設計とする。また，外部電源喪失時においても消火

が可能となるよう，非常用電源から受電する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑬の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑯の相違 
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消火設備について，消火後に発生する有毒なガス（フッ

化水素等）は中央制御室の空間容積が大きいため拡散に

よる濃度低下が想定されるが，中央制御室に運転員が常

駐していることを踏まえ，消火の迅速性と人体への影響

を考慮して，手動操作による起動とする。また，中央制

御室床下フリーアクセスフロアの固定式ガス消火設備

は，中央制御室床下フリーアクセスフロアにアナログ式

の異なる 2 種の火災感知器を設置すること，中央制御

室内には運転員が常駐することを踏まえると，手動操作

による起動により，自動起動と同等に早期の消火が可能

な設計とする。 

(ⅴ)原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持 

火災により，中央制御室内の一つの制御盤の機能がす

べて喪失したと仮定しても，他の制御盤での運転操作に

より，原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持が可

能な設計とする。（資料７  添付資料５） 

なお，万一，中央制御室で火災が発生し，原子炉停止

操作後当該火災が延焼して安全系異区分の構築物，系統

及び機器を同時に損傷させる可能性があると判断される

場合は，制御室外原子炉停止装置により原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し，維持を行う。（第 1-10 表） 

（資料２，７） 

(ⅴ)原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持 

 火災により，中央制御室内の一つの制御盤の機能がすべ

て喪失したと仮定しても，他の制御盤での運転操作によ

り，原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持が可能な

設計とする(資料7添付資料5)。 

 なお，万が一中央制御室で火災が発生し，原子炉停止操

作後，当該火災が延焼して安全系異区分の機器等を同時に

損傷させる可能性があると判断される場合は，制御室外原

子炉停止装置により原子炉の高温停止及び低温停止の達

成，維持を行う(第1-11表)。 

（資料2，7） 

 (ⅴ) 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持 

 火災により，中央制御室内及び補助盤室内の一つの制御

盤の機能が全て喪失したと仮定しても，他の制御盤での運

転操作により，原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維

持が可能な設計とする。（資料７ 添付資料５） 

 なお，万一，中央制御室で火災が発生し，原子炉停止操

作後当該火災が延焼して，安全系異区分の構築物，系統及

び機器を同時に損傷させる可能性があると判断される場

合は，中央制御室外原子炉停止制御盤により原子炉の高温

停止及び低温停止の達成，維持を行う。(第１-９表) 

（資料２，７） 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 
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第 1-10 表：制御室外原子炉停止装置による監視・操作機能 

② 原子炉格納容器内に対する火災の影響軽減のための対策

（資料８） 

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒素

ガスが封入され雰囲気が不活性化されていることから，火

災の発生は想定されない。一方で，窒素ガスが封入されて

いない期間のほとんどは原子炉が低温停止に到達している

期間であるが，わずかではあるものの原子炉が低温停止に

到達していない期間もあることを踏まえ，以下のとおり火

災の影響軽減対策を講じる。 

なお，原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物に

ついて，持込み期間・可燃物量・持込み場所等を管理する。

また，原子炉格納容器内の発火性又は引火性物質である潤

滑油を内包する設備，分電盤等については，金属製の筐体

やケーシングで構成すること，発火性又は引火性物質であ

る潤滑油を内包する設備は溶接構造又はシール構造の採用

により潤滑油の漏えい防止対策を講じるとともに，万一の

漏えいを考慮し，漏えいした潤滑油が拡大しないよう堰等

を設け拡大防止対策を行う設計とすること，及び油を内包

第1-11表 制御室外原子炉停止装置による監視・操作機能 

②原子炉格納容器内の系統分離(別紙1資料8)

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒素

が封入され雰囲気が不活性化されていることから，火災の

発生は想定されない。一方で，窒素が封入されていない期

間のほとんどは原子炉が低温停止に到達している期間で

あるが，わずかではあるものの原子炉が低温停止に到達し

ていない期間もあることを踏まえ，以下のとおり火災の影

響軽減対策を講じる。 

なお，原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物に

ついて，持込み期間・可燃物量・持込み場所等を管理する。

また，原子炉格納容器内の油内包設備，分電盤等について

は，金属製の筐体やケーシングで構成すること，発火性又

は引火性物質である潤滑油を内包する設備は溶接構造又

はシール構造の採用により潤滑油の漏えい防止対策を講

じるとともに，万一の漏えいを考慮し，漏えいした潤滑油

が拡大しないよう堰等を設け拡大防止対策を行う設計と

することによって，火災発生時においても火災防護対象機

第１-９表 中央制御室外原子炉停止制御盤による監視・操作機能 

② 原子炉格納容器内に対する火災の影響軽減のための対策

（資料８） 

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒素

ガスが封入され雰囲気が不活性化されていることから，火

災の発生は想定されない。一方で，窒素ガスが封入されて

いない期間のほとんどは原子炉が低温停止に到達している

期間であるが，わずかではあるものの原子炉が低温停止に

到達していない期間もあることを踏まえ，以下のとおり火

災の影響軽減対策を講じる。 

なお，原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物に

ついて，持込み期間・可燃物量・持込み場所等を管理する。

また，原子炉格納容器内の発火性又は引火性物質である潤

滑油を内包する設備，分電盤等については，金属製の筐体

やケーシングで構成すること，発火性又は引火性物質であ

る潤滑油を内包する設備は溶接構造又はシール構造の採用

により潤滑油の漏えい防止対策を講じるとともに，万一の

漏えいを考慮し，漏えいした潤滑油が拡大しないよう堰等

を設け拡大防止対策を行う設計とすること，及び油を内包

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の仕様が異なる 

・運用の相違
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する点検用機器は通常時電源を切る運用とすることによっ

て，火災発生時においても火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブルへの火災影響の低減を図る設 計とする。 

(ⅰ) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分  

離 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルの系統分離は，火災によっても原子炉の高温停

止及び低温停止を達成，維持するために必要な機能が同時

に喪失しないことを目的に行うことから，原子炉格納容器

の状態に応じて以下のとおり対策を行う。 

a. 起動中

a) 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象機器

の分散配置

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が

密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の 3 

時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難であ

る。このため，起動中は原子炉格納容器内には可燃物

を仮置きしない運用とともに，火災防護対象機器及び

火災防護対象ケーブルについては，離隔距離の確保及

び金属製の密閉ダクトの使用等により火災の影響軽減

対策を行う設計とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブルは，系統分離の観点から区分Ⅰと区分Ⅱ

機器の離隔距離を 6m 以上確保し，区分Ⅰと区分Ⅱ機

器の間において可燃物が存在することのないように，

異なる区分の機器間にある介在物（ケーブル，電磁弁）

については金属製の筐体に収納することで延焼防止対

策を行う設計とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは原子炉

格納容器貫通部を区分ごとに離れた場所に設置し，可

能な限り距離的分離を図る設計とする。また，火災発

生後，消火活動を開始するまでの時間の耐火性能を確

認した電線管又は金属製の密閉ダクトに敷設すること

によって，近接する他の区分の機器に火災の影響を及

器等への火災影響の低減を図る設計とする。 

(ⅰ)火災防護対象機器等の系統分離 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器等の系統分離

は，火災によっても原子炉の安全停止機能が同時に喪失

しないことを目的に行うことから，原子炉格納容器内の

状態に応じて以下のとおり対策を行う。 

a.起動中

a)火災防護対象ケーブルの分離及び対象機器の分散配置

原子炉格納容器内においては，機器やケーブルが密集

し，干渉物などが多く設置されている。このため，火災防

護対象機器等については，金属製の電線管の使用等により

火災の影響軽減対策を行う設計する。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器等は，系統分離の

観点から安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器を可能な限り離隔

して配置し，安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器の離隔間におい

て可燃物が存在することのないように，離隔間にある介在

物（ケーブル，電磁弁）については，金属製の筐体，電線

管に収納することや本体が金属製であることで延焼防止

対策を行う。 

 原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，原子炉

格納容器外から原子炉格納容器貫通部をとおり原子炉格

納容器内に敷設しているが，原子炉格納容器貫通部は区

分毎に離れた場所に設置し，可能な限り位置的分散を図

る設計とする。また，単一火災により複数の区分が機能

喪失することがないように，消火活動を開始するまでの

する点検用機器は通常時電源を切る運用とすることによっ

て，火災発生時においても火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブルへの火災影響の低減を図る設計とする。 

  (ⅰ) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分

離 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防護対象

ケーブルの系統分離は，火災によっても原子炉の高温停止

及び低温停止を達成，維持するために必要な機能が同時に

喪失しないことを目的に行うことから，原子炉格納容器の

状態に応じて以下のとおり対策を行う。 

a. 起動中

（a) 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象機器

の分散配置 

 原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が密

集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の３時間

以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難である。この

ため，起動中は原子炉格納容器内には可燃物を仮置きし

ない運用とするとともに，火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルについては，離隔距離の確保及び金属製

の蓋付ケーブルトレイの使用等により火災の影響軽減

対策を行う設計とする。 

 原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルは，系統分離の観点から安全系区分Ⅰと安全

系区分Ⅱ機器等を可能な限り離隔して配置し，安全系区

分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器の離隔間において可燃物が存

在することのないように，異なる区分の機器間にある介

在物（ケーブル，電磁弁）については金属製の筐体に収

納することで延焼防止対策を行う設計とする。 

 原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，原子炉

格納容器貫通部を区分毎に離れた場所に設置し，原則，

電線管又は金属製の蓋付ケーブルトレイに布設すると

ともに，１ｍ以上の距離的分離を図る設計とする。また，

電線管又は金属製の蓋付ケーブルトレイに布設するこ

とによって，火災発生後，消火活動を開始するまでの時

【東海第二】 

島根 2 号炉は，火災

の発生防止対策として

通常時電源「切」の運

用としている 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，原子

炉格納容器内の機器配

置等から6mの離隔距離

を確保することが困難

であることから，可能

な限り離隔を確保する

設計としている（以下，

別添 1 資料 1-㉒の相

違） 
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ぼすことなく消火できる設計とする。 

 

原子炉圧力容器下部においては，火災防護対象機器

である起動領域モニタの核計装ケーブルを一部露出し

て布設するが，火災の影響軽減の観点から，起動領域

モニタはチャンネル毎に位置的分散を図って設置す 

設計とする。 

 

b) 火災感知設備 

火災感知設備については，アナログ式の異なる 2 種

類の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置する

設計とする。 

 

c) 消火設備 

原子炉格納容器内の消火については，消火器を使用

する設計とする。また，消火栓を用いても対応できる

設計とする。 

 

 

なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス置

換完了までの間で原子炉格納容器内の火災が発生し

た場合には，火災による延焼防止の観点から窒素ガス

封入作業を継続し，原子炉格納容器内の等価火災時間

が経過した後に開放し現場確認を行う。 

 

b. 低温停止中 

a) 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象

機器の分散配置 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等

が密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等

の3時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難

である。このため，低温停止中は原子炉起動中と同

様に，原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火

災防護対象ケーブルは系統分離の観点から区分Ⅰと

区分Ⅱ機器の離隔距離を6m 以上確保し，区分Ⅰと区

分Ⅱ機器の間において可燃物が存在することのない

時間の耐火性能を確認した電線管に敷設する。 

     

原子炉圧力容器下部においては，火災防護対象機器であ

る起動領域モニタの核計装ケーブルを露出して敷設する

が，難燃ケーブルを使用しており，また，火災の影響軽減

の観点から，起動領域モニタはチャンネル毎に位置的分散

を図って設置する設計とする。 

 

  b)火災感知設備 

       火災感知設備について，アナログ式の異なる2種類の火

災感知器（煙感知器，熱感知器）を設置する設計とする。 

 

 

   c)消火設備 

    原子炉格納容器内の消火は，消火器を使用する設計とす

る。また，消火栓を用いても対応できる設計とする。さら

に，火災の早期感知及び消火を図るために，原子炉格納容

器内における自衛消防隊（運転員及び消防隊）の消火活動

の手順を定め訓練を実施する。 

    なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒素置換完了ま

での間で原子炉格納容器内の火災が発生した場合には，火

災による延焼防止の観点から，窒素封入開始後，約1.5時

間を目安に窒素封入作業の継続による窒息消火又は窒素

封入作業を中止し，早期の消火活動を実施する。 

 

  b.低温停止中 

   a)火災防護対象ケーブルの分離及び対象機器の分散配置 

 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の火災防護

対象機器等は，系統分離の観点から安全区分Ⅰと安全区

分Ⅱ機器を可能な限り離隔して配置し，安全区分Ⅰと安

全区分Ⅱ機器の離隔間において可燃物が存在することの

ないように，離隔間にある介在物（ケーブル，電磁弁）

については，金属製の筐体，電線管に収納することや本

体が金属製であることで延焼防止対策を行う。 

 

間内に近接する他の区分の機器に火災の影響を及ぼす

ことなく消火できる設計とする。 

原子炉圧力容器下部においては，火災防護対象機器

である中性子源領域計装の核計装ケーブルを一部露出

して布設するが，難燃ケーブルを使用しており，また，

火災の影響軽減の観点から，中性子源領域計装はチャ

ンネル毎に位置的分散を図って設置する設計とする。 

 

        (b) 火災感知設備 

      火災感知設備については，アナログ式の異なる感知方

式の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置する設

計とする。 

 

        (c) 消火設備 

           原子炉格納容器内の消火については，消火器を使用す

る設計とする。また，消火栓を用いても対応できる設計

とする。 

 

 

なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス置

換完了までの間で原子炉格納容器内の火災が発生した

場合には，火災による延焼防止の観点から窒素ガス封

入作業を継続し，原子炉格納容器内の等価火災時間が

経過した後に開放し現場確認を行う。 

 

    b. 低温停止中 

(a) 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象機

器の分散配置 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が

密集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の３

時間以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難であ

る。このため，低温停止中は原子炉起動中と同様に，

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルは系統分離の観点から安全系区分Ⅰと安全

系区分Ⅱ機器等を可能な限り離隔して配置し，安全系

区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器の間において可燃物が存在

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉は，中性

子源領域計装にて原子

炉の未臨界監視機能を

達成する設計としてい

る 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 別添 1資料 1-⑨の相

違 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根 2 号炉では原子

炉格納容器内の酸素濃

度を低下させるため，

窒素ガスの封入を継続

する運用としている 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉒の相
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ように，異なる区分の機器間にある介在物（ケーブ

ル，電磁弁）については金属製の筐体に収納するこ

とで延焼防止対策を行う設計とする。 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の火災

防護対象ケーブルは原子炉格納容器貫通部を区分ご

とに離れた場所に設置し，可能な限り距離的分離を

図る設計とする。また，火災発生後，消火活動を開

始するまでの時間の耐火性能を確認した電線管又は

金属製の密閉ダクトに敷設することによって，近接

する他の区分の火災防護対象機器へ火災の影響を及

ぼすことなく消火できる設計とする。 

 

原子炉低温停止中，電動駆動制御棒駆動機構につ

いては燃料交換等で一時的に制御棒を操作する場合

以外は電源を切ることで，誤動作を防止する設計と

する。 

 

 

b) 火災感知設備 

原子炉起動中と同様に，アナログ式の異なる 2種

類の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置す

る設計とする。 

 

c) 消火設備  

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の消火

については，消火器を使用する設計とする。また，

消火栓を用いても対応できる設計とする。 

 

 

 

 

(ⅱ) 火災の影響軽減対策への適合について  

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が密

集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の 3 時間

以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難である。この

ため，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルにつ

 

 

 

    原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の火災防護対

象ケーブルは，原子炉格納容器外から原子炉格納容器貫通

部をとおり原子炉格納容器内に敷設しているが，原子炉格

納容器貫通部は区分毎に離れた場所に設置し，可能な限り

距離的分散を図る設計とする。また，単一火災により複数

の区分が機能喪失することがないように，消火活動を開始

するまでの時間の耐火性能を確認した電線管に敷設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b)火災感知設備 

    原子炉起動中と同様に，アナログ式の異なる2種類の火

災感知器(煙感知器，熱感知器)を設置する設計とする。 

 

 

c)消火設備 

    原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の消火につい

ては，消火器を使用する設計とする。また，消火栓を用い

ても対応できる設計とする。さらに，火災の早期感知及び

消火を図るために，原子炉格納容器内における自衛消防隊

（運転員及び消防隊）の消火活動の手順を定め訓練を実施

する。 

 

   (ⅱ)火災の影響軽減対策への適合について 

    原子炉格納容器内においては，機器やケーブルが密集

し，干渉物などが多く設置されている。このため，火災防

護対象機器等については，離隔距離の確保及び金属製の電

線管の使用等により火災の影響軽減対策を行う設計する。 

することのないように，異なる区分の機器間にある介

在物（ケーブル，電磁弁）については金属製の筐体に

収納することで延焼防止対策を行う設計とする。 

      原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の火災防護

対象ケーブルは，原子炉格納容器貫通部を区分毎に離れ

た場所に設置し，原則，電線管又は金属製の蓋付ケーブ

ルトレイに布設するとともに，１ｍ以上の距離的分離を

図る設計とする。また，電線管又は金属製の蓋付ケーブ

ルトレイに布設することによって，火災発生後，消火活

動を開始するまでの時間内に近接する他の区分の機器

に火災の影響を及ぼすことなく消火できる設計とする。 

 

      低温停止中は，原子炉の安全停止が達成・維持された

状態であること，制御棒は金属等の不燃性材料で構成さ

れた機械品であることから，原子炉格納容器内の火災に

よっても，原子炉の停止機能及び未臨界機能の喪失は想

定されない。 

 

        (b) 火災感知設備 

      原子炉起動中と同様に，アナログ式の異なる感知方式

の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置する設計

とする。 

 

(c) 消火設備 

           原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の消火につ

いては，消火器を使用する設計とする。また，消火栓を

用いても対応できる設計とする。 

 

 

 

 

 (ⅱ) 火災の影響軽減対策への適合について 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が密

集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の３時間

以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難である。この

ため，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルにつ

違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

制御棒駆動機構の構

造が異なる（島根 2 号

炉は，水圧制御のみ） 
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いては，離隔距離の確保及び電線管，金属製の密閉ダク

トの使用等により火災の影響軽減対策を行う設計とす

る。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器は，系統分離の

観点から区分Ⅰと 区分Ⅱ機器の離隔距離を 6m 以上確

保し，区分Ⅰと区分Ⅱ機器の間において可燃物が存在す

ることのないように，異なる区分の機器間にある介在物

（ケーブル，電磁弁）については金属製の筐体に収納す

ることで延焼防止 対策を行う設計とする。 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，単一火

災によって複数区分が機能喪失することのないように，

消火活動を開始するまでの時間の耐火性能を確認した電

線管又は金属製の密閉ダクトに敷設する設計とする。 

 

しかしながら，火災防護に係る審査基準に示される

「2.3 火災の影響軽減」の要求のうち， 「1 時間耐火性

能を有する隔壁等（6m 以上の離隔距離確保）」と「自動

消火設備」の要求そのものには合致しているとは言い難

い。 

一方，火災防護に係る審査基準の「2．基本事項※」に

示されているように，火災の影響軽減対策の本来の目的

は， 「火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持する」ことである。 

 

※「２．基本事項」 

安全機能を有する構築物、系統及び機器を火災か

ら防護することを目的とし、原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持するための安全機能を有す

る構築物，系統及び機器が設置される火災区域及び

区画に対して，火災の発生防止、感知・消火及び影

響軽減対策を講じること。 

 

このため，原子炉格納容器内の火災に対し，原子炉の

高温停止及び低温停止の達成及び維持が可能であるこ

とを示すことができれば，火災防護に係る審査基準の

     

 

 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器等は，系統分離の

観点から安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器の離隔距離を可能

な限り位置的分散し，安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器の離隔

間において可燃物が存在することのないように，離隔間に

ある介在物（ケーブル，電磁弁）については，金属製の筐

体，電線管に収納することや本体が金属製であることで延

焼防止対策を行う設計とする。 

    原子炉格納容器内のケーブルは，単一の火災によって複

数の区分が機能喪失することのないように，消火活動を開

始するまでの時間の耐火性能を確認した電線管に敷設す

る。 

 

    しかしながら，火災防護審査基準に示される「2.3火災

の影響軽減」で要求される，「1時間の耐火性能を有する

隔壁等(6m以上の離隔距離確保(水平距離間には仮置きす

るものを含め可燃性物質が存在しないこと))」と「自動消

火設備」の要求そのものに合致するものではない。 

    一方，火災防護審査基準の「2.基本事項」※に示されて

いるように，火災の影響軽減対策の本来の目的は，「火災

が発生しても原子炉の高温停止，低温停止を達成し，維持

する。」ことである。 

 

※ 2.基本事項 

    安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防護

することを目的として，原子炉の高温停止及び低温停止を

達成し，維持するための安全機能を有する構築物，系統及

び機器が設置される火災区域及び火災区画に対して，火災

の発生防止，火災の感知及び消火，火災の影響軽減対策を

講じること。 

 

このため，原子炉格納容器内の火災に対し，原子炉の安

全停止が可能であることを示すことができれば，火災防護

審査基準の「2.3火災の影響軽減」の要求に適合している

いては，離隔距離の確保及び電線管，金属製の蓋付ケー

ブルトレイの使用等により火災の影響軽減対策を行う設

計とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器は，系統分離の

観点から安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器等を可能な限

り離隔して配置し，安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器の

間において可燃物が存在することの無いように，異なる

区分の機器間にある介在物（ケーブル，電磁弁）につい

ては金属製の筐体に収納することで延焼防止対策を行う

設計とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，単一火

災によって，複数区分が機能喪失することのないように，

消火活動を開始するまでの時間の耐火性能を確認した電

線管又は金属製の蓋付ケーブルトレイに布設する設計と

する。 

しかしながら，火災防護に係る審査基準に示される

「2.3 火災の影響軽減」の要求のうち，「１時間耐火性

能を有する隔壁等（６ｍ以上の離隔距離確保）」と「自

動消火設備」の要求そのものには合致しているとは言い

難い。 

一方，火災防護に係る審査基準の「2. 基本事項※」に

示されているように，火災の影響軽減対策の本来の目的

は，「火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持する」ことである。 

 

    ※：「2. 基本事項」 

       安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災か

ら防護することを目的とし，原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持するための安全機能を有す

る構築物，系統及び機器が設置される火災区域及び

火災区画に対して，火災の発生防止，感知・消火及

び影響軽減を講じること。 

 

このため，原子炉格納容器内の火災に対し，原子炉の

高温停止及び低温停止の達成及び維持が可能であること

を示すことができれば，火災防護に係る審査基準の「2.3 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉒の相

違 
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「2.3 火災の影響軽減」の要求に適合していることと同

等であると判断できる。 

そこで，保守的な評価として，火災による原子炉格納

容器内の安全機能の全喪失を仮定した評価を行い，原子

炉の高温停止及び低温停止の達成及び維持が，運転員の

操作と相まって，可能である設計とする。（資料８  別

紙３） 

 

以上より，原子炉格納容器内は火災防護に係る審査

基準の「2.3 火災の影響軽減」の要求については十分

な保安水準が確保されていると考える。 

 

③ 非常用ディーゼル発電機軽油タンク及び燃料移送ポンプ

の系統分離 

非常用ディーゼル発電機軽油タンクは，屋外に２基設置

されているが、これらの軽油タンク間の離隔距離は約 7m 

であり，6m 以上の離隔距離を確保する設計とする（第 

1-37 図）。 

非常用ディーゼル発電機軽油タンクは，屋外に設置され

ているため自動起動の固定式消火設備の設置は困難であ

るが，外部火災影響評価より一方の軽油タンクで火災が発

生してももう一方の軽油タンクには引火しないこと（6 条

-別添 4（外火）-1「2.2.2.3.(1)b.(a)」），非常用ディー

ゼル発電機軽油タンクは１基で非常用ディーゼル発電機

２台に 7 日間分の燃料を供給できる容量を有する設計で

あり火災後も片系のみで機能維持が可能なこと，軽油タン

クのほかに非常用ディーゼル発電機ディタンクが原子炉

建屋内に３基あり，各非常用ディーゼル発電機ディタンク

に対応する非常用ディーゼル発電機に 8 時間分の燃料を

供給できるため，軽油タンクでの火災発生から消火までの

間も機能維持が可能なことから，単一の火災によっても非

常用ディーゼル発電機が機能喪失するおそれはない。 

また，燃料移送ポンプについても軽油タンクの防油堤近

傍に設置された屋外開放の設備となり自動起動の固定式

消火設備は設置されていないが，区分Ⅰ，Ⅲと区分Ⅱの間

が外部火災を考慮した防護板により防護されていること

ことと同等であると判断できる。 

 

そこで，保守的な評価として，原子炉格納容器内での火

災影響を仮定した評価を行い，原子炉の安全停止が，運転

員の操作と相まって，可能であることを確認した（資料8

別紙3）。 

 

 

以上より，原子炉格納容器内は火災防護審査基準の「2.3

火災の影響軽減」の要求については十分な保安水準が確保さ

れていると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災の影響軽減」の要求に適合していることと同等であ

ると判断できる。 

そこで，保守的な評価として，火災による原子炉格納

容器内の安全機能の全喪失を仮定した評価を行い，原子

炉の高温停止及び低温停止の達成及び維持が，運転員の

操作と相まって，可能である設計とする。 

（資料８別紙３） 

 

以上より，原子炉格納容器内は，火災防護に係る審査

基準の「2.3 火災の影響軽減」の要求については十分な

保安水準が確保されていると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉のディー

ゼル燃料貯蔵タンク及

び燃料移送ポンプは，

基準要求どおり影響軽

減対策を実施している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

257



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

（6 条-別添 4（外火）-1-添付資料６），異なる区分のポ

ンプが火源となる軽油タンクから 7m 以上の離隔距離を

有していることから，影響軽減が図られており単一の火災

によって非常用ディーゼル発電機が機能喪失するおそれ

はない。 

さらに，軽油タンクと非常用ディーゼル発電機燃料ディ

タンクとの間には，建屋内外に手動の隔離弁が設置されて

おり，火災が発生した場合でもそれぞれのタンクを隔離す

ることが可能である 

なお，非常用ディーゼル発電機軽油タンク並びに燃料移

送ポンプについては，2.1.2.1.(1)で示したように，早期

の火災感知のため固有の信号を発する異なる２種類の火

災感知設備を設置する設計とするとともに，屋外であり煙

の充満又は放射線の影響等によって消火困難とならない

ことから，火災が発生した場合は消火器又は移動式消火設

備で消火を行う。 

 

 

第 1-37 図：非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域配置図 

 

 

以上より，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル

については，火災防護に係る審査基準に従い，多重化され

た原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する機能

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル

については，火災防護に係る審査基準に従い，多重化され

た原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する機能
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がすべて喪失することのないよう，安全系区分Ⅰに属する

火災区域を3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁・隔壁等

によって分離する設計とすること，中央制御室については

実証試験等によって確認された離隔距離等による分離，常

駐する運転員による迅速な感知・消火を行うこととしてい

ることから，十分な保安水準が確保されているものと考え

る。 

原子炉格納容器については，原子炉格納容器内の発火性

又は引火性物質である潤滑油を内包する設備の油保有量

が少なく，低温停止中は，火災の発生防止，感知・消火の

対策により火災の影響が安全機能に影響を及ぼすことは

ないこと，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス封入

前までのわずかな期間については，原子炉格納容器内の火

災発生時に発生する可能性のある機器故障警報によって

中央制御室にて異常を確認した場合には，速やかにプラン

ト停止とし，消火活動により消火を行う手順とすることか

ら， 十分な保安水準が確保されているものと考える。 

非常用ディーゼル発電機軽油タンクについては，自動起

動の固定式消火設備は設置されていないが，外部火災影響

評価より一方の軽油タンクで火災が発生してももう一方

の軽油タンクには影響が及ばないこと，単一の火災によっ

ても非常用ディーゼル発電機が機能喪失するおそれはな

いことから，十分な保安水準が確保されているものと考え

る。 

 

(3) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に関わる火災区域の

分離 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系

統及び機器を設置する火災区域は，3 時間以上の耐火能力

を有する耐火壁として，3 時間耐火に設計上必要なコンク

リート壁厚である 123mm より厚い 140mm 以上の壁厚を

有するコンクリート壁並びに 3 時間耐火に設計上必要な

コンクリート厚である219mm より厚い床，天井又は火災耐

久試験により 3 時間以上の耐火能力を有することを確認

した耐火壁（貫通部シール，防火扉，防火ダンパ，天井デ

ッキスラブ）により，隣接する他の火災区域と分離するよ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 放射性物質貯蔵等の機能に関わる火災区域の分離 

 

    放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域は，3時

間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3時間耐火に設

計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンクリート耐火壁

や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を有すること

を確認した耐火壁（耐火障壁，貫通部シール，防火扉，防

火ダンパ）によって，他の火災区域と分離する設計とする。 

 

 

 

が全て喪失することのないよう，安全系区分Ⅱに属する火

災区域を３時間以上の耐火能力を有する耐火壁・隔壁等に

よって分離する設計とすること，中央制御室及び補助盤室

については，実証試験等によって確認された離隔距離等に

よる分離，常駐する運転員による迅速な感知・消火を行う

こととしていることから，十分な保安水準が確保されてい

るものと考える。 

原子炉格納容器については，原子炉格納容器内の発火性

又は引火性物質である潤滑油を内包する設備の油保有量が

少なく，低温停止中は，火災の発生防止，感知・消火の対

策により火災の影響が安全機能に影響を及ぼすことは無い

こと，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス封入前ま

でのわずかな期間については，原子炉格納容器内の火災発

生時に発生する可能性のある機器故障警報によって中央制

御室にて異常を確認した場合には，速やかにプラント停止

し，消火活動により消火を行う手順とすることから，十分

な保安水準が確保されているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に関わる火災区域の分

離 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器を設置する火災区域は，３時間以上の耐火能力を有

する耐火壁として，３時間耐火に設計上必要なコンクリート

壁厚である123mm以上の壁厚を有するコンクリート壁並びに

３時間耐火に設計上必要なコンクリート厚である219mm よ

り厚い床，天井又は火災耐久試験により３時間以上の耐火能

力を有することを確認した耐火壁（耐火障壁，貫通部シール，

防火扉，防火ダンパ）により，隣接する他の火災区域と分離

するよう設定する。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-④の相

違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑤の相
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う設定する。 

 

以上より，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する

構築物，系統及び機器を設置する火災区域は，3 時間以上

の耐火能力を有する耐火壁によって隣接する他の火災区

域と分離する設計であることから，火災防護に係る審査基

準に適合するものと考える。 

（資料９） 

 

(4) 換気設備に対する火災の影響軽減対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域に関連する換気設備には，他の火災区域又は火災区画

への火，熱又は煙の影響が及ばないよう，火災区域又は火

災区画の境界となる箇所に3時間耐火性能を有する防火ダ

ンパを設置する設計とする。 

換気設備のフィルタは，「2.1.1.2(4) 換気設備のフィル

タに対する不燃性材料又は難燃性材料の使用」に示すとお

り，チャコールフィルタを除き難燃性のものを使用する設

計とする。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設

置する火災区域に関連する換気設備は，防火ダンパの設置

により他の火災区域からの悪影響を防止する設計である

こと，フィルタの延焼を防止する設計であることから，火

災防護に係る審査基準に適合するものと考える。 

 

(5) 煙に対する火災の影響軽減対策 

通常運転員が常駐する火災区域は中央制御室のみである

が，中央制御室の火災発生時の煙を排気するため，建築基準

法に準拠した容量の排煙設備を設置する設計とする。添付資

料８に排煙設備の容量，排煙先等を示す。排煙設備は中央制

御室専用であるため，放射性物質の環境への放出を考慮する

必要はない。 

 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区

 

 

  以上より，放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域

は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火災区

域と分離する設計であることから，火災防護に係る審査基準に

適合するものと考える。 

(資料9) 

 

 

(4) 換気設備に対する火災の影響軽減対策 

安全機能を有する機器等を設置する火災区域に関連す

る換気設備には，他の火災区域への火，熱又は煙による影

響がおよばないよう，火災区域又は火災区画の境界となる

箇所に3時間耐火性能を有する防火ダンパを設置する設計

とする。 

換気設備のフィルタは，「2.1.1.2 不燃性材料または難

燃性材料の使用(4) 換気設備のフィルタに対する不燃性

材料及び難燃性材料の使用」に示すとおり，チャコールフ

ィルタを除き，難燃性のフィルタを使用する設計とする。 

  

 以上より，安全機能を有する機器等を設置する火災区域に関

連する換気設備は，防火ダンパの設置により他の火災区域から

影響（熱，煙）を防止する設計であること，フィルタの延焼を

防止する設計であることから，火災防護に係る審査基準に適合

するものと考える。 

 

(5) 煙に対する火災の影響軽減対策 

運転員が常駐している火災区域は中央制御室のみであ

るが，中央制御室の火災発生時の煙を排気するため，建築

基準法により要求される容量の排煙設備を配備する設計

とする。添付資料8に排煙設備の容量等を示す。排煙設備

は中央制御室専用であるため，放射性物質の環境への放出

を考慮する必要はないが，万が一，排気に伴い放射性物質

の環境への放出を抑制する必要が生じた場合には，排気を

停止できる設計とする。 

安全機能を有する機器等を設置する火災区域のうち，ケ

 

 

以上より，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構

築物，系統及び機器を設置する火災区域は，３時間以上の耐

火能力を有する耐火壁によって隣接する他の火災区域と分

離する設計であることから，火災防護に係る審査基準に適合

するものと考える。 

（資料９） 

 

(4) 換気設備に対する火災の影響軽減対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区

域に関連する換気設備には，他の火災区域又は火災区画への

火，熱又は煙の影響が及ばないよう，火災区域又は火災区画

の境界となる箇所に３時間耐火性能を有する防火ダンパを

設置する設計とする。 

換気設備のフィルタは，「2.1.1.2.(4) 換気設備のフィル

タに対する不燃性材料又は難燃性材料の使用」に示すとお

り，チャコールフィルタを除き難燃性のものを使用する設計

とする。 

 

以上より，安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する火災区域に関連する換気設備は，防火ダンパの設置によ

り他の火災区域からの悪影響を防止する設計であること，フ

ィルタの延焼を防止する設計であることから，火災防護に係

る審査基準に適合するものと考える。 

 

(5) 煙に対する火災の影響軽減対策 

運転員が常駐する火災区域は中央制御室のみであるが，中

央制御室の火災発生時の煙を排気するため，建築基準法に準

拠した容量の排煙設備を設置する設計とする。添付資料７に

排煙設備の容量，排煙先等を示す。排煙設備は中央制御室専

用であるため，放射性物質の環境への放出を考慮する必要は

ない。 

 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災区

違 
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域のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域

（中央制御室床下フリーアクセスフロア，ケーブル処理室，

非常用ディーゼル発電機室，非常用ディーゼル発電機燃料デ

ィタンク室）については，二酸化炭素消火設備又は全域ガス

消火設備により早期に消火する設計とする。 

なお，引火性液体が密集する非常用ディーゼル発電機軽油

タンクは屋外に設置するため，煙が大気に放出されることか

ら，排煙設備を設置しない設計とする。 

 

以上より，電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区

域については固定式消火設備により早期に消火する設計で

あること，通常運転員が駐在する中央制御室では排煙設備

を設置する設計であること，中央制御室の排煙設備は中央

制御室専用であり放射性物質の環境への放出を考慮する必

要はないことから，火災防護に係る審査基準に適合するも

のと考える。 

 

(6) 油タンクに対する火災の影響軽減対策 

火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換気空調

設備による排気又はベント管により屋外に排気する設計とし

ており，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。（第 1-38 図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーブルや引火性液体が密集する火災区域又は火災区画（電

気室，ケーブル処理室，非常用ディーゼル発電機室，非常

用ディーゼル発電機燃料デイタンク室）は，二酸化炭素自

動消火設備（全域）またはハロゲン化物自動消火設備（全

域）により速やかに消火する設計とする。 

なお，引火性液体が密集する軽油貯蔵タンクは埋設の地

下構造であるため，煙が大気に放出されることから，排煙

設備を設置しない設計とする。  

 

  以上より，電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域に

ついては，固定式消火設備により速やかに消火する設計である

こと，通常運転員が常駐する中央制御室では排煙設備を設置す

る設計であること，中央制御室の排煙設備は中央制御室専用で

あり，放射性物質の環境への放出を考慮する必要はないことか

ら，火災防護に係る審査基準に適合するものと考える。 

 

 

（6）油タンクに対する火災の影響軽減対策 

火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換気空

調設備による排気又はベント管により屋外に排気する設

計としており，火災防護に係る審査基準に適合しているも

のと考える（第1-41図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

域のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域（非

常用電気室，ケーブル処理室及び計算機室，非常用ディーゼ

ル発電機室，ディーゼル燃料デイタンク室，補助盤室及び運

転員控室）については，全域ガス消火設備により早期に消火

する設計とする。 

なお，引火性液体が密集するディーゼル燃料貯蔵タンクに

ついては屋外で地下埋設構造であるため，煙が大気に放出さ

れることから，排煙設備を設置しない設計とする。 

 

以上より，電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域

については固定式消火設備により早期に消火する設計である

こと，運転員が駐在する中央制御室では排煙設備を設置する

設計であること，中央制御室の排煙設備は中央制御室専用で

あり，放射性物質の環境への放出を考慮する必要はないこと

から，火災防護に係る審査基準に適合するものと考える。 

 

 

(6) 油タンクに対する火災の影響軽減対策 

火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換気空調

設備による排気又はベント管により屋外に排気する設計とし

ており，火災防護に係る審査基準に適合しているものと考え

る。（第１-37図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉のディー

ゼル燃料貯蔵タンク

は，地下埋設構造を採

用している 
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第 1-38 図：油タンクのベント管設置の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-41図 油タンクのベント管設置の例 

 

 

第1-12表 火災区域に設置される油タンクについて 

 

 

 

第１-37図 油タンクのベント管の設置概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備構成が異なる 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備構成が異なる 
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2.1.3.2. 火災影響評価 

 

［要求事項］ 

2.3.2 原子炉施設内のいかなる火災によっても、安全保護

系及び原子炉停止系の作動が要求される場合には、火災

による影響を考慮しても、多重化されたそれぞれの系統

が同時に機能を失うことなく、原子炉を高温停止及び低

温停止できる設計であること。 

また、原子炉の高温停止及び低温停止が達成できるこ

とを、火災影響評価により確認すること。（火災影響評価

の具体的手法は「原子力発電所の内部火災影響評価ガイ

ド」による。） 

 

（参考） 

「高温停止及び低温停止できる」とは、想定される火災

の原子炉への影響を考慮して、高温停止状態及び低温停止

状態の達成、維持に必要な系統及び機器がその機能を果た

すことができることをいう。 

 

 

設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に想定

される発電用原子炉施設内の火災によって，安全保護系及び原

子炉停止系の作動が要求される場合には，火災による影響を考

慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うこ

となく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持できる

設計とし，火災影響評価により確認する。 

また，発電用原子炉施設内の火災によって運転時の異常な過

渡変化又は設計基準事故が発生した場合に，それらに対処する

ために必要な機器の単一故障を考慮しても異常状態を収束で

きる設計とし，火災影響評価にて確認する。 

（資料１０） 

 

ただし，中央制御室制御盤及び原子炉格納容器に対しては，

「2.1.3.1.(2) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル

の系統分離」で示すとおり，火災が発生しても，原子炉の高温

2.1.3.2 火災影響評価 

 

[要求事項] 

2.3.2 原子炉施設内のいかなる火災によっても，安全保護系及

び原子炉停止系の作動が要求される場合には，火災による影

響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能

を失うことなく，原子炉を高温停止及び低温停止できる設計

であること。 

また，原子炉の高温停止及び低温停止が達成できること

を，火災影響評価により確認すること。（火災影響評価の具

体的手法は「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」によ

る。） 

 

（参考） 

「高温停止及び低温停止できる」とは，想定される火災の

原子炉への影響を考慮して，高温停止状態及び低温停止状態

の達成，維持に必要な系統及び機器がその機能を果たすこと

ができることをいう。 

 

 

設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に想定

される発電用原子炉施設内の火災により，安全保護系及び原子

炉停止系の作動が要求される場合には，火災による影響を考慮

しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うこと

なく，原子炉を安全停止できる設計とし，火災影響評価にて確

認する。 

また，発電用原子炉施設内の火災により運転時の異常な過渡

変化または設計基準事故が発生した場合に，それらに対処する

ために必要な機器の単一故障を考慮しても異常状態を収束で

きる設計とし，火災影響評価にて確認する（資料10）。 

 

 

  ただし，中央制御室制御盤及び原子炉格納容器に対しては，

「火災防護対象機器等の系統分離」で示すとおり，火災が発生

しても，原子炉の安全停止は可能である。 

2.1.3.2. 火災影響評価 

 

[要求事項] 

2.3.2 原子炉施設内のいかなる火災によっても、安全保護

系及び原子炉停止系の作動が要求される場合には、

火災による影響を考慮しても、多重化されたそれぞ

れの系統が同時に機能を失うことなく、原子炉を高

温停止及び低温停止できる設計であること。 

また、原子炉の高温停止及び低温停止が達成できる

ことを、火災影響評価により確認すること。 

（火災影響評価の具体的手法は「原子力発電所の内

部火災影響評価ガイド」による。） 

 

（参考） 

「高温停止及び低温停止できる」とは、想定される火

災の原子炉への影響を考慮して、高温停止状態及び低

温停止状態の達成、維持に必要な系統及び機器がその

機能を果たすことができることをいう。 

 

 

設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に想定

される発電用原子炉施設内の火災によって，安全保護系及び原

子炉停止系の作動が要求される場合には，火災による影響を考

慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うこ

となく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持できる

設計とし，火災影響評価により確認する。 

また，発電用原子炉施設内の火災によって運転時の異常な過

渡変化又は設計基準事故が発生した場合に，それらに対処する

ために必要な機器の単一故障を考慮しても異常状態を収束で

きる設計とし，火災影響評価にて確認する。 

（資料10） 

 

  ただし，中央制御室及び補助盤室の制御盤，原子炉格納容器

に対しては，「2.1.3.1.(2) 火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルの系統分離」で示すとおり，火災が発生しても，原
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停止及び低温停止の達成，維持は可能である。 

また，内部火災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全保護

系，原子炉停止系の作動が要求される事象が発生する可能性が

あるため，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査

指針」に基づき，運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故に

対処するための機器に単一故障を想定しても，以下の状況を考

慮し，多重性をもったそれぞれの系統が同時に機能を失うこと

なく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持できるこ

とを火災影響評価により確認する。 

 

・内部火災発生を想定する区域及びその影響範囲のクラス1 

及びクラス2 の火災防護対象設備は内部火災により機能喪

失するが，それ以外の区域の火災防護対象設備は機能が維

持される。 

・原子炉建屋又はタービン建屋において，内部火災が発生す

ることを仮定し，当該建屋内の火災防護対象設備以外は機

能喪失する。 

・原子炉建屋又はタービン建屋において発生した内部火災は，

当該の建屋以外に影響を及ぼさない。 

・中央制御室における火災については，火災感知器による早

期感知や運転員によるプラント停止が期待でき，内部火災

による影響波及範囲は限定的である。 

 

火災区域の変更や火災区域設定に影響を与える可能性があ

る工事を実施する場合には，火災防護計画に従い火災影響評

価を行い，火災による影響を考慮しても多重化されたそれぞ

れの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停止及

び低温停止を達成し，維持できること確認するとともに，変

更管理を行う。 

なお，「2.1.3.2 火災影響評価」では，火災区域又は火災区

画を，「火災区域」 と記載する。 

 

 

 

 

 

   

また，内部火災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全保護

系，原子炉停止系の作動が要求される事象が発生する可能性が

あるため，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査

指針」(平成2年8月30日原子力安全委員会決定)に基づき，運転

時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対処するための機器

に単一故障を想定しても，以下の状況を考慮し，多重性を持っ

たそれぞれの系統が同時に機能喪失することなく，原子炉の高

温停止，低温停止を達成することが可能であることを火災影響

評価により確認する。 

  ・内部火災を想定する区域及びその影響範囲の火災防護対象

機器及び火災防護対象ケーブルは内部火災により機能喪

失するが，それ以外の区域の火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルは機能が維持される。 

  ・原子炉建屋またはタービン建屋において，内部火災が発生

することを仮定し，当該建屋内における火災防護対象機器

及び火災防護対象ケーブル以外は機能喪失する。 

  ・原子炉建屋またはタービン建屋において発生した内部火災

は，当該の建屋以外に影響をおよぼさない。 

  ・中央制御室における火災については，火災感知器による早

期感知や運転員によるプラント停止が期待でき，内部火災

による影響波及の範囲は限定的である。 

 

火災区域又は火災区画の変更や火災区域又は火災区画設定

に影響を与える可能性がある工事を実施する場合には，火災防

護計画に従い火災影響評価を行い，火災による影響を考慮して

も多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，

原子炉を安全停止できることを確認するとともに，変更の管理

を行う。 

  なお，「2.1.3.2 火災影響評価」では，火災区域または火

災区画を，「火災区域」と記載する。火災区域の設定後，火災

区域特性表を作成し，火災区域特性表には，各火災区域内の可

燃性物質，機器，ケーブル，隣接区域との関係等調査し，火災

区域の特徴を記載する。 

 

 

子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持は可能である。 

  また，内部火災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全保護

系，原子炉停止系の作動が要求される事象が発生する可能性が

あるため，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査

指針」に基づき，運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故に

対処するための機器に単一故障を想定しても，以下の状況を考

慮し，多重性を持ったそれぞれの系統が同時に機能を失うこと

なく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持できるこ

とを火災影響評価により確認する。 

 

・内部火災発生を想定する区域及びその影響範囲のクラス１

及びクラス２の火災防護対象設備は内部火災により機能

喪失するが，それ以外の区域の火災防護対象設備は機能が

維持される。 

・原子炉建物又はタービン建物において，内部火災が発生す

ることを仮定し，当該建物内の火災防護対象設備以外は機

能喪失する。 

・原子炉建物又はタービン建物において発生した内部火災

は，当該の建物以外に影響を及ぼさない。 

・中央制御室及び補助盤室における火災については，火災感

知器による早期感知や運転員によるプラント停止が期待

でき，内部火災による影響波及範囲は限定的である。 

 

  火災区域の変更や火災区域設定に影響を与える可能性があ

る工事を実施する場合は，火災防護計画に従い火災影響評価を

行い，火災による影響を考慮しても多重化されたそれぞれの系

統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し，維持できることを確認するとともに，変更管理を

行う。 

なお，「2.1.3.2.火災影響評価」では，火災区域又は火災区

画を，「火災区域」と記載する。 
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・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉑の相

違 
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(1) 火災伝播評価 

火災区域での火災発生時に，隣接火災区域に火災の影響を

与える場合は，隣接火災区域を含んだ火災影響評価を行う必

要があるため，火災影響評価に先立ち，火災区域ごとに火災

を想定した場合の隣接火災区域への火災の影響の有無を確

認する火災伝播評価を実施する。 

 

(2) 隣接火災区域に火災の影響を与えない火災区域に対する

火災影響評価  

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与えない火災

区域については当該火災区域に設置される全機器の機能喪

失を想定しても，「2.1.3.1 系統分離による影響軽減」に基

づく火災の影響軽減のための対策の実施により，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な成功の

方策が少なくとも一つ確保され，原子炉の高温停止及び低温

停止の達成，維持が可能であることを確認する。 

 

 

(3) 隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対する火

災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与える火災区

域については，当該火災区域と隣接火災区域の2区画内の火

災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの有無の組み合

わせに応じて，火災区域内に設置される全機器の機能喪失を

想定しても，「2.1.3.1 系統分離による影響軽減」に基づく

火災の影響軽減のための対策の実施により，原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し，維持するために必要な成功の方策

が少なくとも一つ確保され，原子炉の高温停止及び低温停止

の達成，維持が可能であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

(1)火災伝播評価 

当該火災区域の火災発生時に，隣接火災区域に火災の影響

を与える場合は，隣接火災区域を含んだ火災影響評価を行う

必要があるため，当該火災区域の火災伝播評価に先立ち，当

該火災区域に火災を想定した場合の隣接火災区域への火災

の影響の有無を確認する火災伝播評価を実施する。 

    

(2)隣接火災区域に影響を与えない火災区域に対する火災伝播

評価 

火災伝搬評価により隣接火災区域に影響を与えず，かつ当

該火災区域に設置される全機器の機能喪失を想定しても，原

子炉の安全停止に必要な方策が少なくとも一つ確保される

ことを確認する。ここで，原子炉の安全停止に必要な方策が

一つも確保されない場合は，「2.1.3.1 系統分離による影響

軽減」に基づく火災の影響軽減のための対策を実施すること

により，原子炉の安全停止に必要な方策が少なくとも一つ確

保されることを確認する。 

 

(3)隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対する火災

影響評価 

火災伝搬評価により隣接火災区域に影響を与える火災区

域は，当該火災区域と隣接火災区域の2区画内の火災防護対

象機器等の有無の組合せに応じて，火災区域内に設置される

全機器の機能喪失を想定しても，原子炉の安全停止に必要な

方策が少なくとも一つ確保されることを確認する。ここで，

原子炉の安全停止に必要な方策が一つも確保されない場合

は，「2.1.3.1 系統分離による影響軽減」に基づく火災の影

響軽減のための対策を実施することにより，原子炉の安全停

止に必要な方策が少なくとも一つ確保されることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

(1) 火災伝播評価 

当該火災区域の火災発生時に，隣接火災区域に火災の影響

を与える場合は，隣接火災区域を含んだ火災影響評価を行う

必要があるため，火災影響評価に先立ち，火災区域毎に火災

を想定した場合の隣接火災区域への火災の影響の有無を確

認する火災伝播評価を実施する。 

 

(2) 隣接火災区域に火災の影響を与えない火災区域に対する

火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与えない火災

区域については当該火災区域に設置される全機器の機能喪

失を想定しても，「2.1.3.1. 系統分離による影響軽減」に

基づく火災の影響軽減のための対策の実施により，原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な成功

の方策が少なくとも一つ確保され，原子炉の高温停止及び低

温停止の達成，維持が可能であることを確認する。 

 

 

(3) 隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対する火

災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与える火災区

域については，当該火災区域と隣接火災区域の２区域内の火

災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの有無の組み合

わせに応じて，火災区域内に設置される全機器の機能喪失を

想定しても，「2.1.3.1.系統分離による影響軽減」に基づく

火災の影響軽減のための対策の実施により，原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し，維持するために必要な成功の方策

が少なくとも一つ確保され，原子炉の高温停止及び低温停止

の達成，維持が可能であることを確認する。 
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2.2 個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

 

［要求事項］ 

3. 個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

火災防護対策の設計においては、2. に定める基本事項の

ほか、安全機能を有する構築物、系統及び機器のそれぞれの

特徴を考慮した火災防護対策を講じること。 

 

（参考） 

安全機能を有する構築物、系統及び機器の特徴を考慮した

火災防護対策として、NRC が 定める Regulatory Guide 1.189 

には、以下のものが示されている。 

(1) ケーブル処理室 

① 消防隊員のアクセスのために、少なくとも二箇所の入口

を設けること。 

② ケーブルトレイ間は、少なくとも幅0.9m、高さ1.5m分離

すること。  

(2) 電気室 

電気室を他の目的で使用しないこと。  

(3) 蓄電池室 

① 蓄電池室には、直流開閉装置やインバーターを収容しな

いこと。 

② 蓄電池室の換気設備が、2%を十分下回る水素濃度に維

持できるようにすること。 

③ 換気機能の喪失時には制御室に警報を発する設計であ

ること。 

(4) ポンプ室 

煙を排気する対策を講じること。  

(5) 中央制御室等 

① 周辺の部屋との間の換気設備には、火災時に閉じる防

火ダンパを設置すること。 

② カーペットを敷かないこと。ただし、防炎性を有する

ものはこの限りではない。  

なお、防炎性については、消防法施行令第４条の３によ

ること。 

 

2.2 個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

 

[要求事項] 

3．個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

火災防護対策の設計においては，２. に定める基本事項の

ほか，安全機能を有する構築物，系統及び機器のそれぞれの

特徴を考慮した火災防護対策を講じること。 

 

（参考） 

安全機能を有する構築物，系統及び機器の特徴を考慮した

火災防護対策として，NRC が定めるRegulatory Guide 1.189 

には，以下のものが示されている。 

(1)ケーブル処理室 

① 消防隊員のアクセスのために，少なくとも二箇所の入

口を設けること。 

② ケーブルトレイ間は，少なくとも幅0.9m，高さ1.5m 分

離すること。 

(2)電気室 

電気室を他の目的で使用しないこと。 

(3)蓄電池室 

① 蓄電池室には，直流開閉装置やインバーターを収容し

ないこと。 

② 蓄電池室の換気設備が，2％を十分下回る水素濃度に維

持できるようにすること。 

③ 換気機能の喪失時には制御室に警報を発する設計であ

ること。 

(4)ポンプ室 

煙を排気する対策を講じること。 

(5)中央制御室等 

① 周辺の部屋との間の換気設備には，火災時に閉じる防

火ダンパを設置すること。 

   ② カーペットを敷かないこと。ただし，防炎性を有する

ものはこの限りではない。 

なお，防炎性については，消防法施行令第４条の３によ

ること。 

 

2.2. 個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

 

[要求事項］ 

3. 個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

火災防護対策の設計においては、2. に定める基本事項の

ほか、安全機能を有する構築物、系統及び機器のそれぞれの

特徴を考慮した火災防護対策を講ずること。 

 

（参考） 

安全機能を有する構築物、系統及び機器の特徴を考慮した

火災防護対策として、NRC が定めるRegulatory Guide 1.189 

には、以下のものが示されている。 

(1) ケーブル処理室 

① 消防隊員のアクセスのために、少なくとも二箇所の入

口を設けること。 

② ケーブルトレイ間は、少なくとも幅0.9m、高さ1.5m分

離すること。 

(2) 電気室 

電気室を他の目的で使用しないこと。 

(3) 蓄電池室 

① 蓄電池室には、直流開閉装置やインバーターを収容し

ないこと。 

② 蓄電池室の換気設備が、2%を十分下回る水素濃度に維

持できるようにすること。 

③ 換気機能の喪失時には中央制御室に警報を発する設計

であること。 

(4) ポンプ室 

煙を排気する対策を講ずること。 

(5) 中央制御室等 

① 周辺の部屋との間の換気設備には、火災時に閉じる防

火ダンパを設置すること。 

② カーペットを敷かないこと。ただし、防炎性を有する

ものはこの限りではない。 

なお、防炎性については、消防法施行令第４条の３によ

ること。 
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(6) 使用済燃料貯蔵設備、新燃料貯蔵設備

消火中に臨界が生じないように、臨界防止を考慮した対策

を講じること。  

(7) 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備

① 換気設備は、他の火災区域や環境への放射性物質の放

出を防ぐために、隔離できる設計であること。

② 放水した消火水の溜り水は汚染のおそれがあるため、

液体放射性廃棄物処理設備に回収できる設計であるこ

と。

③ 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂、チャコー

ルフィルタ及びHEPAフィルタなどは、密閉した金属製

のタンク又は容器内に貯蔵すること。 

④ 放射性物質の崩壊熱による火災の発生を考慮した対策

を講じること。

以下に示す火災区域又は火災区画は，それぞれの特徴を考慮

した火災防護対策を実施する。 

(1) ケーブル処理室

ケーブル処理室は全域ガス消火設備により消火する設計

とするが，消火活動のため２箇所の入口を設置する設計と

し，ケーブル処理室内においても消火要員による消火活動

を可能とする。（第1-39図） 

また，ケーブル処理室の火災の影響軽減のための対策と

して，最も分離距離を確保しなければならない蓋なしの動

力ケーブルトレイ間では，互いに相違する系列の間で水平

方向 0.9m，垂直方向 1.5m を最小離隔距離として設計す

る。その他のケーブルトレイ間については IEEE384 に基づ

き火災の影響軽減のために必要な分離距離を確保する設計

とする。 

一方，中央制御室床下フリーアクセスフロアは，アナロ

グ式の煙感知器，熱感知器を設置するとともに，全域ガス

消火設備を設置する設計とする。また，安全系区分の異な

るケーブルについては，非安全系ケーブルも含めて1 時間

以上の耐火能力を有する分離板又は障壁で分離する設計と

(6）使用済燃料貯蔵設備，新燃料貯蔵設備

消火中に臨界が生じないように，臨界防止を考慮した対

策を講じること。 

(7）放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備

① 換気設備は，他の火災区域や環境への放射性物質の放

出を防ぐために，隔離できる設計であること。

② 放水した消火水の溜り水は汚染のおそれがあるため，

液体放射性廃棄物処理設備に回収できる設計であるこ

と。

③ 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂，チャコー

ルフィルタ及びHEPA フィルタなどは，密閉した金属製

のタンクまたは容器内に貯蔵すること。 

④ 放射性物質の崩壊熱による火災の発生を考慮した対

策を講じること。 

以下に示す火災区域又は火災区画は，それぞれの特徴を考慮し

た火災防護対策を実施する。 

(1)ケーブル処理室

ケーブル処理室は，ハロゲン化物自動消火設備（全域）に

より消火する設計とするが，消火活動のため 2箇所の入口を

設置する設計とし，ケーブル処理室内においても消火要員に

よる消火活動を可能とする（第 1-42 図）。 

また，ケーブル処理室の同一区域内には，異なる区分の

ケーブルが敷設されているが，区画による区分分離ができな

いことから，火災の影響軽減のための対策として，ケーブル

トレイ間では，互いに相違する系列の間で水平方向 0.9m，垂

直方向 1.5m を最小分離距離として設計する。最小分離距離

を確保できない場合は耐火障壁で分離する設計とする。 

一方，中央制御室床下コンクリートピットは，アナログ式

の煙感知器，熱感知器を設置するとともに，ハロゲン化物自

動消火設備（局所）を設置する設計とする。また，安全区分

の異なるケーブルについては，1 時間以上の耐火能力を有す

るコンクリートピット構造にて分離する設計とする。 

(6) 使用済燃料貯蔵設備、新燃料貯蔵設備

消火中に臨界が生じないように、臨界防止を考慮した対

策を講ずること。 

(7) 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備

① 換気設備は、他の火災区域や環境への放射性物質の放

出を防ぐために、隔離できる設計であること。

② 放水した消火水の溜り水は汚染のおそれがあるため、

液体放射性廃棄物処理設備に回収できる設計であるこ

と。

③ 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂、チャコー

ルフィルタ及びHEPAフィルタなどは、密閉した金属製の

タンク又は容器内に貯蔵すること。

④ 放射性物質の崩壊熱による火災の発生を考慮した対策

を講ずること。

  以下に示す火災区域又は火災区画は，それぞれの特徴を考慮

した火災防護対策を実施する。 

(1) ケーブル処理室

ケーブル処理室は，全域ガス自動消火設備により消火する

設計とするが，消火活動のために2箇所の入口を設置し，ケ

ーブル処理室内においても消火要員による消火活動を可能

とする。（第１-38図） 

なお，ケーブル処理室の同一区域内には，異なる区分のケ

ーブルトレイが布設されているため，IEEE384に基づき，互

いに相違する系列の間で水平方向0.9m，垂直方向1.5mを最小

分離距離として設計する。 

さらに，ケーブル処理室は，中央制御室及び補助盤室の制

御盤フロア下に設け，ケーブルを布設する構造であるが，中

央制御室及び補助盤室の制御盤直下は狭隘であり，互いに相

違する系列の火災防護対象ケーブルは近接して布設されて

おり，区域による区分分離ができないことから，火災の影響

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別紙 1資料 1-⑬の相

違 
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する。さらに，火災発生時，火災発生場所を火災感知設備

により確認し，床板を外して二酸化炭素消火器を用いた消

火活動を行うことも可能である。 

第1-39図：ケーブル処理室の入口設置状況 

(2) 電気室

電気品室は，電源供給のみに使用する設計とする。

(3) 蓄電池室

蓄電池室は以下のとおり設計する。

・蓄電池室には蓄電池のみを設置し，直流開閉装置やイ

ンバータは設置しない設計とする。（第1-40図）

・蓄電池室の換気設備は，社団法人電池工業会「蓄電池

室に関する設計指針(SBA G 0603 -2001)」に基づき，

水素ガスの排気に必要な換気量以上となるよう設計す

ることによって，蓄電池室内の水素濃度を2vol%以下の

約0.8vol%程度に維持する設計とする。（第1-11表）

第 1-42 図 ケーブル処理室の入口状況 

(2)電気室

電気室は，電源供給のみに使用する設計とする。

(3)蓄電池室

蓄電池室は，以下のとおりとする。

① 蓄電池室には，蓄電池のみを設置し，直流開閉装置や

インバータは設置しない（第 1-43 図）。

② 蓄電池室の換気設備は，社団法人電池工業会「蓄電池

室に関する設計指針」（SBA G 0603-2001）に基づき，

水素の排気に必要な換気量以上となるよう設計する

ことによって，蓄電池室内の水素濃度を 2vol％以下

の 0.8vol％程度に維持する設計とする（第 1-13 表）。 

軽減のための対策として，全域ガス自動消火設備及び１時間

の耐火能力を有する隔壁（耐火ラッピング）により分離する

設計とする。（資料７ 添付資料６） 

第１-38 図 ケーブル処理室の入口設置状況 

(2) 電気室

電気室は，電源供給のみに使用する設計とする。

(3) 蓄電池室

蓄電池室は，以下のとおり設計する。

・蓄電池室には，蓄電池のみを設置し，直流開閉装置やイ

ンバータは設置しない設計とする。（第１-39図）

・蓄電池室の換気設備は，一般社団法人電池工業会「蓄電

池室に関する設計指針（SBA G 0603-2001）」に基づき，

水素ガスの排気に必要な換気量以上となるよう設計す

ることによって，蓄電池室内の水素濃度を２vol%以下の

約0.8vol%程度に維持する設計とする。（第１-10表）
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・蓄電池室の換気設備が停止した場合には，中央制御室

に警報を発報する設計とする。

・常用系の蓄電池と非常用系の蓄電池は，常用の蓄電池

が非常用の蓄電池に影響を及ぼすことがないよう，位

置的分散が図られた設計とするとともに，電気的にも

２つ以上の遮断器により切り離される設計とする。（第

1-11,1-12図，資料３）

第1-40図：蓄電池の設置状況 

③ 蓄電池室の換気設備が停止した場合には，中央制御室

に警報を発する設計とする。

④ 常用系の蓄電池と非常用系の蓄電池は，常用の蓄電池

が非常用の蓄電池に影響を及ぼすことがないように

位置的分散が図られた設計とするとともに，電気的に

も 2つ以上の遮断器により切り離せる設計とする（資

料 3）。

第1-43図 蓄電池の設置状況 

・蓄電池室の換気設備が停止した場合には，中央制御室に

警報を発報する設計とする。

・常用系の蓄電池は，耐震クラスＣの要求であるが，基準

地震動Ssに対して機能維持を確保し，非常用系の蓄電池

と同様の信頼性を確保している。 

・常用系の蓄電池と非常用系の蓄電池は，常用系の蓄電池

が非常用系の蓄電池に影響を及ぼすことがないよう，位

置的分散が図られた設計とするとともに，電気的にも２

つ以上の遮断器により切り離される設計とする。（第１-

９図,第１-10図,資料３）

第１-39 図 蓄電池の設置状況(１／７) 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉では，Sｓ

機能維持とし，非常用

蓄電池に波及的影響を

及ぼさないよう設計し

ている 
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第１-39 図 蓄電池の設置状況(２／７) 

第１-39 図 蓄電池の設置状況(３／７) 
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第１-39 図 蓄電池の設置状況(４／７) 

第１-39 図 蓄電池の設置状況(５／７) 
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第1-11表：蓄電池室の換気風量 第 1-13 表 蓄電池室の換気風量 

第１-39 図 蓄電池の設置状況(６／７) 

第１-39 図 蓄電池の設置状況(７／７) 

第１-10表 蓄電池室の換気風量 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び仕様

が異なる 
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(4) ポンプ室

安全機能を有するポンプの設置場所のうち，火災発生時

の煙の充満により消火困難な場所には，消火活動によら

なくても迅速に消火できるよう固定式消火設備を設置す

る設計とする。 

なお，固定式消火設備による消火後，消火の確認のた

めに運転員や消防隊員がポンプ室に入る場合について

は，消火直後に換気してしまうと新鮮な空気が供給され，

再発火するおそれがあることから，十分に冷却時間を確

保した上で，可搬型の排煙装置を準備し，扉の開放，換

気空調系，可搬型排煙装置により換気し，呼吸具の装備

及び酸素濃度を測定し安全確認後に入室する設計とす

る。 

(5) 中央制御室等

中央制御室は以下のとおり設計する。

・中央制御室と他の火災区域の換気空調系の貫通部には，

防火ダンパを設置する設計とする。

・中央制御室のカーペットは，消防法施行令第四条の三

の防炎性を満足するカーペットを使用する設計とす

る。

(6) 使用済燃料貯蔵設備及び新燃料貯蔵設備

使用済燃料貯蔵設備は，水中に設置されている設備であ

り，ラックに燃料を貯蔵することで貯蔵燃料間の距離を確

保すること，及びステンレス鋼の中性子吸収効果によって

未臨界性が確保される設計とする。 

新燃料貯蔵設備については，添付資料９に示すように，

気中に設置している設備（ピット構造で上部は蓋で閉鎖）

であり通常ドライ環境であるが，消火活動により消火水が

噴霧され，水分雰囲気に満たされた最適減速状態となって

(4)ポンプ室

安全機能を有するポンプの設置場所のうち，火災発生時の

煙の充満により消火困難な場所には，消火活動によらなくて

も迅速に消火できるよう固定式消火設備を設置する設計と

する。 

また，火災が発生したポンプ室内に設置される安全機能を

有する機器等は火災の影響を受けている可能性があるため，

運転操作では当該室に入室せず，当該室外の機器等により原

子炉停止操作を行う。 

なお，固定式消火設備による消火後，鎮火確認のために運

転員や消防隊員がポンプ室に入室する場合は，消火直後に換

気をすると新鮮な空気が供給され，再発火のおそれがあるこ

とから，十分に冷却時間を確保した上で，可搬型の排煙装置

を準備し，扉の開放，換気空調系，可搬型排煙装置により換

気し，呼吸具の装備及び酸素濃度を測定し安全確認後に入室

する。 

(5)中央制御室等

中央制御室は，以下のとおり設計する。

① 中央制御室と他の火災区域の換気空調系の貫通部に

は，防火ダンパを設置する設計とする。

② 中央制御室のカーペットは，消防法施行令第四条の三

の防炎性を満足するカーペットを使用する設計とす

る。

(6)使用済燃料貯蔵設備，新燃料貯蔵設備及び使用済燃料乾式

貯蔵設備

使用済燃料貯蔵設備は，水中に設置された設備であり，ラ

ックに燃料を貯蔵することで貯蔵する燃料間の距離を確保

すること，及びステンレス鋼の中性子吸収効果により未臨界

性が確保される設計とする。 

新燃料貯蔵設備は，添付資料 9のとおり，ピット構造で気

中に設置し，通常はピット上部を蓋で閉鎖し，ドライ環境で

あるが，消火活動により新燃料に消火用水が放水され，水に

満たされた状態となっても未臨界性が確保される設計とす

(4) ポンプ室

安全機能を有するポンプの設置場所のうち，火災発生時

の煙の充満により消火困難な場所には，消火活動によらな

くても迅速に消火できるよう固定式消火設備を設置する設

計とする。 

なお，固定式消火設備による消火後，消火の確認のため

に運転員や消防隊員がポンプ室に入る場合については，消

火直後に換気してしまうと新鮮な空気が供給され，再発火

するおそれがあることから，十分に冷却時間を確保した上

で，可搬型の排煙装置を準備し，扉の開放，換気空調系，

可搬型排煙装置により換気し，呼吸具の装備及び酸素濃度

を測定し安全確認後に入室する設計とする。 

(5) 中央制御室等

中央制御室は以下のとおりとする。

・中央制御室と他の火災区域の換気空調系の貫通部には，

防火ダンパを設置する設計とする。

・中央制御室のカーペットは，消防法施行令第四条の三の

防炎性を満足するカーペットを使用する設計とする。

(6) 使用済燃料貯蔵設備及び新燃料貯蔵設備

使用済燃料貯蔵設備は，水中に設置されている設備であ

り，ラックに燃料を貯蔵することで貯蔵燃料間の距離を確

保すること，及びステンレス鋼の中性子吸収効果によって

未臨界性が確保される設計とする。 

新燃料貯蔵設備については，添付資料８に示すように，

気中に設置している設備（ピット構造で上部は蓋で閉鎖）

であり通常ドライ環境であるが，消火活動により消火水が

噴霧され，水分雰囲気に満たされた最適減速状態となって
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も未臨界性が確保される設計とする。 

(7) 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備は，以

下のとおり設計する。 

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備を設

置する火災区域又は火災区画の管理区域用換気設備

は，環境への放射性物質の放出を防ぐ目的でフィルタ

を通して主排気筒へ排気する設計とする。また，これ

らの換気設備は，放射性物質の放出を防ぐため，空調

を停止し，風量調整ダンパを閉止し，隔離できる設計

とする。

・放水した消火水の溜り水は，建屋内排水系により液体

放射性廃棄物処理設備に回収できる設計とする。

・放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂及び濃縮廃

液は，固体廃棄物として処理を行うまでの間，密閉さ

れた金属製の槽・タンクで保管する設計とする。

・放射性物質を含んだチャコールフィルタは，固体廃棄

物として処理するまでの間，ドラム缶に収納し保管す

る設計とする。

・放射性物質を含んだHEPAフィルタは，固体廃棄物とし

て処理するまでの間，不燃シートで養生し保管する設

計とする。

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備にお

いて，冷却が必要な崩壊熱が発生し，火災事象に至る

ような放射性廃棄物を貯蔵しない設計とする。

る。 

使用済燃料乾式貯蔵設備は，使用済燃料を乾式で貯蔵する

密封機能を有する容器であり，使用済燃料を収納後，内部を

乾燥させ，不活性ガスを封入し貯蔵する設計であり，消火用

水が放水されても容器内部に浸入することはない。 

(7)放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備は，以下

のとおり設計する。

・放射性廃棄物処理設備，放射性廃棄物貯蔵設備を設置す

る火災区域の管理区域用換気設備は，環境への放射性物

質の放出を防ぐ目的でフィルタを通して排気筒へ排気

する設計とする。また，これらの換気設備は放射性物質

の放出を防ぐために，空調を停止し隔離ダンパを閉止し

隔離できる設計とする。

・放水した消火用水の溜まり水は，建屋内排水系により液

体放射性廃棄物処理設備に回収できる設計とする。

・放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂，濃縮廃液は，

固体廃棄物として処理するまでの間は，金属容器に収納

し保管する設計とする。 

・放射性物質を含んだチャコールフィルタは，固体廃棄物

として処理するまでの間，金属容器に収納し保管する設

計とする。

・放射性物質を含んだ HEPA フィルタは，固体廃棄物とし

て処理するまでの間，不燃シートで養生し保管する設計

とする。

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備は，冷

却が必要な崩壊熱が発生し，火災に至るような放射性廃

棄物を貯蔵しない設計とする。

も未臨界性が確保される設計とする。 

(7) 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備は，以

下のとおり設計する。 

・ 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備を設

置する火災区域又は火災区画の管理区域用換気設備

は，環境への放射性物質の放出を防ぐ目的でフィルタ

を通して排気筒へ排気する設計とする。また，これら

の換気設備は，放射性物質の放出を防ぐため，空調を

停止し，風量調整ダンパを閉止し，隔離できる設計と

する。

・ 放水した消火水の溜り水は，ドレン系により液体放射

性廃棄物処理設備に回収できる設計とする。

・ 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂及び濃縮廃

液は，固体廃棄物として処理を行うまでの間，金属製

のタンクで保管する設計とする。

・ 放射性物質を含んだチャコールフィルタは，固体廃棄

物として処理するまでの間，ドラム缶に収納し保管す

る設計とする。

・ 放射性物質を含んだHEPAフィルタは，固体廃棄物とし

て処理するまでの間，不燃シートで養生し保管する設

計とする。

・ 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備にお

いて，冷却が必要な崩壊熱が発生し，火災事象に至る

ような放射性廃棄物を貯蔵しない設計とする。

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉には，類

似する区域又は区画は

ない 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，タン

ク貯蔵のみである
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2.3. 火災防護計画について 

［要求事項］ 

(2) 火災防護対策並びに火災防護対策を実施するために必要

な手順、機器及び職員の体制を含めた火災防護計画を策定

すること。

（参考） 

審査に当たっては、本基準中にある（参考）に示す事項

について確認すること。また、上記事項に記載されていな

いものについては、JEAC4626-2010 及びJEAG4607-2010 を

参照すること。 

なお、本基準の要求事項の中には、基本設計の段階にお

いてそれが満足されているか否かを確認することができな

いものもあるが、その点については詳細設計の段階及び運

転管理の段階において確認する必要がある。 

火災防護計画について 

1. 原子炉施設設置者が、火災防護対策を適切に実施するた

めの火災防護計画を策定していること。

2. 同計画に、各原子炉施設の安全機能を有する構築物、系

統及び機器の防護を目的として実施される火災防護対策

及び計画を実施するために必要な手順、機器、組織体制

が定められていること。なお、ここでいう組織体制は下

記に関する内容を含む。

①事業者の組織内における責任の所在。

②同計画を遂行する各責任者に委任された権限。

③同計画を遂行するための運営管理及び要員の確保。

3. 同計画に、安全機能を有する構築物、系統及び機器を火

災から防護するため、以下の3つの深層防護の概念に基づ

いて火災区域及び火災区画を考慮した適切な火災防護対

策 が含まれていること。

①火災の発生を防止する。

②火災を早期に感知して速やかに消火する。

③消火活動により、速やかに鎮火しない事態においても、

2.3 火災防護計画について 

[要求事項] 

2．基本事項 

(2)火災防護対策並びに火災防護対策を実施するために必要な

手順，機器及び職員の体制を含めた火災防護計画を策定する

こと。

火災防護計画について 

1．原子炉施設設置者が，火災防護対策を適切に実施するため

の火災防護計画を策定していること。

2．同計画に，各原子炉施設の安全機能を有する構築物，系統

及び機器の防護を目的として実施される火災防護対策及び

計画を実施するために必要な手順，機器，組織体制が定めら

れていること。なお，ここでいう組織体制は下記に関する内

容を含む。 

① 事業者の組織内における責任の所在。

② 同計画を遂行する各責任者に委任された権限。

③ 同計画を遂行するための運営管理及び要員の確保。

3．同計画に，安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災

から防護するため，以下の３つの深層防護の概念に基づいて

火災区域及び火災区画を考慮した適切な火災防護対策が含

まれていること。 

① 火災の発生を防止する。

② 火災を早期に感知して速やかに消火する。

③ 消火活動により，速やかに鎮火しない事態においても，

2.3. 火災防護計画について 

[要求事項] 

2．基本事項 

(2) 火災防護対策並びに火災防護対策を実施するために必要な

手順、機器及び職員の体制を含めた火災防護計画を策定する

こと。

（参考） 

審査に当たっては、本基準中にある（参考）に示す事項

について確認すること。また、上記事項に記載されていな

いものについては、JEAC4626-2010及びJEAG4607-2010を参

照すること。 

なお、本基準の要求事項の中には、基本設計の段階にお

いてそれが満足されているか否かを確認することができな

いものもあるが、その点については詳細設計の段階及び運

転管理の段階において確認する必要がある。 

火災防護計画について 

１．原子炉施設設置者が、火災防護対策を適切に実施する

ための火災防護計画を策定していること。 

２．同計画に、各原子炉施設の安全機能を有する構築物、

系統及び機器の防護を目的として実施される火災防護

対策及び計画を実施するために必要な手順、機器、組

織体制が定められていること。なお、ここでいう組織

体制は下記に関する内容を含む。 

① 事業者の組織内における責任の所在。

② 同計画を遂行する各責任者に委任された権限。

③ 同計画を遂行するための運営管理及び要員の確保。

３．同計画に、安全機能を有する構築物、系統及び機器を

火災から防護するため、以下の３つの深層防護の概念

に基づいて火災区域及び火災区画を考慮した適切な火

災防護対策が含まれていること。 

① 火災の発生を防止する。

② 火災を早期に感知して速やかに消火する。

③ 消火活動により、速やかに鎮火しない事態において
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原子炉の高温停止及び低温停止の機能が確保されるよ

うに、当該安全機能を有する構築物、系統及び機器を防

護する。 

4. 同計画が以下に示すとおりとなっていることを確認す

ること。 

①原子炉施設全体を対象とする計画になっていること。

②原子炉を高温停止及び低温停止する機能の確保を目

的とした火災の発生防止、火災の感知及び消火、火災

による影響の軽減の各対策の概要が記載されているこ

と。 

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施す

るため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計画を

遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制の運営

管理，必要な要員の確保及び教育訓練，火災から防護すべき安

全機能を有する構築物，系統及び機器，火災発生防止のための

活動，火災防護設備の保守点検及び火災情報の共有，火災防護

を適切に実施するための対策並びに火災発生時の対応といっ

た火災防護対策を実施するために必要な手順等について定め

るとともに，発電用原子炉施設の安全機能を有する構築物，系

統及び機器については，火災の発生防止，火災の早期感知及び

消火並びに火災の影響軽減の3つの深層防護の概念に基づき，

必要な火災防護対策を行うことについて定める。重大事故等対

処施設については，火災の発生防止，並びに火災の早期感知及

び消火を行うことについて定める。その他の発電用原子炉施設

については，消防法，建築基準法，日本電気協会電気技術規程・

指針に従った火災防護対策を行うことについて定める。 

外部火災については，安全施設を外部火災から防護するため

の運用等について定める。 

(1) 火災防護計画の策定

火災防護計画は，以下の項目を含めて策定する。 

①火災防護に係る責任及び権限

②火災防護に係る体制

原子炉の高温停止及び低温停止の機能が確保されるよう

に，当該安全機能を有する構築物，系統及び機器を防護

する。 

4．同計画が以下に示すとおりとなっていることを確認するこ

と。 

① 原子炉施設全体を対象とする計画になっていること。

② 原子炉を高温停止及び低温停止する機能の確保を目的と

した火災の発生防止，火災の感知及び消火，火災による

影響の軽減の各対策の概要が記載されていること。

 発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施する

ため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計画を遂行

するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制の運営管理，

必要な要員の確保及び教育訓練並びに火災防護対策を実施する

ために必要な手順等について定めるとともに，発電用原子炉施設

の安全機能を有する機器等については，火災の発生防止，火災の

早期感知・消火並びに，火災の影響軽減の3つの深層防護の概念

に基づき，必要な火災防護対策を行うことについて定める。重大

事故等対処施設については，火災の発生防止並びに，火災の早期

感知・消火の2つの深層防護の概念に基づき必要な火災防護対策

を行うことについて定める。その他の発電用原子炉施設について

は，消防法，建築基準法，日本電気協会電気技術規程・指針に従

った火災防護対策を行うことについて定める。 

 外部火災については，安全施設を外部火災から防護するための

運用等について定める。 

(1)火災防護計画の策定

火災防護計画は，以下の項目を含めて策定する。

① 火災防護に係る責任及び権限

② 火災防護に係る体制

も、原子炉の高温停止及び低温停止の機能が確保さ

れるように、当該安全機能を有する構築物、系統及

び機器を防護する。 

４．同計画が以下に示すとおりとなっていることを確認する

こと。 

① 原子炉施設全体を対象とする計画になっているこ

と。

② 原子炉を高温停止及び低温停止する機能の確保を目

的とした火災の発生防止、火災の感知及び消火、火

災による影響の軽減の各対策の概要が記載されてい

ること。

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施す

るため，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計画を

遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制の運営

管理，必要な要員の確保及び教育訓練，火災から防護すべき安

全機能を有する構築物，系統及び機器，火災発生防止のための

活動，火災防護設備の保守点検及び火災情報の共有，火災防護

を適切に実施するための対策並びに火災発生時の対応といっ

た火災防護対策を実施するために必要な手順等について定め

るとともに，発電用原子炉施設の安全機能を有する構築物，系

統及び機器については，火災の発生防止，火災の早期感知及び

消火並びに火災の影響軽減の３つの深層防護の概念に基づき，

必要な火災防護対策を行うことについて定める。重大事故等対

処施設については，火災の発生防止，並びに火災の早期感知及

び消火を行うことについて定める。その他の発電用原子炉施設

については，消防法，建築基準法，一般社団法人日本電気協会

電気技術規程・指針に従った火災防護対策を行うことについて

定める。 

外部火災については，安全施設を外部火災から防護するため

の運用等について定める。 

(1) 火災防護計画の策定

火災防護計画は，以下の項目を含めて策定する。

①火災防護に係る責任及び権限

②火災防護に係る体制

276



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

③火災防護に係る運営管理(要員の確保を含む)

④火災発生時の消火活動に係る手順

⑤火災防護に係る教育訓練・力量管理

⑥火災防護に係る品質保証

火災防護計画は，柏崎刈羽原子力発電所保安規定に基づく

社内マニュアルとして定める。火災防護活動に係わる具体的

な要領，手順については，火災防護計画及び関連文書として

定めるほか，関連するマニュアルに必要事項を定め，適切に

実施する。 

(2) 責任と権限

火災防護計画における責任と権限の所在を第1-12表に示

す。 

管理職は火災防護について十分に認識し，発電所職員が火

災防護計画の記載事項を理解し遵守できるよう，教育等を実

施する責任を有する。柏崎刈羽原子力発電所の作業に従事す

る当社及び協力企業の全ての職員は，以下の責任を有する。 

・火災発生時における対応手順を把握する。

・作業区域においては火災の危険性を最小限にするような

方法で作業を行う。 

・火災発見時においては迅速な報告を行うともに初期消火

に努める。 

・火災発生のおそれに対する修正処置を行う。また，火災

発生のおそれに対する修正措置ができない場合は，状況

を報告する。

・火災防護設備の不適切な使用，損傷及び欠落を発見した

場合には，報告する。

・作業区域における非常口や消火設備（固定式消火設備，

消火器，消火栓）の位置を把握する。

③ 火災防護に係る運営管理（要員の確保を含む）

④ 火災発生時の消火活動に係る手順

⑤ 火災防護に係る教育訓練・力量管理

⑥ 火災防護に係る品質保証

火災防護計画は，東海第二発電所保安規定に基づく社内規程

として定める。火災防護活動に係る具体的な要領，手順につい

ては，火災防護計画及び関連文書として定める他，関連する規

程に必要事項を定め，適切に管理する。 

(2)責任と権限

 管理職は火災防護について十分に認識し，発電所職員が火災

防護計画の記載事項を理解し遵守できるよう，教育等を実施す

る責任を有する。 

 東海第二発電所の作業に従事する全ての職員は，以下の責任

を有する。 

・火災発生時における対応手順を把握する。

・作業区域においては火災の危険性を最小限に留めるような

方法で作業する。 

・火災発見時，速やかな報告を行うとともに，初期消火に努

める。

・火災発生のおそれに対する修正処置を行う。また，火災発

生のおそれに対する修正措置ができない場合は，状況を報

告する。

・火災防護設備の不適切な使用，損傷及び欠損などを発見し

た場合は，報告する。

・作業区域における非常口や消火設備（固定式消火設備，消

火器，消火栓）の位置を把握する。

③火災防護に係る運営管理(要員の確保を含む)

④火災発生時の消火活動に係る手順

⑤火災防護に係る教育訓練・力量管理

⑥火災防護に係る品質保証

火災防護計画は，島根原子力発電所保安規定に基づく社内

規程として定める。火災防護活動に係わる具体的な要領，手

順については，火災防護計画及び関連文書として定めるほ

か，関連する規程に必要事項を定め，適切に実施する。 

(2) 責任と権限

火災防護計画における責任と権限の所在を第1-11表に示

す。 

管理職は火災防護について十分に認識し，発電所職員が火

災防護計画の記載事項を理解し遵守できるよう，教育等を実

施する責任を有する。島根原子力発電所の作業に従事する当

社及び協力企業の全ての職員は，以下の責任を有する。 

・火災発生時における対応手順を把握する。

・作業区域においては火災の危険性を最小限にするような

方法で作業を行う。

・火災発見時においては迅速な報告を行うとともに初期消

火に努める。

・火災発生のおそれに対する修正処置を行う。また，火災

発生のおそれに対する修正措置ができない場合は，状況

を報告する。

・火災防護設備の不適切な使用，損傷及び欠落を発見した

場合には，報告する。

・作業区域における非常口や消火設備（固定式消火設備，

消火器，消火栓）の位置を把握する。
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第 1-12 表：責任と権限 第１-11表 責任と権限（１） ・体制の相違

【柏崎 6／7】 

職務，責任者，役割

および体制が異なる。

（以下，別添 1資料 1-

㉓の相違） 

278



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第１-11表 責任と権限（２） ・体制の相違

【柏崎 6／7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 
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(3) 文書・記録の保管期間

火災防護計画に係る業務における文書・記録の管理につい

て，保管責任者，保管場所，保管期間を火災防護計画に定め

る。 

(4) 消防計画の作成

防火・防災管理者は，消防法に基づき防火・防災管理業務

について必要な事項を定め，火災の予防及び火災・大規模地

震・その他の災害による人命の安全，被害の軽減，二次的災

害発生防止を目的とした消防計画を作成し，公設消防へ届出

する。 

(5) 自衛消防組織の編成及び役割

柏崎刈羽原子力発電所では，火災及び地震等の災害発生に

備えて，被害を最小限にとどめるため，自衛消防組織を編成

し，火災防護計画にその役割を定める。なお，要員に変更が

あった際はその都度更新する（第1-41～1-43図，第1-13表）。 

(3)文書・記録の保管期間

火災防護計画に係る業務における文書・記録の管理につい

て，保管責任者，保管場所，保管期間を火災防護計画に定め

る。

(4)消防計画の作成

 防火・防災管理者は，消防法に基づき防火・防災管理業務

について必要な事項を定め，火災の予防及び火災・大規模地

震・その他の災害による人命の安全，被害の軽減，二次的な

災害の発生防止を目的とした消防計画を作成し，公設消防に

届出る。 

 また，消防計画の作成は，保安規定に基づき定められる火

災防護計画の中で管理する。 

(5)自衛消防隊の編成及び役割

東海第二発電所では，火災及び地震等の災害発生に備え

て，被害を最小限に留めるために，自衛消防隊を編成し，火

災防護計画にその役割を定める。以下に自衛消防隊の構成を

示す。なお，要員変更があった場合はその都度更新する。 

(3) 文書・記録の保管期間

火災防護計画に係る業務における文書・記録の管理につい

て，保管責任者，保管場所，保管期間を火災防護計画に定め

る。 

(4) 消防計画の作成

防火・防災管理者は，消防法に基づき防火・防災管理業務

について必要な事項を定め，火災の予防及び火災・大規模地

震・その他の災害による人命の安全，被害の軽減，二次的災

害発生防止を目的とした消防計画を作成し，公設消防へ届出

する。 

また，消防計画の作成は，保安規定に基づき定められる火

災防護計画の中で管理する。 

(5) 自衛消防組織の編成及び役割

島根原子力発電所では，火災及び地震等の災害発生に備え

て，被害を最小限にとどめるため，自衛消防組織を編成し，

火災防護計画にその役割を定める。なお，要員に変更があっ

た際はその都度更新する（第１-40図～第１-42図，第１-12

表）。 

・運用の相違

【柏崎 6／7】 

 島根 2 号炉では消防

計画の作成について火

災防護計画に定めて管

理する 
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第 1-41 図：自衛消防組織体制 第 1-44 図 自衛消防隊の編成図 第１-40図 自衛消防組織体制 ・体制の相違

【柏崎 6／7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 
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第 1-42 図 自衛消防隊編成（発電関連設備） 第１-41図 自衛消防隊編成（発電関連設備） ・体制の相違

【柏崎 6／7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 
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第 1-43 図 自衛消防隊編成（その他区域） 第１-42図 自衛消防隊編成（その他区域） ・体制の相違

【柏崎 6／7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 
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第 1-13 表：自衛消防隊編成（現場指揮本部） 第１-12表 自衛消防隊編成 ・体制の相違

【柏崎 6／7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 
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(6) 消火活動の体制

①初期消火要員の配備

a.防災安全ＧＭは，初期消火要員の役割に応じた体制を

構築し，10 名以上の要員を常駐させる。なお，実際の消

火活動にあたる人員は必ず 10 名以上でなければならな

いものではなく，火災の規模や場所（例えば 管理区域内）

により適切に対応できる人数で対応する。初期消火要員 

の役割及び力量表の例を第1-14，1-15表に示す。 

b.防災安全ＧＭは，火災発生時の初期消火要員の火災現

場への参集について，通報連絡体制を定める。通報連絡

体制の例を第1-16表に示す。 

②消火活動に必要な資機材

防災安全ＧＭは，消火活動に必要な資機材を配備する。

消防資機材一覧 表の例を第1-17表に示す。

a.化学消防自動車の配備

化学消防自動車は，自衛消防隊詰め所近傍，荒浜側高台

保管場所にそれぞれ１台配備する。防災安全ＧＭは，化学

消防自動車の日常点検（毎日），消防艤装部点検（半年毎），

車両点検（3 ヶ月毎）及び車検（2 年毎）の点検結果を確

認する。  

b.水槽付消防自動車，消防ポンプ自動車の配備

水槽付消防自動車，消防ポンプ自動車は，自衛消防隊詰

め所近傍又は荒浜側高台保管場所に各 1 台配備する。防災

安全ＧＭは，水槽付消防自動車の日常点検（毎日），消防艤

装部点検（半年毎），車両点検（3ヶ月毎）及び車検（2 年

毎）の点検結果を確認する。 

c.泡消火薬剤の配備

発電所におおむね 1 時間の泡放射（400 L 毎分を同時に

2 口）が可能な泡消火薬剤（1,500 L）を自衛消防隊詰め

所，荒浜側高台保管場所に配備し，維持・管理する。訓

練を実施する場合は，1,500L を下回らないようあらかじ

め泡消火薬剤を配備する。また，消火活動で使用した場

合は遅滞なく補給する。

(6)消火活動の体制

①初期消火要員の配備

a. 安全・防災グループマネージャーは，初期消火要員の役

割に応じた体制を構築し，11 名以上の要員を敷地内で

基準津波の影響が及ばない位置に 24 時間常駐させる。

なお，消火活動にあたる人員は，火災の規模や場所(例

えば管理区域内)により適切に対応できる人数で対応す

る。

b. 安全・防災グループマネージャーは，火災発生時の初期

消火要員の火災現場への参集について，通報連絡体制を

定める。

②消火活動に必要な資機材

安全・防災グループマネージャーは，消火活動に必要な資

機材を配備する。 

  a.移動式消火設備の配備 

 移動式消火設備は，監視所付近に 1台（予備 1台）配備

する。施設防護グループマネージャーは，移動式消火設備

について必要な点検を実施する。 

b.泡消火薬剤の配備

 1時間の泡放射（400ℓ 毎分を同時に 2口）が可能な泡消

火薬剤（1,500ℓ 以上※）を常時配備し，維持・管理する。

訓練を実施する場合は，1,500ℓ を下回らないよう予め泡消

火薬剤を配備する。また，消火活動で使用した場合は遅滞

なく補給する。 

※JEAC4626-2010「原子力発電所の火災防護規程」に基

づき，最も保有油量の多い主要変圧器の火災を想定し，

概ね 1 時間程度泡放射を継続できる泡消火剤量として

1,500ℓ を設定） 

(6) 消火活動の体制

①初期消火要員の配備

a.課長（保修管理）は，初期消火要員の役割に応じた体制

を構築し，10名以上の要員を常駐させる。なお，実際の消

火活動にあたる人員は必ず10名以上でなければならない

ものではなく，火災の規模や場所（例えば管理区域内）に

より適切に対応できる人数で対応する。初期消火要員の役

割及び力量表の例を第１-13表，第１-14表に示す。 

b.課長（保修管理）は，火災発生時の初期消火要員の火災

現場への参集について，通報連絡体制を定める。通報連絡

体制の例を第１-43図に示す。 

②消火活動に必要な資機材

課長（保修管理）は，消火活動に必要な資機材を配備する。 

消防資機材一覧表の例を第１-15表に示す。

a.化学消防自動車の配備

化学消防自動車は，自衛消防隊詰め所（免震重要棟）近

傍の第１保管エリアに１台配備する。課長（保修管理）は，

化学消防自動車の日常点検（毎日），消防艤装部点検（半

年毎），車両点検（３ヶ月毎）及び車検（２年毎）の点検

結果を確認する。 

b.小型動力ポンプ付水槽車の配備

小型動力ポンプ付水槽車は，自衛消防隊詰め所（免震重

要棟）近傍の第１保管エリアに１台配備する。課長（保修

管理）は，小型動力ポンプ付水槽車の日常点検（毎日），

消防艤装部点検（半年毎），車両点検（３ヶ月毎）及び車

検（２年毎）の点検結果を確認する。 

c.泡消火薬剤の配備

発電所におおむね１時間の泡放射（400 L 毎分を同時に

２口）が可能な泡消火薬剤（1,500L）を自衛消防隊詰め所

（免震重要棟）近傍の第１保管エリアに配備し，維持・管

理する。訓練を実施する場合は，1,500Lを下回らないよう

あらかじめ泡消火薬剤を配備する。また，消火活動で使用

した場合は遅滞なく補給する。 

・体制の相違

【柏崎 6／7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

【東海第二】 

島根 2 号炉では想定

される火災規模等を考

慮し，初期消火の最小

要員数として10名が常

駐している 

・体制の相違

【柏崎 6／7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・運用の相違

【柏崎 6／7，東海第二】 

島根 2 号炉では，想

定される火災規模や自

衛消防隊詰め所の位置

等を考慮して化学消防

自動車等の配備数及び

配備場所を決定してい

る（以下，別添 1 資料

1-㉔の相違）

・運用の相違

【柏崎 6／7】 

別添 1資料 1-㉔の相

違 
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d.その他資機材の配備

消火活動に必要な化学消防自動車及び泡消火薬剤以外の

その他資機材を配備し，維持・管理する。 

  c.その他の資機材の配備 

 消火活動に必要な化学消防自動車及び泡消火薬剤以外

のその他資機材を配備し，維持・管理する。 

d.その他資機材の配備

消火活動に必要な化学消防自動車及び泡消火薬剤以外

のその他資機材を配備し，維持・管理する。 

第１-43図 通報連絡体制（例）（１） 

第１-43図 通報連絡体制（例）（２） 

・体制の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違（柏崎 6/7 は第 1-16

表に記載） 

・体制の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違（柏崎 6/7 は第 1-16

表に記載） 
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第１-43図 通報連絡体制（例）（３） ・体制の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違（柏崎 6/7 は第 1-16

表に記載） 
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第1-14表：初期消火要員の役割及び力量表 第１-13表 初期消火要員に必要な力量及び教育訓練 ・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は，火災

対応に必要な知識・技

能を習得できるよう各

役割に応じた教育訓練

を実施している（以下，

別添 1 資料 1-㉕の相

違） 
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第1-15表：初期消火要員の教育訓練内容 第１-14表 初期消火要員の教育訓練内容 ・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉕の相

違 
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第1-16表：通報連絡体制（例） ・体制の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違（島根 2 号炉は第

1-43 図に記載）
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第1-17表：消防資機材一覧表 第１-15表 消防資機材一覧表 
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(7) 自衛消防本部の設置

自衛消防本部は，発電所本部と現場指揮本部で構成され

る組織である。発電所本部は，管理権限者が免震重要棟技

術支援センターに置くものとし，情報の収集，通報を受け，

消防機関（１１９番）への通報，所内への放送等，職員の

人命安全のための避難誘導を最重点とした態勢を整え，「自

衛消防隊編成表」（第 1-13 表）に定める任務を行う。 現

場指揮本部は，統括管理者が火災発生付近の建物入り口等

に設置するよう指示するものとし，「自衛消防隊編成表」（第 

1-13 表）に定める初期消火活動の指揮・公設消防の対応及

び発電所本部との情報連絡を行う。 

現場指揮本部の指揮は消防隊長が当たる。公設消防の現

場指揮本部が設置された場合には，自衛消防隊現場指揮本

部は，発電所本部との連絡要員を除き公設消防の指示に従

いその指揮下に入る。公設消防の現場指揮本部との窓口は

消防隊長とする。 

(8) 火災発生時の対応

①火災対応手順の制定

a.防火・防災管理者は，発電所構内での火災発生に備え，

火災対応手順及び消火戦略（Pre-Fire Plan）を定めるとと

もに，維持・管理を行う。 

(ⅰ)火災対応手順には，以下を含める。 

・役割と権限

・消火体制と連絡先

・複数同時火災発生時の対応（緊急時対応中の6号及び7号

炉での複数同時火災並びに屋外での複数同時火災に対す

る消火体制を含む対応手順の作成）

(ⅱ) 消火戦略には，以下を含める。 

・消防隊員の入室経路と退去経路

・消防隊員の配置（指揮者位置，確認位置等）

・安全上重要な構造物，系統，機器の設置場所

・火災荷重

・放射線，有害物質，高電圧等の特別な危険性（爆発の

可能性含む） 

(7)火災発生時の対応

①火災対応手順について

a. 防火・防災管理者は，発電所構内での火災発生に備え，

火災対応手順及び消火戦略を定め，維持・管理を行う。

また，消火における人身安全を優先に，原子力特有の放

射線環境等を踏まえた各手順等を制定する。

〇火災対応手順には，以下を含める。

・役割と権限

・消火体制と連絡先

・複数同時火災発生時の対策

〇消火戦略には，以下を含める。 

・消防隊員の入室経路と退室経路

・消防隊員の配置(指揮者の位置，確認位置等)

・安全上重要な構築物，系統，機器の設置場所

・火災荷重

・放射線，有害物質，高電圧等の特別な危険性(爆発

の可能性含む) 

(7) 火災対策本部の設置

火災対策本部は，本部長が管理事務所２号館２階の緊急

時対策所に置くものとし，情報の収集，所内への放送等，

職員の人命安全のための避難誘導を最重点とした態勢を整

え，「自衛消防隊編成表」（第１-12表）に定める任務を行う。

現場指揮所は，自衛消防隊長が火災発生付近の建物入り口

等に設置するよう指示するものとし，「自衛消防隊編成表」

（第１-12表）に定める初期消火活動の指揮・公設消防の対

応及び発電所本部との情報連絡を行う。 

現場指揮所の指揮は自衛消防隊長があたる。公設消防の

現場指揮所が設置された場合には，自衛消防隊現場指揮所

は，火災対策本部との連絡要員を除き公設消防の指示に従

いその指揮下に入る。公設消防の現場指揮所との窓口は自

衛消防隊長とする。 

(8) 火災発生時の対応

①火災対応手順の制定

a. 所長は，発電所構内での火災発生に備え，火災対応手順

及び消火戦略（Pre-Fire Plan）を定めるとともに，維持・

管理を行う。

(ⅰ)火災対応手順には，以下を含める。 

・役割と権限

・消火体制と連絡先

・複数同時火災発生時の対応

(ⅱ) 消火戦略には，以下を含める。 

・消防隊員の入室経路と退去経路

・消防隊員の配置（指揮者位置，確認位置等）

・安全上重要な構造物，系統，機器の設置場所

・火災荷重

・放射線，有害物質，高電圧等の特別な危険性（爆発の可

能性含む） 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

 緊急時対応中の火災

対応は対応体制等が異

なることから，島根 2

号炉ではSA対応手順に

記載している 
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・使用可能な火災防護設備（例：固定式消火設備，消火

器，消火栓等） 

・臨界その他の特別な懸念のための，特定の消火剤に対

する使用制限と代替手段 

・固定式消火設備，消火栓，消火器の配置

・手動消火活動のための給水

・消火要員が使用する通信連絡設備

・個別の火災区域の消火対応手順

・大規模損壊時の火災対応

・外部火災（軽油タンク，変圧器，森林火災等）の対応

②火災発生時の注意事項

防火・防災管理者は，火災発生時の注意事項として以下

の項目を定める。 

a.通報連絡

b.火災現場での活動に向けた準備

c.消火活動

(a) 初期消火活動

(b) 自衛消防隊（消防隊長）到着以降の消火活動

d.公設消防への対応

(a) 公設消防への報告

(b) 公設消防の装備（管理区域での汚染区分に応じた装備

をあらかじめ定 める） 

(c) 火災現場及び現場指揮本部での指揮命令系統の統一

(d) 公設消防の汚染検査

(e) 負傷者対応

e.避難活動

(a) 避難周知

(b) 作業員等の把握

(c) 避難誘導

f.自衛消防隊の召集

(a) 平日勤務時間

(b) 夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）

・使用可能な火災防護設備(例:固定式消火設備，消火

器，消火栓等)

・臨界その他の特別な懸念のための，特定の消火剤に

対する使用制限と代替手段

・熱や煙に感度の高い安全上重要な設備や機器の配

置 

・固定式消火設備，消火器，消火栓の配置

・手動消火活動のための給水

・消火要員が使用する通信連絡システム

・個別の火災区域の消火対応手順

・大規模損壊時の火災対応

・外部火災(変圧器，森林火災等)の対応

② 火災発生時の注意事項

防火・防災管理者は，火災発生時の注意事項として以下の

項目を定める。 

  a.通報連絡 

  b.火災現場での活動に向けた準備 

  c.消火活動 

・初期消火活動

・自衛消防隊到着以降の消火活動

  d.公設消防への対応 

・公設消防への報告

・公設消防の装備(管理区域での汚染区分に応じた装備を

予め定める)

・火災現場及び現場指揮本部での指揮命令系統の統一

・公設消防の汚染検査

・負傷者対応

  e.避難活動 

・避難周知

・作業員等の把握

・避難誘導

  f.自衛消防隊の招集 

・平日勤務時間

・平日夜間・休祭日

・使用可能な火災防護設備（例：固定式消火設備，消火器，

消火栓等） 

・臨界その他の特別な懸念のための，特定の消火剤に対す

る使用制限と代替手段 

・固定式消火設備，消火栓，消火器の配置

・手動消火活動のための給水

・消火要員が使用する通信連絡設備

・個別の火災区域の消火対応手順

・外部火災（変圧器，森林火災等）の対応

②火災発生時の注意事項

所長は，火災発生時の注意事項として以下の項目を定め

る。 

a. 通報連絡

b. 火災現場での活動に向けた準備

c. 消火活動

(a) 初期消火活動

(b) 自衛消防隊到着以降の消火活動

d. 公設消防への対応

(a) 公設消防への報告

(b) 公設消防の装備（管理区域での汚染区分に応じた装備を

あらかじめ定める） 

(c) 火災現場及び現場指揮本部での指揮命令系統の統一

(d) 公設消防の汚染検査

(e) 負傷者対応

e. 避難活動

(a) 避難周知

(b) 作業員等の把握

(c) 避難誘導

f. 自衛消防隊の召集

(a) 平日勤務時間

(b) 夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 大規模損壊時の火災

対応は対応体制等が異

なることから島根 2 号

炉ではSA対応手順に記

載している 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 
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③中央制御室盤内の消火活動に関する注意事項

中央制御室盤内で火災が発生した場合の消火活動につい

ては，常駐する運転員が実施することとする。具体的な消火

手順については，消火戦略に以下の事項を定める。 

a.消火設備

中央制御室の制御盤内の火災については，電気機器への影

響がない二酸化炭素消火器を使用して，消火を行う。 

b.消火手順

・火災が発生した場合，運転員は受信機盤により，火災が

発生している区域・部屋を特定するとともにプラント運転

状況を監視する。 

・消火活動は２名で行い，１名は直ちに至近の二酸化炭素

消火器を準備し，火災発生箇所に対して，消火活動を行う。

もう１名は，予備の二酸化炭素消火器の準備等を行う。 

・制御盤内での消火活動を行う場合は，セルフエアセット

を装着して消火活動を行う。 

・中央制御室主盤・大型表示盤エリア及び中央制御室裏盤

エリアへの移動は，距離が短いことから，短時間で移動し

て，速やかに消火活動を実施する。 

③ 中央制御室制御盤内の消火活動に関する注意事項

中央制御室制御盤内で火災が発生した場合の消火活動

は，常駐する運転員が初期の消火を実施するものの，自衛

消防隊が出動して消火活動にあたることとする。具体的な

消火手順については，消火戦略に以下の事項を定める。

a. 消火設備

中央制御室制御盤内の火災については，電気機器への

影響がない二酸化炭素消火器を使用して，消火を行う。 

b. 消火手順

・火災が発生した場合，運転員は受信機盤により，火災が発

生している区域・部屋を特定するとともにプラント運転状

況を監視する。

・消火活動は 2 名で行い，1 名は直ちに至近の二酸化炭素消

火器を準備し，火災発生箇所に対して，消火活動を行う。

もう 1名は，予備の二酸化炭素消火器の準備等を行う。

・制御盤内での消火活動を行う場合は，セルフエアセットを

装着して消火活動を行う。

・中央制御室主盤及び中央制御室裏盤への移動は，距離が短

いことから，短時間で移動して，速やかに消火活動を実施

する。

・中央制御室の火災発生時の煙を排気するために排煙装置を

配備する。また，排煙装置の起動手順を定める。

④ 中央制御室床下コンクリートピットでの火災発生時の注

意事項

中央制御室床下コンクリートピットで火災が発生した

場合は，消火剤には毒性がないが，消火時にフッ化水素が

生成されることを踏まえ，運転員はセルフエアセットを装

着することを社内規定に定める。 

③中央制御室及び補助盤室盤内の消火活動に関する注意事項

中央制御室及び補助盤室盤内で火災が発生した場合の消

火活動については，中央制御室に常駐する運転員が実施する

こととする。具体的な消火手順については，消火戦略に以下

の事項を定める。 

a.消火設備

中央制御室及び補助盤室の制御盤内の火災については，電

気機器への影響がない二酸化炭素消火器を使用して，消火を

行う。 

なお，補助盤室については，火災発生時に煙の充満により

消火活動が困難となる場合は，固定式消火設備にて消火を行

う。 

b.消火手順

・火災が発生した場合，運転員は受信機盤により，火災が

発生している区域・部屋を特定するとともにプラント運転

状況を監視する。 

・消火活動は２名で行い，１名は直ちに至近の二酸化炭素

消火器を準備し，火災発生箇所に対して，消火活動を行う。

もう１名は，予備の二酸化炭素消火器の準備等を行う。 

・制御盤内での消火活動を行う場合は，セルフエアセット

を装着して消火活動を行う。 

・中央制御室主盤及び中央制御室裏盤，並びに補助盤室へ

の移動は，距離が短いことから，短時間で移動して，速や

かに消火活動を実施する。 

・中央制御室の火災発生時の煙を排気するために排煙装置

を配備する。また，排煙装置の起動手順を定める。 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-⑰の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 補助盤室は，煙の充

満により消火活動が困

難となる火災区域に設

定し，固定式消火設備

を設置する。 

・設備の相違

【東海第二】 

中央制御室内の設備

構成が異なる 

【柏崎 6/7】 

 島根 2 号炉では排煙

を考慮した消火戦略と

している 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉は，中央

制御室及びその床下の

ケーブル処理室を独立

した火災区域に設定し

ているため，ケーブル
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④火災鎮火後の処置

当直長は，公設消防からの鎮火確認を受けたのち，設備状

態の確認を行い，設備保守箇所へ点検依頼を行う。設備保守

箇所は火災後の設備健全性確認を行う。 

(9) 原子炉格納容器内の火災防護対策

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒素ガ

スが封入され雰囲気が不活性化されていることから，火災の

発生は想定されない。 

一方で窒素ガスが封入されていない期間のほとんどは原

子炉が低温停止に到達している期間であるが，わずかではあ

るものの原子炉が低温停止に到達していない期間もあるこ

とを踏まえ，「2.1.3.1.(2)②原子炉格納容器内の系統分離」

及び資料 8 に示す火災防護対策及び以下のとおり運用を行

うことを火災防護計画に定める。 

・原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物について，

持込み期間・可燃物量・持込み場所等を管理する。原子炉

格納容器内への持込み可燃物の仮置きは禁止とするが，や

むを得ず仮置きする場合には，不燃シートで覆う又は金属

箱の中に収納するとともに，その近傍に消火器を準備す

る。

・原子炉格納容器内での点検等で火気作業を実施する場合

は，火災防護計画にて定める管理手順に従って実施する。

・原子炉格納容器内での火災発生に対して，原子炉格納容器

内への入退域箇所や，原子炉格納容器内外の消火器・近傍

の消火栓・通信連絡設備の位置，原子炉格納容器内の安全

系設備やハザードの位置を明記した消火戦略を作成する。

(10)重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区域

に対する火災防護対策 

①重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区

域 

重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区域

については，重大事故等に対処するために必要な機能を有す

る構築物，系統及び機器を火災から防護することを目的とし

て，適切に火災区域を設定し，火災発生防止，火災の感知及

⑤ 火災鎮火後の処置

発電長は，公設消防からの鎮火確認を受けたのち，設備

状態の確認を行い，設備担当箇所に点検依頼を行う。設備

担当箇所は，火災後に設備の健全性確認を行う。

(8) 原子炉格納容器内の火災防護対策

 原子炉格納容器内は，プラント運転中は窒素が封入され不活性

化された環境となることから,火災の発生は想定されない。 

窒素が封入されていない期間のほとんどは原子炉が低温停止

となる期間であるが，わずかではあるものの原子炉が低温停止に

到達していない期間もあることを踏まえ，「2.1.3.1②原子炉格納

容器内の系統分離」及び資料 8に示す火災防護対策及び以下の運

用を行うことについて火災防護計画に定める。 

・原子炉格納容器内での作業に伴い持込み可燃物が発生する場

合，持込み期間・可燃物量・持込み場所等を管理する。また，

原子炉格納容器内への持込み可燃物の仮置きは禁止する。や

むを得ず仮置きが発生する場合は，不燃シートで覆うまたは

金属箱の中に収納するとともに，その近傍に消火器を準備す

る。

・原子炉格納容器内で火気作業を実施する場合は，火災防護計

画にて定める管理手順に従って実施する。

・原子炉格納容器内での火災発生に対し，原子炉格納容器内へ

の入退域箇所や，原子炉格納容器内外の消火器・近傍の消火

栓・通信設備の位置，原子炉格納容器内の安全系設備やハザ

ードの位置を明記した消火戦略を作成する。

(9)重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区域に対

する火災防護対策

① 重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区域

重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区域は，

重大事故等に対処するために必要な機能を有する構築物，系統

及び機器を火災から防護することを目的として，適切に火災区

域を設定し，火災の発生防止，火災の感知・消火，それぞれを

④火災鎮火後の処置

当直長は，公設消防からの鎮火確認を受けたのち，設備状

態の確認を行い，設備保守箇所へ点検依頼を行う。設備保守

箇所は火災後の設備健全性確認を行う。 

(9) 原子炉格納容器内の火災防護対策

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒素ガ

スが封入され雰囲気が不活性化されていることから，火災の

発生は想定されない。 

一方で窒素ガスが封入されていない期間のほとんどは原

子炉が低温停止に到達している期間であるが，わずかではあ

るものの原子炉が低温停止に到達していない期間もあるこ

とを踏まえ，「2.1.3.1.(2)②原子炉格納容器内に対する火

災の影響軽減のための対策」及び資料８に示す火災防護対策

及び以下のとおり運用を行うことを火災防護計画に定める。 

・原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物について，

持込み期間・可燃物量・持込み場所等を管理する。原子炉

格納容器内への持込み可燃物の仮置きは禁止とするが，や

むを得ず仮置きする場合には，不燃シートで覆う又は金属

箱の中に収納するとともに，その近傍に消火器を準備す

る。

・原子炉格納容器内での点検等で火気作業を実施する場合

は，火災防護計画にて定める管理手順に従って実施する。

・原子炉格納容器内での火災発生に対して，原子炉格納容器

内への入退域箇所や，原子炉格納容器内外の消火器・近傍

の消火栓・通信連絡設備の位置，原子炉格納容器内の安全

系設備やハザードの位置を明記した消火戦略を作成する。

(10) 重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区域

に対する火災防護対策

①重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区域

重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区域

については，重大事故等に対処するために必要な機能を有す

る構築物，系統及び機器を火災から防護することを目的とし

て，適切に火災区域を設定し，火災発生防止，火災の感知及

処理室における消火活

動が，運転員に影響を

与えることはない 

（以下，別添 1資料 1-

⑱の相違）
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び消火のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる。 

特に火災防護対策として以下の事項を火災防護計画及び

その関連文書として定め，これを実施する。 

・建屋内に設置される重大事故等対処施設である常設重大事

故防止設備，常設重大事故緩和設備は，火災によって重大

事故等に対処する機能が同時に喪失しないよう，設計基準

対象施設の配置を考慮して火災区域に設置する。

・屋外の重大事故等対処施設については，火災によって重大

事故等に対処する機能が同時に喪失しないよう配置上の

考慮を行う。

・屋外の常設重大事故等対処施設及び可搬型重大事故等対処

設備は，発電所敷地外からの火災による延焼を防止するた

め，原則，発電所敷地内に設定した防火帯で囲んだ範囲の

内側に防火帯と重複しないように配置する。

なお，モニタリングポスト用発電機は防火帯の外側に配置

するが代替の可搬型モニタリングポストを内側に配置す

る。

・屋外の重大事故等対処施設を設置するエリアについて，附

属設備を含めて火災区域に設定する。

重大事故等対処施設を設置するエリアのうち，壁やフェン

ス等で明確に区域が設定できない場合の火災区域の設定

に当たっては，「危険物の規制に関する政令」に基づき必

要な空地を確保して火災区域を設定する。また，同令にお

いて空地の要求がない設備については，重大事故等対処施

設自体が可燃物を内包することを踏まえ「屋外タンク貯蔵

所」とみなし，同令第十一条第二項で要求される空地の幅

を参考にして，附属設備を含め 3m 以上の幅の空地を考慮

した範囲とする。 

・常設代替交流電源設備設置区域については，附属設備を含

めて火災区域を設定する。火災区域の設定に当たり，ガス

タービン発電機は「一般取扱所」として空地が要求される

ことから，同令第九条第一項第二号で要求される「製造所」

の空地 5ｍ以上の幅の空地を確保した範囲とする。 

また，附属 設備の主要機器である地下タンクは「危険物

の規制に関する政令」において空地が要求されない設備で

あるため，同令の「屋外タンク貯蔵所」とみなし，同令第

考慮した火災防護対策を実施する。 

  特に，火災防護対策については，以下の事項を火災防護計画

に定め，実施する。 

・建屋内に設置される重大事故等対処施設である常設重大事

故防止設備，常設重大事故緩和設備は，火災により重大事

故等に対処する機能が同時に喪失することがないよう，設

計基準対象設備の配置を考慮して火災区域に設置する。

・屋外の重大事故等対処施設については，火災により重大事

故等に対処する機能が同時に喪失しないよう配置上の考

慮を行う。

・屋外の常設重大事故等対処施設は，発電所敷地外からの火

災による延焼を防止するため，発電所敷地内に設定した防

火帯で囲んだ範囲の内側に防火帯と重複しないように配

置する。

・屋外の重大事故等対処施設を設置するエリアについて，附

属設備を含めて火災区域に設定する。

・常設代替高圧電源装置置場は，附属設備を含めて火災区域

を設定する。常設代替高圧電源装置を構成する主要機器で

ある，地下タンクに対して消防法等から空地の確保は要求

されないが，危険物である燃料油や可燃物があることか

ら，その保管場所については，「危険物の規制に関する政

令」第九条第一項第二号で示される「製造所」の指定数量

の倍数が十以下の空地の幅を参考にして，燃料タンクは 3m

以上の幅の空地を確保した範囲を火災区域として設定す

び消火のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる。 

特に火災防護対策として以下の事項を火災防護計画及び

その関連文書として定め，これを実施する。 

・建物内に設置される重大事故等対処施設である常設重大事

故防止設備，常設重大事故緩和設備は，火災によって重大

事故等に対処する機能が同時に喪失しないよう，設計基準

対象施設の配置を考慮して火災区域に設置する。

・屋外の重大事故等対処施設については，火災によって重大

事故等に対処する機能が同時に喪失しないよう配置上の

考慮を行う。

・屋外の常設重大事故等対処施設及び可搬型重大事故等対処

設備は，発電所敷地外からの火災による延焼を防止するた

め，原則，発電所敷地内に設定した防火帯で囲んだ範囲の

内側に防火帯と重複しないように配置する。

なお，モニタリング・ポストは防火帯の外側に配置するが

代替の可搬式モニタリング・ポストを内側に配置する。

・屋外の重大事故等対処施設を設置するエリアについて，附

属設備を含めて火災区域に設定する。

重大事故等対処施設を設置するエリアのうち，壁やフェン

ス等で明確に区域が設定できない場合の火災区域の設定

にあたっては，「危険物の規制に関する政令」に基づき必

要な空地を確保して火災区域を設定する。また，同令にお

いて空地の要求がない設備については，重大事故等対処施

設自体が可燃物を内包することを踏まえ「屋外タンク貯蔵

所」とみなし，同令第十一条第二項で要求される空地の幅

を参考にして，附属設備を含め３m以上の幅の空地を考慮

した範囲とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉ではモニ

タリングポストが敷地

外からの火災による影

響を受けた場合は，可

搬型モニタリングポス

トにより対応する

・運用の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉は「危険

物の規制に関する政

令」を参考に空地の幅

を設定 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉の常設代

替交流電源設備（ガス

タービン発電機）は，

建物内に設置している

（以下，別添 1資料 1-

㉖の相違） 
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十一条第二項で要求される空地の幅を参考にして附属設

備を含め 3m 以上の幅の空地を確保した範囲とする。 

なお，ガスタービン発電機間においては同令における空地

の要求がないことから，設備として発電機間の火災影響並

びに消火活動への影響を考慮し，適切に空地を設ける設計

とする。 

・上記で設定した火災区域の境界付近は，可燃物を置かない

管理を実施するとともに，周辺施設又は植生との離隔，周

辺の植生区域の除草等の管理を実施する。

・上記で設定した火災区域については，点検に係る資機材等

の可燃物の仮置きを禁止する。 

・常設代替交流電源設備設置区域については，区域全体の火

災を感知するために，炎感知器及び熱感知カメラを設置す

る。 

・重大事故等対処施設（屋外に設定した火災区域，5号炉原

子炉建屋内緊急時対策所を含む）への屋外アクセスルート

を定める。 

・屋外アクセスルート及びその周辺については，地震発生に

伴う火災の発生防止対策（可燃物・危険物管理等）及び火

災の延焼防止対策（変圧器等火災対策，防油堤設置等）を

行う。

・屋外アクセスルート近傍で設備の新設や補修工事を実施す

る場合には，火災発生の影響を考慮すること，必要な評価

（外部火災影響評価）を実施することを火災防護計画及び

その関連文書に定める。

・屋外の火災区域での火災発生に対して，火災発生区域への

入退域箇所やアクセスルート，敷地内の消火栓，消火器，

防火水槽等の位置を明記した消火戦略を作成する。

②可搬型重大事故等対処施設及びその保管場所の火災防護

対策 

可搬型重大事故等対処施設は，建屋内及び屋外に「保管」

されており，建屋内については基準規則第 8 条，第 41 条

に基づき設定した火災区域に保管する。 

る。 

・上記で設定した火災区域の境界付近は，可燃物を置かない

管理を実施するとともに，周辺施設または植生との離隔，

周辺の植生区域の除草等の管理を実施する。

・上記で設定した火災区域は，点検に係る資機材等の可燃物

の仮置きを禁止する。

・常設代替交流電源装置置場の火災区域は，区域全体の火災

を感知するために，炎感知器及び熱感知カメラを設置す

る。 

・重大事故等対処施設（屋外に設定した火災区域，緊急時対

策所建屋含む）への屋外アクセスルートを定める。

・屋外アクセスルート及びその周辺は，地震発生に伴う火災

の発生防止対策（変圧器等火災対策，可燃物・危険物管理

等）及び火災の延焼防止対策（消火配管の地上化，防油堤

設置等）を行う。

・屋外アクセスルート近傍で設備工事，補修工事を実施する

場合は，火災発生の影響を考慮すること，必要な評価（内

部火災影響評価，外部火災影響評価）を実施することを火

災防護計画に定める。

・屋外の火災区域での火災発生に対し，火災発生区域への入

退域箇所やアクセスルート，敷地内の消火栓，消火器，防

火水槽等の位置を明記した消火手順を作成する。

②可搬型重大事故等対処設備の火災防護対策について

可搬型重大事故等対処設備に対して実施する火災防護対策を

以下に示す。 

・保管場所の可燃物管理

 可搬型重大事故等対処設備は，建屋内及び屋外に保

管しており，建屋内については，基準規則第八条及

び第四十一条に基づき設定した火災区域又は火災

・上記で設定した火災区域の境界付近は，可燃物を置かない

管理を実施するとともに，周辺施設又は植生との離隔，周

辺の植生区域の除草等の管理を実施する。

・上記で設定した火災区域については，点検に係る資機材等

の可燃物の仮置きを禁止する。 

・重大事故等対処施設（屋外に設定した火災区域，緊急時対

策所を含む。）への屋外アクセスルートを定める。

・屋外アクセスルート及びその周辺については，地震発生に

伴う火災の発生防止対策（可燃物・危険物管理等）及び火

災の延焼防止対策（変圧器等火災対策，防油堤設置等）を

行う。

・屋外アクセスルート近傍で設備の新設や補修工事を実施す

る場合には，火災発生の影響を考慮すること，必要な評価

（外部火災影響評価）を実施することを火災防護計画及び

その関連文書に定める。

・屋外の火災区域での火災発生に対して，火災発生区域への

入退域箇所やアクセスルート，敷地内の消火栓，消火器，

消火用水源の位置等を明記した消火戦略を作成する。

②可搬型重大事故等対処設備及びその保管場所の火災防護

対策 

可搬型重大事故等対処設備は，建物内及び屋外に「保管」

されており，建物内については基準規則第８条，第41条に基

づき設定した火災区域に保管する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉖の相

違 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉では屋外

アクセスルート周辺の

火災は移動式消火設備

により消火する 
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特に屋外の可搬型重大事故等対処施設及びその保管場所

の火災防護対策として以下の事項を火災防護計画及びその

関連文書として定め，これを実施する。 

・屋外の可搬型重大事故等対処施設の保管場所は，火災区域

として設定する。 

・可搬型重大事故等対処施設には危険物である燃料油や可燃

物を含むものがあることから，その保管場所については，

「危険物の規制に関する政令」で要求される空地のない対

象設備は，同令「屋外タンク貯蔵所」とみなし，同令第十

一条第二項第二号で要求される空地の幅を参考にして，保

管場所 の敷地境界から3ｍ以上の幅の空地を考慮した範

囲とする。（第1-44図）

・分散配置が可能な可搬型重大事故等対処施設については，

火災によって重大事故等に対処する機能が同時に喪失し

ないよう，分散配置して保管する。

・可搬型重大事故等対処施設は，設計基準対象施設及び常設

重大事故等対処施設に対して，可搬型重大事故等対処施設

からの火災又は設計基準対象施設若しくは常設重大事故

等対処施設からの火災により必要な機能が同時に喪失し

ないよう，十分な離隔を取った高所に保管する。

・可搬型重大事故等対処施設は，設備間に適切な離隔距離を

取って保管する。 

・可搬型重大事故等対処施設は，竜巻（風(台風)含む）によ

る火災においても重大事故等に対処する機能が喪失しな

いよう，配置上の考慮を行う。

・可搬型重大事故等対処施設の保管場所については，その周

囲に側溝を設けることによって，可搬型重大事故等対処施

設から潤滑油，燃料油が漏えいした場合には漏えいの拡大

防止を図る設計とする。

・可搬型重大事故等対処施設の保管場所については，火災発

生防止の観点から巡視を行うこと，巡視により潤滑油，燃

区画に保管している。 

・屋外の可搬型重大事故等対処設備の火災発生防止

・屋外の可搬型重大事故等対処設備保管場所の火災感知及び

消火 

 保管にあたっては，保管場所内での他の設備への火

災の影響軽減のため，金属製のコンテナへの保管，

距離による離隔を考慮して保管する。

 屋外の可搬型重大事故等対処設備は，固縛，複数箇

所への分散配置等により，竜巻（風（台風含む））

による火災発生防止のための配慮を行う。

 可搬型重大事故等対処設備のうち，発火性又は引火

性物質である潤滑油又は燃料油を内包する設備は，

溶接構造，シール構造の採用等により，漏えいの防

止対策を講ずる。 

特に屋外の可搬型重大事故等対処設備及びその保管場所

の火災防護対策として以下の事項を火災防護計画及びその

関連文書として定め，これを実施する。 

・可搬型重大事故等対処設備には危険物である燃料油や可燃

物を含むものがあることから，その保管場所については，

「危険物の規制に関する政令」で要求される空地のない対

象設備は，同令「屋外タンク貯蔵所」とみなし，同令第十

一条第一項第二号で要求される空地の幅を参考にして，保

管エリアの敷地境界から３ｍ以上の幅の空地を確保する。

（第１-44図）

・分散配置が可能な可搬型重大事故等対処設備については，

火災によって重大事故等に対処する機能が同時に喪失し

ないよう，分散配置して保管する。

・可搬型重大事故等対処設備は，設計基準対象施設及び常設

重大事故等対処施設に対して，可搬型重大事故等対処設備

からの火災又は設計基準対象施設若しくは常設重大事故

等対処施設からの火災により必要な機能が同時に喪失し

ないよう，十分な離隔を取った上で保管する。

・可搬型重大事故等対処設備は，設備間に３ｍの離隔距離を

取って保管する。

・可搬型重大事故等対処設備は，竜巻（風(台風)含む）によ

る火災においても重大事故等に対処する機能が喪失しな

いよう，配置上の考慮を行う。

・可搬型重大事故等対処設備の保管場所については，その周

囲に側溝を設けることによって，可搬型重大事故等対処設

備から潤滑油，燃料油が漏えいした場合には漏えいの拡大

防止を図る設計とする。

・可搬型重大事故等対処設備の保管場所については，火災発

生防止の観点から巡視を行うこと，巡視により潤滑油，燃

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，屋外

の可搬型重大事故等対

処設備の保管場所を火

災区域として設定して

いない 

・運用の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉は，「危険

物の規制に関する政

令」を参考に空地の幅

を設定している 

・運用の相違（②につ

いては以下同じ）

【東海第二】 

可搬型重大事故等対

処設備の配備状況に応

じた火災防護対策を実

施している 
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料油の漏えいを発見した場合には，吸着マット，土嚢等を

使用し漏えいの拡大防止対策を図ることを，火災防護計画

の関連図書に定める。 

・可搬型重大事故等対処施設の保管場所の境界付近には可燃

物を置かない管理を実施するとともに，保管場所内の潤滑

油及び燃料油を内包する機器は，樹木等の可燃物に隣接す

る場所には配置しない等の保管場所外への延焼防止を考

慮する。

・可搬型重大事故等対処施設の保管場所については，点検に

係る資機材等の可燃物の仮置きを禁止する。

・可搬型重大事故等対処施設の保管場所とした火災区域につ

いては，区域全体の火災を感知するために，炎感知器及び

熱感知カメラを設置する。

・可搬型重大事故等対処施設の保管場所での火災発生に対し

て，火災発生区域への入退域箇所やアクセスルート，敷地

内の消火栓，消火器，防火水槽の位置等を明記した消火戦

略を作成する。

 屋外については，可搬型重大事故等対処設備を保管

する保管場所の境界付近には可燃物を置かない管

理を実施するとともに，保管場所内の潤滑油又は燃

料油を内包する設備は，樹木等の可燃物に隣接する

場所に配置しないなどの保管場所外への延焼防止

を考慮する。

 可搬型重大事故等対処設備保管場所の火災感知設

備は，早期に感知できるよう，固有の信号を発する

異なる種類の火災感知設備として，炎感知器と熱感

知カメラを設置する。可搬型重大事故等対処設備

は，火災感知設備により保管場所全体の火災の感知

ができる範囲に保管する。（第 1-45 図）

 可搬型重大事故等対処設備保管場所の火災感知器

は，故障時に早期に取替えられるよう予備を保有す

る。

 可搬型重大事故等対処設備の主要構造材には，不燃

性材料を使用する設計とするが，不燃性材料及び難

燃性材料，代替材料の使用が技術上困難な可搬型ホ

ース等については，金属製のコンテナ等に収納し，

火災の発生を防止する。使用時は，周囲に可燃物が

ないよう設置するとともに，使用時に定期的な状態

確認等，火災発生防止のための配慮を行う。

 可搬型重大事故等対処設備に使用するケーブルは，

原則，難燃ケーブルを使用する。難燃ケーブルを使

用しない可搬型重大事故等対処設備については，保

管時においては通電せず，金属製のコンテナに保管

する。使用時は，周囲に可燃物がないよう設置する

とともに，通電時に温度が異常に上昇しないことの

確認等，火災発生防止のための配慮を行う。

料油の漏えいを発見した場合には，吸着マット，土嚢等を

使用し漏えいの拡大防止対策を図ることを，火災防護計画

の関連図書に定める。 

・可搬型重大事故等対処設備の保管場所の境界付近には可燃

物を置かない管理を実施するとともに，保管場所内の潤滑

油及び燃料油を内包する機器は，樹木等の可燃物に隣接す

る場所には配置しない等の保管場所外への延焼防止を考

慮する。

・可搬型重大事故等対処設備の保管場所については，点検に

係る資機材等の可燃物の仮置きを禁止する。

・可搬型重大事故等対処設備の保管場所については，区域全

体の火災を感知するために，炎感知器及び熱感知カメラを

設置する。 

・可搬型重大事故等対処設備保管場所の火災感知器は，故障

時に早期に取替えられるよう予備を保有する。

・可搬型重大事故等対処設備の保管場所での火災発生に対し

て，火災発生区域への入退域箇所やアクセスルート，敷地

内の消火栓，消火器，消火用水源の位置等を明記した消火

戦略を作成する。

・可搬型重大事故等対処設備の主要構造材には，不燃性材料

を使用する設計とするが，不燃性材料及び難燃性材料，代

替材料の使用が技術上困難な可搬型ホース等については，

金属製のコンテナ等に収納し，火災の発生を防止する。使

用時は，周囲に可燃物がないよう設置するとともに，使用

時に定期的な状態確認等，火災発生防止のための配慮を行

う。

・可搬型重大事故等対処設備に使用するケーブルは，原則，

難燃ケーブルを使用する。難燃ケーブルを使用しない可搬

型重大事故等対処設備については，保管時においては通電

せず，金属製のコンテナに保管する。使用時は，周囲に可

燃物がないよう設置するとともに，通電時に温度が異常に

上昇しないことの確認等，火災発生防止のための配慮を行

う。
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 可搬型重大事故等対処設備は，転倒防止対策によ

り，地震による火災の発生を防止する。

 可搬型重大事故等対処設備保管場所の消火のため，

消火器及び消火活動を行うための屋外消火栓を設

置する。消火栓は，消防法に従い保管場所全体が消

火栓の消火範囲内（40m）となるように消火栓を設

置する。（第 1-45 図）

 可搬型重大事故等対処設備保管場所の消火器は，地

震時の損傷防止のための転倒防止対策を実施する。

 なお，地震時に消火栓が使用できない場合は，消火

器及び移動式消火設備にて消火する。

次頁に屋外の可搬型重大事故等対処設備のリストを示す。 

東海第二発電所 

屋外の可搬型重大事故等対処設備一覧表 

・可搬型重大事故等対処設備は，転倒防止対策により，地震

による火災の発生を防止する。

・重大事故等対処設備保管場所の消火のため，消火器を設置

する。

・可搬型重大事故等対処設備保管場所の消火器は，地震時の

損傷防止のための転倒防止対策を実施する。
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第1-44 図 可搬型重大事故等対処施設の火災区域設定 第 1-45 図 屋外の可搬型重大事故等対処設備保管場所の感知設

備，消火設備 

第１-44図 可搬型重大事故等対処設備の保管場所（例） 
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(11)消防法に基づく危険物施設予防管理・活動業務

防火・防災管理者は，消防法に基づき危険物施設予防規程

を作成し，市町村長へ届出する。防火・防災管理者は，危険

物保安監督者に対し，危険物災害予防規程に基づき危険物施

設の保安業務の実施を指導する。 

火災防護計画には，危険物施設の保安業務を以下のとおり

定める。 

・危険物施設の保安関係者に対する教育

・危険物施設における訓練

・巡視・点検

・運転・操作

・危険物の取扱い作業・貯蔵

・危険物施設の補修

・非常時の措置

・油漏えい時の対処方法

・消防機関との連絡

・立入検査

危険物施設の適用範囲の例を「危険物製造所等許可施設一

覧表」（第 1-18 表） に示す。 

 (10)消防法に基づく危険物施設予防管理・活動業務 

防火・防災管理者は，消防法に基づき危険物施設予防規程を

作成し，市町村長へ届出する。防火・防災管理者は，危険物保

安監督者に対し，危険物災害予防規程に基づき，危険物施設の

保安業務の実施を指導する。 

危険物施設予防規程には，危険物施設の保安業務を以下のと

おり定める。 

・危険物施設の保安関係者に対する教育

・危険物施設における訓練

・巡視点検

・運転操作

・危険物の取扱い作業及び貯蔵

・危険物施設の補修

・非常時の措置

・油漏えい時の対応方法

・公設消防との連絡

・立入検査

(11)消防法に基づく危険物施設予防管理・活動業務

所長は，消防法に基づき危険物災害予防規程を作成し，市

町村長へ届出する。所長は，危険物保安監督者に対し，危険

物災害予防規程に基づき危険物施設の保安業務の実施を指

導する。 

危険物災害予防規程には，危険物施設の保安業務を以下の

とおり定める。 

・危険物施設の保安関係者に対する教育

・危険物施設における訓練

・巡視・点検

・運転・操作

・危険物の取扱い作業・貯蔵

・危険物施設の補修

・非常時の措置

・油漏えい時の対処方法

・消防機関との連絡

・立入検査

危険物施設の適用範囲の例を「危険物製造所等許可施設一

覧表」（第１-16表）に示す。 

・体制の相違

【柏崎 6／7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6／7，東海第二】 

 島根 2 号炉は，火災

防護計画には危険物災

害予防規程の作成につ

いて定めているが，危

険物施設の保安業務の

詳細は危険物災害予防

規程に記載している 
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第 1-18 表：危険物製造所等許可施設一覧表(1) 第１-16表 危険物製造所等許可施設一覧表(1)
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第 1-18 表：危険物製造所等許可施設一覧表(2) 第１-16表 危険物製造所等許可施設一覧表(2)
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第 1-18 表：危険物製造所等許可施設一覧表(3)
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第 1-18 表：危険物製造所等許可施設一覧表(4)
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第 1-18 表：危険物製造所等許可施設一覧表(5)
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第 1-18 表：危険物製造所等許可施設一覧表(6)
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(12)消防法に基づく届出対象施設でない危険物貯蔵設備の管

理 

防火・防災管理者は，消防法に基づく市町村長への届出対

象施設ではない危険物貯蔵設備について，貯蔵する危険物の

種類，数量を管理する。 

消防法に基づく市町村長への届出対象施設ではない危険

物貯蔵設備の範囲の例を第1-19 表に示す。 

第 1-19 表：屋外の危険物貯蔵設備(1) 

(12)消防法に基づく届出対象施設でない危険物貯蔵設備の管

理 

防火・防災管理者は，消防法に基づく市町村長への届出対

象施設ではない危険物貯蔵設備について，貯蔵する危険物の

種類，数量を管理する。 

消防法に基づく市町村長への届出対象施設ではない危険

物貯蔵設備の範囲の例を第１-17表 に示す。 

第１-17表 屋外の危険物貯蔵設備 

・運用の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉では松江

市火災予防条例に基づ

き消防法に基づく市町

村長への届出対象施設

ではない危険物貯蔵設

備についても管理して

いる 
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第 1-19 表：屋外の危険物貯蔵設備(2) 
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(13)内部火災影響評価

防火・防災管理者は，内部火災影響評価の手順及び実施頻

度を定め，内部火災影響評価を定期的に実施し原子炉の高温

停止及び低温停止が達成，維持できることを確認する。 

(14)外部火災影響評価

防火・防災管理者は，外部火災影響評価条件を定期的に確

認する。評価結果に影響がある場合は，発電所敷地内外で発

生する火災が安全施設へ影響を与えないこと，及び火災の二

次的影響に対する適切な防護対策が施されていることを確

認するために，外部火災影響評価の再評価を実施する。 

(15)防火管理

①防火監視

防火・防災管理者は，可燃物の持込み状況，防火扉の状態，

火災の原因となり得る，過熱や引火性液体の漏えい等を監視

するための監視手順を定め，防火監視を実施する。防火監視

の結果，過熱や引火性液体の漏えい等が確認された場合に

は，改善を指示する。 

②持込み可燃物の管理

防火・防災管理者は，火災発生防止及び火災発生時の規模

の局限化，影響軽減を目的とした，持込み可燃物の運用管理

手順を定め，その管理状況を定期的に確認する。持込み可燃

物の運用管理手順には，発電所の通常運転に関する可燃物，

保守や改造に使用するために持ち込まれる可燃物（一時的に

持ち込まれる可燃物を含む）の管理を含む。 

持込み可燃物管理における，火災の発生防止・延焼防止に

関する遵守事項は以下のとおり。 

(11)内部火災影響評価

防火・防災管理者は，内部火災影響評価の手順及び実施頻度

を定め，内部火災影響評価を定期的に実施し原子炉の高温停止

及び低温停止ができることを確認する。 

(12)外部火災影響評価

防火・防災管理者は，外部火災影響評価条件を定期的に確認

する。評価結果に影響がある場合は，発電所敷地内外で発生す

る火災が安全施設へ影響を与えないこと，及び火災の二次的影

響に対する適切な防護対策が実施されていることを確認する

ために，外部火災影響評価の再評価を実施する。 

(13)防火管理

建屋内通路部も含めた設備の増改良による現場状況の変化

に対する火災防護について，規定に取り込み管理する。 

①防火監視

防火・防災管理者は，可燃物の持込み状況，防火扉の状態，

火災の原因となり得る過熱や引火性液体の漏えい等を監視す

るための監視手順を定め，防火監視を実施する。防火監視の結

果，過熱や引火性液体の漏えい等が確認された場合には，改善

を指示する。 

②持込み可燃物の管理

防火・防災管理者は，火災の発生防止及び火災発生時の火災

規模の最小化，影響軽減を目的とした，持込み可燃物の運用管

理手順を定め，その管理状況を定期的に確認する。持込み可燃

物の運用管理手順には，発電所の運転に係る可燃物，設備の保

守点検のために一時的に持ち込まれる可燃物の管理を実施す

る。 

持込み可燃物管理における，火災の発生防止，延焼防止に関

する遵守事項は以下のとおりである。 

・発電用原子炉施設内の各火災区域又は火災区画の耐火障壁

の耐火能力，設置されている火災感知器，消火設備の情報

から社内管理基準（持込み可燃物管理要領）を定め，火災

区域又は火災区画に持ち込まれ1日以上仮置きされる可燃

物と火災区域又は火災区画の既存の可燃物の火災荷重の

 (13)内部火災影響評価 

所長は，内部火災影響評価の手順及び実施頻度を定め，内

部火災影響評価を定期的に実施し原子炉の高温停止及び低

温停止が達成，維持できることを確認する。 

(14)外部火災影響評価

所長は，外部火災影響評価条件を定期的に確認する。評価

結果に影響がある場合は，発電所敷地内外で発生する火災が

安全施設へ影響を与えないこと，及び火災の二次的影響に対

する適切な防護対策が実施されていることを確認するため

に，外部火災影響評価の再評価を実施する。 

(15)防火管理

①防火監視

防火・防災管理者は，可燃物の持込み状況，防火扉の状態，

火災の原因となり得る，過熱や引火性液体の漏えい等を監視

するための監視手順を定め，防火監視を実施する。防火監視

の結果，過熱や引火性液体の漏えい等が確認された場合に

は，改善を指示する。 

②持込み可燃物の管理

所長は，火災発生防止及び火災発生時の規模の局限化，影

響軽減を目的とした，持込み可燃物の運用管理手順を定め，

その管理状況を定期的に確認する。持込み可燃物の運用管理

手順には，発電所の通常運転に関する可燃物，保守や改造に

使用するために持ち込まれる可燃物（一時的に持ち込まれる

可燃物を含む）の管理を含む。 

持込み可燃物管理における，火災の発生防止・延焼防止に

関する遵守事項は以下のとおり。 

・発電用原子炉施設内の各火災区域又は火災区画の耐火障壁

の耐火能力，設置されている火災感知器，消火設備の情報

から社内管理基準（持込み可燃物管理要領）を定め，火災

区域又は火災区画に持ち込まれ１日以上仮置きされる可

燃物と火災区域又は火災区画の既存の可燃物の火災荷重

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1 資料 1-㉓の相

違 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

 持込み可燃物は社内

管理基準を定めて管理

している 
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・ケーブルトレイ直下への可燃物の仮置を禁止する。

・火災区域又は火災区画で周囲に火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルがない場所に可燃物を仮置きする場合

には，不燃シートで覆う又は金属箱の中に収納するととも

に，その近傍に消火器を準備する。

・火災区域又は火災区画での作業に伴い，火災防護対象機器

及び火災防護対象ケーブル近傍に作業上必要な可燃物を

持ち込む際には作業員の近くに置くとともに，休憩時や作

業終了時には火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブ

ル近傍から移動する。

・火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とならない

火災区域又は火災区画は，可燃物の仮置きを禁止する。

なお，定期検査中の放射線管理資機材等の設置，工事用仮

設分電盤設置，工事用ケーブル・ホース類架設等の可燃性

の資機材を設置する場合には，防火監視の強化，可燃性の

資機材から 6m（火災防護に係る審査基準 2.3.1 項(2)b

で示される水平距離を参考に設定）以内での火気作業禁止

といった措置を行い，火災の発生防止・延焼防止に努める

ことを持込み可燃物の運用管理手順に定める。

総和を評価し，その管理基準を超過しないよう，電算機の

システムにより持込み可燃物を管理する。

・ケーブルトレイ直下への可燃物の仮置きを禁止する。

・火災区域又は火災区画で周囲に火災防護対象機器がない場

所に可燃物を仮置きする場合には，不燃シートで覆うまた

は金属箱の中に収納するとともに，その近傍に消火器を準

備する。

・火災区域又は火災区画での作業により，火災防護対象機器

近傍に可燃物を持ち込む場合には，作業員が目視確認でき

る範囲内とし，休憩・作業終了後は，火災防護対象機器近

傍から移動する。

・火災発生時の煙が充満しない火災区域又は火災区画には，

可燃物の仮置きは，原則禁止とする。

なお，定期検査中に持ち込まれる可燃物の仮設資材（分電

盤他）については，必要に応じて防火監視の強化を図ると

ともに，仮設資材近傍での火気作業禁止といった措置を実

施し，火災の発生防止，延焼防止に努めることを可燃物の

運用管理手順に定める。

・系統分離のために設置する隔壁に対し，開口部の特徴を考

慮した可燃物管理を行う。管理は以下を考慮し，現場への

仮置き禁止及び新規設備設置時は火災影響評価を行い，適

切な分離対策を講じる。 

 物品，設備の配備が原因となる火災の影響によっ

て，両区分の火災防護対象機器が同時に機能喪失

することを防ぐ

 物品，設備の配備が原因となる火災の影響によっ

て，系統分離のための隔壁の設計（壁高さ，設置

幅等）に影響が及ぶことを防ぐ

 物品，設備の配備が原因となる火災の影響によっ

の総和を評価し，その管理基準を超過しないよう，電算機

のシステムにより持込み可燃物を管理する。 

・ケーブルトレイ直下への可燃物の仮置を禁止する。

・火災区域又は火災区画で周囲に火災防護対象機器及び火災

防護対象ケーブルがない場所に可燃物を仮置きする場合

には，不燃シートで覆う又は金属箱の中に収納するととも

に，その近傍に消火器を準備する。

・火災区域又は火災区画での作業に伴い，火災防護対象機器

及び火災防護対象ケーブル近傍に作業上必要な可燃物を

持ち込む際には作業員の近くに置くとともに，休憩時や作

業終了時には火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブ

ル近傍から移動する。

・持込み可燃物管理により火災荷重を低く抑えることで，火

災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とならない

設計としている火災区域又は火災区画は，火災発生時の煙

の充満等により消火活動が困難とならない火災区域又は

火災区画を維持するよう，可燃物の仮置きを禁止する。

なお，定期検査中の放射線管理資機材等の設置，工事用仮

設分電盤設置，工事用ケーブル・ホース類架設等の可燃性

の資機材を設置する場合には，防火監視の強化，可燃性の

資機材から６m（火災防護に係る審査基準2.3.1項(2)bで示

される水平距離を参考に設定）以内での火気作業禁止とい

った措置を行い，火災の発生防止・延焼防止に努めること

を持込み可燃物の運用管理手順に定める。

・運用の相違

【東海第二】 

火災防護に係る審査

基準を参考として火気

作業時における可燃性

の資機材からの距離を

設定している 

・運用の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉に類似箇

所はない 

・ 
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③火気作業管理

防火・防災管理者は，火気作業における火災発生防止及び

火災発生時の規模の局限化，影響軽減を目的とした火気作業

管理手順について定め，発電所構内における火気作業管理状

況を定期的に確認する。火気作業管理手順には，以下を含め

る。 

・火気作業における作業体制

・火気作業前の確認事項

・火気作業中の留意事項（火気作業時の養生， 消火器等

の配備， 監視人の配置等）

・火気作業後の確認事項（火気作業終了後 30 分経過した

地点における残火確認等）

・火気作業養生材に関する事項

・仮設ケーブル（電工ドラム含む）の使用制限

・火気作業に関する教育

・作業以外の火気取扱について（喫煙，暖房等）

火気使用時の養生については，不燃シート・不燃テープを

用い，確実に隙間のない養生を行うことを定める。 

なお，建屋内の火気作業を除く全ての作業で使用する養生

シート及び汚染防止用のシートには，難燃シート（防炎シー

ト）及び難燃テープを使用することを定める。

④危険物の保管及び危険物取扱作業の管理

て，火災防護対象機器の機能に影響が及ぶことを

防ぐ 

第 1-46 図 仮置き及び新規設備設置禁止区域平面イメージ図 

③火気作業管理

防火・防災管理者は，火気作業（溶接，溶断作業等）におけ

る火災発生防止及び火災発生時の火災規模の最小化，影響軽減

を目的とした火気作業管理手順について定め，発電所内におけ

る火気作業管理状況を定期的に確認する。火気作業管理手順に

は，以下を含める。 

・火気作業における作業体制

・火気作業中の確認事項

・火気作業中の留意事項（火気作業時の養生，消火器等の配備，

監視人の配置等） 

・火気作業後の確認事項（火気作業終了後 30 分後における残

り火確認）

・安全上重要と判断された区域における火気作業の管理

・火気作業養生材に関する事項

・仮設ケーブルの使用制限

・火気作業に関する教育

・作業以外の火気取扱について（喫煙等）

 火気使用時の養生は，不燃シート・不燃テープを用いて養生す

ることを定める。なお，屋内における火気作業以外の作業で使用

する養生シート及び汚染防止用シートは，難燃シート及び難燃テ

ープを使用することを定める。 

④危険物の保管及び危険物取扱作業の管理

③火気作業管理

防火・防災管理者は，火気作業における火災発生防止及び

火災発生時の規模の局限化，影響軽減を目的とした火気作業

管理手順について定め，発電所構内における火気作業管理状

況を定期的に確認する。火気作業管理手順には，以下を含め

る。 

・火気作業における作業体制

・火気作業前の確認事項

・火気作業中の留意事項（火気作業時の養生，消火器等の

配備，監視人の配置等）

・火気作業後の確認事項（火気作業終了後30分経過した時

点における残火確認等）

・安全上重要と判断された区域における火気作業の管理

・火気作業養生材に関する事項

・仮設ケーブル（電工ドラム含む）の使用制限

・火気作業に関する教育

・作業以外の火気取扱について（喫煙，暖房等）

火気使用時の養生については，不燃シート・不燃テープを

用い，確実に隙間のない養生を行うことを定める。 

なお，建物内の火気作業を除く作業で使用する養生シート

及び汚染防止用のシートには，難燃シート及び難燃テープを

使用することを定める。 

④危険物の保管及び危険物取扱作業の管理
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防火・防災管理者は，危険物に起因する火災発生の防止を

目的とし，発電所の通常運転に関する危険物の保管や取扱，

保守や改造における危険物の保管及び取扱作業の管理につ

いて手順を定めるとともに，発電所構内における危険物の管

理状況を定期的に確認する。 

危険物管理手順には，以下を含める。 

・危険物の保管及び取扱に関する運用管理

・危険物取扱作業における作業体制

・危険物取扱作業前の確認事項

・危険物取扱作業中の留意事項

・危険物取扱作業後の確認事項

・危険物取扱に関する教育

⑤有機溶剤の取扱い

火災区域において有機溶剤を使用する場合は，火災発生防

止の観点から滞留を防止するため，建屋の機械換気に加え作

業場所の局所排気を行うことを定める。 

⑥防火管理の適用除外項目

防火管理で要求される事項を作業環境・物理的条件から満

足できない場合，火災防護設備が作業により機能低下又は喪

失する場合には，作業者及び当社はその作業内容及び防火措

置の必要性について検討・確認し，あらかじめ防火措置を定

め必要な申請書を作成し，防火・防災管理者の承認を得た後，

工事を実施できるものとする。 

⑦火災防護設備に関する要求の適用除外

火災防護計画には，火災防護設備に関する要求の適用除外

に関する事項を定める。 

⑧火災防護設備の損傷に対する代替措置基準

火災防護計画には，火災防護設備が損傷した場合の代替措

置に関する事項を定める。 

(16)火災防護設備の維持管理

①火災区域の維持管理

・屋内の火災区域を構成する耐火壁，防火戸，貫通部等の

火災防護設備の管理は社内マニュアルに則り管理を行う。 

防火・防災管理者は，危険物に起因する火災発生の防止を目

的として，発電所の運転に係る危険物の保管や取扱，保守点検

における危険物の保管及び取扱作業管理について手順を定め

るとともに，発電所内における危険物の管理状況を定期的に確

認する。 

  危険物の管理手順には以下を含める。 

・危険物の保管及び取扱に関する運用管理

・危険物作業における作業体制

・危険物取扱作業前の確認事項

・危険物取扱作業中の留意事項

・危険物取扱作業後の確認事項

・安全上重要と判断された区域における危険物の保管及び取扱

作業の管理 

・危険物取扱に関する教育

⑤有機溶剤の取扱い

火災区域において有機溶剤を使用する場合は，火災発生防止

の観点から滞留を防止するため，建屋の機械換気に加え作業場

所の通気・換気を行うことを定める。 

⑥防火管理の適用除外項目

防火管理で要求される事項を作業環境・物理的条件から満足

できない場合，火災防護設備が作業により機能低下または喪失

する場合には，作業者及び当社は，その作業内容及び防火措置

の必要性について検討・確認し，予め防火措置を定め必要な申

請書を作成し，防火・防災管理者の承認を得た後，工事を実施

できるものとする。 

⑦火災防護設備に関する要求の適用除外

火災防護計画には，火災防護設備に関する要求の適用除外に

関する事項を定める。 

⑧火災防護設備の損傷に対する代替措置

火災防護計画には，火災防護設備が損傷した場合の代替措置

に関する事項を定める。 

(14)火災防護設備の維持管理

①火災区域の維持管理

・屋内の火災区域を構成する耐火壁，貫通部等の火災防護設

備の管理は社内規程に則り管理する。

所長は，危険物に起因する火災発生の防止を目的とし，発

電所の通常運転に関する危険物の保管や取扱，保守や改造に

おける危険物の保管及び取扱作業の管理について手順を定

めるとともに，発電所構内における危険物の管理状況を定期

的に確認する。 

危険物管理手順には，以下を含める。 

・危険物の保管及び取扱に関する運用管理

・危険物取扱作業における作業体制

・危険物取扱作業前の確認事項

・危険物取扱作業中の留意事項

・危険物取扱作業後の確認事項

・安全上重要と判断された区域における危険物の保管及び

取扱作業の管理 

・危険物取扱に関する教育

⑤有機溶剤の取扱い

火災区域において有機溶剤を使用する場合は，火災発生防

止の観点から滞留を防止するため，建物の機械換気に加え作

業場所の局所排気を行うことを定める。 

⑥防火管理の適用除外項目

防火管理で要求される事項を作業環境・物理的条件から満

足できない場合，火災防護設備が作業により機能低下又は喪

失する場合には，作業者及び当社はその作業内容及び防火措

置の必要性について検討・確認し，あらかじめ防火措置を定

め必要な申請書を作成し，防火・防災管理者の承認を得た後，

工事を実施できるものとする。 

⑦火災防護設備に関する要求の適用除外

火災防護計画には，火災防護設備に関する要求の適用除外

に関する事項を定める。 

⑧火災防護設備の損傷に対する代替措置基準

火災防護計画には，火災防護設備が損傷した場合の代替措

置に関する事項を定める。 

(16)火災防護設備の維持管理

①火災区域の維持管理

・屋内の火災区域を構成する耐火壁，防火戸，貫通部等の

火災防護設備の管理は社内規程に則り管理を行う。 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1 資料 1-㉓の相

違 
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・屋外の火災区域（常設代替交流電源設備，可搬型重大事

故等対処施設保管場所等）は資機材管理，火気作業管理，

危険物管理，可燃物管理，巡視を行うとともに，火災区

域周辺の除草を行う。

・火災区域の変更や火災区域設定に影響を与える可能性が

ある工事を実施する場合には，火災影響評価を行い，火

災による影響を考慮しても多重化されたそれぞれの系

統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持できることを確認するととも

に，変更管理を行う。

・可燃物が少ない火災区域又は火災区画について，設備を

追加設置（常設）する場合は，可燃物の仮置き禁止を前

提に管理対象としている可燃物と合算して可燃物量

1,000MJ，等価火災時間 0.1 時間のいずれも超えないよ

うに管理する。

②火災防護設備の維持管理

火災防護設備の維持管理は「2.3(21)火災防護設備の保守

管理」に示すとおり社内マニュアルに則り維持管理を行う。 

③防火帯の維持管理

防火・防災管理者は，森林火災が発生した場合の延焼を防

止する防火帯の管理については，以下のとおり実施する。 

a.防火帯上の駐車禁止等の措置

防火帯上に駐車場を設定しない。また，可燃物を有する

設備を設置しない。 

b.防火帯の巡視点検

防火帯上に可燃物等が無いこと及び異常等が無いこと

の確認について，予め作成したチェックシートを用いて，

月1回実施する。防火帯の損傷等の異常を確認した場合，

補修作業を実施する。 

(17)森林火災等の敷地外火災発生時の延焼防止対策

森林火災の延焼を防止するために,防火帯を設置する。防

・屋外の火災区域(常設代替高圧電源装置置場)は，資機材管

理，火気作業管理，危険物管理，可燃物管理，巡視 を行

うとともに，火災区域周辺の除草を行う。

・火災区域の変更や設定した火災区域に影響を与える可能性

がある工事を実施する場合には，火災影響評価を行い，火

災による影響を考慮しても多重化されたそれぞれの系統

が同時に機能を失うことなく，原子炉を安全停止できるこ

とを確認するとともに，変更管理を行う。

・可燃物が少ない火災区域又は火災区画において，可燃物と

なる設備(油内包設備，電源盤，ケーブル等)を追加設置す

る場合は，可燃物の仮置き禁止を前提に管理対象としてい

る可燃物と合算し，一般的な 10 型粉末消火器（普通火災

の消火能力単位：3，油火災の消火能力単位：7）の消火性

能試験におけるガソリン量 42L（1,300MJ）とほぼ同等の

可燃物 1,000MJ，等価火災時間 0.1 時間のいずれも超えな

いように管理する。

② 火災防護設備の維持管理

火災防護設備の維持管理は「2.3(18)火災防護設備の保守

管理」に示すとおり，社内規程に則り維持管理を行う。 

③ 防火帯の維持管理

防火・防災管理者は，森林火災が発生した場合の延焼を

防止する防火帯の管理については，以下のとおり実施する。 

a.防火帯上の駐車禁止等の措置

防火帯上に駐車場を設定しない。また，可燃物を有する

設備を設置しない。 

b.防火帯の巡視点検

防火帯上に可燃物等がないこと等，防火帯に異常がない

ことを確認するため，防火帯の日常点検を実施する。日常

点検において，防火帯の損傷等の異常を確認した場合は，

速やかに補修作業を実施する。 

(15)森林火災等の敷地外火災発生時の延焼防止対策

森林火災の延焼を防止するために，防火帯を設置する。防火帯

・屋外の火災区域（ガスタービン発電機用軽油タンクエリ

ア等）は資機材管理，火気作業管理，危険物管理，可燃

物管理，巡視を行うとともに，火災区域周辺の除草を行

う。 

・火災区域の変更や火災区域設定に影響を与える可能性が

ある工事を実施する場合には，火災影響評価を行い，火

災による影響を考慮しても多重化されたそれぞれの系

統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持できることを確認するととも

に，変更管理を行う。 

・可燃物が少ない火災区域又は火災区画について，設備を

追加設置（常設）する場合は，可燃物の仮置き禁止を前

提に管理対象としている可燃物と合算し，一般的な10型

粉末消火器（普通火災の消火能力単位：３，油火災の消

火能力単位：７）の消火性能試験におけるガソリン量42L

（約1,300MJ）とほぼ同等の可燃物量1,000MJ，等価火災

時間0.1時間のいずれも超えないように管理する。

②火災防護設備の維持管理

火災防護設備の維持管理は「2.3.(21)火災防護設備の保守

管理」に示すとおり社内規程に則り維持管理を行う。 

③防火帯の維持管理

防火・防災管理者は，森林火災が発生した場合の延焼を防

止する防火帯の管理については，以下のとおり実施する。 

a.防火帯上の駐車禁止等の措置

防火帯上に駐車場を設定しない。また，可燃物を有する

設備を設置しない。 

b.防火帯の巡視点検

防火帯上に可燃物等が無いこと及び異常等が無いこと

の確認について，防火帯の日常点検を実施する。日常点検

において，防火帯の損傷等の異常を確認した場合，補修作

業を実施する。 

(17)森林火災等の敷地外火災発生時の延焼防止対策

森林火災の延焼を防止するために,防火帯を設置する。防

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 屋外に設置している

設備が異なる 
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火帯は,火災防護対象機器を原則防護するように設定する

（防火帯の外側となる設備は,送電線,通信線,気象観測装置

及び放射能監視設備）。防火帯は,発電所設備及び駐車場の配

置状況を考慮し,干渉しないように設定する。防火帯の設定

に当たっては,モルタル吹付け等を行い,可燃性物質がない

状態を維持管理する。万一,敷地外の森林から出火し,敷地内

の植生へ延焼するおそれがある場合は,統括管理者の指示に

より自衛消防隊が出動し,予防散水等の延焼防止措置を行

う。敷地内の植生に延焼した場合は,消火活動を行う。予防

散水を含む森林火災の対応の手順については，消火戦略に定

める。 

なお，敷地内の植生へ延焼した場合であっても,適切な防

火帯幅を確保しており,原子炉建屋等の重要施設へ延焼せ

ず,安全機能が損なわれることはないことを，外部火災影響

評価 にて確認している。 

(18)航空機落下等による発電所施設の大規模損壊に伴う火災

対策 

原子炉建屋周辺に航空機が落下し，燃料火災が発生した場

合，直ちに公設消防へ通報するとともに，統括管理者の指示

により自衛消防隊が出動し，大型化学高所放水車等による泡

消火により消火活動を行う。また，発電所対策本部本部長（所

長）が，事故対応を実施及び継続するために，放水砲等によ

る泡消火の実施が必要と判断した場合は，緊急時対策要員を

火災対応の指揮命令系統の下で消火活動に従事させる。 

(19)教育・訓練

①防火・防災教育の実施

防火・防災管理者及びその代行者等は，消防機関が行う

講習会及び研修会等に参加するとともに，自衛消防組織に

配備される要員をはじめとする職員等に対し防火・防災に

関する教育を計画的に実施し，記録及び報告書を防災 安全

グループが保管する。 

②消防訓練の実施

防火・防災管理者は，消火対応の力量を維持するために，

は，火災防護対象機器を防護するよう設定する（防火帯の外側と

なる設備は，送電線，通信線，気象観測装置及び放射能監視設備）。

防火帯は，発電所設備及び駐車場の配置状況を考慮し，干渉しな

いように設定する。防火帯の設定にあたっては，モルタル吹付け

等を行い，可燃性物質が無い状態を維持管理する。 

 万が一，敷地外の森林から出火し，敷地内の植生に延焼するお

それがある場合は，統括管理者の指示により自衛消防隊が出動

し，予防散水等の延焼防止措置を行う。予防散水を含む森林火災

の対応手順は消火戦略に定める。なお，適切な防火帯幅を確保し

ており，原子炉建屋などの重要施設に延焼せず，安全機能が損な

われないことを外部火災影響評価にて確認している。 

(16)航空機衝突による発電所施設の大規模損壊に伴う火災対策

 原子炉建屋周辺に航空機が衝突し，燃料火災が発生した場合，

直ちに公設消防に連絡するとともに，統括管理者の指示により自

衛消防隊が出動し，化学消防自動車及び水槽付消防ポンプ自動車

による泡消火を実施する。また，発電所対策本部本部長（所長）

が，事故対応を実施及び継続するために，可搬型代替注水大型ポ

ンプ及び放水砲による消火の実施が必要と判断した場合は，緊急

時対策要員を火災対応の指揮命令系統の下で消火活動に従事さ

せる。 

(17)教育・訓練

①防火・防災教育の実施

防火・防災管理者及びその代行者等は，消防機関が行う講習

会及び研修会に参加するとともに，自衛消防組織に配備される

要員をはじめとする職員に対し，防火・防災に関する教育を計

画的に実施し，記録及び報告書を総務グループマネージャーが

保管する。 

② 消防訓練の実施

防火・防災管理者は，消火対応の力量を維持するために，各

火帯は,火災防護対象機器を原則防護するように設定する

（防火帯の外側となる設備は,送電線,通信線及び放射能監

視設備）。防火帯は,発電所設備及び駐車場の配置状況を考

慮し,干渉しないように設定する。防火帯の設定にあたって

は,モルタル吹付け等を行い,可燃性物質がない状態を維持

管理する。万一,敷地外の森林から出火し,敷地内の植生へ延

焼するおそれがある場合は,連絡責任者からの連絡により自

衛消防隊が出動し,予防散水等の延焼防止措置を行う。敷地

内の植生に延焼した場合は,消火活動を行う。予防散水を含

む森林火災の対応の手順については，消火戦略に定める。 

なお，敷地内の植生へ延焼した場合であっても,適切な防

火帯幅を確保しており,原子炉建物等の重要施設へ延焼せ

ず,安全機能が損なわれることはないことを，外部火災影響

評価にて確認している。 

(18)航空機落下等による発電所施設の大規模損壊に伴う火災

対策 

発電所施設の大規模損壊に伴う火災対策については別途

定める社内文書に基づいて対応する。 

(19)教育・訓練

①防火・防災教育の実施

防火・防災管理者及びその代行者等は，消防機関等が行う

講習会及び研修会等に参加するとともに，自衛消防組織に配

備される要員をはじめとする職員等に対し防火・防災に関す

る教育を計画的に実施し，記録及び報告書を各教育訓練の主

管箇所が保管する。 

②消防訓練の実施

防火・防災管理者は，消火対応の力量を維持するために，

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 防火帯の外側に設置

している設備が異なる 

・体制の相違

【東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 大規模損壊時の火災

対応は対応体制等が異

なることから島根 2 号

炉ではSA対応手順に記

載している 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1 資料 1-㉓の相

違 
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訓練を計画的に実施する。防火・防災管理者は，火災防護

活動に係わる訓練の年間計画を作成する。 

自衛消防隊に係る訓練の例を第 1-20 表に示す。 

第 1-20 表：自衛消防隊に係る訓練 

③初期消火要員に対する訓練（運転員）

a.防災安全ＧＭは，「初期消火要員の役割及び力量表」（第

1-14 表）に基づく初期消火要員として運転員の力量が

確保されていることを確認するために，社内マニュアル

に基づき作成する当該年度の運転員の教育・訓練の実施

結果を年１回確認する。 

b.中央制御室の制御盤内での火災を想定し，二酸化炭素

消火器の取扱いに関する教育並びに訓練を行うととも

種訓練を計画的に実施する。防火・防災管理者は，火災防護活

動に係る訓練の年間計画を作成する。 

③ 初期消火要員に対する訓練

a. 安全・防災グループマネージャーは，初期消火要員とし

ての力量が確保されていることを確認するために，社内

規程に基づき作成する当該年度の運転員の教育・訓練の

実施結果を年 1回確認する。

b. 中央制御室の制御盤内での火災を想定し，二酸化炭素消

火器の取扱いに関する教育及び訓練を実施するととも

訓練を計画的に実施する。防火・防災管理者は，火災防護活

動に係わる訓練の年間計画を作成する。 

自衛消防隊に係る教育訓練の例を第１-18表に示す。 

第１-18表 自衛消防隊に係る教育訓練 

③初期消火要員に対する訓練（運転員）

a. 防火・防災管理者は，「初期消火要員に必要な力量及

び教育訓練」（第１-13表）に基づく初期消火要員とし

て運転員の力量が確保されていることを確認するため

に，社内マニュアルに基づき作成する当該年度の運転

員の教育・訓練の実施結果を年１回確認する。

b. 中央制御室及び補助盤室の制御盤内での火災を想定

し，二酸化炭素消火器の取扱いに関する教育並びに訓

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉕の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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に，制御盤内で消火活動を行う場合は，セルフエアセッ

トを装着することからセルフエアセットの取扱いに関す

る訓練を行う。 

c.原子炉格納容器内での消火活動を迅速に行うため，原子

炉格納容器内火災に対する消火戦略をあらかじめ作成

し，迅速に消火活動ができるよう定期的に訓練を行う

④初期消火要員に対する訓練（委託員）

a.防災安全ＧＭは，委託消防員の業務に係る仕様書におい

て，「初期消火要員の役割及び力量表」（第 1-14 表）に

基づく調達要求事項が社内マニュアルに従って明確に

記載されていることを確認する。

b.防災安全ＧＭは，初期消火要員として委託員の力量が確

保されていることを確認するために，委託先の教育・訓

練の実施報告書を半期ごとに確認する。

⑤自衛消防隊（消火班）に対する教育

防火安全ＧＭは，自衛消防隊（消火班）に対して，以下

に関する訓練を必要に応じ計画的に実施する。 

・消火活動（消火器・屋外消火栓等の使用）

・現場整理（現場交通整理・火災現場保存）

・資機材搬送（消火活動資機材の運搬）

・情報連絡（発電所本部への情報連絡・現場での情報収

集・記録） 

・救護（負傷者の救護・引き渡しまでの介護）

⑥一般職員に対する教育

防火・防災管理者は，原子力発電所の当社一般職員に対し

て，以下に関する教育を必要に応じ計画的に実施する。 

・火災防護関連法令，規程類等

・火災発生時における対応手順

・可燃物及び火気作業に関する運営管理

・危険物（液体，気体）の漏えい，流出時の措置

⑦協力企業職員に対する教育

防火・防災管理者は，原子力発電所に従事する元請企業に

対して，作業員に以下に関する教育を実施するよう指導す

る。 

・火災発生時における対応手順

・可燃物及び火気作業に関する運営管理

に，制御盤内で消火活動を行う場合は，セルフエアセッ

トを装着することから，セルフエアセットの取扱いに関

する訓練も行う。 

c.原子炉格納容器内での消火活動を迅速に行うため，原

子炉格納容器内火災に対する消火戦略を作成し，速やか

に消火活動ができるように訓練する。 

④ 初期消火要員に対する訓練(委託員)

a.施設防護グループマネージャーは，委託消防員の業務に係

る仕様書において，調達要求事項が社内規程に従って記載

されていることを確認する。

  b.安全・防災グループマネージャーは，初期消火要員として

委託員の力量が確保されていることを確認するために，委

託先の教育・訓練の実施報告書を半期ごとに確認する。 

⑤ 一般職員に対する教育

防火・防災管理者は，一般職員に対し以下に関する教育を必

要に応じ計画的に実施する。 

・火災防護関連法令，規程類

・火災発生時における対応手順

・可燃物及び火気作業に関する運営管理

・危険物（液体，気体）の漏えい，流出時の措置

⑥ 協力会社に対する教育

  防火・防災管理者は，協力会社に対して以下に関する教育を

実施するよう指導する。 

・火災発生時における対応手順

・可燃物及び火気作業に関する運営管理

練を行うとともに，制御盤内で消火活動を行う場合は，

セルフエアセットを装着することからセルフエアセッ

トの取扱いに関する訓練を行う。

c. 原子炉格納容器内での消火活動を迅速に行うため，原

子炉格納容器内火災に対する消火戦略を予め作成し，

迅速に消火活動ができるよう定期的に訓練を行う。

④初期消火要員に対する訓練（委託員）

a. 課長（保修管理）は，委託消防員の業務に係る仕様書

において，調達要求事項が社内マニュアルに従って明

確に記載されていることを確認する。

b. 防火・防災管理者は，初期消火要員として委託員の力

量が確保されていることを確認するために，委託先の

教育・訓練の実施報告書を半期ごとに確認する。

⑤自衛消防隊（消火班）に対する教育

防火・防災管理者は，自衛消防隊（消火班）に対して，

以下に関する訓練を計画的に実施する。 

・消火活動（消火器・屋外消火栓等の使用）

・現場整理（現場交通整理・火災現場保存）

・資機材搬送（消火活動資機材の運搬）

・情報連絡（発電所本部への情報連絡・現場での情報収

集・記録） 

・救護（負傷者の救護・引き渡しまでの応急手当）

⑥一般職員に対する教育

防火・防災管理者は，原子力発電所の当社一般職員に対し

て，以下に関する教育を計画的に実施する。 

・火災防護関連法令，規程類等

・火災発生時における対応手順

・可燃物及び火気作業に関する運営管理

・危険物（液体，気体）の漏えい，流出時の措置

⑦協力会社に対する教育

防火・防災管理者は，原子力発電所に従事する協力会社に

対して，作業員に以下に関する教育を実施するよう指導す

る。 

・火災発生時における対応手順

・可燃物及び火気作業に関する運営管理

別添 1資料 1-⑰の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

318



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

・危険物（液体，気体）の漏えい，流出時の措置

⑧定期的な評価

a.防災安全ＧＭは，消火活動に必要な体制について，総合

的な訓練と実際の消火活動の結果を年１回以上評価して，

より適切な体制となるように見直しを行う 

。 

b.前項の評価の際には，社内の講評，消防機関等の外部機

関からの指導事項等を踏まえて行う。 

(20)火災防護システムとその特徴

①原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持するための

機能の確保を目的とした火災の発生防止、火災の感知及

び消火，火災による影響の軽減の各対策について，「火災

防護システムとその特徴」として，火災防護計画の関連

図書に定める。 

②重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区

域，可搬型重大事故対処等施設に対する火災の発生防止，

火災の感知及び消火の各対策について，「火災防護システ

ムとその特徴」として，火災防護計画の関連図書に定め

る。 

(21)火災防護設備の保守管理

火災防護設備の性能及び信頼性は，当該設備に施す検査，

試験及び保守に依存することを認識した上で，プラント設備

だけでなく消火器具等消防設備も含めて，すべての火災防護

設備が確実に機能するように維持する必要がある。そのた

め，防火・防災管理者は，設備を適切に維持管理するために

設備保守箇所ＧＭに対し，指導・監督する。 

設備保守箇所ＧＭは，火災防護設備の検査や試験及び保守

について，社内マニュアルに従い，適切に保守管理を行う。

保守管理に当たっては，社内マニュアルに基づき適切に保全

重要度を設定する。 

・危険物(液体，気体)の漏えい，流出時の措置

⑦ 定期的な評価

a.安全・防災グループマネージャーは，消火活動に必要な体

制について，総合的な訓練と実際の消火活動の結果を年 1

回以上評価して，より適切な体制となるように見直しを行

う。

    b.前項の評価の際には，社内の講評，消防機関等の外部機関

からの指導事項などを踏まえて行う。 

c. 保安規定と災害対策要領にて定期的な評価実施する。ま

た，保全計画に定期的な評価結果を反映し適切に管理す

る。 

(18)火災防護設備の保守管理

火災防護設備の性能及び信頼性は，当該設備の検査，試験及

び保守点検が重要であることを認識した上で，消火器具など消

防設備も含めて，すべての火災防護設備が機能するように維持

する必要がある。したがって，防火・防災管理者は，設備を適

切に維持するために設備担当箇所のグループマネージャーに

対し，指導・監督する。 

  設備担当箇所のグループマネージャーは，火災防護設備の検

査や試験及び保守点検について，社内規程に従い，保守管理を

行う。保守管理にあたっては，社内規程に基づき適切に保全重

要度を設定する。 

・危険物（液体，気体）の漏えい，流出時の措置

⑧定期的な評価

a. 課長（保修管理）は，消火活動に必要な体制について，

総合的な訓練と実際の消火活動の結果を年１回以上評

価して，より適切な体制となるように見直しを行う。

b.前項の評価の際には，社内の講評，消防機関等の外部機

関からの指導事項等を踏まえて行う。 

(20) 火災防護システムとその特徴

①原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持するための

機能の確保を目的とした火災の発生防止，火災の感知及

び消火，火災による影響の軽減の各対策について，火災

防護計画の関連図書に定める。 

②重大事故等対処施設並びにこれらが設置される火災区

域，可搬型重大事故等対処施設に対する火災の発生防止，

火災の感知及び消火の各対策について，火災防護計画の

関連図書に定める。 

(21)火災防護設備の保守管理

火災防護設備の性能及び信頼性は，当該設備に施す検査，

試験及び保守に依存することを認識した上で，プラント設備

だけでなく消火器具等消防設備も含めて，すべての火災防護

設備が確実に機能するように維持する必要がある。そのた

め，防火・防災管理者は，設備を適切に維持管理するために

設備担当箇所の課長に対し，指導・監督する。 

設備担当箇所の課長は，火災防護設備の検査や試験及び保

守について，社内マニュアルに従い，適切に保守管理を行う。

保守管理にあたっては，社内マニュアルに基づき適切に保全

重要度を設定する。 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・(23)に記載している

・運用の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉では要求

事項に基づき実施すべ

き火災防護対策を火災

防護計画の関連図書に

定めて明確化する 

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 
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設備保守箇所ＧＭは，社内マニュアルに基づき保全の重要

度に応じた保全計画の策定を行う。なお，火災防護設備の補

修，取替え及び改造の実施に当たっては，社内マニュアルに

基づき，火災防護システムとその特徴を踏まえ必要に応じて

設計計画を作成し，権限者の承認を得る。 

火災防護設備の保全工事等の計画及び実施に当たっては，

社内マニュアルに基づき，発注先に対しての要求事項の明確

化等，保全工事等の計画について具体化し，計画に従い，実

施する。 

火災防護設備は，社内マニュアルに基づき点検・補修等の

結果から所定の機能を発揮し得る状態にあることを確認・評

価する。火災防護設備の点検・補修で不適合が生じた場合に

は，社内マニュアルに基づき，前述の確認・評価の結果を踏

まえて実施すべき点検等の方法，実施頻度及び時期の是正処

置並びに予防処置を講じる。 

火災防護設備の保全の有効性評価及びフォローアップに

ついては，社内マニュアルに基づき，火災防護設備に対する

点検の妥当性，保全計画の妥当性等を確認する。また，評価

の結果，改善が必要なものが確認された場合は，これを改善

する。 

火災防護設備については，社内マニュアルに基づき，火災

  設備担当箇所のグループマネージャーは，社内規程に基づき

保全の重要度に応じた保全計画を策定する。保全計画には，複

合体及び 1時間耐火材に対する具体的な点検方法，頻度，範囲

を設定※する。なお，火災防護設備の補修，取替え等の火災防

護設備の保全工事等の計画及び実施に当たっては，社内規程に

基づき，必要に応じて設計計画を作成し，権限者の承認を得る。 

※：点検方法： 

①複合体：外観目視点検（傾向管理として定点観測な

ど）にて，複合体に異常のないこと（防火

シートの破損，重なり具合，結束ベルトや

ファイアストッパの破損，脱落など）を確

認 

（系統分離のための耐火材内の複合体は，耐

火材外面状態を踏まえて内部を確認） 

②1時間耐火材：外観目視点検（傾向管理として定点

観測など）にて，発泡被覆シートに

割れ，膨れ，剥がれ等の異常がない

ことを確認 

点検頻度，範囲：100%／10 年とし，施工範囲を適切に

管理 

  火災防護設備の保全工事等の計画及び実施に当たっては，社

内規程に基づき，発注先に対しての要求事項の明確化等，保全

工事等の計画を具体化し，計画に従い実施する。 

  火災防護設備は，社内規程に基づき点検・補修等の結果を確

認し，機器の機能を満足することを評価する。火災防護設備の

点検・補修で不適合が生じた場合には，社内規程に基づき，前

述の確認結果及び評価結果を踏まえて実施すべき点検の方法，

実施頻度及び是正処置並びに予防処置を講じる。 

  火災防護設備の保全の有効性評価及びフォローアップにつ

いては，社内規程に基づき，火災防護設備に対する点検の妥当

性，保全計画の妥当性を確認する。また，評価結果により改善

が必要とされた場合は，点検，保全計画について改善する。 

  火災防護設備については，社内規程に基づき，火災防護設備

設備担当箇所の課長は，社内マニュアルに基づき保全の重

要度に応じた保全計画の策定を行う。なお，火災防護設備の

補修，取替え及び改造の実施にあたっては，社内マニュアル

に基づき，火災防護システムとその特徴を踏まえ必要に応じ

て設計計画を作成し，権限者の承認を得る。 

火災防護設備の保全工事等の計画及び実施にあたっては，

社内マニュアルに基づき，発注先に対しての要求事項の明確

化等，保全工事等の計画について具体化し，計画に従い，実

施する。 

火災防護設備は，社内マニュアルに基づき点検・補修等の

結果から所定の機能を発揮し得る状態にあることを確認・評

価する。火災防護設備の点検・補修で不適合が生じた場合に

は，社内マニュアルに基づき，前述の確認・評価の結果を踏

まえて実施すべき点検等の方法，実施頻度及び時期の是正処

置並びに予防処置を講じる。 

火災防護設備の保全の有効性評価及びフォローアップに

ついては，社内マニュアルに基づき，火災防護設備に対する

点検の妥当性，保全計画の妥当性等を確認する。また，評価

の結果，改善が必要なものが確認された場合は，これを改善

する。 

火災防護設備については，社内マニュアルに基づき，火災

・体制の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-㉓の相

違 

・運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様が異なる 
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防護設備に対する保守管理の妥当性を評価する。また，評価

した結果に基づき，必要に応じて保守管理の改善案を作成す

る。 

(22)固定式消火設備に係わる運用

固定式消火設備に係わる運用について，以下のとおり定め

る。 

防火・防災管理者は，この運用を作業員に周知するととも

に，現場に掲示する。固定式消火設備の操作は，基本的に初

期消火要員（運転員）が行う。 

①全域及び局所ガス消火設備

全域ガス消火設備で使用するガスはハロン 1301 又は 

HFC-227ea であり，設備動作に伴う人体への影響はない

が，全域ガス消火設備の動作時には，当直長は区域内の作

業員等を退避させる。 

全域ガス消火設備の設置区域については，起動時に扉が

「開」状態では消火剤が流出することから，全域ガス消火

設備が設置されていること，及び設置区域に設置された扉

を「閉」運用とすることを現場に明記する。 

局所ガス消火設備は，原子炉建屋通路部に設置されてい

る制御棒駆動水ポンプ，ほう酸水注入ポンプといった発火

性又は引火性物質である潤滑油及び燃料油を内包する設

備，電源盤類，ケーブルトレイを対象に設置することから，

消火対象の設備との識別や，設置場所の明示を行う。 

局所ガス消火設備で使用するガスは，ハロン 1301 又は 

FK-5-1-12 であり，設備動作に伴う人体への影響はない

が，局所ガス消火設備の動作時には，当直長は動作エリア

の作業員等を退避させる。 

②二酸化炭素消火設備

油火災が想定される非常用ディーゼル発電機室・非常用

ディーゼル発電機燃料ディタンク室（以下「DG 室等」と

いう。）の二酸化炭素消火設備については，通常の起動方

式を「自動」で運用するため，入室時の人身安全の確保の

観点から DG 室等の入口扉は電磁錠とサムターン鍵によ

に対する保守管理の妥当性を評価する。また，評価結果に基づ

き，必要に応じて保守管理の改善案を作成する。 

(19)固定式消火設備に係わる運用

固定式消火設備に係わる運用について，以下のとおり定め

る。 

  防火・防災管理者は，この運用を作業員に周知するとともに，

現場に掲示する。固定式消火設備の操作は，基本的に初期消火

要員（運転員）が行う。 

① ハロゲン化物自動消火設備（全域）及びハロゲン化物自動

消火設備（局所）

  ハロゲン化物自動消火設備（全域）で使用するガスはハロン

1301 であり，設備作動に伴う人体への影響はないが，ハロゲン

化物自動消火設備（全域）の作動時には，発電長は当該室内の

職員，作業員を退避させる。 

  ハロゲン化物自動消火設備（全域）の設置区域は，起動時に

扉が解放していると消火剤が流出するため，当該設置区域の扉

は閉運用であること，ハロゲン化物自動消火設備（全域）が設

置されていることを現場に掲示する。 

  ハロゲン化物自動消火設備（局所）は，原子炉建屋通路部に

設置されている制御棒駆動水（CRD）ポンプ，ほう酸水注入系

（SLC）ポンプといった油内包設備，ケーブルトレイを対象に

設置することから，消火対象物の識別，設置場所の明示を行う。 

  ハロゲン化物自動消火設備（局所）で使用するガスは，ハロ

ン 1301 または FK-5-1-12 であり，設備作動に伴う人体への影

響はないが，ハロゲン化物自動消火設備（局所）の作動時には，

発電長は作動エリアの作業員等を退避させる。 

② 二酸化炭素自動消火設備（全域）

  油火災が想定される非常用ディーゼル発電機（以下「DG」と

いう。）に対する二酸化炭素自動消火設備（全域）は，通常の

起動方式を自動で運用する。当該室への入室時の人身安全の確

保の観点から，非常用ディーゼル発電機室入口扉は施錠管理す

る設計とし，さらに起動方式を自動から手動に切替ないと，施

防護設備に対する保守管理の妥当性を評価する。また，評価

した結果に基づき，必要に応じて保守管理の改善案を作成す

る。 

(22)固定式消火設備に係わる運用

固定式消火設備に係わる運用について，以下のとおり定め

る。 

防火・防災管理者は，この運用を作業員に周知するととも

に，現場に掲示する。固定式消火設備の操作は，基本的に初

期消火要員（運転員）が行う。 

① 全域及び局所ガス消火設備

全域ガス消火設備で使用するガスはハロン1301であり，

設備動作に伴う人体への影響はないが，全域ガス消火設備

の動作時には，当直長は区域内の作業員等を退避させる。 

全域ガス消火設備の設置区域については，起動時に扉が

開状態では消火剤が流出することから，全域ガス消火設備

が設置されていること，及び設置区域に設置された扉を

「閉」運用とすることを現場に明記する。 

局所ガス消火設備は，原子炉建物オペレーティングフロ

アにケーブルトレイを対象に設置することから，消火対象

の設備との識別や，設置場所の明示を行う。 

局所ガス消火設備で使用するガスは，FK-5-1-12であり，

設備動作に伴う人体への影響はないが，局所ガス消火設備

の動作時には，当直長は動作エリアの作業員等を退避させ

る。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

別添 1資料 1-①の相

違 
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る 2 種類の施錠により管理する。電磁錠は二酸化炭素消

火設備の起動方式が「自動」の時に施錠され，「手動」に

切り替えることによって電磁錠が解錠される。二酸化炭素

消火設備の起動方式の切替え操作は，中央制御室管理の専

用鍵を用いる設計とする。二酸化炭素消火設備の起動方式

を「手動」としているときには，中央制御室内及び現場の

表示を点灯させることで，DG 室等からの退室時における

「手動」から「自動」への切替え忘れ防止を図る設計とす

る。 

万一 DG 室等の中に閉じ込められた場合は，電磁錠の解

錠押釦とサムターン鍵により内側から解錠することによ

り退出が可能となっている。 

加えて，作業者等が入室している際には設備が自動で起

動しない運用を徹底するため，以下の通り入退室管理を行

う。また，これらの手順を周知し運用するための文書を定

める。 

a.入室管理

(a) 運転員

・運転員が DG 室等に入室する際には，中央制御室に連絡

し，DG 室等入口の二酸化炭素消火設備現場操作箱で専

用鍵により起動方式を「自動」から「手動」へ切り替え

る。 

・中央制御室の運転員は，DG 室等の二酸化炭素消火設備

が「自動」から「手動」へ切り替わったことを中央制御

室内の表示で確認し，運転員に連絡する。 

・運転員は，DG 室等入口扉をサムターン鍵により解錠し，

DG 室等に入室する。 

(b) 運転員以外

・運転員以外が DG 室等に入室するためには，DG 室等入

口の二酸化炭素消火設備の起動方式を「自動」から「手

動」へ切り替えるよう中央制御室に依頼する。 

・運転員は現場へ向かい，中央制御室に連絡し，DG 室等

入口の二酸化炭素消火設備現場操作箱で専用鍵により

起動方式を「自動」から「手動」へ切り替える。 

錠した鍵が開錠しない設計とする。また，二酸化炭素自動消火

設備（全域）の起動方式を手動状態としている時には，中央制

御室制御盤及び現場入口扉の表示を点滅させる設計とするこ

とで，退室時の手動から自動起動に切替ることが抜けてしまう

ことのないような設計とする。 

  加えて，作業者等が入室している際には設備が自動で起動し

ない運用を徹底するため，以下のとおり入退室管理を行う。ま

た，この入退室手順については文書に定めるとともに，現場に

掲示する。 

a.入室管理

・非常用ディーゼル発電機室に入室する際は，中央制御室に

連絡し非常用ディーゼル発電機室入口付近の二酸化炭素

自動消火設備（全域）の現場操作盤で起動方式を自動から

手動に切り替える。 

・中央制御室では，起動方式が自動から手動に切り替わった

ことを中央制御室内の表示で確認する。 

・非常用ディーゼル発電機室に入室することを中央制御室に

連絡した後，中央制御室で管理する鍵を用いて開錠し，非

常用ディーゼル発電機室に入室する。
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・中央制御室の運転員は，DG 室等の二酸化炭素消火設備

が「自動」から「手動」へ切り替わったことを中央制御

室内の表示で確認し，運転員に連絡する。 

・運転員は，DG 室等入口扉をサムターン鍵により解錠し，

運転員以外へDG室等の入室を許可する。 

b.退室管理

(a) 運転員

・運転員が DG 室等から退室する際は，DG 室等の中に運

転員以外がいないことを確認した上で，DG 室等入口扉

をサムターン鍵により施錠する。 

・運転員は中央制御室に連絡し，DG 室等入口の二酸化炭

素消火設備現場操作箱にて専用鍵により起動方式を「手

動」から「自動」へ切り替える。 

・中央制御室の運転員は，DG 室等の二酸化炭素消火設備

が「手動」から「自動」へ切り替わったことを中央制御

室内の表示で確認し，運転員に連絡する。 

(b) 運転員以外

・運転員以外が DG 室等から退室する際には，DG 室等入

口の二酸化炭素消火設備の起動方式を「手動」から「自

動」へ切り替えるよう中央制御室に依頼する。 

・運転員は現場へ向かい，DG 室等の中に運転員以外がい

ないことを確認した上で，DG 室等入口扉をサムターン

鍵により施錠する。 

・運転員は，中央制御室に連絡し，DG 室等入口の二酸化

炭素消火設備現場操作箱にて専用鍵により起動方式を

「手動」から「自動」へ切り替える。 

・中央制御室の運転員は，DG 室等の二酸化炭素消火設備

が「手動」から「自動」へ切り替わったことを中央制御

室内の表示で確認し，運転員に連絡する。 

c.入室時に火災が発生した場合の対応

・DG 室等で入室時に当該室で火災が発生した場合には，

発見者は火災の状況を確認し，中央制御室に連絡すると

ともに消火器による初期消火を実施する。 

b.退室管理

・非常用ディーゼル発電機室から退室する際には，非常用デ

ィーゼル発電機室内に人がいないことを確認した上で，非

常用ディーゼル発電機室入口の現場操作盤起動方式を手

動から自動に切り替える。

・中央制御室では，非常用ディーゼル発電機室の起動方式が

手動から自動に切り替わったことを中央制御室内の表示

で確認する。 

  ・非常用ディーゼル発電機室から退室後，入口扉の鍵を閉め，

非常用ディーゼル発電機室での作業が完了したことを中

央制御室に連絡する。 

c.入室時に火災が発生した場合の対応

・非常用ディーゼル発電機入室時に当該室で火災が発生した

場合，発見者は火災の状況を確認し，中央制御室に連絡す

るとともに消火器による初期消火を実施する。
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・初期消火要員（運転員）は現場に急行し，初期消火活動

を行い消火器による消火が難しいと判断した場合は，二

酸化炭素消火設備を作動させて消火を行う。 

・二酸化炭素消火設備を起動する際は，DG 室等内の全作

業者を退避させ，DG 室等の扉を閉じ，二酸化炭素消火

設備の切替スイッチが「手動」位置であることを確認し，

起動操作を行う（ボタン押し後，警報が発し，23 秒後

に二酸化炭素放出開始）。 

(23)火災防護計画の継続的改善

防火・防災管理者は，火災防護計画の継続的改善を図る

ため，火災防護活動を定期的に評価し，火災防護計画が有

効に機能していることを確認するとともに，結果に応じて

必要な措置を講じる。 

・初期消火要員が現場に急行し，初期消火活動を行い消火器

による消火が難しいと判断した場合は，二酸化炭素自動消

火設備（全域）を作動させて消火を行う。

・二酸化炭素自動消火設備（全域）を起動させる際は，非常

用ディーゼル発電機室内の人員を退避させるとともに，非

常用ディーゼル発電機室の扉を閉じ，現場操作盤の切替ス

イッチが手動位置であることを確認した上で，起動スイッ

チを操作する(操作後，警報鳴動，25 秒以上の時間遅れを

もって二酸化炭素が放出される。)。 

 (20)火災防護に係る品質保証 

 火災防護に関する品質保証は，社内規程に従い実施する。発電

所の品質保証を統括するグループは，火災防護に対する品質保証

活動を定期的に監査する。 

(21)火災防護計画の継続的改善

 防火・防災管理者は，火災防護計画の継続的改善を図るため，

火災防護活動を定期的に評価し，火災防護計画が有効に機能して

いることを確認するとともに，結果に応じて必要な措置を講じ

る。 

(23)火災防護計画の継続的改善

防火・防災管理者は，火災防護計画の継続的改善を図る

ため，火災防護活動を定期的に評価し，火災防護計画が有

効に機能していることを確認するとともに，結果に応じて

必要な措置を講じる。 
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